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i

わが母、ビルギット・ロンボルグに捧ぐ

　

　

私の長期予測を手短に述べると：

　

生活の物質的な条件は、ほとんどの国のほとんどの人にとっては、

ほとんどの期間に向上が続くだろう。一－二世紀のうちに、

すべての国と人類のほとんどは、今日の西洋の生活水準と同等か

それ以上になるだろう。

　

が、もう一つ私が予想するのは、多くの人は相変わらず生活のいろいろな条件が、

どんどん悪くなっていると思いこみ、そう言い続けるだろう、ということだ。

メリーランド大学経済学教授

ジュリアン・サイモン（1932–98) (Regis 1997: 198)
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xxv

はじめに

本書の着想が生まれたのは、1997 年 2 月、ロサンゼルスのある書店でのことだった。

『ワイアード』誌を立ち読みしていると、アメリカの経済学者ジュリアン・サイモン（メ

リーランド大学）のインタビューがあった。ぼくたちのこれまでの環境に対する理解は、

はっきり言って先入観とダメな統計に基づくものでしかない、とかれは主張していた。環

境についての、破滅の日的な理解は正しくないのだ、と。主張の根拠には公式統計しか

使っていないし、だれでもアクセスできるものだから自分の主張はすぐ確かめられるぞ、

とサイモンは強調していた。

ぼくは挑発された。ぼくは古くさい左翼のグリーンピース支持者で、長いこと環境問題

について案じてきた。同時にぼくは統計学を教えているので、サイモンの情報源をチェッ

クするのは簡単なはずだ。さらに、ぼくはいつも生徒たちに、統計学はぼくたちの重要な

社会的信念が精査に耐えるものか、それともただの神話かを判断するための、科学の最強

の手段の一つだ、と教えている。それなのに、ぼくはずっと荒廃を続ける環境という自分

の信念を本当に精査してみたことはなかった――そこへサイモンがやってきて、自分の信

念を統計の顕微鏡にかけてみろ、と言ったわけだ。

1997年の秋に、ぼくはいちばん出来のいい学生 10人と研究会を作り、サイモンの主張

を徹底的に調べてみようとした。正直いって、ぼくたちはサイモンの発言のほとんどが、

ただのアメリカ右翼プロパガンダでしかないことを証明しようと思っていた。そして、は

い確かに、かれの発言すべてが正確ではなかった。でも――期待とはうらはらに――かれ

の論点の驚くほど多くの部分は検証に耐え、ぼくたちの思いこんでいた知識とは逆だっ

た。先進国の空気は、汚染が進むどころかきれいになっている。発展途上国の人々の飢餓

も、増えるどころか減っている、等々。

ぼくは、いったいなぜ自分は、環境がひどい状態にあってそれが悪化する一方だと思っ

ているのか考えてみた。そしてもしぼく自身の環境に対する信念がまちがっているとして

も、それはぼく一人のまちがいじゃないだろう。そこでぼくはデンマークの大新聞の一つ

に連絡をとった。イギリスの『ガーディアン』紙のような中道左よりの新聞『ポリティケ

ン』だ。そして、各種環境問題についてのぼくたちの理解について、いくつか記事を書き
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たいと申し出た。その結果、記事が 4 本出て、これはデンマークで最大級の論争に発展

し、あらゆる新聞にまで波及して、全部で関連記事やコメントや批判が 400 本以上も出

た。その後ぼくは、その論争のフォローアップとして本をまとめようとした。ただしずっ

と広い範囲を扱って、ぼくたちの主要な心配事すべてを取り上げようと考えた。

でも論争全体は不思議なほど不完全な感じだった。そもそも、いちばん驚いたのは、多

くの環境団体からの反応が、ただの感情的な全否定しかなかったということだった。そ

りゃもちろん、ぼく自身の最初の反応もそういうものではあったけれど、でも議論が進め

ば、そういう否認がやがて、ぼくの提示した大量のサポートデータについての考察に道を

譲り、環境に対するぼくたちのアプローチをまともに再評価しようとするようになるもの

と思うだろう。びっくりしたことに、多くの人は、近しい友人たちを含め、批判的なコメ

ントだけを読んで、ぼくが間違っているのだという単純な結論を引き出し、ぼくたちが来

るべき災厄の日を安心して信じ続けられるのだ、と考えていた。これはつまり、災厄の未

来像が実にしっかりとぼくたちの思考に食い込んでいることを示している。

ぼくはアーハウス大学で統計を教えているので、基本的な技能は国際統計の扱い方がわ

かっている、という点にある。ふつうは統計というと、みんな果てしない数字の列を追い

かけるだけの退屈な作業だと思っている――ぼくは毎学期、新しい生徒たちに、そんなこ

とはないよと納得させなきゃならない。実は統計はとってもエキサイティングなものにな

れる。それは統計がまさに、思いこみにデータを対峙させて、世界をもっとはっきり見せ

てくれるものだからだ。この興奮が、本書にも一貫して現れていればと思う。かなりの数

値データは入っているけれど、世界の状態を知るのは刺激的で元気が出ることだし、自分

の世界観の問い直しは健全で大きな見返りがあるはずだ。

もしパーティーでぼくが自分の仕事を語ると、イギリス首相ベンジャミン・ディズラエ

リ（1804—81）の発言とされるものを、正誤を問わず下敷きにしたコメントを避けられる

ことは滅多にない。かれはこう言ったそうな；「世の中には 3種類のウソがある。ただの

ウソ、とんでもない大ウソ、そして統計だ」1。そして確かに、統計が真実を歪めるのに

使えるのは事実ではある。でも判断力をもって使われれば、統計は世界についての最高の

情報源だ。

なぜか？　ぼくたちが友人や知り合いやメディアを通じて見る世界のごく一部は、世界

全体についてのバランスの取れた見方にはほとんどなっていないからだ。各種の理由のた

めに、ぼくたちの友人や知人は、平均的な人間よりはぼくたち自身にずっと近い。だから

友人たちだけをもとに世界の印象を決めるのは、見方を歪めてしまう。同じように、テレ

ビから聞こえてくる物語はしばしば、各種の予想がつく形で歪められ、誇張されている

（真実とメディアの問題については第二章参照）。
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このように、統計は世界をもっとはっきり見る方法を提供してくれる。それどころか統

計は、多くの分野においてぼくたちが科学的にしっかりした世界記述を行う唯一の方法

だったりする。

ぼくは本書の各章を専門家にレビューしてもらったけれど、ぼく自身は環境問題そのも

のについての専門家じゃない。ぼくの狙いはむしろ、専門家たち自身が関連書や雑誌で問

題の記述に使った、問題へのアプローチについて説明を行い、各種の対象領域について、

社会全体としての優先順位づけにおける重要性を評価できるような視点から検討を行うこ

とだった。

鍵となる発想は、ぼくたちは環境団体やビジネスロビイストやメディアだけに、真実や

優先順位の提案を任せておくべきじゃない、ということだ。むしろぼくたちは、環境論争

において慎重な民主的チェックをがんばって追求すべきなのだ。そしてそのためには、世

界の本当の状態を知るべきだ――ぼくたちの世界の本質的な部分について、最重要の事実

や関係についての知識を持つべきだ。本書がそうした理解に貢献してくれればと願ってや

まない。
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用語と単位

本書はデータをたくさん示す。個別データから完全な文章を作るにあたり、ぼくはしば

しば些末な厳密性よりは読みやすさを重視している。とはいえ、厳密な記述は巻末注や

図の凡例などにちゃんと書いてある。本書で「今日」と言ったら、それはおおむね直近の

データを指している。これは 1997年から 2001年のどこかのデータで、データ収集速度

とそれに関わるタイムスパンにもよる。

英語市場でのデータ入りの本は、単位をどうしようか考える必要が出てくる。本書は基

本的にメートル法を使っているけれど、「人間レベル」のデータがからむ時には、フィー

ト・ポンド法も含めてある 2（訳注：日本版ではこちらでもメートル法のほうが通りがいい

ため、フィート／ポンド系の数字は省いてある。したがって、この先の段落は一部省略）。

本書を通じて年代は Common Era (CE) と Before Common Era (BCE) を使ってい

る。エネルギーはジュール (J) またはキロワット時 (kWh) を使っている。大きな数は指

数表記にしてある。つまり 5e6 というのは 5× 106、あるいは 5のあとにゼロが 6つくっ

ついた数字（つまり 500万）だ。伝統的な接頭辞は本書を通じて使われている。k (キロ、

1000)、M (メガ、100万) 、G (ギガ、10億) 、そしてものすごく大きな数字では E (エー

タ、1e18)、Z (ゼータ、1e21)3。温度は摂氏を使っている。
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H. Ausubel and Arnuff Grüber, “Working less and living longer: long-term trends

in working time and time budgets,” Techonological Forecasting and Social Change

50:113–31 の figure 8 から複製したもの。Elsevier Science の許可を得て複製。図 59は

WWF Forests for Life ウェブページ (http://www.panda.org/forests4life.htm)

を複製したもの。WWF Forest for Life キャンペーンと Tori Lyall の許可を得て複

製。図 96, 97, 109, 113 は Nemat Shafik, “Economic development and environmental

quality: an econometric analysis” Oxford Economic Papers 46:757–73 の p. 764 よ

http://www.lomborg.org/
http://www.panda.org/forests4life.htm


xxxiv 謝辞

り複製。Oxford University Press と Nemat Shafik の許可を得て複製。図 98 は J.

Lawrence Kulp, “Acid rain”, Julian Simon The State of Humanity Oxford: Blackwell,

p. 529 より複製。Blackwell Publishersの許可を得て複製。図 101 は D. Jarvis and P.

Burney. “The epidemiology of allergic disease.” British Medical Journal 318:607–10

の p. 607 より複製。BMJ Publishing Group の許可を得て複製。図 151 は Ujjayant

Chakravorty, James Roumasset and Kindping Tse, “Endogenous substitution among

energy resources and global warming.” Journal of Political Economy 105(6):1, 201–34

の Figure2,3 より複製。The University of Chicago Pressの許可を得て複製。著作権材

料の権利保持者を同定しようという最大限の努力は払われたものの、見落としはあるかも

しれないので、この場を借りて、意図せずして著作権を侵害してしまった権利保持者に対

してお詫びしたい。



第 I部

よく聞くお話は本当か？
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第 1章

世の中、よくなってきているのだ

世界は今、本当はどんな状態にあるんだろうか？

楽観主義者は歴史の終焉を宣言して、可能な世界のいいとこ取りができたと主張する。

一方悲観論者が見るのは凋落する世界で、破滅がすぐそこに迫っていると言う。世界の状

態を正しく理解するのは大事なことだ。それは人類の抱える問題を定義づけて、行動がい

ちばん必要とされているのはどこかを示してくれるからだ。同時にそれは、人間文明のス

コアカードでもある――ぼくたちは自分の能力をきちんと使っただろうか、そしてこれは

ぼくたちが子供に残したいような世界だろうか？

本書は眉にツバをつけた環境保護論者が書いた本だ。環境保護論者だというのは、ぼく

が――ほかのほとんどの人たちと同じく――地球を大事に思っていて、未来の世代の将来

的な健康や福祉を気にかけているから。眉にツバというのは、楽観論者や悲観論者たち双

方の思いこみだけに基づいた行動はしたくないと思うくらい気にかけているから。ぼくた

ちは手に入る最高の情報を使って、明日をよりよくするという共通の目的目指して行動し

なきゃならないのだ。

そこでこの本は、本当の世界の状態をはかろうとする。もちろん、世界の状態すべてを

一冊ではかれる本なんか書けない（それを言うなら、そんなのは何百冊かけたって書きき

れない）。ぼくとしてもそんなことをしたつもりはない。むしろ、ぼくたちの世界の最も

重要な特徴をはかろうと思う――大事なことを。そしてこれは思いこみではなく、手に入

る最高の事実に基づいて評価されるべきだ。それでこそ本当の世界の状態だ。

1.1 定番のお話

本書の副題（The Real State of the World）は、環境問題について世界で一番有名な

本、The State of the World （『地球白書』）に引っかけたものだ。『地球白書』はワール

ドウォッチ研究所とその主席レスター・ブラウン 4 によって、1984年以来毎年刊行され



4 第 1章 世の中、よくなってきているのだ

ており、百万部以上売れている。このシリーズは世界の最も重要な課題を、専門的かつ正

確に指摘しようとする。残念ながらこれから見るように、同シリーズはしばしばその狙い

を果たせていない。でも多くの意味で『地球白書』は環境政策出版物の中で最もよく調査

されていて、学術的にも最も野心的なものだから、地球の状態に関する議論には欠かせな

い参加者となる 5。

もっと高い水準で、この本は環境についてのぼくたちの一般的な理解に働きかける。環

境はますます悪化しつつある、という定番のお話だ。テレビや新聞、政治的発言や、職場

やお茶の間での会話で毎日のように出くわすイメージやメッセージによってできあがる環

境についての見方がこれだ。だからこそ『タイム』誌は 2000年に、当然至極というふう

に「地球環境がひどい状況だというのは周知の事実 6」だと記事を書き出したりできるわ

けだ。

子どもたちでさえ、この定番のお話を聞かされている。ここではオックスフォード大学

出版局の『若者向けオックスフォードブック』から；「自然界のバランスは、デリケート

ですが生命にとっては欠かせません。人間たちはそのバランスを崩し、地表から緑被をは

ぎとり、空気を窒息させ、海に毒を流してきました 7」

同じく、別の『タイム』誌の記事はこう述べる。「40年以上にわたり、地球は危機信号

を送り続けている」それなのに「われわれは何度もアースデーをやってきたが（中略）地

球の生態系の衰退は、相変わらず減速する気配もない 8。『ニューサイエンティスト』誌

の 2001年 4月地球環境特集付録は、差し迫った “危機”と、われわれが “人類を進化史上

のゴミ箱に”追いやる危険を冒していることを論じている」。人類の与えたインパクトは、

「自爆」という見出しにまとめられている：

われわれ人類は、恐竜を絶滅させた隕石ほどの慎ましさもない。（中略）人類の

及ぼす害は増える一方だ。今後 20年で、人口はさらに 15億人増加する。こうした

人々は食料や水、電気を必要とするが、すでに地球の土壌は失われ、水産資源は虐

殺され、井戸は干上がり、化石燃料の燃焼は何百万人もの生命を脅かしている。わ

れわれは大きな変化へと向かっている 9。

環境に対するこうした理解は、きわめて広まっている。この定番話 10 は耳にたこがで

きるほど聞かされている。地球上の環境はひどいことになっている 11。資源は枯渇しつ

つある。人口は増える一方で、食料はますます少なくなっている。空気も水も汚染は進む

ばかり。地球上の生物種はものすごい勢いで絶滅している――人類は毎年四万以上の生

物種を絶滅させている。森林は消失しつつあり、漁業資源も崩壊して珊瑚礁も死につつ

ある。

人類は地球を汚していて、肥沃な表土は消失しつつあり、自然の上を人は舗装してしま
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い、野生を破壊し、
バイオスフィア

生命圏を殺戮し、やがては自分自身をも殺してしまうことになるだ

ろう。世界の生態系は崩壊しつつある。われわれは絶対的な生存可能性の限界に急速に近

づいてきており、成長の限界が見えつつある 12。

この定番の話はみんなよく知っていて、もうあまりに何度も聞かされたので、それをも

う一度繰り返されるとむしろ安心するほどだ。ただ、ここに問題が一つ：これは手に入る

証拠ではどうもまるっきり裏付けが取れないのだった。

1.2 ものごとは改善している――が十分によくはない

本書を通じてぼくは、過去、現在、未来にわたって人類の可能性や課題、問題を描き出

す主要分野について、説明しようとしている。こうした分野が選ばれたのはそれが重要だ

ということがどう見ても明らかだから（たとえば地球人口）、モデルによりそれが人類の

発展に決定的な影響をもたらすと示されたから（大気汚染、地球温暖化）あるいは地球環

境の議論でしばしば採りあげられるからだ（たとえば殺虫剤など化学物質への恐怖）13。

こうした説明を示すにあたり、生態系の崩壊というぼくたちの通念を否定する必要が出

てくる。この通念ははっきり言って、現実と一致していないからだ。

エネルギーも天然資源も、枯渇しそうにない 14。世界人口の一人あたり食料はどんど

ん増える。飢える人はどんどん減る。1900年の平均寿命は 30年。それが今日では 67年

だ。国連によれば、過去 50年での貧困削減は、それに先立つ 500年より大きな実績を上

げていて、しかもそれはほとんどすべての国で起きている。

地球温暖化は確実に起きている――ただし目下の規模や将来予想はあまりに非現実的な

ほど悲観的ではあるけれど。でも早期の大幅な化石燃料節減というよくある治療法は、も

ともとの症状よりずっとひどい結果をもたらすし、さらに温暖化の総合的な影響を見る

と、未来にとってそんなにすさまじい問題は引き起こさない。また生物種だって、ぼくた

ちの存命中に全生物種の 25—50%が死に絶えるなんてことはない――たぶん 0.7%がい

いとこだろう。酸性雨は森林を破壊しないし、ぼくたちのまわりの水も空気もどんどんき

れいになってきている。

人類という連中は、計測可能な指標のほとんどあらゆる面で、実は改善を見せている

のだ。

でも、ここでぼくが言っていることを注意して読み直してほしい。ぼくが言ったのは、

ほとんどの指標を見れば、人類という連中は大幅に改善を遂げた、ということだ。これ

は、すべてが今のままで十分、ということじゃない。最初の文は、世界がどんな具合かに

ついてのもので、二番目のものは、それがどうあるべきかについての文だ 15。

講演会などでよくわかったのが、このちがいを強調するのがいかに大事かということ
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だ。多くの人は、たとえばいまでも飢えている人は多いと指摘して、ぼくがまちがってい

ることを示せたと思っている。「発展途上国の全人口の 18 パーセントがまだ飢えている

のに、事態が改善しているなんてよくも言えたもんだ」という具合。

ぼくが言っているのは、それでも飢えている人の数はどんどん減っている、ということ

だ。1970年には、発展途上国の全人口の 35パーセントが飢えていた。1996年にはこれ

が 18パーセントで、国連の予測では、この数字は 2010年までに 12パーセントまで下が

るはずだ 16。これはすばらしい進歩だ。飢えている人の数は 2億 3700万も減った。今日

まで、20億人以上の人が十分な食料を得られるようになっている。

食料状況は大幅に改善はしている。でも 2010年になっても、飢えている人はまだ 6億

8000万人もいることになる。これでは明らかにまだ不十分だ。

この区別をするのは大事だ。状況が十分によくないなら、それをもとに将来ビジョンを

描ける。飢える人の数はもっと減らすべきだ、というような。これがぼくたちの政治的な

目標になる。

でも状況が改善しているなら、いまの方向性が正しいことはわかる。もちろん、もっと

加速したほうがいいかもしれない。食料事情の改善のために、もっとできることがあるの

かもしれない。でも基本的なアプローチはまちがっていない。ぼくたちは実際に人命を

救っているし、将来は飢える人がもっと減るだろうと期待していい。

1.3 誇張とよいマネジメント

絶え間なく繰り返される定番の話や、よく耳にする環境問題の誇張は、深刻な影響をも

たらす。それは人々をおびえさせて、リソースと関心が実在しない問題の解決に向けられ

る一方で、本当の重要な（時に環境以外の）問題が無視されることになりがちだ。だから

こそ、本当の世界の状態を知ることは大事だ。できる限り最高の意志決定をするために、

できる限り最高の情報と事実を手に入れなきゃならない。環境報告書『共通の未来』の著

者代表グロ・ハーレム・ブルントラントは、最先端の科学雑誌『サイエンス』でこう述べ

た：「科学や知識を無視する政治は長続きしない。正しい政治的な意志決定の基礎となる

のは、手に入る最高の科学的な証拠以外にあり得ない。これは特に、リソース管理や環境

保護の分野で言えることだ 17」

でも、ひどくよく聞く怪談が不正確だと指摘したからといって、環境改善の努力をしな

くていいことにはならない。それどころかまさに正反対。資源の管理に努力を割いて、森

林や水管理、大気汚染や地球温暖化といった分野での問題に取り組むのはとても賢いこと

だ。そしてその際に、その取り組みの多くをどこに向けるべきかについて、裏付けある最

高の意志決定ができるように、最高の証拠を手に入れることが大事になってくる。本書を
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通じてぼくが示すのは、ぼくたちの問題はしばしば拡大するより縮小していて、それに対

して出される解決策の多くは、ひどく非効率なものが多いということだ。こうした情報が

語ってくれるのは、行動を一切やめちまえなんてことじゃない。一番重要な問題に関心を

向けるべきで、その関心も事実で正当化される程度に抑えるべきだということだ。

1.4 大事なこと：トレンド

もし世界の本当の状態を理解したいなら、大事なことに専念して、しかも思いこみでは

なく現実を見る必要がある。この二つの要件を見てやろう。まずは大事なことから。

世界の状態を評価しようと思ったら、それは比較によるしかない 18。伝説によれば、だ

れかが「人生はつらいよ」と言ったら、ヴォルテールは「何に比べて？」と返したとか 19。

基本的に、何を比較対象にするかが問題になる。ぼくはそれが、「以前はどうだったか」で

あるべきだと論じる。こうした比較は、ぼくたちの進歩を示してくれる――ぼくたちは以

前よりもよくなったか悪くなったか？　これはつまり、トレンドを見てやるべきだ、とい

うことだ。

水供給と下水処理サービスが 19世紀の先進国すべてで改善されると、健康と期待寿命

はすさまじく向上した 20。同じように、19世紀初期から現在の全員就学に至る教育拡大

は、先進国に識字と民主主義能力をもたらした 21。こうしたトレンドは 20 世紀になっ

て、発展途上国で再演されている。発展途上国で 1915年頃に生まれた人は、75パーセン

トが非識字だったけれど、今日の若者で非識字率はたった 16パーセントだ。（116ページ

図 41を参照）。そして、1970 年に発展途上国の住民できれいな飲料水にアクセスできた

のはたった 30パーセントだったけれど、今日ではそれが 80パーセントだ（31ページ、図

5）。こうした発展は、人間の福祉が大幅に進歩したことを示している。世界の状態はすさ

まじく改善した――こうしたトレンドは、寿命の点でも識字率の点でも向上を告げている

からだ。

いまの議論について言えば、先進国でも発展途上国でも、清潔な飲料水へのアクセスが

劇的に改善したのは、すごい改善ではある。だからといって、これで十分だということに

はならない。清潔な飲料水へのアクセスができない人は、第三世界にまだ十億人以上い

る。世界を理想的な状況と比較してみれば、まだまだ改善の余地があることは明らかだ。

さらに、こうした各種の理想的状況との比較は、建設的な政治的野心を設定する。もし先

進国でだれでも水にアクセスできるようになったのなら、それは途上国でだって実現可能

な目標だということが示せるからだ。

でも、こうした比較がまさに政治的判断なんだと認識するのが重要だ。もちろんどうで

すかと聞かれたら、ぼくたちみんな、第三世界が清潔な飲料水にもっとアクセスできるよ
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うにしてほしいと言うだろう。でもそれを言うなら、第三世界にもっとよい教育もあげた

いし、もっとよい医療も提供したいし、食料確保もしてあげたいし等々。同じように、先

進国でも高齢者向けにもっとよい老人ホームがほしいし、幼稚園の改善もしたいし、地元

の環境投資も増やしてほしいし、インフラも改善してほしいし等々。問題は、これがすべ

てお金のかかることだということだ。もしあるものを改善したければ――たとえば第三世

界の飲料水アクセスとか――ほかの改善したい部分からリソースを奪わなきゃならない。

当然ながら、これが政治というものの本質だ――ぼくたちはリソースの優先順位をつけ

て、他の多くのプロジェクトをしり目に、ある特定プロジェクトを選択するわけだ。でも

もし世界の状態を理想的な状態と比べるなら、それは世界のどのプロジェクトを優先すべ

きかという政治的判断を実質的にやっていることになる。

したがって、本書では世界の状態評価をしたら、どこに努力を集中すべきかという政治

的な判断は個々の読者にお任せすることにする。ぼくの意図はむしろ、ものごとがどう進

展してきて、将来どう進展しそうかについて、可能な限り最高の情報を提供して、民主プ

ロセスが意志決定にあたって最も信頼できる基盤を持てるようにすることなのだ。

そしてこれは、トレンドを重視すると言うことだ。

1.5 大事なこと：グローバルトレンド

『地球環境予測報告二〇〇〇』は、アフリカの惨状についていろいろ語っている 22。さ

て、アフリカ、特にサハラ以南のアフリカは、ほかの大陸よりも悪い成果しかあげていな

い。これについてはまた後述（p. 93ff）。サブサハラアフリカは、飢えた人の数も圧倒的

に多い――1996年には 33パーセントが飢えていた。ただしこれは 1970年の 38パーセ

ントからは下がっているし、2010年にはもっと下がって 30パーセントになる見込みでは

あるけれど 23。

将来の最も壮絶な予測として、『地球環境予測報告二〇〇〇』は土壌流出が広範な問題

になっていて、これは特にアフリカでひどいと述べている。「すでにあまりに多くの人が

食糧不足となっているこの大陸で、耕作地の衰退がこのままの勢いで続けば、40年以内に

作物収量は半減しかねない 24」とのこと。これはもちろん、すさまじい規模の悲劇を引き

起こし、アフリカ大陸でものすごい飢餓を引き起こすだろう。しかしながら、この驚くべ

き予想の裏付けとなるのは、1989年のたった一つの未刊行調査だけで、それも南アフリ

カ共和国の農地しか調べていない 25。そしてこれは、国連（FAO）と IFPRIの食料生産

モデルによる推計とは正反対の結果になっている。これらのモデルでは、今後 20–25 年

で収量は 1.7パーセント増大すると予想されている 26。1990年代には、単位収量の増加

は小さかったけれど、でも穀物生産量そのものは 20パーセント以上増大している 27。
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これは多くの点で、やたらに引用されるヨーロッパの土壌流出推計値、ヘクタールあ

たり 17トンという数字と似ている 28。この推計は実は――長い記事の連鎖の果てのもの

で、それぞれの記事はちょっとずつ前の出所をゆがめて引用している――ベルギーの斜面

にある 0.11ヘクタールの農地一つの調査一件だけからきていて、その著者自身が、この

結果を一般化するなと警告しているものだった 29。どちらの例でも、たった一つの例だけ

から、全体に関する一刀両断の議論が行われている。残念ながら、こういう困った議論は

いたるところに見られる。以下にその例はもっと出てくる。なぜこういう問題が生じるか

といえば、今日のグローバル環境では指先だけですさまじい量の情報が得られるので、い

い話も悪い話も含め、いくらでもできてしまうからだ。

もしその気があるなら、ひどい例ばかりを集めた本を書いて、世界は悲惨な状態ですと

いうのは簡単だ。あるいはキラキラしたお話ばかりを集めて環境はまったく問題ありませ

んという本を書くことだってできる。どっちも、まったくの事実だけに基づく事例を使っ

て書けるけれど、どちらもまったく役立たずな議論を述べたにすぎない。これは古典的な

誤謬と同じだ。「うちのおじいちゃんは、一生葉巻を吸っていたけれど、九十七歳で死ぬ

までピンピンしてたよ、だから喫煙は危険じゃないんだ」というやつだ。こういう誤謬

は、事例をたくさん集めただけじゃ修正できない――九〇代後半まで生きた、ヘビース

モーカーのおじいちゃんはいくらでも見つかるだろう。でもこれでは、喫煙が危険じゃな

いと言う論拠にはならない。これが議論としてダメなのは、たとえば四〇代後半とかで、

おじいちゃんになる前に肺ガンで死んでしまった喫煙者を系統的に無視しているからだ

30。だから喫煙の問題を実証したければ、もっと総合的な数字を使う必要がある。喫煙者

は、非喫煙者に比べて肺ガンになりやすいだろうか？ 31

同じように、グローバル問題についてはグローバルな数字を使わないと解明できない。

過去十年で、ブルンジの一人あたりカロリー摂取量が 21パーセント低下した 32 と聞いた

ら、これはショッキングな情報だし、発展途上国の食料危機という信念を再確認する数字

だと思うだろう。でも、同じくチャドではそれが 26パーセント増加したと聞いたら、見

方は逆転するかもしれない 33。もちろんそうしたら、悲観論者はイラクの 28パーセント

低下とキューバの 19パーセント低下を持ち出してくるだろうし、楽観論者のほうはガー

ナの 34 パーセント増とナイジェリアの 33 パーセント増を持ち出してくるだろう。国は

あと 120カ国もあるので、直観の戦いは情報過多に埋もれてわけがわからなくなるだけだ
34。でも平均では、発展途上国の一人あたり食料摂取は、過去 10年で日量 2,463キロカ

ロリーから 2,663キロカロリーに増えている。これは 8パーセントの増大だ 35。

つまり言いたいのは、グローバルな数字は、よい話も悪い話もすべてひっくるめるの

で、全体的な状況がどうかを判断できるようにしてくれるということだ。グローバルな数
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字は、ブルンジの問題も入るけれど、ナイジェリアの進歩も反映する。もちろんナイジェ

リアで食料がいくらあっても、ブルンジの食糧不足は解決されないから、平均を見るとき

には、発展途上国だけとか、比較して意味があるところだけを平均するように注意する

必要はある。でも、人口 650 万人のブルンジの食糧事情が悪化して、1 億 800 万人のナ

イジェリア人の食糧事情がよくなったら、これはつまり総合すれば、食べ物が減ってし

まったブルンジ人 1人に対して、食べ物が増えたナイジェリア人が 17人いるということ

だ――つまり人類の食糧事情は全体として改善しているということだ。ここでのポイント

は、グローバルな数字は、何年にもわたってよいお話と悪いお話のどっちが多かったか、

という質問に答えてくれるものだという点だ。

だからこの先の章では、全世界または関連地域の発展を見るために、できるだけ包括的

な数字を示すようにする。ぼくたちが必要としているのはグローバルなトレンドだ。

1.6 大事なこと：長期トレンド

環境論争では、すごく短期のトレンドをもとにして、一般論が展開されるのをよく見か

ける。これは危険だ――ツバメ一羽では夏がきたことにはならないと言うでしょう。

食料価格は、過去一世紀にわたりすさまじく低下した（89ページ、図 25参照）。でも、

1998年初期、レスター・ブラウンは小麦価格の上昇という歴史的事態の始まりをつかん

だと述べた。1994年から 1996年にかけて、小麦価格は上昇し、だから今やぼくたちは奈

落に落ちかけているのだと言う。図 49（p. 133)を見れば、かれがまちがっていたのはわ

かる。2000年の小麦価格は、かつてないほど低かった。

残念ながら、短期的なトレンド逆転で大騒ぎするのは、1984年の初のワールドウォッ

チ研究所『地球白書』ですでに確立した手法になっていた。ここでかれらは、国際貿易の

後退を心配している。「国際貿易の将来的な伸びも、あまり大きなものにはなりそうにな

い。国際通貨基金（IMF）によれば、世界輸出の総額は 1980年に 1兆 8680億ドルで頭打

ちとなり、1983年には約 1兆 6500億ドルへと、12パーセント近い低下を見せた 36」。こ

の主張は図 1を見れば確認できる。12 パーセントの貿易低下が起きたのは第二次オイル

ショックのせいで、財の貿易には影響したが、サービスの貿易には影響しなかった。が、

ワールドウォッチ研究所は財の貿易しか見ないし、またインフレ分を補正しない数字を

使っている――実はインフレ分を補正して財とサービスを両方とも見てやれば、この低下

と称するものはほとんどないも同然だ。1983年以来、国際貿易は 3.1兆ドルから 1997年

の 7.5兆ドルへと倍増以上に成長した。そして、はいその通り、1980—83年は、データ

開始の 1950年以来、複数年にわたって貿易額が低下した唯一の時期なのだ 37。

同じように、レスター・ブラウンは穀物の単位収量がかつてほどは増加していないし、
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図 1: 世界の財輸出額の名目値、1950–2000, 1950–1998 年の 1998 年ドル換算、

1960–97年の財とサービス輸出額。ワールドウォッチ研究所による 1980–1983年の

貿易低下の心配に印をつけた。出所：WTO 2000:27, IMF 2000d:226, 2000e, WI

2000b: 75, 2000c, 世界銀行 2000c.38

もう増加は完全に頭打ちかもしれないと述べたがる。植物の生理学的な限界に近づいてき

たからだ 39、と言って（この手の議論については第 9章で検討する）。世界銀行の穀物予

測を否定しようとして、かれはこう指摘する。「世界銀行の 20 年予測期間の最初の 3 年

である 1990年から 1993年にかけて、世界のヘクタールあたり穀物収量は実は低下した
40」。この主張は図 2に示してある。これを見ると、ブラウンの主張が正しいには正しい

けれど（この時期の穀物収量は、確かに 2.51 t/haから 2.49 t/haに低下している）、長期

的な成長を無視してねじまげていることははっきりしている。さらに、この低下が脆弱な

発展途上国では起きておらず、途上国での収量は安定成長をとげていることも無視してい

る。実は、1990年代初頭に穀物収量低下が起きているのは、もっぱらソ連の崩壊による

もので、同地域での単位収量はそのせいで急落したけれど、それは植物の生態的な限界と

は何の関係もない。

アイザック・アシモフは、地球温暖化でハリケーンが増えるのを心配し（これについて

は第五部で検討する）、いかにも恐ろしげな統計を引用する。「1947年から 1969年にかけ

ての 23年では、大規模大西洋暴風ハリケーンの日は 8.5日だが、1970年から 1987年に

かけては、それが 3/4も減って年たった 2.1日となった。（中略）そして 1988—1989年

には、再び年 9.4日に上がった 41」。これはおっかなそうだ。これだとハリケーン率はか

つてない高さになっている。でも、タイムスパンにご注目。23年、17年、そして最後は
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図 2: 全世界、発展途上諸国、ソ連邦地域の穀物収量、1961–2000。ブラウンによる

1990–1993年の穀物収量減少の証拠に印をつけた。出所：FAO 2001a.

たった 2年。ひょっとしてこの 2年は、話を大きく見せられるから意図的に選ばれただけ

じゃないのかな？　見れば、少なくともそれに先立つ 2年には、大西洋暴風ハリケーンは

0日と 0.6日となっている。そしてご想像の通り、その直後の二年はたった 1日と 1.2日
42。こうしたトレンドを記録したもとの研究者は、大西洋暴風ハリケーンは「年を追うに

つれて、活動が著しく低下してきた 43」と指摘している。それ以来は、単なるハリケーン

の日数しか記録されておらず、それですら 10年で 1.63日の減少を見せている 44。

1996年に、世界自然保護基金（WWF）は、アマゾンの熱帯雨林消失の速度が、1992

年以来 34 パーセントも増大して、年に 1, 489, 600 ヘクタール になったと述べた 45。か

れが述べなかったのは、実は 1994/95 年は熱帯雨林消失速度がピークに達した年だった

ということ。この年は 1977年以来最高の、0.81パーセントが消失した 46。1998/99年の

消失は 0.47パーセント、1994/95年の最高値の半分程度と推定されている。

緊密に相互に結びついた世界では、長期トレンドの中で必ず短期的なリバウンドは起き

る。もし環境保護論――それがどんなに善意のものだろうと――を、意図的に選び出した

だけのほんの二、三年のトレンドと称するものだけで根拠づけようとするなら、あらゆる

議論が手当たり次第に飛び出してくることになるのはまちがいない。だから、重要な進展

を検討したいならば、長期的な調査が必要だ。通常使われる 2年だの 5年だのではなく、
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データがある限りさかのぼって検討しよう。もちろん、新しい傾向が出てきたかもしれな

いので注意しよう。また、最新の数字を含めて検討するように注意しよう。でも、長期ト

レンドにこだわることで、バックグラウンドのノイズや、ツバメ一羽に基づく変な議論か

らは自衛できる。

以下の章では、常に最長かつ最新の時系列トレンドを示すようにする。

1.7 大事なこと：なぜそれが重要なの？

何かが問題だと言われたら、それがほかの問題に比べてどれほど重要かをきく必要があ

る。ぼくたちは絶えず、リソースに優先順位をつけろと言われているし、よいプロジェク

トでもリソース不足で見送らざるを得ないものは多い。希少な財は、問題を解決するため

のお金だけだ。でも、「定番話」が繰り返されるときには、単に問題が確かにあると指摘

するだけでいい。そうしたら勝てる。

農薬が地下水に入るという話はよく聴かされる。農薬は発ガン性があるので、これは問

題だ。だから禁止されるべきだ。他の分野で、こんな議論が通用するようなところはあま

りない。「国防省は、Ｘ国がいわゆるＹ６ミサイルを開発したことをつきとめました。こ

れは問題です。したがって、ミサイル防衛システムを開発配備するべきです」こう言われ

たら、ぼくたちのほとんどは、Ｘ国が攻撃する見込みはどのくらいで、Ｙ６ミサイルはど

のくらいの被害をもたらし、必要な防衛システムはいくらかかるのかときくだろう。殺虫

剤の場合にだって、それが実際にどのくらいの被害をもたらして、殺虫剤の使用をやめた

らどのくらいコストがかかるのかをきくべきだ。最近の研究では、農薬にはほとんど発ガ

ン性はない。さらに、殺虫剤をやめたらガンはかえって増える。果物や野菜はガンの予防

になるからで、農薬がなければ果物や野菜の値段は上がって、人々が食べる量も減るか

らだ。

同じように、世界自然保護基金は、アマゾンの熱帯雨林消失が加速して年 1, 489, 600ヘ

クタールになると言うけれど、それについても、それがどの程度なのかを尋ねる必要があ

る 47。それって多いの？　時間あたりサッカー場いくつぶん、という昔ながらの例えはす

ぐできる。でも、アマゾンがそもそもサッカー場いくつ分あるのか、みんな知っているん

だろうか？ 48 　そしてそれよりもっと大事な情報として、人間がやってきて以来のアマ

ゾンの熱帯雨林消失は、全面積の 14パーセントでしかないということだ 49。

『エンヴァイロメント』誌は 2000年 5月に、リサイクル可能な歯ブラシを買えば「埋め

立て地の利用に一歯報いられます」と述べた 50。4本で 17.5ドルもするこの歯ブラシは、

それぞれが郵便料金支払い済みのリサイクル用封筒つきで、歯ブラシ丸ごとがプラスチッ

クの材木として屋外家具作成に使えるという。この歯ブラシメーカーの社長さんは、「私
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はプラスチックをゴミ箱に捨てることができません。罪悪感で手が凍り付くんです。（中

略）埋め立て地にあんなに大量のプラスチックが置かれて有害ガスを出すなんて、もうが

まんできません 51」。従来のプラスチックは分解しないし有害ガスも出さないというのは

置いておこう 52。もっと重要な問題は：この歯ブラシがらみの努力は、埋め立て地削減に

どれだけ役立つの？

もしアメリカ人全員が、歯医者さんの薦め通り年に歯ブラシを 4回取り替えたとしたら

（実際には取り替えないけれど――平均は 1.7回）、『エンヴァイロメント』誌の推定では、

ゴミ削減量は 45, 400トン――同社はこれが「埋め立て地にかなりのインパクトを与える」

と考えている 53。アメリカの地方自治体から出たゴミは、去年は 2億 2千万トンだった

ので 54、全体としての変化は（もし全員が新しい歯ブラシで歯をみがいて、それを年に 4

回取り替え、その全員が新しいリサイクル歯ブラシを買ったとしたら）0.02 パーセント

の削減で、年間コストは 40億ドル以上。同じことだけれど、一人一日あたりゴミ発生量

2.01576キロに対して、歯ブラシをリサイクルすると一日あたり 0.00045キロのゴミを

減らすことになり、ゴミ発生量は 2.01531キロに減る 55。郵便が追加で年に 10億個の小

包を扱うコストを考えなくても、コストは巨大で、メリットはよくてもほとんどない。さ

らに廃棄物の章で見るように、ゴミ埋め立て地も不足なんかしていない――アメリカで、

今後 21世紀中に発生するゴミはすべて、一辺 29キロに満たない四角い埋め立て地におさ

まる（p. 300、図 115参照）。

以下の例で、ワールドウォッチ研究所は短期的なリバウンドに気を取られる問題と、何

が重要かを考えないという問題を組み合わせている。1995年、かれらは肥料の使用量が

減っていることを指摘した。かれら自身の言葉を：「肥料を土地の代わりにするという時

代は 1990年に終止符を打たれた。もし未来の食料生産増が肥料の追加大量使用で得られ

ないなら、それはどこから来るだろうか？　肥料使用量と、一人あたり穀物畑面積のグラ

フは、21世紀を目前にした人間のジレンマを何より雄弁に物語るものと言えるかもしれ

ない 56」（この穀物畑の面積問題は後で扱う）。かれらが見せてくれたグラフは、図 3の全

世界の肥料消費量のグラフ（上の線）だ。

まず、もし食料生産について心配するなら、世界の平均を見るんじゃなくて、食料問題

の起こりそうな場所――つまりは発展途上国の平均を見るべきだ。そしてこちらでは、一

人あたり肥料使用量はほとんどずっと増加を続けていて、1999 年には空前の 17.7kg/人

となっていることがわかる。ワールドウォッチ研究所が何か心配すべき傾向を見つけるの

は、必ずと言っていいくらいどの情報が大事かを考えないせいだと思っていい。さらに、

この「人間のジレンマ」もまた短期トレンドばかり見ているせいで生じている。1995年

の報告だから、データはもちろん 1994年で止まっている。だからワールドウォッチ研究
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図 3: 1人あたり肥料使用量、全世界 (1950–99) と発展途上諸国 (1962–99). 出所：

IFA 2000, WI 1999b.

所は明らかにトレンドが逆転したと見ている――でもなぜ逆転したんだろうか？　もっぱ

らソ連邦崩壊のせいだ。これについては当のワールドウォッチ研究所だってほかの部分で

述べている 57。

もう一つ見事な例は、ある環境問題解決策は単に別の環境問題の発端にすぎないと多く

の評論家が思いこんでいることだ 58。アイザック・アシモフによれば、「大気汚染の問題

で起きたことは、世界の環境問題のほとんどで起きることにすぎない。問題は解決しな

い。単に脇に押しやられる。絶えず予期せぬ新しくてもっとひどい問題が出てきて、それ

に手一杯だからだ 59」

もちろん、こんな十把一絡げの発言をするなら、少なくとも裏付けでまともな事例くら

いはあるべきだ。ここでアシモフは、イギリスがロンドンの大気汚染を「非常に高い煙突

を作って、煤塵汚染が空中高くにあがり、何百マイルも離れたところですすになって地上

に落ちるようにしただけだった。多くの技術的な解決策と同じく、これも問題を本当に解

決してはいない。単に別のところに移しただけだ。最終的に分析してみると、ロンドンの

やったことと言えばスモッグを酸性雨としてスカンジナビアの湖沼や森林に輸出しただけ

だった 60」と評している。元アメリカ副大統領のアル・ゴアもまったく同じ話をしてくれ

る。「かつてスモッグとしてロンドンっ子たちが呪ったものは、今やスカンジナビアの木

の葉を焼いている 61」。そしてイギリスなどの先進国が、（酸性雨防止のため）煙突の排気
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を脱硫し始めると、環境保護論者たちは脱硫後の硫黄けん濁液が大きな健康阻害要因にな

ると指摘する 62。

要するに、ぼくたちはある問題を抱えていて（ロンドンの悪い空気）、それが別のにな

り（スカンジナビアの酸性雨）、そしてそれがさらにもう一つのに変わった（けん濁液）と

いうわけ。でも相変わらず問題があるにはちがいない。だから事態は改善していない。そ

れどころかアシモフの見立てでは、問題は明らかにひどくなったという。でもこうした議

論は「どのくらい重要なの？」という問題をまったく考えずにすませている。ロンドンの

都市部大気汚染は、1930年以来 90パーセント以上改善されている 63。かつての都市部大

気汚染は、おそらくイギリスで年に 6万 4千人ずつ殺していたはずだ 64。硫黄の廃液を

捨てたところで、50年に一人ガンで死者が増える程度 65。だから、ある問題から別の問

題への移行を、単に一つの問題が別の問題へ置き換わっただけと述べるのは、ポイントが

まるでわかっていない証拠だ。大事なのは、63,999 人以上がいまや長生きしているとい

うことだ――それも毎年。

「どのくらい重要なの？」という基本的な質問をしなければ、優先順位もつけられない

し、インパクトのいちばんあるところへリソースを向けることもできない。

1.8 大事なこと：人間

いまぼくは、各種問題で失われた人命を数えたけれど、これはぼくの議論での中心的な

想定も強調している。その想定とは、世界の状態評価にあたっては、人間のニーズや欲望

こそが核心となるということだ。だからといって、植物や動物に権利がないってことじゃ

ない。でも、中心はいつも人間の評価になる 66。

これはぼくの倫理的な世界観を表すものでもあり――そしてこの点で、読者はもちろん

ぼくに同意しないかもしれない――同時に現実的な世界観を表すものでもある。人々は議

論して意志決定プロセスに参加するけれど、ペンギンや松の木は参加しない 67。だから、

ペンギンや松の木がどこまで考慮されるかは、最終的にはある程度の（民主主義でなら全

体の半数以上の）個人が、ペンギンや松の木のために行動するかどうかで決まってくる。

だからプロジェクトを評価しようと言うときも、それは人々による評価にかかってくる。

ということはつまり、一部の人はもちろん動植物にとても高い価値を置くとはいえ、そう

いう植物や動物には、どんな権利もあまり大量にはあげられないということになる 68。

これはもちろん、基本的に人間側の身勝手なアプローチではある。でも、これが現状の

意志決定方式の説明として最も現実的だという以上に、ぼくには擁護できる唯一のものだ

としか思えない。だって、ほかにどうしろと？　ペンギンにも選挙権を与えるか？　与え

ないなら、だれがペンギンの代弁をする？　（そしてその代弁者はどうやって選ばれる？）



1.9 現実 VS 神話 17

また、この人間中心の見方は、自動的に他の人間以外の生命体を無視したり排除したり

するものではないことも指摘しておくことが大事だろう。人間は、数々のはっきりした形

で他の生命体に依存しているから、この理由だけからでも、他の生命体も保全されるべき

だしその福祉も重視されるべきだ。多くの場面で、人間は動植物と利害を共有している。

たとえばきれいな空気がほしい場合なんかがそうだ。でも、しばしば、人間にとってよい

ことと、動植物にとってよいことを、てんびんにかける必要が出てくる場合があるのはも

ちろんだ。もし森に手をつけずに放っておくのを選べば、これは多くの動物には大きなメ

リットだけれど、人間にとっては材木を得て食料を生産する機会が失われたことになる

69。処女林がほしいか、農地がほしいかは、食料と手つかずの自然とどっちがいいかとい

う人間の嗜好に依存する。

結論としては、ぼくたちは参照点として人間を使うしかないということだ。それ以外の

形では、倫理的ジレンマを避けられないだろう。アメリカ人がメキシコ湾北部への窒素排

出を削減して、海底の動物が窒息しないようにすべきだと議論するとき、これは人間が海

底生命体を求め好むという主張だ。海底生命体を救うことが不可欠だから削減すべきだと

いうことじゃない――つまり別に海底生命体に、不可侵の権利があるからじゃない。もし

不可侵の権利という議論を持ち出してくるなら、なぜ海底の一部動物は救うのに、牛は牛

肉用に殺すのか、ということが説明できない。牛だって、メキシコ湾海底の生命体と同じ

くらい生きる権利があっていいでしょ？

1.9 現実 VS 神話

世界の状態を議論するときには、ぼくたちが
ファンダメンタルズ

大 事 だと考えるものを検討するのが重

要になる。これは、長期のグローバルトレンドを参照して、その重要度を、特に人間の福

祉の面から考えるということだ。

でももう一つ大事なのは、数字やトレンドを挙げるとき、それが真実であることだ。

この要求は当たり前すぎるほど自明のようだけれど、世間の環境論争は残念ながら、真

実をかなりいい加減に扱うという不愉快な傾向を持っている。これは「定番話」が論争に

おいてあまりに深く長いこと席巻してきたので、とんでもないウソの主張が何度も何度

も、まったく参照先をあげずに行われても、信じてもらえてしまっているということだ。

気をつけてほしいのは、これが環境分野での一次研究のせいじゃないということだ。一

次研究は、おおむね専門的にも優れていてバランスが取れている 70。問題は環境知識のコ

ミュニケーションにある。これはぼくたちの終末信念を深く利用している。こうしたプロ

パガンダは、多くの環境団体が提供している。たとえばワールドウォッチ研究所、グリー

ンピース、世界自然保護基金（WWF）、その他各種個別評論家。そしてそれは、すぐにメ
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ディアに採りあげられる。

事例の数はあまりに多すぎて、それだけで一冊の本ができるほどだ。本書でその多くを

検討はするし、それがメディアとどうつながっているかは次章で検討する。でも、ここで

は環境の神話づくりとして突出した存在をいくつか見てみよう。

1.10 現実：ワールドウォッチ研究所

「定番話」の提唱は、しばしば――直接あるいは間接的に――レスター・ブラウンとか

れのワールドウォッチ研究所にたどれる。ここの出版物にあふれているのがこんな記述

だ：「主要環境指標はますます悪化している。森林は縮小し、地下水位は低下し、表土は

流出、湿地は消滅し、海洋資源は崩壊、草地は衰退、川は干上がり、気温は上昇、珊瑚礁

は死に、動植物種は絶滅を続けている 71」。強力な読み物だ――しかもまったく何一つ根

拠なしに示されている 72。

森林の話をするとき、ワールドウォッチ研究所は断定的に「世界の森林地帯は、ここ数

十年で面積的にも質的にも著しい低下を見せている 73」と述べる。森林についての章で

見るけれど、国連の FAOが提供する最長の時系列データによれば、森林面積は 1950年

には全陸地面積の 30.04パーセントだったのが、1994年には 30.89パーセントと増えて

いる。過去 44年で、0.85パーセントポイントの増加だ（p. 158, 図 60を参照）74。でも、

こうしたグローバルな数字は示されない。単に「毎年新たに 1600万ヘクタールの森林が

消失する 75」と告げられるだけ――この数字は最新の国連の数字 76 よりも 40パーセント

大きい。さらに、森林の質についても参照データは出てこない――そんなグローバルな数

字はそもそも存在しないからだ。

とんでもないまちがいも、悲しいほど頻発する。ワールドウォッチ研究所は「紙需要の

高騰が森林消失に貢献している。これは特に北半球の温帯林で深刻だ。カナダは毎年、約

20 万ヘクタールの森林を失っている 77」と主張する。ここでは出所として FAO の『世

界森林白書 1997』が挙がっているけれど、その出所を見てやると、実はカナダは毎年、

減った森林を 17万 4,600ヘクタール上回るだけの森林を植林していることがわかるだろ

う 78。

2000年の総括で、ワールドウォッチ研究所は 1984年の初の『地球白書』で指摘した問

題を一覧にしている。一覧を全部挙げると以下の通り：「記録的な人口増、石油価格の高

騰、国際債務の重圧、酸性雨という新現象からくる森林への大きな被害 79」。千年紀の変

わり目なんだし、いい機会だからこの一覧を検討しなおせば、重要な問題も見直せるし、

かつての問題が克服できたかを考えるにも好都合だろう。ところがワールドウォッチ研究

所はいきなり、ぼくたちはこれらの問題を解決していないと語る。「解決にはほど遠い。
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この 17冊目の『地球白書』をまとめるにあたり、われわれはこうした問題をほとんど解

決せず、グローバル経済の将来に対するさらに重大な課題にも直面している。新千年紀の

明るい約束は、人類の将来に対するかつてない脅威によっていまや曇らされている 80」

ワールドウォッチ研究所は一覧をふりかえろうともせずに、問題が解決されておらず、

それどころか問題はさらに追加されていると言うだけだ。でもこの定番話はデータを

チェックして裏が取れるんだろうか？　大幅な改善が見られていない場所は、国際債務の

水準くらいだろう。債務水準は 1990年代を通じてゆっくりと低下はしたけれど、でも下

がり方はごくわずかだった。1984年には総輸出の 144パーセントだったのが、1999年に

は 137パーセントになった 81。

でも後で見るように、酸性雨は湖沼には被害を与えるけれど、森林にはほとんど何の被

害も与えない。さらに酸性雨の原因となる硫化物排出は、ヨーロッパでもアメリカでも減

少した――EUでは、排出量は 1984年以来まるまる 60パーセントも削減された（これは

p. 245、図 91でもわかる）82。

1970年代から 1980年代半ばにかけて高騰し、10年にわたる世界の低成長をもたらし

た原油価格は、1990年代には一貫して低下し、オイルショックと同じまたはそれ以下の

水準に戻った（これは p. 175, 図 64参照）。原油価格は、1998年半ばの市場最安値から倍

増したけれど、2001 年第一四半期での価格は 1990 年の価格水準とほぼ同じだし、2001

年 3 月のバレル 25 ドルという価格は 1980 年代初期の 60 ドルよりはるかに低い 83。さ

らに、多くは 25ドルという価格を短期的なものと思っていて、アメリカエネルギー情報

局は、今後 20年間はバレル 22ドルという安定した価格を予想している 84。

最後に、記録的な人口増という話はひたすらまちがっている。人口増の最高記録は 1964

年の増加率 2.17 パーセントだ。これは 66ページの図 13にある通り 85。この記録以降、

増加率は一貫して下がり続け、2000年には 1.26パーセントだ。増加人口の絶対数を見て

も、1990年に 8,700万人でピークを迎えてから、2000年には 7,600万人に減り、さらに

減少を続けている。

つまり 1984年以降の世界の状態を手短に評価するためワールドウォッチ研究所が出し

た問題一覧は、そのすべてが改善を見せていて、一つを除いてすべてがすさまじく改善し

ており、そして一つはそもそも大まちがいだ。ワールドウォッチ研究所の報告は、16年に

わたりこれらを入念にカバーしてきたはずなのに、これじゃあまりよい成績はあげられな

い。問題はもちろん、データの不足じゃない――ワールドウォッチ研究所の収集発表する

データは立派なもので、本書でも使っている――問題は単に、定番話を鵜呑みにしすぎて

いることからくる、そそっかしさだ。

この鵜呑みぶりは、ワールドウォッチ研究所の将来ビジョンでも健在だ。なんといって
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も上で引用した 2000年の発言で、かれらは人類が「さらに重大な課題」に直面し、「かつ

てない脅威」が人類の将来を曇らせていると言っているんだから 86。こういう脅威はしば

しば、ワールドウォッチ研究所の十八番となった関係づけの元でまとめられている。つま

り、拡大を続ける経済はいずれ地球の自然システムを脅かすという話だ。2000年版では

こう宣言されている：「グローバル経済が拡大するにつれて、地域の生態系崩壊はますま

す加速している 87」。もちろん、こうした加速ぶりが記述されているのを拝見したいと思

うだろう。ところが、ワールドウォッチ研究所はすぐにこう続ける：

ダウジョーンズ株価指数は 1990 年代にかつてない高みにまで上がったものの、
エ コ ロ ジ ス ト

生態学者たちは、増大する一方の人間の要求がいずれ地域的な崩壊を招くと指摘し

ていた。崩壊とは、環境破壊が進歩に取って代わるような状況である。それがどん

な形を取るか――水不足か、食料不足か、病気か、国内民族紛争か、外部の政治紛

争となるのか――はだれもわからなかった 88。

こうした崩壊について、何の説明も提供されていないのにご注目。さらに、この（匿名

の）
エ コ ロ ジ ス ト

生態学者たちは、崩壊が起きることは確信しているのに、どうも「だれも」その崩壊

がどんなものかを知らないらしい。そして最後に、いまの引用みたいに国内の民族紛争ま

で含むほどなんでもありの一覧を出してくるのは、ちょっと安全策を広く取りすぎている

印象だ。特に、そのどれも生態学的な崩壊との結びつきについて何の説明もなければ記述

もないんだから。

でもこの直後に、ワールドウォッチ研究所はこの崩壊の主要例を挙げる。拡大を続ける

経済が地域の生態系を破壊したことから起きたものだ。「衰退が進歩に取って代わった最

初の地域は、サブサハラのアフリカだった。この 8 億人が住むこの地域では、平均寿命

――進歩の重要な指標――がみるみる低下している。急速な人口増に圧倒された政府が、

AIDSをもたらすウィルスの拡散防止に失敗したからだ 89」。ここで示唆されていること

を明確にすべく、ワールドウォッチ研究所は AIDS感染が「一部の国がすでに悪化/衰退

の閾値を超えたことを示唆するものだ 90」と指摘する。

生態系崩壊の主要例としてこんなものが出てくるというのは、控えめに言ってもオドロ

キだ。確かに HIV/AIDSは増えて、サブサハラアフリカでの寿命を下げたし、それは今

なお続いている。一部の国では、その低下ぶりはショッキングなほど大きい（これは第

II部で検討する）。でも、これって拡大を続ける経済が地域の生態系を押し潰したせいな

の？　アフリカの AIDSに関する最新のレビューでは、主な原因はかなりはっきり指摘さ

れている。

高水準の AIDSは、アフリカの政治的・宗教的指導者たちが社会や性的な現実を
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認識しなかったことからきている。この疫病をおさえ、制圧する手法はすでに知ら

れているし、それを採用させるリーダーシップがとられたなら、効果を発揮する。

個人の行動変化の欠如と、有効な政府方針導入の欠如は、死に対する態度と、この

疫病の性質や死の時期に関する思いこみからくる、沈黙に根ざしたものだ 91。

同じく、『ランセット』掲載のレビューでも、以下のように論じられている：

（発展途上国の AIDS 蔓延については）二つの主要原因が挙げられる。一つは、

国の政府が責任を持って HIV 感染を防止しようとしないこと。そして二番目に、

各国政府と国際機関がともに、リソースがあまりなく、実施能力も弱い国で全体と

しての疫病に対し有効な、現実的な優先順位をたてられなかったことだ 92。

別の言い方をすれば、アフリカでの AIDS の急速な拡散は主に政治的要因と社会的要

因で生じている。この悲劇はだれが見ても明らかで、先進国の関心や努力を必要とするも

のだけれど、でもこれは拡大を続ける経済が招いた生態系崩壊なんかじゃない。さらに、

やっとはっきりした停滞が進歩に取って代わった例を見つけたワールドウォッチ研究所の

はしゃぎぶりは、場違いだしピントはずれだ 93。

でもワールドウォッチ研究所は、複雑な相互作用の危険性を指摘するとき、別の生態系

崩壊の具体例を挙げている。その段落を丸ごと引用して、一般論から具体例への驚くべき

移行を見てやろう。

年間約 8,000万人ずつ人口を増やしている世界におけるリスクは、持続可能な収

量の限界が実に短期間で突破されてしまうので、その帰結が手におけなくなってし

まうことだ。歴史的には、初期の文明がおおむね孤立して存在していたので、限界

突破はその地域に限定された問題でしかなかった。今日、グローバルな経済統合の

時代にあって、ある大国での限界突破は他の国のリソースに追加の圧力をもたらす

ことがある。たとえば北京政府が 1998 年に揚子江上流の材木伐採を禁じたとき、

東南アジアの近隣国からの森林産品への需要が高まったために、東南アジアの他の

森林に対する需要圧力が強まったのだった 94。

つまり、ワールドウォッチ研究所が管理不可能な崩壊の例として提供できる最高のもの

は、規模もわからない木材生産の変化で、しかもそれはほとんどの経済学者なら、まさに

効率的な生産決定の見本として描くようなものだ。要するに中国政府は、揚子江上流の木

を伐採するのは総合的に見てまずいということを発見したわけだ。そこの木は、洪水を抑

えてくれるほうが有用だからだ。皮肉なことに、ワールドウォッチ研究所はこの伐採禁止

が「国の森林管理において、生態学の原理が基本的な経済学に取って代わりつつある」証
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拠だと本気で主張している 95。なぜかというと、北京政府の今の見解では「森林の保水力

と洪水防止能力を考えると、生えたままの木のほうが、切り倒した木の三倍も価値がある

96」からだ。もちろん、こんなのは単純明快な（そしておそらくは立派な）社会的費用便

益分析だ――よい経済学であって、生態学じゃない。

つまり、ここで分析してきたワールドウォッチ研究所の何度も繰り返される主要な発言

を見ると、生態学的な崩壊という定番話の主張は、実にあぶなっかしい例に基づくか単に

信念として述べられているだけらしい（ついでに、すでに述べたことだけれど、こうした

引用はグローバルなトレンドに基づかずに単一の事例だけから議論を進める危険性を強調

していることも指摘しておこう）。

もちろん、こうした引用は『地球白書』における定番話を最も強力に述べた箇所だけれ

ど、ワールドウォッチ研究所はほかの例や分析もたくさん提供してくれているし、それを

いろんな分野でやっている。それらについては、本書でそれぞれのテーマを扱うときに検

証しよう。

1.11 世界自然保護基金 (WWF)

世界自然保護基金 (WWF)は 1997年末にかけて、東南アジアの相当部分に分厚い煙の

雲を作り出していた、インドネシアの森林火災に焦点をあてていた。この現象が、都市住

民にとってはうっとうしかったのはまちがいないけれど、WWFはこの森林火災が、世界

の森林が「バランスを崩している」しるしだと強調していた――これは 1997年にワール

ドウォッチ研究所が、生態系崩壊の重要信号の一つとして実際に挙げたニュースでもあっ

た 97。

WWF は 1997 年を「世界に火がついた年」と宣言した。なぜなら「1997 年には、史

上最高の森林面積が火災で失われたから 98」だとのこと。WWF 会長のクロード・マー

チンはそれを総括して「これはただの非常事態ではない、全地球的な大災厄だ 99」と自

信たっぷりに述べた。でもよく見てみると、本書の後のほうの森林の章でも見られるよう

に、数字はこの主張を裏付けていない。1997年の森林火災は通常の年よりもずっと下回

る水準で、1997年にみんながインドネシアの森林火災に注目したのは、それが都市住民

に迷惑を及ぼした初めての年だったからにすぎない 100。全体としてインドネシアの森林

火災は、同国の森林の約 1パーセントほどに影響しただけだ。

同じように 1997年にWWFは「世界の森林の三分の二が永久に失われた 101」という

プレスリリースを出した。そのリリースでも、『地球年間森林報告一九九七』でも、かれ

らは「WWF の新しい調査で、もともと世界にあった森林の三分の二近くが永遠に失わ

れたことが示された 102」と述べている。これはいささか驚くべき数字に思えた。だって、
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ほとんどのソースの推定では、20–25パーセントくらいになっているからだ 103。そこで

WWFイギリスに連絡して、このプレスリリースの担当者レイチェル・サッカレーとアリ

ソン・ルーカスと話をして、そのWWFの研究報告書を見せてくれと頼んだ。ところが

かれらが話してくれたのは、実はそんな報告書なんか実在しておらず、WWFはその数字

を世界動植物保全監視センター (WCMC) のマーク・アルドリッチにもらっただけだ、と

いうことだった。どうやらかれらが見たのは最大値で、しかも定義の問題から、最初に森

林面積を見るときには北半球を含めたのに、現在の森林面積を見るときには南半球しか見

なかったということらしい 104。

この実在しない報告書に基づいて、WWFはこう述べる：「今や、失われた森林の大き

さが証明された。（中略）恐るべきことに、森林破壊の速度は過去 5年で急速に加速し、さ

らに加速を続けているということだ 105」。でも、国連によれば、森林消失の速度は 1980

年代には 0.346パーセントで、1990–95年では年 0.32パーセント――劇的な加速どころ

か、むしろ減速している106。

WWF は、ブラジルほど森林消失が激しいところはないんだよ、と教えてくれる。ブ

ラジルは「いまでも世界最高の年間森林消失率を記録しています 107」とのこと。本当の

現実を見てやると、ブラジルは熱帯雨林ではむしろ一番低い部類に入る。国連によれば、

ブラジルの森林消失は年 0.5パーセント、それに対して世界平均では年 0.7パーセントだ
108。

もっと最近の発表資料では、WWF はもとの森林面積推計を 80.8 億ヘクタールから

67.93億ヘクタールに引き下げた（約 16パーセント減らしたわけだ）。一方、現在の森林

面積は 30.44億ヘクタールから、34.10億ヘクタールに引き上げた（12パーセントほどの

引き上げ）。それでもかれらの推計は、国連の推計よりも 1億ヘクタールほど低いのだけ

れど 109。でもこれはつまり、世界で失われた森林量の推計を、もとの 62.3パーセントか

ら 49.8パーセントに下げたという計算になる 110。

それでもこれは、一般の推計である 20パーセントよりかなり多い。でも、ロンドン大

学とサセックス大学の研究者 111 がそれぞれ独自に、WWF や世界動植物保全監視セン

ターなどがこうした気が滅入るほど大量の森林消失予想を出すときに使う情報源やデータ

を評価しようとした。データはあまりに大量なので、二人は西アフリカの森林消失推計

に的をしぼった。WWF/WCMCでは、この地域で 87パーセント、約 4,860万ヘクター

ルの森林消失が起きたと推計している 112。でも、文献を見ると、これは問題の多い生物

気候地帯だけに基づいていて、基本的には今日の森林と、かつて森林があったかもしれ

ない場所とを比較しているものだった。全体として研究者たちは「今日出回っている森

林消失の統計はおおむね、20 世紀における森林消失を大幅に過大評価している 113」と
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述べる。結果として西アフリカでの実際の森林消失は約 950–1050万ヘクタール、つまり

WWF/WCMC推計の 5分の 1程度でしかない、ということだった 114。

最後にWWFは、この森林推計値とその他の指標を使って、「生きている地球指標」な

るものを作る。これによると過去 25年に 30パーセントの自然の豊かさが失われたことが

示されるのだそうだ――「つまり世界は、たった一世代のうちに自然の豊かさを 30パー

セント失ったということです 115」。この指標は三つの数字を使っている。自然林の面積

（だから植林した人工林は含まれない）、そして選ばれた淡水・海水生命体の個体数変化指

標だ。この指標はかなり問題がある。まず、植林による人工林を除外するなら、もちろん

森林面積指標はまちがいなく下がり続ける（植林は増えているので）。でも、植林による

人工林が自然にとって悪いかどうかはわからない。人工林は林業資源の相当部分を作り出

し、他の森林への圧力を減らす――アルゼンチンでは、材木の 60パーセントは植樹人工

林で作られているけれど、その人工林は総森林面積の 2.2パーセントで、これがあるおか

げでほかの 97.8パーセントは無事でいられる 117。ちなみにWWFは「植樹人工林がい

まの森林面積の相当部分を占める」と述べるけれど、実は世界の総森林面積の 3パーセン

トにしかなっていないのだ 118。

二番目に、海洋生物 102種と淡水種 70種を選んだというけれど、もちろんこれが無数

の他の生物をよく代表しているという保証はない。実は、研究はすでに問題の存在が指摘

されている生物種を対象にすることが多く（これについては次の章で見るけれど、要する

にそういう生物種のために対応策を取るのに情報が必要だからそうなる）、だからこうし

た推計は、減少側に大きく偏ることが予想される。

第三に、世界の状態を評価するにあたり、もっと多くのもっといい指標を見なきゃいけ

ないということ。これがいちばんはっきりするのは、WWFが生態系の総価値が年 33兆

ドルだと主張する新研究を引用していることだ（この困った調査は、生態系が地球の年間

総生産額 31兆ドルを上回る価値を持っていると推計している。この調査については第 V

部でとりあげる）119。WWFによれば、「生きている地球指標」が 30パーセント下がっ

たということは、生態系から毎年得られる利益も 30パーセント減ったということだそう

だ――つまり毎年 11 兆ドルの損害が出ている、と 120。こんな主張はナンセンスもいい

ところだ 121。森林の産出は 1970年以来、減るどころか 40パーセントほど増加している
122。そして海洋や沿岸部の価値の相当部分は、栄養物のリサイクル機能にあるのに、「生

きている地球指標」はこれをまるっきり見ていない。さらに海洋食料生産は、1970年以

来 60パーセント近く増えている（p. 152、図 57参照）。だからかれら自身の指標を考えて

も、生態系サービスは低下しているどころか増加していることがわかるのだ。
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1.12 現実：グリーンピース

デンマークのマスメディアで、これまでずっと聞かされてきた世界生物種の絶滅速度が

あまりに高すぎることをぼくは指摘した。一世代のうちに、全生物種の半数近くが絶滅す

る、というのだもの。正しい数字は、50年で 0.7パーセントくらいだ 123。これを受けて、

グリーンピース・デンマークの会長ニールス・ブレッズドルフは、グリーンピースは昔か

ら 0.7パーセントという数字を受け入れてきた、と指摘。ところがグリーンピースの公式

生物多様性報告は「地球の生物種の半分は、今後 75年以内に消滅しそうだと予想されて

いる 124」と述べている。会長はこの報告について公式にコメントしたことはないけれど、

でもグリーンピース・インターナショナルを説得して、この報告をインターネット上から

引っ込めさせた。そこには科学的な参照文献が何一つ挙げられていなかったのだ。

ノルウェーのテレビ局も、この報告についてグリーンピースを問いつめて、言い逃れで

きないところにまで追い込んでしまった。4日後、かれらは記者会見を開くことにして、

ぼくがいま指摘した論点をすべて挙げて、自分たちの活動を見直した。ノルウェーの新聞

「ヴェルデンス・ガンド」紙によれば：

グリーンピースのカレ・ヘストヴェドトは、「われわれは新しい現実に対して環

境運動を適応させるときに問題に直面しました」と述べた。かれは状況について一

方的に悲観的なだけでは、環境団体の信用が弱まると信じている。でも多くの人

が、今にも世界が崩壊寸前なのだと感じなければ、みんな環境問題を真剣に考えよ

うとしないだろう、とヘストヴェドトは今なお述べている 125。

まとめとしてグリーンピースは次のように述べている：「本当のことを言えば、10年前

からわれわれが戦ってきた環境問題の多くは、ほとんどが解決されたも同然の状況だ。そ

れでも戦略として『すべてが地獄へまっしぐら』的な前提に集中し続けている 126」。

1.13 現実：まちがったダメな統計と経済学

その他の情報源の多くでも、まちがった発言は呆れるほど多い。いくつかをここにまと

めてみよう。さらに、経済的な議論のいい加減さについても示しておこう。

最近の新しい懸念の一つとして、合成化学物質が人間や動物のホルモンに似た働きを持

つことについての不安がある。これは通俗科学書『奪われし未来』127 の刊行で大きく普

及した。この本の議論については第 V部で見るけれど、ここではこの本の議論のかなり

が、合成ホルモンと乳ガンとの結びつきと称するものに依存していると指摘しておく。同

書によると「女性にとって何よりも恐ろしい健康トレンドは、女性のガンとして最も多
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い、乳ガン発生率の上昇である 128」。どこに結びつきがあるのか？「1940年に化学時代

が夜明けを迎えてから、乳ガンによる死亡はアメリカでは年 1パーセント上昇をとげ、他

の先進国でも似た増加が見られている。こうした発生率は年齢補正済みなので、人口高齢

化といった人口学的な変化ではなく、本当のトレンドを示している 129」。1940年以来 1

パーセント上昇が続いたのなら、同書の 1996年の刊行までに乳ガン死亡者数は 75パー

セント増加してるはずだ 130。でも、この主張はひたすらまちがっている。316ページの

図 119を見て欲しい。『奪われし未来』執筆時点で、年齢補正済みの乳ガンによる死亡率

は、1940年にくらべて 9パーセントほど減っている。1998年の最新の数字では、18パー

セントも下がっている 131。

『地球環境予測報告二〇〇〇』は、地球の数々の水問題についても語ってくれる 132。こ

れらについては第 IV部で見るけれど、この報告書が実際に数字を挙げるときには、ずい

ぶんとんでもない話をする。「世界的には汚染された水は、12 億人の人々の健康に影響

し、毎年 5 歳以下の子供 1,500 万人の死をもたらしていると推計される 133」とのこと。

でも、5歳以下の子供の死亡総数ですら、WHO (世界保健機関) の推計では 1,000万人止

まりだ 134。同じように、同報告書は「地域および産業的な水需要の増大は、水利権の配

分についての紛争を招いた。水資源はいまや計画者たちが描く成長や経済活動増大に対す

る大きな制約となっている。これは特にアメリカ合州国の西部や南西部の乾燥地で顕著だ

135」と述べる。でもこの報告書唯一の参考文献は、アメリカでの経済成長に水の制約が

影響を与えているなんてことは一言も触れていない 136。

ほとんど毎年のように、ワールドウォッチ研究所は、再生可能エネルギーの利用が伝統

的燃料の利用よりずっと急激に伸びていると言って大騒ぎする――1990年代には、石油

が 2パーセント以下しか伸びなかったのに対して、再生可能エネルギーは 22パーセント

も伸びた 137。でも、こんな成長率を比べるのは誤解を招く。というのも風力エネルギー

は全エネルギーの 0.05パーセントしか占めていないから、二桁台の成長はそんなにむず

かしいことじゃないのだ。1998年には、2パーセントの石油の成長分からくるエネルギー

は、風力エネルギーの 22パーセントからくる増加分より 323倍も大きかった 138。この

驚異的な風力の成長が続くという事態はあり得そうにないけれど、それが続いたとして

も、風力が石油を上回るには 22パーセント成長が 46年続いてくれなきゃダメだ 139。

同じように、環境保護運動は再生可能エネルギーが化石燃料より安くなってくれたら大

喜びだろう。でも経済的な議論となると、かれらはしばしば驚異的なくらい堅実さに欠け

る。多くの人は、石炭による汚染と廃棄物が環境と人間に与えるコストさえ考慮すれば、

再生可能エネルギーのほうがまちがいなく安上がりだ、と単なる信念に基づいて主張する

140。でも最大級のプロジェクト 3つ――一つはヨーロッパ、二つはアメリカ――は発電
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に係わるあらゆるコストを検討してみた。石炭採掘の人命コスト、その輸送に係わる交通

事故と石炭生産の職業病や、酸性雨、煤塵、二酸化硫黄、酸化窒素、オゾンなどが湖沼、

作物、建物、児童、老人に与える影響から、税制や職業までといった同様の考慮事項やコ

ストについての長い長いリストが考察されている 141。それでも、追加されたコストは再

生可能エネルギーと化石エネルギーとの差には及ばないという結果となった。（第 III 部

の議論も参照）142。ただし、再生可能エネルギーが短中期的には安くなるのはまちがい

ないことだし、そしてこれは、地球温暖化について長期的にはさほど心配しなくてもいい

理由の大きな一部ではある（第 V部参照）。

同じような経済的にゆるい議論は、ワールドウォッチ研究所が「風力発電はいまや化石

燃料による電力と比べて経済的競争力を持っている 143」と述べるときにもあらわになっ

ている。ところがかれらは一方で、将来的には「きたるエネルギーパラダイムの倫理にお

いては浪費にかわって必要十分性が重要となる 144」と語る。でもワールドウォッチ研究

所に言わせると、これはかまわないのだそうだ。というのも、これは大した節減を必要と

しないから。「小さめの車や小さめの家を持ったり、車を使わず自転車利用を高めたりす

るようなちょっとした変化を行っても、歴史的基準からすれば豪華なライフスタイルを

送っていることになるのだ 145」。ということは、利便性を減らしても「歴史的基準からす

れば」豊かではあるにせよ、やっぱり今よりは豊かでなくなる、ということだ。それはも

しかすると、もっと環境の優れた持続可能な社会になっているのかもしれないけれど、で

も少なくともその選択が明らかにトレードオフの関係にあることを示すべきだろう。

同じように、ワールドウォッチ研究所は CO2 排出削減で地球温暖化を避けるコストを

少なく見せたがっている。小規模な再生可能エネルギー企業の CEOトマス・カステンを

引用して、同研究所は「この会社の小さく驚異的に効率の高い発電プラントは、一部の古

い効率性の低いプラントの三倍ものエネルギー効率を達成する。でもカステンによれば問

題は炭素排出の削減にどれだけコストがかかるかということではなく、それを実現するこ

とで得られる莫大な利益を手にするのがだれかということだ 146」と指摘する。でもワー

ルドウォッチ研究所はまた、21世紀には「気候をめぐる戦いは、（20世紀を通じて）戦争

――冷戦も実際の戦争も――が持っていたような戦略的重要性を持つようになるかもしれ

ない 147」と指摘する。『ネイチャー』に書く先進科学者たちのお墨付きをもらって、ワー

ルドウォッチ研究所は気候変動に対抗するために必要となる技術を開発するにはすさまじ

い研究努力が必要で、しかもそれは原爆開発のマンハッタン計画並の緊急性を要すると本

気で主張している 148。冷戦とマンハッタン計画は、どっちもずいぶんと高くついたプロ

ジェクトだったこともついでに指摘しとこうか。
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1.14 現実：水問題

水についてはいろいろ心配されている――十分にあるのか、希少性が水戦争を起こすの

では云々。近年では水不足がワールドウォッチ研究所のお気に入りの将来問題となってき

た。こうした水問題については 13章でもっとしっかり見るけれど、ここではいちばんよ

くある主張二つを見ておこう

環境問題について大学で最もよく使われる教科書『環境の中で暮らす』は「1995年世界

銀行調査によれば、世界人口の 40パーセント（23億人）を擁する 30カ国はいまや極度

の水不足に直面しており、これらの国々の農業と産業と人々の健康が脅かされている 149」

と書いている。この世銀調査は、ちょっとずつちがった数字で各種の環境問題教科書に引

用されている 150。でも残念ながら、どれ一つとして参考文献を挙げていない。

世界銀行の多大な協力を得て、ぼくはこの有名な文書をやっと見つけだした。ふたを開

けてみると、この神話の源は急ごしらえのプレスリリースでしかなかった。このプレスリ

リースの見出しはこうだ：「世界人口の 40パーセントが極度の水不足で苦しむ 151」。でも

その先を読み進めるとすぐにはっきりするのが、この 40パーセントの大部分は水を使い

すぎている人ではなく、そもそも水や下水処理設備にアクセスできない人々だということ

だ――つまりこれは正反対のことを言っている。さらにこのプレスリリースのもとになっ

たメモを見たら、レスター・ブラウンたちが心配している全地球的な水不足は、世界人口

の 40パーセントではなく 4パーセントに影響するものだと書かれている 152。ついでな

がら、世界銀行が言及していた国の数も 30じゃなくて 80カ国だ。

でも水に関する最重要の人的問題は、ぼくたちが水を使いすぎるということではなく、

水にアクセスできない人があまりに多いということだ、というのは事実だ。きれいな飲料

水と下水施設をすべての人に確保できれば、毎年数百万人の死を防げるし、毎年 5 億人

が重病にかかるのを防げると推定されている 153。これに必要な一回限りのコストは 2000

億ドル以下、あるいは年間の全地球の開発援助金額の 4倍以下だ 154。

したがって、水に関する最重要問題は、水と下水処理へのアクセスが改善しているか

ひどくなっているか、ということだ。水専門家として第一人者であるピーター・グレイク

は、重要な水問題専門の本『水の危機』を編集した。大判のほとんど 500ページにもなる

オックスフォードからの学術書だ。でも水と下水処理設備へのアクセスを推計するとき、

グレイクも定番話につまずいたようだ。これを図 4に示す。

1980年から 1990年にかけて、グレイクは本書と同じような議論を展開する。つまり、

物事はよくなっているということだ。水へのアクセスが得られない人は減った。そしてこ

の期間に発展途上国に生まれてきた人は 7.5億人いるから、実際に水へのアクセスを得ら
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図 4: きれいな水と下水処理設備へのアクセスの発展を示す二つの試み。左：アクセ

スのない人々の数、1980–2000. OBS: 1999–2000の数字はまちがっている。右：ア

クセスのない人々の数、1980–90, 1990–4, 1990–2000 は破線。OBS: 1980–94 の

実線はまちがっている。 出所：Gleick 1993b:10, 187–9. 1998a:262, 264, Annan

2000:5.

れる人はこの期間で 13億人増えたことになる。このため発展途上国で水へのアクセスが

ある人の割合は 44 パーセントから 69 パーセントに増えた。25 パーセント分の増加だ。

下水について言えば、下水処理設備にアクセスできない人々の数はだいたい同じくらいだ

（600万人ほど多い）が、ここでも人口が増大しているので、約 7.5億人ほどが下水設備に

アクセスできるようになったわけだ――アクセスできる人の割合は 46パーセントから 56

パーセントに増えている 155。ところが、1990年から 2000年、図 4の左側のグラフでは、

事態はこんどは悪化することになっている。水も下水施設もない人は大幅に増える。割合

は再び 10–12 パーセント下がってしまう。でも数字を調べてみると、グレイクがやった

のは、1990年代には 8.82億人が生まれることを試算しただけだ、というのがわかる。こ

れらの人は、生まれたときには水や下水設備へのアクセスはないので、その数があっさり

とアクセスを受けられない人の数に足されただけだ 156。

もちろんこれはまるで筋の通らない想定だ。要するにグレイクは、1980年から 1990年

にかけての 10年で、13億人が新たに水施設にアクセスできたと主張しているのに、1990

年から 2000年にかけてはその数字がゼロになると言いたいわけ？　それでもこのグラフ

はいろんなところに転載されて、たとえば水不足についての影響の大きい論文にも掲載さ

れて配布されている 157。

1996年に国連は、1990年から 1994年にかけての水と下水処理設備へのアクセスに関

する公式推計を発表した 159。水と下水処理設備へのアクセスとは何かというのはもちろ

ん定義の問題になってくる（ある住戸が井戸にどれだけ近ければいいのか？　地面に穴を
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掘ったら下水処理設備と言えるか？）1996年に国連は、アクセスについていちばん厳し

い定義を使って 1990年と 1994年を見た 160。おかげで 1990年のアクセスなしの人数の

国連推計は大幅に増大した 161。だから図 4の右側のグラフでは、1990年に水へのアクセ

スのなかった人数は、12 億ではなく 16 億に増えていて、それが 1994 年には 11 億人に

減ったことがわかる。同じように下水処理施設のない人は 26 億人になり、それが 1994

年には 29億人に増えた。グレイクは学術書では両方の数字を挙げるけれど 162、一般雑誌

に証拠を出すときになると、もとの 1980年の数字と改訂された 1994年の数字だけが示

されている 163。これはもちろん、まるで比較できない数を比べていることになる。だか

ら水にアクセスできない人の減少はずっと小さく見えて、下水処理設備にアクセスできな

い人の増加はずっと大きく見えることになる。

2000年 4月には、国連の 1990–2000年の最新推計が発表され、上水にも下水処理設備

にもにアクセスのない人はこの 10 年でわずかながら減ったことが示されている 164。こ

の 10年で 7.5億人が発展途上国の人口に加わったので、これはつまり 7.5億人が新たに

きれいな水と下水処理設備へのアクセスを手に入れたということだ。だから、アクセス

のある人の割合はかなり増えた。図 5を見ると、飲料水へのアクセスを持つ発展途上国の

人々の割合は、1970年に 30パーセントだったのが、2000年には 80パーセントになって

いることがわかる。同じく下水処理設備にアクセスできる人は、1970年の 23パーセント

から 2000年の 53パーセントに増大している。

まだまだやることは残ってはいるけれど（特に下水処理設備）、水問題で最重要なもの

は、確実に改善されているのだ。

1.15 現実：ピメンテルと世界の健康その 1

ほとんどの環境基礎研究は、しっかりしたものだし偏向もしていない。これらがワール

ドウォッチ研究所の『地球白書』や本書などの評価における入力となる数字やトレンドを

生産している。でも、ピアレビューつきの雑誌においてすら、広い領域について評価をし

ようとする場合には、定番話への信仰がときに支配的になってしまい、やたらに警鐘を鳴

らしたりする研究や、とんでもなく腐った研究を生み出してしまう。こうしたダメな主張

のほとんどは本書の至る所で指摘しているけれど、でもこうした議論を解剖してみるのは

有益かもしれない。たった一つの例を示したり、たまさかのまちがいをあげつらったりす

るよりも、こうしたダメさ加減の広さと深さを示したいと思うので、本書で後から触れる

様々な問題をここでも採り上げる必要が出てくる。

コーネル大学のデビッド・ピメンテル教授は、しばしば引用される有名な環境保護論者

で、主張はいろいろあるけれど、中でも全地球的な土壌流出推計で他のものより極端な数
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図 5: 第三世界で飲料水と下水処理設備にアクセスを持つ人の割合, 1970–2000. 薄

い破線は個別の比較可能な推計値、実線はロジスティック曲線のベストフィット—

各種の大幅にちがう定義を下に、発展の一番よい推定を行うための合理的な試みで

ある 158。出所: World Bank 1994:26 (1975–90), WHO 1986:15–18 (1970–83),

Gleick 1998a:262, 264 (1980–90, 1990–4), Annan 2000:5 (1990–2000).

字を挙げたり（これは第 III部で触れる）、アメリカで維持可能な理想的人口が 4千万から

1億人だと主張したり（つまりいまのアメリカの人口から 63–85パーセント削減だ）して

いる 165。

1998 年 10 月にピメンテル教授は、ピアレビューつきの雑誌『バイオサイエンス』で

「疫病増大のエコロジー」についての論文の筆頭著者となった 166。この論文の基本的な主

張は、人口増大はますます環境破壊を招き、公害を悪化させ、結果として人間の疫病も増

える、ということだ。その過程で、ずっと多くの悪い出来事や傾向が言及される。それが

主題とほとんど関係ないものであっても。

ピメンテル論文は何度もこれまで見てきたまちがいを繰り返してくれるけれど、いちば

ん重要な点として、この論文はその中心的な結論のすべてにおいてまちがっていて、大い

に誤解を招く記述となっていることが挙げられる。それでもこの論文は、世界衰亡を指摘

するにあたりしばしば引用され、活用されてしまっている 167。

トレンドを見るとき、ピメンテルは喜々として非常に短期の傾向を採り上げる。かれは

最大の死亡性伝染病である結核を見て、それが 1990年には 250万人を殺しているのに、

1995年にはそれが 300万人になったと主張し、2000年にはそれが 350万人になるという

予想を引用する 168。でも 1999年には、実際の結核死者数は 166.9万人で、ピメンテルが
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図 6: アメリカでの結核症例の実数と人口比、1945–99. ピメンテルの選んだ二つ

の年、1985 年と 1991 年が印してある。出所: CDC 1995:69–79, CDC 1999g:79,

2000a:858, USBC 2000c.

いちばんよく使うWHOの情報源は、1990年代はほとんど一定して毎年 200万人程度の

結核死者を推計している 169。

予想がはずれるのは仕方ないとしても、ピメンテルのアメリカ国内の結核との比較は深

刻な問題を抱えている。「アメリカ合州国の結核感染パターンも世界状況と似ており、結

核症例は 1985年から 1991年にかけて約 18パーセントも増大した 170」。これは数字的に

は正しいのだけれど、図 6を見ればこの引用部分が誤解を招くものなのは明らかだ。ピメ

ンテルは結核症例が最低だった年（1985年の 22,201件）をとって、それをほとんどてっ

ぺんの 1991年（26,283件）と比べている。でも、ちょっとでもちがった年をとったら、

結果は正しく減少傾向となったはずだ。ピメンテルの論文が出る 2年前の 1996年をとっ

ても、総数は 1985年の数字以下だった。1999年の最新の数字は 17,531件となっている。

さらに、絶対数を比べるのは問題がある。アメリカの人口は 1985年から 1991年にか

けて 6パーセント増えているんだから 171、結核だって同じ割合で増えるはずだ。10万人

あたりの件数を見れば、1985年から 1991年にかけての増加はほとんどなくなり（増加率

は 12パーセントをちょっと下回る）、この比率は 1985 年以来 31 パーセントほど、1991

年以来では 38 パーセントほど下がっている。同じように、結核の死亡率も 1985年以来

40パーセント以上下がっている 172。ピメンテルが結核件数の増加を指摘できた唯一の理
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由は、かれがまさに傾向が逆転して見える年を狙って選んだからにすぎない。

同様に、化学物質や農薬の危険を指摘するにあたり、ピメンテルは以下のような指摘で

こじつけようとする；「アメリカでは、ガンによる死者総数は 1970 年の 331,000 人から

1992年には約 521,000人に増えた 173」。でもこれもまた、人口増加（24パーセント）と

人口高齢化（高齢者ほどガンになりやすい）を無視している。年齢調整済みのガン死亡率

は、アメリカでは 1970年より 1996年のほうが低いのだ。これは過去の喫煙からくるガ

ンの死者数が増加しているにも係わらず減っていて、喫煙の分を調整すると、ガンによる

死亡率は 1970 年以来、一貫して年 17 パーセントくらい減り続けている。このデータは

第 V部（図 117）で見ることができるし、そこでもっと詳しくこうした議論を検討する。

ピメンテルは事態が悪くなっていることを示すためにいろんな数字を拾い出してくる。

たとえば、アフリカ以外のマラリア発生率が 1980年まで減り続け、その後は横這いだと

いう事実をかれは認める。それなのに、マラリア件数が増加している国ばかりをその後並

べ立てる 174。でも、件数が横這いなんだから、増えている国ばかりを挙げるのは、マラ

リア件数が激減した国を不思議なことに無視しているわけだ。特に世界最大の国である中

国では、マラリア件数は 1980年代初期から 90–99パーセントも減っているのに挙がって

いない 175。

時には、数字がそもそもまちがっていることもある。たとえばピメンテルは、「タイで

は男性の HIV感染率は、1988年から 1992年にかけて 1パーセントから 40パーセント

にまで増大した 176」と主張しているのがその例だ。通称商業セックスワーカーたちです

ら、1989年に計測が始まって以来 40パーセントなんていう感染率を記録したことはない
177。1989年以来計測されている、男性 STD（性病）患者数ですら、いつも最高の感染率

を記録するグループなのに、「たった」8–9パーセントにしかなっていない 178。UNAIDS

の推定では、成年人口での感染率は 2.15パーセントで若い男性はこれよりちょっと低め

だとしている 179。

さらにピメンテルは、「1985年以来、アメリカのガソリン中の鉛使用は減ったが、その

他の発生源からの大気中への鉛放出は相変わらず 20億 kgのままだ 180」としている。で

もアメリカからの排出総量は 1985年以来 83パーセントも減って、今や 3,600トン、つま

りはピメンテルの主張の 500分の 1以下だ 181。調べてみると、引用文献（しかもそれが

1985年のものだときた）で言及されているのは、当時の全世界の排出量なのだった 182。

1.16 現実：ピメンテルと世界の健康その 2

これまで粗悪な個別の主張をいろいろ見てきた。でもそういうのを時間をかけて検討し

た理由は、それが中心的な主張を強化するのにどう使われているかを指摘するためだ。
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ピメンテルがこうした――ときにまちがった――主張を行うのは、人間の疾病が増大し

つつあることを示すためだ 183。その原因は人間が増えたことで、それが「有機無機の汚

染物質を含め、かつてないほどの大気、水、土壌汚染を増加させている」し、同時に食糧

不足も引き起こしているというわけだ 184。そしてピメンテルは、今や 30億人以上が栄養

不足だと指摘する。「これは史上最大の人数であり、また比率的にも最大だ 185」。そして

かれは、死因の 40パーセントが「各種の環境要因、特に有機汚染物質と化学汚染物質に

よって引き起こされている 186」と指摘する。そして栄養不足の増大と公害の増大の結果

は、疫病の増大と、伝染病の増大だ 187。驚いたことに、ピメンテル論文のこうした中心的

な論点はすべてまちがっており、そして/あるいは深刻な誤解を引き起こすものばかりだ。

とりあえず途中段階の指摘を見てやろう。ピメンテルは、栄養不足が悪化していると主

張する。「1950年には、栄養不足とされた人々は世界で 5億人（世界人口の 20パーセン

ト）とされた。今日では 30億人（世界人口の半分）が栄養不足に苦しんでいる。これは数

的にも比率的にも史上最大である 188」。これが議論のすべてであり、ピメンテルは 2000

年になってもこれを繰り返して、さらには栄養不足の人の数が「毎年増えている 189」と付

け加えている。1950年の数字の出所はデビッド・グリッグ『世界食料問題』 (1993) で、

1996年の数字はWHOのプレスリリースからきている。

でも、この二つの出所は食糧不足というものについて、ぜんぜんちがった定義を使って

いるのだ。グリッグは一番ふつうに、カロリー摂取に基づいた定義を使っている。もしあ

る人のカロリー摂取量が肉体的最低水準を 20パーセント以上上回っていなければ、その

人は栄養不足か飢餓状態とされる。1949年から 1979年の推移を図 7に示す。栄養失調の

人数は、まず 5.5億から 6.5億に増大して、それから 5.34億人に減る。発展途上国の人口

は 1949年から 1979年にかけて 16億人以上増えたので、これは第三世界で栄養が十分な

人の数はずっと増えたことを意味している。つまり飢餓状態の人の割合は 34パーセント

から 17パーセントに下がった。

1970 年以来、国連 FAO も似たような統計を出しているけれど、かれらはもう少し広

く、最低水準を 55パーセント以上上回っていない人を栄養失調としているので、数字は

もっと大きくなる。だから栄養失調の人の数は 1970年の 9.17億人から 1997年には 7.92

億人へと減って、これが 2010年には 6.8億、2030年には 4.01億人になると推定されて

いる。ここでもまた、途上国の人口は 1970年以来 19億人増えているので、飢餓状態の人

の割合はさらに急激に減ったことになる。35パーセントだったのが 1996年には 18パー

セントに、2010年には 12パーセント、2030年には 6パーセントになる。だから 1949年

から通してみたければ、図 7の左のグラフを上に押し上げて右のグラフと重なるようにす

ればいい。そうすると、飢えた人の絶対数は減り、さらに比率はすさまじく減ったことに
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図 7: 栄養失調の人々、1949–2030、実数（百万人）と比率（途上国人口比）、1998-2030

は推計。1949–79 の推計は栄養失調の個人として肉体的最低水準の 20 パーセント

増 (1.2 BMR) 以下の人々を数えるが、1970–2030 の推計はもうちょっと多めの、

肉体最低水準の 55パーセント増 (1.55 BMR) 以下の人を数えている。出所: Grigg

1993:50, WFS 1996:1:Table 3, FAO 1999c:29, 2000c:27, 2000d:20.

なる。

グリッグはまた、栄養失調を計る方法を他に二種類検討して、「1950年から 1980年に

かけて、一人あたりの食糧供給は世界全体として見ても、先進国だけ見ても、途上国だけ

見ても、また主要地域のどれを見ても増加した 190」と結論づけている。

WHOからのプレスリリースは、微量栄養素の栄養失調について述べている。これは主

にヨウ素と鉄分とビタミン Aの不足だ 191。カロリー不足と微量栄養素不足は、死因とし

ては同じくらい重要だけれど 192、でも指標としてはまったく性質がちがう。微量栄養素

問題の解決は、ふつうはカロリー不足の解決よりずっと安上がりだ。必要なのはちょっと

した基礎情報と、食糧の中かあるいはビタミン錠剤によるサプリメントだけだからだ 193。

微量栄養素に関心が向けられだしたのはここ 10年ほどのことなので、世の中の情報も過

去 10年に限られる 194。この 10年を見ると、ビタミン A欠乏は 40パーセント下がり、

同じく塩の 60パーセントにはいまやヨウ素が追加されている 195。

というわけで、ピメンテルが 5億人のカロリー不足と 30億人の微量栄養素不足を比べ

るのはひたすらまちがっているのだ。さらに栄養失調の人が増えているというのもまち

がっている。実はどっちの指標を見ても、記録が始まって以来、大幅な改善が見られて
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いる。

同じように、ピメンテルの論文は当初から「われわれの試算では世界の死者の 40パー

セントが各種の環境要因、特に有機・化学的な汚染物質に原因があると推定される 196」

と述べている。これは本論文でいちばん引用される一文となっている。公害で人が殺され

ているという議論を実にはっきりと支持しているように見えるからだ 197。実は「病気制

御センター」ニュースレターでのある引用では、この論文が箇条書きの一項目にまとめら

れている。公害の増大が「一つの避けがたい結論を示していて、それは地上の生活がわれ

われを殺しているということだ 198」

世界の年間死者数をざっと 5千万と見積もると（論文はこの程度の推定もしない）、そ

の 40パーセントということは、ピメンテルは公害による死者数が 2千万と主張している

わけだ 199。でも不思議なことに、この 40パーセントがどう計算されたのか、一度も明示

されていないのだ。大気汚染による総死者数（これは公害の中で一番危険なものだ）は年

間 50万人ちょっとでしかないとWHOが推計していることを考えると、これはますます

不思議に思える 200。でも、その次のページでピメンテルは、自分がさっき述べたことを

ほぼそのまま繰り返す。「世界中の大気、水、土壌汚染の増大に基づき、われわれの推定

では毎年世界の死者数の 40パーセントが環境汚染物質への曝露と栄養失調から生じると

推定した 201」。おどろいたことに、40パーセントはいまや汚染物質だけでなく、栄養失

調も含むわけだ。最後に結論では、あらゆる要因が持ち出されてくる。「現在、死者の 40

パーセントは多様な環境要因、たとえば化学汚染物質、タバコ、栄養失調などで生じてい

る 202」。そしてあるインタビューでピメンテルは、ここでのタバコというのが実は「タバ

コや薪などの各種源からくる煙」なのだとはっきり述べている 203。

ピメンテル自身の参考文献によれば、栄養失調による死者は 600–1400万人、第三世界

での調理用薪からの煙による死者数は 400万人、喫煙による死者が 300万人だ 204。栄養

失調による死者推定は、たぶん多い方の 1,400万人に近いはずなので 205、つまりはこの 3

要因だけで 40パーセント丸ごとに相当することになる。データの示し方が広すぎて、そ

の主張が完全にまちがっていると断言しにくいけれど、でも公害による死者が 40パーセ

ントというよく引き合いに出される数字が少なくとも大きな誤解を招くものであることは

はっきりしている。

そしてやっと、ピメンテルの議論の核心である、伝染病が増えていて今後も増え続ける

という主張にやってきた。これはどっちもウソだ。ピメンテルがこうした（ときに不正確

な）お話をして、各種の新しい新病の例を挙げるのは、病気の頻度が高まっているにちが

いないと読者に思わせるためだ。だって、病気の名前がこんなにあるんだから、ホントに

増えてるんでしょ？　これは他の論者も何人か使った論法だ 206。でもそもそも、みんな
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がどんどん病気にかかっているなら、なぜ期待寿命はどんどん上昇してきているのか、と

いうのを不思議に思う必要がある（期待寿命と病気との関係は第 II部で見る）。それに病

気の名前なんか並べたてるより、実際の罹患総数を見たほうがずっと簡単ではないの？

ピメンテルはこう主張する：

病気の増大は今後も続くと予想されている。そしてマレイとロペス (1996) によ

れば、病気の罹患は 1990年から 2020年にかけて 77パーセント増大すると推計さ

れている。死者総数の 37パーセントを構成する伝染病もまた上昇が予想されてい

る。アメリカにおける伝染病死者数は 1980年から 1992年にかけて 58パーセント

増大し、この傾向は続くものと予想されている 207。

病気が増えるというのはウソだ。マレイとロペスによれば、病気による死者数は 1990

年の 10万人あたり 862人から 2020年には 10万人あたり 764人に減る 208。そして人口

高齢化に対応してもっときちんと補正すると、病気の罹患率はもっと急激に、10万人あた

り 862人から 599人へと減る 209。ピメンテルが、病気が 77パーセント増えると言える

のは、かれがマレイとロペスの本を読みまちがえているのと（伝染病を無視して非伝染病

だけを見ている。非伝染病による死者はどうしても増えるのだ。みんなどんどん高齢化し

て、高齢者特有の病気で死ぬことになるから）、病人を絶対数で数えているからだ（絶対

数は増えるに決まってる。世界人口はこの期間に 25億人くらい増えるんだから）210。

伝染病が増えているという主張はひたすらまちがっている。これは図 8を見るとわか

る。伝染病は 1970年以来ずっと減少しているし、たぶんそれよりかなり以前から減って

いるだろう。それ以前になると、一部の国しか証拠がないけれど（図 20では、アメリカで

の伝染病の罹患率を 20世紀最初から最後まで見ることができる）211。同じように、伝染

病は将来減ると予想されている。少なくとも 2020 年までは。絶対数で見たときでさえ、

伝染病による死者数は年 930万人から 650万人に減ると予想されている 212。

そして最後に述べられているアメリカについての主張もまちがっている。この論法が使

えるのは、ピメンテルが絶対的な底の数字として 1980年を使っているからで、そしてそ

の後の増加のほとんどは高齢化にともなう肺炎の増加が原因だからだ。もし高齢化につい

て補正したら、死亡リスクは 1980年も 1997年も似たようなものだ 213。

ピメンテルは以下のように結論づける：「病気や貧困、そして栄養失調の悪化を防ぐに

は」、人口抑制と「有効な環境管理プログラム」が必要だ、と。さもないと「病気の蔓延

がさらに世界的に急激な上昇を続けて、万人にとっての生活の質を低減させることになる

だろう 214」。

もちろんピメンテルは貧困が増加しているかどうかなんて、一言も議論していない。図

33 (p. 103) を見れば、貧困は実は減っていることがわかる。同じように、病気（特に伝
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図 8: 伝染病による死亡率、1970–2020. 出所: Bulatao 1993: 50, Murray and

Lopez 1996c:465, 648, 720, 792.

染病）も栄養失調も――ピメンテルの主張とは正反対に――減っていることがわかる。

だから、確かにある程度の有効な環境プログラム導入は、政策的な意志決定としてはい

いかもしれないけれど、でもそうした意志決定は、絶対にこんな不正確な情報に基づく定

番話の繰り返しなんかに基づいて行っちゃいけない。

1.17 現実 VS レトリックとダメな予想

議論を提起するとき、想定を全部挙げ、データをすべて含め、そこからの導出プロセス

を全部示すだけの場所も時間も絶対にない。だからある程度は、どんな議論も比喩やレト

リック上の近道に頼る。でも、そのレトリックで現実が見えにくくなるようなことがあっ

ちゃいけない。

環境運動での重要なレトリック上の手口は、短期的な事実を悪化の重要な指標として取

りざたすることだ。たとえば以下のワールドウォッチ研究所からの引用を見て、すぐにど

ういう印象を持たれるだろうか。「有限の耕作可能地がますます多くの人々に分割される

につれ、やがて一人あたりの土地は人々が十分な食糧を得られない水準にまで縮小してし

まう 215」。この主張は、きたるべき問題に対する正しい予測のように聞こえる。そしては

い、確かにこれはその通りだ――人が生き残れない最低の水準ってのはあるだろう（ほん

の 5センチ四方の土地とか、土くれ一かけらじゃ足りないだろう）。でも、大事な情報が

ここにはまったく欠けているのだ。その食糧を得られない水準ってのがどれだけで、いま
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それにどのくらい近づいていて、そしていつその限界を超えそうなのか、という話だ 216。

たぶん多くの人はびっくりするだろうけれど、人工照明を使えば 1人あたり 36m2（一片

6メートルの正方形）の土地で生き延びられるし、一部の企業はもっと少ない面積で、商

業的にも成り立つ水耕栽培を実現できる 217。さらに FAOは、2030年までの最新の食糧

生産分析の中で「食糧生産用地の希少性は、以前より高まるどころか減っている 218」と

述べる。つまり、さっきの発言は、「おお、じゃあ確かに事態は悪くなっているにちがい

ない」と思わせるための単なるレトリック上のインチキでしかない。

このレトリック上の手口はワールドウォッチ研究所が多用するものだ。穀物単位収量

の増加（これについては第 III部で採り上げる）について語るとき、レスター・ブラウン

は「やがてどの国でも、すべての穀物について、農業者たちが収量の増大を続けられなく

なる点がやってくる 219」と述べる。これまた事実にはちがいないけれど、問題はその限

界というのがどれほど迫っているか、ということでしょうに。この問題への回答はなく、

ブラウンはそのままたとえ話を飽きずに繰り返す：「いずれ穀物の単位収量はどこでも横

這いになるが、これが各国でいつ起きるかは予想がむずかしい 220」。同じように、レス

ター・ブラウンは、「もし環境悪化が相当に進行したら、それは食糧価格の上昇という形

で経済的不安定をもたらし、これはひいては政治的不安定につながるだろう 221」と語る。

ここでも、たぶん理屈はこの通りだろうけれど、でも問題はここで検討されない「もし」

次第だ。つまり、環境悪化は本当に起きているのか、そしてそれはその不安定が生じる段

階にまできているのか？　この問題は一度も実証されない。

グリーンピースも、湾岸戦争の評価にあたって、同じレトリック上の手口を使っている。

「あらゆる環境は多くの複雑な動的相互作用で構成されるが、被害がある閾値水準をひと

たび超えると、そのシステムは次第に、時にはほとんどだれも気がつかないうちに崩壊す

る。これがペルシャ湾岸で起きたかどうかは、時が語ってくれるのを待つしかない 222」。

いや実におっかなそうではあるんだけれど、その閾値水準が超えられたのか、あるいは

超えそうなところなのか、という大事な情報は抜けている。第 IV部で見るように、ペル

シャ湾岸の生態系は、史上最悪の原油流出にも係わらず、ほとんど完全に回復している。

その他のレトリック上の手口もよく使われる。国連の水に関する評価書の背景文書で、

著者たちは乾燥した貧困国に対し「きわめて不穏な」選択肢しか与えられていない、と指

摘する。「水や水に依存する作物へのニーズが満たせないときには、飢餓、疫病、災害と

いった形で苦しむのが選択の一つだ。もう一方の選択肢は、需要を手に入るリソースに

あわせて変え、食糧を輸入して、その他のあまり水に依存しない製品と交換することだ

223」。さて、こう書かれるとペストかコレラかの究極の選択という感じだけれど、よく考

えてみよう――これって要するに、乾燥した国は飢えたくなければ、グローバル経済に参
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加しましょうと言っているだけじゃないか。

ワールドウォッチ研究所はさっき見たように、再生可能エネルギーに切り替えたいと

思っている。その議論の一部はひたすらレトリックだけで成り立っている。たとえば以下

のような主張：「千年紀的な観点からいえば、今日の炭化水素に基づく文明は人間の歴史

におけるちょっとした間奏部分にすぎない 224」。これは確かにそうだろう。千年前には

石油は使っていなかったし、千年後にはソーラーとか核融合とか、またはいまは思いもよ

らないエネルギー源を使っていることだろう。でも問題は、それでぼくたちがエネルギー

源を切り替えるための時間がはっきりするわけじゃない、ということだ。今すぐか、50年

後か、200年以内にやればいいのか？　千年紀という単位で見るなら、たいがいのものは

ちょっとした間奏でしかない。百年戦争もルネッサンスも、二十世紀もぼくたちの一生で

すら。

同じように、生態系変化の帰結について論じるとき、否定的な帰結だけをひたすら考

え、言及することが多い。これは地球温暖化や、地球の気候変動について論じるときに一

番よく見られるかもしれない。たとえば、『ニューズウィーク』の以下のような気候変動

に関する記述を見てみよう：

地球の気候パターンが激しく変動を始めており、こうした変動が食糧生産の大幅

な減少につながるかもしれないという暗い兆候が現れつつある――これは地上のあ

らゆる国にとって深刻な政治的問題を引き起こす。食糧生産の低下はごく近い将

来、ひょっとするとほんの 10年ほど先に始まるかもしれない。

こうした予想を支持する証拠はいまやあまりに山積しつつあるので、気象学者た

ちはその対応に追われている。イギリスでは、農民たちは耕作時期が 1950年以来

2週間も減ったとしており、おかげで年間の穀物生産が 10万トン低下したとされ

る。同時期に、赤道周辺の平均気温はコンマ数度ほどあがった。が、少ないとはい

えこれは一部の地域では干ばつと砂漠化を招く。昨年の 4月は竜巻が有史以来最高

記録に達し、アメリカの 13州で 148本の竜巻が 300人以上を殺して 5億ドルもの

損害を出した。

科学者たちにとっては、こうした一見ばらばらのできごとは、世界の気象の根本

的な変化の先触れとなる。気象学者たちは、このトレンドの原因や程度については

議論がわかれるし、またそれが各地域の気象状況に与える影響についても見方は

様々だ。でもみんなすべて、この傾向が農業生産性を下げるという一点ではまった

く見方が一致しているのだ 225。

今日ぼくたちが聞く温室効果の心配と実によく似てはいるのだけれど、実はこれは 1975

年の記事で「冷えゆく世界」と題されている――当時はみんな、地球寒冷化を心配してい
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たのだ。もちろん今日では、地球温暖化の不安についてはずっといい議論もあるし、もっ

と信頼できるモデルもある（これについては第 V部で論じる）。それにぼくたちの社会は

現状に適応しているんだから、寒冷化でも温暖化でも大きなコストは生じるだろう。

でもここでの記述が寒冷化によるプラスの帰結を見事なまでに一切排除していることに

注目してほしい。今日、ぼくたちは地球温暖化がマラリア地域を広げると心配している

――だったら寒冷化を心配していた世界は、マラリア感染地域の減少を喜ぶのが筋だろ

う。同じように、寒冷化によって耕作期間が短くなるのが心配なら、地球温暖化で耕作期

間がのびるのは感謝すべきだ 226。もちろんアメリカやイギリスが暑くなったら日射病で

死ぬ人は増えるだろうけれど、でもそれよりはるかに多くの人が凍死を免れるという点は

ほとんど指摘されない。アメリカでは、熱で死ぬ人より寒くて死ぬ人のほうが二倍も多い

のだ 227。この議論が、地球温暖化の総コストのほうが、全世界で見ると総便益を上回る

という議論を否定しているのではないことに注意。でも、もし情報に基づいた意志決定を

するんなら、コストと便益はどっちも考えるべきだ。レトリックとしてコストだけに注目

するなら、非効率で偏向した意志決定をもたらしてしまうだろう。

もう一つよく見る環境的なたとえは、現状をイースター島の状況になぞらえるものだ。

チリの西沖合 3,200キロ以上のところにある小さなこの島は、島中に散在する 800体以上

の火成岩で作ったモアイ像で有名だ 228。考古学的な証拠によれば、ここで華開いた文明

は、こうしたすごい石像を作る一方で、900CE頃に森林を伐採して材木を石像のコロと

して使い、さらに薪や建設材料にした。1400年頃にはヤシの森林が完全に消えてしまっ

た。食糧生産が低下し、石像建設は 1500年に終わり、そしてどうやら戦争と飢餓が人口

を 80パーセント削減して、1722年にはすっかり衰退した社会がオランダ船に発見された

というわけだ。

それ以来、イースター島は環境保護論者にとってこたえられないイメージを提供してき

た。ここに自分の限界を超えたために悲惨な崩壊を迎えた社会の見本がある。環境に関す

る通俗書は、何度もイースター島を導入部に挙げ、表紙に使うものさえある 229。ワール

ドウォッチ研究所も、『地球白書ミレニアム版』でこう述べる：

自分の資源が枯渇したら、他に頼って己を維持するわけにはいかない孤立地帯と

いう点では、イースター島は人間の経済が有限の資源を前に拡大したときどうなる

かという実に明瞭な姿を描き出してくれる。残されたフロンティアがついになく

なり、完全に相互接続されたグローバル経済の出現によって、人類は総体として、

イースター島の人々が 16世紀に到達したような転換点に達したのである 230。

アイザック・アシモフはあっさりと「われわれが絶滅したイースター島民たちほどひど

い状況にないとすれば、それは単に破壊するための木の初期量が多かったというだけのこ
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とだ 231」と述べる。

ここでも、このレトリックの手口の問題は、それが単に崩壊が起こり得るということを

示しているだけで、なぜそういう崩壊が起こりそうか、ということをまるで説明しようと

もしない、ということだ。ちなみに、太平洋に島は 1万あって、衰退や崩壊を迎えたのは

イースター島を含めてもそのうち 12だけだ、ということは知っておこう。太平洋のほと

んどの社会は、実はとても繁栄してきたのだ 232。さらにイースター島のあるモデルによ

れば、この島のユニークな動向は、それがきわめて発育の遅いヤシに依存していたせい

じゃないかとされる。これはチリのワインヤシで、成木になるまでに 40年から 60年かか

るのだ 233。このためイースター島は、速成のココナツやフィジーオウギバ・ヤシのおか

げで衰退しないほかのポリネシアの島とはかなりちがってくる。

また、生態的な崩壊を予測するモデルはどれも、人口の増加と使用資源増大を必要とし

ている。でも現代世界では、こんなシナリオはまったくありそうにない。これはまさに、

裕福になると出生率が下がるからだ（このいわゆる人口推移については第 II部で述べる）
234。そして最後に、今日の世界はずっと強靱だということも述べておこう。これはまさ

に貿易と輸送がローカルなリスクを減らすようにうまく機能するからだ。

しっかりした分析ではなくレトリックに頼ると、いろいろ弊害がある。特にダメな予想

やそれに伴う偏向した意志決定という面で。たぶんいちばん有名な予測は、1972年の世

界的ベストセラー『成長の限界』で、ほとんどあらゆる資源が枯渇すると主張していた。

具体的には、金は 1981年に枯渇、銀と水銀は 1985年、亜鉛は 1990年とされていた 235。

でも第 III部で見るけれど、ほとんどの資源は実は前よりずっと豊富になった。言うまで

もなく、金も銀も水銀も亜鉛もまだちゃんとある。

本書を通じて、ダメな予想はいろいろ採りあげる。それらはしばしば、レトリック的に

聞こえのいい議論だけに依存したものだ。というわけで本節の締めくくりに、アメリカの

環境保護論者の最先端であるポール・エーリック教授からの例を二つあげよう。かれは有

力な著述家で論者であり、後にまたお目にかかることになる。

1970年に初のアースデーが迫るにつれて、ポール・エーリックは『プログレッシブ』誌

に、2000年から当時を振り返ってアメリカ大統領に報告をするという趣向のフィクショ

ン記事を書いた 236。この報告書まがいは、1960 年代や 1970 年代の環境科学者たちが、

人口増加や飢餓や環境衰退が「環境的、保険厚生的な大災厄」につながると「繰り返し指

摘した」と強調する 237。残念ながら、人々はその警告に耳を貸さず、このためエーリック

の描くアメリカはほとんど見る影もない。人口は大幅に減って 2,260万人（現状の 8パー

セント）となり、その栄養摂取は一日 2,400キロカロリー（現在のアフリカの平均より低

い）238。ほとんど皮肉をこめた一抹の希望として、エーリックはその頃のアメリカが資
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源枯渇による成長の限界の脅威に直面しているとは考えない。なぜなら「小さな人口規模

と、もはや人の住まなくなったロサンゼルスなどの都市から廃品回収可能な資源が入手可

能であるため」だ 239。

この見方は 1974年にエーリックが妻のアンと書いた『繁栄の終り』でさらに肉付けさ

れた 240。ここでかれは、地球寒冷化が農業生産を低下させることを心配している 241（ち

なみに当時から実際には 53パーセント増大した。p. 135の図 51参照）。そしてまた地球

的な漁獲高がピークに達してしまったために、漁業でも問題が起きると予想している 242

（漁獲高はそれ以来 55 パーセント増大している。p. 152の図 57を見るといい）。かれら

が見たのは「国内総生産を増やすことに対する不自然な愛に捕らわれてしまった 243」目

のくらんだ経済家たちに動かされた社会だ。最終的な帰結ははっきりしている。「エネル

ギー危機が今世紀中ずっと続き、1985年までに人類はまちがいなく希少性の時代に突入

するだろう。そこではエネルギー以外にも多くのものが不足する。（中略）食糧、飲料水、

銅、紙といったさまざまな商品がますます入手しにくくなり、結果としてずっと高価にな

る。（中略）人々の飢餓とともに、産業も必要とする原材料の飢餓を経験するだろう 244」。

雄弁なレトリックではあるけれど、時間がたつと今の予想はことごとく外れた。だから

世界の状態についてのデータを検討するときには、単なるレトリックや単純なモデルに目

をくらまされることなく、最高の指標と最高のモデルを使い、それを示すようにすること

がだいじだ。

1.18 現実

環境について、事実ベースの冷静な議論をするのはとてもむずかしい。みんなこの問題

について実に強い感情を持っているからだ。でも同時に、環境保護論者にとってさえ、多

くの分野（たとえば健康、教育、インフラ建設、国防）といった各種の分野での努力につ

いて、環境と同時に優先順位をつけることは絶対に不可欠となる。

過去数十年にわたり、ぼくたちはあの定番話が世界の描写として適切で真実だという

はっきりした印象を植えつけられてきた。ぼくたちは環境がよい状態にないことを確信し

ている。だからこそ、人々がこれまで見てきたようなまちがった主張をしても、それを裏

付けるための証拠は提供しないですんでいる。同じ理由で、ぼくたちは環境がそんなに悪

くないよという人たちを大いに疑問視する傾向がある。ぼくにしてみれば、これは自然で

健全な反応だ。だからこそ、ぼくは自分の主張を裏付けようとして精一杯努力している

のだ。

これはつまり、本書には異様なほどの注があるということだ。でも同時に、読者が注を

読まなくても本を楽しめるように配慮はした。すらすら読める一方で、書いてあることが
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あまりに信じがたいと思ったらすぐに情報源をチェックできるとわかって安心できる。

本書には、1,800強の参考文献がついている。でも、なるべく多くのインターネット上

の情報源も挙げるようにした。もしぼくの書いたものをチェックしたいと思う人がいて

も、その人が研究図書館を自由に使えると期待するのはあんまりだろう。むしろ、イン

ターネットにつないで、関連テキストをダウンロードし、ぼくの情報源をチェックしてぼ

くがそれをどう解釈したか確かめれば十分な場合も多い。もちろん、その情報について重

要な本や論文で、ネット上にないものはどうしてもあるだろうけれど。さらにネットのお

かげで、本を最新に保てるようになった。データは 2001年 5月まで更新してある。

でもぼくにとっていちばん重要なのは、自分の情報源の信頼性にまったく疑問の余地を

持たせないことだった。このためぼくが使う統計のほとんどは、環境論争に参加している

人の多くに広く受け入れられた公式の情報源からきている。これは世界最高のグローバル

組織である国際連合とその各種下部機関を含む。FAO（食糧）、WHO（健康）、UNDP

（開発）、UNEP（環境）。さらに、世界銀行や IMFなど、主に経済指標を集めている国際

機関の発表する数字も使っている。

世の統計の多くを集めている組織が二つある。国際資源研究所 (WRI) は、UNEP や

UNDP、世界銀行といっしょに、隔年で世界の重要なデータの概観を発表している。ワー

ルドウォッチ研究所もまた毎年大量の統計データを用意している。多くの分野でアメリカ

の各種省庁は世界中から、たとえば環境やエネルギー、農業、資源、人口になどに関する

各種の情報を集めている。こうした省庁としてはたとえば EPA（環境）、USDA（農業）、

USGS（地理調査）、アメリカ国勢調査局などがある。最後に OECDと EUはしばしば地

球や地域ごとのデータをまとめていて、これも本書で使われている。国別統計としては、

その国の省庁などの公共機関からの数字を使うようにしている。

数字が UNEPからきているからといって、そこにまちがいがないってことにはならな

い。そうした数字は、もっと「公式」ではない性格の出版物からの転載であることが多い

からだ。だからこうしたデータの出所について批判はできるけれど、でも非常に問題の多

いデータから恣意的に選んだものじゃないか、常識から激しく逸脱しているんじゃないか

というほどの心配はしなくていい。同時に公式の情報源だけを使うことで、インターネッ

トの大きな問題の一つは避けられる。ネットはあまりに分散化していて、ほとんどどんな

代物でも出てきてしまう、という問題だ。

だから本書を読んで「こんなの本当であるわけがない」と思っている自分に気がついた

ら、ぼくが提示している統計データはふつうはWWFやグリーンピースやワールドウォッ

チ研究所の使っているものとまったく同じだ、ということに留意するべきだろう。人は

よく「他の人たち」の使っているデータはどこにあるんだ、と尋ねるのだけれど、そんな



1.19 現実と道徳 45

データはないのだ。本書で使っている数字は、みんなが使っている公式の数字なのだ。

レスター・ブラウンとぼくが世界の状態についてのテレビ論争で顔を合わせたとき、論

点の一つは 1950 年以来総森林面積が増えたか減ったか、ということだった 245。ブラウ

ンが真っ先に言ったのは、1949年から 1994年までに森林面積を調べた唯一の文献である

FAOの『食料農業白書』を手に入れようということだった。これはぼくが参考文献とし

て使ったのと同じ本だから、基準については合意を見たわけだ。実際の議論は、どっちが

数字をちゃんと参照できるか、ということだった。

レスター・ブラウンは、森林が減ったと思っていて、ぼくは増えたと思っていた。ぼく

はレスター・ブラウンに賭を申し出たけれど、でもかれは残念ながらと言って辞退した。

受けていたら、かれは負けていただろう。

1950 年に FAO は、世界の森林面積は 4, 024 万 km2 だと推定し、1994 年にはそれが

4, 304万 km2 だと推定していた（これは p. 158の図 60で見られる）246。

1.19 現実と道徳

最後に、環境論争の道徳面について触れておこう。

人は平和と自由を支持しないわけにはいかないし、飢餓や破壊には反対するしかない。

それと同じような意味で、人は環境を重視しないわけにはいかないのだ。でも、おかげで

環境論争は変な立場に置かれてしまっている。過去数十年において、環境論争ではますま

す真実と善意がごっちゃになってきている 247。いまやぼくたちは、定番話をよく知って

いて、それが真実だと確信しているだけじゃない。いまやそれとちょっとでもちがうこと

を言う人は、とんでもない悪意の持ち主にちがいないと確信してしまっている 248。

だから環境保護論者数名と、そしてデンマーク環境庁長官までが、ぼくがただの右翼過

激派――あるいは少なくとも右派の手先――にちがいないと主張したがっているのを見る

のは、まあ予想されたことではある 249。多少はがっかりさせられることだけれど。でも

もちろん、こんな議論は何の意味もない。ぼくの主張は事態が改善しているということ

で、これはどうしても事実に基づいて議論するしかないことだ。

本書を書いたぼくの動機は、邪悪なものじゃないし、秘密でもなんでもない。ぼくの理

解では、思いっきり単純化すると、民主主義はみんなができる限り最高の情報にアクセス

できるときによく機能する。環境みたいな大事な問題の議論が、真実じゃなくて神話に基

づいてなされるなんていうのは、ぼくたちの社会にとって有益であるわけがない。

多くの人は講演なんかで、事態が前ほど悪くはないという主張は正しいかもしれないけ

れど、そうした議論をおおっぴらにするのはまずい、みんなが危機感をなくしてしまうか

ら、と指摘する。こうした立場は確かに可能だろうけれど、でもそういう態度がいかに反
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民主主義的かは、よく理解してほしい。われわれ（少数のえらい人たち）は真相を知って

いるけれど、その真相を知ったら人々は「まちがった」行動をとるので、その真相を広め

てはならない、というわけだ。さらにこうした議論は長期的には環境保護運動にとって有

害だ。それはこの運動の一番大事な資産である信頼性をダメにするからだ。ぼくは一般的

に言って、よほど強い理由がない限り、なにやらエリート主義的な公共の福祉のために真

実を隠すことは許されないと思う。

だからといって、ぼくは別に悪魔みたいなつまらない自由市場万能個人主義者じゃな

い。不要な公害を防いだり、人々が責任逃れをしないようにするためには、環境的な介入

が必要な場合がいろいろあると思っている。でも、介入は必要なときだけにすべきだ。神

話や不安のせいで事態が悪化していると思いこまされたから、なんて理由で介入しちゃダ

メだ。

環境についてみんなが心配したからこそ環境はよくなったんだ、という話をよく聞く。

本書のグラフの多くが正しい方向に向かうのは、みんなが早めに心配したからだ、という

わけ。でもこれは誤解のもとか、時にはウソですらある。ロンドンの大気汚染は 19世紀

後半以来改善されてきた（234ページ、図 86参照）けれど、でも 20世紀の大部分におい

て、これは社会基盤の変化と燃料利用が変わってきたのが理由のほとんどで、具体的な政

策変化に反映された環境上の配慮とはほとんど、いやまるで結びついていない。さらに

そうした心配が政策判断において重要だったとしても（過去 30年間のたとえば大気汚染

については重要だったのはまちがいない）、資源のもっとましな使い道がなかったという

保証にはならないのだ 250。こうした心配のおかげで、最高最善の情報にもとづけば当然

行った以上のお金を環境にかけるようになった、というのであれば、これをもとに環境上

の心配を支持する議論はさっきの民主主義のジレンマの再演でしかない。世論をいじくる

と、人々は環境上の視点だけで見ればもっと「正しい」選択をするようになるかもしれな

いけれど、民主的な観点からするとそれは「正しくない」優先順位づけにつながる。それ

は有権者の公正な選択をゆがめるからだ。

一般にぼくたちは、経済が環境を破壊するという思いこみをなんとかする必要がある

251。ぼくたちは、高い経済福祉とよりよい環境との二者択一に直面しているんだ、と信

じ込むようになっている 252。でも驚いたことに、そして本書でたっぷり示すように、環

境改善は経済発展から生じることが多い――十分に豊かになってはじめて、環境のこと

なんかを気にするだけの余裕ができるわけだ。最も一般的なレベルで、この結論は図 9に

はっきりと出ている。高い収入は、おおむねもっと高い環境持続可能性と相関しているの

だ 253。

これはまた、ぼくたちの優先順位づけの議論にも効いてくる。多くの人は、公害のない
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図 9: 117 ヶ国について一人当たり GDP (現在 1998PPP$) と 2001 環境持続可

能性指標との相関. 環境持続可能性指標は 22 の環境側面を 67 の変数から導いた

もの 254。一番フィットのよい直線を表示し、主要国を示してある。出所: WEF

2001a&b, World Bank 2000c.

環境を、と言いたがる。もちろんこれはすばらしい発想だ。同じく、病気のない国に暮ら

したり、若者すべてに最高の教育が与えられる国に住んだりするのもすばらしかろう。こ

れが現実になぜ起きないかといえば、最後の一人の病人を直したり、いちばんできの悪い

子を教育したりするコストは絶対にとんでもなく高いものになるからだ。ぼくたちは限ら

れたリソースを使うにあたって、どうしても選択が必要になる。

あるアメリカの経済学者は、ぼくたちが皿洗いをするとき、別にそれをきれいにしよう

としているのではなく、単に汚れを受け入れ可能な水準まで薄めようとしているだけだ、

と指摘した 255。もし洗ったお皿を電子顕微鏡にかけてみたら、絶対にたくさんのゴミや

油汚れが残っているだろう。でも、お皿をもうちょっときれいにしようと一日中ずっと目

の色を変えてるよりも、ほかにやることはいろいろあるわけだ（それに、どうやったって

完全にはきれいになんかなりゃしないんだし）。ぼくたちは優先順位をつけて、多少の油

汚れは我慢することにしている。どれだけの油汚れを容認するかは、皿洗いに時間をかけ

るメリットと、余暇を増やすメリットとを個人が比べて判断することだ。でもポイント

は、ぼくたち――現実世界に住むぼくたち――は決して 100 パーセントなんか要求しな

いってことだ。

同じように、ぼくたちは公害が十分に小さいという水準を見つけて、それ以上はお金や
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労力や時間を、別の問題の解決に向けるほうがよいと考えるべきだ。これを見つけるに

は、できる限り最高の、神話になるべく冒されていない知識へのアクセスが必要だという

ことだ。そしてそれこそまさに本書の目的すべてだ。
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第 2章

なぜこんなに悪いニュースばかり？

1992 年に大規模世論調査『地球の健康状態』が多くの国で実施された 256。その意図

は、人々の環境問題に対する態度を調べ、さらに環境問題に対する恐怖が金持ち国でだけ

見られるものかどうかを調べることだった。質問を受けた多くの人は環境問題に対する

恐怖を表明した。調査対象の 24 カ国のうち 16 カ国で、環境は三大問題の一つとされた
257。途上国、先進国を問わず、国々の大部分で、調査総数の 50パーセント以上の回答者

は環境問題を心配していた 258。でもそれに続いて回答者たちは、地域、全国、世界の環

境についてそれぞれ尋ねられた。その回答状況が図 10だ。

すぐわかるのは、調査対象の大部分の国では地球全体の環境が最悪で、全国の環境は

ちょっとましで、身近な環境は一番いいと思われている、ということだ。ただしたとえば

経済移行国であるロシアとポーランドでは、もっとはっきりした具体的な問題が見て取れ

るけれど。

一見すると、この一般的な評価はなかなか筋が通って見える――そしてアメリカ人もイ

ギリス人も、自分たちの身近な環境は全国平均よりましで、全国平均はどうしようもない

世界平均よりましだと考えるという同じパターンをたどる。でも、たとえばドイツのよう

な典型的な国を見てみよう。ここでは 22パーセントが、身近な環境が悪いと感じている

のに、そのほとんど倍――42パーセント――が、国全体としての環境がひどい状況にある

と感じている。でも、身近な環境が全国の平均よりもましだと信じるというのは、理屈に

かなっているだろうか？　いたるところで、いわば自分の芝生のほうが青いなどというこ

とが？　もちろん、全員で見た場合、こんなことはあるはずがない。なぜかというと調査

はドイツ全域をカバーしているからだ。全国平均の環境は身近な環境の平均である以上、

全員が全国平均以上の環境水準を身近で達成しているなんてことはあり得ない。

実は心理学で、これに似た現象はお馴染みだ。自動車ドライバーにインタビューをする

と、必ず 70パーセントから 90パーセントの人は、自分が平均より運転がうまいと主張す

る 259。同じように、1990年代初期には、70パーセント以上のアメリカ人が、アメリカ国
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図 10: 自分の近隣コミュニティ、全国、世界の環境について、それぞれの国で「非

常に悪い」「かなり悪い」と答えた人々の割合。出所: Dunlap et al. 1993:12

民は環境に対する意識が足りないと主張した――でもその 70パーセントの人たちは、十

分に環境意識が高いはずなのだけれど 260。

つまり人々は環境についてずいぶん偏った見方をしているわけだ。この話は、調査対象

のほとんどの国に当てはまる。ほとんどの回答者は、環境は自分の住んでいるところでは

ない「どこかよそ」の場所で悪いと信じている。この調査を全地球的に行うことで同じ論

理がグローバルなレベルでも当てはまることがわかる。大多数の国では、人々は環境が自

分の国より「ほかのどこかよそ」で悪いと信じている。

この関係については、ほかにも説明が考えられる。全国または国際レベルで経験する環

境問題が、その地域で起きていないとか、人口密度の低いところで起きているということ
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はあるだろう。でもそれはやはり、ぼくたちが実体験に基づいて導いている身近な知識

は、環境に対する恐怖の主な源泉じゃないということを示している。ぼくたちは逆に、物

理的にも心理的にも自分から遠くなればなるほど、環境の条件について心配するようにな

るようだ。

これはつまり、環境についてのぼくたちの恐怖はかなりの部分が伝聞だという事実を指

摘している。だから本章では、重要な三種類の伝達者を検討する。それは研究者、組織、

メディアだ。ぼくは、この三者ともに、否定的な情報を大量に提供すると考えるべき理由

があると論じる。最後に、ぼくたち自身が悪いニュースを聞いて信じたがる傾向を持って

いることについてもコメントすべきだろう。

2.1 研究

研究は基本的に、ぼくたち自身とその周辺（人造であれ自然であれ）についての真実を

明らかにするという話だ。でも研究は、勝手に生えてくるものじゃない。お金がつかない

とできない。これはつまり、調査される問題はある程度は、その研究にお金を出す人の利

害関心に影響を受ける、ということだ。

現代社会では、研究の多くは公共の資金で行われる。つまりその研究が社会にどう関係

するかについて、ある程度の期待があるということだ 266。これ自体は、やましいところ

はまるでない。ぼくたちだって、税金に対してそれなりの見返りがほしいと思うだろうか

らだ。でもこれは、研究の性質にもまちがいなく影響を与える。

研究は基本的に、偏りが組み込まれている。もし科学者が、自分の分野を調べてみたけ

れど、特に問題はありませんでしたと言えば、ぼくたちは社会として、それ以上何もしな

くていい。でも逆に、科学者が自分の分野を調べてみて、潜在的に巨大な問題を見つけた

ら、何らかの行動をおこすだろうし、少なくともその分野をもっときちんと調べるのは常

識だろう。これはつまり、ほかの条件が同じなら、研究は問題が起きそうなところを調べ

るようなものが多くなる、ということになる。

同時に、もう一つ不完全性がある。そもそも何が問題かを見極めるのは、必ずしも簡単

なことじゃない。もしメキシコ湾に昔からずっと一時的な酸素欠乏が起きていたなら、こ

の問題は問題とは言えないだろう。でも富栄養化のためにその頻度が上昇しているなら、

問題は深刻かもしれない。問題の同定は、ぼくたちが世界で観察することを解釈する手段

としてどんな理論を使うかにもよる。

この結びつきでは、単純でわかりやすい理論がだいじだ。人間行動（ぼくたちが自然に

ダメージを与える手段）と、はっきりそれとわかる問題とを結びつける理論だ。同時に、

ほとんどの環境問題はとんでもなく複雑で、短期間である理論を受け入れたり否定したり
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するのはむずかしいこともある。地球温暖化、種の絶滅、酸素欠乏は、原因と、因果関係

を決めるのに長い時間と多大なコストがかかる問題だ。

だから潜在的な問題と、簡単に説明できる理論があるような状況は、さらに研究を行う

ための多額の研究資金を引き寄せる。そしてこの研究が長期間続くと考えていいだろう。

この状況そのものには、何もおかしいところはない。現実問題として、これは社会がきち

んと機能している証拠だ。多くの研究者は多くのちがった問題を検討し、そこからでてく

る知識のおかげで、大問題に発展するような問題が少ないことが確約されるわけだ。

効率よい研究は、多くの潜在的な将来の問題について情報を提供してくれると期待すべ

きだろう。でも、そういう話がたくさん耳に入ってくるからといって、必ずしもそれは滅

びの日が近いってことじゃない。その正反対だ。

酸性雨（これについては本書で後に詳述）がいい例だ。1970年代末から 1980年代初期

にかけて、中央ヨーロッパの森林で木の葉がかなり失われた。これだけでも、影響を受け

た国の研究者たちの関心をかなり引き起こしたことだろう。でもドイツの科学者たちは、

木の葉の消失を産業公害と結びつけられると考えた。かれらは、酸性雨にさらされた森

林はすべて、かなりの被害を被ると予測した 267。これはずっと大規模なおびえを引き起

こし、西側社会のほとんどすべての国で、全国的な研究プログラムが開始された。ノル

ウェーの酸性雨科学者の第一人者たちは「森林育成の低下の可能性こそが、酸性雨の影響

に対する多額の研究予算獲得が可能になった主な理由だ 268」と述べている。10年後に、

おびえはすべて消え去った――酸性雨は非常にまれな状況でしか樹木に被害を与えない

――でもこの 10年間に、ぼくたちはとてつもない数の理論や部分的な研究結果や、通俗

的でもっぱら否定的な説明を耳にしてきた。

そうはいっても、こうした因果関係を調べてみたのはよいことだった。白黒はっきりし

た説明が見つかっていたら、状況を扱う最高の方法がわかったことだろう。でももう一つ

言えるのは、それが見つかるまでの間は、結局は本当ではないと判明する否定的な話もい

ろいろ耳にすることは覚悟しろ、ということだ。

ファイル棚とデータマッサージ

　研究者にとって、頭にくるけれどよくある問題は、ある問題を長いこと調べたけれど、

重要な関係がまったく見つからなかった、というものだ。さてどうしようか。そのまま

でも結果を出版してもらえるかもしれない（「ここに関連がなかったということも興味深

い」）。でも多くの編集者はこういう状況があまりお気に召さず、だからこの手の調査の多

くは棚にしまいこまれるだけだ。

　編集者が「よい関係」の見つからない論文をボツにするのは実によくわかるけれど、そ
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うすることで科学の表現全体としてはバランスが悪くなる。たとえば、無数の研究者が、

送電線からの弱い電磁場と人間のガンの相関について調べたとしよう 261。多くの研究者

は何も関係を見つけられなかったけれど、でもその調査結果は刊行されない。でも相関を

たまたま見つけた最初の研究（それはまったく偶然そういう結果が出ただけかもしれな

い）は刊行され、たぶんかなりの騒ぎを引き起こすだろう。そしてそうなって初めて、相

関を見つけられなかった研究が興味深いものとされる。この現象はファイル棚問題として

知られる――まずまれな相関が得られて、その後になって初めて、何の相関も出なかった

ほかの研究があることがわかり、最初のおびえの根拠がなくなる、というわけだ 262。

　また材料を手当たり次第に集めれば、少なくとも一部の数字は相関を示す場合がある。

フランスの農民における農薬とガンの関係についての調査が、農薬利用と脳腫瘍との間に

相関を見いだした場合、なぜその種類のガンだけについて調べたのか、という疑問は当然

生じる 263。もしかれらが実際には 30 種類のガンについて調べてみたのであれば、たぶ

ん少なくとも一つくらいは相関が出るだろう――それが脳腫瘍との相関だった――でもそ

の相関はまったくの偶然かもしれない 264。こうやって何かを見つけようとするのは、し

ばしばデータマッサージと呼ばれる――いわばデータが何か言うまでイビるわけだ 265。

そして、だれしもついついおもしろい相関を刊行したいと思っちゃうので、データをもう

ちょっとだけ絞ってみようと思ってしまうインセンティブは、少なくとも多少はある。

　ここで言いたいのは、研究成果を鵜呑みにするなってことだ。だれかのファイル棚に未

刊行の調査があって、その結果を潰せるかもしれないからだ。

2.2 組織・団体

研究予算が流れてくれば、研究はそれ自体が産業にもなる。研究者たちは、その分野に

特に関心がなかったり、あるいはその分野全体に対する視野がなくても、補助金のつく分

野を検討したり、もとの問題領域の特殊例だけを検討したりするようになる。

分野の中では専門家としての良心は維持されるけれど、でもだんだん評価が確立してき

た問題そのものを疑問視するのはむずかしくなってくる。一つには、自分の専門分野に対

する予算を確保しようという自然な傾向のために、科学者たちはその研究分野そのものを

疑問視したがらなくなる。もう一つには、多くの研究参加者たちはある分野の内部での問

題だけを検討し、その分野のそもそもの前提を疑問視したりはしない。こうやって、分野

はある種の自立性を獲得してしまい、自分で自分の現実を規定するようになってしまう。

こうした制度化の批判者としては、国連世界気象機構の前総書記長だった、引退教授

アクセル・ウィン＝ニールセンだ。地球温暖化の問題についてかれはこうコメントした：

「過去 10年にわたり気象モデルの開発において、こんなに大幅な理論的作業が行われた理

由に関するいちばん重要な説明は、モデルの開発が研究予算を維持し、研究機関での仕事
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を確保してくれるということだ 269」。もちろんここまで極端な批判はきちんと裏付ける

のはむずかしいし、また国連政府間気象変化パネル（IPCC) もまた文献証拠を欠くとし

てウィン＝ニールセンを批判した 270。ぼくが言いたいのは単に、重要な研究分野では、

制度的な利害に反するような情報を提示するのもむずかしくなる、ということだ。

ある研究者は、高名な『エネルギー政策』誌で、気象についての会談を政治的に開始し

たのは、実はたとえば風車メーカーや環境官僚と結託した気象研究者たちだと論じている

271。かれの主張は、1997年 12月の京都議定書に含まれた CO2 排出制限に対するすさま

じい支持の背景にあったのは、みんなが思っているような地球温暖化の可能性についての

見通しではなく、実は制度化された利害だった、ということだ（京都議定書については第

V部でずっと詳細に議論する）。

でも、環境研究を広める、もっと政治的な指向の強い組織が他にもある。こうした組織

は、グリーンピースやWWF、ワールドウォッチ研究所などの明らかな環境運動組織を含

むけれど、それ以外にも、アメリカの全国独立企業連盟（NFIB）、農業会連合（AFB）272

あるいはイギリスでは産業連盟（CBI）や全国農民組合（NFU）なども含まれる。こうし

た組織はどれも、研究から生じる政治的な帰結や意志決定に対して利害関係を持ってい

る。NFIBや AFBは、自分の会員を保護したいと考えて、自分の会員たちに有利な意志

決定をうながそうと働きかける。まったく同じように、環境組織は自分の会員たちにとっ

てよい意志決定をうながそうとして活動を行う。

ちがっているのは、伝統的な組織が時間や金の分配といった伝統的な価値のために戦う

のに対して、環境組織たちは森林拡大や種の多様性、自然環境復元や化学物質の規制強化

などのために戦うということだ。それでも環境組織は自分の会員たちの利害のために戦っ

ていると言えるかもしれない。だって最終的には、どんな組織も自分の会員や同調者や支

持者たちが、よいことで必要なことだと考えることしかできないからだ――かれらの支持

がなければ、こうした組織のキャンペーンはまあ無意味になってしまう。こうした組織

は、前章で挙げた表現を使えば、自分たちがペンギンや松の木の守護者であるという顔を

するかもしれないけれど、でもかれらは自分たちの主張に同意して、金や名声や影響力

を、少なくとも民主的な投票や政治家への圧力を通じて貢献してくれる人たちに依存して

いる。

ほとんどの人は、NFIBが産業に対する環境規制は不要だと主張するのを聞いたとき、

それが正しいまともな議論かもしれない一方で、そうした規制をかれらが避けたいと考え

るはっきりした利害があることも理解する。多くの人は、NFIBの議論を聞くとき、ある

程度は自然に眉にツバをつける。みんな、その議論が裏の動機を隠すものかもしれないこ

とを知っているからだ。これを考えたとき、環境団体が環境規制に対して利害関係を持っ
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ているということを、多くの人が同じように認識していないのにはびっくりさせられる

273。環境団体は、確かに規制を支持するすぐれた議論を持っているかもしれない（が、も

ちろん劣った議論しかないかもしれない）けれど、でもかれらもまた、ある特定の結果に

向けて議論を進めたいと考えるのは明らかなはずだ。

だから産業団体や農業団体が、環境問題について無問題で何もしなくていいように描く

というはっきりした利害を持っているように、環境組織は環境がひどい状態で、いますぐ

行動すべきだと語るはっきりした利害を持っている。そしてその状態がひどいと思わせら

れれば、病院や幼稚園なんかより環境に金を使うべきだと納得させるのも簡単になる。も

ちろんぼくたちがどっちの組織についても同じくらい眉にツバをつけてかかれば、問題は

あまりない。でも環境組織についてはみんなあまり疑問視しない傾向があるので、これは

世界の状態を理解するにあたって大きなバイアスをもたらす恐れがある。

でも、これは環境団体が世界を陰々滅々に描きたがるという理論的な議論でしかないこ

とには注意。かれらが実際にどこまでこれをやっているか、というのが本書の残りの主題

となる 274。

2.3 メディア

最後に、研究の結果を伝えるのはメディアだ。その際に、各種組織の手を借りることも

ある。メディアはこの結びつきにおいて中心的な役割を果たす。というのも世界は複雑に

なりすぎたので、ぼくたちはもう自分の経験だけには頼れなくなっているからだ。むし

ろ、ぼくたちの現実理解の相当部分を提供するのはマスメディアだ。

でもかれらがニュースを提供してくれる独自のやりかたは、ぼくたちの世界観に大きく

影響を与えている。もちろん記事やニュースで報道される事実はおおむね真実だというこ

とについては、あまり疑問の余地はない。その意味で、メディアは単にあるがままの世界

を反映している。でもおもしろいのは、世界で起こっている出来事と、それがメディアの

中で表現され、配置されるまでの、長くくねった道のりだ。このやり方でニュース報道を

見ると、メディアが系統的に現実の偏ったバージョンを示していることが見えてくる。つ

まり、一貫性がなく、突発的でありながら、同時に安心するほど予想がついてお馴染みの

現実像を示してくれるわけだ。あらゆる記事が問題で埋まり、強調されるのはドラマと対

立抗争だ。ある編集長が述べたように「新聞づくりというのはいかに実像を歪めるかの問

題だ 275」。

このメディアに基づく現実は、無数の帰結をもたらす。まず、提供される情報に一貫性

がないので、具体的な問題について得られる知識が少なすぎ、民主的な意志決定プロセス

に参加できないということだ。第二に、ぼくたちは自分が論争に加わって有効な意志決
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定ができるだけの十分な知識を持っていると思いこみ、かなり安心してしまうというこ

と。第三に、問題についてあまりに悲観的かつ歪んだ印象を受け取ることが多いというこ

とだ。

2.4 歪んだ現実：散発的だけれど予想がつく

ニュースメディアの基本的な仕事は、世界各地からの個別で無関係な出来事を報道する

ことだ 276。また定義からして、ニュースは新しくなきゃいけない。このおかげでぼくた

ちが実際にニュースと呼べるものは、最近の生産サイクル、つまりは 7日とか 24時間と

か、それ以下の期間に起きた出来事に限られる。これはつまり、長い時間をかけて起きる

ようなアイテムは、いまここの出来事よりはるかにニュースとしての価値が低いというこ

とだ。アフリカの飢餓は、飛行機墜落に比べたらニュースとしての価値は足下にも及ば

ない。実に特徴的なことだけれど、1984年のエチオピア飢餓の悲劇が実際にニュースに

なったのは、BBCのジャーナリスト団が別の仕事に向かう途中にアジスアベバで一泊し、

カメラの目の前で本当に死んでゆく子どもたちのショッキングな写真を送り返したからだ

277。

同時に、個別の話に集中したがる強い傾向がある。自由な西側民主主義国におけるメ

ディアの役割は、歴史的にはもっぱら出来事を報道することで、将来の出来事の可能性を

描いたり、あるいは出来事を位置づけたりする役割はずっと小さい。このため、ニュース

は主に予想や説明や背景の解説よりは、事件で構成される 278。出来事にばかり焦点があ

たる原因は、また技術的なものでもある。ニュースはかなり簡単な形で撮影したり表現し

たりできなくてはならない。だから背景情報が得られるのは、「ニュースに値する」人々

や組織が独自の報告を出して、他のニュースを予想したり説明したりするときだけだ。こ

うしてその報告は、ストーリーの基盤となってしまう 279。

だから、ニュース放送を通じてぼくたちが見る世界は、断片化した個別事件でできあ

がっているように見えるわけだ。

それでも世界で何が起きているかについて、全般的な印象を得ることができると感じる

のは、ふつうのニュース報道ががっちりした枠組みにはまっていて、それがニュース放送

に一貫性と安心できるだけの予想可能性の感覚を与えているからだ。一見すると予想もつ

かないようなニュース事件の宇宙が、テレビニュースの 20 分とか、新聞紙面の 12—16

ページに毎日押し込められるというのは、驚くべきことだ 280。これは入ってくるニュー

スの流れを大量に刈り込むことで実現される。ふつうの編集室は、入ってくるニュースの

75パーセント以上を切り捨てている 281。

たとえばニュース放送は、ふつうは大事件から初めて視聴者の関心を惹きつけて、その
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関心を各種のニュースや人間ドラマによって持続させる。人気ある情報（スポーツと天

気）を放送の最後までとっておくことで、視聴者はニュース終了時に軽いタッチを味わえ

る 282。これによって、何か世界的な概観が得られて自分がそれを把握しているような印

象を与えてくれる。

ちょっと驚くべきことだと言ってもいいだろうけれど、メディア研究者パークがすでに

1940年に指摘したこととして、ニュースは予想がつく。新聞に登場するのはまったく予

想もつかないことじゃなくて、以前にもニュースになったのと同じような出来事や事故だ

283。

2.5 歪んだ現実：悪いニュース

メディアは視聴者や読者なしには生き延びられない。19世紀半ばに商業新聞が登場し

て以来、マスメディアはおおむね、大衆の関心を満たすことに集中するしかなかった。

チャンネル切り替えが簡単なので、テレビでは顧客重視が一層顕著だ。

これはつまり、ニュースはおもしろいものであることがすごく大事、ということだ。そ

しておもしろいというのは、ふつうは深刻な出来事や問題や事故でいっぱい、ということ

だ。「よいストーリーとは、通常は悪い報せのことだ」とジャーナリスト向けのある教科

書は書いている 284。理由を説明するのはむずかしいけれど、ぼくたちみんな、悪い報せ

には好奇心を燃やし、惹きつけられるようで、新聞の売れ行きも上がる。スポーツ紙はセ

ンセーションを重視せざるを得ない。こういう新聞は、読者がそれをおもしろがって、毎

日買ってくれないと成り立たないからだ。実は最近の調査で、「恐怖」ということばがア

メリカのメディアで頻度を増していて、見出しに登場する頻度が倍増したそうだ 285。

ぼくたちはみんな、環境についての悪い報せに慣れきっている。たぶん一番わかりや

すいのが、1997/8年にアメリカがエルニーニョに出くわした時のことで、間もなくエル

ニーニョはありとあらゆる気象現象と結びつけられるようになった。ワールドウォッチ

研究所ですら、いささか呆れたように、「1998年を経るにつれて、天気関連の報道でエル

ニーニョに触れていないものはほとんど見つからなくなった 286」と述べている。ぼくた

ちは各都市がどのように「今世紀最大の天候事件に備えようとしているか 287」を報され

たし、「奇妙な天気」と果てしない問題一覧についても報されてきた。

専門家たちは、今回のエルニーニョは記録の中でも最も激しいものだと述べて

いる。サンフランシスコは 1867年以来、一番降水の多い冬を迎えている。嵐や地

滑りによる被害はカリフォルニア州全体で 3億ドルを超え、少なくとも死者 10人

を生んでいる。フロリダでは強力な竜巻が続き、300軒以上の住宅が破壊され、3

ダース以上の人が死んでいる。全国気象局の気象学者スコット・スプラットによれ
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ば「これはエルニーニョがフロリダにとって非常に危険なものだということを示

す」とのことである 288。

実はエルニーニョは、観光の低迷 289、アレルギー増大 290、スキー場のゲレンデの雪ど

け 291、あるいは逆に 22人を殺したオハイオの豪雪まで 292、ありとあらゆるものの原因

にされている。たぶんいちばん驚くべき発言は、エルニーニョのおかげで株価が下がった

というディズニーの糾弾だろう 293。そしてエルニーニョがよい結果をもたらした時でさ

えも、それは容赦なく無視された。たとえば Time 誌は「アメリカ東部や中央北部は、こ

こ数年でも一番の暖冬を被り、おかげでワシントンでは一月第一週に桜が咲いている。こ

れは災害とはほど遠いように思えるかもしれないけれど、すべての異常気象には悪い面が

あるのだ 294」と述べる。そしてこのジャーナリストは、暖冬がいかに問題を引き起こす

かについて述べ始める。

でも『アメリカ気象学協会紀要』の最近の研究記事は、エルニーニョの問題すべてと恩

恵すべてを網羅しようとしてみた 295。そしてカリフォルニアの嵐や作物への被害、政府

による救済措置の費用、竜巻からくる人的・経済的損害は確かに現実のものだけれど、こ

れは一方的な話でしかない。一方では暖冬のおかげで凍死は 850件ほど減り、暖房費用も

かなり節約され、春の洪水被害も減り、高速道路や航空輸送のコストも減った。さらにエ

ルニーニョと大西洋のハリケーンとの関係はよく知られているけれど、これは 1998年に

はっきりした効果を見せた――アメリカはこの年、大きな大西洋ハリケーンを一つも経験

せず、おかげで多額の損害が回避された。

損害総額は約 40 億ドルと推計される一方、便益総額は 190 億ドルと推計されている
296。でも悪いニュースばかりがメディアで報道されているために、一般読者や視聴者と

しては、エルニーニョが全体としてアメリカにとって有益だったという印象は受けてい

ない。

2.6 歪んだ現実：対立と罪悪感

よいニュースを求める中で、対立にも焦点があてられる。対立はご存じの通り、おとぎ

話なんかの文献でお馴染みの、人の心をつかむようなドラマチックな要素を持っている。

つまり、善と悪の戦いだ。観客は何が起きるかをつきとめるのに、最後までつきあわなく

てはならない。ジャーナリストは、自分の報道をおとぎ話のパターンにあてはめるための

加工法を本当に教わっている 297。

対立のお話と密接に関連しているのが罪悪感の問題だ 298。関係者のだれかがその対立

の責めを負わされるのはよくあることだ。そうするとニュースに人間的な感じが出る。ぼ

くたちはアメリカでもこの見本を見ている。ゴミ処分場をなんとかしようという試みは、
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放射性ラドンを何とかしようという試みに比べてずっと優先度の高い報道がなされてい

る。ラドンをなんとかするほうがずっと有効なのに。なぜか？　ゴミ処分場のほうが「い

い絵」を提供するし、またゴミ処分場問題は「だれかのせい」だからだ 299。

ジャーナリストにとって、自分のストーリーが読者の「身近」であることは重要だ。こ

れを実現するには、物語に人間をからめて、何が起きているかを簡単なことばで説明でき

るということだ。

最後に、ストーリーは新しくてエキサイティングでなきゃいけない。新しい問題や新し

い対立についてのストーリーは、すでにお馴染みの伝統的な問題を描いたものよりずっと

おもしろい可能性がある。

2.7 その帰結

急速なニュース配信需要の帰結の一つとして、ぼくたちの世界観が断片化するというこ

とがある。おもしろい扇情的なニュースをぼくたちが求めるので、ぼくたちの世界観も歪

んで悲観的なものになる。ここに巧妙に計算された環境団体の広報部門と、問題重視の研

究とが組合わさると、世界の状態について悲観的な評価を行ってしまうような大きなバイ

アスがかかりかねない。

でも、これがだれの「せい」でもないことには注意。ぼくたちが主に悲観的なニュー

スを手にするのは、別にジャーナリストたちが邪悪な意図を持っているからじゃなくて、

ニュースメディアが、悲観的な事件に注力するほうが儲かるようなインセンティブ構造の

中に置かれているからだ。環境団体もしょせんは利益団体なので、自分の目的に有利な議

論を展開する。ぼくたちがかれらの悲観的なニュースをもっぱら信じるのは、かれらの責

任じゃなくて、ぼくたちの責任だ。農業会連合（AFB）の議論は疑問視するくせに、環境

ロビーからの議論は疑問視しないのがいけない。研究は主に潜在的な問題を扱う。これは

社会的には有益なことだ。だってこれは、将来の問題に取り組むための最高の機会を与え

てくれるから。でもこのために、ぼくたちは絶えず潜在的な災害のニュースにつきあわさ

れるということにもなる。

要するに、この悲観的な偏りは変えられないということだ。むしろ、ぼくたちの受け取

る情報流が本質的に歪んでいることを認識して、それを補正するようにしなきゃいけな

い。残念ながら、これはむずかしいことかもしれない。ぼくたちはつい、昔はよかった、

いまは何もかもまちがった方向に向かっていると思いがちだからだ。スコットランドの哲

学者デヴィッド・ヒュームは 1754年に、「現在を責めて過去を憧憬するという傾向は人間

の本性に深く根をおろしていて、きわめて深遠な判断力や非常に広範な学問を修めた人々

にさえ影響を与えている 300」と書いている。



60 第 2章 なぜこんなに悪いニュースばかり？

サル・バロンは、ユダヤ教徒の歴史を書いた本の中で、楽観的な予言をする予言者は、

自動的に偽予言者だと烙印を押された、と書いている 301。何千年も前のアッシリアの石

碑は、強迫的な衰退感について語っている。「わが地はこの末法の時代にあって堕落して

いる。賄賂と腐敗がいたるところにある。子どもたちはもはや親に従わない。みんなが本

を書きたがり、明らかに世界の終わりが近づいている 302」。さらに、禁欲的なカルヴァン

主義の精神が、いまだに西洋文明にはとりついているとされる 303。こんなに繁栄したぼ

くたちは、罰を受けるべきじゃないか、というわけだ。こういう発想からすれば、地球温

暖化に対する不安は、敵探しの一環として見ることができるだろう。ぼくたちの過剰消費

を罰し、魔術師の弟子を演じた人類に対するペナルティをもたらそうというわけだ。

こうした見解からすると、歴史的にも、ひょっとして生物学的にも、ぼくたちは悲観的

なニュースを喜ぶようになっているのかもしれない。でも合理的な政治上の意志決定プロ

セスを実現し、正しい目的のために最良の手段を選びたいのなら、ぼくたちが受け取って

いる情報の流れは偏っているのだ、ということは忘れちゃいけない。ぼくたちは悲観的で

問題を指摘するようなニュースを毎日たくさん聞かされるけれど、それは必ずしも額面通

りに受け取るべきではない。テレビは関心を惹こうとして、環境団体は自分の目的のため

に主張をするし、研究科学者は、万が一問題が起きたときにカバーしてくれる各種の解決

策をすでに検討している。

もちろんこれは、安閑として問題を全部無視していいということじゃない。でも、世界

を見るときにはちゃんと眉にツバをつけて課題に取り組むべきだということではある。ぼ

くたちは系統的に、どっちかと言えば悲観的なニュースを浴びせられているからだ。

そして何よりもこれは、世界の本当の状態を計るための事実を探すところから始めるべ

きだということを意味している。というわけで、まずはいままでの人間の成果について見

るところから始めよう。
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人類の福祉
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第 3章

人類の福祉を計る

この章では、人類の福祉がどんな状態かを見てやろう。もちろんまずは、この用語がど

ういう意味かを定義しなきゃいけない。福祉はもちろんお金だけの話じゃなくて、人類全

体の発展の潜在力についての話だ 304。

国連によれば、「発展の本当の目的は、人々が長く健康的で創造的な人生を享受できるよ

うな、能力を発揮できる環境を創り出すことであるべきだ。これは単純な真理のように思

えるかもしれないが、商品や富の蓄積にばかり目を奪われるなかでしばしば忘れられてい

ることだ 305」。でも人類の福祉をどうやって計ろうか？　人類が、自分たちの人生を展開

させるためのよりよい環境をどこまで提供されているか、検討する方法はいろいろある。

国連はまさにこの目的のために「人間開発指標」なるものを導入した。この指標は、

人々が自分たちにとってよい人生を実現するために、どんな環境を持っているかについ

て明示しようとする。意図としては、人々がどれだけ長生きできそうか、かれらがどれだ

けの知識を得られるか、どれだけ高い生活水準を実現できるか、というのを計測すること

だ。現実的には、これは期待寿命、非識字率、通学年数、所得を見るということだ。世界

銀行も同じような形で、人々の生活の質を期待寿命と栄養不足、飲料水や下水処理設備へ

のアクセス、非識字率とエネルギー消費に基づいて評価しようとする 306。

言うまでもなく、「長く健康的で創造的な人生」といったエレガントなことばは、血の

気のない統計に変換してしまうと、ちょいとばかり精神性を欠くように聞こえてしまう。

それでも、こうした数字は世界各地での人類の福祉状態について、よい見通しを与えてく

れるのは事実だ。でもこうした 3つや 6つの指標だけしか見ないのはなぜ？　国連は「理

想的には人間の体験のあらゆる面を反映させたい 307」が、データがないのでそれには制

約があるのだ、と述べている。

でも制約があったって、やってみるくらいのことはしてもいいだろう。確かに、世界の

すべての国を各種の方法でランク付けするには、データは不足している。国連がやりた

がっているのはそれだ。でも人類全体のおおざっぱな概観が欲しいだけなら、使える指標
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図 11: 世界人口 1750–2200, 2000 年以降は国連の中位推計. 出所: UNPD

2001b:27; 1998b.37, 1998c311.

はかなり増える。本書のこの第 II部では、人類の福祉をいろんな視点から見てやる。も

ちろんあらゆる側面を見るわけにはいかないけれど、一番重要な点については見ようとし

てみた。以下のページでぼくたちは、期待寿命と健康、食糧と飢餓、所得、不平等、教育

と安全保障を見る――それも先進国と発展途上国、若者と老人、男と女について。

3.1 地上には何人いるの？

地上の人の数は毎日増えていて、1999年には 60億の大台を超えた 308。図 11を見れば

わかるように、世界人口のすさまじい成長は 1950年頃に始まり、たぶん 2050年あたり

に終わるだろう 309。人口増大は主に、死亡率が劇的に下がったために起きている。これ

は食糧や薬品、飲料水や下水処理設備へのアクセスが改善されたためだ 310。一方、人口

が増えたのは、発展途上国の人々がたくさん子供を産むようになったせいでは絶対にな

い。1950年代初期には、発展途上国の女性は平均で 6人以上の子供を産んでいた――今

日ではこれが平均で 3人くらいだ 312。ある国連コンサルタントがいささか直裁に述べた

ように「別にみんながウサギみたいにうじゃうじゃ子供を産むようになったんじゃありま

せん。単に、ハエみたいにぼこぼこ死ななくなっただけです 313」

歴史的にはこういう発展はお馴染みのもので、図 12の「人口構造の変化」とされるもの
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図 12: 人口動態推移、スウェーデン (1750–2050) とスリランカ (1910–2050) の出

生率と死亡率, 1999–2050 は予測値. まず死亡率が下がった後で出生率が下がるこ

とに注目。人口高齢化に伴い、死亡率は少し上がる. 出所: Mitchell 1975, 1995,

World Bank 2000c, USBC 2001a.

だ 314。伝統的な農業社会では、所得は低く死亡率も高い。でも子供は働けるし、高齢に

なった両親の面倒を見てくれるから、これがそのコスト以上の便益をもたらす。したがっ

て出生率は上がる。生活条件や薬品、衛生の改善や、その他全般的な経済的繁栄のため

に、死亡率は下がる。都市化が進んで経済が発達してくると、子供も生き残り安くなる一

方で、必要な教育も上がってきて、労働も減り、親の面倒は養老院に任せてしまうから、

貢献分よりコストのほうが高くなってくる。結果として出生率は下がる 315。死亡率低下

と出生率低下とのギャップ期間に人口は増大する。スウェーデンの場合、このプロセスで

人口は 5倍にもなった 316。

同じような傾向は今日の発展途上国でも見られ、死亡率は劇的に下がって出生率も低

下し始めている。スリランカの場合の動向は図 12を見れば明らかだ。スリランカの人口

は 2030年頃に安定するだろうけれど、それまでに 6倍をちょっと下回るくらいに増える
317。国連の推計では、発展途上国の女性は安定した再生産を実現する平均出生 2.1人 318

を 2045—50 年頃に達成するだろう 319。現在では発展途上国の再生産は子供 3.1 人で、

これはすでにアメリカやオーストラリアなら 1960年代初期、デンマークなら 1920年代

初期の水準以下だ 320。

同時に、世界人口は 2035年を過ぎてもしばらくは増大を続ける。人口は「勢い」が組

み込まれているからだ。出生率が人口補充水準である女性一人当たり 2.1人まで下がって
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図 13: 地球人口の増加、絶対数と比率, 1950–2050。1959–62のすさまじい下落は、

中国の大躍進政策によるものだ。これは破滅的な飢餓を引き起こし、3000 万人近

くの生命が失われた (WFS 1996:3:3. 15). 2001 年以降は予測値。出所: USBC

2001a.

も、人口の中の若者のほうが老人より多い。その若者たちが世界に 2.1人をもたらし、お

かげで若者のほうがまたちょっと多いことになり、というわけだ。この勢いはすでに今

日、人口増の主要因となっている――世界人口は今後 50 年で 33 億人増えると期待され

ているけれど、世界の出生率が一気に人口補充水準にまで下がったとしても、やはり今後

50年で 23億人くらいは増大するだろう 321。

図 13を見ればわかるように、全地球人口の増加は、1960 年代初期に 2 パーセントを

ちょっと上回ったのがピークだった。その後、増加率は 1.26パーセントに下がり、2050

年には 0.46パーセントになると予想されている。それでも、人口の絶対数の増分は上昇

し続け、1990 年に年 8700 万人が世界人口に追加されてピークを迎えた。今日では年間

7600万人が世界人口に追加され、2050年の年間人口増は、約 4300万人になっているだ

ろう 322。

国連は絶えず、現在と将来の地球上に人が何人いるかを計算し続けている。2100年に

ついての数字は 1994年、1996年、1998年で 15億人分下方修正され、2000年の数字は

5 億人分上方に修正された。これは各国で出生率の低下速度が変わってきているからだ
323。2000年以降について、最新の長期予想を図 11に示した 324。これによると、2025年

には地球上には人が約 80億人いて、2050年には 93億人ほどいる。推定では、世界人口
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は 2200年に、110億をちょっと下回る水準で安定すると推計されている 325。

3.2 人口構成の変化

人口増大の 6割は、たった 12ヶ国によるものだ。インド、パキスタン、中国がその筆

頭で、それぞれ今後 50年で 5.63億、2.03億、1.87億人を世界人口に追加する。インドは

世界最古の家族計画プログラムを持っているのに、出生率の低下は実にのろい。中国とイ

ンドでは、どっちも 1950年代初期には、女性一人当たり子供を 6人生んでいた 326。で

も中国ではこの数字がいまや 1.8まで下がったのに、インドではまだ 3.23人だ 327。この

ためインドは中国より若者が多くて、だから 2050年には中国を抜いて世界最大の国にな

るだろう。そのとき中国の人口は 14.6億人で、インドの人口は 15.7億人になっているは

ずだ。パキスタンは人口規模では世界第七位でしかないのに、地球人口への追加では第二

位になる。また人口増大の第 4位と 7位のナイジェリアとエチオピアは、人口規模で見る

と 10位と 21位でしかない 328。1950年からの 100年を見ると、中国の人口は 160パー

セント増大し、インドの人口は 5倍増、パキスタンとナイジェリアの人口はそれぞれ 9倍

になる 329。

世界人口に占める先進国の割合は下がり続ける。過去数世紀で増え続けてきた人口シェ

アは、1950年には 32パーセントだったけれど、今や 20パーセント、そして 2050年には

さらに下がってたった 13パーセントになる 330。

ヨーロッパについて言えば、この推移は一層強烈に進む。1950 年には世界人口の 22

パーセントを占めていたのに、いまやそれが 13パーセントだ。一方アフリカは、9パー

セントだったのがいまではヨーロッパと同じ 13パーセントだ。今日では、ヨーロッパと

アフリカはそれぞれ世界人口の 1/8ずつを構成している。でも 2050年には、ヨーロッパ

の割合は 7パーセント以下に下がり、アフリカの割合は 22パーセントにまで上がる。つ

まり人口の割合でいえば、ヨーロッパとアフリカの立場は 1950年の状況とは逆転するわ

けだ 331。

期待寿命の増大と出生率低下からどうしても生じる帰結として、老人がずっと多くなる

というものがある。2025 年に世界のベビーブーム世代は 65 歳から 75 歳になっている。

1950年代には、65歳以上人口はたった 5パーセントだったのに、2050年にはそれが 16

パーセントになる。80 歳以上人口の伸びはもっと急激で、1950 年には 0.5 パーセント

だったのが、今や 1パーセント、2150年には約 10パーセントにもなる。100歳以上の老

人数は、今後 50 年で 14 倍増する。今日では、老人の 3 倍の子供がいる。2050 年には、

それが同数になるだろう。全地球平均では、平均年齢は 1950年の 27歳から、2020年に

は 33歳にまで上がる 332。
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中国は産児制限を実に見事に成功させたので、高齢化問題はこの地域で特に大問題と

なってくる。ここでは 100歳以上人口は 40倍増するだろう。今日、老人一人あたり子供

は 2.5人いるのに、2050年には老人のほうが若者の 2倍いることになる。平均年齢は 23

歳から、2020年には 37歳にまで上昇する 333。

これは好奇心だけの話だけれど、時の始まり以来、地上に暮らした人が累計で何人いる

かを逆算してやることができるのだ。結果は、500億人から 1000億人の間だ。つまり今

日生きている 61億人は、これまで地上に生まれた総人数の 6パーセントから 12パーセ

ントくらいを占めるってことだ 334。

3.3 人口過剰

地球の人口過剰という話はよく聞く。だいたいそういうのは、びっしり密集した大群衆

や、大混雑の地下鉄駅かなんかの派手なカラー写真つきで示されている 335。

著名な人口生物学者ポール・エーリックは、人口爆発についてのベストセラーでこう書

いている：

心理的に、人口爆発が初めて腑に落ちたのは、デリーの臭く暑い一夜のことだっ

た。通りは人で活気にあふれていた。食べる人、身体を洗う人、寝る人、仕事をす

る人、議論して怒鳴る人。タクシーの窓から手を突っ込んで物乞いする人。大便す

る人、小便をする人。バスからぶら下がっている人。通りで動物を追っている人。

人、人、人 336。

でも重要なこととして、人の数が問題なんじゃないということだ。一番人口密度の高い

国の多くはヨーロッパにある。人口密度の一番高い地域である東南アジアは、平方キロあ

たりの人口数はイギリスと同じだ。オランダやベルギーや日本は、インドよりずっと人口

密度が高いし、オハイオとデンマークはインドネシアより人口密度は高い 337。

今日、エーリックらもこの点には同意している。それでも、人口過剰の解釈として別の

ものが二つ、表舞台に登場してきた。その一つは飢えに苦しむ家族の姿を引っ張り出して

くる。みすぼらしく、狭苦しい状態に、早死 338。こういうイメージは確かにリアルなも

のだけれど、実は人口過剰じゃなくて貧困の結果なのだ。貧困については後述。

もう一つの解釈はエーリックの最近のお気に入りで、人口密度が
サステイナブル

持続可能かどうかとい

うこと。もし、ある国の現在の人口がその土地で長期にわたって持続できないとしたら、

その国は人口過剰だとするわけだ 339。だけど、ある人口が、生活しているその土地だけ

で生活できるべきだと考えるのは、控えめに言っても変だ。そもそも、生産は需要の生じ

ている物理的な位置で起こる必要はなくて、一番有効に生産ができるところで行われれば
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図 14: 都市人口比率、先進国と発展途上国、全世界, 1950–2030. 2000 年以降は予

測値。出所: WRI 1998a, UNPD 1998b:2.

よいというのが貿易経済の基本的な考え方だからだ 340。

人口過剰との関連で、地球上の土地の大部分では、今日よりも人口密度が上がることは

ないだろうというのを指摘しておくのは重要だ。今後の人口成長は都市に限定されるから

だ。今後 30年間は、世界の農村地域の人口はほとんど変わることはなく、ヨーロッパの

97パーセントの地域では 2025年までに人口密度が下がり出すだろう 341。

2007 年には、歴史上初めて都市人口が農村人口を上回る（図 14）342。1950 年には、

ニューヨークが唯一のいわゆるメガシティ、つまり 1,000万以上の住民を擁する都市で、

870万の住民をかかえるロンドンが僅差の二番手だった 343。今日ではメガシティは 19あ

り、2015年にはそれが 23になると国連は予測している。東京とボンベイがその 23の筆

頭で、それぞれ 2,640万と 2,610万の住民を擁することになる 344。この 23のメガシティ

のうち 19は、発展途上地域に位置している。

都市の成長は、発展途上国のほうがめざましいだろう。でも実は、この成長は先進国で

の都市化進展傾向をなぞっているだけだ。アメリカでも、先進国平均でも、都市人口はす

でに約 75パーセントを占めている 345。欧米の都市部人口比率は 2030年に 83.5パーセ

ントに増加するのに対し、発展途上国ではやっと 40パーセントから 56パーセントに増え

るだけだ。

都市生活は人々の生活の質を下げてしまうと言われている。標準的な環境についての教
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科書によると、「世界中、裕福な国、貧しい国にかかわらず、多数の人口が密集して快適

に暮らすことはできない。十分な水や下水処理設備もなく、人々はひどい状況の中で生活

を送る 346」とのこと。これはまちがった議論の古典的な例だ。欧米の基準で見れば、多

くの人々が貧民街で貧しい生活を送っているというのはその通りだ。でも実際は貧民街の

住民さえも、農村地域の人間よりはましな生活を送っているのだ 347。

さらに人口の密集している地域では、マラリアや眠り病などの非常に危険な伝染病はあ

まり脅威ではなくなってくる。建物が密集すればするほど、蚊や蠅が繁殖する沼地のス

ペースも減るからだ。そのうえ、水供給、下水設備、衛生サービスは農村地域より都市部

の方がまだましだ 348。教育は都会の方がずっと簡単に手に入るし――発展途上国のほと

んどでは都市と農村での教育格差は 10パーセント以上――都市部の住民の方が平均して

良い食事をとっているし、栄養状態も悪くない 349。

農村地域の方が世界的な貧困問題で圧倒的な割合を占めているのだ 350。逆に町や都市

はパワーセンターで、大きな経済成長をもたらす。発展途上国の都市部は、人口は全国の

1/3なのに、GDPの 60パーセントを稼ぎ出す。世界資源研究所 (WRI) ははっきりとこ

う結論づけている。「都市が成長しているのは、平均して農村地域よりも大きな社会的・

経済的便益をもたらすからだ 351」。
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期待寿命と健康

人間福祉に不可欠なものの一つは、当然ながら命そのものだ。だから期待寿命は福祉の

どんな計測でも欠かせない要素となる。でも、長生きした分をひたすら苦しみ続けるだけ

なら、長生きしても人生がよくなったとは必ずしもいえない。だからぼくたちが健康に生

きて、病気の期間を短くすませられるかどうかも検討することが重要だ。

この章の主なポイントは、ぼくたちの生活や健康が過去二百年で実に劇的に改善された

ことを示すことだ。ぼくたちは長生きするし、健康に暮らしている。これはぼくたちの文

明によるすばらしい奇跡のひとつだ。

4.1 期待寿命

1400年頃までは、人間の期待寿命は驚くほど短くて、新生児は平均して 20–30年しか

生きられなかった 352。これは主に幼児の死亡率がひどく高かったという事実のせいだ。

5歳の誕生日を越えて生きられる子供は、2人に 1人しかいなかった 353。

人間の歴史の初期については、あてになる統計がまるでないから、骨と数学的な人口増

加モデルをもとに数字をはじくしかない。北アフリカで出土した石器時代の骨の一番権威

ある調査によると、期待寿命はたった 21 年だった。墓石、ミイラ、骸骨の調査により、

古代ローマ市民はたった 22年しか生きられなかったということもわかっている 354。

図 15はこの千年ほどの間のイギリスでの期待寿命の推移を示したものだ。全体とし

て、1200–1800年にかけて期待寿命は 30年くらいだ。それが一番大きくぶれているのは、

14 世紀の黒死病のせいで新生児の期待寿命がわずか 18 年に下がったときだ 355。でも、

1200–1450 年の統計は男性の地主を対象にしているということに注意。だからこの数字

は、たぶん当時の平均的な人々の寿命よりちょっと大きめの見積もりになっているだろう

356。

1541年以降は、教区の信者登録が大きなサンプルを提供してくれるので、全国レベルで



72 第 4章 期待寿命と健康

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1200 1300 1400 1500 1600 1700 1800 1900 2000

�
�
�
�

図 15: イングランドの男子地主の誕生時の期待寿命 1200–1450 およびイングラ

ンドとウェールズまたはイギリスでの男女の誕生時期待寿命 1541–1998363. 出

所: Russel 1978:47, Wrigley and Schofield 1981:230, Keyfitz and Flieger 1968;

Flora et al. 1087:108, World Bank 1999a, 2000c. アメリカの期待寿命 1849–1998

も非常に似ている。USBC 1975:56, World Bank 1999a, 2000c.

男女ともにずっとましな情報が得られている。平均寿命はこの時点では約 35歳で、1700

年までわずかに落ち込んだ後、そこから 1850年までゆっくりと上向きになっている。こ

の短期間の上下動は一時的な食糧不足、伝染病、非効率な食糧分配ネットワークのせいだ

357。1850年以降、期待寿命は急上昇している。その後約 150年間の期待寿命の延びは驚

異的で、ほとんど倍増しているのだ。

こういう経過はほとんどの先進国でも似たようなものだ。フランスでは、1800年の期

待寿命は約 30年だった 358。デンマークでは 1845年の時点で 44年 359。それがいまはど

こも 70代で、先進国の平均は 77年だ 360。一方で他の地域での期待寿命は 20世紀の始

めまではとても短い。1900年頃の世界全体の期待寿命はまだおよそ 30年ぐらいだったと

考えられている 361。それが 1950年には平均して 46.5年になり、1998年には 67年にも

なっている 362。つまり期待寿命は過去 100年間に 2倍以上になったのだ。

これはどう考えてもたいへんな快挙だ。期待寿命の最大の向上は、直近 100年のうちに

達成されたのだ。
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図 16: 先進工業国、発展途上国、サブサハラのアフリカ、全世界の期待寿命 1950–

2050, 2000 年以降の見通しは HIV/AIDS の影響も考慮。 出所: UNPD 1999a:4,

8–12, 18366.

4.2 発展途上国の期待寿命

でも発展途上国ではどうだろう？　 20世紀の始め、多くの発展途上国での期待寿命は

石器時代なみだった。1906年のインドの期待寿命は約 25年。1930年の中国の人々は平

均 24年しか生きられなかった。その当時、発展途上国の中ではもっとも進んでいたチリ

でさえ、1909年の期待寿命はたった 31年だった 364。全体的に見れば、発展途上国の平

均はまだ 30年をずっと下回っていた。

1950年に発展途上国の期待寿命は 41年になり、1998年には 65年にもなった 365。す

ばらしい改善ぶりだ。これは発展途上国のすべての人々が、1940年代後半の平均的なイ

ギリス人、アメリカ人と同じくらい長生きできるようになったということだ。世界人口の

5分の 1を占める中国人の場合、期待寿命の向上はもっと急激だった。1930年には 24歳

で死ぬことになっていたのが、今では平均して 70歳まで生きられる。2世代のうちにほ

ぼ 3倍に成長をとげたのだ。

図 16は発展途上国での期待寿命の向上がどれほど驚異的だったかを示している。この

トレンドは今後も改善し、発展途上国は 70歳の壁を 2020年に突破して先進国との差を

さらに縮める見込みだ。

もちろん、発展途上国全部の平均値は、国同士の大きなアンバランスを隠しているかも
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図 17: 2000年時点で最大期待寿命ごとの世界人口比率。 出所: UNPD 2001c374.

しれない。国ごとの期待寿命の内訳は図 17の通り。ご覧のように世界人口の 4.7 パーセ

ントが、期待寿命が 50年以下の国に住んでいる。リストのどん底がシエラレオネで、期

待寿命はたったの 39年。アフガニスタンと東チモールを除けば、下位についている他の

25カ国はすべて、モザンビーク、ルワンダ、ウガンダ、ザンビア、ソマリア、エチオピア

といったアフリカ諸国だ。

この期待寿命の短さはかなりの部分が AIDS 禍による。特に被害のひどかったサブサ

ハラのアフリカには、HIV感染例の 70パーセントが集中している。ここでは 2,300万の

人々、すなわち人口の 3.6パーセントが HIVに感染している。AIDSは特に若者や子供

を襲うから、何年もの余命を残した命がいくつも失われ、結果的に期待寿命を大幅に低下

させることになった 367。AIDSの被害がひどかったアフリカ大陸の東側諸国の一部では、

期待寿命が 10–20年も低下すると推定され 368、ジンバブエでは AIDSがなかった場合と

比べて 26 年低下したと見られている 369。サブサハラのアフリカ全体では、AIDS がな

かった場合の予測と比べた余命低下は今のところ 9年で、2010年には 17年、2025年に

なっても 8年の低下が見込まれている 370。

でも、これはサブサハラのアフリカでの期待寿命が下がるということじゃない。ただ本

来あるべき勢いほどは向上しないというだけだ（図 16参照）。1950年に 37年だった期待

寿命は 1990年には約 49年になって、その後 2010年までは増えない見込みだ。その後は

上向きになって 2025年には 60歳を突破する。全体として発展途上社会にあたえた影響

は 2010年で約 2.8年。2025年には 1年とちょっとの損失になる 371。



4.3 乳児死亡率 75

この生命と福祉の痛ましい損失には皮肉な関係があった。HIV 防止の大部分は多額の

費用をかけなくても、十分な情報を提供し、安全なセックスへと習慣を改めることでまか

なえたのだ。けれども多くの国では、AIDSには羞恥心や非難がつきまとうので、検査を

受けにくく、情報を手に入れることが難しく、行政もなかなか動かない 372。長い目で見

れば、ウガンダのとったような大規模な AIDS防止計画こそが進むべき道だ。ウガンダの

政策は罹患率を激減させた 373。

図 17の残りの部分を見ると、続く 26カ国の人々、つまり世界人口の 10.3パーセント

は、50–60年生きると見込まれる。ほとんどの国はアフリカにあり、コンゴが 51年、ナ

イジェリア、南アフリカが 52年。59年のネパールとバングラデシュもこのグループに属

している。これはつまり、残った世界人口の 85パーセントは、少なくとも 60歳まで生き

られるということになるのだ。インドは 63年、ロシア、インドネシアは 66年、ブラジル

は 68年で、みな同じグループに属する。同様に、世界人口の 45パーセントは 70歳以上

まで生きられることになる。まったくかけ離れた国々だが、中国、エクアドル、タイ、ヨ

ルダンも 70歳まで生きられる見込みだ。

最後のグループの人々は 75 歳以上まで生きられる見込みだ。世界人口の 15 パーセン

トが含まれるこのグループには経済協力開発機構（OECD）諸国の主要国が入っている。

たとえばアメリカが 77年、イギリスが 78年。そして日本が 81年で期待寿命のトップを

飾っている。

アフリカの状況には、AIDS防止についてだけでなく、食糧確保や経済生産性について

もまだまだ改善の余地がある。そのことについては後述。でも大事なことは、世界中の

人々の 85パーセントは少なくとも 60歳まで――たった 100年前の平均寿命の 2倍も生

きられるということをもっと強調することだ。すばらしい進歩なんだから。

4.3 乳児死亡率

期待寿命の向上は、乳児死亡率のめざましい低下によるところが大きい。ぼくたちの

寿命が 100 年前にくらべてかなり延びた主な理由は、みんなが長生きするようになった

わけじゃなくて、早死にする人がほとんどいなくなったからだ。1900年から今日までに、

アメリカの新生児の期待寿命は、女の子の場合ほぼ 32年増加した（48歳から約 80歳に

なったのだ）。一方、60歳人口の期待寿命の増加はもっと控えめで、7.8年だった 375。

簡単な例でこの現象を説明してみよう。ある小さな島に 10人の赤ちゃんが生まれたと

する。そのうち 5人が 1年目に死に、あとの 5人が 70歳まで生きた。期待寿命は 35歳

になる。次の年にまた 10人の赤ちゃんが生まれた。でも今度は島には医者がいて、その

子たちを診てくれた。だから 1人しか死ななかった。他の 9人は 70歳まで生きた。期待
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図 18: スウェーデンの出産 1000 人あたり乳児死亡数 1750–1998, およびその 9年

移動平均。 出所: Mitchell 1975:127–32, World Bank 1999a, 2000c.

寿命は一気に 63歳まで上がる。

世界的なレベルでは、乳児死亡率の低下はすごいものだった。狩猟採集社会において

は約半分の子供が生後 5 年のうちに死んでしまう。骨格の調査と統計モデルから、1400

年頃までは、1000人生まれたうち 500人という乳児死亡率がヨーロッパでもあたりまえ

だった 376。16世紀については英国貴族についての統計があるけれど、かれらはたいてい

の人々よりもはるかに恵まれた環境で暮らしていた。これによると 1550年には 1000人

生まれたうち 250人が死亡していたのが、1850年には 100人に減っている 377。

スウェーデンは国家レベルで統計をとった最初の国だ。この国で生後 1 年間に死亡し

た子供の割合が図 18に示されている。18世紀の終わりには、5人のうち 1人が 1歳の誕

生日をむかえる前に死亡している。また、飢えと病気のせいで年々かなりの変動があった

378。でも 1800年以降、乳児死亡率は急速に下がり、1998年には 1,000人に 4人、もし

くは 280人に 1人という数字になった 379。スウェーデンの乳児死亡率は過去 200年間に

50分の 1以下になったのだ。

発展途上国についてはあまりデータがない。中国の農村地帯では 1920年代、子供 3人

に 1人以上が 5歳になる前に死んでいた。チリでは状況はもっとひどく、1920年には 5

人に 2人。ザンビアでは 1950年代でも、もっと高い死亡率が報告されている 380。

図 19は、1950年以降の発展途上国と先進国の双方をふくめた世界中の乳児死亡率の減

少ぶりを示している。おわかりのように発展途上国の乳児死亡率が激減している。1950

年には 18パーセント、つまりほぼ 5人に 1人が死亡していたのが 1995年にはわずか 6
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図 19: 出産 1000人あたり乳児死亡数; 全世界、先進工業国、発展途上国、サブサハラ

アフリカ. 2000年以降は予測値。HIV/AIDSの影響含む。 出所: UNPD 1999a:4,

8–12, 18.

パーセント――たった 3分の 1――に減ったのだ。サブサハラのアフリカでさえ、乳児死

亡率は AIDS の拡散にもかかわらず――そうでなかった場合ほど早くはなくても――順

調に減少を続けている 381。

乳児死亡率は先進国でも下がり続けている。1950年には全新生児の 6パーセントが生

き延びられなかったが、2000年には 1パーセント以下になった。発展途上国の今日の乳

児死亡率は 1950年の先進国なみだということに着目しよう。どっちのカテゴリーの国も

このまま低下が続くと予想され、発展途上社会では 2020年までに乳児死亡のリスクがさ

らに半減すると期待される。

4.4 病気

長生きするようになっても、その分だけ病気になる時間が増えただけじゃないの？　答

えはどう考えても：そんなことは絶対ありません。ぼくたちは全般に、過去何世紀かの間

にずっと健康になったのだ。

ぼくたちは昔の時代に生きるのがどんなものだったかについて、かなりまちがった印象

を抱きがちだ。この印象は、身なりはみすぼらしくてもきれいな人たちが自然との調和の

中で暮らしているところを描いた映画などからくることが多い。残念ながら、18世紀の

現実はまったく違っていて、高名なプリンストン大の歴史学者ローレンス・ストーンによ
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れば：

個人レベルでも公衆レベルでも衛生がほぼ完全に無視されていたから、汚染され

た食物や水からの危険が常時存在していた。（中略）

この原始的な衛生状態の結果は、絶え間ないバクテリア性胃炎の勃発で、中でも

最も恐ろしい赤痢の集団感染は、ものの数時間から数日のうちに老若男女に多数の

死者を出した。何らかの胃病が慢性的になっていた。裕福な者はバランスの悪い食

事のため、また貧しい者は、腐敗した食物の摂取、不十分な食事のためである。腸

内寄生虫の流行（中略）は緩慢で不愉快な消耗性疾患であり、莫大な数の人間に苦

痛と健康障害をもたらした。（中略）水はけの良くない湿地の多くではマラリア熱

が一般的な消耗性の疾患として多発した。（そして）たぶんもっとむごいのは、ゆっ

くり進行するが、容赦ない破壊力をもつ結核だった。（中略）女性にとって出産は

非常に危険な体験であった。（中略）（最後に）不注意や軽率さや不用心、あるいは

馬などの動物――馬は最低でも自動車なみに危険だったようだ――や水のようなも

のとの関わりからくる事故死の危険も絶え間なかった。（中略）

近代初期の生活について、もう一つ忘れられがちな事実は、成人人口のうち健康

かつ魅力的だったのはごく少数だったということだ。そしてこれとはまったく別

に、臭いや垢などはごくふつうのことだった。（中略）男女ともに多くの場合、多

数の資料から明らかな虫歯あるいは慢性的な胃病のために、ごくふつうにひどい口

臭があったはずだ。一方、化膿性の潰瘍、湿疹、疥癬、膿の流れるただれ、その他

のおぞましい皮膚病も非常に一般的で、何年も治らないこともしばしばだった 382。

健康と死のあくなき戦いの中で、死亡率を下げた主要な事件がいくつかある。まず、18

世紀後期からの生活水準の向上が、より良い食事、服、住居をもたらし、結果的には病気

に対する耐性を高めた。同時に住環境の変化（たとえば人々の生活密度が上がったこと）

により、病原体も進化上の変化をとげ、それは主に毒性を弱める方向に動いた 383。次に、

水供給や下水設備の改良、衛生教育、検疫といった 19世紀後期からの公衆衛生の改善が、

伝染病を抑えるのに貢献した 384。最後に、20世紀の発達した医療が病気と戦うありとあ

らゆる新しいテクノロジーを提供した 385。その結果、この二百年の間にぼくたちはかな

り死亡率を下げ、期待寿命を延ばしたのだ。

これは相当部分が、ぼくたちが伝染病の発生をコントロールし、なくしたおかげだ。18

世紀の終わりにかけて、天然痘はヨーロッパでの死亡率の 10パーセント以上を占めるお

そるべき刺客だったのに、ワクチン、つまりは種痘によって避けられるものだとわかっ

た。1891年にはジフテリアが抗毒素を使って治せるようになった 386。ペストは世界を荒

廃させ、6 世紀後期に 1 億の命を奪い、14 世紀後期には 2,500 万の犠牲者を出したけれ



4.4 病気 79

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

19
00

19
10

19
20

19
30

19
40

19
50

19
60

19
70

19
80

19
90

10
0,

00
0

�
�
�
�
�
�
�
�

HIV�	
 &
��
��

�
��
������
�����

図 20: アメリカにおける伝染病と非感染病の件数、1900–98、10 万人あたり死亡

数。伝染病は肺炎とインフルエンザ、結核、HIV、その他に区分。1918 年が突出

しているのは、世界中で 2 千万人を殺し、アメリカでも 50 万人が死んだ通称スペ

イン風邪の影響。 出所: Armstrong et al. 1999, Martin et al. 1999:27–8, CDC

1999a:622.

ど、検疫、ネズミの駆逐、下水の改良、住環境の整備といった公的規制のおかげで制圧さ

れた 387。はしかと水疱瘡が無害になったのは、人口密度の増加が病原体を実質的に飼い

慣らして、よくある子供の病気にまで弱体化させてしまったからだ 388。コレラは水供給

の質を向上させることで制圧された 389。20世紀の前半には、サルファ剤と抗生物質がつ

いに肺炎、梅毒、淋病、髄膜炎感染症をみごとに制し、後にチフス、腸チフスも制圧した。

感染症に対する勝利は図 20にはっきりと示されている。重要な刺客だった肺炎と結核

は、アメリカでは 20世紀中に激減した。感染症による死亡率は 10万人あたり 800から

50に減少した。これに対し、非感染症による死亡率は相変わらず約 800だ。イギリスを

はじめとする先進国でも、感染症に関する数字は同様に減少している 390。1980年中盤以

降の増加は 2 つの原因による。1 つは、1980 年の感染率の約 3 分の 2 を占める肺炎だ。

肺炎が致命的なのは高齢者だけだ。だから 1980年以降死亡率がほぼ倍増しているのは人

口高齢化による 391。高齢化の影響を補正すれば、死亡リスクは 1980年と 1997年でほぼ

変わらない 392。

2つ目は、1980年以降の死亡率増加は、HIVの拡散による。1995年には歴代最高の 10

万人あたり 16.4人にもなっていて、これは 20世紀始めの梅毒の死亡率にも匹敵する 393。

でも新しい複合薬のおかげで 1998年には 10万人あたりの HIV死者数はわずか 4.9人に

まで下がり、1999年にはさらに低下した 394。
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薬、衛生状態と生活水準の向上が欧米で感染症を打ち破ったので、人々はもっと長く快

適に生きられるようになった。このため老衰、または、ガンや心疾患といった生活習慣病

によって死ぬことが多くなった 395。1900 年のアメリカでの死因のトップは、肺炎、結

核、下痢、腸炎で、これらが総死亡数の約 3分の 1の原因となっていたのに対して、心臓

病とガンはたったの 12.5パーセントだった。1997年には、心臓病とガンは総死亡数の 55

パーセントを占め、感染症に起因するのはたったの 4.5パーセントだ 396。

ガンによる死亡率がイギリスとアメリカにおいて 1990年代の始めまで上昇を続けたの

は、人々がもっとガンに「さらされる」ようになったからじゃない。これについては化学

物質の恐怖についての章でみていこう（p. 312の図 117も参照）397。ガンは年をとるにつ

れて頻度も上がる。この理由だけを考えても、社会が高齢化すればガンで死ぬ人は増える

だろう。実際のところ、もし高齢化と喫煙の分について統計を補正すれば（つまり喫煙

者、非喫煙者に分けた同じ年齢層ごとに見てみると）ガンで死ぬ人は実際には減ってい

る――増えてはいない 398。肺ガン率は年齢別に分けても、1930 年に 10 万人あたり 4.9

人だったのが 1990 年には 75.6 人に増えている。これは主に、数十年前に喫煙が非常に

流行したせいだ。でも喫煙率は減少しつつあり（1965年にはおよそ 42パーセントのアメ

リカ人が喫煙していたが、1997年にはたった 25パーセント 399）、肺ガンの率も 1990年

代には下がり始めた。それでもなお、男性の死亡数の 25パーセントと女性の死亡数の 14

パーセントは喫煙のせいだと見込まれる 400。

でも、ぼくたちは長生きするようになって、大部分の病気と、特に感染症のほとんどを

制覇したけれど、まだ考えてみる必要がある。ぼくたちは――全体としてみれば――病気

がちなのか元気になったのかどっちだろう？　これは実は、一言で答えるのがむずかしい

質問のようだ。

一般的に、健康の専門家は、死亡率の低下はほとんど定義からして深刻な病気が減った

ということだと主張してきた。現在の病気のほとんどは、死ぬ危険があまりないというこ

とだからだ。ぼくたちが長生きするほど、病気の大部分は老年期に押し込まれてきたのだ

と主張する人も多い。「罹患の圧縮」として知られるようになった現象だ 401。

でも実際の病気の率を見てやってもいいんじゃないか――特にどれだけの頻度でぼくた

ちが病気で仕事を休んだり、活動を制限したりしているか 402。研究者たちはイギリス人

労働者による地域別集団を 1779年から 1929年まで追い、さらにイギリス、アメリカ、日

本、ハンガリーで健康調査を行った。ほとんど首尾一貫して、長生きすればするほど、病

気になる頻度は下がることがわかった――ほぼ予想通り――でもおどろいたことに、同時

にそれぞれの病気の期間はかなり長くなっているのだ。これは病気にかかる頻度の低下の

メリットを打ち消すだけでなく、平均すればぼくたちが病気になっている期間が増えたと
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いうことだ。したがって、この調査を通して得られた驚くべき結果は、「成功の失敗」を

強調することとなった。ぼくたちが死との戦いを重ねて得たのは、前より多くの致命的で

ない病気でしかなかったということだ 403。

この驚くべき結果から直観的に主張できることは主に 2つ。1つは、感染症との戦いに

勝って以降、期待寿命の延びの大部分は、非感染症の危険性を下げることで実現されたと

いうこと。しかしながら、これらの慢性的な病気が完治することはめったになく、疾病管

理（たとえば長期間を養生に費やすこと）によって対処されていることが多い。よって平

均すると病気でいる期間は前より長くなってしまう 404。2つ目は、昔はずっと早期に死

んでいたはずの人々が、今ではよりよい治療のおかげで長生きしていること。でも、これ

らの「新たな生存者たち」は、平均してみれば新たな健康問題を生じる可能性が高いこと

もわかっている。だからかれらもまた病気の平均疾病率の向上に貢献しちゃうのだ 405。

当然ながら、この統計は徹底的に異議をとなえられてきた 406。一般的に、疑問とされ

るのは病気という概念が長期間にわたって一貫していたかということだ。死が何かはとて

もはっきりしていて、死亡率の統計もほぼ客観的である一方で、病気というのは理想的な

健康状態とくらべた場合にしか意味をなさない――そして、今のぼくたちは喉が痛いだけ

で仕事を休むのに十分な理由だと考えるだろうけれど、ぼくたちの先祖はそうは思わな

かったかもしれない。

ぼくたちが病気に対してずっと敏感になったという証拠はたくさんある。医療専門家は

先人が思いつきもしなかった多くの新たな（特に心理面）病気を特定してきた。同時にぼ

くたちが前より裕福になり、保障が整ったことで、病気を抱えることが金銭的に楽になっ

た。病気にかかることの敷居は、まちがいなく下がった。

実際のところ、ここでの疑問はもっとシンプルだ――ぼくたちはローレンス・ストーン

が言うところの「化膿性の潰瘍、湿疹、疥癬、膿の流れるただれ、その他のおぞましい皮

膚病」をかかえた 18世紀の人々とくらべて、自分たちのほうが病気がちだと信じるのは

理にかなっているのだろうかということだ。長年にわたる疾病率から答えを割り出すのは

現実的には不可能なので（病気の文化的定義はすっかり変わってしまったもの）、世界で

期待寿命のまったくちがう各地の人々の疾病率を見るという方法で、この問題を別の側面

から見ることができる。これをやると、単に人々にあなたは病気ですかと聞いて回るだけ

で生じる問題について、手がかりを得ることができる――数ある慢性的な病気について、

アメリカの若者でさえ、最も貧しいインドの農村地域の人々よりも高い割合で自分は病気

だと主張しちゃうのだ 407。

もっと体系的には、世界保健機関（WHO, World Health Organization）と世界銀行

が、活動不可能性としての病気の分布を正確に算定しようと、世界各地で世界疾病負担
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図 21: 期待余命と病気で過ごす期間の比率。EME=確立した市場経済、FSE=欧州

旧社会主義経済、IND=インド、CHN=中国、OAI=その他アジアと島嶼、SSA=サ

ブサハラアフリカ、LAC=ラテンアメリカとカリブ、MEC=中東三日月地帯. 出所:

Murray and Lopez 1997b.

(Global Burden of Disease) 調査を行っている 408。結果の図 21はぼくたちが長生きすれ

ばするほど病気の割合は低下するという考えを圧倒的に支持するものだ。

50年という最短期待寿命をもつサブサハラの人々は、同時に人生の 15パーセント以上

を障害に耐えて過ごさなきゃいけない。ところが 77年の期待寿命をほこる資本主義国で

は 8パーセントだ。実年数においても、サブサハラのアフリカ人が短い人生の中で平均し

て 7.5年を障害と戦いながら過ごすのに対して、ヨーロッパの人々ははるかに長い人生の

中でたったの 6.25年。

この統計は、今日地域比較で得られるトレンドは、おそらくぼくたちが歴史を通じて体

験してきたトレンドと同じらしいことをはっきりと示している――先進国、発展途上国を

問わず期待寿命は延びをみせ、また、ぼくたちはますます健康になったのだ 409。

人々の健康のめやすとしては他に平均身長がある。身長は、健康状態や胎児から成年期

までかけての適正な栄養状態と密接な関係がある。だから住民の背が高ければ、それは

一般的な健康水準の高さを示すのだ。背の高い人々は死亡率が比較的低い（ただし身長

192cmくらいまでの話だけど！ 411）。そして、ぼくたちは過去二百年の間にどんどん背

が高くなってきているのだ（図 22参照）。
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図 22: 成人男性の平均身長、1775–1975. 出所: Fogel 1989:50, Burnette and Mokyr 1995:144.

4.5 結論

結局のところ、人類の健康状態は過去二百年の間に大幅に改善された。ぼくたちはたっ

た 100年前にくらべて 2倍も長生きできるようになった。先進国、発展途上国ともに改善

がみられ、乳児死亡率は双方において 50パーセント以上も低下した。そして最後に、ぼ

くたちは昔よりずっと病気がちになるどころか、病気もずっと減っている。

だからといって未解決の問題を忘れていいわけじゃない――南アフリカの AIDS 拡散

の問題もそうだし、発展途上国にはまだまだ改善の余地がある。でも大筋では、この惑星

の生と死をめぐる状況は、はるかによくなったのだ。
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第 5章

食料と飢え

「人類を養うための戦いは終わった。1970年代のうちにこの世界は悲劇的な割合で飢餓

を体験することになるだろう――何億もの人々が飢え死にすることになる 412」。これは

飢えについてもっとも影響力のある本の 1つ、1968年に出版されたポール・エーリック

『人口爆弾』の序文だ。この本はこれまでに 300万部以上が売れている。

エーリックはかれの言うところの「職業的な楽天家たち」をこき下ろしている：「たと

えば彼らは、インドでは今後 8年間の農業生産高の向上により、現在の人口ですらろくに

喰わせられていないのに、さらに 1億 2千万増える人々を養えるようになるなどと言う。

こんなおとぎ話が本当かどうかを理解するには、以下のような点を考えてみるだけでい

い……413」そしてエーリックはなぜこれが実現不可能なのか、理由をずらりと列挙して

いる。そして確かに、1億 2千万という数は正しくはなかった。8年後にインドは、1億

44百万人以上を養うだけの食料を産出するようになっていた。そして人口も「たった」1

億 4百万しか増えなかったので、食料の割り当ては増えた 414。

似たような論調のレスター・ブラウン（後にワールドウォッチ研究所の所長になった）

は 1965年の著書でこう述べている。「開発途上の国々で起こっている食糧問題は、人類が

これからの数十年で直面する解決困難な問題の 1つだろう 415」。

2 人ともまちがっていた。人口は 1961 年の 2 倍になったけれど 416、先進国、発展途

上国のどちらでも、1 人あたりの食料はもっと増えた。飢えに苦しむ人々の数は減った。

食料は今日ではずっと安くなり、食糧問題に関する限り、この世界はずっと多くの人々に

とって改善されたのだ。

5.1 マルサスと永遠に続く飢餓

それでも地球上の人口が増えれば、1人あたりの食料が減るというのは、あまりに明白

に思えてしまう。このシンプルな理論は、イギリスの経済学者であり人口統計学者でもあ



86 第 5章 食料と飢え

るトーマス・マルサス牧師によって 1798年に唱えられた。この議論は 1970年代にベス

トセラー『成長の限界』417 によってすごく有名になった。

マルサスの理論では、人口は毎年ある一定の割合で増える――すなわち幾何級数的に増

え続ける。地球の人口は現在のところおよそ 40年で 2倍になる見込みだ。つまり 80年

で 4倍、120年たてば 8倍……。一方、食料生産の伸びは、もっとゆっくりだ――線形で

しか増加しない。40年間に倍増しても、80年間で現在の 3倍にしかならないし、120年

でもたったの 4倍だ。人口が加速度的に成長する一方で、食糧供給の増加は一定だ。だか

ら長期的には食料生産は人口との競争に負けてしまう。多くの人々が飢えて死ぬことに

なる。

マルサスの理論はとてもシンプルで魅力的だったので、多くの一流の科学者がひきつ

けられてしまった。でも証拠を見ると、この理論はどうも裏付けがない。序章で見たよ

うに、人口が幾何級数的に増えることはめったにない（図 11参照）。同様に、食料の量が

線形で増えることもほとんどない。事実、世界の農業生産は 1961年からみれば 2倍以上

になっているし、発展途上国においては 3 倍以上だ。1 人 1 人に割り当てられる食料の

量は着実に増えていることになる。国連によれば、1961年にくらべ 1人あたりの食糧は

23パーセント増産されていて、発展途上国での農作物生産の伸び率は 1人あたり 52パー

セントにもなっている 418。同じく、1人あたりの食肉生産は 1950年に 17.2kg だったの

が 2000年に 38.4kg になり 122パーセントの伸びを見せた 419。需要が大幅に増加したの

に、食料の価格は 1957年から 2001年初頭までに 3分の 2以下になったのだ 420。

5.2 かつてないほど食料は増えている

要するに、人口は 1961年の倍になったのに、1人あたりの食料は今までよりずっと増

えている。図 23からわかるように、カロリー摂取量は世界規模でみると 24パーセント増

加した。発展途上国では 38パーセント増の大躍進をとげた。

そうはいってもこのカロリーの数字は平均だ。この数字の裏を見たら、一部の人は前よ

りいい生活を送っているのに、一方でギリギリ食いつないでいる人や飢えている人が増え

ている、という可能性もなきにしもあらず。が、他の場合と同じく、ここでも事態はよく

なっているのだ。

国連の定義によると、人間は軽い身体活動をこなすのに十分な食料が得られない場合、

飢えていることになる 421。図 24は発展途上国で飢えている人々の割合を示している。世

界的に見て、飢えている人々の割合は 35パーセントから 18パーセントに減少していて、

2010年にはさらに 12パーセントに下がる見込みだ（第 III部 9章も参照）422。1949年

には発展途上国の 45パーセントが飢えていたという推計と比べてみてほしい 423。
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図 23: 先進工業国、発展途上国と世界での一人当たり一日カロリー摂取量 1961–98。

2030年までの予測値は図 58(p. 155)参照. 出所: FAO 2001a.
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図 24: 飢餓者の割合、発展途上国の地域別、1970, 1980, 1991, 1997, 2010推計値.

期間が多少不均一である点に注意. 出所: WFS 1996:1:Table 3, FAO 2000c:27.
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発展途上国で栄養不足と見なされる子供の割合は、過去 15年の間に 40パーセントから

30パーセントに下がった。2020年にはさらに 24パーセントに下がる見込みだ 424。1970

年から、飢えている人々の割合は世界各地で減少していて、ほとんどの地域でもっと減る

はずだ 425。

世界で飢えている人々の割合が減少したのと同時期に、発展途上国の人口が倍増してい

るというのは驚異的だ。もっと驚いたことには、第三世界において飢えている人々の絶対

数も減少している。1971年には 9.2億の人々が飢えていたのが、1997年には 7.92億人以

下に減った（図 7参照）。2010 年にはこれが 6.8 億人に下がる見込みだ 426。これらの数

値はもちろんまだ恐ろしく高いものだけれど、今日では飢えない人が 20億人以上も増え

たということを強調しておくことは大事だ 427。

でもこの絶対数の改善は、もっぱらアジアを中心にしたもので、大部分は中国のめざま

しい食料生産能力の結果だ。

5.3 かつてないほど値段は下がっている

地球の人口がますます増え、その人々がますます多くの食料を求める中で、食料の価格

は大幅に低下した。2000年には、食料の価格は 1957年の 3分の 1以下になった。この食

料価格の低下は発展途上国の人々、特に多くの貧困にあえぐ都市の住民にとって重要だっ

た 428。

食料価格の低下は、正真正銘の長期的な傾向だ。小麦の価格は 1800年から下向き傾向

にあり、今日では過去 500年間にずっとついていた値段の 10分の 1以下だ（図 25）。価

格の低下は特に戦後に顕著で、ほとんど全ての主な食料が値下がりした（図 26）。価格低

下がたった 1度中断したのは 1970年代にオイルショックによって短期間の価格高騰が起

こったときだ。石油価格が上昇したため、化学肥料の価格も上昇し、主要産油国であるソ

ビエト連邦が、国内の食肉生産用に穀物を買えるようになった 429。

価格は商品の希少性を反映するものだけれど、人口は 3倍以上になり需要はそれ以上に

増加したにもかかわらず、食料品の希少性は実際のところ 20世紀を通じて下がったこと

になる 430。

5.4 緑の革命

一体全体何のおかげでこんなによい展開が生じたんだろうと不思議に思うのが人情だろ

う。答えは各種の技術にある。それらはまとめて緑の革命として知られている 431。

緑の革命は主に以下によって構成されている。
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• 高収量の作物
• 灌漑とコントロールされた水供給
• 肥料と農薬
• 農民の管理技術

緑の革命の秘密は、あらゆる 1 ヘクタールの土壌からもっと多くの食料を得ることに

あった。そのビジョンはノーマン・ボーローグによるものだ。（後に高収量品種の作物に

ついての研究でノーベル平和賞を受賞）。メキシコにあるかれの研究所では、特に主要穀

物：米、トウモロコシ、小麦に焦点が絞られた。これらの新しい品種の特徴は、発芽時期

が早く、速く成長し、病気や干ばつに強いことだ。多くはそれ以前の品種に比べて短い茎

をもつため、植物の栄養の大部分が穀物に回る。

発芽時期が早く、速く成長するということは、世界の多くの地域で二期作や三期えりと

り作ができるということだ。米、米はこれまでのように実るまでに 150日もかからなくな

り、多くの品種はいまや 90日で実る 432。同時に、天候があまりよくない多くの地域でも

収穫できるようになった。たとえば新種のトウモロコシは、以前よりも 800km南北に広

い地帯で栽培できる。これはカナダ、ロシア、中国、アルゼンチンといった国々にとって

は朗報だった 433。小麦がうどん粉病、さび病といったほとんどの病気に耐性をもつよう

になったことは、農民が農薬を買えないことの多い発展途上国にとって大きな意味を持つ

434。新種の小麦は、現在では発展途上国での生産のほぼ 90パーセントを占めている 435。

1960年以降、新種の作物のおかげで、最大収穫高は 30パーセント以上増加した。総生

産の増分の 20–50パーセントはこの新種によるものだ 436。発展途上国の農民にとって、

これは増収を意味する――新しい品種は農民に毎年およそ 40億ドルの増収をもたらして

いる計算になる 437。

実は改良されたのは穀物だけじゃない。ニワトリとブタからは 60年前とくらべて 2倍

の食肉がとれるようになった。乳牛からは倍の牛乳がとれるようになった。遺伝子改良と

現代の養魚技術のおかげで、ノルウェーのサーモンの生産高は 1970年代の初頭から倍増

している 438。

灌漑と水のコントロール（たとえばダムの建設）は以前より普及した。灌漑された土地

の割合は 1961年には 10.5パーセントだったが、1997年には 18パーセント以上へとほぼ

倍増 442。灌漑は土壌をとても肥沃にする。おかげでエジプトは、発展途上国における小

麦の平均収穫高の約 2倍を収穫できている 443。灌漑のおかげで、二期作や三期作も可能

になる。だから灌漑地が地球の食料に占める貢献度は 40パーセントにものぼるのだ――

灌漑地は農地全体の 18 パーセントにすぎないのに 444。灌漑地は面積的には増え続けて

いるが、そのせいで増加の伸びは、ちょっと下がり気味だ。これは初めの頃には各地で
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図 27: 途上国における米、トウモロコシ、小麦のヘクタールあたり収量トン数、

1960–2000. 出所: USDA 1998, 2000a, 2001a, FAO 2000a.

の水が少なかった（13 章参照）ためであり、また、食料需要の全般的な低下のためでも

ある。

最後に、肥料と農薬の使用の増加が植物の成長を加速し、病気や害虫で失われる作物を

前より減らしてくれた。1960年にはアジアにおける米の収穫量のほぼ 3分の 1が害虫に

食べられていたのだ！ 445 　肥料の使用は 1950年に比べておよそ 9倍に増え（図 3、図

106参照）、ソ連の農業改革とその後の崩壊により世界消費量はわずかに減ったけれど、中

国、インドといった重要な国々での肥料消費は増えている 446。

緑の革命は人類史上で画期的な出来事だった。その後の食料生産のすばらしい増加のお

かげで、はるかに多くの人々を養えるようになった。全体として、緑の革命は伝統的な作

物すべてについて、ヘクタールあたりの収量をすさまじく増加させたのだ。図 27を見れ

ば、発展途上国がもっとも重要な 3つの作物：米、米、小麦、トウモロコシの生産性をど

れだけ伸ばしたかわかる。米の生産は 122 パーセント増え、トウモロコシは 159 パーセ

ント、小麦はなんと 229パーセント増加した。そしてこれでも、まだまだ先進国と並ぶに

はほど遠い状態だ 447。

農薬の使用や集約農業手法は環境によくないという話を時々きく。でも他にどんな選択

肢があるだろう？　地球には 60億の人間がいるのに。もし集約農業をやめてしまい、農

薬を使わなくなったら、農民はずっと広い土地を使って同じ量の作物を育てるか、はるか
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に少ない食料しか作れなくなるかだ 448。つまりは周囲の自然地帯をもっと農地化するか

449、でなければ飢えた人をもっと増やすしかないわけだ。とはいえ、この肥料と農薬のリ

スクについての議論はあきらかに重要なので、19章と 22章でもっと詳しく見ていこう。

最後に、新しい「デザイナー」品種の作物は病気への耐性にすぐれており、農薬の消費

量を減らす一方で、養分の取り込みを改良したことで肥料の過剰使用も減らすようになっ

ている 450。

相対的な改善？　絶対的な改善？

　飢えやきれいな飲料水の不足といった問題を見るにあたってよく出てくる問題は、絶対

数を使うか相対的な数値を使うか、というものだ。

　当然ながら、飢えに苦しむ人の数が絶対数と比率の両方で低下すればもちろん結構なこ

とだ。同じように、もし人数とパーセンテージの両方が増加していれば悪いことにちがい

ない。でも、一方が増えていてもう一方が減っていたら？

　この問題を道徳的に解釈する方法として、ぼくは架空の、道徳的な選択肢を考えてみる
439。要するに、どっちの世界に住みたいか選ぶ立場におかれた一個人の立場にたって問

題を考えるのだ。ポイントは、その個人は各社会での自分の立場を知らないということに

ある（「無知のベール」で覆われたような状態）。これで道徳的評価の普遍性が確保される
440。

　議論しやすいように、世の中には 2種類の人しかいないとしよう――飢えて死ぬ人と、

生き延びる人だ 441。そして世界 Aと世界 Bを以下のように表す：

A 1,000,000人の人口のうち 500,000人が飢え死にする世界

B 2,000,000人の人口のうち 750,000人が飢え死にする世界

　 B の世界では、餓死者の絶対数は増えているが比率は下がっている。ぼくならこの状

況では明らかに Bの方が Aよりいいと思う（もちろん死者の出ない世界が一番いいけれ

ど）。ぼくが（飢えで）死ぬリスクは、世界 Bで 37.5パーセント。世界 Aでは 50パーセ

ントだ。ということはつまり、絶対数と相対的な数値が反対のことをさしている場合、相

対的な数値の方が重要だということだ。

　もちろんこの選択を道徳的な立場から批判し、死者の絶対数が低い社会が一番だという

説を唱えることもできる（つまり Aの方が Bよりよい、という主張だ）。でもそういう観

点は、別の仮想社会を考えると難問に直面することになる：

C 500,000人の人口のうち 499,999人が飢え死にする世界

　この状況でも、絶対数を重視する見方では世界 Aより世界 Cを選ぶ事になってしまい、

かなりの弱点がある。これを正しい選択だと思う人はごくわずかだろう。
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図 28: 各地域の一人あたりカロリー摂取量、1961–98. 出所: FAO 2001a.

　だから絶対数と相対比率が反対のことをさしている場合、たぶん相対比率の方が、人類

の境遇が改善したか悪化したかを評価するにあたり、道徳的に意味がある方法なのだ。

5.5 地域分布：アフリカ

1人あたりの食糧供給の改善は、世界各地で平等に生じたわけじゃない。図 28からわか

るように、ラテンアメリカでは着実な増加が見られ、アジアと中東ではそれぞれ 42パー

セント、51パーセントのすばらしい増加が見られた。

残念なことに、サブサハラのアフリカはこの向上の分け前にあずかっていない。最近は

いくらか進歩は見られているけれど、根本的な発展はまだなのだ。アフリカはどこがダメ

なんだろう？　ぼくたちには何ができるだろう？ 451

1960年代初頭、サブサハラのほとんどの国々は、発展水準はアジアと同じか、それより

高いくらいだった。ところがこの 30年間に、サブサハラのアフリカが足踏みしている一

方で、アジアはおどろくほど生産高を伸ばした。今日では、アジアでは 1ヘクタールあた

り平均 129kgの肥料が使われているが、一方サブサハラのアフリカで 1ヘクタールの土

にまかれる肥料はたった 11kgだ。実際のところ化学肥料の不足のため、アフリカでは現

在の農業生産でヘクタールあたり毎年 30kg以上の栄養分が失われつつある 452。アジア

の耕作地の 37パーセントが灌漑されているのに、サブサハラのアフリカではそれがたっ
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たの 5パーセントだ 453。

こうした理由のために、今日のサブサハラのアフリカにくらべて、アジアの食料状況は

ずっと良い。でも同時に、肥料の使用を増やし、灌漑をすれば、サブサハラのアフリカは

食料生産量を大きく増やせる見込みが高いことも重要だ。数々の農業計画が国連食糧農業

機関（FAO）によって施行され、サブサハラの農業生産高を大幅に伸ばすことは現実に

可能だということが示された。30年におよぶ内戦の後、食糧難が広まったエリトリアで

の農業計画は、品種改良された穀物と、肥料の適切な使用および灌漑の改善のおかげで成

功をおさめ、生産高は 2倍に伸びた 454。これでこの地方の農民は自給自足できるように

なった。

同様に、ブルキナファソのような国も足踏み状態を脱出し、たった 10年のうちに住民

1人あたりのカロリーを 25パーセント増やすことに成功した。この国はかなり厳しい状

況におかれていたのにこれが成功したのは、農業投資を引き上げ、自作農の増産意欲をそ

いでいた価格制限を取り払うような改革を行ったからだ 455。

アフリカの自作農民は、はるかに多くの食料を作り出す大きな潜在能力を持っている。

FAOによると、「生産傾向を逆転させて、この地域で増えつつある人口の食料安全保障を

確保することは十分に可能である 456」。では、なぜそれがまだ起こっていないのだろう？

　国連の驚くほど率直な発表によると、「欠けているのは資金でも経済的解決策でもない

――貧困に正面から取り組む政治的な姿勢である 457」。国連によれば、食糧事情の改善に

何より重要なのは、貧しい人々の経済的、社会的、政治的権利を保障し、守る政治的義務

だ。土地の確保と、財産所有権、金融市場へのアクセス、有効な厚生当局、より良い教育

が、飢餓と貧困との戦いに一番大事な材料だ。

でも、1950年代後期の植民地解放以降、サブサハラのアフリカは政情不安、経済不安に

さいなまれ、内戦や民族紛争のない時期のほうが珍しかった 458。これに加え、この地方

は政治腐敗、不十分なインフラ、乏しい教育、政治的に決められた農作物価格に悩まされ

ていて、このすべてが農業発展の足枷となった。この結果が現在サブサハラの陥っている

食糧難だ。だからぼくたちが積極的にサブサハラのアフリカの経済改革、政治改革を保障

する政策を支援して、この地方が自給自足できるようにすることが必要なのだ。現在では

サブサハラのアフリカはようやく長期間にわたる足踏み状態を抜け出しつつあるようにみ

える。サブサハラのアフリカの経済は、人口増加率に満たない成長を 15年にわたって続

けた後、1998年には、人口増加を上回る成長に入って 4年目を迎えた。アジア危機で停

滞はしたけれど、2000年に成長がもっと加速したことで、この成長が賢明な経済的、政

治的イニシアティブの結果だったことはいまや明らかだ 459。
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栄養面で見ると、世界でもっとも人口の多い国である中国の発展はすばらしいものだっ

た 460。中国は現在のところ、世界の農地の 15分の 1で世界人口の 5分の 1以上を養っ

ている。1949年に共産党が政権を握ってから、中国は安い労働力、農民に対する価格最

高限度の設定、食料配給に基づく大規模な工業化計画を開始した。この政策は農業に問題

を引き起こし、1959年から 1962年にかけて中国は大規模な飢饉を経験し、およそ 3,000

万人が死亡した（図 13参照）。

これをきっかけに、中国は猛然と緑の革命に打ちこんだ。高収量作物、灌漑、肥料が導

入された。でもこの努力にもかかわらず、中国人が実感できるような豊さの改善はまった

くなかった。問題は、人民公社による集団農業が人々に労働意欲を与えず、農家の生産性

が低いままだったことだ。

1970年代後半に中国指導部によって開始された「改革・開放路線」によって重大な変

化が起きた。これが価格の上昇と、柔軟性の向上を可能にした。同じくらい重大だったの

が、私有財産の所有と商品販売が認められたことだった。これで中国の潜在生産力は解き

放たれ、劇的な生産拡大が起きた 461。人口は 1979–1984年に年間 1.3パーセント増加し

たのに対し、農業生産高は年 11.8パーセントも増えた。FAOの見積もりでは、少なくと

もこの成長の半分は個人所有の土地によるものだ。1978年以降、農作物の価値は 2倍に

なり、8億人以上の中国の農民に大きな利益をもたらした：農村の収入は年間優に 15パー

セントも増え、貧しい人々の割合は 33 パーセントから 12 パーセントに下がった。同時

に、農業に従事する人々の数は 5 人あたり約 4 人だったのが、2 人に 1 人にまで減った
462。結果として中国の人々は、今日でははるかに多くの食料を得ることになった。飢え

に直面する人々の割合は 4分の 1に低下し、今日では中国の子供たちの身長は高くなり、

体重も増えた。これは栄養水準が向上したことをはっきりと示している 463。おそらく何

よりめざましいのは、1960年代初頭には 1人あたりの摂取カロリー量が飢餓水準の 1,500

キロカロリーだった中国が、1998年には約 2倍の 2,973キロカロリーを達成したという

ことだ 464。

5.7 結論

「人類を養うための戦いは終わった」。発展途上国での食料問題は「解決困難な問題」の

象徴だった。ぼくたちは悲劇的な結末を迎えると長年にわたって聞かされてきた。世界に

十分な食料がない、と。でも終末の日のビジョンは、現実とは何の関係もなかった。実際
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のところあらゆる点で、人類の栄養状態は今や改善された。緑の革命は勝利をおさめた。

発展途上国での生産量は 3倍になったし、1人あたりのカロリー摂取量は 38パーセント

増加した。飢えている人々の割合は 35 パーセントから 18 パーセントに減り、今日では

20億以上の人々が飢えずに済むようになった。

とはいえ、今後やるべきことはまだまだたくさんある。アフリカは立ち直ってもっと多

くの食料を生産しなきゃダメだ。でもここで見てきたように、これは農業的には可能だ；

問題は主に、抑圧的な政治的状況や経済状態次第なのだ。ぼくたちは国際協力を通じてこ

れらの状況が確実に改善されるよう見届ける責任がある。これが実現した好例が中国だ。

貧しい後進国だった 1950年代から、中国は近代的な生産方式と民営化への投資ですばら

しい発展を遂げた――飢餓状態から、世界人口の 5分の 1を十分に養える栄養状態になっ

たのだ。

そうは言っても、2050年までには世界人口は 33億増加する予定だ。全員に食料を確保

することが可能だろうか？　エーリックもブラウンも、食料生産は破綻すると言い続けて

いる――ぼくたちは今度こそ、大惨事の始まりを目にしようとしていると。レスター・ブ

ラウンは、今日の食料生産は「その勢いを急激に失いつつある 465」と述べている。第 III

部では、かれらが相変わらずまちがっていることを見てやろう。

インフレ調整済み GDPは豊さの指標として適当か？

　国の富について概観しようとすると、いろいろ問題が出てくる。ものさしとして最も頻

繁に使われるのが GNP（国民総生産）、もしくは GDP（国内総生産）だ。これらの統計

はほとんどの国々で長期間について簡単に入手できるからだ 466。物知り顔の経済学者た

ちは、ちょっとちがう数字を使うべきだ 467 と言うかもしれないけれど、実際には大した

ちがいはない。

5.7.1 副業と女性の仕事が含まれない

　それでも、GDP を富の指標に使うにはいくらかの基本的な問題がある。1 つ目は、

GDPは正式な市場の外で生じる生産を含まないということだ。もしもぼくたちが自分た

ちでガレージを建てたり雨樋を直したりしても、これは国民会計には計上されない。市場

外の仕事のほとんどは女性の手による。特に第三世界では、女性は料理や育児をしてい

て、その労働はどこにも計上されない。国連は世界の生産のほぼ 3分の 1が非公式で、そ

の 3分の 2以上が女性によると見込んでいる 468。同様に、GDPは地下経済を考慮に入

れていない。人々が副業に従事しても国民会計には計上されない。地下経済は、文字通り

地下だから正確には計れないけれど、推定ではアメリカで 9パーセント、イギリスで 13

パーセント、経済協力開発機構（OECD）全体で 17 パーセントを占めているとされる。
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発展途上国においての割合はもっと大きい――ナイジェリアの地下経済は、公的な GDP

のおよそ 4 分の 3 の規模だ 469。また、GDP は計算できる全てのコストを含んでいる。

つまりぼくたちを決して裕福にはしないコストも含まれているということだ：事故や病

気の被害者の治療、離れつつある家と職場間の通勤コスト、環境問題への取り組み 470。

GDPは寒い国では自動的にはねあがる。暖かい気候の人々に比べて暖房にコストがかか

るからだ 471。

　これらの問題は、確かに GDPを実際の富のものさしとして使うことを難しくしてしま

う。それでも、GDP は富の指標として適当だと主張できる。あるデンマークの調査で、

もっと正確な指標を使おうという試みがなされたけれど、結果は国民統計とほとんど違

わなかった 472。それに GDPは、一般には値そのものをどうこうするのではなく、他の

GDP（以前の、あるいは他の国の）と比較するために使われる 473。実際、前述のデン

マークの研究で過去 20年の発展を比較してみたけれど、もっと正確な指標で得られた結

果は、従来の消費統計による結果とほとんど違わなかった 474。

5.7.2 長期間にわたる場合の問題

　それでも、GDPを富の指標として長期間にわたって使うことには問題がある。発展に

ともない、非公式経済と不正経済の双方の規模がだんだんと小さくなるからだ。女性が労

働市場に参加するにしたがい、女性の仕事がだんだんと公的な経済の一部となり、した

がって GDPの一部として計上される。ぼくたちの子供がいまや、給料をもらっている保

育士に世話をされ、家はサービス会社に掃除してもらっている今日の状況は、統計上で

は、実際よりも裕福になったかのような結果となる。

　だから GDPの計算は、発展を過大評価する傾向があることに留意すること。でも発展

を過小評価するという正反対の傾向もあり、近年ではそれが議論の的となっている。異な

る時期に稼いだ金額を比べる場合、数字はインフレを考慮に入れて補正しなきゃいけな

い。これは消費者物価指数（CPI）というものを使うことが多い。この数字は、たとえば

昔の 1ドルは今日ではいくらに値するかといったことを示す。1913年には 1ドルで今日

の 17ドル分の物を買うことができた 475。もし 1913年に平均的なアメリカ人が 511ドル

を稼いだなら、これが 2000 年には 8,687 ドルに相当するということを CPI は教えてく

れる 476。でも問題は、この物価指数を正確に計算するのはとても難しいということだ。

商品は単純にインフレのせいで高くなったり、産業化と大量生産のせいで安くなったりは

しないからだ。同じ商品の質が向上することもあって、急速に変化する経済においては価

値を補正するのがすごく難しい 477。ビデオデッキ、電子レンジ、パソコンはもっと安く、

質が良くなり、ずっとすぐれた機能を備えるようになった。でもそれが指数に初めて組み

入れられたのは、市場に出回るようになって 10年以上も経ってからで、価格が 80パーセ

ント以上下がったときだった 478。結果的に、CPI はビデオデッキの向上を過小評価し、

インフレを過大評価する傾向をもつことになる 479。
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　でも、実際にビデオデッキみたいな各種商品がどれだけよくなったかを計るのはほとん

ど不可能だと証明されている。イェール大学の経済学教授ウィリアム・ノードハウスは、

有史以前の炎からバビロニアランプ、ガス灯、電球、新しい蛍光灯にいたるまでの照明の

実際コストの低下を CPI予測と比較しつつ試算した。CPI指数は過去 200年間の品質向

上の大部分を見逃してしまったらしく、今日の照明の CPI修正価格は実際より 1,000倍

以上も高かった 480。ノードハウスは、この結果は照明に限られたことではなく、全収入

の 30–70 パーセントを占める他の多数の画期的な商品やサービスについても当てはまる

と論じている。したがって、過去 200 年間のアメリカ人の収入について行われた従来の

CPI分析は、実際収入の向上を過小評価し、300–1,500パーセント見誤っている可能性が

ある 481。アメリカボスキン委員会 (American Boskin Commission) は、CPIはインフ

レを 1年当たり 1パーセントあまり、過去 25年間ではおよそ 30パーセント過大評価し

ていると見積もっている 482。

　このように、非公式経済、あるいは不正経済を広く包括するため、GDPは時を経るに

つれて、富を全般的に過大評価してしまう傾向にあるということをさっき見てきた。とこ

ろがこんどは、GDPで計った経済成長は、インフレ調整によってすさまじく過小評価さ

れてしまうこともわかった。だから GDP指標は、たぶんそこそこ適切な富の指標となっ

ていて、長期的には富を過大評価するよりも過小評価しがちなのだ、と結論づけていいだ

ろう。
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ここ数百年間で、ぼくたちは過去のどの時代よりも豊かになった。これはいろいろな方

法で示せるけれど（そのいくつかを後で見よう）、一番わかりやすい方法は、1 人あたり

の生産を見ることだ。これが平均的な一個人がどのくらい買い物できるかの物差しになる

483。図 29は過去 2000 年にわたる世界的な GDP の成長を見積もったものだ。歴史のほ

とんどをずっと 400ドルで過ごした後、1800年に 700ドルを超え、その 200年後には平

均して 8倍も豊かになっている 484。

0

1

2

3

4

5

6

0

20
0

40
0

60
0

80
0

10
00

12
00

14
00

16
00

18
00

20
00

1

�
�
�
�G

D
P

 , 
$1

00
0 

(1
99

0 
P

P
P

$)

図 29: 推計一人あたり GDP 0–2000CE。この推計はさらに遡って 1,000,000 BCE

まで計算されている（がほとんど変わらない）。ちょっと下がっているのは 1930年

代の大恐慌. 出所: DeLong 2000a.
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年$及び 2000 年ポンド換算、2000 年為替レートで表示（GBP/USD=1.52, HM

Treasury 2001:16). 出所: UK: 1756–1846: Floud and Harris 1996:55, 1830–

1975: Flora et al. 1983:366–9, 1960–97 World Bank 1999a, 1975–99: HM

Treasury 2000:4, 2001:4, ONS 2001d, UK CPI 2001. US: 1789–1988: Mitchell

1993: 748, 749, 753, 761, BEA 2000, 2001a, CPI 2001.

図 30を見れば、アメリカ人 1人あたりの生産が 1789年以降 36倍に増えたことがわか

る 485。同様にイギリスは 1756 年から 20 倍の増加を遂げた。2000年に、平均的なアメ

リカ人 1人がアメリカ経済にもたらした財とサービスは 36,200ドルにのぼる。18世紀の

終わりの平均的なアメリカ人 1 人あたりの生産は、現在のドルに換算すると、たったの

996ドルだ 486。平均的なイギリス人の生産は 2000年に 15,700ポンドだけれど、1756年

の時点では現在のポンドに換算すると、たった 792ポンドだった。

この推移はアメリカやイギリスに限ったものじゃない。図 31を見れば、程度は地域に

よってまちまちではあっても、世界各地で 1人あたりの GDPがかなり成長したことがわ

かる：西ヨーロッパは 13倍の向上を見せており、ヨーロッパ周辺が 9倍、ラテンアメリ

カが 7倍、アジアが 8倍、アフリカが 4倍だ。

発展は最初に欧米諸国で始まったから、欧米諸国がはるかに先んじてはいる 487。でも

戦後の 1人あたりの所得は先進国、発展途上国の両方で一様にすばらしく向上した。戦後

ずっと、先進国の人々は発展途上国の約 6倍の所得を手にしている 488。図 32を見ると、

1950–1995年に平均所得は先進国で 218パーセント、発展途上国では 201パーセント増
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図 31: 世界各地の一人当たり GDP 1985US$換算, 1820–1989。西欧中核は英独仏

米など主要な資本主義国. 欧州周辺は、ギリシャ、アイルランド、スペイン、ソ連な

ど。出所: Maddison 1994:22–3.

えたことがわかる。

この期間の発展途上国の年間成長率は 4.2パーセントだったのに、先進国ではたったの

3.2パーセントだった。でも発展途上国が先進国に追いつかなかったのは、同じ時期に人

口が先進国より高い割合で成長していたからだ。

6.1 貧困と分配

ぼくたちは、発展途上国での生活状態は悪化しつつあり、貧しい人々の割合は増えてい

ると信じがちだけれど、証拠ははっきりとその逆を示している。事実、国連は 1997年の

報告の中で貧困と貧富の差についてこう記している：「これまでの大きな進歩を認識して

いる人は少ない。過去 50年間に、貧困はそれに先立つ 500年よりも大きな減少を見せた。

ほとんどの国において、何らかの点で貧困削減が見られている 489」。同様に、世界銀行は

1998年にこう記している：

発展途上国での貧困の緩和にはすばらしい進歩が見られた。過去 40年間、各地

で社会指標の向上が見られている。過去 20年間に、東アジアでは貧困が大幅に緩

和された：1970年代中盤には 10人のうち 6人が 1日あたり 1ドル以下で暮らして
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図 32: 先進国と途上国の一人当たり GDP 1985 PPP$換算, 1950–95. 両グラフの

目盛りが違うことに注意。出所: Summers and Heston 1991, 1995, World Bank

1997.

いたのが、1990年代中盤には 10人に 2人に減った。過去数年の間にも、南アジア

の大部分、中東の一部、北アフリカとラテンアメリカで貧困の緩和が見られている

490。

国連はこの進歩は全般的なものだと強調している：

20世紀の貧困緩和における加速的な進歩は、19世紀のヨーロッパと北アメリカ

で始まった――これは今では貧困と人間性喪失からの大躍進として見ることができ

る。この躍進は産業革命のふもとで始まり、所得の増加と、公衆衛生の向上、教育、

そして社会保障プログラムといった形をとった（後略）。

二度目の大躍進は 1950年代に発展途上国で始まった。植民地主義が終わって、教育と

健康の向上と加速した経済発展が続いたために、貧困は大幅に緩和された。20世紀末ま

でには、世界人口のうち 30–40億人ほどは生活水準の大幅な向上を体験し、およそ 40–50

億人が、基礎教育と医療にアクセスできるようになる予定だ 491。

発展途上国の状況が大きく改善されたことを忘れないようにしよう。人々ははるかに豊

かになり、1人あたりの実質的な所得は 3倍になった。

でも世界銀行と国連はどちらも、まだ先は長いと強調する：「この進歩にもかかわらず、

まだやるべきことは多い 492」。1987年には、11.8億人が 1985年の 1ドルにも満たない
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図 33: 各種の貧困定義と考慮範囲に基づく貧困者比率 502, 1950–98。出所: World

Bank 1995b:5, 2001a:23, Barry et al. 1983:341, 1991:73, 77, Grigg 1993: 69.

Hopkins は Griggで参照されている。

額で 1日を暮らしていた（現在ドル換算で年間 565ドル）。これが世界銀行の使っている

貧困水準だ 493。貧困者の数は 1990年代初頭には 13億に増え、1990年代の終わりにか

けてふたたび減少した――1998 年には貧困者数は 12 億に戻った。同時に起こった人口

増加のため、1987年に 28.3パーセントだった第三世界の貧困者比率は、1998年には 24

パーセントに減少した 494。これらのデータは 1950年以降の歴史的推定値と共に図 33に

示されている。貧困者の総数はほぼ同じ（12億）でとどまっているけれど、貧困者の占め

る割合は 1950年の約 50パーセントから半分以下になったことがよくわかる 495。だから

過去 50年間では、およそ 34億人が貧困ではなくなったわけだ 496。

問題はもちろん、成長には何が必要か、そしてこの成長は、富の分配にどんな影響をも

たらすかということだ。一般的には、長期間にわたる成長を確保する最良の方法は、物

理的資本（たとえば機械類）と、人々（教育）への大規模な投資にあることが、調査でわ

かっている。これに加えて、国際貿易と投資、経済的自由を促進する、開放経済であるこ

とが必要だ。これがテクノロジーや経営理念の交換を促すからだ。最後に、経済、政治の

双方に適度な安定性も必須だ 497。

歴史的にみられる経済成長の成り行きは、貧富の差がまず増大し、その後安定し、その

国がだんだんと豊かになるにつれて、貧富の差が減っていくというものらしいことがしば

しば指摘されている。このパターンはクズネッツ曲線として知られている 498。成長の推

進力である工業化が大都市の出現を招くということが、この一連の事象が起こる理由のひ
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とつだ。農村地域よりも都市においての方が、貧富の差が大きいことが多いからだ。

クズネッツ曲線において、貧富の差を増大させるのは発展だ。でも最近の調査では、貧

富の差は発展と成長にマイナスの影響を及ぼすらしい 499。その典型的な例は韓国とフィ

リピンで見られた。1965年には、この 2国において 1人あたりの GDP、人口、都市化の

度合い、教育等々はほぼ同じだった。しかしながら、貧富の差はフィリピンの方がずっと

極端だった 500。その後の成長は韓国がはるかにまさっていた：フィリピンの年間 2パー

セントにくらべ、韓国の成長は年間 6 パーセントだった。国連もこの見方を支持してい

て、最も大きな成長を遂げた国々は「成長の程度だけでなく、質にも重点をおいてきた。

国民のため一定の正義を確保し、健康、教育、仕事を改善した 501」と述べている。

6.2 拡大する貧富の差？

国連開発計画（UNDP）は貧富の差が世界的に増大したことを強調する 503。貧富の差

はたいていジニ係数と呼ばれるものではかられる。ジニ係数がゼロに近いほど、ほとんど

全員が同じだけのものを持っている。また、係数が 1に近ければ、ほとんどすべてがごく

わずかな人々に所有される。ジニ係数は、非常に裕福な人が、ごく貧しい人に比べてどれ

だけ物を持っているか教えてくれる。

UNDPは世界中で最も裕福な人々 20パーセントと、最も貧しい人々 20パーセントの

関係を見たシンプルなジニ係数を示した。1 人あたりの GDP については、1960 年の比

率は 30:1だった。すなわち、最も裕福な 20パーセントは最も貧しい 20パーセントにく

らべて 30倍多く稼いでいるのだ。1991年にはこの比率が 61:1に増え、1994年には 78:1

になった。このよく引用される統計は「裕福な人と貧しい人の間の、日ごとに広がる世界

的な溝」として解釈されている 504。

でもこの UNDPの数字の困ったところは、異なる国々の GDPを比べるのに国際為替

レートを使っていることだ。経済学者たちは、裕福な国ほど、高い価格水準を持つ傾向に

あることを昔から知っていた 505。経済成長は、まずサービスではなく、製造業の生産性

が増加することで推進されるからだ――10年の間に、労働時間 1時間あたり 2倍の機械

を生産できるようになるというのは簡単に想像できるが、執事が 1時間あたり 2倍生産的

になるとは考えにくい。製品の生産が増加すれば賃金も増え、これがサービス業の賃金を

つりあげる。サービス業が前より生産的になったわけではなくても。国際貿易の大部分を

占めるのは製品だから、貿易に関わりがないサービス業の賃金の増加は為替レートにあま

り影響しない。

だから製造業での賃金増加は、国の富の増加を十分に反映するけれど、サービス賃金の

増加は、国の富の増加を反映しない。ぼくたちがアメリカ人の豊かさをエチオピア人と比
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べる場合、全てをドルに換算し、アメリカ人がたくさんの製品を生産すること（本当の富）

だけでなく、執事のコスト（過大な価格水準からくる見せかけの富）も計算に入れてしま

う。要するに、この比較はアメリカ人の富を、エチオピア人の富に比べてはるかに過大評

価する傾向にあるのだ。

言いかえれば、エチオピアの通貨ブルをドルに換算すると、エチオピアの人がアメリ

カで何を買えるかについての目安になるけれど、そんな比較に意味があるケースはほと

んどない。もっとずっと大事なのは、エチオピア人がエチオピアでどれだけ買えるかだ。

これをはかるため、国連は購買力平価（PPP）指数、すなわち、人々の金が実際にその

地域で何を買えるかはかる指数を確立する調査プログラムを始めた 506。ニュース週刊誌

『エコノミスト』（英）は、もっと気軽な試みとして独自にビッグマック指数なるものを作

り、PPP指数を試している。これはビッグマックのような規格化された商品が、それぞ

れの国でいくらするかを示す。結果は実は驚くほど PPP指数に近い 507。エチオピア人

にとって、為替レートと PPP の違いは重大だ：従来の為替レートによる計算では、US

ドルに換算して年に 100ドルを稼いでいることになっていたのに、PPPによる計算では

450ドルだ。もしこのエチオピア人の実際の豊かさを知りたければ、かれは地元の購買力

では 450ドルを稼いでいると言う方が理にかなっている 508。

PPPは、今では為替レートを使った比較よりも優れているとほとんどの国際機関が評

価しており、経済学者はこの使用が「大幅な改善」で新しい「業界水準」を定めるものだ

と見なしている 510。実際、UNDPはこのプログラムの余力を、PPPドルに基づく各国

の 1人あたり所得評価につぎこんだ 511。だから UNDPが貧富の差を見積もる際に、わ

ざわざ為替レートベースの数字を使ったことには驚かされる。これは信頼性の低い比較結

果をもたらし、貧富の差を大幅に誇張してしまうことが知られているからだ。でも本当の

貧富の差を PPPドルではかるなら（エチオピア人がエチオピアでどれだけ買い物をでき

るか vs.アメリカ人がアメリカでどれだけ買い物ができるか）結果は図 34の通りだ。最も

裕福な人々 20パーセントと最も貧しい人々 20パーセントの相対的なギャップ、および裕

福層 30パーセントと貧困層 30パーセントの間の相対的なギャップは、2倍どころか増え

てさえいない。どちらかといえばちょっと減っていることが見てとれる。この結果は他の

PPPドルによる貧富の差の研究とも一貫している 512。これは世界で最も弱い部分でさえ

さらなる物質的繁栄に向けてしっかり発展をとげると確信させてくれる、説得力のある証

拠だ。

もっと長いタイムスケールで見てやると、1800 年から 2100 年にかけての貧富の差の

推移を示したのが図 35だ。1820 年には 2 を少し上回る程度だった貧富の差（先進国の

人々が、発展途上国の人々の 2 倍を少し上回る所得を得ている状態）は大幅な上昇を見
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図 34: PPP$で見た一人当たり GDPで、世界の最貧と最富それぞれ 20パーセント

と 30 パーセントずつの相関, 1960–97。出所: Summers and Heston 1991, 1995,

World Bank 1999a509.

せ、1960年代には 7近くでピークに達した。そもそもこの貧富の差の上昇は、先進国の

産業革命が 1人あたり所得を急激に増加させたのに対して、発展途上国での 1人あたり所

得の増加がゆっくりだったために起こった 513。大筋で言えば、産業革命が成長率を助長

し、発展途上国がとりのこされたために貧富の差が増大したわけだ 514。

1950年代以降、発展途上国は高度経済成長をとげてだんだん追いついてきた。1970年

から 1992年にかけて、発展途上国での 1人あたり成長率は先進国を上回り、不平等格差

を 7から 6以下に下げた 515。図 34に見られるように、この事実はまた全世界的にも貧富

の差が減ってきたことを示している 516。

貧富の差の先行きを正確に予測するのはもちろん難しい。でも国連の気候パネル

(IPCC) のシナリオを見ることで、予期される発展がどんなものか感じをつかめる。こ

れは 21世紀末までに予測される未来の主な特徴を広くカバーしようとして作られている
517。図 35の 6つのシナリオ全てが、貧富の差の世界的な縮小を示している；最も悲観的

なシナリオでも、1990年に 6をちょっと下回っていた貧富の差が、2100年には 3余りと、

ほぼ半分になる。一方で最も楽観的なシナリオでは、貧富の差はほぼ根絶されて 1.4に下

がる見込みだ（先進国の人々が、発展途上国の人々よりちょうど 40パーセント多くを得

る状態）。このように、貧富の差は過去 30年間にわたって下がっただけでなく、21世紀

のほとんどを通してさらに下がり続けると信じるにはそれなりの根拠があるのだ 518。

最後に、貧富の差について議論するにあたり、ワールドウォッチ研究所とユニセフが、

裕福な人と貧しい人の差がドルの絶対額で見ると広がってきたと示すのが大好きだとい



6.2 拡大する貧富の差？ 107

0

1

2

3

4

5

6

7

1800 1850 1900 1950 2000 2050 2100

�
�

�
�
�/

�
�
�
�
�

Maddison
A1
A1G
A1T
A2
B1
B2

図 35: 先進国と途上国の一人当たり所得の比率、1820–2100, PPP$。1820–1992

は OECD実績データ、1990–2100予測値は UN気象パネルの 6つの主要シナリオ

に基づく。出所: Maddison 1995a:226–7, IPCC 2000b519.

うことに触れておこう 520。でもこれは数学的にあたりまえなのだ。裕福な人と貧しい人

は、定義からしてちがった富の水準から出発していて、そしてその富の年間伸び率がほぼ

同じなら（さっき図 32で見たように）、裕福な人と貧しい人の絶対差はもちろん増加する。

個人所得がもっとも高い 20パーセントと低い 20パーセントの一人当たり所得の比率は、

1960年からほとんど変わらない。それでも所得そのものをはかって、格差が大幅に増大

したと言うワールドウォッチ研究所に従うなら、たとえばイギリスやアメリカの所得分布

について同じことを言えるかどうかじっくり考えるべきだろう。

1800 年のイギリスでの所得分布は、たぶん現在よりも格差が大きかった 521。当時は

最も貧しい 20 パーセントが、1 日に多くて現在の 300 ポンド、裕福な 20 パーセントが

1,650 ポンドを稼いでいた 522。今日では貧しい 20 パーセントが 5,500 ポンド、裕福な

20 パーセントが 30,000 ポンドほど稼いでいる。裕福な人々と貧乏な人々との所得比率

がすこし下がり、経済学者たちは、貧富の差は減少したと言うだろう 523。でもワールド

ウォッチ研究所の見方によれば、貧富の差は 1,350ポンドから 24,500ポンドと 18倍以上

も増えている。これで合っているだろうか？　貧しい人の暮らしは 18倍ひどくなったと

本当に信じる？　言いかえれば、今日のイギリスでの所得分布が極端に平等で、貧しい人

の所得が 14,000ポンド、裕福な人が 16,000ポンドだったとしよう。それでも貧富の差が

拡大したと本気で主張するだろうか（1,350ポンドから 2,000ポンドに）？ 524
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したがって全体的な結論としては、先進国と発展途上国の両方で、ほとんどの人々の実

所得が相当の増加を遂げ、過去 45年で平均 3倍になった一方で、貧富の差は 1960年代

にピークを迎えた後に減っており、今後も大幅に下がり続けるということになる。

でも疑問が 1つ残る。この成長から本当にだれもが利益を得ているのだろうか？

6.3 さらに貧しく？

直近の成長危機として大いに論議されたのは、1997年から 1998年にかけて東アジアで

起こったものだ。多くの資本流入が公的セクター、民間セクターの管理の甘さとあいまっ

て脆弱な経済環境をつくり、外部からのショックが引き金となって、地域内の緊密な資本

リンクを通して一帯に広がったのだ 525。1980 年代のラテンアメリカにおける累積債務

危機のようなものだけれど、今回は短かった 526。IMF (国際通貨基金) は 2000年 10月

にこう述べている。「1998年の世界的な活動の鈍化は前回の落ち込みに比べて浅く、迅速

な回復へと向かった。（中略）アジアでは 1997–98年の危機からのリバウンドが続いてお

り、1999年に 6パーセントだった成長は 2000年、2001年には 6.5パーセント以上に伸

びると予想される 527」。もっとも打撃を受けた 5 カ国のうち、韓国とフィリピンは、す

でに 1999年に危機以前の GDP レベルに戻っているし、マレーシアは 2000年、タイは

2001年に回復する予定で、一番ひどい打撃を受けたインドネシアは 2003年までかかるか

もしれない 528。このように、金融危機は深刻な損失を与えたものの、永久に成長を止め

はしなかった 529。

もっと深刻な話として、UNDPは 1996年の開発報告書で、約 15億の人々が、1990年

代の平均所得が、少なくともそれ以前のどこかの 10年より下がってしまった国に暮らし

ていると述べている 530。これはもちろん深刻だ。発展途上国の大部分が、世界的成長の

恩恵を受けていないということだもの。でもこれらの国々の多くが、経済危機や政治危

機、または戦争状態をごく最近経験していることに注意しよう。だから、こうした諸国の

一部でいま経済状態が悪いように見えるからといって、そんなに驚くこともないかもしれ

ない。

UNDPに名指しされたたくさんの国々を見ると、主な問題地域が 4つある。最初のグ

ループが、ロシア連邦を筆頭とする、2億以上の人口を抱えた旧ソビエト連邦（現在は独

立国家共同体 CIS）だ 531。1992年の「ショック改革」開始以降、ロシアの工業生産はほ

ぼ 50 パーセント落ち込み、所得は 40 パーセント下がり、物価は 2,500 パーセント以上

跳ね上がった。国家財政の厳しさから、社会的セーフティネットが大幅に弱まった――人

口の 44パーセントが PPPにして 1日あたりわずか 4ドル以下という現地の貧困水準を

下回る暮らしをしている 532。1997年に――1990 年以降初めて――わずかに GDP が伸
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びたものの、ロシアは 1998年 8月に新たな危機を迎え、生産はふたたび落ち込み、1999

年にやっと成長が 3.2パーセントに回復した 533。この成長はほとんどがエネルギー輸出

に高い価格をつけ、輸入を抑えたことによるものだったけれど、生産の実質的成長がいま

や目に見えるものになってきて、2000年に 7パーセント、2001年の成長は 4パーセント

だ 534。世界銀行の予測では、CIS の今後 10 年の成長は年率 2.6 パーセントとの見通し

だ 535。そうは言っても、そんな長期的な成長は未だ財政問題、構造問題と取り組む必要

があるロシア次第であり、今のところ政治的状況も芳しくない中では進展も限られたもの

でしかない。

2つ目のグループはラテンアメリカ諸国（チリを除く）だ。1.74億の人口を抱えるブラ

ジル 536 が良い例だ。2桁台の成長を見せた 1960年代のブラジルは「奇跡の経済」を誇っ

た。しかし、国家財政のずさんな管理と、経済への政治干渉が強いお国柄のため、すさま

じい財政赤字が生まれた。同時に、賃金の物価スライドと厳しい為替コントロールが極端

なインフレをもたらし、1994年初頭にはインフレ率が 5,000パーセントを記録した。新

通貨レアルと、厳しい金融政策が導入された現在、前より安定した発展の可能性も見えつ

つある。成長はまだゆっくりしたものだが、1990年代後期の 1人あたり GDPは、一貫

して前年の数字を上回っていることが図 36でも明らかだ 537。

1.01億の人口を抱える 538 メキシコも同様だ 539。大規模な財政赤字、インフレ抑制の

ための高い金利、そして 1994年のチアパスでの暴動が、ペソの崩壊と財政、金融政策の

締め付けを招いた。でもメキシコは 1999–2001年に 1人あたり 2–5パーセントの成長率

を記録し、何とか危機を脱出したようだ 540。改革のおかげで経済も強化され、国全体が

開かれて競争を受け入れ始めた。2000年の 1人あたり実質所得は、これまでの最高だっ

た 1981年の額を再度超えた（図 36参照）。

3つ目はいくつもの石油産出国で構成されるグループだ。この諸国は石油危機の始まり

から 1980年代半ばまで、原油に高値を設定してたくさん稼いだ。あいにくこの収入のほ

とんどは消費されてしまい、現在では原油がはるかに安値になったために（最近では 1999

年以降少し上昇は見せてはいるけれど）これらの国々の多くは大幅な減収となった 541。

最後がサブサハラの国々の大きなグループだ。ほとんどの国が非常に低い成長、あるい

はマイナス成長さえも経験している。この国々を総合すると、1965年以降は年間 0.2パー

セントのマイナス成長が続いている 542。なぜサブサハラのアフリカが順調な発展を遂げ

られないのかは前に見た通りだが、やはりその理由は主に政治問題と民族紛争にある。こ

れはもちろん世界の発展には大きな問題だ。でも理由の一部は、生産が為替レートをもと

に計られることでもある。前にも述べたように、為替レートは貿易品の成長のみをはかる

ため、本当の姿をかなりゆがめてしまうからだ。
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図 36: ブラジルとメキシコの一人当たり実質現地通貨 GDP, 1960–2001, サブ

サハラアフリカの一人当たり実質 PPP$ GDP, 1950–92。1990=1 の指標。出所:

World Bank 1999a, IMF 2000e, WRI 1996.

繰り返しになるけれど、ドルがエチオピアでどれだけの価値を持つかは同国の国民ほと

んどにはどうでもよくて、エチオピア通貨ブルで何が買えるかこそが重要だ。だからぼく

たちは PPPドルで状況を見るべきで、そうすると結果はまるでちがってくる。図 36を見

れば、1980年代にはあまり成長が見られなかったものの、サブサハラのアフリカでの 1人

あたりの実質所得が 1950年から 1992年までの間にほぼ 2倍になったことがわかる 543。

UNDPは、15億の人々が、過去の方が平均所得の高かった国に住んでいると強調して

いる。UNDPの言葉にはなかなか力がこもっている：「世界人口の 4分の 1は成長に見捨

てられたのだ 544」。しかしながら、サブサハラのアフリカに関しては、そもそもアメリカ

ドルに基づいて比較をすることが不合理だろう。この地域では過去 42年の間に PPPで

75パーセント所得が増加している。それに「成長に見捨てられた」という言葉はメキシコ

やブラジルには当てはまらない。所得はそれぞれ 2倍、3倍に増加したし、どちらも過去

40年間に 1人あたりの所得は過去最高を記録している。だから国連が、成長に見捨てら

れたと主張できるのは多くても世界人口の 10分の 1だろう。

この 10分の 1が住んでいるのは主に旧ソビエト連邦と、石油資源に恵まれたアラブ諸

国だ。これらの地域に共通しているのは、経済に構造的な問題があること、そして政治不

安、経済不安の結果として必要とされる調整が、不運にも所得に大幅な減少をもたらして

しまったことだ。でもこれらの地域での政治的決断の歴史や、世界経済に占めるポジショ
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ンを考えると、どのみちこうした調整が必要だったんじゃないだろうかとも考えられる

545。成長がこの国々を見捨てたと主張するのは行き過ぎだとしか思えない。この国々が

ふたたび 1人あたりの所得を大きく伸ばし、過去の最高記録を塗り替えることがないと決

めてかかる理由はまったくないように思われる。

だからと言って、これらの国々やその他の経済の低迷が、深刻じゃないと解釈されるの

は困る。でも状況の全体像をつかんでおくことは大事だ。発展途上国の人口の 85パーセ

ント以上（また、世界の 90パーセント）が、今までになく豊かになっているのだ。

6.4 増えた消費財

富の発展は、もっと具体的なマーカーを調べても評価できる――たとえば、どれだけの

人々がいろんな消費財を持っているか。アメリカにおいての結果をまとめたのが図 37だ。

重要な家財の多くに大幅な増加が見られ、20世紀の間にどれほど大きく環境が改善され

たかがわかる。今やぼくたちはこの家財のほとんどを当たり前に思っているけれど。

1980 年代にはほとんど全世帯が電子レンジとビデオデッキを揃え、全家庭のほぼ 70

パーセントが過去 30 年間にケーブルテレビを導入した。1950 年代には信じられないよ

うな率でテレビがアメリカ家庭に導入された。1948年のテレビ普及率は 0.4パーセント

だったのが、1960年には 87パーセントに増え、1970年から 1990年にかけてこのテレビ

のほとんどがカラーテレビに替わった 546。1976年に最初のパソコンが登場して以来、コ

ンピュータを購入する家庭は増え続けた――1990 年から 2000 年の間に普及率は 3 倍に

増加し 51パーセントとなった。

20世紀初頭には全家庭の 5パーセントというつつましやかな存在だった電話は、ほと

んどどこにでもある存在として家族や友人とのコミュニケーションをすぐに提供してくれ

るようになった。携帯電話はもっと速い伸びを見せた。1990年から 1998年の間に 13倍

に増加し、アメリカ人の 4人に 1人が携帯電話を持つようになった 547。携帯電話は新た

な自由を与えてくれた：いつでも好きなときにコミュニケーションできるのだ 548。電話

と携帯電話は映画を見に行く約束をする可能性だけではなく、世界を広く旅するように

なったぼくたちが出会う人全てと連絡をとる可能性も与えてくれた。

アメリカの航空会社を利用して海外旅行をするアメリカ人は 6 倍以上に増えた。1960

年には、年に人口の約 1.5 パーセントだったのが 1999 年にはほぼ 10 パーセントになっ

たのだ。この傾向は世界中で見られ、旅行者の割合は 1960年からほぼ 6倍に増え、2010

年までにさらに 35パーセント増加する見込みだ 549。世界的に、航空交通は 1950年から

50倍に増加し、1998年には地球人 1人あたり 442kmを飛んでいる計算になった 550。

ぼくたちはまた、車によって大きな機動力を手に入れた。1900年には車はないも同然



112 第 6章 繁栄

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

�
�
�
�
�
�

��

�	


�

�


TV

����TV


����

VCR

������

���

�

���

� !

"#�

図 37: 20 世紀中のアメリカの各種消費財世帯保有率。世帯数: USBC 1975:41,

1999a:60, 2000a. 洗濯機、掃除機、電灯、冷蔵庫: Lebergott 1993:113, EIA 1999a.

水洗便所: Lebergott 1993:102. ラジオ、テレビ: USBC 1975:796, 1999a:885. 電

話: USBC 1975:783, 1999a:885. 自動車: FHWA 1996–9, Lebergott 1976: 289–

90, USBC 1999a:878. ケーブルテレビ、ビデオ: USBC 1999a:885, 581. コ

ンピュータ: EIA 1999:14, Kominski and Newburger 1999:15, NTIA 1999:10,

2000:30.

だったが、1929年には車を持っている家庭は全家庭の約 60パーセントを占めるまでに急

上昇した。世界大恐慌、第二次世界大戦と激動の時代を経て、1960年には車を持ってい

る家庭は約 80パーセントに、そこからまた少しずつ伸びて、1998年までには 90パーセ

ント以上に増えた。世界的に見ると、1950年には 48人に 1台だったのが、1999年には

12人足らずに 1台と、車を持つ人は 4倍以上に増えた 552。

もっとさかのぼって比較をすると、メリットはもっと明らかになる。ぼくたちは石炭で

暖をとるのをやめ、今日では代わりにガスか灯油を燃やすセントラルヒーティングか地域

暖房を使っている。もうカーペット、家具、カーテン、寝具についたすすを掃除する必要

はないし、寒い季節がくるたびに 6 トンの石炭をシャベルで暖炉に運ぶこともない――

毎週平均して 6時間をかけていた仕事だ 553。現在ぼくたちの 3分の 2が洗濯機を持って

いるし、冷蔵庫だってほとんど誰でも持っている。洗濯機は、特に女性にとってすばらし

く便利だった。歴史経済学者スタンレー・リバーゴットは半ば真面目にこう述べている：
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「1620年から 1920年までの間、アメリカの洗濯機は主婦だった 554」。1900年には、家庭

の主婦は 800リットルの水を家に運び込み、洗濯板を使って週に 7時間を洗濯に費やして

いた 555。1985年にはこれが妻と夫を合わせて 3時間足らずで済むようになった 556。冷

蔵庫は 1回あたりの買い物の量を増やし、加工食品をずっと買いやすくしてくれた。これ

はぼくたちに自由時間が増えた理由の一部でもある。また、冷蔵庫のおかげでぼくたちは

食品を傷ませずに済むようになり、果物や野菜を使った健康的な食事が食べられるように

なった 557。所得が上がって、ぼくたちは外食の頻度を増やせるようになり、新しい経験

を楽しみ、また、退屈な雑用に費やしていた時間をずっと節約できるようになった 558。

同時に、生活の相対的コストはますます下がった。所得が上がったため、そして食料の

価格が 1957 年から比べて 3 分の 2 に下がったためだ 559。1900 年には、アメリカ人は

所得の 36パーセントを食料とその他の必需品につぎこんでいた。それが 1950年には 21

パーセント、1997年にはたった 11パーセントになった 560。アメリカの家庭はすばらし

く便利になったのに、費やされる額は所得の 15 パーセントで増えていない 561。今日で

は誰のところにも水道とトイレがあるけれど、20世紀初頭にこの貴重な設備を使うこと

ができたのは、それぞれ人口の 25パーセント、15パーセントだった 562。エアコンの普

及率は 1978年には 56パーセントだったが、1997年には 73パーセントに上がった 563。

1人あたりの居住スペースは 2倍以上になった。1910年にはアメリカ人 1人あたり 1室

以下だったのに、1997年には 2室以上になった 564。同じ傾向が多数の国々で見られてい

る（図 38参照）。また、環境も改善された。デンマークの都市部では、1976年から 1996

年の間に緑地面積が 2 倍になり 565、アパートの住民が悩まされていた交通騒音問題が、

1990 年以降大幅に減少した 566。同様に、アメリカでも深刻な空港の騒音に悩む人々が

1975年には 700万人いたのに、それが今じゃ 50万人以下に減少した 567。

これらの改善は発展途上国のほとんどでも同様だ。発展途上国でも、所得は上がり家財

は増えている（インドの場合については図 39、40参照）。でも発展途上国は通常、もっと

基本的で重要な問題に取り組む必要がある。きれいな水、教育、インフラの改善だ。これ

についてはすでに大きな進歩が見られている。今日では、発展途上国ではるかに多くの

人々がきれいな飲料水にアクセスできるようになった（p. 31, 図 5参照）568。所得がもっ

とも低い国々では、1975年にきれいな飲料水にアクセスできたのはたった 40パーセント

だった。これが 1990 年には 62 パーセントに増えた。同様に、整った下水設備にアクセ

スできる人々の割合はほぼ倍増した 569。こうした動きはどちらもすごく大事だ。下水設

備の欠如は飲料水の汚染を招くからだ。きれいな飲料水は人間の健康に欠かせない。汚染

された飲料水と適切な下水設備の欠如は、たとえば下痢などにより年間に 200万人の死を

引き起こし、5億人以上を重病にすると見込まれている 570。また発展途上国で 1人あた
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図 38: 英、米、デンマーク、仏、伊各国の一人当たり居室数, 1900–98. 出所: Flora

et al. 1987:295, 302, 311, 324, Lebergott 1976:258, Rector 1995:242–3, EIA

1995a, 1999a, USBC 1999a:873551.

りのエネルギーは増え、電気通信の容量は 2倍になった 571。最後に、道が整備されたお

かげで、遠隔地の窮乏地域でも食料援助を受けやすくなったと同時に、農民が農作物を町

や都市で売る機会も増えた。

6.5 一層の教育

一般的に言って、世界は一層教育水準の高い場所になった。図 41が示すように、発展

途上国の非識字率は、1900年代初頭に生まれた人々だと 75パーセントだったが、現在の

若者では 20 パーセント以下に下がった 572。でも女性にはまだ同じだけの教育機会が与

えられていない。これが非識字率率の高さにも影響し、女性の非識字率は男性の 12パー

セントのおよそ 2倍にあたる 21パーセントだ。家庭でも学校でも、女性は性的役割に対

する伝統的な考え方によってしばしば抑え込まれ、男性向けの教育に焦点がおかれる。た

とえば、アフリカの女の子が学校に行けるのはたった 5.5年なのに、男の子は 6.5年だ。

でも実際に学校に入って男の子たちと同じだけの時間を過ごすことができれば、女の子た

ちの可能性のほうがもっと大きいのだ 573。

就学期間を年数で見ると、1人あたりが教育に費やした年数は、先進国と発展途上国の

両方で大幅に増加している。発展途上国の人々が学校で過ごした平均年数は、過去 30年

間でおよそ 2倍になり、1960年には 2.2年だったのが 1990年には 4.2年に増えた。これ

に対し欧米の人々は、1960 年には平均して 7 年を学校で過ごしていたのが 1990 年には
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図 40: 20世紀中のインドの各種福祉指標: 小学、中学、高校進学率 (Gross Enroll-

ment Ratio) と誕生年別識字率。出所: Michel 1995: 977-9, 956–62, UNESCO

1990:78, 2000.
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図 41: 途上国の非識字率、誕生年別、1915–82, 男、女、合計. 出所：UNESCO 1990:8.

9.5年だ。発展途上国の人々が今日どれだけ多くの時間を初等教育、中等教育、高等教育

で過ごすようになったかを示したのが図 42だ。平均して、初等教育で過ごす期間が 2倍、

中等教育が 2倍以上、高等教育がほぼ 5倍に増えている。この改善は、発展途上国が先進

国に少しは追いついたことを意味している。1960年には、発展途上国の人々は先進国の

たった 3分の 1の時間しか教育に費やさなかったが、1990年にはこれがほぼ 2分の 1に

なった 574。

学校教育面での改善は、インドでもはっきりと見られる（図 40参照）。ほぼ全員が初等

教育を受け、50パーセントが中学、7パーセントが高校に進学している。一方アメリカの

大学進学率は、1970年には 50パーセントだったのが 80パーセント以上に増え、イギリ

スでは 15パーセントから 52パーセントに増加した 575。

6.6 増えた余暇

データの不足から、ここでは欧米での余暇のトレンドについてのみ見るけれど、結論は

とてもはっきりしている 576。ぼくたちがどう思おうと（あるいは感じていようと）、ぼく

たちの自由になる時間は増えているのだ。

欧米の年間労働時間は、19 世紀の終わりから急激に減っていることが図 43からわか

る。ほとんどの国々では、みんな 122年前の約半分しか働いていない 577。でも日本だけ

は 1930年から 1960年にかけての労働時間の全般的な減少に逆らったようだ；日本人の

労働時間は他の先進国にくらべて数十年遅れをとっており、日本人は他の OECD諸国の



6.6 増えた余暇 117

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���� ���� ��	� ��	� ��
� ��
� ����

�
�


���
��
���

����
����
����

図 42: 途上国における一人あたり平均教育水準指標、小学、中学、高校以上 1960–90,

1960 = 1. 出所：Barro and Lee 1996.

労働者よりも 400 時間ほど多く働いている。ぼくたちが以前のたった半分しか働いてい

ないのは、週労働時間が短くなったのと、休暇が増えたせいでもある。でもそれだけじゃ

ない。ぼくたちは長生きするようになったのに、キャリアは長くなっていないからだ。長

期データとしていちばんよいものは、イギリスのデータだ。それによると、1870年には、

典型的なイギリス人の男性は 10才から死ぬまで働いた――全部で約 47年間だ 578。平均

して人々は 60才前に死んだから、年金はあまり必要ではなかった。平均年齢が高くなる

につれて人々のキャリアもだんだんと長くなり、1930年代まではイギリス人は平均して

52年間働いた。その後、教育が改善され、定年が早まったため、1980年代初頭にはキャ

リアの長さの平均はふたたび約 47年になった。

かなり安定したキャリアと年間の労働時間の順調な減少があいまって、生涯を通しての

仕事量は減った。また、ぼくたちはかなり長生きするようになった。平均的なイギリス人

の寿命は 1870年にはたった 41年だったが、1987年にはおよそ 75年になって（図 15参

照）、使える時間は増えた。労働時間が短くなり、時間が増えたということは、ぼくたち

の自由（働いていない）時間のトータルは大幅に増えたことになる。

図 44は 1日に自由にできる時間全般（ぼくたちが眠ったり、食べたり、シャワーを浴

びたりしていない時間、だいたい 1日に 14時間）の使い方の推移を、過去 125年間にわ

たって示している。ぼくたちは、1856年には生涯のうち 124,000時間を労働につぎこん

でいたが、今日ではたった 69,000時間だ。一方で、働いていない時間は 118,000時間か
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図 43: 各国雇用一人あたり年間労働時間、1870–1992. 出所：Maddison 1995a:248.

ら 287,000時間に増えている 579。図 44からわかるように、1856年には人生の 50パーセ

ントが労働に費やされていたが、今日では 20パーセントだ。また、働いていない時間の

割合は人生の約 30パーセントから 60パーセントにまで増加している。

図 43にまとめられているように、労働時間が長期間にわたって下降傾向にあることは

間違いないが、週労働時間の平均は過去数十年で安定してきたようだ 580。でもこの週労

働時間の安定には、1965年以降に女性の労働参加が 40パーセントから 60パーセントに

増加したことが隠されている。つまり女性が平均してもっと働くようになったのだ。おそ

らく、過去数十年間にわたる労働と自由時間の内訳をより正しく示すのは、男性全体と女

性全体についてとった平均だろう。これをやったのが表 1だ 581。これではっきりするの

は、平均すると男性の労働・通勤時間はかなり減少しているということだ。これは就労者

の占める割合が下がったことと、労働者の就労時間が 4時間少なくなったことの両方から

くる 582。これに対し、女性の平均労働時間は大幅に増えている。就労者の労働時間が増

えたからではなく、もっと多くの女性が働くようになったからだ。しかし、家事（掃除、

子育て、買い物）についてはこれとは逆の傾向が見てとれる。女性のシェアが減り、男性

のシェアが増えている。まだ平等にはほど遠いけれど、男性は今や家事の 5分の 1どころ

か、3分の 1以上を負担している 583。家事の総量は下がっている。平均して子供の数が

減ったことと、結婚して過ごす時間が減ったせいだ 584。

結論としては、過去 30年間で労働時間のトータルは女性で 4時間、男性で 5時間減っ

たことになる。男性は食事時間と身繕いの時間も減り、自由時間のトータルは約 8時間増
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図 44: 利用可能時間（睡眠、食事、個人衛生に使われていない一日 14時間）の利用

割合。各種活動のイギリス男性、1856–1981. 出所：Ausubel and Grübler 1995.

表 1: 労働、個人活動、自由時間のトレンド、アメリカ 1965–95（週当たり時間、

年齢 18–64, 週合計 168, ただし丸め誤差あり） 出所：Robinson and Godbey

1993:326–41.

女性 　　 男性

1965 1975 1985 1995 1965 1975 1985 1995

　家事 40.3 32.9 30.7 27.4 11.3 12.3 15.7 15.6

　仕事・通勤 19.1 19.4 22.5 28.3 47.8 41.4 37.4 38.6

仕事合計 59.4 52.3 53.2 55.7 59.1 53.7 53.1 54.2

　睡眠 55.7 58.8 56.5 57.8 54.8 56.2 55.5 55.0

　食事 8.7 8.8 8.7 7.2 10.6 10.4 9.3 7.5

　身繕い 10.1 9.5 10.8 8.9 7.9 8.4 9.4 7.2

個人ケア合計 74.5 77.1 76.0 73.9 73.3 75.0 74.2 69.7

　テレビ 9.3 14.2 14.5 15.0 11.9 15.8 15.6 17.3

　読書/ステレオ 3.8 3.7 3.3 3.0 4.8 3.6 3.1 2.8

　社会資本 11.2 9.9 9.0 8.3 9.5 8.7 8.2 8.6

　娯楽 9.7 10.5 12.1 12.4 9.5 11.1 13.5 14.9

自由時間合計 34.0 38.3 38.9 38.7 35.7 39.2 40.4 43.6
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図 45: 男女別 19ヶ国（欧米カナダ）の自由時間平均トレンド、1965–1995. 出所：

Bittman 1999.

えた。女性は睡眠時間と身繕いの時間が多く、それはあまり減っていないので、女性の自

由時間が 4.5時間増えたのは主に仕事量が減ったためだ。自由時間の大部分は、余計にテ

レビをみることに費やされている。一方社会活動（社会に役立つ活動、団体への参加、宗

教活動）は減少し、レクリエーション（特にスポーツ、成人教育）は増加している。

ここで見たアメリカでの自由時間の増加は欧米諸国での一般的な傾向とよく似ている。

19カ国（ヨーロッパ、アメリカ、カナダ）から手に入れた時系列のデータからは、図 45で

示されるような一般的な傾向が見られる。女性の自由時間は男性より 2 時間から 3 時間

短く、（このいくらかはおそらく身繕いの時間の差によるのだが）概して自由時間は過去

30年間で 6時間か 7時間増えているのだ。

6.7 高くなった安全性とセキュリティ

ほとんどどの社会でも、最も凶悪な犯罪は他の人間を殺すことだ。このため、殺人につ

いてはかなりいい統計がある。結果はおどろくべきもので、欧米ではとても長い間にわ

たって殺人の割合が減りつつあるのだ。ただし 20世紀にはふたたび（ほとんどの国で少

しだけ、アメリカではかなり）増えてはいるけれど。

ぼくたちは有史以前の社会が穏やかで非暴力的だったと考えてしまいがちだ。もちろん

記録はほとんどないに等しいのだけれど、人類学上の記録によると、どうもそれは全くの

理想化にすぎないようだ――20世紀に研究されているほとんどの集団社会もしくは部族
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社会において、実は殺人は死因のトップに位置していた 585。

最古の統計資料はイギリスのもので、13世紀には住民 100,000人あたり 20人以上が殺

されていた。この割合は 20世紀中盤までは着実に減り続け、100,000人あたり 0.5 人に

なった後、ちょっと増えた 586。この統計は歴史学者たちによる過去何百年の暴力的な様

子の描写とも一致する：

現存するこうした私信および日記から判断して、15世紀から 17世紀にかけての

社会関係は冷ややかで、非友好的でさえあったようだ。法的文書や他の記録に記さ

れた、異常な量の日常的な個人間の肉体的暴力および言葉の暴力から見て、あらゆ

る地位の男性も女性も、明らかに非常に短気であったらしい。ごくささいな意見の

相違がすぐに殴り合いに発展したし、ほとんどの人々がただの肉切り用ナイフにせ

よ武器になる物を持っていた。（中略）1 日の記録は夕食の席や食堂での残忍な暴

行についての説明であふれ、それがしばしば死につながっている。（中略）

見知らぬ人からの不慮の暴力もまた日常的な脅威だった。18 世紀のロンドンの

路上では、いわれのない残忍な暴行が、たとえばモホーク族のような由緒ある家柄

の暇な若者集団によって頻繁に起こっていた 587。

殺人による死亡率の変遷はスウェーデンでも同様だった――19 世紀の終わりには

100,000 人あたり 2 人だったのが、1960 年には 0.8 人に減り、その後わずかに増えて 1

人になった。イタリア（第二次世界大戦を例外とする）でも同様に 5人から 1.3人に減っ

た。アメリカでの殺人率は約 10人で、これらの一般的な傾向の唯一の例外だ。

一般的に言って、自殺についての状況はこの逆だ。従来の社会では、自殺率は非常に低

かった 588。しかしながら、都市化が進むにつれ自殺率は大幅に増加している――100,000

人あたり約 1人だったのが 10–25人になることもしばしばだ。1980年には、デンマーク

が 100,000人あたり 32人で世界一の自殺率を記録した。今日では約 20人に減ったが、一

方でロシアでの自殺率が大幅に増加して約 42人となり、ハンガリーがこれに次いで 33人

だ 589。

6.8 少なくなった災害と事故

災害と事故はニュースにはうってつけだ。でもぼくたちは過去 100 年でこの 2 つによ

る死亡数を減らすことに成功した。

図 46は自然災害による死亡率が 20世紀初頭からいかに急激に下がったかを示している
590。1900年から 1939年にかけての総死亡率が 100,000人あたり約 2,000–3,000人だっ

たのに対し 591、自然災害による死亡数は 66人。1990年代には、総死亡率が 927人に対
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図 46: 災害による年間死亡率、10年平均、1900–99 自然災害のみ: 疫病、洪水、津

波、嵐（トルネード、サイクロン、ハリケーン他）、浸水、干ばつ、地震、火山。1910

年代の高い疫病率は 1918 年の世界的な「スペイン風邪」による 2000 万から 2500

万人の死者のためであり、このために全自然災害死亡率は 145.7になっている。 出

所：EMT-DAT 2000.

し自然災害による死亡率は 1.4人だ 592。絶対的な減少はほぼ 98パーセントで、全般的な

死亡率の低下とくらべても、94パーセント以上の減少が見られる 593。

世界人口が 3倍以上になったにもかかわらず、20世紀初頭には年平均 120万だった死

亡数は 1990 年代には 7 万 7 千に下がった。1930 年代以降の減少は薬の改善、警報の改

善、災害対処能力の向上、社会が以前ほど脆弱でなくなったことなど多くの要因による。

たとえば、バングラデシュではサイクロンによる死亡数が著しく減少した。バングラデ

シュ政府と、バングラデシュのレッドクレセント協会によるサイクロン対策プログラム、

そして 1970年代に建てられたサイクロンシェルターのおかげだ 595。

自然災害による死亡数の世界的な低下は、図 47に示したアメリカ、イギリスでの事故数

の減少にも反映されている。これは主に事故が起こる領域がみなどれだけ安全になったか

を示したものだ。事故による死亡率は 100年間で 4分の 1に減り、ぼくたちの身のまわり

にある物の安全性が向上したことを示している。職場での致命的な事故は、もっと安全性

の高い設備、トレーニングの改善、労働条件の向上の結果、85パーセント以上も減少した
596。これらの大幅なリスクの減少がなければ、アメリカでは年間あたりさらに 40,000人
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図 47: 20 世紀の事故死亡率トレンド。労働（労働者 10 万人あたり）、事故（自動

車事故除く、住民 10 万人あたり）、自動車（10 億車両 km あたり）、飛行機（アメ

リカの航空会社の 10億乗客 kmあたり 594)、オートバイ（1億車両 kmあたり、つ

まりほかのものより 10 倍低い単位）、自転車と徒歩（10 億 km あたり）。最初の数

十年の自動車死亡率は、150–200 程度。データはアメリカ、ただし自転車と徒歩は

イギリス。出所：NSC 1990:29–30, 37, 72–3, 1999:36–7, 49, HHS 1997:59, 111,

165, NCHS 1999a:199, USBC 1999c, FHWA 1996, ONS 1999: 204, 2000a:205,

2001a:220, ATA 2001b, DOT 1999:1–28, 3–1.

が勤務中に死亡していた計算になる。同様に、車での走行 10億 kmあたりで発生する死

亡事故件数も大幅に減少した。これは特に車の構造と安全装置が向上したためで、同じ傾

向が先進国すべてで見られている 597。最もめざましいのは航空交通のリスクが 1940 年

から 150分の 1以下に減ったことだ。つまり飛行機で 10億 kmを旅する際のリスクは、

今日ではたった 0.13だ（平均すると飛行 75億 km、つまり飛行機で地球を 200,000周し

てやっと死ねる）598。

リスクを比べるには、リスク全てを 1人あたり kmに換算しなきゃいけない。今日では

アメリカの車は平均して 1.6人を乗せているので、1人あたりのリスクは図 47に示された

車のリスクより約 40パーセント低くなる 599。だから平均すると 1kmあたりでは、車は

飛行機にくらべて約 45倍危険な一方 600、自転車にくらべて 7倍、歩くより 8倍、そし

てバイクに比べたらオドロキの 22倍も安全だ。
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第 II部の結論：かつてない人類の
繁栄

人類の活動の主な領域ではすばらしい進歩が見られた。ぼくたちは史上最長の寿命を享

受し――期待寿命は過去 100 年間に 2 倍以上になった――発展途上国においての改善は

もっとめざましかった。乳児死亡率は大幅に減り、つい最近の 1950年には 5人に 1人の

乳児が死亡していたが、今日では 18人に 1人だけだ――これはたった 50年前の先進国と

同じ割合だ。ぼくたちは身長が伸び、もっと健康になり、感染症にかかることも減った。

人間の数も増えた。「ウサギみたいにうじゃうじゃ子供を産むようになった」からではな

く、「単に、ハエみたいにぼこぼこ死ななくなった」からだ。

同時に食料も増えた。世界中で飢えている人々の割合は 1970年に 35 パーセントだっ

たが、今日では 18パーセントに減り、2010年までにはさらに 12パーセントに減る見込

みだ。新たに 20億以上の人々に十分な食料が行き渡るようになり、発展途上国でのカロ

リー摂取の平均は 38パーセント増加した。

先進国と発展途上国の両方において、過去 50年間に収入は 3倍に増え、貧困の割合は

減少した。世界で最も裕福な人々と貧しい人々の間の、富の分配の格差はわずかに減少し

た。21世紀のうちには大幅に減ると見込まれている。

ぼくたちは数々の消費財にかこまれ、おかげで生活が向上して、もっと快適に暮らせる

ようになった。先進国の人々は冷蔵庫、もっといい住居、車、電話、コンピュータ、ビデ

オデッキを持っている。発展途上国でもこれらの財は増えたし、もっと大事なこととし

て、以前よりずっとたくさんの人々が、きれいな水、下水処理設備、エネルギー、インフ

ラへのアクセスを手に入れた。

ぼくたちが労働に費やす時間は過去 120 年間に半分に減った。以前より長生きするよ

うになったため、ぼくたちの余暇は 2倍以上に増えた。

殺人による死亡率はかなり減少した。ただしこれは自殺率の増加によって相殺されてし
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まっている。今日では致命的な事故の件数は昔にくらべてずっと少なくなった。

平均して、教育はずっと行き届くようになり、発展途上国はこの点で先進国に追いつき

つつある。発展途上国で大学レベルの教育を受けている人々の数はおよそ 5倍に増えた。

全体的に見ると、実に驚異的な進歩だ。

でも問題がないってことじゃない。問題はある。アフリカはとりわけ問題の多い地域

だ。過去 100年で他の多くの国々でみられた成長にくらべると、アフリカの成長は非常に

わずかだ。AIDSの拡散はアフリカの南東地域の一部を飲み込んでしまったし、戦争、政

治的不和、民族不和のため見通しは明るくない。それでも 20 世紀の始めにくらべれば、

アフリカでさえずっと良くなったのだ。栄養摂取は改善され、収入は上がり、教育も改善

した。物事はすべて良くはなくても、以前よりはましになったのだ。

世界全体、特に発展途上国、そしてアフリカの問題のある地域さえ、みな進歩を遂げた。

第三部では、この進歩が本当に維持できるのか、改善できるのかどうかを見よう。



第 III部

人類の繁栄は続けられるんだろ
うか？
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第 8章

ぼくたちは未来を食いつぶして現在
の繁栄を維持しているのでは？

第 II部では、人類の福祉のあらゆる計測可能な指標はおおむね改善を示しているとい

うことを見てきた。こういう指標に刃向かうのは実にむずかしい。でも、ひょっとしてぼ

くたちは未来を食いつぶしているだけかもしれない。

これはワールドウォッチ研究所みたいな団体から出てくる典型的な反論だ。

二〇世紀はヒトという種にとっては驚異的な成功だった――その成功はあまりに

大きすぎたかもしれない。人口が 10億から 60億に増え、経済が 1900年の規模に

比べて 20倍以上になるにつれて、われわれは自分たちが生まれ出た自然システム

を圧倒する存在となり、自分が最早健全な環境に依存していないという危険な幻想

を創りだした 601。

言い換えると、確かに事態はこれまでうまく行っていたかもしれない。でも実は、事態

はあまりにうまく行きすぎている。この発展は継続不可能だ。その発展の自然基盤が崩壊

するぞ、ということだ。しつこく繰り返されるたとえ話で、ぼくたちはこう聞かされる：

「成長を続けるガンがいずれ宿主を殺して自らの生命維持システムを破壊するように、絶

えず成長を続けるグローバル経済は、ゆっくりとその宿主――つまりは地球の生態系――

を破壊しつつある 602」。

エーリック教授も同じ基本的な発想を繰り返す。経済学者は GDPと一人あたりの食料

がどんどん成長していることを指摘して喜んでいる。「でもこの議論には致命的な欠陥が

ある。これはおおざっぱに言えば、毎月どんどん多くの小切手を切れると自慢しつつ、預

金口座の残高にまったく注意を払わないようなものだ 603」。

こうした批判の多くの中核にある中心概念は、現在の発展が
サステイナブル

持続可能か、ということ

だ。この概念を最初に提示したのは 1987年の国連ブルントランド報告で、
サステイナブル

持続可能な開
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発というのは、単に人類が「将来の世代が自分たちのニーズを満たす能力を犠牲にしない

で、現在の世代が自分のニーズを満たす 604」ようにする、ということだった。実はこん

なのは言うまでもない点だ 605。ぼくたちは、子孫がいまのぼくたちと少なくとも同程度

の暮らしができるように行動すべきだ。問題はもちろん、現代社会がすでに
サステイナブル

持続可能かど

うか、ということだ。多くの環境保護論者たちは、ぼくたちのいまの社会は
サステイナブル

持続可能じゃ

ないと強く確信している。「実質的に、われわれは自分たちに子供がなく、次の世代が存

在しないかのように振る舞っている」とワールドウォッチ研究所は述べている 606。生物

学者デヴィッド・エーレンフェルドは、もしぼくたちの先祖がいまのぼくたちが残してい

るような惨憺たる環境をぼくたちに残していたら、今日のぼくたちの楽しみ――いや生存

すら――の可能性はかなり限られたものになる、と論じている 607。

生物学者ダニエル・シラスはもっと具体的だ。ぼくたちの社会は
サステイナブル

持続可能じゃない、な

ぜかというとぼくたちは汚しすぎ、資源をあまりに急速に使いすぎるからだ 608、と言う。

この主張について、今後の章や部で検討しよう。

8.1 資源・リソース――福祉の基盤

ぼくたちが存在し続けるためには、地球の資源の多くに対してぼくたちがアクセスでき

ることが決定的に重要だ。こうした資源の一部は自然に継続的に再生される。たとえば太

陽光エネルギー、水、空気、植物や動物だ。こうした資源は再生可能だ。

ほかの資源、たとえば地球の天然資源や鉱物資源は再生できない（少なくとも数百から

数千年という人間的な時間では）ので、一定量しかない。

こうした二種類の資源は、これから見るようにそれぞれ関連する問題もちがう。でも、

現在の発展の
サステイナビリティ

持続可能性を評価するには、再生可能なものもそうでないものも含め、すべ

ての資源の使いぶりを見てやる必要がある。
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食糧は、人類にとって最も重要な資源かもしれない。ぼくたちの存在そのものが食糧に

かかっているからだ。再生可能な資源ではあるけれど、希少な資源であって、しかも人口

増大で圧力がかかっている可能性もある。

ワールドウォッチ研究所のレスター・ブラウンは、過去 30年にわたる人口増の間を通

じてずっと、農業生産はこれ以上追いつかないぞ、今度こそ価格が上がり出すぞ、と言い

続けてきた 609。これまでの章で見てきたように、そんなことは起きてない。『地球白書』

1998年版では、図 48が証拠として挙げられた。ほとんどの人はこれを見て、全般に価格

は下がっているな、と思って、それまでの危機の予想や価格上昇は一時的なものだった

な、と思うだろう。ところがこのデータは、価格がついに逆転して今度こそ上昇に向かっ

ていると証明するのに使われているのだ。

今世紀の半ば以来続いてきた、世界の主要主食である小麦の実質価格の長期低

下傾向は、1990年代に底を打ったかもしれない。1993年に近年の底値であるブッ

シェルあたり$3.97 を記録して以来、価格は 3 年続けて上昇し、1996 年にはブッ

シェル$5.54と 39パーセント上昇した。将来の各年ごとの価格変動は、1997年が

そうだったように下がることもあるだろうが、この分析によれば、長期的なトレン

ドは上昇に向かう可能性が高いことが示されている 610。

まとめの章では、こんどはこのデータはずっと広い意味合いを持たされている。

世界穀物価格の上昇は、世界が経済・人口的に維持不可能な道筋にあることを示

す、初の世界的な経済指標かもしれない 611。

でも、小麦価格の低下は 20 世紀半ばから始まったことなんかじゃなくて、遅くとも

1800年から続いていたことで、これは図 25を見ればすぐわかる。さらにブラウンが分析

の根拠にしている価格上昇は、一時的な異常事態でしかなかった。大規模食糧研究所の一
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図 48: レスター・ブラウンの図、WI 1998:92. 2000年ドル/ブッシェル換算の小麦

の国際市場価格、1950–96613。出所: IMF 2001, CPI 2001a.

つ IFRPIが、ワールドウォッチ研究所へのほとんどあからさまに近い言及をこめて書い

ているように、「1995–96年の穀物価格上昇は短期的な現象で、一部の人々が恐れたよう

な、長期的な価格上昇傾向の始まりや、新たな世界食糧危機の前兆などではない 612」。本

書執筆時点の 2001年 2月で見ると、小麦はまたもや最低価格の記録を更新している（図

49）。

9.1 少なくとも一人あたり穀物は減少している

でも食糧生産に問題があることを示したいんだったら、使えるデータにはどんなものが

あるだろう？　すでに農業が、1961年以来先進国でも発展途上国でも、一人あたりの食

糧もカロリーもますます多く生産してきたことはこれまで見てきた通り。

ここ何年にもわたり、食糧生産が人口増に追いついていないことを示すとおぼしきデー

タがもう一つある。このデータはワールドウォッチ研究所が派手に喧伝していて、図 50に

示してある 614。ここで見せられているのは、世界の住人一人あたりの平均穀物量が 1984

年までは伸び続けたけれど 615――これは緑の革命が本当に成功したことを示す――その

後それが 11パーセント下がったことも示している。でも、ワールドウォッチ研究所がこ

の図を見せる時には、世界全体についてを示す上のグラフしか見せない。この世界トレン

ドはとっても有効で、あちこちで参照されている 616。2000年のあるエコロジスト宣言で

は、これは衰退を示す最重要指標とされていた 617。レスター・ブラウンの表現では、食
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図 49: 2000年ドル/ブッシェル換算の小麦の国際市場価格、1950–2000。出所: IMF

2001a, CPI 2001.

糧生産は「劇的に勢いを失っている」とのこと 618。

でもこういう選択的な図はまちがった印象を与えるし、その背後にある理屈もまちがっ

ている。これは、発展途上国の穀物生産を同時にプロットするとわかる。確かに一人あた

りの穀物生産高は、1984年に 344kg でピークに達して、その後は 306kg まで下がった。

でもこれは、主に統計的な処理の影響でしかない。先進産業国では、穀物生産量は 1950

年代から 1980年代にかけて着実に増えて、住民あたり 650kg で頭打ちになったけれど、

これは要するに、ぼくたちがもうそれ以上は食べられないってだけの話。実はぼくたちが

こんなに大量の穀物を消費できているのは、その大部分が動物の飼料になって、その動物

の肉をぼくたちが食べているからだ。でも発展途上国では、生産は増加を続けている――

1961年の 157kg から、2000年には 211kg になっている 619。驚異的な 34パーセントの

増加。それでも全地球の平均が下がっているのは、途上国では人がどんどん増えているか

らだ。200kg くらいを生産している人がどんどん増えてきて、先進国ではほぼ一定数の人

が 650kg ずつ作っていたら、地球全体での平均は下がるしかない 620（でも、2000 年の

生産高は例外的に低かったことも注意。これは価格が下がりすぎたのと、中国の気候が悪

かったせいで 621、このために発展途上国ですら珍しいほど平均穀物収量が下がった。他

の発展途上国では、2000年の平均はそんなに目立って下がっていない 622）。

だから、世界平均の低下だけを示すのは、発展途上国のますます多くの人が、これまで

にない大量の食糧を得ているという事実を隠しちゃうことになる。実は FAOはまさにこ

れについて、世界の穀物低下は「大幅な警戒を要するものではない 623」と指摘している。
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図 50: 穀物生産、一人あたり kg、世界と発展途上国、1961–2000。出所: FAO 2001.

FAOは、発展途上国での一人あたり食糧穀物生産は、2010年まで上昇を続けると見込ん

でいる 624。そして実は、FAOは世界の一人あたり穀物生産でさえ、いずれ逆転して 2030

年には 340kgとなると予測している。ブラウンのすてきなグラフもこれで台無しだ 625。

だから手に入る証拠をきちんと見てやれば、食糧生産は勢いを失ってなんかないことが

わかる。

9.2 生産性が下がっている

緑の革命は勢いを失っている、とよく言われる。これまたその一変種として、ワールド

ウォッチ研究所はぼくたちが「すさまじく勢いを失 626」いだしている、と論じる。成長は

鈍化していて「横這いになるか、横這いになりそうな兆候を見せている 627」。驚いたこと

に、レスター・ブラウンはこの横這いを示そうとするとき、世界の穀物総生産の年間伸び

率の数字を使う 628。もちろん、そんなのは本当に大事な数字じゃない。ぼくたちがもっ

ぱら気にするのは個人のことで、だから見るんなら一人あたり生産高のほうがいい。同時

に、1990年代初期というのが穀物生産にはかなり条件が悪かった、という点についての

補正は何もない。これは、かつての計画経済と欧州連合の両方のせいだ。旧ソ連を始めと

する中央計画経済の崩壊は、1990年から 2000年にかけての生産高をほとんど 40パーセ

ント下落させ、それまで世界の穀物の 17パーセントを生産していた同地域は、10パーセ

ント以下しか生産しなくなった。欧州連合は、共通農業政策を改訂して、補助金依存を改
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図 51: 穀物生産、FAO の予測 1989–2010 と実績 1961–2000 出所: Alexandratos

1997, FAO 2001.

めて過剰生産を防ぐようにして、これまた EUの食糧生産が 5パーセント以上下がる結果

を招いた 629。さらに EUは環境的配慮から農地の留保量を増やしたし、国際市場価格の

低さもまた生産を引き下げた 630。

でもソ連崩壊も EUの農業リストラも、ぼくたちがどれだけ生産できるのか、という問

題に比べればどうでもいいことだ。ここで FAOは、穀物生産は見通しがつく限り上昇を

続けると予測している――これは図 51に示した 2010年公式予測でも明らかだ。

レスター・ブラウンは、1990 年代の穀物生産について絶えず楽観的すぎたといって

FAOと世界銀行を糾弾している。かれは、この両者による総量は 14パーセント近くもは



136 第 9章 食べ物は足りるの？

ずれていると主張する。でもこうした非難は、ただの計算ミスや不正確なデータによるも

のが主だということがすでに示されている 631。図 51は、穀物生産の推移と FAOの予想

を示しているけれど、一般に実際の世界総生産は予測値とそんなにはずれていない 632。

全体としてのずれは、旧計画経済諸国が 1990年代にえらく成績が悪かったことからくる。

この生産の減少は、いずれ逆転すると見込まれている 633。でも途上国は、予想された成

長を実にきれいになぞっている（ここでもまた 2000年だけは別で、これは中国が極度な

低価格と悪天候のために成績が悪かったせいだ）634。

それでも世界的な収量増加率は、世界のカロリー摂取のほとんど半分をしめる米、小

麦、トウモロコシについて低下してきているというのは事実だ 635。1970年代に、米の収

量は年率 2.1パーセントで成長していたのに、いまの収量は年 1.5パーセントまで下がっ

ている。小麦とトウモロコシの状況も似たようなものだ 636。でも、それを心配すべきな

んだろうか？

この質問に対する答は 3通りある。まず、収量成長が鈍化したということは、植物効率

性の生物学的・生理学的な限界に近づいているってことなのかどうか考えるべきだ。ぼく

たちは、植物からこれ以上のサービスをしぼりとれないところに近づいているのか？　第

二に、生産を制約しているのはてっぺんのところの収量なのか、第三世界の農民たちの大

半は、むしろ最高収量のずっと下のところで生産しているんじゃないか、ということを考

えなきゃいけない。第三に、ぼくたちが心配すべきかどうかは、人類がこれ以上の高収量

を必要としているのかどうかにもよる。人口増加率はどんどん下がってきているし、摂取

栄養も増えてきたし、ぼくたちにだって食べられるカロリーには上限があるのだ。

9.3 収量の限界?

ぼくたちは、植物から搾り取れるものの限界にきているんだろうか。レスター・ブラウ

ンはまさにこの点を図 52で論じている。これは世界のトップクラスの生産国――日本の

米とアメリカの小麦――の収量推移を示したものだ。ここでも、何も知らない読者は単

に、収量はどんどん向上しているなあ、と思うだけかもしれない。でもブラウンは、ア

メリカの 1983 年の小麦収量（グラフで表示）を見ろと言う。当時、アメリカは 2.65 ト

ン/ha生産していたけれど「それ以来、収量は増えていない 637」。同じように、ブラウン

は 1984年の日本の収量を見ろという。これは 4.7トン/haだった。「それ以来、これは頭

打ちになっている 638」。二カ国の農民たちは、ほぼ同じ時期に「壁にぶち当たった」よう

だ。この農業最先進国 2 つでの頭打ちは、一時的なものだろうか？　それとも他の国で

も、農民たちが利益の出る形で収量を増やす既存手段を使い果たすにつれて同じ事態にな

るんだろうか？ 639
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図 52: アメリカの小麦と日本の米の収量 1860年代–2000, t/ha。ワールドウォッチ

研究所の図 5-2 (WI 1998:82) とまったく同じものに、1998–2000 の数字を追加。

ワールドウォッチ研究所が指摘した以前の頂点（小麦の 1971 年と 1983 年、米の

1984年）をマーク。出所: WI 1998b, USDA 2001a, FAO 2001a.

レスター・ブラウンは、後者こそが正しいと答える。われわれは「生物学的な現実に

向き合 640」い始めなくてはならない。「近い将来に、さらに多くの国が『壁にぶち当た

る』」のは確実なようであり、「いずれ穀物収量の上昇はいたるところで横這いになるだろ

う 641」。ぼくたちは「世界が希少性の時代に突入 642」して穀物価格も上昇するんだ、と

聞かされる 643。これは「第三世界の都市にかつてない政治的不穏を創り出し」、これが進

歩に影響して全金融システムが危機に瀕する 644。ブラウンは、国連と世界銀行が自分の

予想に強く反対していることは知っているけれど、1995年の「京都ニュース」で言及さ

れている日本の研究がかれの見解を支持していることで安心しているようだ 645。

でも、1983年とか 1984年とかいうデータポイントが、ずいぶん慎重に選ばれているこ

とにご注目。出発点としてずばり 1983年を選んだ場合にのみ、アメリカの小麦収量はそ

れ以来増えていないなんていう主張ができる。同じように、日本の場合でも頭打ちを主張

するには、1984年以外を選ぶわけにはいかない。もし――たとえば一貫性を持たせるた

め――日本でもブラウンが 1983年を選んでいたら、生産性はその後大幅に向上したこと

になってしまう。皮肉なことだけれど、ブラウンがいまの発言をしたまさにその年（1998

年）に、アメリカはその「壁」とやらを突破した。これは図 52でもわかるように、1983

年のほとんど 10パーセント増しだ。

実はレスター・ブラウンは、昔も似たような議論をしている。1981年にかれは、今こ

そアメリカの小麦収量は限界に達したと主張した。かれが指摘したように、アメリカの

収量は 1972 年から 1977 年にかけて 6 パーセント低下した646。そして、はいその通り、
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図 53: 小麦収量 1960–2000, t/ha, アメリカ、EU、世界。出所: USDA 1998, 2001a.

1971–2年はまさに、収量が以前のピークに達した時なのでした（図 52）。そして同じく、

これまた皮肉なことに、ブラウンがこの声明を出したまさにその年に、小麦収量はそれま

での壁を突破して、それ以来、1年をのぞけば毎年その「最大収量」を上回っている。

アメリカは世界の小麦の 11パーセントを生産している。EUは 15パーセントほどで、

双方の小麦収量は図 53に見られる。明らかに EUのほうが、アメリカに比べてヘクター

ルあたり倍以上の小麦を生産している。これは EU のほうがずっと農地が少ないので、

EUの畑のほうがずっと集約農業になっているからだ。でも、図 53から真っ先に読みとる

べき大事なメッセージは、EUはレスター・ブラウンの「壁」なんかにぶちあたっていな

い、ということだ。ヘクタールあたり収量はずっと増え続けてきている。ここからして、

ブラウンの議論は小麦については成り立たないようだということが言える。第二のメッ

セージ――そしてたぶんレスター・ブラウンにとってずっと都合の悪いメッセージ――

は、アメリカが壁にぶちあたっていたにしても、当のアメリカ自身がそれを 1998–9年に

突破しただけでなく、世界全体がそれを 1997年と 1999年に突破しているということだ。

EUでもアメリカでも世界全体でも、データは「壁」仮説を支持していない。

同じパターンは、レスター・ブラウンのもう一つの例である日本の米収量（図 54）につ

いても言える。日本はとてもちっちゃな田んぼでものすごく集約的に米を育てている。だ

から日本より高い収量を持つ国はあんまりない 647。日本は農民にものすごく補助金を出

すし、USDA によればこれはつまり、収量を増やしても経済的なメリットがなくて、だ



9.3 収量の限界? 139

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1960 1970 1980 1990 2000

�
�
��

�
�
��
�

	


��


�

図 54: 米収量 1960–2000, t/ha, 日本、韓国、世界。出所: USDA 1998, 2001a.

から最近の日本の農民たちはむしろ自分の作業量を減らそうとする 648。時間の節約のた

め、ヘリコプターから種もみをまく試みさえ一部では行われているとか！ 649 言うまでも

なく、こんなインセンティブ構造じゃ収量増加なんか期待できない。

でも他の集約型米生産国、たとえばアメリカや NIC（韓国などの新興産業国）は、明

らかに安定した収量増を示している。日本の米の収量についてブラウンが見つけた「壁」

は、意図的に誤解を招くような例を使ったことで生じているようだ。世界の収量を見ても

この点は裏付けられて、収量は安定して向上している。

ところがレスター・ブラウンは、自分の収量の壁には理論的な裏付けもあるんだと言

う。かれは、ぼくたちが収量増加の生物学的かつ生理学的な限界に急速に近づいているん

だ、と述べる。「（収量が）いったんこの限界近くまで押しやられたら、残った選択肢は比

較的少ない」。遅かれ早かれ「各国で、どの穀物でも、農民たちが収量増加を維持できな

くなるポイントがやってくる 661」。でも、ぼくたちは理論的な「壁」にたどりついたりも

していない。CIMMYT（これはノーマン・ボーローグとともに緑の革命を始めた組織だ）

の最新研究では、今後も安定した収量増が可能だと自信を持って述べている。「穀物の収

量増加率が最近低いことについて、大惨事の予兆と見る『悲観的』またはマルサス的なア

ナリストたちは間違っていると信じる 662」。最近の生産高の成長率が低いのは、むしろ実

質価格低下のせいらしい 663。

実際問題として小麦生産上限の上昇率は、たぶんどう考えても減速するどころか、過去
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30年にわたり 1パーセント程度で一定しているし、今後も収量改善の機会はいろいろあ

る 664。トウモロコシの生産性増大もすぐに実現できそうで、レスター・ブラウンだって

「トウモロコシはまだ頭打ちにはなっていないようだ 665」と認めている。最後に、米の見

通しは劇的に明るい――中期的には 20パーセントの収量増加が見えていて、研究者たち

は長期的には 50パーセントの収量増加も予想している 666。

同時に、新しい穀物品種は耐害虫性や穀物の質でも優れていて、収穫期間や水・栄養分

の要求も小さい 667。さらに大規模な生産性増加は、農薬や肥料の利用増加や、労働管理

の改善と知識によって可能になる（こっちのほうがありそうだ）668。

もちろん穀物の生産性は、勝手に上がってくれるわけじゃない――企業や政府による研

究投資は必要だし、穀物価格がさらに下がると予測され、つまり研究の見返りも低いとな

ると、急速な収量増加は公共による研究投資からしか出てこないかもしれない。それで

も、これは政策の優先順位づけの問題であって、食糧生産の基本的な問題なんかじゃな

い。最高収量の「壁」なんて、間近にはないようだ。

バイオマス

　 1986 年、エーリック夫妻の率いる研究者チームが地球の純一次生産（Net Primary

Production, NPP) のうちどれだけが実際に人間に消費されているかを調べた 650。手短

に言うと、地球上で本当に成長に貢献しているのは光合成を通じた太陽エネルギーだけ

で、だから研究者たちはバイオマス、あるいは「緑の物質」の成長のうちどれだけを人間

が活用しているか知りたかったわけだ。

　答えは、人間は直接、あるいは動物を通じて間接的に、地球のバイオマス生産の 3.9

パーセント程度を利用している、というもの。怖いほど大きな数字って感じじゃない 651。

研究者たちは、人間がどれだけ食べるかにとどまらず、生産過程で無駄にされる植物成長

（たとえば藁など）や、ぼくたちの生活スタイルが阻害する植物成長（駐車場や家や道路

やショッピングセンターを作ったために起きなくなったバイオマス成長）、畑によるバイ

オマス生産減（長命、または長年にわたる自然な植物成長ではなく一年ごとの刈り入れ）、

放牧地にならなかったら森林がどれだけ余計にバイオマスを作れたか、砂漠化がどれだけ

バイオマス成長を減らしたかも調べた。

　よく引用される結果は、人類は地上の純バイオマス成長のうち 38.9パーセントを消費、

妨害、阻害している、というものだった。この数字はぼくたちの好奇心に訴えはするかも

しれないけれど、でもたぶんあまり意味はないだろう。

　でも、これはずいぶんあちこちで持ち出される解釈につながった。それもなかなか恐ろ

しげだけれど、ひたすら間違った解釈だ。ある有名なデンマークの科学者の表現を借りる

と、「今日、人間活動は土地ベースの光合成の 40パーセントを利用している。人口が倍増

したら、それは 80パーセントを使うようになるということだ。100パーセント利用とな
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ると、これはエコロジー的にも社会的にも不可能だ 652」。

　もとの研究チームはこんなまちがった主張をしないだけの慎重さを持っていたけれど、

その後のエーリック夫妻はそういう慎重さを持ち合わせていなかった。「NPP の人間の

シェアはほとんど 40パーセント近くだ。（中略）ほとんどの人口学者は、ホモ・サピエン

スが次の 1世紀かそこらで人口を倍増させると予想している。これはつまり、ヒトという

種が地上の NPPの 80パーセントを楽にものにできるという信念を意味している。人間

活動の今日の水準ですら致命的な影響が出ているのをすでに目の当たりにしているエコロ

ジストたちにとって、これは笑止な考え方だ。人口がさらに倍増できると思っている楽観

論者たちは、基本的な食糧資源がどこから入手できるのかを考えたほうがいい 653」。著名

な環境経済学者ハーマン・ダリーも同じ論理的な誤りをおかしているし、これは他の環境

ライターによって同じように繰り返されている 654。

　確かに「人口が倍増すれば 40パーセントが 80パーセントに」という言いぐさはもっと

もらしいけれど、でもこれはまるっきり間違っている 655。たぶんこういう物言いの著者

たちは、40パーセントという数字を単純に解釈して、その背景になっている材料を読みも

理解もしなかったんだろう。

　すでに見たように、国連は世界人口が現在の人口の倍くらいで頭打ちになると見込んで

いる。もちろんこれは、ぼくたちが最低でも倍の食糧を生産しなきゃいけないってこと

だ。でもだからって、耕作地を倍増させる必要なんかまったくない。生産増の圧倒的大部

分は、収量の増大からくるからだ。国際食糧政策研究所は、1993年から 2020年までに食

糧生産は 41パーセント増えるけれど、耕作地はたった 5.5パーセントしか増えないと推

計している 656。耕作面積増以外の部分は収量の増大からくるけれど、これは追加のバイ

オマスを必要としない。これは単に、茎から実へとエネルギーを振り向けて、灌漑と施肥

を通じて成長を高めるだけだからだ 657。

　農業は現在、潜在的な地上の光合成のうちたった 10パーセントを利用しているだけだ。

農業生産を倍増したら、この利用度をせいぜい 12 パーセントにするだけだ 658。さっき

の 40パーセントという数字で他の大きな要因は、放牧地（6.5パーセント）、通常の伐採

（5.8パーセント）、森林のかわりに農業生産を行うことによるバイオマス喪失（7.0パーセ

ント）で、どれも人間の数とは正比例よりかなり弱い関係しかない 659。

　だから最終的な NPP利用度は、人口が倍増しても 80パーセントなんかには近づきさ

えもせず、たぶん 50パーセントくらいだろう。長期的にもっと豊かさが増せば、この比

率は逆に下がるかもしれない。多くの国が――現在の多くの OECD諸国がそうなってい

るように――再植林をして、草原を作り、休閑地の農業利用をやめるようになるからだ
660。
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9.4 ふつうの農民はどうよ？

同時に――そして潜在的にはずっと深刻な点として――レスター・ブラウンはふつうの

農民の状況について議論しない。発展途上国の圧倒的大多数の農民たちは、現地の最高の

生産者たちと比べてもずっと低い収量しか実現していない。推定によれば、ほとんどの

農民は最大可能収量の半分以下しか実現していない 669。インドのアンドラ・プラデシュ

地区では、研究ステーションは伝統的な農民の 5倍から 10倍の収量を当たり前のように

実現している 670。だから改善の余地はまだまだある。たとえばシリア――古代には中東

のパンのバスケットとまで言われた地域――は 1991年に、やっと再び小麦が自給できる

ようになった。高収量品種や灌漑、施肥、教育を通じた熱心な取り組みを通じて、生産は

1950年から 4倍になった。

FAOは、発展途上国の収量成長を詳しく検討している。「発展途上国全体としては、一

人当たり農業生産成長率（全産物）の最近 8年の移動平均は、以前の 8年の移動平均と比

べても下がってはいない 671」。これは農業生産依存度の低い国についても成り立つ。特

に、農業生産への依存度が高い発展途上国については、収量成長率がわずかにだが上昇し

ていることがわかっている。だから、FAOはレスター・ブラウンについて明らかにほの

めかしつつこう述べる。「この証拠に基づけば、近年の進展が事態の悪化に向けて転換を

示したという主張を受け入れるのは困難である 672」。

言い換えると、特に第三世界での発展は、ますます高い収量が得られる形で続き、結果

としてますます農業生産も高まるわけだ。

9.5 まだ収量の高成長なんて要るの？

新しい高収量品種の開発が「壁」にぶつかる恐れはないし、特に発展途上国がもっと食

糧をたくさん作れると考えるべき理由は多い。それでも、確かに生産の成長は鈍っている

のは事実だ。一人当たりの食糧生産は増えてはいるけれど、追加の成長は、単位収量で見

ても総生産で見てもだんだん減ってきている。

でもこれは絶対に問題なんかじゃない。米の収量の伸び率が 2.1 パーセントから 1.5

パーセントに下がったという事実は、問題であるようには見える。でも、同時期に人口

の伸びだって 1970 年代初期の 2 パーセント以上から今日の 1.26 パーセント以下まで下

がっているし、今後 50年でこれはさらに 0.5パーセント以下にまで落ちる。実は、これ

までの農業生産成長のほとんどは、人口増加のせいで必要となっていたもので、所得の伸

びが需要に与える影響はずっと小さい 673。だから、今日では生産量の伸び率が小さくて
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も、1970年代にかなり高い生産量の伸びが実現したよりも多くの食糧を各個人に与える

ことができるのだ。

同じように、地球住民のずっと多くの割合の人が、十分な食事を得られる。飢えてい

る人の割合は 35パーセントから 18パーセントに下がった。1961年、発展途上国の住民

たちは平均で 1,932キロカロリーを摂取したけれど、1998年にはそれが 2,663キロカロ

リー。38パーセントの増加だ。1960年代と 1970年代の世界が生産量の大成長を必要と

したのは、人口成長に追いつくためだけじゃなくて、各個人に行き渡る食糧が増えるよう

にするためでもあった。今日では、必要な成長は昔ほど高くない。追いつくべき人口の

伸びも減ってきたし、もっと食糧を必要とする人の数も減っているからだ。結果として

FAOの予測は、世界の需要が今後 30年で年平均 1.5パーセントしか延びないと推計して

いる。過去 30年では、これが年平均 2パーセントだった 674。

まとめとして、FAOは農業生産の伸びが減ってきても心配しなくていい、と述べてい

る。基本的にこれは「世界の人口と開発進行における嬉しい進展の反映である」：世界人

口の伸びはずっと下がり、ますます多くの国の人々が、これ以上は食べられないという食

糧消費水準にたどりつきつつあるわけだ 675。

それでも、まだ飢えている人がいるのに世界の農業生産の成長率が下がっているという

ことには、道徳的な問題がある。でもこれは、生産の根本的な問題のせいじゃなくて、こ

うした人々がもっと食べ物を要求するだけのお金がないという事実からきている。FAO

のことばを借りると；「栄養不足が根絶されないのは、貧困削減の失敗が主な理由だとい

うことはよく認識されている 676」。

だから、前の章でも述べたけれど、最貧国での飢餓者にとって進むべき道は、もっと

経済成長を進めて、こうした人々でもまともな暮らしができるようにしてあげることな

のだ。

9.6 穀物備蓄が減ってるぞ！

ワールドウォッチ研究所はまた、世界の穀物繰越備蓄量についても懸念を表明している。

穀物備蓄っていうのは、ちょうど新収穫期直前に残っている穀物の量のことだ。「多くの

点で、繰越備蓄こそは食糧安全保障の指標として最も重要なものだ」とワールドウォッチ

研究所は主張している。図 55からもわかる通り、2000年の穀物備蓄は消費 62日分くら

い、FAOの推奨値 64日よりちょっと少ない 678。

でも、これがもっぱらプロパガンダ的な数字でしかない理由はいくつかある。まず、穀

物備蓄が減ってきたのは、主にアメリカと EUでは大量の余剰備蓄に対する財政的なイン

センティブがうち切られたからだ 679。第二のもっと大事な点として、穀物備蓄は一般に、
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図 55: 穀物繰越備蓄量、1961–2000: 次の収穫の直前における消費可能日数。点線

は FAOの推奨値 64日を示す。出所: USDA 1998, 2001a.

だんだん備蓄を減らす方向に動いている。世界の貿易がずっと柔軟になってきたからだ。

今日では、インフラが改善され、貿易も整備されて、情報も流通しやすいから、必要なと

ころに食糧を届けるのはずっと簡単だ。世界はますます統合されてきて、それぞれの政府

がいちいち大量の備蓄を用意して自分の食糧供給を確保しなくてよくなった。今日では、

人類は集合的にお互いの面倒を見ているわけだ。こういう安全保障のほうがずっと効率が

いい 680。

アメリカ農務省のいくつかの調査によれば、穀物供給は実はだんだん安定してきてい

て、これは特に発展途上国の消費者たちを、単発の不作年からくる不安定性から保護する

ように機能している 681。こういう安全保障の増加は、単に国際貿易の発展だけでなく、

いわゆる飼料穀物バッファと称するものからきている。不作だと、人間の消費する穀物が

稀少になる。でもそのせいで国際市場価格が上がると、家畜用の飼料が減って、これが部

分的に当初の不足を補うことになる。1972–4年にかけて、穀物供給が落ちて価格が劇的

に上昇したとき、アメリカの飼料消費の落ち込みは、世界の穀物生産の低下分と同じくら

い大きかった 682。

食糧安全保障は、別に穀物備蓄の日数にさほど依存していない 683。ずっと大事なのは、

国際貿易が円滑で、穀物備蓄――つまりはそのコスト――を最小限にしてくれて、一方で

供給が安定してくれたということだ。それが証拠に、備蓄は 3年連続で減る見通しだけれ
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ど、USDAは輸出業者が価格を変えずに需要を満たせるだろうと見ているし、実はずっと

大きな問題は、既存の大量の備蓄が保管施設にかなり負担をかけているということのほう

だ 684。

さらに食糧安全保障は、単に危機のときに飢えから守られるってだけの話じゃない。図

55を見てそういう含意を読みとる人は多いけれど。食糧安全保障っていうのは、日常生活

での安全を守る、ということでもある。つまり日常的な食べ物が手に入るようにするとい

うことだ 685。そしてここでは、食料価格のすさまじい低下がもっと多くの家族に十分な

食糧を行き渡らせ、限られたリソースのもっと多くの部分を、食べ物以外の大事な生活の

質を向上させるための使途に向けられるようにしている。

国際化の進展は、食糧生産が地上のいちばん生産的な地域に移行することを可能にし

た。これはもっと安い食糧ともっと高い経済成長を与えてくれたし、各家族の選択機会を

高めてくれているのだ 686。

9.7 中国はどうよ?

レスター・ブラウンはまた、1995年の著書『だれが中国を養うのか? 迫りくる食糧危

機の時代』で中国からの食糧安全保障に対する脅威の可能性について、集中的に論じてい

る。論点その 1、中国は世界最大の国で、世界人口の 20パーセントを擁する。論点その

2、中国は過去 20年にわたり、年率 10パーセント近くという驚異的な成長をとげてきた
687。ブラウンの考えでは、中国が 2030年までに人口をもう 5億人増やして同時に急速な

経済成長をとげたら、これは食糧需要を劇的に押し上げる、ということになる。

特に重要なのは、肉需要の高まりだ。今日、中国人はほとんど肉を食べないし、世界の

あらゆる経験からして、所得が増えると肉や乳製品の消費量は増える。肉はとっても「高

価」だ。つまり 1kgの食べられる牛肉は 16kgの穀物を必要とするからだ。残り 15kgは、

動物の運動と、食べられない部分に使われる 688。もしすべての肉が放牧の家畜で生産で

きるなら、これはもちろん問題にはならないけれど、中国にはそれだけの農地はない。レ

スター・ブラウンの推計では中国は今日の一人当たり年間 35kgの肉消費（いまの日本の

40kg に近い）から台湾並みの 75kg に移行すると推計している。全体としてブラウンは、

これが穀物およそ 3億トン、つまり世界の穀物生産の 15パーセントの需要増につながる

としている。これは可能だろうか？　レスター・ブラウンは、無理だと考える：「中国は、

じきに大量の穀物輸入国となるかもしれない――その量はあまりに多く、これがかつてな

い世界食料価格高騰を引き起こすかもしれない 689」。実はかれは「中国はわれわれに、西

洋の産業モデルはどう考えても資源不足のために実現できないということを教えてくれて

いるのだ 690」と思っているのだった。
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ブラウンは、農地総面積は 50パーセントほど減ると考えている。その土地が道路や建

物やその他の目的に使われるからだ。このパターンはすでに日本や韓国や台湾でも見られ

たものだ。さらにブラウンは、中国がすでに高収量を実現していて、今後あまり大幅な改

善は期待できないと書く。中国での肥料使用はすでに高くて、これ以上肥料を使っても、

今後それほど収量が増えるとは思えない。さらに各種報告によれば、水と風による土壌流

出が激しくて、生産性向上の見通しはさらに下がる。中国はさらに大気汚染の水準も高く

て、これまた収量を 5–10パーセント引き下げるとされる。最後にレスター・ブラウンは、

世界市場が中国の将来におけるすさまじい輸入ニーズをカバーするのは不可能だと指摘す

る。したがって、穀物価格の大幅上昇が予想され、世界経済は危機を迎える。「史上初め

て、人間の食糧需要と地球の自然の限界の一部が環境的に衝突し、世界中に波及する経済

効果をもたらすであろう 691」。

でもブラウンの想定の多くは、ふたを開けてみると実に心もとないものばかりだった。

ブラウンは、2030年の中国人口を過大に推計している。かれは 16億人以上と想定してい

るけれど、国連推計は 14.62億、アメリカ国勢調査局の推計は 14.83億人だ 692。

FAO の 2010 年世界食糧予測の主任だったアレクサンドラトスと、アメリカ農務省の

クルックは、数々の点でブラウンのまちがいを訂正している 693。ブラウンが農地面積推

計に使った数字は、極度に過小報告されていることをかれらは指摘する。なぜかという

と、農民は土地保有税を減らすために登記しないからだ。これはブラウンも知っているこ

となのに無視されていて、その理由についてはまったく説明なし 694。いくつかの報告や

USDAは、本当の農地面積は 40パーセント多いとしていて、1999年末に中国もやっとこ

の数字を認めた 695。

両批判者ともに、レスター・ブラウンは農地が大幅に減るという議論をきちんと展開し

ていないと指摘する。ブラウンは、実は単に 1990 年から 1994 年の変化率――たった 4

年間――を使って、今後 35年の動向を予測している。ブラウンの収量に関する議論を考

えると、この期間の選び方というのが、1994年にこの時期の底がきていて、1990年がほ

とんどピークの年になるようにしてあるというのも、不思議でもなんでもない 696。ある

農業専門家が述べるように、中国の土地利用と日本だの韓国だの台湾だのの土地利用とを

対比させるというブラウンのやりかたは「とうていまともなものとは言えず、ひどく誤解

を招くものだ 697」。ある権威は、中国の農業に関する 2000年の評価書でこうまとめてい

る：「都市化やその他非農業建設は、中国の土地の無視できるほどの部分しか使っていな

い 698」。

最後にブラウンは、中国の収量がとても高くて、だからこれ以上はあまり伸びようがな

い、と想定する。でも面積が過小報告されているんだから、実際の収量は公式推計より



9.7 中国はどうよ? 147

ずっと低いと言うことで、つまり改良の余地はかなりあるわけだ。さらに当のブラウン自

身、中国の収量は今後 30年で 54パーセント向上すると仮定している。

これらすべてが何を意味するかと言えば、中国の穀物需要が世界の食品市場を激動させ

るなんて予想しているのはレスター・ブラウンただ一人ってことだ。図 56を見ると、中

国の国際市場における穀物購入が増えるのはどの研究機関も合意しているけれど、ワール

ドウォッチ研究所以外のあらゆるところは、ずっと低い需要を予測しているのがわかる。

差は 400–500 パーセント以上だ。だからほとんどの農業経済学者たちは、ブラウンの中

国評価はあまりに悲観的だと合意している。IFPRI は「中国はすでに世界食糧市場で重

要なプレーヤーであり、その重要性は今後高まる見通しが高い。しかし、世界食糧市場へ

の大きな脅威とはならない 699」と結論づけている。各種の中国モデルのレビューで、著

者たちは基本的なモデルが二種類あることを発見した。一つはブラウンのもの（そして非

常に似たもう一つのモデル）で、価格や技術進歩を無視している。もう一つは高度なマル

チセクターモデル群で、洗練度はいろいろ。かれらの結論によれば、ブラウンのモデルと

その姉妹モデルは「極端な最悪ケースシナリオで、ほかのものすべてが経済環境変化にま

るで反応しなかった場合に起こることを示唆している。したがってこうした研究は真面目

に受け取るべきではないし、特に将来の食糧バランスを左右するような政策形成や評価に

使ってはならない 700」。でももう一種類のモデル群は「生産、需要、貿易について実に一

貫性のある予測を出して」いて、みんな 2010–20年に 1500–2500万トンの輸入を予測し

ている 701。

この理解は、1997年 9月に世界銀行が出した報告書でも支持されている。そこでの結

論はこうなっている：「中国は今後 20年から 30年にわたり食料的に不安はないし、中国

の国内食料生産はおおむね人口増にあわせて増加できる 702」。2020年の予測輸入総量は、

他の研究機関の予測と似たようなものだった――自給自足戦略をとれば、輸入は 3,000万

トン程度になる 703。またもやレスター・ブラウンの予想をはるかに下回る。同じように、

1999年に応用システム分析国際研究所はその中国分析の最後に大声で「そう、中国は自

分で食べていける！」と書き添えて、そのために必要な政策ステップを指摘している 704。

今日ぼくたちは、ブラウンの予想の最初の 5年について評価することもできる。農地面

積は、ブラウンは年率 1.58 パーセント縮小すると予想していたので、1990 年から 1999

年にかけて 15パーセント以上減ったはずだ。実は農地面積は、むしろちょっと増えてい

る705。ブラウンの劇的な農地減少は、はやくも幻と消えたようだ。

同じく、ブラウンは収量増大を年 1.09パーセントと予想しているけれど、これが当たっ

たのは 1990年がえらくよくて、2000年が大凶作だったからだ。1990年から 1999年にか

けての平均収量増加は、予想より 40パーセントも高い 1.56パーセントだった 706。
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図 56: 各種機関による中国の将来穀物輸入量推計と、1999/2000 の需要実績値

(ERS 2000:10). USDA=アメリカ農業省、CAS=中国科学院、IFPRI=国際食料政

策研究所、FAPRI=食料農業政策研究所、SPC=中国国家計画委員会、WB=世界

銀行、CASS=中国社会科学院、WI=ワールドウォッチ研究所。出所: ERS 1996:1,

World Bank 1997d, USDA 2000b.

輸入量の最新の数字を見ると、中国はブラウンの予想を裏切ったばかりか、輸入量はい

ちばん慎ましい予想をすら下回っている。1999/2000 年の中国は、USDAの表現を借り

れば「穀物に埋もれて」いて、備蓄は「記録的な水準」だった 707。中国は穀物 420万トン

を輸入するけれど、一方で 1140万トンの穀物を輸出していて、差し引きで純輸出が 720

万トンになる 708。いまでは USDA は、2009/10 年の総輸入をたった 266 万トンと見積

もっている 709。

全体として、ブラウンは中国の穀物生産が 1999年には 3.15億トンに下がると予想して

いた。実際の産出は 3.951億トンで、ずばり IFPRIや世界銀行の予測値の範囲内だけれ

ど、ブラウンの予想より 25パーセントくらい高かった 710。

9.8 土壌流出を心配したほうがいいの？

もう一つ文献でよく取りざたされる、よくある心配が「環境資源の劣化と消尽、たとえ

ば、耕作地の土壌流出 711」だ。このおびえは、土地が雨や風の影響で浸食されると、栄

養分が失われて、保水力が下がり、結果として収量が下がるという事実に基づいている。
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レスター・ブラウンは 1984年に、ぼくたちが世界で毎年 254億トンの表土を失っている

と試算している 712。1995年にはコーネル大学のピメンテル教授（この人には序文で世界

の健康について議論したときにお目にかかった）は、地球の浸食を年間 750億トンの表土

喪失と試算している 713。

でも、この土壌流出の数字には深刻な問題が 2つある。まず、これらは主にアメリカか

らの、ごく少数の不確実な推計にしか基づいていない。ピメンテルは 1974年に、アメリ

カは 30トン/haの表土を失ったと発表したけれど、正しい数字は 12トン/haだったのが

判明している 714。かれの全ヨーロッパについてのヘクタール当たり 17 トンという推計

は、実は――長い論文の孫引きの果てで、それぞれがちょっとずつ不正確にその前の論文

を引用している――ベルギーの斜面にある 0.11ヘクタールの農地のたった一つの調査か

ら派生したものだった。その調査の著者自身が、結果を一般化するなと警告している 715。

750億トンという数字は、マイヤーズの環境アトラスからきている 716。IFPRIは「初期

の土壌劣化に関する高い推定値は、その後裏付けがとれていない 717」と結論している。

実際に中国とインドネシア（地球の浸食地域の 15パーセントを占める）で長期の計測を

行った数少ない調査の一つでは、こうした高い推定値を裏付ける材料はほとんど得られ

なかった 718。それどころか表土について言えば、調査は「表土層は中国でもインドネシ

アでも、1930年代から 1980年代にかけてあまり薄くはならなかった 719」ことを示して

いる。

第二のもっと大事な点として、ピメンテルは土壌流出に関する主要な大規模研究二つに

言及していない。一つは国連が出資したものだ。この調査によれば、農業生産に対する影

響はあまりに過大に扱われている。

過去数百年にわたり、ぼくたちが作られたよりも大量の表土を失ってきたのはまちがい

ない。そしてその絶対総質量は増えているだろう。これは主に、ぼくたちがますます農業

に頼ってきたからだ 720。表土浸食が農業開始以来起きていたのもまちがいないし、古典

時代の物書きたちだってすでにこの現象については懸念してきた 721。

でもここで大事な点は、もちろん土壌流出が農業生産性に与える影響だ。そしてここ

で、実は土壌流出と収量の間にははっきりした結びつきがないことがわかる。国連食糧

農業機関 FAOは以下のように述べる：土壌流出が「作物単位収量や生産量に与える影響

を明確化しようとする試みは数多く行われてきたが、物理的にはあまりはっきりしてい

ない。土壌流出と生産性との関係は、これまで考えられていたよりもずっと複雑であ 722

る」。FAOはさらに、失われた土壌のかなりの部分は、単に斜面をもっと下ったところや

谷や平野で放出されるので、浸食された地域での収量ロスは、どこか余所での収量増で相

殺される、と付け加えている。実は、浸食された表土のうち、そんなに遠くまで移動する
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ものはごく少ないらしい。アメリカのピエドモントで過去 200 年にわたる土壌流出のう

ち、川までたどりついて流れ去ったものはたった 5パーセントでしかない 723。中国につ

いての総合的な調査によれば、各種の土壌特性に関する出入りの総合的な結果としては

「差し引きで土壌の劣化は見られない 724」とのことだ。

土壌流出の世界的な二大調査は、別々の道筋をたどっている。一つの調査は FAO の

データを利用して、脆弱な土地のほとんどを構成する世界の乾燥地域における、土地の劣

化の空間的な広がりと生産性への影響を試算しようとしている、年間の生産性低下は、年

率 0.3 パーセントと推計されている 725。もう一つの調査は国連環境計画 UNEP が共同

出資したもので、約 200人ほどの土壌専門家に、それぞれの専門地域における土壌劣化の

程度と深刻度についての評価を求めたものだ。その情報をまとめて、巨大な世界土壌劣化

地図に表示した 726。すべての土地の 17パーセントはある程度劣化しているけれど、大幅

に劣化したところは 0.07パーセントしかない 727。農地については、38パーセントほど

が影響を受けていて、そのうち 20パーセントは穏やかな劣化、6パーセントは強い劣化だ
728。全体として、この土壌流出は第二次世界大戦の終わり以来 45年で累計 5パーセント

の農業生産引き下げにつながっている、つまり年率になおすと 0.1パーセントくらい 729。

土壌流出の問題は、農業生産性が年間 1–2 パーセント上昇しているという数字と照ら

し合わせて考える必要がある。この生産性上昇は、高収量品種、農業技法改良、灌漑や農

薬、肥料の利用などからくるものだ。こうした生産性の上昇に比べれば、土壌流出の影響

はあまりに小さくて、しばしばそれを防ぐための追加の努力が無意味なほどだ。

明らかに、農民たちはかなりのリソースを使って自分たちの土地を守り、深刻な流出は

起きないようにしている。だってなんといっても、自分の生活がかかっているのだもの。

この保護策は、たとえば栄養素の枯渇を防ぐための施肥、段々畑による水と土の保持、等

高線式耕作に土地帯状分配なんかで実現されている 730。ここでの問題は主に、明日のこ

とを考えている余裕がなくて、結果として今日自分の土地を使いすぎてしまう貧しい農民

たちだ 731。でも今日では、きちんとした農業管理さえ行えば、土壌の成分と構成をいつ

までも維持することはちゃんとできるのだ 732。さらに FAOは、放棄されたり深刻に劣

化した土地が、大したコストをかけずに再生できた例をいくつか挙げているし、IFPRIは

土地を再生する前に食料価格が上がるのを待つほうが合理的だということを指摘している

733。

アメリカの場合、今後 100 年の土壌流出の影響は、全部で 3 パーセント程度と見積も

られる。「技術進歩から期待される収量増と比べると、土壌流出からくる 3パーセントの

損失はささいなものである 734」。要するに、土壌流出は地域的な問題で、しばしば貧困の

結果だけれど、現在の証拠から見て土壌流出が世界の食料生産に深刻に影響する様子はな
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い。いままでも将来も、土壌流出の影響は食料生産性の大幅な増加で圧倒的に相殺される

と考えられるからだ 735。

9.9 魚はどうよ？

レスター・ブラウンは「世界の農民たちは、天候に恵まれようと恵まれまいと、毎年追

加で 8,000万人もの人々を食べさせようと苦闘している。そしていま、史上初めて、かれ

らは食料供給拡大にあたり漁船団からの支援をあてにできなくなったのである 736」。

今まで見てきたように、別に農業は特に支援なんか必要としていない。でももっと大事

な点として、漁業が多少増えたところで大した差は出ない。ブラウンは「人類は（中略）

食料を得るのに海に大幅に依存している 737」と主張するけれど、魚は人類のカロリー消

費において、あるかないかの些末な一部でしかない――1パーセント以下だ 738――そし

てタンパク質摂取量で見ても、魚はたった 6パーセントだ 739。

それでも、レスター・ブラウンは漁業にえらく関心を持っている。なぜかというと、こ

こでは事態はどう見てもあまり進歩していないからだ。年刊『地球白書』が「崩壊する漁

業」における悲惨な状況について書くときのはしゃぎっぷりったら、それはすごいもの

だ。「もし漁業が続くなら、漁業はいずれ崩壊する」だの「海洋漁業は発展途上国の沖合部

だけではなく（中略）先進工業国の沖合でも崩壊」していて、こうした問題は「山のよう

な社会的不穏、経済圧力、暴力の脅威 740」につながる見込みだそうな。ワールドウォッ

チ研究所は、一人当たり漁獲高は 1988年以来 7.5パーセント下がって、今後さらに下が

る見通しだと結論づける 741。

でもまあ例によって、これはお話のすべてを語っていないのだ。

世界の漁獲高は、1990年代には昔ほどは増えていない。これは図 57を見ても明らかだ。

これは主に、世界の漁船団は一般に、お目当ての魚を捕りすぎる傾向があるからだ。漁獲

高の 35パーセントは、漁獲高の減っている魚によるものだと見積もられている 742。これ

はみんなお馴染みのメカニズムからきている。連帯責任は無責任ってやつだ。あるアパー

ト住民が共同の花壇を持っていたら、みんなそれがきれいだといいな、とは思う。でも

困ったことに、みんな掃除や草取りは他の人がやってくれるといいな、とも思うわけだ。

この現象に初めて名前をつけたのはギャレット・ハーディンで、かれは 16世紀イギリ

スの問題について説明していた。ここでは広い草地、いわゆる
コ モ ン ズ

共有地が、だれでも使える

放牧地になっていた。貧乏な人たちは、家畜をこのコモンズに放って、雀の涙ほどの収入

には必須の補填を得ていた。各人にとっては、放つ家畜は多い方がいいけれど、その社会

全体としての帰結として、その
コ モ ン ズ

共有地が扱えるよりずっと多くの家畜がきてしまった――

そしてみんなその結果として被害を被った。ハーディンはこの現象を「
コ モ ン ズ

共有地の悲劇」743
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図 57: 一人当たり漁獲高と養魚高、及び漁獲高総量、1950–99 (1999年データは速

報値)。出所: WI 1998b, USBC 2000, FAO 2000b, 2001b.

と名付けた。漁業もほとんど同じ力学を持っている。海洋はみんなのものなので、だれも

責任を持たない。だから個々の漁師としては、とにかく獲れるだけ獲っちまえ、他のみん

なのことなんか知るか、ということになる。結果としてみんなが獲りすぎることになる。

もし漁師が全員漁業をやめたら、みんな儲からなくなるけれど、漁師みんなが海を全部

獲り尽くしたら、これまた将来まったく儲からなくなる（海は空っぽになるからだ）。こ

の両極端の間のどこかに最適な漁獲水準があることは示せる。この水準では、魚はたくさ

ん捕まるけれど（つまり今たくさんお金が儲かる）、同時に十分な量の魚も残っている（こ

れが将来の魚を生んでくれる）744。

問題は、この最適水準を実現するには、魚について何らかの所有権を確立する必要があ

るってことだ 745。たとえば、ある国が領海を 200海里に広げて、この領海内の魚を全部

所有することにすると、その国は（たとえば許可証なんかを通じて）最適量の魚しか獲れ

ないようにできる。でも、魚を所有するのは、しばしば困難か不可能だ。マグロやサケと

いった多くの魚は長距離を泳ぎ、200海里の外に移動する（そして他の国がそれを捕まえ

てしまう）。さらに、各国は――特に第三世界では――規制がなかなかできず、特に漁師

の数を減らすのに苦労する。最後に、海に棲む多くの魚に所有権を割り当てるのは容易な

ことじゃない。

国や国際協定が最適な利用を確保できなければ、みんながお互いに争いあう状況になっ

てしまう。こうなると、漁師は高価な設備に過剰投資して、できるだけ迅速かつ効率よく

海の魚を獲り尽くそうとする。投資の唯一の制約は、海があまりに空っぽになって、それ
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以上の漁業が儲からなくなることだ。結果として、今の世界の漁業は、一方ではコント

ロールと最適利用、一方では獲りすぎと金鉱掘り的態度のごたまぜになっている。

海洋は、ぼくたちが「無料で」（つまりぼくたちがエサをやらなくても、ということ）獲

れる魚を年に 1 億トンほど生産できる。いま、ぼくたちはたった 0.9 億しか獲っていな

い。残り 0.1億トンは、獲りすぎてきた代償だ 746。もちろん、その残り 0.1億トンを手

に入れられたら素敵だろう。でもこれは、さっきの引用などでレスター・ブラウンがなん

と言おうと、どう考えても食料供給を大きく左右したりはしない。世界の漁業を完全に協

調させて、残り 0.1億トンをずっと捕まえ続けられるようにしたところで、この追加分は

カロリーベースで、世界の農業生産増加の 19 日分にしかならない 747。だから、追加の

0.1億トンを捕まえないのは、非効率だけれど、でも実質的には世界の食料の進展を、3週

間弱ほど逆戻りさせたにすぎない。

漁獲高は 1億トン以上増やすわけにはいかない。これはまさに、この収穫が無料で手に

入るものだからだ。かわりにぼくたちは、養魚場で魚の養殖をするようになっている。こ

れは特に中国で盛んだ。この生産は、1984年から 5倍増している 748。結果として、漁獲

高は人口増に追いついていないけれど、水揚げ総量は大きく増えて、1990年代末の一人

当たり水揚げは、またもや史上最高記録を更新した (図 57)749。

レスター・ブラウンが全般に、一人当たりの魚が減っていると思うのは、こういう養魚

場での生産を含めないからだ。この判断はずいぶん変だ。カロリーやタンパク質を得る場

合、消費者としてはこのシャケが養殖物か大西洋の天然物かをそんなには気にしないはず

だからだ。

先行きを見ると、FAOは魚の消費量は大幅に増えると期待している――一人当たりだ

と、2030年までに 23パーセント以上増える 750。これはつまり、養殖漁業の生産が、伝

統的漁業の漁獲高を上回るということだ 751。でも、たぶん値段も上がるだろう。途上国

の所得が上がって、魚の需要も増えるからだ 752。

9.10 結論

レスター・ブラウンは、1970年代初期からずっと食料生産について心配し続けてきた。

幾度となくかれは、今度こそ食料生産は下がって価格が上がる、と予言し続けてきた。

1974年にかれはこう書いている：「第二次大戦以降のほとんどの期間を通じて、世界の食

料経済は危機的な過剰容量、余剰備蓄、低い食料価格に悩まされてきた。しかしいま出現

しつつある条件は、こうした時代が終わりつつあって、食料がおおむね絶え間なく稀少と

なり、高価格となる時代が代わりに到来しつつあることを示唆している 753」。1996年に

もかれは、年を変えただけで同じ発言をしている：「明らかにわれわれは新しい時代に突
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入しつつある。食料が比較的豊富だった時代は、食料稀少の時代にとって代わられつつあ

る 754」。でもどっちの発言もまちがっていた。2001年はじめ、小麦は最安値を更新した。

IMF (国際通貨基金) の食料価格インデックスも史上最低となった。

1981年にも、レスター・ブラウンはまたもや、単位収量の将来成長は「世界のあらゆる

食料供給の公式予測で想定されたものよりずっと低いかもしれない。ヘクタールあたり収

量増加という戦後のトレンドは、アメリカ、フランス、中国で頭打ちか逆転している 755」

と書いた。この 3ヶ国とも、その後年率 2.3–5パーセントの単位収量増加を経験している
756。

この章でぼくたちは、人口増が食料生産を上回るという議論を正当化するためにレス

ター・ブラウンが持ち出してきた精一杯の議論を調べてきた。でも、どれもまともなもの

とは思えない。価格は下がっている。最大収量に「壁」なんか見えていない。同時に、世

界の農民の相当部分が、今日のトップ 20パーセントの生産者の収量に近づけば、それだ

けで劇的な収量の改善が期待できる。FAOは、発展途上国の食料生産は今後 15年で年率

1.6パーセント増え続けると予想している 757。

穀物備蓄は特に低いわけじゃないし、どのみちそれを心配する理由なんか特にない。実

は食料安全保障は、まさに国際貿易の拡大のおかげで改善している。そして大凶作があっ

ても、「飼料穀物バッファ」で人間の食料供給は確保できる。

中国が、世界の食料市場を決定的に揺さぶると考えるべき理由はない。現在にいたるま

で、ブラウンの中国に関するあらゆる予想は大外れだった。そして最後に、漁業は世界の

食料の 1パーセントくらいしか供給していないので、それがどうなっても人間の栄養摂取

の面ではあまり影響がないし、それにここですら 1990年代末の 1人当たり生産量は、史

上最高を更新している。

だから FAO は、2010 年、2015 年、2030 年のいずれの都市でも、もっと多くの人が

もっと多くの食料を得られると予想している 758。栄養不足の人は減り、すべての地域で

一人当たりカロリーが増加する――2030年までの予測を図 58に示す。おおむね同じ結論

が IFPRIや USDAや世界銀行からも出ている――そしてこの 3者とも、価格はさらに下

がると予想している 759。

でもこの発展は、地区ごとに分配が不均衡で、サブサハラアフリカはやっぱり他の地域

よりもできが悪いだろう。栄養状態もちょっとしか改善せず、経済発展も小さい。さらに

一部の発展途上国はもっと食料を輸入する必要が出てくる。これはアジアの豊かな国に

とっては問題ないけれど、経済的に弱いアフリカにとっては、さらに悩みが増えることに

なる。すでに述べたように、これは主に貧困の問題で、繰り返すけれど、強力な経済成長

によって対処するのが一番いい。
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図 58: 先進国、発展途上国、全世界の一人当たりカロリー摂取量、1961–2030。出

所: FAO 2000d:23, 2001a.

でも主要な結論はそれでも成立する。FAO、IFPRI、USDA、世界銀行の調査はすべ

て、農業危機なんか目の前に迫っていないし、食料が稀少になる様子もないことを示して

いる。食料はどんどん安くなり、さらに多くの人が、もっと高質な食べ物をもっと大量に

消費できるようになるのだ。
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第 10章

森林ってなくなりかけてるの？

森林も、ぼくたちが乱開発しているかもしれない再生可能資源のひとつだ。多くの人

が、森林は消え続ける一方だと強く信じている。『タイム』誌の環境調査はこんな見出し

を掲げた。「森林：世界規模のチェーンソー殺戮 760」。世界資源研究所は端的にこう呼ん

でいる。「森林破壊：世界的侵攻は続く 761」。WWFも似たようなメッセージをウェブサ

イト上で広めている。1998年の 4月まで掲載されていた森林についてのトップページは

図 59の通り。「地球上に残された最後の森林を保存するためにいますぐ行動を」と書かれ

ている。他のところでは、WWF は「世界の森林は驚くべきスピードで消失しつつある
762」と主張している。これはWWFの国際主幹であるクロード・マーチンの声明とも一

致している。かれは 1997年に「瀬戸際の世界森林」というプレスリリースの席上でこう

述べた。「世界のリーダーたちに懇願します。それぞれの国に残されている森林を保存す

るといま誓ってください。世界の森林は存亡の危機にあるのです 763」。また、こうも述べ

ている。「世界の森林地帯は、面積的にも質的にも著しい低下を見せている 764」。ワール

ドウォッチ研究所は「森林破壊は過去 30 年にわたり加速する一方だ 765」とまで述べて

いる。

でもこんな主張をする根拠はない。世界的には、森林に覆われた地帯の総面積は 1950

年からあまり変わっていないことが図 60を見ればわかる 766。世界の森林についての未来

予測（21世紀中）は図 150（p. 407）にまとめられている。最も悲観的な予測では 2100

年までに 20パーセントの減少という結果が出ているものの、ほとんどのシナリオでは森

林地帯の面積は変わらないか、いくらか増加さえしている。

もちろん、何をもって森林と呼ぶかを決めるのは難しい。密林からサバンナ、低木のス

テップまで、段階的な遷移があるからだ。辺縁部に近付くほど木々が低くなり、まばらに

なるのと同じだ。それに、ブラジルの雨林をデンマークのブナ林やアメリカの植林地と比

較するのも実に難しい。それでもそんな比較を敢えてするなら、世界の森林地帯に関する

最高のデータをまとめたのが図 60だ。でも、これが状況の大まかな雰囲気を伝えるもの
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図 59: 「地球上に残っている森林を保存するためにいま行動を」WWF の森

林についてのウェブページ（～1998 年 4 月）。出所: http://www.panda.org/

forest4life/
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図 60: 国連による世界森林の推定面積、1948–1994、1961–1994。1980–1995 に

ついてはより密集した森林に限定、1990–2000 は森林の定義を新しく設定。全て

FAOによるもの。出所：FAO Production Yearbooks 1949-45, FAO 2000, 1995a,

1997c, 2001c:34. データは不十分だが、手に入るものｔの中では圧倒的に優れてい

る 767。

http://www.panda.org/forest4life/
http://www.panda.org/forest4life/
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でしかないことをよく覚えておく必要がある。

世界的に、森林面積は 20世紀後半、感心するほど安定している。最長の時系列データ

によると、森林面積は 1950年に世界の土地面積の 30.04パーセントだったのが、1994年

には 30.89パーセントに増えている。つまり 44年間で 0.85パーセントの増加だ。それよ

りちょっと短い 1961年からのデータでは、世界的森林面積は 32.66パーセントから 32.22

パーセントへと減ったと推定されている。言い換えれば、この 35年間ほどで 0.44パーセ

ントの減少となる 768。国連 (FAO) は 2度の世界森林調査を 1995年と 1997年に行い、

1980–90 年、1990–95 年にかけてもっと限定した定義による森林地帯を調べている。こ

の調査によれば、森林面積は 27.15パーセントから 25.8パーセントに減少、つまり 1.35

パーセントの減少となっているけれど、この数字はかなりの不確実性があって怪しい。例

えば、2回目の調査のときに 1990年の森林面積の値が上方修正されたけれど、その増分

は 1990–95年の減少量合計よりも大きい（言い方を変えると――もし 1990年の森林面積

が改訂されなければ、1990–95年ではむしろ森林の増加が見られたわけだ）769。それに、

この調査には世界で最大の森林面積を持つロシアが含まれていない。したがって、こうし

たかなりの短期的な不確実性がある以上、できるだけ長期にわたる調査に焦点を当てざる

を得ない。このことについては注でもっと詳しく論じている 770。2001年開始の最新の森

林調査では、FAOはまたもや森林の定義を変更し、1990–2000年の森林面積について試

算し直している。結果は、29.5パーセントから 28.8パーセントへの減少が見られている
771。

森林のほとんどは数カ国に集中している。ロシア、ブラジル、アメリカ、カナダを合わ

せると世界森林の 50 パーセント以上を占めている 772。世界的に見れば森林は農地の約

2–3倍ある 773。

10.1 森林と歴史

農業の開始以来、人間は森を伐採して農地を得てきた。プラトンによれば、アテネ郊外

のアッティカ高地は、森林破壊の結果「病に冒された体に浮いた骨」のようだったそうな

774。

ヨーロッパはもともとあった森林の 50–70 パーセントを失ってしまった 775。ほと

んどは中世の初期に、農地や薪を得るために切り崩された。フランスの森林の半分は

1000–1300年に消失した 776。ペストが 14世紀中頃にヨーロッパ人口の 3分の 1を一掃

して森林への圧力を和らげたので、大部分は再生した 777。ようやく 1500年代、1600年

代になって、かつてなく人口が増えて再び森林が圧迫され、前より多くの森林が切り倒さ

れた。1700年までには、フランスの森林は 1000年と比べて 70パーセント以上も減少し
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た 778。でも 18世紀には、人々は森林が限りある資源で、かつ軍艦の造船に欠かせないと

いうことに気づき始めた。このため 1700年以降だとヨーロッパの森林は、たった 8パー

セントぐらいしか減っていない 779。

アメリカが失ったのはもともとの森林地帯のおよそ 30パーセント程度で、このほとん

どが 19世紀の出来事だ 780。消失量があまり多くないのは、主に人口圧力がヨーロッパほ

どひどくならなかったせいだ。1880–1920年のアメリカにおける農地の倍増は、草地を農

地へ転換することで実現されたため、森林地帯にはほとんど影響を与えなかった 781。

一方、その他の世界各地で森林破壊が激化したのは 19世紀だった 782。ラテンアメリカ

は早くから世界経済の一員となり、過去 300年間で森林面積のおよそ 20パーセントを切

り崩した 783。このほとんどが砂糖、のちにはコーヒー畑に化けたが、1690年に始まった

金鉱、ダイアモンドブームもブラジルの森林を 2パーセントほど減らすことになった 784。

むかしから集約農業を実践してきたアジアが世界経済に加わったのは比較的遅かった。

インドが大規模に綿を輸出するようになったのは、アメリカ南北戦争が起き、1869年に

スエズ運河が開通してからだった 785。結局、南アジアと中国は 1700 年以降、合わせて

約 50パーセントの森林面積を失った 786。これに対し東南アジアが過去 300年間に失っ

たのはわずか 7パーセント。また、アフリカ、ロシアはそれぞれ 20パーセント弱の森林

面積を消失している 787。

世界的には、農業の開始以来もともとの森林面積の約 20パーセントが失われたと推定

される 788。この数字はいろんな団体がよくふりかざす数字よりはるかに小さい。例えば

WWFは、農業開始以来、森林の 3分の 2が消失したと主張しているけれど、序章でも述

べたように、論拠はまったくない 789。

10.2 森林破壊：一般的な見解

森林は多くの利益をもたらしてくれる。最もわかりやすいのは、主に建材、家具、紙、

薪などおよそ 5,000にのぼる製品からくる利益だ 790。世界レベルでみると、林業は世界

の GDPに約 2パーセント、6,000億米ドルの貢献をしていると推定される 791。

また、森林は都会住人にはレクリエーションの場ともなる。川や貯水池の堆積物の原因

となる土壌流出を食い止め、洪水を減らしてくれる 792。そして、森林、特に雨林はさま

ざまな種類の動物のすみかでもある。これについては後に生物多様性についての章で検討

する。

温帯林のほとんどは北アメリカ、ヨーロッパ、ロシアにあり、過去 40年にわたり拡大

を続けている。その一方で、とても多くの熱帯林は消失しつつある。熱帯林にはすごくた

くさんの動植物が住んでいて、バイオマスとしてもずば抜けて大きい 793。熱帯林の中の
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湿った部分である熱帯雨林だと、わずか数百平方キロメートルに何百種もの樹木が存在

することもよくある 794。これとはまったく対照的なのが北方林で、カナダの北方林には

1,000平方キロメートル強の広さにわずか 20種ほどの樹木しかない 795。

1970年代後期には、雨林の半分以上が数十年のうちに消失するんじゃないかと懸念され

た。カーター大統領の環境報告『グローバル 2000』では、熱帯林の年間消失量は 2.3–4.8

パーセントと推定されている 796。著明な生物学者ノーマン・マイヤーズはごく最近――

1990年代初期――にも、全森林の 2パーセントが毎年破壊され、2000年までには（かれ

の予言からわずか 9年で）熱帯林の 3分の 1が失われるだろうと予測した 797。それどこ

ろかかれは「これからわずか数十年で、我々は熱帯林の実質的な消滅を目にする可能性も

ある 798」と主張している。年間の森林消失量 1.5–2パーセントという水準の予測は、当

時の生物学者たちの推計としては珍しくなかった 799。今日では、この予測は過大もいい

ところだったことがわかっている。おなじみの FAO予測は 1980年代における熱帯の森

林破壊率を 0.8パーセントとしたけれど、1990年代にはその数字を 0.7パーセントに下方

修正した 800。FAOによる 2001年以降の新しい調査は正確な衛星画像に基づいているけ

れど、熱帯の森林ネット破壊率の推定値は 0.46パーセントとさらに低下している 801。

それでもこれはかなり高い数字だ。理由は主に 3つある。1つは、熱帯林がだれにも所

有されていないか、所有権の管理がきちんとしていないことが多いということ。実のとこ

ろ、この問題は先に述べた世界の漁業問題と似ている。雨林がみんなのものなら、誰の責

任でもない。開拓者たちはひたすら森林を切り開いて開墾を試みては、数年のうちに土壌

をだめにして新しい土地に移ってしまうだろう 802。森林破壊に対する規制の不徹底につ

いては政治的取り組みがあまり行われない。規制すれば、その地方政府は貧困者と失業者

――すなわち政治的不安材料――を大都市に増やしてしまうことになるからだ。

2つめは、熱帯林が生み出す木材にとても価値があること。大規模な材木会社との取引

は、経済的な苦境にある発展途上国にとって、お手軽な逃げ道だ。スリナムでは、材木関

係のコングロマリットが、国内の森林の 3 分の 1 での伐採権と引き替えに、スリナムの

GDP 総額に匹敵する投資を申し出た 803。500 パーセントのインフレと失業の増加の中

では、このような申し出はたまらなく魅力的だ。最初に打撃を受けるのは森に住むわずか

なインディアンたちだけだろう。でも長い目で見れば、これは家宝の銀器を売るに等し

い。スリナムも経済圧迫が和らいだなら、森林を適切に管理してもっと多くの見返りを得

ることができるはずだ。

3つめは、発展途上国では薪の収集が森林破壊の主な理由であること。木材が供給する

のは世界のエネルギーの 1 パーセントに過ぎないけれど、発展途上国全体のエネルギー

消費でみると 25パーセント、アフリカでは 50パーセントを占めている 804。主に料理と
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暖房に使われる薪は、灯油など他のクリーンな燃料を買えない最貧困層の人々が集めてい

る。これが発展途上国の森林破壊と砂漠化を招いている。アフリカの都市の多くでは、半

径 50キロメートルに薪は見あたらないから、女性や子供は年に 100～300日間もひたす

ら薪を探し歩く 805。ふつうの木よりも成長が早く、荒れた土地でも育つ代替燃料用植物

はたくさんある。また、昔ながらの石 3 つを使った簡易炉は発生エネルギーのたった 6

パーセントしか使えないのに、安価な金属ストーブの熱効率は 2倍、発展途上国でも作れ

るセラミックストーブだと 4倍で、屋内空気汚染も減らして光熱費を 20パーセント節約

してくれる 806。

ここで述べた森林破壊に関わる 3 つの問題は、要するに管理の悪さだ。これら 3 つの

問題の原因は、現在発展途上国が直面している別の問題にある。無秩序な森林破壊は土地

のない多くの貧民によるところが大きいし、薪の乱獲は基本的には低所得のせいだ 807。

どっちの問題の根っこにも、貧困を減らし成長を高めるという課題が存在する。

同様に、材木の問題が頻繁に起こるのも、負債の罠にはまった国が目先のことしか考え

られず、ろくでもない取引の餌食となりやすいからだ 808。熱帯林破壊問題をどうにかし

たければ、先進国は森林の保存に対して発展途上国にお金を払うべきだ。こうした自然保

護と債務の交換が初めて行われたのはボリビアだ。アメリカの銀行団が、ボリビアが 150

万ヘクタールの熱帯林を生物学的保護地とすることを条件に、ボリビアの国家債務の一部

を買い上げたのだ。残念なことに、ボリビアはこの約束を守らなかったので、いまだこ

の地域は法的に守られていない 809。でもこのアイデア自体はエクアドル、コスタリカ、

フィリピンで採用されている 810。専門家の多くが基本的に合意していることとして、熱

帯の樹木を生物学的に無理のない形で伐採することは可能だ。ただし、それにはもっと厳

しい規制をかける必要はあるけれど 811。

10.3 森林破壊：どれだけ？

でも森林破壊問題がどれだけ深刻かをはかるには、どれだけの熱帯雨林が実際に消失し

たかを見なきゃいけない。正確な数字は入手できないけれど、国際自然保護連合（IUCN）

によると、もともと存在した森林面積の 80パーセントは無事だ。つまり、有史以降およ

そ 20 パーセントの熱帯林が消失したわけだ 812。森林の約半分を伐採しちゃった先進国

と比べれば、相対的にましな数字じゃないかな。

ナイジェリア、マダガスカルといった国々は、もともと存在した熱帯林の優に半分以

上を失ったし、中央アメリカは 50–70パーセントを失ったはずだ 813。でも全体的にみれ

ば、この地域は世界の熱帯林の約 5パーセントしか占めていない。熱帯林の大部分はブラ

ジルのアマゾンにある 814。ブラジルの森林は世界の熱帯林の 3分の 1を占めている。こ
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図 61: アマゾンに残る森林、1978–99。アマゾンは世界の熱帯林の 3分の 1を占め

ている。出所: INPE 2000:7; Brown and Brown 1992:121.

れに比べれば、2番目に大きな熱帯林を持つインドネシアも、世界の熱帯林の「わずか」6

パーセントでしかない。

1988年に、ブラジル宇宙機関（INPE）は人工衛星が 7,000もの火災を確認し、ブラジ

ルでは森林が年間 800 万ヘクタール――およそ 2 パーセント――伐採されていると発表

した 815。かけがえのない自然を破壊しているとして、この数字はブラジルに対する激し

い批判を招いた。でも後でこれはひどい過大申告だったことがわかった。1999年につい

ての公式速報値は年間 170万ヘクタール、つまり 0.5パーセント弱だ。事はアマゾン全体

での森林破壊は有史以来 14パーセントくらいでしかないことが図 61を見ればわかる 816。

そしてこの 14パーセントのうち少なくとも 3パーセントくらいは、新しい森林に置き換

わっている 817。

図 61はどう見ても、そう悪くは思えない。アマゾンの森林の 70パーセントが手つかず

のまま残ると信じるだけの十分な理由があるし、1998年の 4月には、ブラジル政府は追

加で 2,500万ヘクタールの土地に保護令をかけることを約束した 818。

でもWWFは 1996年に、森林破壊の速度が 1992年と比べて 34パーセント増加した

と発表した。1997年の森林破壊率は 50パーセント以上減少し、調査開始以来 2番目に少

ない破壊率だったことは、翌年言わなかったけれど。
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10.4 どれだけの森林？

どれだけの森林を世界として持ちたいかについて、よく考えた政治的決断をしたいな

ら、森林開発の賛否両論について包括的に見てやることが大切だ。

熱帯林を重要資源と見なす主な理由は 2 つ。ぼくたちは 1970 年代には、雨林は地球

の肺だと聞かされた。2000年 7月にもWWFは「アマゾンは世界の肺と呼ばれている」

からとブラジルのアマゾン保護を主張した 819。でもこんなのは思いこみでしかない 820。

確かに植物は光合成によって酸素を生成する。でもその植物が死に、腐敗するときには、

まったく同じ量の酸素が消費される。したがって、安定した森林（樹木が生長する一方で

老木が倒れて、バイオマスがほぼ一定に保たれている状態）だと収支が打ち消しあって、

酸素は生産も消費もされない。もし地上、海中のすべての植物が枯れて腐敗したとして

も、このプロセスで消費されるのは大気中の酸素の 1パーセントに満たない 821。

森林保存を支持するもうひとつの理由は、この星の様々な種、つまりは生物多様性を維

持すること。この議論については 23章で検討する。簡単に言えば、今後 50年間では多く

の人が主張するような、全動植物種の 50パーセントが失われるなんてことはない。むし

ろ 0.7パーセントぐらいだろう。こういう種が本当に経済的資源になる（新しい重要な薬

の原料になるかもとか）なんていう議論は一般には成立しないけれど、でもそういう生物

を保護すべきだという道徳的な議論はできるだろう。

一方で、森林の状態についてはずいぶんとまちがった印象が出回っている。ほとんどの

人々は、過去 50年間に人類は雨林と温帯林の大部分を葬り去ったと信じこんでいる。前

に引用したWWFの主張なんかは当然この思いこみを固めてしまう。でもすでに指摘し

たように、この 50年間、世界の森林面積は減ってない。一方、ヨーロッパは農業と人口

増加のために、中世後期までに自前の森林の相当部分を始末してしまっていた。

紙の消費や広告紙の使用が森林破壊につながっていると心配する人も多い。ワールド

ウォッチ研究所は 1998年に「劇的に増加する紙などの木材商品への需要（中略）は、地

域の森林破壊問題を世界的破滅へと導くことになる 822」と記している。だが実のところ、

木材や紙の総消費量は、現在の森林面積における新規の材木成長分のわずか 5パーセント

でまかなえるのだ 823。

同様に、森林面積が安定しているのは、天然林をつぶしてその分植林地を増やしている

だけのことだと主張する人々も多い。古くからの天然林には動植物種が豊富だが、植林地

には遺伝的に同じ樹木が立ち並び、それ以外にはごくわずかな動植物種が生存しているだ

けだというのだ 824。もちろんこれは、一般的な生物多様性に関する議論の副産物だ。で

も、そもそも植林が全体的な生物多様性を損なうかどうかははっきりしない。確かに植林
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地には動植物種が少ない。でも植林は木材を大量に生産することが目的だからこそ、植林

地が増えれば天然林への経済的圧迫を減らすことになる。結果的に、天然林の破壊は減

り、残った天然林が多様な種を養ったり、人間にとってよい憩いの場になったりできるの

だ 825。アルゼンチン産の木材の 60パーセントは植林地で生産されているけれど、これは

アルゼンチンの森林地帯のわずか 2.2パーセント。つまり植林地がその他 97.8パーセン

トの森林を救っていることになる 826。もう 1つ気になるのは、植林地は一般的に広大だ

と言われていること。WWFは、植林地は「現在の森林面積の相当部分を占めている 827」

なんて言ってる。もちろん「相当部分」という言葉はあいまいだけれど、FAOによると

植林地が占めるのは世界の森林地帯のわずか 3パーセントだ 828。

最後に、いやほど聞かされた 1997 年のインドネシア森林火災について。この火災は、

何ヶ月もの間、タイからフィリピンにわたる東南アジア全域に厚いスモッグを広げた。こ

の火災は深刻な健康問題を引き起こし、総額で GDP の約 2 パーセントにも及ぶ大きな

経済的打撃をもたらした 829。でもこの火災は同時に、森林破壊への注目を集める手段と

しても利用された。WWFは 1997年を「世界に火がついた年」と表し、主席クロード・

マーチンは「これはただの非常事態ではない、全地球的な大災厄だ 830」と断言した。そし

てまとめでWWFは「1997年の火災は歴史上かつてない規模の森林を焼き尽くした 831」

と主張した。

だがこれは事実に反している。WWF は報告の中で、インドネシアの火災は 200 万ヘ

クタールに及んだと推定しているが、この数字は報告内で参照されている文献のどの見積

もりよりも大きい。この 200 万ヘクタールという数字は絶えず出てくるけれど、これが

森林と「非森林」地帯の双方を合わせた数字だということはかなり後まではっきりしない

832。インドネシアの公式見解は約 165,000–219,000ヘクタールだ 833。後の人工衛星を利

用した測定だと、130万ヘクタールを上回る森林地が被害にあったらしい 834。フリーの

火災専門調査官ヨハン・ゴルダマーは「1997年がインドネシアや世界全体にとってまれ

に見る火災の年だったと示すものは何ひとつない 835」と述べている。

また、WWFはブラジルの森林火災についても「インドネシアでの火災に並ぶ規模」と

表しているけれど、参考文献を示していない 836。WWFは 1997年に森林火災数が増加

したと発表しているのに、後になって火災のほとんどは、すでに森林伐採後の土地で起き

ていたと述べている 837。ブラジル環境庁は、全火災の 94パーセントがすでに焼き払われ

た土地で起きたものと推定しており、ブラジルの環境研究所はこれを約 72パーセントと

推定している 838。

このWWF報告は、その他の様々な火災の規模に関する記述を欠いている。特にタン

ザニアでの 5,000ヘクタールに及ぶ火災、コロンビアでの 40,000ヘクタールの火災だ。
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結局のところ、WWFの挙げる数字ですら、1983年から 1984年にかけて 240万–360

万ヘクタールの森林を焼いたインドネシアボルネオ島の火災にはほど遠いし、1987 年

に中国と旧ソ連で 1,300万ヘクタールを焼いた火災には及びもつかない 839。実のところ、

毎年 1,000～1,500万ヘクタールの北方林および温帯林、2,000–4,000万ヘクタールの熱帯

林、5億ヘクタールもの熱帯サバンナ、亜熱帯サバンナ、森林、疎林が火災によって消失

していると推定されている 840。ロシアの森林火災だけで約 1,200万ヘクタールにのぼる

と言われている 841。だから 1997 年が歴史上最も多くの森林が焼失した年なんかである

はずがないのだ。

それに、森林火災の評価については他にも問題がある。まず、原生林に影響を及ぼすの

は焼失面積のごく一部でしかない。WWFは 1997年に破壊された原生林は「たった」約

100,000ヘクタールだと推定している――インドネシアの森林面積の 1,000分の 1以下に

相当する 842。焼き畑が多く行われるのは、サトウキビの収穫のためにすでに開墾された

土地だ。畑や草原を確保するため、また、それが土壌に良いと信じられているからだ 843。

もう一つ、人類ははるか昔から火を使ってきた。ある調査によれば、オーストラリアへ

人間が入植すると同時に、植生が耐火性になったとか 844。世界規模でみると、急激な人

口増加や、これに伴う焼き畑農業の増加にも関わらず、バイオマスの総焼却量は 1880年

以来、最大でも 50パーセントしか増加していないと推定されている 845。

10.5 結論

アメリカやヨーロッパが自分でやってきた森林破壊を考えれば、そもそも熱帯林破壊に

ついて憤慨する権利なんてあるんだろうか。自分は森林を派手に伐採することで莫大な利

益を得ておきながら、発展途上国には同じ利益にあずかることを許さないなんて、偽善と

しか思えない。

それでも、2つの事実は指摘できる。1つは、発展途上国の人々は森林の伐採を短期間

に、それも不必要に無分別なやり方で――長期的には損害となるやり方だ――行うことが

多いこと。伐採を行う理由は、個人の貧困と政府財政の貧しさの両方だ。どっちの問題で

も根っこにあるのは経済状態の貧しさだから、解決策にはしっかりした経済成長策を含め

なきゃダメだ。そうすれば将来的に、発展途上国は森林開発についてもっと広い視野を持

つだけの資源を確保できるようになる。

2つめは、生物多様性の減少を防ぎたいというのが本気なら、口だけじゃなくてお金も

出せということ。発展途上国の森林資源を、自分たちがしてきたようには開発してほしく

ないなら、その分を補償するべきだ。方法はいくつかある。大規模な自然地帯を保護する
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かわりに、欧米諸国や企業が途上国の債務を肩代わりする、自然保護・債務スワップにつ

いてはすでに述べた。世界的な認定システムの導入によって、発展途上国の森林保護を強

化することも可能だろう。簡単にいえば、明確な国際的ラベルを使って、その木材商品が

適格な条件で、責任を持って育成された森林から生産されたことを消費者に知らせるわけ

だ 846。この解決策も問題を市場と結びつけることで、森林の開発を適切な形で行うほう

が発展途上国の利益になるようにするわけだ。

でも基本的には、森林は危機に瀕しているわけじゃない。歴史的にみると、全森林の

約 20パーセントが消失してはいるけれど、全世界の土地の 3分の 1は森林に覆われてい

るし、その面積は第二次世界大戦以降あまり変わっていない。熱帯林は破壊されつつあ

るけれど、その率は年間 1.5–4.6 パーセントなんていうおっかない水準よりずっと低い

――FAOの最新のデータでは年間 0.46パーセントだ。発展途上国では、森林が軽率で無

責任なやり方で管理されることもあるけれど、それに対する一番の解決策は、もっと高い

成長と経済基盤を実現させて、森林資源を持つ国々が長い目でものを考えられるだけのリ

ソースを与えることだ。道徳的な見地から、生物多様性の減少に歯止めをかけようとして

熱帯林破壊の軽減を心がけることはできる。でも生物多様性の減少は、もともと考えられ

ていたよりもはるかに小規模だということも認識しておく必要はある。

最後に、世界の紙需要は現在の森林面積のわずか 5 パーセント分からの木材生産で永

久にまかなえる。植林地が森林地帯全体に対して占める割合は大きくない。それに植林地

は、いまも世界の森林の 95パーセント以上を占める原生林への圧迫を和らげるために役

立っているのだ。
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もうすぐ石油が枯渇する。毎度のことながら。E Magazine が 2000年 7月に書いたよ

うに：

シナリオはこうだ：ガソリンスタンドではステッカー表示の価格が一夜にしてほ

ぼ倍増し、衝撃が走る。開いている数少ないガソリンスタンドでは長い行列。閉

まったガソリンスタンドでは、段ボールに殴り書いた「ガソリン売り切れ」の看板

が入り口をふさいでいる。「大型」乗用車はたたき売り。低燃費車に長い待ち行列。

1973年？　 1979年？　それとも 2007年？ 847

全部前に聞いたことがある話だ 848。そしてこの先も繰り返される話だろう。でも議論

はどうも事実には基づいていないようだ。劇的な価格上昇は起きないし、実は将来のエネ

ルギーニーズにも対応できると考えるべきちゃんとした理由はある。

11.1 ぼくたちの文明はエネルギー上に築かれている

ぼくたちのありとあらゆる行動は、いちいちエネルギーを必要とする。ぼくたちの体

は、100ワット電球に等しいエネルギーを発するけれど 849、でも歴史の初期から人はもっ

と多くのエネルギーをコントロールしようとしてきた。最初は主に、動物や奴隷の利用を

通じて。遠からずして、ぼくたちは技術的な工夫を通じて自然エネルギーを使うように

なった：帆船、風車に水車。それでも、人が思い通りに大量のエネルギーを生産できるよ

うになったのは、1769年のワットの蒸気機関発明以来のことだ。蒸気機関は産業革命の

基盤を作り、おかげでイギリスは続く 100年にわたり、それまでほぼ完全に人間労働に依

存していた生産を、化石燃料を主要なエネルギー入力とするものに作り替えてしまった。

でも同時に、その生産がもはや薪には頼れないことは明らかになってきた。イギリスは

急速に森林がなくなりつつあった。イギリスでもアメリカでも、ますます石炭が使われる
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図 62: アメリカのエネルギー消費、1750–2000、薪、石炭、石油、天然ガス、水力、

原子力、単位はエクサジュール (1018J , 石油約 1.67億バレルまたは石炭 3700万ト

ンに相当)。出所: EIA 2000d:349–50, 2001a:1.852

ようになった（図 62) 。そのほうがエネルギー源として薪より優れていたし、ずっと大量

に手に入ったからだ。このプロセスは、あらゆる産業国で繰り返され、エネルギーと非再

生資源に対するぼくたちの依存をがっちり固めた。20世紀になって、石炭は石油にとっ

てかわられた。こっちのほうが輸送、保存、利用がしやすいからだ。

石炭、石油、天然ガスは、すべて何百万年も前の植物が分解してできたものだ。だから、

これらはまとめて化石燃料と呼ばれる。石炭のほとんどは、3-4億年前の地上植物が広大

な沼地で分解した残存物だ。最初は泥炭になり、その後十分な圧力と熱で水分が絞り出さ

れるとそれが石炭になった 850。一方、石油と天然ガスは、主に 200万年前から 1.4億年

前に海底に沈んだプランクトンでできている。石油と天然ガスの比率や質は、圧力と温度

による――驚くかもしれないけれど、ほとんどの天然ガスは圧力がいちばん高いところで

できる 851。原油はいろんな化学成分でできていて、ガソリンとかディーゼル燃料とか灯

油とか、アスファルト用の材料とかの製品を取り出すには精製が必要だ。

今日、ぼくたちの文明はエネルギーの十分な供給に大きく依存している。19世紀末に

は、産業用の作業のうち 94パーセントは人間の労働だった。今日では、人間労働はたっ

た 8パーセントだ 853。

ぼくたちが使うエネルギーを、「召使い」換算で考えてみよう。つまり人間と同じだけ

の労働力を持った存在がどれだけ要るかを考えるわけだ。すると、西欧の各人は召使い

150人、アメリカでは 300人、インドでさえもみんなが 15人ずつの召使いに手伝っても
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らっていることになる 854。こういうお手伝いさんなしで暮らすのはどんなものか、想像

するだけで気持ちが悪くなってくる。

11.2 このままやっていけるだけのエネルギーはあるの？

最大の問題は、この依存は持続可能かということだ。答はびっくりするだろうけれど、

かなり将来まで化石燃料はなくなったりはしない、というものだ。

でも、長期的にはどうしようか。今日のぼくたちのエネルギー供給は、何百万年もかけ

て作られた石炭と石油に基づいている。多くの人は――ぼくたちがいまの文明を維持する

のに――何百万年もかけてできた資源をほんの数百年で消費してしまうという、一見する

と問題に見えるものを指摘している。むしろ資源を
サステイナブル

持続可能なかたちで使って、ぼくたち

の消費のせいで将来の世代がこうした資源を使えなくならないようにすべきだ、と言う。

でも、これはもっともらしい議論ではあるけれど、孤立した非再生可能エネルギーを、将

来の世代も確実に使えるような形で消費するのは不可能だ 855。世界が年に 1バレルずつ

しか使わなかったとしても、将来の世代はいずれどこかで、まったく石油がない状態を迎

えるにはちがいない 856。

でも、問題をこういう形で設定するのはあまりに単純にすぎる。ノーベル賞経済学者の

ロバート・ソローによれば、あれこれの資源をどれだけ使っていいかという問題は「問題

のたてかたとして致命的なほど狭い 857」。問題は、ぼくたちがあらゆる個々の資源を将来

のあらゆる世代のために確保すべきだってことじゃない――だってそんなの不可能だもの

――むしろ未来の世代に知識と資本を残して、かれらが少なくともぼくたちと同じくらい

の生活の質を得られるようにしてあげることだ。それも総合的に見て。

これは実は、びっくりするほど大事な洞察だ。石油との関連で見てやろう。遅かれ早か

れ、石油を世界の主要燃料として使うのは採算が合わなくなるだろう。いずれ石油価格が

上昇するか、そして/あるいは他のエネルギー源の値段が下がる。でも社会は、別に石油

そのものに依存してるわけじゃない。この石油が供給するエネルギーに依存しているだけ

だ。だから問題は、続く世代に石油をどれだけ残すかということじゃない。エネルギー生

産が安上がりな社会を残すか、それが高価な社会を残すかってことだ。

これをもうちょっと単純に説明しよう。もしぼくたちの社会が――石油や石炭を使い果

たす一方で――すさまじい量の技術的な財、知識、資本を開発して、ほかのエネルギー源

をもっと安く使えるようにしていたら、それは化石燃料に手をつけずに社会を発展させな

かったような状態に比べると、社会としてずっと優れていることになる。

長期的に石油が枯渇するかどうかを尋ねるのは、よく考えると間抜けな質問だ。もちろ

ん、長期的にはぼくたちは他のエネルギー源に依存するようになるに決まっているから
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だ。でもこの質問でみんながびくびくするのは、それがエネルギー危機と経済停滞のイ

メージを引き起こすからだ。でも、この章（そして次の原材料の章）でも見るように、長

期的な未来のために十分な資源はあるし、化石燃料からの転換が起きるとしても、それは

そのほうがぼくたちの福祉が向上するからだ、と考えるべきちゃんとした理由はある。

サウジアラビアの元石油相でOPECの創始者だったシーク・ヤマニが指摘したように：

「石器時代が終わったのは、別に石がなくなったからではない。同じように、石油時代も終

わるだろうが、それは石油がなくなるせいではない 858」。ぼくたちが石を使わなくなった

のは、青銅や鉄のほうが優れた材料だったからだ。同じように、他のエネルギー技術のほ

うが高い便益を与えてくれるようになったら、ぼくたちは石油を使わなくなるだろう 859。

11.3 石油危機

実際のところ、石油危機はどうなったんだろうか？　ぼくたちは何度も何度も、石油が

どんどんなくなってきて、今度こそ枯渇すると聞かされてきた。でも、枯渇していない。

石油危機が起きたのは、1970年代中と 1980年代始めに、生産を制限して価格を押し上げ

るのに成功したからだ。でも、これは決して実際に石油がなくなりかけている兆候じゃな

かった。石油は当時も――今も――たっぷりあった 860。それなのに、燃料に依存しはじ

めたときからずっと、ぼくたちは枯渇を心配している。多くの人にとって、1973年の初

の石油危機は、まさに資源の希少性の証明に他ならなかった。

OPECに先立つこと 1年、すさまじｋ人気と影響力を持った一冊の本が出た――『成

長の限界』だ。システム分析とコンピュータシミュレーションという新しいコンセプトを

使ったこの本は、ぼくたちの過剰消費や大惨事への道筋分析の 1970年代における焦点と

なった。一見すると果てしないコンピュータ出力のスクロールみたいに見えるものを使っ

て、この本は危機や崩壊につながる各種のシナリオを見せてくれた。この本は、単純な基

本的議論 2つに基づいていて、その論点はいまでもほとんどの資源議論の出発点になって

いるようだ。両方ともマルサスと農業生産の問題に立ち戻るものだけれど、でもそれはか

なり一般化して定式化できる。第一の点は、社会拡大につれて多くのプロセスは成長する

というもの。第二は、この成長には限界があるというものだ。

バクテリアを一匹、栄養素のたくさん入ったびんに入れると急速に分裂増殖する。一時

間毎に倍増できるとしようか。1時間後にはバクテリア 2匹、2時間後にはバクテリア 4

匹、そして 8、16、32と増える。これが幾何級数的な成長の例だ。一定の時間ごとに、倍

増する。この幾何級数的な成長が最初の前提となる。多くの人間活動はこの性質を持って

いるようだ。地球上の人口をグラフにすると、幾何級数的に見える。5パーセントの利率

で、お金を複利で銀行に入れておけば、金額は幾何級数的に増大して、14年毎に倍増す
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る。実は、一定の成長率を持つものはすべて幾何級数的な成長を示す。経済も、GDPも、

社会の資本も、財の需要も、なんでも。

二番目の想定は限界だ。地球には限られた資源しかないというのは、実は地球が「球」

だということからくる自明な結論でしかない。だからこそ、だれでもこの発想にはまる。

地球上にあるものには、まちがいなく限度がある。資源の一部を使ったら、来年使える分

は減って、遅かれ早かれなくなる。確かに、消費には限界がある。

幾何級数的成長と有限の資源という想定から、破滅の日を予言してみせるのは実に簡単

だ。幾何級数的成長ということは、需要はどんどん上がって、その上がり方もどんどん加

速するってことだ。そして累積的な供給に対して、有限の資源は厳しい上限を課す。そし

て『成長の限界』で得られたのはまさに破滅の日の予言だった。『成長の限界』は各種の

資源とあわせて、石油も 1992年以前に枯渇すると示してくれた 861。ご存じの通り、そん

なことにはなっていない。エーリックは 1987年に、石油危機は 1990年代にも再来する

と告げた 862。それも起きなかった。

こうした歴史的な経緯で、みんな少しは賢くなったかと思うだろう。でも 1992年には、

『成長の限界』改訂版の『限界を超えて』が刊行された。ここでまたもや、資源が間もな

く枯渇するぞと聞かされることになった 863。初版は資源枯渇の厳密な年を予測したもの

としていささか誤解されたけれど、でも今度こそ、やがて問題が出現するのをみんな目の

当たりにすることになるぞ、と。『限界を超えて』はまたもや、石油が枯渇し（2031年) 、

天然ガスも枯渇する（2050年）と予言している。痛みを多少は先送りできるかもしれな

いけれど、天然ガスの消費は年 3.5パーセント成長している。つまり 20年ごとに倍にな

る 864。だから 20 年ごとにぼくたちは、それまでの累積消費量と同じだけの新しい天然

ガスを見つけなきゃならない。「等比級数成長とはそういうものだ」と同書が述べている

通り。

11.4 石油はどれだけ残っているの？

歴史のほとんどを通じて、石油はベタベタしたいやな臭いの物質として嫌われてきた。

使い道として知られている数少ない手段として、伝説のバベルの塔は、石油からとれる瀝

青で固めたれんがで高さ 90 メートルに到達したとか 865。ノアの箱船みたいな船の防水

にはタールが使われた。

19 世紀半ばまで、潤滑油や照明油の需要には植物油や獣脂、特に鯨油が使われた。で

も各種の蒸留プロセスの発明により、石油がいきなり興味深い商品として浮上してきた。

続く 50年、石油の商業生産は急速に拡大し、20世紀初頭に中東で初の大規模発見が行わ

れて以来、第二次世界大戦後にはまさに生産は爆発的に増大した (図 63)。
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図 63: 世界のエネルギー生産、1890–1999、燃料種類別 (単位: エクサジュール)。

出所: Simon et al. 1994, WRI 1996a, EIA 2000:39–40, 269. 注: この数字は市

場で取引されたエネルギーだけを示している。発展途上国における全エネルギーの

1/4は薪からくると推定されている; Botkin and Keller 1998:264. 伝統的な非商業

エネルギー源を含めると、商業生産量の 7パーセントほどが追加されることになる。

WRI 1998:332.

世界の GDP1.6 パーセントを構築する石油は、今や国際貿易における最も重要で最も

価値の高い商品だ 866。石油は世界中で見つかるけれど、でもその圧倒的に大部分は中東

にある――世界の埋蔵量の 50–65パーセントはここにあると言われる 867。結果として、

ぼくたちの未来のエネルギー供給にとっても、この地域がそこそこ平和でいてくれるのは

とても大事なことだ 868。

石油は三大化石燃料の中で一番使い勝手がいい。エネルギー含有量も高いし、かなり

コンパクトで、輸送も簡単だ。一方、石炭は重いし、かさばるし、公害もたくさん出す。

天然ガスはクリーンだけれど、かさばるし、輸送にパイプラインが必要だ 869。これは図

64に見られるように、それぞれの価格比にもあらわれている。石油が単位エネルギーあた

り一番高価で、石炭が一番安い。天然ガスの値段がだんだん石炭より高くなったのは、ま

さに多くの国がパイプラインを導入してこのクリーンなエネルギー源を活用するように

なったことの反映だ。

ぼくたちは昔から、石油が枯渇しかけていると聞かされ続けてきた。1914年には、ア
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図 64: 石油、天然ガス、石炭の単位エネルギーあたりアメリカ価格と、ガソリン小

売り価格 (税金は含まず、レギュラー無鉛価格に換算), 2000 年ドル、1950–2000。

百万 BTU は石油 30 リットル (8 ガロン) に相当。出所: EIA 1999c:63, 159–61,

2000c:117, 129, 131, 2001a:129, 131, CPI 2001, DOT 2000:2–9878.

メリカ鉱物局が残った石油は今後 10年の消費分しかないという推計を出した。1939年に

は、石油はあと 13年分しかないという予想を内務省が出した。そして 1951年にも、また

もや石油があと 13年しかないという予想が出た 870。プリンストン大学のフランク・ノテ

スタイン教授が言うように、「私がガキの頃からずっと石油は枯渇し続けてるんだ 871」。

石油がなくなりかけている、というのはどう計ればいいだろうか。石油がなくなったと

言っても、それは別に石油が完全に消滅したってことじゃない。ものすごく高価になると

いうことだ。もし石油がどんどん希少になっているかどうか調べたければ、石油がどんど

ん高価になっているかどうかを見ればいい 872。図 65を見ると、石油価格は別に長期的な

上昇トレンドにはないことがわかる。

1973年から 1980年代半ばの石油価格高騰は、人工的な不足によって引き起こされてい

る。OPECが一貫した生産調整を実現したからだ 873。同じように、現在の石油価格高騰

は、OPECが 1990年代末に合意した生産切り下げ準拠で起きている 874。だから石油価

格は、今の 27ドルから 2020年頃までには 20ドル台前半に下がると予想されている 875。

この予想は、最近の国際予測 8つが出している$17–$30という範囲のほぼ真ん中あたりに

収まっている 876。

長期トレンドがこの価格からあまりずれないと予想される理由は、実質価格が高くなる
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図 65: 石油価格の推移, 2000 年ドル、1871–2020 と、世界の生産量 1882–2020,

2001–20 はアメリカエネルギー情報局の予測。出所: Simon et al. 1994, EIA

1999c:63, 273, 2000e:127, 153, 2001a:117, 137, 2001c:13, CPI 2001.

と消費が抑えられて、他の原油源や非原油エネルギー供給の開発が進んじゃうからだ。同

じように、価格がずっと低いままなら、逆の結果になる 877。

実は、ガソリンの小売価格（税抜き）を見ると、現在$1.10で石油危機以前の最低価格

と同水準だ (図 64)。これは、ガソリン価格のほとんどは精製と輸送のコストで、どっち

もかなりの効率性向上が実現しているからだ 879。

同時に図 66を見ると、利用可能埋蔵量がかつてない量になっていることもわかる。こ

れは実に驚異的だ。常識的に考えると、1955 年に 35 年の消費分が残っていたら、その

翌年には 34年分の利用可能埋蔵量しか残っていないはずだ 880。いや、むしろ 33年分く

らいかな。だって 1955年より 1956年のほうが消費量は多いはずだからだ。でも図 66だ

と 1956年には――常識とは正反対に――年間消費量は増えているのに、利用可能埋蔵年

数はもっと増えていることになっている 881。その後の年を見ても、石油が別にどんどん

減っている様子はない。

図 65を見ると、石油消費はだんだん増えている（ただし 1970年代は例外）。これは破

滅の預言者たちの言うとおりだ。消費は崩壊に向かっている。でも図 67を見てやろう。

ここでは需要と、既知の利用可能埋蔵量すべてとが同じグラフに表現されている。これを

見ると、利用可能埋蔵量の推移は需要の増加を圧倒的に上回っていることは明らかだ。
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図 66: 消費可能年数: 世界の利用可能埋蔵量と、年間生産量との比, 1920–2000。

出所: Simon et al. 1994, EIA 1997b:Table 11.3, 11.5, 1999c:271, 2000d:277,

2000a:109, 2001c:136, 2001a:137, 2001b:113. 1944 年までの総利用可能埋蔵量は

アメリカのみ、その後は全世界.
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図 67: 世界の既知の利用可能埋蔵量と、世界の年間石油生産量, 1920–2000。出所: 図 66に同じ.
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11.5 楽観論者と悲観論者の議論

どうしてみんな、ちっとも枯渇しないのに、石油が枯渇すると思い続けているんだろ

うか。

1865 年に、ヨーロッパで最も権威ある科学者の一人だったスタンリー・ジェヴォン

スは、イギリスの石炭利用についての本を書いた。その分析では、産業革命は石炭の需要

を鬼のように増やして、だからまちがいなくそれはイギリスの石油埋蔵量を使い果たすこ

とになり、イギリスの産業は急停車を余儀なくされるだろうとのことだった。「産業の基

本構成要素の将来的な不足からは、逃れられるいかなる合理的な見通しもないことは必定

であろう 882」。ジェヴォンスの議論は、『成長の限界』で展開されたものとえらく似てい

る。でもジェヴォンスが認識しなかったのは、石炭価格が上昇したら、石炭のもっと効率

いい使い方を探すインセンティブも高まるし、新しい石炭埋蔵を探そうとしたり、もっと

安い石炭輸送手段を見つけたり、石油みたいな他のエネルギー源を探そうといった努力も

高まるということだった 883。ジェヴォンスの危機は結局起こらなかった。

ぼくたちが資源をもっと上手に使って、どんどん資源を見つけられるのは、人間の創意

工夫というやつの下にまとめられるだろう。はいはい、地球は確かに丸くて有限だけれ

ど、でもこれは必ずしも反論として意味あるものじゃない。問題はむしろ、実際に開発で

きる埋蔵量がどれだけあるのかということだ。こうした埋蔵量は有限かもしれないけれ

ど、でも値段が上がれば、これはもっと埋蔵量を見つけて、こうした埋蔵物を取り出すた

めのもっといい技術開発をするインセンティブにもなる。だから、値段が上がれば総利用

可能埋蔵量も増えて、おかげで値段はまた下がる。

実は、資源がなくなりつつあるか、それとも増えつつあるかは、この二つのアプローチ

次第だ。資源が物理的に有限だと主張する終末論者たちは、資源は物理的に有限だから、

必然的になくなってゆくのだと論じるのに対して、豊穣論者たちは人間の創意工夫とデー

タという経験的な証拠に注目する。どっちが正しいのかは、実は経験論的な問題だ 884。

11.6 使える石油はかつてなく多い

図 65を見ると、石油価格は別に長期的に上昇傾向にはないし、石油が特になくなりか

けているわけでもないのははっきりしている。図 66を見れば、残っている石油はどんど

ん増えていて、減ってはいないことも明らかだ。それでも、なんだか変な気はする。どん

どん使う量が増えているのに、残っている量がますます増えるなんて、どうしてそんなこ

とがあり得るの？
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この疑問に答えるには、資源は有限アプローチに対する 3つの主要議論を指摘する必要

がある。

1. 『既知の資源』ははっきりこれと決まっているわけじゃない。 別にぼくたちは、石油

のある場所を全部知っていて、あとはそれを汲み上げるだけというわけじゃないの

だ。新しい地域を探索して、新しい石油を発見していくわけだ。でも探索にはお金

がかかるから、新しい探索を始めるのは、生産予定日より極端に前じゃない。だか

ら、需要が高まるにつれて、新しい油田が次々と見つかってくることになる。残存

消費年数が増える一方で減らない理由の一つがこれだ。

　だいたい既知の資源が資源の残りすべてだと思いこんで、それが尽きたら大問題

だなんて言い出す人がいるということ自体、かなり不思議なことだ。これってぼく

の冷蔵庫の中身を見て「おお、あと 3日分の食糧しかないぞ。4日したらきみは飢

え死にだ」なんて言うのとちょっと似ている。どういたしまして、2日後にはぼく

はスーパーにでかけて、もっと食べ物を買ってくるだろう。要するに、石油は既知

の場所から出てくるだけじゃなくて、まだぼくたちの知らない場所からもたくさん

出てくるわけだ 885。アメリカ地質調査は、定期的にまだ見つかっていない石油や

天然ガスについて推定値を出している。そして 2000年 3月にかれらはこう書いて

いる：「1981年以来、過去 4回の調査ではそれぞれ、その前の回に比べて確認され

た有効埋蔵量と未発見の資源の合計が少しずつ上昇している 886」。

2. 資源が上手に活用できるようになる。 新技術を使って、既知の油田から、もっと石油

を取り出せるようにするし、新しい油田を見つけるのも上手になるし、これまでは

利用が高価すぎたりむずかしすぎたりした油田も使えるようになる。最初に掘った

ときには、その油田の石油のたった 20 パーセントしか取り出さないのが通例だ。

現在の高度な技術を使って、水や蒸気や薬物を注入してもっと石油を絞り出して

も、半分以上の資源は地面の中にそのまま使われずに残っている∗1。アメリカ最大

の油田 10 ヶ所は、閉鎖される時にもまだもとの石油の 63 パーセントが残ってい

るだろうと試算されている 887。だから、この分野ではまだまだできることがある。

最新のアメリカ地質調査では、こうした技術改良により既知の利用可能埋蔵量は

∗1 訳注：査読者がよくわからないというので説明。石油は、昔のプランクトンが地層の間で高い圧力をかけ
られることでできる。だからふつうは、ものすごい高圧になっている。このため、ここに穴を開けると石
油は勝手に吹き出してくる。よく映画なんかで、油田を掘り当てるとやぐらのてっぺんから石油が噴き出
して、主人公たちが石油まみれになって喜ぶシーンがあるけれど、あれはこの石油の自噴だ（これが、本
文中の「最初の 20 パーセント」に相当する部分）。ある程度以上そうやって自噴すると、圧力が下がっ
て、もうひとりでには石油が上がってこなくなる。でも、まだ圧力のかかっていない石油はたっぷりある
のだ。そこでこんどは、上から水や蒸気を押し込んでやると、それに押しのけられて石油がもっと上がっ
てくる。それでも、まだ全部は取り出せないで、かなり残ってしまうのだ。
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50パーセント以上増えると予想されている 888。

　同時に、出てきた石油の使い方も上手になってきた。アメリカの平均的な車は、

1973年以来燃費が 60パーセントも向上している 889。同じように、ヨーロッパや

アメリカの家庭暖房は 24–43 パーセント効率が上がっている 890。多くの機器は

ずっと高効率になった――自動食器洗い機や洗濯機は、利用エネルギーを 50パー

セントも減らしている 891。

　そしてエネルギー効率はまだまだ改善の余地がある。試算によれば、アメリカの

エネルギー利用の 43 パーセントは無駄遣いされている 892。アメリカエネルギー

省では、家庭のエネルギー消費は 50パーセントから 94パーセントは節約できると

推定している 893。今日では、リッター 50–100km を叩き出せる安全な車だって、

作ろうと思えば十分作れる 894。もちろん、これほどの効率性向上が見えているの

に、それが全部採用されていない理由は、現在のエネルギー価格や技術水準ではそ

れがコスト的に引き合わないからだ 895。

　ほとんどの国は、実際にどんどんエネルギーの使い方が上手になってきている。

国民生産の追加の 1ドル、1ユーロ、1円を生み出すのに必要なエネルギーはぐん

ぐん下がっている。図 68は、アメリカが 1800年以来、同じエネルギーでどんどん

多くの財を作り出せるようになっていることを示している。これは 1880年以来の

イギリスでも、1973 年以来の EU や日本でも同じだ 897。全世界で見ると、1992

年の単位エネルギーあたりの富の生産は、1971年のほとんど倍だった 898。この時

期に、デンマークはさらに進んで GDP成長とエネルギー消費上昇との相関を「断

ち切った」。全体としてデンマークでは、1970年から 1989年にかけて GDPが 48

パーセント上昇したのに、使ったエネルギーはかえって減った899。

3. 代替できる。 ぼくたちは別に、石油そのものが欲しいわけじゃなくて、それが提供で

きるサービスが欲しいのだ。一番多いのは、熱や電気や燃料が必要な場合で、これ

は他のものからだって得られる。だから、ほかのエネルギー源のほうが優れていた

り安かったりすれば、そっちに切り替えるのはやぶさかではない。イギリスでは、

1600年頃に薪がますます高価になってきて（近くの森林が伐採され尽くして、イ

ンフラが悪かったせいだ）、これが石炭への切り替えを次第にうながした。図 62に

示したように、アメリカでも似たような動きがあった 900。19世紀後半には、石炭

から石油への転換が同じく起こった。

　だれでも思いつくこととして、短期的には石油を天然ガスや石炭など既知の化石

燃料に切り替えればいい。でも長期的には、エネルギー消費のかなりの部分を原子

力や風力や太陽光、バイオマス、シェール油なんかでカバーできる可能性がかなり
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図 68: エネルギー効率、アメリカ 1800–1999とイギリス 1880–1997。1800年には

エネルギー 1EJがたった 190億 2000年ドルしか生み出せなかったのが、1999年に

は同じだけのエネルギーが 900 億ドル以上を生み出せていたことを示す。出所: 図

30, 図 62に同じ, 及び Pearson 1998.896

ある。

11.7 その他化石エネルギー源

天然ガスはクリーンで安いエネルギー源だけれど、巨大なパイプライン流通システムを

必要とする。第二次大戦後、化石燃料の中で最大の伸びを示したのが天然ガスだ――生産

量は、図 69からもわかるように、1950年以来 12倍以上になった。天然ガスは、1950年

には世界エネルギーのたった 10 パーセントでしかなかったけれど、今日ではそれが 23

パーセント 901。天然ガスは他の化石燃料に比べて単位エネルギーあたりの二酸化炭素排

出量がずっと少ない。二酸化炭素の面では、石炭が最悪だ 902。

生産量が大幅に増えたのに、天然ガスは石油と同じく、時間と共にどんどん豊富になっ

てきている。でもこれまでの議論を見れば、これは特に驚くことじゃないはずだ。今日で

は、利用可能な天然ガス埋蔵量は 1973年以来 2倍以上に増えている。毎年天然ガスの使

用量は増えているのに、利用可能な天然ガス埋蔵量はますます長持ちするようになって

いる。1973年には、1973年レベルの使用を 47 年続けられる埋蔵量があった。1999年に

は、消費量は 90パーセント以上上がったのに、利用可能な天然ガスはあと 60年分もある
904。
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図 69: 世界の天然ガス生産、価格と残存消費年数。生産はエクサジュール単位、

1925–1999, 価格はギガジュールあたり 2000年米ドル、1949–2000、および残存消費

年, 1975–1999。出所: WI 1999c, EIA 1999c:63, 269, 2000a:109, 131, 2001b:42,

CPI 2001, BP 1998, 1999903.

歴史的に最も重要な化石燃料は石炭だったけれど、戦後に一部が石油に代替された。石

炭がエネルギー源として再評価されたのは、1970年代のオイルショックのおかげだ。で

も石炭は重くてかさばるし、だから輸送コストが高くつく 905。だからほとんどの石炭は

採掘地のすぐ近くで消費される――石油は生産量の 60 パーセントが輸出されるけれど、

石炭は 10パーセントだ 906。デンマークでは、1973年の第一次オイルショック後、石油

消費のかなりの部分が石炭に置き換わって、その後すごくゆっくりと天然ガスが石炭に

取って代わりつつある。この傾向はヨーロッパでは広く見られる。天然ガスのほうがク

リーンだし、ドイツやイギリスの地元の石炭が高価になりすぎたからだ 907。

石炭はおおむねえらく公害をだすけれど、先進経済諸国では、低硫黄石炭に切り替えた

り、脱硫装置みたいな大気汚染制限装置のおかげで、二酸化硫黄や二酸化窒素の排出は大

部分が除去されている 908。でも全世界で見ると、石炭は相変わらず大きな公害源で、推

定では年間 1万人よりかなり多くの人が石炭のせいで死んでいる。これは一部は公害によ

るのと、一部は石炭採掘が今日ですらかなり危険だということがある 909。

でも石炭は今後かなりの期間にわたってエネルギーを供給できる。石油と天然ガスの場

合と同じく、石炭の利用可能埋蔵量もだんだん増えてきた。1975年以来、石炭の利用可

能埋蔵量の総量は 38パーセント増えた。1975年には、1975年レベルの消費を 218年間
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図 70: 世界の石炭生産、価格と残存消費年数。生産は 10 億トン単位、1888–1999,

価格はトンあたり 2000 年米ドル、1880–2000、および残存消費年 1975–1999 は

百年単位 (右軸)。出所: Simon et al. 1994, EIA 1997b:Table 3.2 11.15, EIA

1999c:63, 2000a:23, 2000d:205, 2001b:25, 295, Freme and Hong 2000:5, CPI

2001, BP 1998, 1999913.

続けられるだけの石炭があったけれど、その後消費は 31パーセント増えたのに、1999年

の利用可能石炭埋蔵量は 230年分もあった。消費可能年数がもっと増えていないのは、単

に価格が下がっているからだ 910。石炭資源の総量はずっと多いと見積もられている――

今後 1,500年は優に保つだけの石炭があると考えられている 911。生産は過去 100年でほ

とんど 10 倍近くになっているけれど、でも図 70からもわかるように、それで価格が長

期的に上がっているわけでもない（ただしオイルショックの時の価格高騰は除く）。実は

1999年の石炭価格は、それ以前の最底値だった 1969年の水準に近い。

同時に、化石燃料資源を大幅に拡大した発見が他にいくつかある。まず、石炭層のメタ

ンガスが使えるようになり始めた。昔は、炭坑夫たちはしみ出てくるメタンガスを恐れて

いた。これは爆発を引き起こして炭坑を潰してしまうからだ。今日では、このガスが使え

る。炭坑メタンガスの使用可能量は知られていないけれど、現在の天然ガスの利用可能埋

蔵量より多いと推定され、ひょっとするとその倍くらいあるかもしれない 912。これだけ

で少なくとも今後 60年分はこのガスがあることになる。

タールサンドやシェール油にもますます関心が集まるようになってきた。どっちも石油

を含むけれど、残念ながら抽出がむずかしくて、だから利用も高くついた。カナダでは、

1978 年以来タールサンドから石油が抽出され、ここではコストがバレルあたり$28 だっ

たのがたった$11 にまで下がってきている 914。ちなみに 2000 年の石油価格はバレルあ
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たり$27だ。

アメリカエネルギー情報局の推計では、今日では 30ドル以下の値段でタールサンドや

シェール油からは 5500億バレルの石油がとれる。つまりこれでいまの世界の石油利用可

能量が 50パーセント増えるということだ 915。そして 25年以内に、現在の石油埋蔵地に

ある石油を商業的に二倍も活用できるようになると推定されている。石油価格がバレル

40ドルを超えるようになったら、たぶん現在の利用可能埋蔵量の 5倍は使えるようにな

るだろう。

シェルオイル資源の総量は、気が遠くなるほどのものだ。推定だと世界には、伝統的な

石油資源とくらべて 242倍以上のシェルオイルがあると推定されている。ほかのエネル

ギー資源すべて――石油、天然ガス、石炭、泥炭、タールサンド――を合計したものの 8

倍以上のエネルギーがシェルオイルにはある 916。このすさまじい量のエネルギーは、現

在のあらゆるエネルギー消費総計の 5,000年分以上にも相当する 917。

結果として化石燃料がすぐにもなくなるような心配はしなくていい。ただし化石燃料の

ある程度の部分は、高いコストでしかアクセスできないだろう。でも、ぼくたちの予算の

中でエネルギーが占める割合は――ぼくたちが化石燃料だけに頼り続けたとしても――

下がると考えるべき理由は十分にある。今日、エネルギーの世界的な値段は、世界 GDP

の 2パーセント以下が。GDPがごくわずかしか成長しなかったとしても、この比率は下

がり続ける見通しが強い。エネルギー価格が仮にとんでもなく上昇して 100 パーセント

増し（つまり倍増）したとしても、2030年までの所得の中でエネルギーに費やす比率は

ちょっと下がることになる 918。

11.8 原子力

原子力は世界のエネルギー生産の 6 パーセントを占め、原子力を持っている国の発電

量では 20 パーセントを占める 919。アジアでの伸びにも関わらず、この分野の見通しは

2010年までは横這い、その後はちょっと下がる。なぜ下がるかというと、スリーマイル

島やチェルノブイリの事故で強調された安全性の問題が、このエネルギー源に対する多く

の人の安心感を潰してしまったからだ¿920。

ふつうの原子力は、ウラニウム 235原子をかち割って、そこから出る熱エネルギーを利

用する核分裂方式だ。ウラニウム 235 が 1 グラムで得られるエネルギーは、石炭ほぼ 3

トンに近い 921。原子力はとてもきれいなエネルギー源でもあって、通常の運用下ではほ

とんど公害を出さない。二酸化炭素は出さないし、放射能排出は、実は石炭火力発電所か

ら出てくる放射能より低いくらいだ 922。

一方で原子力は、何年にもわたって（中には 10万年以上）放射性を持つ廃棄物を作り出
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す。これは廃棄物の保管所と、未来の世代にそんな遺産を残すことについて、すさまじい

政治論争の種となった。さらに、民間核反応炉からの廃棄物は、核兵器用のプルトニウム

生産に使える。だから多くの国では原子力の使用は、安全保障上の問題にもなってくる。

現在では、この先 100 年分くらいのウラニウム 235 がある 923。でも、特殊な反応炉

――通称高速増殖炉――は、ウラニウムの 99パーセントを占める、はるかに豊富なウラ

ニウム 238 を使える。発想としては、ウラニウム 238 そのものはエネルギー生産に使え

ないけれど、それをウラニウム 235 といっしょに反応炉の炉心に入れておこうというわ

け。ウラニウム 235のほうはふつうの原子炉と同じようにエネルギーを作り、その放射能

がウラニウム 238をプルトニウム 239に変えて、これが原子炉の新しい燃料として使え

る 924。ほとんど魔法みたいだけれど、高速増殖炉は本当に、消費するよりたくさんの燃

料を生み出す。だから、この原子炉を使えば、今後 14,000年も保つだけのウランがある

ことになる 925。残念ながら、こうした原子炉は技術的にもっと脆弱で、核兵器生産に使

えるプルトニウムも大量に作り出すので、安全保障上の懸念がさらに増すことになってし

まう 926。

でも、原子力は電力生産でほとんど効率があがらないのだ。原子力利用がもっと普及し

ない大きな理由はこれだろう 927。総コストについてみんなが納得する推定値を出すのは

難しいけれど（計算に影響してくる変数が多すぎるから）、お値段はだいたい 1999年価格

で、1キロワット時 (KWh) あたり 11–13セントくらいをうろうろしている 928。化石燃

料による平均電力価格は 6.23セントだ 929。

長期的には、主に注目されるのはもはや核分裂じゃなくて、核融合のほうだろう。この

技術は二つの水素原子を融合させて、ヘリウム原子を一つ作ろうとする。燃料 1グラムで

石油 45バレル分のエネルギーが出る 930。燃料は基本はそこらの海水から獲れるから、供

給はまあ無限だ。さらに、放射性廃棄物や放射能もほとんどない。ただし核融合は天文学

的な温度を要求し、これまで 200億ドル以上の投資が行われてきたのに、エネルギー生産

に必要なレーザー出力の 10 パーセントしか実現できていない 931。だから核融合エネル

ギーが商業的にモノになるのは早くて 2030年以降、ヘタをすると 22世紀にかなり入り

込むまで無理かもしれない 932。

11.9 再生可能エネルギー

再生可能エネルギー源は、化石燃料とちがって、使い果たすことなくいつまでも使える

933。これは主に、太陽、風、水、地熱みたいなエネルギー源だ。ほんの数年前まで、こう

したエネルギー源はまあ「代替/オルタナティブ」として見られていた――The Economist

誌の表現を借りれば、「サンダル履きのひげ面菜食主義者たち」のお遊びプロジェクトだ
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図 71: エネルギー源別の世界エネルギー生産比率、1998年、合計 428EJ. 石油、天

然ガス、石炭、原子力のような非再生可能エネルギーが 86.4 パーセントを占める。

再生可能は主に水力発電と、薪や炭など主に第三世界で使われる伝統燃料。最後に、

薄いてっぺんの切れっ端が有名な再生可能エネルギー源となる。合計 0.6 パーセン

ト、バイオマス、地熱、風力、ソーラーパワーだ。出所: EIA 2000a:201ff, WRI

1998b.941

934。でもこれは様子が変わりはじめている。

再生可能エネルギーを使うと、いいことがたくさんある。公害は少ないし、その国の輸

入燃料依存度は下がるし、外貨は少なくて済むし、二酸化炭素排出もほとんどない 935。

さらに、多くの技術は安上がりで、修理も輸送も簡単なので、発展途上国や遠隔地に最

適だ。

図 71を見ると、再生可能エネルギーが世界のエネルギー生産のたった 13.6パーセント

でしかないのは明らかだ。このうち、大半を占めるのは、水力発電と伝統的燃料だ。水力

は世界エネルギー生産の 6.6パーセントを占める。伝統的燃料は、薪、炭、バガス（サト

ウキビの搾りかす）、動物の糞や植物のカスなど。これらが世界のエネルギー生産の 6.4

パーセントを占め、特に発展途上国ではエネルギー消費の 25 パーセント以上を占める
936。
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ほかのもっと有名な再生可能エネルギー、たとえばバイオマス、地熱エネルギー、風力、

太陽パワーが、世界エネルギー生産の最後の 0.6 パーセントを占める。図 71のてっぺん

の薄い切れっ端だ。この切れっ端のうち、かなりの部分は 0.4パーセントを占めるバイオ

マスだ――木や農業廃棄物を燃やしたり、都市ゴミ焼却からくるエネルギー生産だ 937。

そのさらに残りは 0.12パーセントの地熱エネルギーで、地球内部の熱を使う。

いちばん有名な再生可能エネルギー、風力と太陽光は、1998年には全エネルギー生産量

のたった 0.05パーセントを生産したにすぎない。その中でも風力が圧倒的で 0.04パーセ

ント、太陽エネルギーはほんの 0.009パーセントだ 938。電力だけを見ても、風力はたっ

た 0.09パーセント、太陽光発電は 0.02パーセントだ 939。進歩的な EUでは、消費エネ

ルギーのうち再生可能なものはたった 5.6 パーセント、そのほとんどがバイオマス (3.7

パーセント) と水力発電 (1.8パーセント) で、風力はたった 0.04パーセント、ソーラー

は 0.02パーセントだ 940。

ほとんど毎年のように、レスター・ブラウンは再生可能エネルギー源の利用が石油より

もずっと高い成長を示していると言って大はしゃぎする：

かつては、エネルギーに関する議論は新しい経済がどのような形になるのかにつ

いて論じていた。今やわれわれは、その新しい経済が台頭しつつあるのを実際に見

ることができる。それは日本やドイツの屋上の太陽電池、スペインやアイオワの風

力発電ファーム、そして各種エネルギー源のさまざまな成長率に見られる。風力は

1990年から 1998年にかけて年率 22パーセント伸び、太陽電池は年率 16パーセ

ントで伸びているのに、石油利用の伸びは 2パーセント以下で、石炭の伸びはまっ

たく見られなかった 942。

でも、こんな伸び率を比べても誤解のもとでしかない。風力なんてたった 0.05パーセ

ントしか占めていないんだから、2桁成長なんかすぐに実現できるのだ。1998年には、そ

のたった 2パーセントの成長で増加した石油エネルギーは、風力発電の 22パーセント増

分の 323倍もあった 943。風力発電の成長率がこのまま続くという考えにくい事態が起き

たとしても、風力の 22パーセント成長が石油の成長分のエネルギーを上回るには、この

成長率が 46年間ずっと続いてくれなきゃいけない 944。

単純に言えば、世界のエネルギー生産で再生可能エネルギー源のシェアが低いのは、こ

れらが化石燃料と比べて競争力がないからだ 945。いままで、ほとんどの再生可能エネル

ギープロジェクトは、公共の資金と税制優遇によって実現したものだった 946。でも図

72からわかるように、値段は急速に下がってきていて、この低下は今後も続くと見込まれ

ている。

水力発電は多くの国にとって重要だ――63ヶ国で、発電量の 50パーセント以上をまか
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図 72: 各種再生可能エネルギー源による kWhあたり価格、1975–2030。主要出所:

DOE 1997, CPI 2001952.

ない、23ヶ国では 90パーセント以上をまかなっている 947。水力発電はかなりの期間に

わたって競争力を持っていたけれど、もうかなり開発が進んでしまい、ヨーロッパでは今

後、大規模な拡大の可能性はほとんどない 948。さらに、水力発電にはいくつか欠点があ

る。一部はそれが環境にとってマイナスになることが多いのと 949、もう一つはほとんど

のダムが、20年から 50年すると上流からの堆積物で埋まってしまうことだ。エジプトの

アスワンハイダムは、2025年までに半分埋まると予想されている 950。

地熱は、地球内部の熱を利用するもので競争力があるけれど、でもちょうどいい条件を

持ったところは、フィリピンやインドネシアの一部など、ごく少ない 951。

今のところ、幅広く活用できる一番競争力の高い再生可能エネルギーは風力だ。いまの

お値段は 5–6.4 セント/kWhくらいで、これは 20 年前のお値段に比べれば 10 倍も安く

なってはいるけれど、それでも化石燃料からの電力に比べたらちょっとお高めだ 953。価

格はもっと下がると期待されているけれど、でも 2005年では、天然ガス発電プラントに

よる一番安い発電に比べるとまだ 5割増し、2020年でもまだ 2割増しくらいだろうとも

予想されている 954。

多くの人は、再生可能エネルギーが化石燃料より安くないと聞いてびっくりする。だっ
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て、燃料は
タ ダ

無料じゃん！　はいその通りではありますが、でもそれが大きな問題にならな

い理由はいくつかある。まず。実際の燃料価格は、総発電コストの中では結構小さい――

1995年だと、化石燃料コストは、総発電コストのたった 16パーセントにしかならなかっ

た 955。第二に、化石燃料は研究開発面で圧倒的なリードを保っている。こっちのほうが

ずっと昔からあったし、国の研究予算もずっとたくさんもらっていたからだ。最後に、化

石燃料の利用のほうも、時間とともにどんどん効率が上がる。新研究のおかげで、発電容

量が倍増するごとに、投資コストは 2.5パーセントずつ下がっている。同時に、競合が多

くて管理も改善されてきたから、1982 年に 250 人を必要としていた石炭火力発電所は、

1995年にはたった 200人で運転できた。天然ガス火力発電所の能率向上はもっとすごく

て、同じ時期に必要労働力は 28パーセントも下がった 956。電力および石油と天然ガス市

場の規制緩和も、非再生可能エネルギーによる電力を安くする一因となった 957。

それでも、伝統的な化石燃料と、一番安い再生可能エネルギー源とのコストの差は、相

対的にとても小さいという事実には注目が必要だ。さらに、こういう経済コストは化石燃

料の使用が環境に与えるマイナスの社会コストを含んでいない。石炭火力発電所からの電

力は、風車による電力よりまだ 2–5割安いかもしれないけれど、その価格差よりも石炭の

公害や石炭ガラが環境や人に与える影響のほうが大きいようならば、社会としては風力エ

ネルギーに切り替えたほうがいいわけだ 958。

最近、ヨーロッパで一つ、アメリカで 2つの大規模プロジェクトが、発電に関するあら

ゆるコストを検討しようとした。石炭採掘の死亡リスク、輸送からくる交通危険性、発電

からくる職業上の危険や、酸性雨、微粒子、二酸化窒素、二酸化硫黄、オゾンなどが湖や

作物、建物、子供や老人に与える影響、さらには税金体系や仕事の影響など、膨大な検討

事項とコストを見ている 959。まとめると、これらの研究によれば、新設の石炭火力発電

所の追加の社会コストは 0.16–0.59セント/kWhだ 960。でも 3調査のいずれも、二酸化

炭素のコストは定量化していない。これはたぶん追加で 0.64セント/kWhになるだろう

（地球温暖化の章参照）961。

結果として、再生可能エネルギーは社会コストを含めた場合ですら、競争力がつくには

もうちょっとお値段が下がる必要がある。それでも、再生可能エネルギーのお値段は、伝

統エネルギーのお値段よりも急速に下がると考えられている。ただし、こうしたお値段の

予想については、まだかなりの不確実要素があることも追加しておこう。特に、以前の

予想が今にして思えばかなり楽観的すぎたからだ――1991年に、「懸念する科学者連盟」

(Union of Concerned Scientists)は、2000年には太陽光発電のコストは 10セント/kWh

以下に下がると予想したけれど、でも残念ながら、まだ 50セント/kWhにしかなってい

ない 962。
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だから、再生可能エネルギーを補助金や免税措置で支援する必要はあるのかどうか、実

ははっきりしない。デンマークでは、こうした補助は風力発電の場合、5セント/kWhに

ものぼるし 963、アメリカでは風力発電への補助金は約 1.5セント/kWhくらいとされる
964。でも、エネルギーに課税して、その実際の価格が生産時と排出物からくる社会コス

トを正しく反映するようにしたほうがずっといいはずだ。

この根底にある議論は、再生可能エネルギーをいまから支援しておかないと、化石燃料

が枯渇しても市場は手遅れになるまで気がつかないだろう、というものだ。でもこれまで

見たとおり、そんな目先に化石燃料がなくなるリスクはまったくない。一部のエネルギー

源はちょっと高くなるかもしれないけれど。だから前提としてはやっぱり、税金が社会コ

ストをきちんと反映さえすれば、市場が再生可能エネルギーに最適な額の投資を行うだろ

う、というものであるべきだ 965。でも、地球温暖化の章では、社会としてはむしろ、再

生可能エネルギーのコストをもっと急速に下げるための研究にいっぱい投資したほうがい

いんじゃないか、というのを検討する。

とはいえ、エネルギーに関するこの節で一番大事な点は、化石燃料はたっぷり蓄えがあ

るぞと強調することだけでなく、潜在的には無限の再生可能エネルギー源が、まちがいな

く経済的に手の届くところまできている、ということを強調しておくことだ。

11.10 太陽光エネルギー

地球上のエネルギーの圧倒的大部分は太陽からくる。地球内部の核反応プロセスからく

るエネルギーはごく一部だ。太陽の放つエネルギーはすさまじく、地球上を 1m2 の升目

に切って、そのすべてで 180ワット電球をずっとつけっぱなしにするのと同じだけのエネ

ルギーがくる。もちろん、そのエネルギーの分布は平等じゃない。熱帯地区はそれが 250

ワット電球になるし、北極や南極地区はたった 100ワットほどだ 966。

太陽エネルギーの流入量は、いまの全世界のエネルギー消費の約 7,000倍に等しい 967。

この関係のスケールは図 73に示してある。これを見ても、毎年の太陽エネルギーは、他の

どんなエネルギー源をもはるかに上回ることは明らかだ。あるいは別の言い方をすると：

いまの比較的効率の悪い太陽電池でも、熱帯地区で一辺 469kmの正方形の土地――理屈

面積の 0.15パーセント――を太陽電池で覆えば、いまのエネルギー需要は全部満たせる
968。原理的には、この面積をサハラ砂漠で確保したっていい（サハラ砂漠の 2.6 パーセ

ントの面積だ）し、海上だってかまわない 969。現実にはもちろん、中央発電所をたった

一つだけ作るようなことはしないだろうけれど、でもこの例を見ても、ぼくたちのエネル

ギー需要を満たすには実にわずかな空間しか要らないことはわかるし、その土地を生物学

的・商業的に無価値なところに置くことだってできることもわかる。
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図 73: 年間太陽放射のエネルギー含有量 (2,895,000EJ) と、非再生可能エネルギー

のすべての資源量 (石油 8,690EJ, 天然ガス 17,280EJ, ウラン 114,000EJ, 石炭

185,330EJ) 、および世界の年間エネルギー消費量 (400EJ) の比較。他の大きな再

生可能エネルギーの潜在力も示した。水力発電は最大で 90EJ、風力は最大で 630EJ

を生産できる。比較のために、植物光合成はおよそ 1260EJ くらいを占める。全

資源と潜在量は最高の推定値でしかなく、桁数の目安以上のものと考えてはいけ

ない 972。出所: Craig et al. 1996:159, 163, 181, 193, Cunningham and Saigo

1997:505.

一番安い太陽電池は、1978年に比べると効率が 3倍になったし、価格は 1970年代初期

に比べると 50分の 1 まで下がった 970。太陽電池はまだ十分な競争力はないけれど、で

も価格はさらに下がると予想され、2030年には 5.1セント/kWhまでくると期待される。

特に都市部や既存送配電網から遠い地域では、太陽電池はすでに商業的に成立するものに

なっている。

インドネシアの僻地にあるスカタニ村は、1989年に太陽電池が設置されて、文字通り

一夜にして変わった。赤道の夜は年中通じて 12時間続き、それまでは何もすることがな

かった。でも今日、子どもたちは夕ご飯のあとで宿題ができるし、村には電動の緯度ポン

プが水を供給してくれて、衛生状態も向上し、一部の近所のワルン（商店）は日没後も開

いていて、テレビがエンターテイメントと、広い世界への窓を提供してくれている 971。
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太陽エネルギーはまた、熱源として直接活用できるし、植物を育てて後でそれを燃や

すことで間接的に利用もできる（バイオマス）。デンマークでは、直接の太陽熱はエネル

ギーの 10–12パーセントくらいを供給できると試算されている 973。アメリカでも、バイ

オマスはかなりの成長が見込まれている。問題は、緑の植物は太陽光をあまり効率よく利

用しないことだ（図 73参照)。バイオマスが世界エネルギー消費量の相当部分を供給でき

るようになるとは考えにくい――茎や藁などの農業バイオマス生産は、体積的には世界の

収穫量の半分を占めるけれど、それでも 65EJ、現在のエネルギー消費量の 16パーセント

にしかならない 974。緑の植物は平均で太陽エネルギーの 1–3 パーセントしか使わない。

太陽電池なら、15–20パーセントのエネルギー効率だ 975。だから太陽電池は植物に必要

な面積の 1/13 しか必要としないし、しかも良質な農業用の土壌も要らない 976。同時に

バイオマスは他の公害問題をわんさか引き起こす。たとえば微粒子、硫黄、ニッケル、カ

ドミウム、鉛など 977。バイオマスは今日ではまだ競争力はないけれど、太陽電池よりは

安い 978。

多くの発展途上国にとって、バイオマスは農業用地へのアクセスをめぐって食料生産と

競合することになる。でも世界の一部では、バイオマスを育てるのは賢い選択かもしれな

い。やせた土地でも生産できるし、土壌流出を防ぐし、生産力の高い土地の再生にだって

貢献する可能性があるからだ 979。

アメリカエネルギー情報局は、太陽エネルギーはアメリカの全エネルギー需要の 3.5倍

以上をカバーできると試算している 980。ただしこれが実現するには、かなりの工夫が必

要だ。

日本は太陽電池を建材に組み込みはじめ、壁や屋根の一部に使い出している 981。他の

ところは水漏れのしない薄膜状のセラミック太陽電池を開発して、ふつうのルーフィング

材料のかわりにしている。ウェールズでは、訪問者に開放された実験センターが、電力供

給のためだけでなく、伝統的なルーフィング費用を節約できるからという理由で太陽電池

を採用している 982。

11.11 風力エネルギー

風力エネルギーはもう何千年も利用されている。紀元前から、中国やインド、ペルシャ

の古代文明は水の汲み上げや穀物の製粉に風力を使っていた 983。すでに中世初期でさえ、

風車はヨーロッパ中で知られた技術だし、風車は蒸気機関の到来までずっと主要エネル

ギー源だった。自前の石炭供給のないデンマークのような国では、風車はずっと中心的な

役割を果たし続けた。1916年だけでも、デンマークは新しい風車を 1,300基も建設して

いる。
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オイルショックは風車に対する新しい研究上の関心をかきたてて、それ以来すばらしい

成果と進歩が実現してきた。1975年以来、価格は 94パーセントという目の飛び出そうな

下落ぶりで、生産性は 1980年以来年率 5パーセントで上昇し続けている 984。世界的に

は、風車で全エネルギー消費の半分以上をカバーすることも不可能ではないと推定されて

いるけれど、このためには 1億基くらいの風車が要る 985。風力の世界最先端にいるデン

マークですら、風力発電は 1998年の総電力の 9パーセントしか生産していない 986。ア

メリカでは、風車は 1998年の総発電量のたった 0.1パーセントでしかない 987。

でも、国の電力需要の相当部分を風力でまかなおうとしたら、問題が出てくる。居住地

の近くだと、風車の騒音が問題になるだろう。さらに、効率を出すには、風車は開けた土

地に設置する必要があって、そうなるとすぐに景観破壊につながる。唯一の長期的な解決

策は、風車を海上のはるか沖合に作ることだ。美的な問題はほとんど皆無になるだけでな

く、そのほうが風車も効率が 5割増しくらいになる 988。

風車を批判する人々は、それがまだ儲からないと指摘する。生産にかなりのエネルギー

が必要で、さらには鳥を殺すという指摘もある 989。すでに見たとおり、風車はまだ十分

な競争力を持っていないけれど、でもたぶんコスト的に 3–5割高いくらいで、化石燃料を

使い続けるのに比べた社会コストまで含めて考えたら、差はさらに詰まるだろう。長期的

には、まちがいなく競争力を持つし、化石燃料より安くなる可能性だってある。

風車自体を作るのにかなりのエネルギーが要る、という反対もある。鉄を掘って、溶か

して、圧延する必要があり、風車自体も輸送して、最終的には廃棄が必要になる。でも

長期的なエネルギー収支を見てやると、いまの風車は自分の生産に要したエネルギーを、

たった三ヶ月以内で回収できちゃう 990。

風車が鳥を殺すというのは事実だけれど、海上でならこの問題はぐっと小さくなる。デ

ンマークでは、毎年風車に巻き込まれて死ぬ鳥が 3万羽と推定される 991。アメリカでは

これが 7万羽くらいだ 992。かなりの数に思えるかもしれないけれど、ほかのところで死

ぬ鳥の数に比べたら大したことはない 993。デンマークで車にぶつかって死ぬ鳥だけでも

毎年 100万羽はいるし、オランダだとこれが 200–800万羽だ 994。アメリカでは、車は年

間 5,700万羽の鳥を殺し、建物の窓ガラスにぶつかって死ぬ鳥は 9,750万羽いる 995。イ

ギリスでは、飼い猫が毎年哺乳類を 2億匹、鳥を 5,500万羽、は虫類や両生類を 1,000万

匹殺している 996。

11.12 貯蔵と移動中の消費

太陽光発電も風力も、タイミングの問題がある。人間が一番必要とするときに必ずしも

太陽は照らないし、風も吹かない。だからエネルギーの保存が必要だ。
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送配電網がダムにつながっていたら、これを保存に使える。要するに、風が吹いたら風

力を使って、ダムは閉じて水が貯まるようにして水力を保存する。風がなくなったら、水

力で必要な電力を作ればいい。

でもこれは、風力も水力もかなりの余剰発電能力を持っている必要があるってことだ。

どっちもピーク需要に対応できなきゃいけないから。この解決法はまた、大規模な水力発

電にすぐアクセスできることも条件になる。

だから全体として発電をずっと多様化しなきゃいけない。バイオマスと地熱はいつでも

使える。さらにエネルギーは水を電気分解して水素として保存できる 997。この水素は、

あとで発電に使ってもいいし、車でガソリンがわりに使ってもいい 998。このコストはま

だ通常のガソリンの倍くらいだけれど、水素は環境にずっと優しい燃料になる。燃やして

も水しか出ないからだ。

11.13 結論

証拠を見れば、ぼくたちが大規模なエネルギー危機を迎えたりはしないのは明らかだ。

エネルギーはたっぷりある。

化石燃料の利用はどんどん増えているけれど、見てきたとおりそれを上回るだけの量が

どんどん新規に見つかっている。石油、石炭、天然ガスの利用可能埋蔵量は――消費可能

年数で見た場合ですら――増えてきている。今日、石油は少なくとも現在の消費を 40年

続けられるだけあるし、天然ガスは 60年分、石炭は 230年分ある。

バレル$40（現在の石油の国際価格の 3割増し程度）になれば、シェルオイルが現在の

消費量で今後 250年分の石油を提供できる。そしてすべて含めれば、今後ぼくたちの総エ

ネルギー消費を 5,000年はカバーできるだけの石油がある。ウラニウムは今後 14,000年

分ある。現在のエネルギーコストは世界 GDPの 2パーセントほどだから、かなりの価格

増が起きたとしても、福祉に大きな影響は出ない――たぶん予算比率から見ると、エネル

ギー支出の比率はそれでも下がり続ける見込みが高い。

さらに、再生可能エネルギーを使う選択肢がたくさんある。今日では、世界のエネル

ギー生産のうちあるかないかの割合を占めるだけだけれど、これは変われるし、実際に変

わるだろう。太陽エネルギーと風力エネルギーのコストは、どっちも過去 20年で 94–98

パーセント下がり、厳密な意味で収益性が出る水準に近づいている。再生可能エネルギー

資源はほとんど想像もつかないくらい莫大だ。太陽は、いまのエネルギー消費総量の約

7,000倍も与えてくれている――例えば、サハラ砂漠のたった 2.6パーセントを太陽電池

で覆うだけで、全世界のエネルギー消費をまかなえてしまう。風力エネルギーは、現実的

に世界の総エネルギー消費の半分以上をカバーできると推計されている。
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これらの事実は別に、今日のエネルギーの大半を供給してくれる化石燃料が非再生可能

だという事実を否定するものじゃないことに注意――もし技術が一定で、ぼくたちが化石

燃料だけを使い続けたら、いつの日かエネルギーはなくなる。でもポイントは、技術は一

定じゃないし、化石燃料だけが長期の主要エネルギー源じゃないってことだ。まず、歴史

的な証拠を見ても、ぼくたちは絶えず化石燃料を見つけ、取り出し、利用するのがどんど

ん上手になってきていて、それが消費の増分をも上回っている。第二に、利用可能な太陽

エネルギーがぼくたちのエネルギーニーズをはるかに上回ることがわかっているし、これ

が 50年以内に競争力のある価格で利用可能になるだろう。

だから、今度こそエネルギーが枯渇する、という話をしつこく聞かされるのは驚くべき

ことだ。データを見れば、そんなことはありそうにないのがわかる。アメリカエネルギー

情報局が『国際エネルギー予測一九九九』に書いたように：「世界の残存石油資源ポテン

シャルに大して描かれた暗い未来像は、証明された利用可能埋蔵量の現在の推定値と、そ

の減少について（よくある理論的な）形で想定したものに基づいている。未発見の石油や

効率性改善、これまで利用されなかった原油資源を考慮すれば、かなりの将来まで石油が

有力なエネルギー源になるという長期的な見通しについて、楽観視しないほうが困難であ

る 999」

もっと長期的には、たぶんエネルギーニーズは化石燃料から他のもっと安上がりなエネ

ルギー源に移行するだろう――それは再生可能エネルギーかも知れないし、核融合かもし

れないし、まだぼくたちが想像だにしない技術かもしれない。だから、石器時代が石の不

足で終わったのではないのと同様、石油時代もいずれ終わるだろうけれど、石油不足のせ

いで終わるんじゃない。むしろ、もっと優れた代替エネルギーがいずれ手にはいるように

なるから終わるわけだ。
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資源枯渇の心配は、エネルギーだけでなく、ぼくたちが今日使っている他の数多くの再

生不能資源にも当てはまる。これについての議論もまた、エネルギーについての章での議

論とこわいくらい似ている。

実は、ぼくたちは資源の枯渇について昔から心配してきた。古くは銅やスズの枯渇につ

いて、深刻な懸念が表明されていた。1972年のベストセラー『成長の限界』はこのおなじ

みの心配事をとりあげ、ほとんどの資源が枯渇すると主張した。金は 1981年に枯渇、銀、

水銀は 1985年、亜鉛は 1990年 1000。でも、当然ながらまだそうはなっていない。

12.1 悲観論者は資源が枯渇する方に賭け――そして負けた

昔から経済学者たちは、資源枯渇のおびえが間違っていることを知っていたけれど、こ

の議論は 1970 年代と 1980 年代のインテリ層に対し、魔法のような掌握力を発揮した。

今日でさえほとんどの議論は、『成長の限界』の理屈に端を発する議論を背景として演じ

られているようだ。

地球の原油、食料、原料が枯渇するというしつこい主張にうんざりした経済学者ジュリ

アン・サイモンは、この確立された信念に対し、1980年に賭をもって挑んだ。サイモンは

どんな原料――賭けの相手に選ばせたもの――であっても、その価格が少なくとも 1年後

には下落している方に 10,000ドルを賭けると申し出た。スタンフォード大学の環境学者

エーリック、ハーテ、ホルドレンは「あぶく銭の誘惑には逆らいがたい 1002」とこの挑戦

を受けた。かれらはクロム、銅、ニッケル、スズ、タングステンに賭け、時間枠を 10年と

した。この賭けは 10年後にその実質価格（インフレ調整した価格）が上がったか下がっ

たかで判定されることになった。1990年 9月、これら原料の合計はもちろんのこと、そ

れぞれの個別価格も下がっていた。クロムは 5パーセント下落、スズは 74パーセントの

暴落。終末論者たちの負けだった。
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図 74: The Economist による産業物価指数、1845–2000。インフレ調整済（1845–

50=100）。この指数は産業関連物資 (綿、木材、皮革、ゴム、アルミニウム、銅) の価

格の総合指標 1006。出所: Anon. 1999h:147, The Economist, 2000 の全号, CPI

2001.

実際のところ、かれらはどうやっても勝てたはずがない。エーリックたちが賭けたの

が、石油だろうと食料品、砂糖、コーヒー、綿、羊毛、鉱物、リン酸だろうと、何をとっ

ても負けていただろう。すべて安くなっていたのだ 1003。

12.2 下落する価格

大部分の工業製品の価格は過去 150年間下降を続けている。図 74は、工業品の価格が

1845年以降 80パーセント近くも下落したことを示している。同様に、世界銀行は世界で

一番取引されている非エネルギー商品 24種（アルミニウム、バナナ、羊毛など）につい

て指標をつくった。過去 100年で価格は 3分の 1に下落している 1004。金属についても

同じだ。図 75の IMF 指標は 1957 年以降、価格が約 50 パーセント下がったことを示し

ている。

原材料は合計しても、世界の GDPのせいぜい 1.1パーセントにしかならない 1005。そ

れに、この支出の大部分を占めているのはごく少数の原材料だ。表 2は商業的に一番重要

な原材料 24種を示したもので、これらだけで世界中の原材料コストの 95パーセントを占

めている 1007。残りの約 70種の原材料費は、ぼくたちの所得の 0.05パーセント以下だ。

だからそうした 70種類の原材料の価格がいくつか上がっても――ものすごく上がった場
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図 75: 金属の価格指数、1957–2000。2000年を 1とする。出所：IMF 2001a, CPI 2001.

合でさえ――経済的繁栄に及ぼす影響は取るに足らないだろう。

12.3 セメント

ぼくたちは毎年 1,110億ドルをセメントに費やしている。総原料費の 34パーセントを

占めるセメントは、原料費の中では段トツだ。これはセメントが高価だからではなく、ぼ

くたちがすごく大量に使うからだ 1008。

セメントは主に石灰岩から作られる化学的結合剤で、砂や砂利と混ぜればモルタルやコ

ンクリートができる。ギリシャ人、ローマ人はセメントの製法を知っており、ローマ人は

これを使用してパンテオンやコロセウムを建てた。セメントの製法は中世の間に忘れら

れ、やっと 1756年になって再発見された。1824年に標準化されたポルトランドセメント

タイプが発達して以来、セメントは近代建築の基礎となり、今日では世界で最も広く使用

されている建材となった。実は、その他の建材すべての総計の 2倍のコンクリートが使用

されている 1009。

ぼくたちは年に 15 億トン以上のセメントを消費しているけれど、「セメントの材料は

世界各地で事実上ほぼ無限に入手でき」、現在の消費レベルを続けても 1,000年をはるか

に超えて保つだけの備えがある 1010。だがセメントの生産においては二酸化炭素も生成さ

れ、それが全世界の二酸化炭素排出量の約 3パーセントを占めている。これについては地

球温暖化についての章で見る 1011。
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表 2: 世界の原材料売上高の 95パーセントを占める主要な原料 24種。出所: USGS

1998a. 備考：原材料カテゴリーの一部は多少重複。価格、質量は不安定。1997 年

の情報を集めようとしたが、不可能な部分もあった。また、ここに示されたカテゴ

リーには加工工程の差がある。結果的に、この表が示すのは原料の一般的な傾向と

資源支出の上限にすぎない。セメント、アルミニウム、鉄、銅、金、窒素、亜鉛が世

界の資源生産の約 80パーセントを占めている（Mtは 100万トン、Gtは 10億トン

を示す）
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12.4 アルミニウム

ぼくたちの原料費の 12パーセントを占めるアルミニウムが、経済に占める重要性はま

すます高くなりつつある。軽く、扱いやすく、高い導電性を持ち、耐食性に優れているた

めだ 1012。この軽金属は一般的に缶、自動車、飛行機に使われるほか、ほぼすべての高圧

送電線に使われている。銅よりも軽く、強いからだ。

アルミニウムが最初に発見されたのは 1827年で、当時は抽出がきわめて難しかったた

め、とても高価だった。ナポレオン III世は、自分と貴賓用にアルミニウム製のフォーク



12.5 鉄 201

0

5

10

15

20

25

1890 1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

�
� 1

00
0

U
S

$ 
(2

0
00

�)/

�
�

0

5

10

15

20

25

�
�
�, 1

00

�
�
�

	


��


図 76: アルミニウムの価格、1895–2000、およびその生産量、1891–2000。価格は

2000年 USドル。出所: Simon et al. 1994, USGS 2001a, CPI 2001.

とスプーンを作らせ、位の低い客には金食器ですませた 1013。アルミニウムの生産量と価

格は図 76の通り。20世紀の初めからみると生産量、消費量は 3,000倍以上に増加したけ

れど、価格はたった 9分の 1にまで下がった。

アルミニウムはシリコンについで 2番目に豊富な金属元素で、地殻の 8.2パーセントを

構成している。今のところ確認されているアルミニウムの埋蔵量は、現在の消費レベルで

276年分と推定されている 1014。だが原油、ガス、石炭について見てきたように、使う量

がどんどん増えてもだんだん残存消費可能年数が減るとは限らない。資源の活用方法も、

資源の発見方法も改善されるからだ。

図 77を見ると、最もよく使われる 4種の金属については、残存消費可能年数が減少す

る様子はないのがわかる。それどころかわずかに増加傾向にある。そして一方で、この 4

種の原料の使用量は毎年増えているのだ。アルミニウムの消費量は 1950年に比べ 16倍

になったのに、残存消費可能年数は 171年から 276年に増えている。

12.5 鉄

ぼくたちは鉄鉱石に年間 310億ドル、つまり原材料費の 11パーセントを投じている。

鉄が有史以来用いられてきたのは、驚くほどどこにでもあり、楽に入手できるうえ、比

較的簡単に溶鉱して成形できるし、非常に頑丈で耐久性に優れているからだ 1015。最初の
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図 77: 最もよく使用される金属 4 種の残存消費可能年数、1950–2000。鉄のみ

1957-2000。出所: Simon et al. 1994, USGS 2001a.

鉄器は隕鉄のかけらを叩いたものだったから、溶鉱の必要はなかった。でも鉄器時代が始

まったのは、鉄鉱石の溶鉱と成形の知識が中東で広まった紀元前 1200年頃だ 1016。

現在、すべての鉄の 3 分の 2 以上が鋼鉄――鉄とその他の金属（アルミニウム、クロ

ム、ニッケルなど）の合金――を作るのに使われている 1017。産業革命以降、鉄と鋼鉄は

ぼくたちの産業のバックボーンとなり、重量で見ると金属消費量の 95パーセント以上を

占めてきた 1018。図 78を見ると、鉄の消費量は 20世紀中を通じて上昇を続け、しかも価

格上昇は起きなかった。生産過程でエネルギーをたくさん消費する鉄は、オイルショック

に強く影響されたけれど、現在では 20世紀中で最低の価格となっている。

鉄は地球上で 3番目に豊富な金属で、地殻の 5.6パーセントを構成している 1019。それ

でもなお、鉄がじきに枯渇するという懸念はしょっちゅう出てきた。アメリカ鉄鋼産業の

パイオニア、アンドリュー・カーネギーは、鉄の含有量の高い鉄鉱石がやがて枯渇すると

心配した。1908年にホワイトハウスで開かれた州知事会議での演説で、かれはこう述べ

ている。

私は長年にわたり、鉄鉱石供給が着実に取り崩されてゆくのに注目してまいりま

した。十分にあると思われていた、鉄含有量の高い鉄鉱石の供給が、いまこの世に

生まれはじめた世代より長くはもたず、今世紀の後半には含有量の低い鉄鉱石しか

残らないとは、きわめて恐るべきことであります。我々の国家繁栄の基盤となる材
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図 78: 鉄の 2000 年米ドル換算価格 1916–2000 とその生産量 1928–2000。出所:

Simon et al. 1994, USGS 2001a, CPI 2001.

質要因に関わる人間として、私は今こそ明日のことを考慮すべき時期であると判断

いたします 1020。

でもここでも技術の進歩のおかげで、今じゃ鉄をたった 30～40パーセントしか含まな

い鉱石だって利用できるのだ。現在確認されている埋蔵量は、現在の消費レベルで 297年

分と推定されている。図 77でわかるように、年間生産量が 2 倍以上に増えているのに、

2000年時点での残存消費可能年数は、1957年当時に比べてはるかに多い。実はアメリカ

地質局は 1957年に鉄の世界埋蔵量を 250億トンと推定したのだけれど、それ以来ぼくた

ちは 350 億トンを消費している。現在では、世界埋蔵量は約 3,000 億トンと推定されて

いる。

12.6 銅

銅の年間コストは 260億ドルで、原料消費高の 8パーセントを占めている。銅が有史以

前から用いられてきたのは、成形しやすいからだ。また、銅と主な銅合金である青銅、真

ちゅうは魅力的だし、耐久性はあるし、耐食性も結構優れているからだ。

銅の需要は 19世紀に爆発的に伸びた。送電に使われるようになったからだ。銅は導電

性が高いだけでなく、柔軟でハンダ付けしやすい送電線を作れる 1021。図 79からわかる
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図 79: 銅の 2000 年米ドル換算価格 1850–2000 とその生産量 1800–2000。出所:

Simon et al. 1994, USGS 2001a, CPI 2001.

ように、19世紀初頭の銅の年間生産量は約 15,000トンだった。現在ではその 2倍以上が

毎日生産されている。それにもかかわらず、価格は約 4分の 1に下がった。

銅は、アルミニウムや鉄の豊富さにはまるで及ばない。地殻のわずか 0.0058パーセン

トにしかならないのだ 1022。これでも 8,300万年間の消費に耐えられる、とはいえ地殻に

含まれる全ての銅を抽出することなんてできないから、この数字はかなり絵空事ではある

のだけれど 1023。現在の利用可能埋蔵量は、いまの消費レベルをあと 50年続けるのに十

分だ。これでもたった 42年分しか銅がなかった 1950 年に比べると増えている。その間

にぼくたちの銅消費量は 5倍になっている。1950年には、世界埋蔵量は 1億トンと推定

されていたが、ぼくたちはその後 3.38億トンの銅を生産してきた。現在では埋蔵量は 6.5

億トンと推定されている。ここでもまた、消費量の増加よりも、資源を発見しては開発す

る能力のほうが伸びが高いことがわかる。1946年以降、銅は現実に消費するより早いス

ピードで発見されているのだ 1024。

それに、地殻に含まれる銅なんて、銅資源の一番重要な部分なんかじゃないのだ。深海

底のあちこちには、マンガン、鉄、ニッケル、銅、コバルト、亜鉛を含む直径約 5–10セ

ンチくらいの小さなかたまりが散らばっている。こうしたかたまりで回収できる量は、銅

なら 10億トン以上で、地上資源の総量を超える 1025。つまり少なくとも 1世紀以上保つ

だけの銅があるわけだ。
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12.7 金と銀

金と銀は貴金属として最も広く知られ、昔から使われてきた。金は柔軟で打ち延ばしし

やすいし、耐久性、耐食性にも富んでいるため、過去に抽出された金の 85パーセントは

今も使用されているだろう 1026。これまで世界で採掘された金の総量は約 10万トンと推

定される――一辺たった 17 メートルの立方体だ 1027。約 35,000 トンが公的ストックと

して中央銀行に貯蔵され、残りは金塊、コイン、宝石類として個人に所有されている 1028。

金は貴重で耐久性に優れていることから、古くから交換手段に用いられ、ついには世界

中で通用する価値尺度となった。でも今では、世界で生産される金の約半分は電化製品、

航空宇宙機器、特殊合金、歯科医療に利用されている 1029。

銀もまた、古くから――特にローマ人が銀本位制を採用して以来 1030――交換手段に用

いられてきた。今日では、生産される銀の大部分は、たった 2つの目的のためだけに使わ

れている。銀はすべての金属類の中で最も電気抵抗が小さいことから、新しく採取される

銀の 25パーセントがエレクトロニクス産業で用いられている 1031。また、感光性がある

ことから、生産される銀の約 50パーセントは写真産業で使用されている 1032。

金と銀は多くの点において特別な金属で、価格が投機で左右される。1967年にドルが

金と分離されて以降、価格はつり上げられた。でも図 80で明らかなように、戦後の残存

消費可能年数は減少していない。実は生産は過去 50年間で倍以上になったのに、消費可

能年数は 2000年が 32年で最大なのだ。同様に、銀の残存消費可能年数は約 27年だけれ

ど、デジタル写真が写真市場の大部分を占めるようになれば、銀の需要は大幅に減少する

と推測されている 1033。

12.8 窒素、リン、カリウム

食料の生産は 3つの資源――土壌、水、肥料――に絶対的に依存している。肥料の中で

最も重要なのは窒素、リン、カリウムで、これらは 19世紀までは主に堆肥でまかなわれ

ていた。

現在では、世界の原料費の約 6パーセントが窒素に費やされている。窒素は食料の生産

に必要不可欠だ。窒素は、植物を緑色に保ち、光合成で日光をデンプンに変える葉緑素分

子にとって欠かせない。今日では、窒素のほとんどが空気から合成されている。空気の約

78パーセントは窒素なので、枯渇することはない 1034。

リンは DNAの構成要素で、全生命体に不可欠な存在だ。リンの量が自然界の生物活動

を限定することがよくある。リンは原料費の約 1パーセントを占める。リンの埋蔵量は消
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図 80: 金の残存消費可能年数、1950–2000。出所: Simon et al. 1994, USGS 2001a.

費年数にして約 90年分だが、燐灰岩はよくある頁岩や石灰岩と似ていて専門家でも区別

が難しいだけに、今後の技術の向上とともに大規模な鉱床の発見が期待される。アメリカ

地質調査部は先頃、フロリダ沖合の大陸棚でリンのかけらやかたまりが見つかったことを

発表し、これだけでリンの利用可能年数は約 180年へと倍増した。だから、リンの有無が

食料の生産を制限する見通しはない 1035。

カリウムは地殻で 8番目に豊富に含まれる成分で、肥料として重要だけれど心配の必要

はない。世界の原料費の約 0.1パーセントはカリウムに費やされている。現在の消費レベ

ルで少なくとも 357年分のカリウムがあると推定され、入手できる総埋蔵量で 700年以

上はもつとされている 1036。

図 81で明らかなように、肥料の価格は戦後約 50パーセント減少している。これも肥料

が希少になるどころか、むしろ潤沢になりつつあることの表れだ。

12.9 亜鉛

亜鉛は原料費の 5パーセントを占め、ほとんどがサビを防ぐために鉄鋼に施す亜鉛メッ

キに用いられている。亜鉛は銅と同じく比較的貴重で、地殻のわずか 0.0082パーセント

を占めているだけだ 1037。理論上はこれが 1.69億年分の消費量に相当するものの、全部

掘り尽くすことは不可能だ 1038。そうはいっても、ぼくたちは今まで消費量をはるかに上
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図 81: 肥料価格指数、1957–2000; 2000 年=1。1974 年と 1975 年の値はそれぞれ

4.3、5.0。出所: IMF 2001a, CPI 2001.

回る量の亜鉛を発見してきた。1950年当時 36年だった残存消費年数は 54年に増えてい

る（図 77）。

銅と同じく生産量は劇的に増加して、1950 年以来 4 倍になったことが図 82からわか

る。1950年当時の世界埋蔵量は 7,000万トンとされていたけれど、その 3倍以上を消費

した現在では、埋蔵量は 4.3億万トンと推定されている。この間ずっと価格は上昇してい

ないどころか、やや下降している。

12.10 その他の資源

ぼくたちが原料資源を使い果たすにはほど遠いことは、もう充分に明らかだろう。宝石

類に原料費の 3パーセントを費やしているのを除けば、原料費で 1パーセント以上を占め

る原料はこの他ニッケル、砕石だけだし、石が枯渇することはありえない。ニッケルは主

に合金としてステンレスを作るのに使われ、現在の消費レベルでは、確認されている埋蔵

量でおよそ 50年はもつと推定されている。だが深海のかたまりには、少なくともさらに

1,000年分のニッケルが含まれているとの推測もある 1039。

1980年代の調査で、高度な材質利用法を持つ 47の資源をレビューしたところ、利用可

能埋蔵量で不足する可能性があるものはたった 11 種類だった。この 11 の資源は表 3に
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図 82: 亜鉛の 2000 年米ドル換算価格 1876–2000 およびその生産量 1800–2000。

出所: Simon et al. 1994, USGS 2001a, CPI 2001.

まとめた。でもこのうち 3つ以外については、1988年以降に利用可能埋蔵量は減るどこ

ろか増えた。この 3 つの資源の総コストは世界の GDP の約 300 万分の 1 だ。タンタル

は航空宇宙産業のハイテク合金や、エレクトロニクスに使われている。まちがいなく、タ

ンタル使用の一部は何かで代替する必要がある。代替品はタンタルより高価になるか、タ

ンタルより性能が落ちるだろうけれど、全体的にみればそのコストはごくわずかだ 1040。

水銀の埋蔵量が減少しているのは、主にぼくたちが水銀をあまり使わなくなったからだ。

1971年以降、世界消費量は 3分の 1以下に落ち込んだ――結果として、新たに水銀を探

す商業的なメリットがなくなったのだ。現在確認されている埋蔵量は 100 年分以上と推

定されている 1041。カドミウムについての問題はもっと小さい。カドミウムは主に充電式

バッテリーに使われているけれど、技術的には様々な他の――場合によってはもっと優れ

た――代替品がある。アメリカ地質調査部は「現存するカドミウム資源量は 21世紀の半

ばまでの需要に耐える 1042」と推定している。

そして残りの資源は希少になるどころか潤沢になりつつある。だから古典的な天然資源

経済学の大学向け教科書である Pearce and Turner は結論として、圧倒的多数の証拠か

ら見て「現在使用されている資源の大部分については、物理的不足が大きな問題となるこ

とはないであろう 1043」としめくくっているわけだ。
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表 3: 調査対象 47物質のうち、確認埋蔵量では不足する可能性のある 11種。出所:

Fraser et al. 1988:9; cf. Pearce and Turner 1990:295; USGS 1998a.

世界GDP比率 利用可能埋蔵量 1997

1997 (%) 1988=100

0.000084 タンタル 51

0.000088 水銀 94

0.000145 カドミウム 97

0.000065 タリウム 100

0.088656 金 113

0.007642 銀 11

0.000090 ビスマス 122

0.000090 インジウム 153

0.004470 スズ 257

0.000067 砒素 860

0.000375 バリウム 1021

12.11 なぜ資源が増えたりするの？

どうして資源は枯渇しないの？　その説明はなぜ石油、天然ガス、石炭がなくならない

かという説明とそっくりだ。

第 1に、「既知の埋蔵量」ははっきり決まった量じゃない。絶えず新しい鉱床は発見で

きるし、実際に見つかる。これは図 77を見れば明らかで、年間消費量が 2～15倍増えた

のに、最重要資源の残存消費可能年数は増えている。なぜこれ以上の速度で鉱床を発見で

きないのかというと、探すのにお金がかかるからだ。だから、使う前の適切な時間枠の中

で、必要に応じて探されるわけだ。

第 2 に、資源の抽出方法が向上し、使い方の効率も上がったこと。現在、車 1 台に使

用される金属の量は、1970年製造の車で使われた金属のわずか半分だ。極細の光ファイ

バーは、20 年前に 625 本の銅線を必要としたのと同じ数の電話を――もっと高品質に

――つなげる 1044。紙の生産技術がかなり向上したため、新聞はもっと薄い紙に印刷でき

るようになった。橋に使われる鉄鋼の量はかなり減った。これは鉄鋼の強度が上がったの

と、設計仕様をもっと厳密に計算できるようになったことの両方が効いている。いろんな

道具の耐久性が上がったので、交換頻度が減った 1045。そのうえ情報技術でぼくたちの消

費も変わった――相対的に買うモノが減り、ビットが増えた。数百ドルの価値をもつプロ
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グラムがおさめられるのはわずか 2 セントのプラスチック製 CD-ROM だ 1046。アメリ

カ人は過去 20年間に 30パーセントも裕福さを増したが、木材、金属、プラスチックの消

費量は減少している 1047。

第 3に、金属はリサイクルすれば利用可能量がさらに増やせること。金属はエネルギー

とちがって消滅せず、利用に伴って形と場所が変わるだけだということは、改めて指摘

しておくべきかもしれない。現在、世界で生産される鉄の約 3 分の 1、アルミニウムの

25–30パーセント、ニッケルの 25パーセント、銀、鉛の 45–50パーセント、スズの 15–20

パーセント、銅の 35–40パーセント、亜鉛の 20–25パーセントがリサイクルされている
1048。でもリサイクルには障害もある。金属の一部は腐食で使えなくなるし、商品の中に

は一部しかリサイクルできない構造のものや、パーツのリサイクルがまったく不可能なも

のもある。実は効率化やリサイクルによって、理論的には限られた資源を使い続けても枯

渇させないことが可能ではある。残存消費可能年数が 100年で、需要が年 1パーセント増

える資源では、リサイクルや効率性が年 2パーセント向上すれば――新しい資源がまった

く見つからなくても――絶対にそれが枯渇することはない。これは要するに、リサイクル

や効率化――ぼくたちの知恵――が、消費とその増加の両方をまかなうからだ 1049。

第 4に、原料を他のもので代替できる場合が多いこと。1978年にザイールが政治的内

紛のためにコバルトの供給を 30パーセント削減したとき、コバルト価格は高騰した。で

も新開発のセラミック磁石がまもなくコバルト合金磁石にとってかわり、コバルト塗料

はマンガン塗料で代替され、価格はすぐに下落した 1050。アメリカでの銅の使用を調べ

ると、この代用メカニズムが機能しているのがわかる。安価な銅が 2070年に枯渇し、高

額な採掘しか手がなくなると仮定しても、総コストはそこそこ小さいだろう（収入の 0.5

パーセント以下）。銅の利用方法のほとんどは、他のもので代替されるだろうから 1051。

同様に、情報技術は伝統的な原料資源の多くを代替している。現在ぼくたちがほとんど

水銀を使わないのは、デジタル温度計の利用が増えたせいでもある。すでに述べたよう

に、デジタル写真により銀の消費は 50パーセント近く減るだろう。実は、原料の大半は

どれも他のもので代用できる。ただいくらかお金が余計にかかるだけだ（だってそうでな

ければとっくの昔にそっちに切り替わっていただろうから）。

最後に、鉱物需要は終末論者が恐れているような幾何級数的な伸びは見せていない。む

しろ直線的増加をたどっている 1052――この点からも、資源供給の将来について特に心配

することはない。
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12.12 結論

どうやらすべての指標は、将来ぼくたちが深刻な原料不足に直面する可能性が低いこと

を示している。過去 100年にわたり、ほぼすべての資源の価格が下落を続けている。重要

資源の多くは、生産量が驚くほど増加したのに、残存消費可能年数は以前より伸びた。

原料の総コストは世界の GDPの 1.1パーセントで、この総コストの 60パーセントは

残存消費可能年数が 200 年以上ある原料に費やされている。重要資源について分析した

結果、3種の鉱物について埋蔵量の減少が見られたが、その減少が深刻だったのはたった

1 種、タンタルのみだ。タンタルに使われる総コストは世界の GDP の 100 万分の 1 以

下。しかもこの資源は代替がきく。

ぼくたちは原材料の枯渇をしばしば恐れてきた。でも金、銀、スズ、水銀はどれもまだ

残っているし、それには十分正当な理由がある。

化石燃料についての章でみたように、こうした事実は非エネルギー資源が再生不可能だ

ということを否定するものじゃない。何の技術変化もないまま、この調子で資源を使い続

ければ、いつかはなくなる。それでも深刻な不足はまず起きないだろうという結論でこの

章をしめくくれるのは、新たな資源の発見が続いていること、資源の利用効率も上がって

いること、そしてリサイクルや代替が可能だからだ。
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ぼくたちがしばしば当たり前のように思っている資源なのに、将来の問題の種としてま

すます指摘されるようになってきた資源がある。水だ。

地球の人口が増え、水の使用量も増えている。1940年以来、水の消費量はほぼ 4倍に

なった 1054。当然の意見として「こんなことが続くわけがない」というのが出てくる。お

かげで政府機関は「水の危機がすぐそこまで来ている 1055」と心配するようになった。『国

連環境予測 2000』は、水不足は「全面的緊急事態」と断言、「これから数十年のうちに地

球の水循環は、需要に対応できなくなる可能性が高い。深刻な水不足がすでに世界各地の

発展を妨げており、状況は悪化する一方だ」と述べている 1056。

WWFも同意見で、「淡水は人類の健康をはじめ、農業、産業、自然の生態系に不可欠

である。しかし現在、世界各地で不足しつつある 1057」と述べている。『人口報告』は「人

類が直面する最大の天然資源問題のひとつとして、淡水が浮上している 1058」と断言し

ている。環境についての議論は「水の危機」、「時限爆弾：水不足」といったはやり言葉

だらけになってきて、Time 誌は地球の水資源に関する展望を「枯れゆく井戸」というタ

イトルでまとめている 1059。国連気象教育機関 (UN organization for meteorology and

education) はこの問題を指して「水が枯渇する世界」と呼んでいる 1060。

水不足はまた、貴重になる水をめぐる争いを増やすことになっている――そして来るべ

き「水戦争 1061」について、いくつもの記事が書かれている。ワールドウォッチ研究所は

この不安をきれいに総括して「水不足は 90年代において、70年代のオイルショックのよ

うなものになるかもしれない――国際紛争と国家経済の大転換をもたらすのだ 1062」と主

張している。

でもこんな見出しは誤解のもとだ。たしかに水については地域的、物流的な問題はある

かもしれない。水はもっと上手に使うようにしなきゃいけないだろう。でも基本的に水は

充分にあるのだ。
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13.1 水は世界にどれだけあるの？

水は人類の生死を左右する。地球が「青い星」と呼ばれるのも、大部分を水が覆ってい

るからだ。地表面の 71パーセントは水で覆われていて、その総量は 136億立方キロメー

トルというとてつもなく巨大なものと推定される 1063。この水のうち 97.2パーセントを

海、2.15パーセントを極氷が占めている。残念ながら海水は塩分を含みすぎているので、

人間が直接飲むことはできない。極氷には飲める水が含まれるものの、簡単に入手するっ

てわけにはいかない。結果として、人間は残る 0.65 パーセントの水に頼ることになる。

うち 0.62パーセントは地下水だ。

地下水の淡水は、貯まるまでに何百年から何千年とかかることが多い。地下 750メート

ルまでのアメリカの地下水を全部汲み尽くしたら、それを再び貯めなおすには 150年かか

ると推定されている。だから、考えなしに地下水を利用するのは、他の再生不可能な天然

資源を掘り出すのと同じ話だと言える 1064。でも地下水は海、大気、土壌、河川、湖をめ

ぐる、いわゆる水循環という絶え間ない水の動きによって絶えず補充されている。太陽が

海水を蒸発させ、風が蒸気の一部を雲として地上に運び、蒸気は雨や雪になって降る。地

面に落ちた水はふたたび蒸発するか、川や湖を通して海に流れるか、地下水として貯まる

1065。

地上の降水量は約 113, 000km3 で、そのうち 72, 000km3 が蒸発することを考慮する

と、年間に流入する淡水の量は正味 41, 000km3。陸地全体に 30センチメートル降ったの

に相当する量だ 1066。この雨の一部はアマゾン流域やコンゴ、北アメリカの僻地、ユーラ

シア大陸の河川など、かなりへんぴなところにも降っているわけだから、地理的に入手可

能な水の総量としてもっと筋の通った推計は、32, 900km3 だ 1067。さらに、この水のか

なりの部分は短期間に集中している。アジアでは、降水の 80 パーセントが 5 月から 10

月の間に起こる。世界的には、洪水性の降水量が流水量の約 4分の 3と推定される 1068。

だから、人間が捕まえられる水の量は 9, 000km3 になる。ダムは洪水の水を 3, 500km3

ほど追加で捕まえているので、これを足すと使える流水量は 12, 500km3 だ 1069。これは

地球上の人間 1人 1人に、毎日約 5,700リットルの水が割り当てられるのに相当する。ち

なみに、平均的な EU市民が 1日に使う水の量は 566リットル 1070。世界的に利用可能

な水の約 10パーセントで、EUで利用可能な水の総量と比べても 5パーセントほどにな

る 1071。でもアメリカ人は毎日この約 3倍、1,442リットルの水を消費しているのだけれ

ど 1072。

図 83のように世界的レベルで水の消費量を見るときは、取水量と使用量を区別するこ

とが重要だ。取水量は物理的に取り除かれる水の総量のことだけれど、この概念は水の総
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図 83: 世界の年間取水量および水使用量（単位：1, 000km3）と、アクセス可能な

流水比率 1074、1900-95実績と 2025年までの予測値。出所: Shiklomanov 2000:22

（高位予測値）, World Water Council 2000:26（低位予測値）.

量の上限についての議論ではあまり使い物にならない。取水量のかなりの部分が、後に水

循環に戻されるからだ 1073。EU、アメリカでは、取水量の約 46パーセントが単に発電の

冷却水に用いられ、すぐに放出されて下流で使えるようになる 1075。同様に、ほとんどの

工業利用では取水量の 80–90パーセントが放流されるし、灌漑用水でさえ 30–70パーセ

ントが湖や河川に流れこむか、帯水層へ浸透して再利用される 1076。だから、水の消費量

をはかるのにもっと適した尺度は、蒸発したり、植物の蒸散作用で消費され、再利用でき

ない形で失われた水の量ということになる。これを水の使用量と呼ぶ。

20 世紀を通じて、地球全体の水の使用量は約 330km3 から約 2, 100km3 に増加した。

図 83からわかるように、今後の使用量や取水量についてはやや不確かだが（これは主に

灌漑事業の発展次第）、これまでの予測のほとんどは水の消費量を過大に見積もる傾向

にあった。多いときには 100 パーセントも過大に見積もっていた 1077。とはいえ総使用

量は入手可能な水の 17 パーセント以下にとどまっているし、見積もりが過大だとして

も、2025年の総使用量はその年にアクセス可能な毎年更新される水のわずか 22パーセン

トだ。

一方で、図 84で示されているように、アクセスできる水の量はどんどん増えてきた
1078。1 日に入手できる水の量は、過去 100 年間に 1 人あたり約 1,000 リットルから約
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図 84: 世界の取水量（農業用、産業用、都市用）と使用総量、1900-95。単位 1日 1

人あたりリットルとガロン。出所: Shiklomanov 2000:24.

2,000 リットルに増えた。これは特に農業用水が約 50パーセント増加した結果だ。おか

げで灌漑地での収穫量が増え、飢餓人口が減った。でも農業用水は 1人あたり 2,000リッ

トル弱で落ち着いた。これは 1980年以降、灌漑効率が良くなり農業用水の消費量が減っ

たことが主な理由だ。20世紀中に消費量が激増したけれど、それがいま頭打ちという同

様のパターンは EU、アメリカでも見られている 1079。一方で、個人消費量（地域の取水

量より概算）は過去 100年間で 4倍以上に増加している。これはアクセスが容易になった

水から得られる福祉の向上を反映している。発展途上国では、この福祉の増大は相当部分

が健康に関わるものだ――きれいな飲料水と下水設備へのアクセス改善で、病気が防げて

福祉が向上する（図 5参照）。一方、先進国の水利の増加は、皿洗い機や見た目の良い芝生

などのアメニティの向上を示す。

で、世界で使用される水の量は、簡単に手に入るうえに再生可能な水資源の 17パーセ

ント以下で、水利の増加が食料増産と、飢餓の減少と、高い健康と福祉の向上をもたらし

てくれたんなら、ぼくたちは何を心配してるんだろうか？
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13.2 3つの中心的な問題

水について決定的な問題は 3つ。第一に、降水はどう見ても、世界中で均一に分布して

るわけじゃない。つまり、だれもが同様に水資源にアクセスできるわけじゃなく、アクセ

スできる水の量が世界平均よりずっと少ない国もあるってことだ。すると問題は、その地

域で現在すでに水不足が深刻かどうかだ。第二に、地球の人口が増え続けていること。降

水量はおおむね一定なんだから、1 人あたりの水資源は少なくなる。この場合の問題は、

将来もっと深刻な水不足になるかどうかだ。第三に、多くの国は水資源のほとんどを河川

に頼っている。261の河川流域は、地上の陸地の半分をちょっと下回る面積を覆っている

けれど、それぞれが 2カ国以上にまたがっているし 1080、そのうち少なくとも 10の河川

は 6カ国以上にまたがって流れている。中東諸国のほとんどは帯水層の水資源を共有して

いる 1081。つまり、水問題には国際的観点も必要で――国際協力がダメになったら――国

際紛争の可能性があるということだ。

この 3 つの問題以外に、水不足に関連してしょっちゅう話題にのぼる課題が他に 2 つ

ある。でもこれらは実は、その発想からしてまったく別の問題だ。1つが水質汚染、特に

飲料水についての心配 1082。汚染が起きれば手に入る水の量も限られてくるから、その意

味でも水質汚染を防ぐことはもちろん重要だ。でもこれは水不足問題そのものとは関係な

い。だから水質汚染の問題については、飲料水と農薬についての章で見る。

2つめの課題は、第三世界における水へのアクセス不足。これについてはすでに見てき

た（p. 28–30）。この問題は小さくなりつつあるとはいえ、いまだに世界の福祉にとって

は大きな障害だ。水不足について語る際におまけとして、飲料水、下水処理設備へのア

クセス不足に話が及ぶことがよくある 1083。でももちろんこの課題は、水不足問題とは

まるっきり別の話だ。まず、原因は水不足じゃない（人間に必要な水の量は 1 日にたっ

た 50–100リットルで、クウェート以外どこの国でもまかなうことができる量だから。表

4参照）1084。これはむしろインフラストラクチャーへの投資不足が原因だ。それに、アク

セス不足に対する解決策は、現在の消費量を絞ることじゃなくて、実は将来の消費量を増

やすことにある。

最後に、地球温暖化（後に第 V部 24章でとりあげる）と水利の関係にも触れておこう。

直観的には、暖かくなれば蒸発量が増える→水が減る→問題が増えると思いがちだけれ

ど、蒸発量が増えれば、降水量も増えるのだ。基本的に、世界気象モデルでは、どこが水

不足になるかは変わるけれど（一部の国が基準値を上回ったり下回ったりする）、全体と

しての変化の幅は小さく（1–5パーセント）、さらに増える場合もあれば減る場合もある
1085。
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降水量はどこでも同じというわけじゃない。アイスランドのように、住民 1人あたり毎

日約 200万リットルも割り当てられる計算になる国もあれば、クウェートのようにわずか

30リットルでやりくりしなきゃいけない国もある 1086。問題は、その時点でその国に水

が十分にないと言えるのか、ということだ。

人間は生きるだけで 1日に約 2リットルの水を必要とすると推定されている。だから、

これだけあれば十分とは言えないのは当たり前だ 1087。最も一般的なアプローチは、水文

学者マリン・ファルケンマークが提唱したいわゆる水ストレス指標を使うことだ。この指

標は 1人の人間が乾燥地帯のそこそこ開発された国で、標準的な生活をするために最低限

必要とする水の量をはかろうとするものだ。このアプローチは、世界銀行をはじめ様々な

機関で使われ、環境科学の標準文献や『世界資源』誌での水不足論議にも用いられている

1088。この指標では、人間は 1日に約 100リットルの水を飲用、家事、衛生に使い、さら

に 500–2,000リットルを農業、産業、エネルギー生産に使うと評価されている 1089。水は

乾期にいちばん必要とされるので、水ストレス指標はもっと高く設定されている。1人あ

たりの水の量が 4,660リットル以下だったら、その国は定期的に、もしくは常に、水の欠

乏によって負担がかかっていると予想される。アクセスできる水の量が 2,740リットル以

下なら慢性的な水不足状態。1,370リットル以下では完全な水不足、まったく深刻な不足

となる 1090。

表 4は 2000年にこの定義で慢性的水不足とされる 15カ国――世界人口の 3.7パーセン

トを占める――を示している 1091。名前のあがった国々の大部分については何の不思議も

ないだろう。だが問題は、ぼくたちが深刻な危機に直面しているかどうかだ。

クウェートはいったいどうやって 1日にたった 30リットルでやりくりしているんだろ

う？　答え：30リットルなんかでやりくりしていないのだ。クウェート、リビア、サウジ

アラビアは水の需要の大部分を、最大の水資源を開発することでまかなっている――海水

の淡水化だ 1092。クウェートなんか、使用量の半分以上を海水の淡水化でまかなっている

1093。淡水化には多量のエネルギーが必要だが（海水を凍結するか蒸発させるかのどちら

かで行う）、先ほど名前のあがった国々は多量のエネルギー資源を持っている国々でもあ

る。海水の淡水化にかかるコストは 50− 80セント/m3。半塩水ならたった 20− 35セン

ト/m3 だ。つまり淡水化された水はふつうの淡水よりは高価な資源になるけれど、決し

て手が届かないわけじゃない 1094。

これで 2 つのことがわかる、第 1 に、お金さえあれば、水は充分に手に入るというこ

と。やはりここでも、ぼくたちが抱える問題の解決にまず障害となるのは、環境ではなく
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表 4: 慢性的な水不足（1日 1人あたり 2,740リットル以下）の国とその他の国の比

較、それぞれ 2000年、2025年、2050年。出所：WRI 1998a.1053
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貧困だということが改めて強調される。第 2に、海水の淡水化のおかげで、世界に水問題

があるといっても、その問題の深刻さには上限があるということだ。基本的には、太陽発

電の脱塩工場を 1つサハラ砂漠におけば、地球上で現在消費されている水の量を全部まか

なえるのだ。太陽電池を並べるのに必要な地域はサハラの 0.3パーセント以下だ 1095。

現在、淡水化した水は世界の水のわずか 0.2 パーセント、都市で利用される水の 2.4

パーセントを占める 1096。都市の総取水量を加工水でまかなうのにかかる費用は世界の

GDPの約 0.5パーセント 1097。もちろんそんなことをするのは資源の無駄だ。ほとんど

の地域において水は豊富にあるし、どこの地域でもある程度は水へのアクセスがあるんだ

から。でも水問題に上限があるということはここからも強調される。
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また、水資源の総量だけを見て水の供給量が充分かどうか判断することには、根本的な

問題がある。困ったことに、ぼくたちはその水がどんな具合に使われているか、どれだけ

賢く使われているかについて、必ずしも知らないのだ。限られた水資源で平然と暮らして

いる国はいっぱいある。そういう国は水資源を効率よく利用しているのだ。効率よく水を

利用している良い例がイスラエルだ。イスラエルが農業で高効率な水利用を実現できてい

るのは、非常に効率の良い細流灌漑で砂漠の緑化をやっていて、また同時に家庭排水を灌

漑用にリサイクルしているからだ 1098。ところが 1人あたりの水の量は 1日に 969リッ

トルだから、分類上で言えばイスラエルは完全な水不足に陥っていることになってしま

う。したがって、水についての 1997年国連報告のために背景報告書を書いた人が指摘し

たように、2,740リットルという基準は「現代社会で生き抜くために最低限必要な水の量

であると、一部の権威に誤って認識されてしまっている 1099」。

もちろん、ダメな分類が引き起こす問題は、境界が高ければ高いほど増える。欧州環境

機構（EEA）は 1998年のアセスメントでちょっと信じられないような提案をした。1日

1 人あたり 13,690 リットルを下回る国を「低供給」と分類しようというのだ。これでは

EUの半分以上どころか、世界の 70パーセント以上が水不足になってしまう 1100。デン

マークの淡水供給量は 1日あたり 6,750リットル。この提案の境界線を大きく下回る国々

のひとつで、EEAの「寡少」境界に近い。それでも、デンマークの取水量は入手可能な

水量のわずか 11パーセントで、消費量をほぼ倍にしても環境にダメージを与えることは

ないと推定されている 1101。デンマーク環境保護局（EPA）の長官は次のように述べてい

る「もともとデンマークは自然のおかげで、実際使用する量をはるかに上回る良質な地下

水に恵まれているのです 1102」。

世界で使用される水の圧倒的大部分は農業用だ。世界的に見ると、産業が 23パーセン

ト、家庭が 8パーセントに対して農業が 69パーセントだ 1103。つまり、水利を大幅に抑

えるなら農業用水を減らせば良いのだ。だから、水の供給量が少ない国々の多くは、穀物

の大部分を輸入することでその分を補填している 1104。穀物 1 トンは約 1,000 トンの水

を消費するから、これは実質的な水の輸入方法としては非常に効率が良いのだ 1105。イス

ラエルは穀物消費の約 87パーセント、ヨルダンは 91パーセント、サウジアラビアは 50

パーセントを輸入に頼っている 1106。

まとめると、現在全世界の 96パーセント以上の国々には水が充分にある。全大陸にお

いて、アクセス可能な水の量は一人当たりで増えたし、今までになく多くの人々がきれい

な飲料水と下水処理設備にアクセスできるようになった。水へのアクセスは改善されてき

たとはいえ、いまだにきれいな飲料水へのアクセスなど基本的なサービスが不足していた

り限られていたりするところが多く、地域的、局地的には水不足が起こっていることは否
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図 85: 入手できる水の最大量ごとに見た人口分布、2000年、2025年、2050年。国

連の中位人口推計値を使用。左のグラフは左軸、右のグラフは右軸を採用。出所:

WRI 1998a.

定できない。でもこういう問題は、水そのものの不足ではなく、主に適切な水資源の管理

がないせいで、結局のところは資金不足のせいであることが多い――海水の淡水化や、穀

物の輸入によって国内の水資源への圧迫を和らげる資金がないわけだ。

13.4 将来はもっと悪化するのでは？

水の供給について懸念されるのは、かなりの部分が現在抱えている問題がいずれ悪化す

るんじゃないかということだ。世界人口が増加し、降水量が変わらなければ 1 人あたり

の水の量は減り、ファルケンマークの水ストレス指標による水不足の国は増えるだろう。

図 85を見れば、水ストレスを抱える国々の人口比率が 2000年に 3.7パーセントだったの

が、2025年には 8.6パーセント、2050年には 17.8パーセントに増加するのははっきりし

ている。

よく指摘されることとして、人口が増えれば定義からして水ストレスも増えるけれど、

そんな「推計は予測でも予言でもない 1107」。実際のところ、この推計が意味するのは、水

資源をもっと有効利用しなければ、水はもっと不足するだろうということにすぎない。で

も水の利用法や配分方法が向上しないなんてことはありそうにない。水の消費量の大部分

を占めているのが農業なんだから、消費効率アップが大きく期待できるのも農業だ。たい

ていの灌漑システムは、水の 60–80パーセントを無駄にしていると推定されている 1108。
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イスラエルの例にならい、細流灌漑を用いるようになったインド、ヨルダン、スペイン、

アメリカなど広範な国々では水の消費量を 30–70パーセント減らす一方で、収量は 20–90

パーセント増やしている 1109。他の研究でも、ほとんどコストを増やすことなく工業用水

の 30–90パーセントを削減できることが示されている 1110。家庭消費分でさえ、まだまだ

水を節約できる可能性はある。EEAは、ヨーロッパ各国でもかなり漏水があって、オー

ストリア、デンマークが 10パーセント、イギリスが 28パーセント、チェコ共和国が 33

パーセントと推定している 1111。

水の無駄遣いという問題が起きるのは、多くの場合水の価格が適正でないからだ。世界

の灌漑のほとんどは、年間を通して定額制で、課金額が水の消費量に応じて変わることは

ない 1112。当然の結果として、利用者は次の 1 リットルの水を節約するのがコストに見

合うかどうか考えたりしない――最初に払ってしまえば、水は無料だ。だから、追加の 1

リットルを使っても自分にとっての効用がほとんどない場合ですら、どうせ無料なんだか

らってことでそれが使われてしまう。これもまた漁業についての章でみた共有地の悲劇の

一例だ。

この問題は特に貧しい国でみられる。最貧国は水の 90パーセントを灌漑に用いている。

豊かな国々だと、これがたった 37パーセントなのに 1113。だから農業用から産業用、家

庭用に水を再分配することが必要になり、これをやると潜在農業生産高はやや落ちるだろ

う（つまり、生産の増加が小さくなる）。世界銀行は、この減少分はごくわずかで、水の

再分配は貧しい国々にとって必ず有益になると推測している 1114。もちろん、水不足の厳

しい国々では、穀物の輸入が増えるだろう。でも国際水管理研究所（IWMI）の研究では、

輸入の増加分は、水が豊富な国々――特にアメリカ――の余剰生産でカバーできると示さ

れている 1115。

一方、家庭用水の効率化をすすめるのもかなり効果的だ。マニラでは、水の 58パーセ

ントが消え（配水中になくなるか盗まれる）、ラテンアメリカでは約 40パーセントがなく

なってしまう。平均すると第三世界の家庭は水の実際価格の 35パーセントしか負担して

いない 1116。自然と過剰消費につながるわけだ。従量価格制によって需要は減る。定額制

のかわりに使った分だけ消費者が払うことになれば、水は節約されるはずだ 1117。

実のところ、もっと適正な課金をすれば、将来の水の供給が確保されるばかりか社会全

体の水消費効率も上がりそうだ。農業用水が安かったり無料だったりするのは、実質的に

莫大な補助金が裏で出ているのと同じことだ。アメリカでは農民への水補助金は 90パー

セント以上――35 億ドルと推定されている 1118。発展途上国ではこの金額はより多い。

都市部の水の隠れた補助金は約 220億ドル、農業への隠れた補助金は約 200–250億ドル

と推定されている 1119。
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このように、人口の増加が水の需要を増加させ、人口のほぼ 20パーセントに余計な水

ストレスをかけているとはいえ、この水不足は解決できそうだ。解決策の 1つは水の値段

を上げることだ。値段が上がれば非効率な水の消費は減る。もう 1つの解決策は、穀物輸

入を増やすことだ。これで農業用水を削って、産業、家庭消費などもっと大事な分野にま

わせる。最後に、繰り返すけれど淡水化が問題の上限となる。充分な財力さえあれば、淡

水化でまさに無限に飲料水が生産できるのだ。

13.5 紛争が激しくならないの？

どうやら適切な価格づけこそが、水問題の主要課題らしい。水資源が無料であれば――

今まではそうだ――人はできるだけ大量に消費しようとしてしまう（ぼくたち個人のコス

トのせいで）。だんだん裕福になってきて、もっと多くの水を使い、地球上で生活する人

もどんどん増えてきたので、限度が見えてきた。水が無料であるかのように振る舞ってい

ると問題は大きくなる。だからこの資源の用途に優先順位をつける必要がでてきたのだ。

大量の水を使っても食料を増産すべきだろうか？　都市部での水利用を増やして、農業は

効率化させるべきだろうか？　水に価格づけすれば、最も効率の良い妥協点が見つかる

のだ。

でも、水が稀少だということが認識されて、水がもっと貴重になれば、水の分配につい

てそれぞれの国がもっと注意を払うようになるだろう。すると国家間の緊張が高まり、水

問題への政治的関心が高まる。国際的利害の対立という潜在的な爆発力を持つカクテル

に、水をめぐる緊張が新しい要素として追加されるわけだ。でも、だからと言って「今世

紀に起きた戦争の多くは石油にまつわるものだが、次の世紀に起こる戦争は水をめぐるも

のになる」なんて話にはならない。ちなみにこの文は、「戦争」なんて単語が一度も出て

こない報告書についてのプレスリリースで世界銀行が使った一文で 1120、ずいぶんいろい

ろと引用されてしまっている。

アーロン・ウルフ教授が国際危機にまつわるデータセットすべてを調べたところ。

1918–1994年の 412の危機のうち、水が原因の一部にでもなっているものはわずか 7つ

だった 1121。このうち 3 つでは発砲すらなかったし、すべて戦争と呼べるほど暴力的な

ものではなかった 1122。ウルフは以下のように結論づけている：「おわかりのように、水

をめぐる紛争の実際の歴史は、本で読んで受ける水戦争の印象ほど劇的なものではない。

（中略）調べがつく限りでは、水をめぐっての戦争は 1つもなかった1123」。水をめぐる事

実上の戦争がなかったことは、CE805年から 1984年の間に国際的水資源に関する 3,600

以上の条約が結ばれたという事実と比べておくべきだろう。過去 100年間ですら、149以

上の条約が締結されている 1124。
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水戦争議論がかなり誇張されていると考えるべき理由はかなりしっかりしている。第 1

に、水のために戦争をするということ自体、戦略的にほとんど意味がない。目的は何？　

戦争を起こす動機と能力があるのは、下流に位置する強国だけだ。でもかれらとて、上流

の国が故意に水源を汚染して報復してきたらどうしようもない点は変わらない。だから戦

争するなら、単に戦力誇示だけでなく、流水域の永久的な占拠、ひょっとして強制移住も

必要になるだろう 1125。第 2 に、そんな戦争にはものすごく費用がかかる。海水淡水化

とは比べものにならない。イスラエル国防軍のアナリストは以下のように指摘している：

「水なんかのために戦争する必要がありますか？　戦闘をたったの 1週間実施する費用で、

海水淡水化工場が 5つは建てられる。人命が失われることもないし、国際的圧力も、敵地

で防衛し続ける必要もない確実な水供給が得られるんですよ 1126」。第 3に、水について

は国々の利害は共通していることがしばしばだ。上流の国がダムによって水力発電をする

一方で、下流の国はきちんとコントロールされた水を農業に使う 1127。最後に、水に関す

る協力関係はとっても強固だ――水に関するメコン委員会は、ベトナム戦争中ですら機能

しており、イスラエルとヨルダンは公式に戦争中だった 30年間、水について密談を行い

続けた。インダス川委員会は 2回のインド・パキスタン間の戦争を生き延びている 1128。

実際には、水をめぐる問題が最近注目を集めるようになったからこそ、多くの不和が解

決されるようになってきた。独立してからというもの、インドとバングラデシュはガンジ

ス川の水利権をめぐって激しく争ってきた。ガンジス川はインドによって管理されていた

が、バングラデシュの農業には不可欠なのだ。インド政府は、必要なだけ水を取る権利を

50年にわたって主張していたが、1996年に、農業にとって重要な 3月–5月は一定量の流

量を保証する条約を結ぶことに同意した 1129。

このように、水の価値は上がるだろうけれど、それが戦争を増やすと考えるべき理由は

ない。戦略的にも経済的にもまるで意味がないからだ。むしろ、水の価値が上がることに

よって、現存する多くの水問題の解決に必要なだけの注意・関心が喚起されることが予測

される。

13.6 結論

水事情をめぐっては、かなりの誇大広告がのさばってきた。それをよく表しているの

が、1995年のある学術誌の強烈なタイトルだ。「世界的な水危機：21世紀の中心的問題、

爆発的に増大する問題 1130」。でもこれが巨大な問題だとの見方を支えるデータはない。

ぼくたちの井戸は干上がってはいないし、どうしようもない水不足に直面してもいない。

むしろ、水をめぐる課題が強調してくれたのは、もっと慎重に水を管理して、現実的な価

格をつけ、乾燥地帯で自給自足の食料生産をやめるのはしょうがないと認めることの必要



13.6 結論 225

性だ。

水に関する主な報告のすべてにおいて、同じ結論が出されている。1997年には、国連

が『世界淡水資源総合評価報告書』の最新版を発表した。前文では、水ストレスの増加は

「不適切な水の分配、資源の浪費、適切な管理を怠ったことによる結果に負うところが大

きい 1131」と記述されている。世界水評議会の報告で全世界を扱った『世界水ビジョン』

は、概要部分でもっとはっきり述べている：「現在、水危機は存在する。だが、我々の需

要を満たすのに充分な水がないという危機ではない。水の管理が不適切であるために、数

十億の人々――および環境――が苦境に立たされるという危機だ 1132」。

水は充分にあるけれど、もっとうまく管理する必要がある。過去の過ちからは学ぼう。

ソ連はカラクム砂漠を緑化するために、アムダリア川とシルダリア川からアラル海に流れ

込む水を分流させてしまい、おかげでこの世界で 4番目に大きい湖を破壊してしまった。

これを教訓に、東カリフォルニアのモノ湖プロジェクトで作られた支流は、1990年代中

頃には元に戻された 1133。

世界で年間約 160km3 と推定される地下水のくみ上げもやめる必要がある 1134。国

際水管理研究所の予測では、2025 年には農業増産のためにさらに 600km3 の水が必要

となる 1135。合計 760km3 を得るのは不可能じゃない。今後建設するダムだけで新しく

1, 200km3 の地表水が得られるんだから 1136。

そのうえ、農業、産業、水の分配に非効率な点が多々あることもわかっている。水に適

正価格をつけることで、一滴あたりの収穫高を上げることが可能になる。また、最も水資

源が乏しい国では生産活動が農業からサービス、産業へ移行すると考えていいだろう。最

後に、海水の淡水化という最後の拠り所となる技術が、それなりの代価を払えば充分な水

を生み出してくれる。実際のところ、今後の効率化によって経済（非効率的な助成金の削

減）、環境（最も脆弱なところから経済圧力を取り除く）の両者に良い影響を与えると思っ

ていい 1137。

国際水管理研究所の予測の結果では、食料総生産は増加し、1995年には 2,800キロカ

ロリー以下だった 1人あたり 1日カロリー摂取量は、2025年には 3,000キロカロリー以

上に増える。一方で、発展途上国のより多くの地域がきれいな飲料水と下水処理施設への

アクセスを手に入れることが見込まれている。

「世界的な水危機：21世紀の中心的問題」との声をしばしば耳にするが、これは無用に

修辞的でおっかない。世界の井戸が干上がるなんて推測は不合理だ。水はもっと適切に管

理されるべきだし、適正な価格づけや輸入代替も必要だ。でもそうすれば、食料は増え、

飢餓は減り、健康状態は向上し、環境は良くなって、もっと豊かになれるだろう。
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ぼくたちは再生可能資源を使いすぎてはいない。ワールドウォッチ研究所は、環境崩壊

の最初の兆候は食料不足となる、と述べる 1138。でも、第 9章で見たように、食料はどう

考えても、どんどん安く、どんどん手に入れやすくなる見込みが高い。そしてぼくたち

は、さらにもっと多くの人々を食べさせられるようになる。

森林は破壊し尽くされていないし、第二次世界大戦後、地球の森林面積はだいたい一

定だ。確かに熱帯雨林は年 0.5パーセントずつ切り倒されているし、一部の国は森林資源

を後先考えずにばかげた形で使っているけれど、熱帯雨林の 80パーセントはまだ手つか

ずだ。

水はたっぷりあるし、再生可能な資源だけれど、希少な場合もある。これは一部は、水

がもっと早くから限られた価値ある資源として扱われてこなかったからだ。多くの場所で

これは大幅な水の無駄遣いにつながった。基本的に、問題は管理の改善で、水に値段をつ

けることであらゆる目的に対する水が、適正かつまったく十分に確保できる。

もっと驚くことかもしれないけれど、非再生可能資源についても、特に深刻な問題はな

さそうだ。たとえばエネルギーや原材料などがそうだ。全般にこうした資源が次々に追加

で見つかったので、エネルギーについても原材料についても消費量が大幅に増えたのに、

供給可能年数は増え続けていて減る様子がない 1139。非再生可能資源は、原理的には使い

果たすことはできるけれど、ぼくたちの消費の 60パーセントは 200年分以上もの埋蔵量

を持っている。十分なエネルギーがあれば、ぼくたちは今日よりずっと低質な鉱石などで

も利用できるようになって、これがまた使い果たすまでの時間を大幅に増やし、原理的に

は何百万年も保つようになる 1140。

はるか未来まで使えるようなエネルギー資源はたくさんある。同時に、再生可能エネル

ギー資源だって使えるし、これがどんどん安くなってきているし、今日使われているより

ずっと大量のエネルギーを供給してくれる可能性がある。世界のエネルギー消費量のすべ

ては、サハラ砂漠のたった 2.6パーセントに今日の太陽電池を置くだけで確保できる。そ
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してこうしたエネルギー源が、今後 50年でほとんど収益性を保つようになるか、伝統的

なエネルギー生産より低コストになることも十分に期待できる。

食料、森林、水、原材料やエネルギーみたいな重要資源の消費はこういう特性を持って

いるので、来る世代の選択肢は減るどころか、かえってずっと増えそうだ。未来の社会は

たぶん、一人あたりずっと多くの食料を生産し、森林を脅かすことはない――それどころ

か、地球を再植林して生活水準を高めるように土地とお金を割けるかもしれない。ぼくた

ちのエネルギー消費は短期的には限られていないし、長期的には無限の太陽光エネルギー

が使えるようになったらほぼ無尽蔵になる。証拠を見ると、水や原材料といったリソース

について、厳しい制限が示されているようには思えない。そして長期的に十分なエネル

ギーがあれば、どっちも必要量が得られる。結果として、ぼくたちの社会が口座残高のな

い小切手を切り続けることで生き延びているだけだという心配された悲観論には、ほとん

ど基盤がなさそうだ。

世界銀行は
サステイナブル

持続可能な開発を「先々続く発展 1141」と定義している。この意味でぼくた

ちの社会はまちがいなく
サステイナブル

持続可能なようだ。

でもぼくたちが目先の福祉を維持するばかりか改善できそうだからといって、子どもた

ちの社会がもっとよくなるということにはならない。ぼくたちはあまりに汚染しすぎてい

て、実は自分の命や長期的な福祉や将来世代の機会を台無しにしているのかもしれない。

この問題について、これから見てやろう。



第 IV部

公害は人間の繁栄をダメにするだろ
うか？
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第 15章

大気汚染

人類の健康に影響を及ぼすいろんな公害の中で、最も大事なのは大気汚染だ（屋外の大

気と室内の大気のどっちも）。主要なアメリカ環境保護局 (EPA) の規制範囲（大気、水、

農薬、自然保護、飲料水、有害物管理、損害賠償）の中でも、EPA自身が認識している

ように、EPAのもたらす社会的利益の 86–96パーセントが大気汚染の規制からきている
1142。同じように、1999 年の州と地方 39 地域における比較リスク分析を統合した結果、

大気汚染は人類の健康にとって一番重大な環境問題として浮上した 1143。だからまずは大

気汚染の問題から検討することにしようか。

ぼくたちはよく、大気汚染は最近の現象で、どんどん悪化していると考えがちだ。でも

これからはっきりすることだけれど、西側世界の空気がこんなにきれいなのは数世紀ぶり

のことだ。さらに発展途上国における大気汚染だって、いずれだんだん改善するものと

思ってまちがいないようだ。

15.1 昔の大気汚染

鉛による大気汚染の記録は 6000年前に遡り、ギリシャ・ローマ時代に最初の頂点に達

した。BCE500年というはるか昔、グリーンランド上空の大気の鉛含有量は、各地のヨー

ロッパ文明が金属精錬を始める以前に比べると 4倍も濃くなっていた 1144。古代ローマで

は政治家、セネカが都市の「臭くてすすだらけのどんよりした空気」に不平を述べている

1145。

1257年に英国女王がノッティンガムを訪れた際、石炭を燃やして出た煙の悪臭が耐え

がたく、女王は命からがら逃げ出したそうな 1146。1285年、ロンドンの大気があまりに

汚染されていて、エドワード 1世が世界最初の大気汚染委員会を設立した。22年後、王

は石炭を燃やすのを違法にした。禁止令は続かなかったけれど 1147。

早くも 14世紀には、汚物投棄のために悪臭が漂うテームズ川や街路への投げ捨てを禁
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止する試みが行われた 1148。が、無駄だった。1661年にジョン・エブリンは相変わらず、

「多くのロンドン市民は薄黒い汚い蒸気と一緒に出たすすけた濃い霧をひたすら吸い込み、

肺を悪くしている 1149」と主張していた。18世紀には都市は筆舌に尽くしがたいほど汚

かった。ローレンス・ストーンは次のように言っている。

都市のドブは今や淀んだ水であふれていて、あたりまえのように屋外便所として

使われていた。肉屋は店で動物を屠殺し、通りに残骸を投げ捨てた。死んだ動物は

放置されたまま腐って腐臭を放つ。便所の穴は井戸のそばに掘られていたので上水

を汚染した。教会の地下納骨所では裕福な人々の死体が腐敗して、牧師や信徒たち

が悪臭で逃げ出すこともしばしばだった（後略）1150。

1742年にジョンソン博士の描いたロンドンは「野蛮人ですら驚嘆して眺めるほどの汚

物の山だらけ」な都市だった。これを裏付ける証拠として、確かに大量の人間の排泄物が

「住民たちが家の戸締まりをする夜に通りに投げ捨てられた」ことが証明されている。そ

してその排泄物がこんどは周囲の公道や溝にぶちまけられるだけだったので、ロンドンを

訪ねた訪問者たちは「排泄物が発するひどい臭いをさけるために息を止めざる負えなかっ

た 1151」。

都市は実に汚染されていたので詩人シェリーは「地獄はまさにロンドンのような所にち

がいない。煤けて人だらけの町だろう 1152」と書いている。

公害の大半は硫黄分の多い安い石炭が原因だった。13世紀初期にこうした安物の石炭

が、値段の高い薪や木炭に代わって産業用に使われるようになったからだ。ロンドン周辺

の森林破壊のせいで木材はますます高価になった。17世紀初頭から、多くの一般家庭も

どんどん石炭を使うようになり、その後 100年で消費量は 20倍になった 1153。

大気の質の悪化は 17世紀終わり頃に多くの抗議を引き起こした。多くの人々が、建物

に穴があき、鉄の構造物が以前よりずっと早く腐食するのを観察している。アネモネが

減って他の植物も育たないという苦情も聞かれた 1154。セントポール大聖堂は、修復がま

だ終わってもいないのに、すでに汚れ始めていた 1155。ひどい煙のせいで家の塗装の艶が

実に急速に消えてしまったので、多くの賃貸契約書は建物の壁を年に 3回塗り直せと規定

していた 1156。

ロンドンは何世紀にもわたって濃い霧、評判の悪いスモッグで有名だった。当時のある

人が次のように考察している。

都市の空気はそれが煙にも似ているという理由から、特に冬の時期には極めて不

健全なものとなっている。風が吹かない場合、そして特に霜の降りるとき、街は分

厚いブロヴィラール (Brovillard) または雲で覆われており、冬の太陽の力ではこ
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れを散らすことが出来ないのである。おかげで住民たちは死者ですらかじかむよう

な寒さのもとで苦しむこととなる。日中の暖かさと心地良さをすっかり奪われた状

態におかれているのだから。（中略）それなのに町からたった 1マイル離れただけ

のところに居る者たちにとっては、空気は清涼で健全であり、太陽が実に気持ちよ

く元気づけてくれるのだ 1157。

これがもたらした影響はたくさんあった。18世紀を通じてロンドンは年に 20日間霧に

覆われていた。これが 19世紀末には 60日近くに増えてしまった 1158。これはもちろん、

ロンドンの日照が周囲の町より 40パーセント少なかったということだ 1159。同じく雷は

18世紀初期から 19世紀後期にかけて倍増した 1160。

この極度の公害は異常なほど人命損失をもたらした。これについては後述。でも、当時

ですらみんな、公害と病気には何か関係あるぞと気づき始めた。当初、気管支炎が「イギ

リス病」と呼ばれたのも偶然じゃない 1161。最後のひどい霧は 1952年 12月のものだっ

たが、これでさえたった 7日でロンドンっ子約 4,000人を死に至らしめた 1162。

イギリスの環境科学者ピーター・ブリンブルコームは、はるか 1585年までさかのぼっ

てロンドンの大気汚染を推計するモデルを作った。石炭の輸入量に基づいて、かれは二酸

化硫黄と煙（微粒子やすす）の濃度を推計した。その結果を 1920年代から今日までの実

測データにあわせて更新・補正したのが図 86だ。これを見ると、煙の汚染が 1585 年以

来 300年間かけてすさまじく増え、19世紀後期にピークに達した後、上昇したより急速

に減ったことがわかる。おかげで 1980年代から 1990年代の値は 16世紀後半の値より低

いくらいだ。この先、煙や微粒子はおそらく群をぬいて最も危険な汚染物質だということ

を示す。つまり最悪の汚染物質に関してロンドンの空気が現在ほどきれいだったのは、中

世以来なかったことなのだ。近代ではほぼずっと、今日の状態より煙の汚染はひどかっ

た。大気汚染は、新現象がどんどん悪化したようなものじゃない。昔からあった現象がど

んどん改善されて、ロンドンは中世以来のきれいさを達成している。

同じように図 86が示しているのは、1585年から二酸化硫黄濃度が劇的に急上昇し、そ

れが 1700年から 1900年にかけて実に高い高原状態にとどまり――今の第三世界の百万

都市のほとんどよりひどい――それから急落して、またもや 1980年代から 1990年代の

値が 16世紀後期の水準より低い。つまり、二酸化硫黄についても、今日のロンドンの空

気は中世以来なかったほどきれいだ。繰り返すが、大気汚染は目新しい問題がどんどん悪

化しているのではなく、昔からあった問題がどんどん改善しているのだ。

15.2 何が危険なの？

大気汚染にはいろいろある。が、最も重要なもの 6つは：



234 第 15章 大気汚染

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1550 1600 1650 1700 1750 1800 1850 1900 1950 2000

�
� S

O
2,

m
g/

m
3

SO2

�

図 86: ロンドンの SO2 と煙平均量、1585–1994/5. 1585–1935 のデータは石炭

輸入量からの推計値を平均実測データで補正したもの 1163。出所: Brimblecombe

1977:1161, Elsom 1995:477, Quarg 1996:75, EPAQS 1995: Fig 3, Laxen and

Thompson 1987:106, OECD 1985a:28, 1987:31, 1999:57.

• 粒子状物質（煙とすす）
• 硫化物（SO2）

• オゾン (O3)

• 鉛
• 窒素酸化物（NO と NO2, 総称して NOx)

• 一酸化炭素 (CO)

これらの 6 物質はいわゆる基準汚染物質で、アメリカの環境保護局 (EPA) が全国大

気品質規格 (National Air Quality Standards) を設定している公害物質はこれらだけだ
1164。これらは一般的に規制され記録されている大気汚染物質だ。世界銀行、OECD な

ど数多くの他の機関によって大気の質を表すために使われている。EUとWHOは共にこ

れらの物質の基準と制限を設定した 1165。でも、怖さの程度はそれぞれちがう。

物質がどれほど危険かをきっちり決めるのはとてつもなく難しい。これはぼくたちの知

識がしばしば不十分なのと、物質のもたらす影響が実に多種多様なのとの両方からくる。

それでも各汚染物質の総コストを計算してみることはできる――咳が増えたことから、知

能低下から、早死にいたるまで。
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図 87: アメリカの汚染レベル実測値に基づく PM10（小さい粒子の煙）、鉛、硫化

物、オゾン汚染物質の平均コスト。2000 年米ドル換算の一人あたり年間コスト表

示。鉛排出量をもとにコスト推計を 1960 年まで遡らせると、1960 年代の 1 人あ

たり総コストは 4,000–4,500 ドルと試算される。経済推計は不正確で、ラフな推計

としてのみ考慮すべきものだということに注意。出所: EPA 1997b:88, 2000e:119,

2000f:4, CPI 2001, Krupnick and Burtraw 1996:468, Burtraw and Krupnick

1996:462–3.1166

こういう経済的なアプローチで気を悪くする人もいるかもしれないけれど、どの問題が

一番深刻かについておおざっぱな感覚を与えてくれるという利点は絶対にある。環境汚染

についての最大規模の新研究 3つ――EC、アメリカ DOE、ニューヨーク州エネルギー研

究開発局による研究――との関連で、各種汚染物質の人間に対する総コストを明確にしよ

うという試みが行われた。全体としてわかったのは、全大気汚染コストのうち圧倒的に大

きな部分を占めるのは健康に対する影響、特に死亡率への影響だということだ 1167。

図 87はアメリカでの 1977–1999 年の公害による一人あたり年間コストを示している。

NOx と一酸化炭素の有害な影響は計算されていないけれど、たぶん二酸化硫黄やオゾン

より少ないだろう 1168。イギリス政府はいくつかの発表でイギリスの汚染コスト総額の推

計を出した。結果はおおむね似通っている 1169。

図 87からは二つのことがわかる。まず、全体的な問題はたった 21年前と比べても深刻

さがかなり下がっている。大気汚染コストの平均は 3 分の 2 近くも低下して、3,600 ド

ルから 1,300ドルに減少している。もっとさかのぼって 1960年代まで考えると（鉛排出
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量をもとに鉛汚染負荷を推計）、コストは約 4,000–4,500ドルくらいらしい。つまり過去

39年間の改善ぶりはさらにすごく、70パーセントもきれいになったわけだ 1170。個別汚

染物質によるコストも過去 22年間で減った。オゾンは 27パーセント、粒子状物質は 40

パーセント、SO2 は 60パーセント、鉛は 97パーセントも減っている。もう一つわかる

こととして、人類の健康に対する恐ろしさの面で、物質間でかなりの差がある。一番深刻

な大気汚染問題は明らかに粒子状物質で、現在の総コストの 82パーセントを占めている。

1970年代には鉛も深刻な問題で、総コストの 40パーセントくらいを占めていた。

もちろん、ほかにもいろいろな物質を調べることもできただろう。たとえば VOC（揮

発性有機化合物）、ダイオキシン、そして重金属などだ。でも、一つにはこれらについては

有効なデータがはるかに少ない。さらに多分これらは人類にとっての危険度が低い 1171。

EPAはベンゼン、ホルムアルデヒド、スチレンなどたくさんの有害汚染物質を調査し

始めた。汚染物質が一番集中しているのは、圧倒的に都市部だ 1172。その都市部でも、

1993 年から 1998 年の間で見ると（残念ながらえらく短期間だけれど、これでも手に入

る中では最長）、「結果としておおむね調査対象の有害大気汚染物質ほとんどが減少傾向に

あることがわかった 1173」。全体として、有害大気汚染物質が統計的に有意な増加を示し

た観測局一つにつき、6つ以上の観測局が統計的に有意な減少を記録している 1174。カリ

フォルニア州は最大最長の大気有害物質プログラムを持っている。そして EPAが採りあ

げた 6つの主要汚染物質すべてが、35–70パーセントの改善を見せた 1175。イギリスでは

1976–1993 年に 6 種類の金属についてロンドンの大気中濃度を測定したが、すべて濃度

は低下している。クロムや銅は 50パーセント減、カドミウムや亜鉛は 66パーセント減、

ニッケルは 75パーセントで鉛に至っては 87パーセント減だ 1176。

15.3 微粒子 (粒子状物質, SPM)

空中の粒子が実際にいかに危険であるかが認識されたのは、やっとここ 10年のことだ。

すす、粒子、二酸化硫黄がせきや呼吸器系統の病因となることは昔から知られている。

1952年にロンドンのような状況で、一週間に 4,000人が死んだから、すさまじく高水準

の公害と、日常的な高い死亡率との間に関係があることは明らかだった 1177。でも 1980

年代後期から 1990年代初期に大規模な統計学的調査が実施されて、ようやく大気汚染が

同時にかなりの長期的な影響を持つことが明らかになったのだった 1178。

この遅れの理由は大きく二つある。一つはいろんな公害から生じる結果を区別するのが

すさまじく困難なこと。どこか微粒子で汚染された場所で死亡率がちょっと高いことを科

学者が発見したら、微粒子が高死亡率の原因だと思いたくなるのが人情だ。でも、微粒子

の濃度が高い場所では概して SO2、鉛、オゾン、NOx、一酸化炭素だって高いだろう――
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ならこれらのうち、実際はどれのせいで死亡率が増加したんだろう？

統計学的に言うと、研究者たちはたとえば SO2 は高濃度でも微粒子は少ない地域で死

亡率がより低いかどうかを調査して、この問題を解決しようとしている。もしそっちのほ

うが死亡率が低ければ、犯人は粒子状物質だということになる。残念なことに、この種の

関係はすさまじく複雑なので、今のところ言えるのは、微粒子は公害による死亡の第一原

因らしい、というくらいがせいぜいだ 1179。だからアメリカ EPAは、大気汚染規制の長

所と短所を述べた大規模な 1997年報告において、ほとんど微粒子による死亡だけに集中

しようと決めた。大気汚染の死亡リスクはほとんどすべて、微粒子の影響だけで説明でき

ると判断されたのだ 1180。

でも、これで 2番目の理由が強調される。粒子状物質がなぜ、どんなふうに人々を殺す

のか、わかってないのだ 1181。微粒子を吸い込むと、それが肺に入り込んでこびりつくと

考えられている。そしてそれが、肺の通常の機能を変化させ、気管支を刺激して肺の pH

値を変える 1182。このため、微粒子の大きさの問題にかなり関心が集まっている。大きな

粒子は鼻やのどで止まる。ところが、ものすごく小さい微粒子は、肺の最も深い部分、肺

胞にまで入りこめる 1183。証拠がそろうにつれて、人間の健康に最大のリスクをもたらす

のは最小の粒子だということになりそうだ。

1980年代の半ばまで、あらゆる粒子はすすか煙として測定分類された。研究者たちが

1980年代終わりに、小さい粒子状物質の影響を認識し始めてからやっと、アメリカ EPA

は直径 10 万分の 1 メートル以下 (10µm、あるいは PM10) の小さい微粒子を測定し始

めた。ごく最近、EPA はたった 2.5µm (PM2.5) の超微粒子を計測して規制をかけ始め

た。こういう微粒子こそが本当の悪者だと考えられている。これらはとても小さいから、

肺で酸素が吸収されるまさにその部分に無理矢理入り込めるせいだ。アメリカ以外では、

PM10 について系統的な測定は未だないも同然だ。

最小の粒子 PM2.5 は自動車のエンジンや発電所、工業、暖炉、薪ストーブなどの燃焼

から生じる。ちょっとばかり大きい PM10 は、ほこりや機械の摩耗により生じる 1184。

微粒子のうち、人間が作り出すのはたった 10パーセントだけれど、都市環境で一番ふつ

うに見られるのは圧倒的に人工の微粒子だ 1185。

で、粒子は健康にどんな影響を及ぼすんだろうか？　最高の国際調査をもとに評価する

と、アメリカの微粒子汚染は毎年約 13.5万人の死亡を引き起こすと推計される 1186。こ

れは全死者数のおよそ 6パーセントだ。ちょっと比べてみると、1997年の全米の交通事

故死者数は 42,400人だ 1187。イギリスで、同じように微粒子汚染による死亡数は、6.4万

人ほどと推計される 1188。ここでも、この数字は驚いたことに交通事故よりずっと多い。

イギリスの交通事故死者数は、1998年で 3,581人だ 1189。
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だが、実際に死んだのはだれなんだ？　あるいはもっと皮肉な言い方をすると、そうい

う人たちが失った余命は何年くらいなんだろう？

1998年 5月 30日に、ニューデリーの猛暑が 500人の命を奪ったと世界のメディアは報

道した 1190。でもぼくたちはしばしば、だれが死んだのかと問うことを忘れてしまってい

る。ふつうは、こういうすさまじい天候条件で死ぬのは高齢者と非常に脆弱な人々で、医

学研究によれば、そのうち多くの人たちは天気がましでもどうせ数日中に死んでいただろ

う 1191。だから医者たちは、こうした気象条件についていささか諧謔的に、これらは刈り

入れ効果 (harvesting effect) を持つ、なんてことを言う 1192。でも逆に、仮にこの熱波に

倒れたのがもっぱら若くて健康なインド人たちだったら、その人たちはこれさえなければ

ふつうの平均寿命の 62 歳まで生きただろうと期待される――ということはあと 35 年く

らいか。だから、寿命があと数日ほどしか残っていなかった老人 500人が死んだのも悲劇

ではあるけれど、それよりはあと 35年生きられたはずの若者 500人が死ぬほうが、ずっ

と悲惨だということになる。

微粒子汚染で死ぬのは主に高齢者だと推計されている（なぜかというと、その公害に一

番長いことさらされていたわけだから）。それでも失われた余命の平均は 14年にものぼる
1194。つまり、微粒子汚染で毎年死ぬ 13.5万人のアメリカ人は、平均 14年の余命を失っ

ているということだ。全都市住人でならしてみると、イギリスでは一人当たり期待余命の

一年以上、アメリカでも一年の 3分の 2近くを失っていることになる 1195。さらに現状の

アメリカの微粒子汚染のために、毎年約 800万の子供たちがひどい気管支炎を起こしてい

るし、のべ 2,000万日の労働日数が失われている 1196。

小さな微粒子を完全に除去できるかどうかはわからないけれど、数字から見てこれは優

先順位が高い。ただし排出量を抑えるのにいくらかかるのかにもよるけれど。でもこの先

で示すけれど、空気の質はこれまでも驚くほど改善されてきた。

図 88は、1960年代から今日までのアメリカとイギリスの微粒子汚染を示している。粒

子状物質汚染がものすごく改善している、というのが肝心なポイントだ。1957年以来、ア

メリカで微粒子汚染は 62パーセント減少したし、イギリスで煙は 95パーセント減った。

もっと危険な小さい微粒子 (PM10)は、継続的に観測されているのはアメリカでも 1988

年以来だけれど、この測定された 12年についてだけでも、この汚染は 25パーセントの減

少を見せている。超微粒子の数が、1960年代以来どれだけ変化したかははっきりしない

けれど、たぶん激減したはずだ。超微粒子 (PM2.5)が――きわめて控えめに見積もって

も――半減はしていると考えると、微粒子汚染が下がったことで、アメリカでは 13.5万

人ほど、イギリスで 6.4万人ほどの生命が毎年救われ、アメリカ人の平均寿命は 0.7年、

イギリス人の寿命は 1.35年のばしたはずだ。PM2.5 の減少が実際にはもっと大きかった
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図 88: アメリカ (1957–99) とイギリス (1957–99) における粒子状物質の濃度実

績と、イギリス都市部についての予測 (1995–2010)。アメリカの時系列は TSP

(全浮遊粒子状物質) と 1988 年以降の 10µm(PM10) 以下の粒子を測定。イギリ

スの時系列は各種方法で黒煙を計測したもので、少なくとも 1990 年代につい

ては、イギリスの煙はアメリカの PM10 と比較するためには 3.5 倍すべきであ

る (QUARG 1996:84)。イギリスの都市部についての予測は PM10。出所: CEQ

1972:214, 1975:263, 1981:168, 1982:243, 1989:351, 1993:337, EPA 1997b:88,

2000e:119, 2000f:4, Ludwig et al. 1970:473, Bailey 2000:293, NETC 1999,

QUARG 1996:77, Stedman 1998: Table 2.3&4.1193

ら（これはかなり見込みが高い）、それに比例して改善幅も大きかったはずだ 1197。なん

のかの言って、ぼくたちは健康水準の面で驚嘆すべき改善を実現したわけだ。

さらにこうした動向は、図 88のグラフに限った話じゃない。図 86のロンドンについて

見ると、19世紀末から微粒子汚染は 22分の 1に減っている。1952年 12月のロンドン最

後のスモッグでは、6, 000µg/m3 以上の煙が記録された――ロンドンの現状の 300 倍以

上だ 1198。同じようにピッツバーグ都心部の降下煤塵は、1920年代以来 8倍の減少を見

せているし、同時に煙たい日数は年 360日からほとんどゼロにまで下がった 1199。

さらに図 88、図 89でもわかるように、このトレンドは今後も続きそうだ。道路交通か

らの PM10 排出量は、アメリカでは 1960年以来減少しているし、イギリスの都市交通か

らの PM10 も 1990年以来減り続けているばかりか、2010年までどちらも減り続けると
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図 89: アメリカにおける自動車 PM10 排出量 (1940–2010) とイギリスの都市自

動車 PM10 排出量 (1970–2010)。2000–2010 は予測値。出所: EPA 2000d:3-13,

1999e:12, QUARG 1996:49.

予想されている。交通量は増えるのに、排出は今後 10 年間で、アメリカでは 20 パーセ

ント、イギリスでは 30パーセント減るだろう 1200。さらにこの PM10 排出の減少は道路

交通からの排出減だけのおかげじゃない。PM10 排出量は、アメリカでは 1990年以来 42

パーセント、イギリスでは 47パーセント減った 1201。大都市の PM10 濃度に関する最近

の調査では、実は 1996年から 2010年にかけて 24パーセントの減少を予測している。こ

れは図 88に示してある。他の国々だって同じような減少を経験した。1980年以来、浮遊

粒子状物質汚染は日本で 14パーセント、カナダで 46パーセント、ドイツで 48.5パーセ

ント改善した 1202。アテネは 1985年以来、43パーセントの低下を実現したし、スペイン

では 1986年以来 34パーセント減少した 1203。パリでは 1970年以来、なんと 66パーセ

ントも下がっている 1204。

なぜ微粒子がこんなに減ったかといえば、一つには微粒子汚染の相当部分を引き起こし

ている SO2 排出量がものすごく減ったからだ――EUでは 1980年以来およそ 50パーセ

ント、アメリカでは 1970年以来約 37パーセント 1205。これは化石燃料消費の減少のお

かげだ。特に高硫黄石炭の使用を減らしたのと、発電所で煙突に脱硫装置を導入し、エネ

ルギー効率を上げたのが大きい。
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硫黄分の排出を制限しようという政策判断は、酸性雨問題に密接に結びついている。酸

性雨問題は、1980年代にはみんなの大きな懸念事項だった。やがて酸性雨の恐怖は、後

に検討するけれど、ひどく誇張されたものだということがわかった。でも、SO2 を減ら

す努力は、結果的には微粒子汚染の削減に役にたったから、理にかなっていたというわけ

1206。

でも、都市部での減少には他にいくつか原因がある。歴史的に都市部に発電所を作らな

くなってきたことと、もっと高い煙突を使うようになったことが、公害緩和の大きな原

因 2つだ 1207。同時に、ぼくたちはもうコークス炉を使わないし、石油によるセントラル

ヒーティングへの依存度も下がって、代わりに天然ガスや地域暖房に変えた 1208。最後に

自動車からの汚染は、触媒コンバータのおかげもあるけれど、ディーゼル車が低硫黄の

ディーゼル燃料を使うようになったので、以前よりはるかに減少している 1209。とはいえ

ガソリン車に比べるとディーゼル車は粒子状物質の点でずっと汚染度が高い――イギリス

でディーゼル車は車両台数の 6パーセントしか占めないのに、全自動車の排気ガスの 92

パーセントを引き起こしている 1210。つまりディーゼル車が極端に増えると、微粒子排出

の減り方が遅くなる 1211。

専門家の資料には、大気汚染の減少にとって法規制がどのくらい不可欠だったか、少な

くともどのくらい重要だったか、という議論がいろいろ書かれている。多くの研究が――

驚くべきことかもしれないけれど――特筆すべき影響をまったく記述できていない 1212。

イギリスの 1956 年の大気浄化法 (Clean Air Act) の分析によると、汚染が減っている

のは事実ではあるけれど、1956年以前と以後の減少速度には、はっきりわかるような差

がないということだ。あるいは公害規制のある都市とない都市でも、明らかな差はない。

「1956年の大気浄化法がなくても、どのみち空気の質はかなり改善されていた見込みが高

い 1213」。なぜ空気がきれいになったかというと、産業や家庭で使う製品や技術が改善さ

れたおかげが相当部分だ。

アメリカの 3都市の研究では、公害規制の義務づけは効果があったけれど、規制コント

ロールの効果は「おおむね経済変化、天候などの要素の影響によってかき消されてしまう

程度のものだ 1214」ということが明らかになっている。一般的に、規制が公害削減の理由

の一つだというのは正しい主張だろうけれど、ほかの技術的な要因も大きな役割を果たす

のだ。

まとめると、人類へのコストで見れば、大気汚染物質として一番深刻なのは微粒子汚染

だということは強調しておくべきだ。ということは（EPA 規制から生じる社会便益の 96

パーセントは大気汚染削減からくるので）、微粒子は圧倒的に、あらゆるものの中で最も

深刻な汚染物質だ、ということになる。そしてこの点での結論は何の疑いもなくはっきり
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している。ぼくたちの一番大きな公害問題はすさまじく改善されているのだ。

15.4 鉛

鉛は古代でも広く使われていた。器や管の形に曲げたり成型したりするのがとても簡単

だったからだ。ローマ人たちは上水道にたくさんの鉛を使用したし、女性たちは粉末鉛を

化粧品として使った 1215。中世の間も、鉛は広く使われていた。主に酸っぱいワインを飲

めるようにするための添加物として――そしてこれは痛々しい、時には致命的な後遺症を

もたらした 1216。現代では鉛はカットガラス製品、陶器の釉薬、白い塗料、銃弾、印刷活

字に大変役立つ金属となっている。自動車が登場すると、鉛畜電池が電力を供給したし、

オクタン価を上げるためにガソリンにも鉛が入れられた 1217。

残念なことに、鉛はまたものすごく有毒だ。一部の科学者たちは、ローマの上流階級の

人々は鉛のパイプから水を飲み、鉛製のマグ、器、美容クリームを使っていたので、慢性

的な鉛中毒に苦しんでいたと考えている。これは奇形児や広範な身体障害をもたらしたは

ずで、これもローマ帝国滅亡の一因だったかもしれない 1218。

血中の高濃度の鉛は激しい腹痛、昏睡状態、そして死亡を引き起こすことは、昔から知

られていた 1219。でもごくわずかな鉛摂取から生じる深刻な影響についてはっきり認識さ

れるようになったのは、ここ 20年間ほどのことだ。胎児は特に危険だ。父母のどちらか

でも職場で鉛にさらされていると、流産が増加するという研究結果が出ている。鉛は男性

の生殖機能を低下させ、女性が知恵遅れの子供を産むリスクを倍増させる 1220。アメリカ

では毎年、約 12,000–16,000人の子供たちが鉛中毒で入院している。そのうち 200人が死

亡し、生存者の 30パーセントが精神薄弱や身体麻痺などの永続的な障害に苦しむことに

なる 1221。

血液中の鉛濃度別に子供たちを調べた大規模調査では、これが子供たちの IQに大きな

影響を与えることが明らかになっている――血中の鉛濃度が高い子供は、低い子供に比べ

て明らかに知能が低く、集中力が低くて落ち着きがない 1222。鉛はまた成人男性に高血圧

を起こす 1223。子供たちの鉛の摂取は、鉛ベースの古い塗料の薄片を吸い込むことで生じ

る。こういう塗料は 1940年頃に禁止された。オハイオ州ヤングスタウンの古い家出身の

子供たちは、新しい家の子供たちに比べると鉛の血清レベルが倍以上高かった 1224。

世界的には、鉛排出の 90パーセントが有鉛ガソリンによるものだ。もっとも現在では、

有鉛ガソリンは鉛消費全体の 2.2パーセントにすぎないのに 1225。アメリカは 1973年か

らガソリンの鉛添加を段階的に廃止し始めて、これが実質的に 1986 年に完了した 1226。

イギリスでは鉛削減が 1981 年に始まり、1985 年にはガソリン中の鉛の量は以前の 3 分

の 1まで減らされた 1227。今日、アメリカのガソリンは全て無鉛だ。同じくイギリスでは
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図 90: アメリカ (1977–1999) とイギリス (1980–1996) の鉛濃度。アメリカのデー

タは 1986 年までは 122 の観測局の最も高い四半期平均を測定し、1986 年以降は

208 の観測局の最も高い四半期平均を採用。イギリスのデータは 9 つの観測局の

年間平均を採用。出所: EPA 1997b:88, 2000e:118, 2000f:4, DETR 1998a:Table

2.18.1231

全ガソリンの 75パーセント以上が無鉛だ 1228。これで鉛の濃度はずいぶん変わった。図

90でわかるように、イギリスの大気中の鉛濃度は 85パーセント低下した。アメリカでこ

の効果はもっと大きい――1977年以来、鉛の濃度は 97パーセント以上落下し、測定限界

にまで近づいている 1229。この結果は、人間に換算することもできる。この時期に、アメ

リカ人の血液中の鉛量は 14.5 から 2.8µg/dl までほぼ 80パーセント減少した。10µg/dl

以上の鉛濃度の子供の数は白人については 85パーセントだったのが 6パーセントに、黒

人については 98パーセントだったのが 21パーセントまで減少した 1230。

アメリカ EPAは、こうした鉛汚染の急速な改善による大幅な便益について推計を出し

ている。全死者数のおよそ 1パーセントにあたる約 22,000人が毎年救われていると見積

もられている 1232。鉛による死亡者の多くは子供だったので、これによって追加された平

均余命は 38年にものぼった 1233。これはアメリカの全住人の寿命が 3ヶ月延びたに等し

い 1234。同じくらいの鉛負荷量を持つイギリスのような国でも、鉛を完全にフェーズアウ

トすれば、ほぼ同じくらいの余命延長が実現されるはずだ。アメリカの子供たちは鉛減少

のおかげで IQを最大 3ポイント失わずにすんでいるとも推計されており、精神薄弱児も
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4万 5千人減っている 1235。最後に、男性の高血圧症患者が約 1200万人減っている。

こういう数字は驚くほど大きく、大気汚染についての目覚ましい改善を表している。2

番目に有害な大気汚染物質について、過去 15–20年間で鉛濃度値が 80から 97パーセン

トというすさまじい急落ぶりを見せているわけだ。

15.5 SO2

SO2 排出規制はもっぱら、1980年代の酸性雨と、酸性雨にさらされる地域の森林や湖

への影響に関する不安の結果だった。後でわかったのは (酸性雨の章で見るように) 森林

への影響はごくわずかか、あるいは存在すらしないってことだ。でもこの規制にはプラス

の副作用があった。粒子状物質排出を減らしたのだ。SO2 が燃焼中に排出されると、一部

の気体は酸化して、小さな未燃焼の凝縮核のまわりにくっついて微粒子になる 1236。SO2

排出削減の最も大きい便益は、断然こういう微粒子の防止にあった。

さらに、SO2 は建築物や像のような文化的な物に損害を与えている。金属はずっと早

く腐食し、特に大理石や砂岩への被害が大きい。というのも、SO2 は硫酸になって、これ

がじわじわと岩を溶かすからだ 1237。でも全体的な影響は、大規模なアメリカでの調査に

よれば、比較的マイナーだ。一方、イギリスと EUの研究では、コストはずっと大きいと

いう結果が出ている 1238。SO2 はまた視界を悪くする。これは薄い霧や、あるいはロン

ドンでかつておなじみだった濃い灰色のスモッグを形成するからだ 1239。1990年のアメ

リカにおける視界低下のコストは、ざっと一人あたり 12ドルと推計される 1240。

最後に SO2 の排出は、実は森林や特に農作物に対し、無料で肥料をあげていることに

なる。これはアメリカでは年間 5 億ドル程に値すると推計されている 1241。デンマーク

でも、硫黄汚染が一番ひどかった頃、たくさんの硫黄を必要とする菜種やキャベツのよう

な作物は、必要量をこの公害から得ていた。今日ではこういう作物には、わざわざ硫黄を

散布しなきゃいけなくなっている 1242。

1979年、長距離越境大気汚染条約がヘルシンキで採択され、1983年に施行された。ま

ず、1985 年に厳格な議定書が調印され、1993 年までにヨーロッパ各国の政府は排出量

を 30パーセント減らすよう義務づけられた 1243。が、図 91でわかるように、ヨーロッパ

の排出量はもともと 1975年から減少を続けていた。なぜ減ったかというと、他のエネル

ギー源への切り替え、硫黄分の多い石炭使用の減少、そして脱硫装置の普及のおかげだ

1244。1980年以来、EUの排出量は一貫して下がり続けていて、2010年までにはもっと

下がって、全部で 75パーセント以上の削減が実現されると見込まれている。1990年には

アメリカで大気浄化法が改正されて、同じような規制が導入された。これにより発電所の

排出量は約 50パーセント下がった 1245。ここでも 1970年代初期以来、アメリカの排出
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図 91: ヨーロッパ (1880–1995), アメリカ (1900–2010), EU(1980–2010) におけ

る SO2 排出量。2000–2010 は予測値。出所: NERI 1998a49, EPA 1998d:25,

1999e:12, 2000d:3-12, EEA 2000, EMEP 2000.

量総計はすでに下がっていた。そしてここでも SO2 排出量はさらに下がると予想されて

いて、2010年までに削減量は合計で 26パーセントになる。結果として、ヨーロッパとア

メリカ双方で二酸化硫黄による公害は劇的に削減された (図 92)。イギリスでイギリス人

たちが毎日吸わされる SO2 濃度は 1962 年に 180µg/m3 だったのが、今では 21µg/m3

になり、88 パーセントも下がった。ロンドンの大気中の大幅な減少も図 86で明らかだ。

ロンドンでは濃度は、過去 100年で 96パーセント以上も下がった 1247。同じくアメリカ

でも、図 92でわかるように、SO2 濃度は 1962年以来ほとんど 80パーセント低下した。

1995年の大規模な研究で EPAが出した推計によれば、1990年からの SO2 濃度の低下の

おかげで、1997年には年間 2,500人以上の人命が救われている 1248。とはいえ、この人

命救済分は、微粒子公害の削減だけから生じているとも考えられるのだけれど 1249。2010

年に改正大気浄化法が完全に効力を発揮するようになったら、年間 9,600人の命が救われ

ると見込まれている。
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図 92: アメリカ (1962–99) とイギリス (1962–97) における年間平均 SO2 濃度。出

所: CEQ(米国環境諮問委員会)1972:214, 1981:167 1989:351, 1993:337, EPA1997

年 b:88, 2000e:119, 2000f:4, Ludwig et al. 1970:474, Bailey 2000:297, NETC

1999.1246

15.6 オゾン

オゾンは成層圏の重要な層の一つを形成している。これは太陽の紫外線からぼくたちを

守っている。「オゾンホール」については後で取り上げる (p. 394ff)。が、地球に近いオ

ゾンは人間に有害で、植物の成長に悪影響を及ぼす 1250。オゾンは呼吸器系に炎症を起こ

し、ゴムを分解し、植物の発育に悪影響を与える。オゾンは二次的な汚染物質だ。という

のもオゾンはもっぱら NOx と炭化水素の複雑な相互作用で作られるからだ 1251。オゾン

と NOx は、ロサンゼルスでよく見られ、最近では発展途上国の多くの大都市でも見られ

るようになっている、茶色い (光化学性)スモッグ形成に大きな役割を果たしている 1252。

オゾンは別に、生命を脅かすような影響を持つとは考えられていない 1253。イギリスの

大気汚染基準専門家パネルは「イギリス程度のオゾン曝露水準では、呼吸器系統に長期の

障害が生じると考えるべき証拠は見いだせなかった 1254」。一方で、農業と園芸にはずい

ぶん影響を与える。オゾン公害による最も大きな経済的損失は、こうした産業が被ってい

ると思われていて、アメリカではそのコストが数十億ドルと見積もられている 1255。でも

オゾンはかびによる攻撃のリスクと影響も減らしてくれる 1256。
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図 93: アメリカ (1975–1999) とイギリス、ロンドン (1976–1998) のオゾン値。ア

メリカの時系列は全国平均で毎年 2 番目に高い 1 時間あたりオゾン値 (2nd max.

1 -hr) を取っている。ロンドンのデータは時間平均の最大値を採用。出所: CEQ

1993:337, EPA 1997b:88, 2000e:119, 2000f:4, DETR 2000.1260

オゾン汚染はふつうは最高濃度で計る。健康や植物への影響に一番問題となるのが最高

濃度だからだ 1257。1977 年以来、アメリカではオゾンの最高濃度は 30 パーセント近く

低下した（図 93）。イギリスでは、全国規模ではオゾン値が継続的に計測されていない。

1997年イギリスのオゾンレビューでは、最高濃度が減少しているというはっきりした証

拠があると結論づけられた 1258。図 93が示すように、ロンドンのピーク値のデータは、

1976年から今日まで 56パーセントの落下を示している。

農業について言えば、今後 EUの 15ヶ国すべてで農作物のオゾン曝露は減ると予測さ

れている。曝露値は 1990年から 2010年にかけて平均約 25パーセント低下することにな

るだろう 1259。

15.7 窒素酸化物 (NOx)

窒素酸化物 (NOx) はもっぱら自動車と発電所から生じている。オゾンとあわさると、

NOx はロサンゼルスの茶色いスモッグの主要構成物質となる。また SO2 と一緒だと酸

性雨の原因となるし、それに加えて子供たちなどやぜん息患者などの脆弱グループに、呼

吸器疾患や肺感染症を起こす 1261。でもNOx は人類にとって微粒子、鉛、SO2 ほど危険
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図 94: アメリカ (1975–1999)とイギリス、ロンドン中心部 (1976–1998)のNO2 年

間平均濃度。アメリカの測定は 1986年まで 238の観測ステーション、その後は 600

の観測ステーションに基づいている。出所: EPA 1997b:88, 2000e:118, 2000f:4,

DETR 2000.1264

ではないし、死亡率の上昇との関連づけは何度やっても示せていない 1262。

NOx はまた土壌や水に入ると肥料になる。これもマイナスの影響を生じることはある。

海や内陸水系が富栄養化して藻類が繁殖するような場合だ。これは夏の終わりに酸素欠乏

や魚の死亡などのリスクを上げる（この問題は 19章で論じる）1263。この影響はプラス

に働くこともある。NOx が農作物に降ってくると、原理的には無料の肥料となるからだ。

ただしまあ、全体としてそういう働きをする NOx はかなり少ないだろう 1265。

アメリカの NOx 汚染はだんだん減ってきている。これは図 94で明らかだ。1975年以

来、濃度は 38パーセントほど下がっている。イギリスには NOx について全国の長期測

定結果はない。でもロンドンのデータを見ると、1976年以来 40パーセント以上の低下を

示している。イギリスのNOx 排出は、1990年以来減少していて、2010年までに 55パー

セントほど下がると見込まれている 1266。同じようにドイツは 1985 年以来 NOx を 15

パーセント、スペインは 1987年以来 17パーセント、カナダは 1980年以来 32パーセン

ト減らしている 1267。改善の多くは（自動車の）触媒コンバータのおかげだけれど、改善

がもっと大きくならない理由は NOx の発生がオゾンの量にも依存していて、そのオゾン

がもともと限られているからだ 1268。
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15.8 一酸化炭素 (CO)

一酸化炭素は、ものすごく大量に投与すると危険だ――車をアイドリングさせてガレー

ジで自殺する人がいるけれど、これが可能なのは一酸化炭素が酸素の代わりに血液に吸収

されるので、窒息するからだ 1269。でも一般的に屋外で見られる程度の一酸化炭素濃度は

致命的なものではないし、たぶんここで採りあげた他の公害物質ほど危険じゃない 1270。

コペンハーゲン市大気監視局の言葉によると、「この一酸化炭素の値それ自体は、健康へ

の影響をもたらすとみなされていない 1271」。

多くの人にとって、一酸化炭素の主要源はたばこだ――すさまじい一酸化炭素汚染にさ

らされている人々に比べても、喫煙者たちは吸い込む一酸化炭素の値が 50–700パーセン

トも高い 1272。都市では、一酸化炭素の圧倒的な発生源はガソリンエンジンの不完全燃焼

だ 1273。触媒コンバータは一酸化炭素排出量をほぼ 8分の 1に減らしている 1274。

図 95を見ると、アメリカでは 1970年以来、一酸化炭素濃度はほとんど 75パーセント

というものすごい低下を示している。イギリスでは一酸化炭素の全国的な水準はモニター

されていないけれど、図 95に表示されたロンドンのデータは 1976年以来、80パーセン

トの低下を示している。ロンドンの観測局はたった一つでしかないから、年ごとのばらつ

きはずいぶん大きくなっている。

15.9 発展途上国？ 成長と環境との両得

今まで見てきたように、大気の質は主な要素に関する限り大幅に改善されてきた。粒子

状物質、鉛、SO2、オゾン、NOx そして一酸化炭素。これはイギリスやアメリカだけの

話じゃない――西洋社会の大部分にあてはまっている。「OECDの国々の大気の質はかな

り改善されている」と世界銀行は結論づけている 1275。

でもこの良いニュースは多くの発展途上国にはあてはまらない。今日、世界で最も汚

染されている場所の一部は北京、ニューデリー、メキシコシティのような発展途上国の

百万都市だ。この 3 都市全てで粒子状物質水準は約 400µg/m3―――アメリカやイギリ

スの大気の 8 倍以上汚染されているし、世界保健機関 (WHO) の推奨している 50 か

ら 100µg/m3 という閾値をはるかに越えている 1277。今日世界で 15の最も汚染された都

市のうち 13がアジアにある 1278。同じ事が SO2 にもあてはまる。これらの都市の値は、

WHO最大推奨値の最低二倍はある。世界銀行の推計では、北京では年に最低 4,000人が

SO2 のせいで命を失っていて、この数は増えている 1279。

でも、ここで西側世界で起こったのがズバリどういうことだったかについて、ちょっと
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図 95: アメリカ (1970–99)とイギリスのロンドン中心部 (1976–98)における年平均

一酸化炭素濃度。アメリカは 2番目に大きい 8時間最大値、ロンドンは 8時間移動

平均の最大値。アメリカの数字は 1976年まで 91の観測局、1977年から 1986年は

168、その後は 345の観測局の測定値平均。出所: CEQ 1982:243, EPA 1997b:88,

2000e:118, 2000f:4, DETR 2000.1276

検討してみよう。100年から 300年間にわたり、西側諸国は所得の上昇と、ますます増大

する公害を体験してきた。1930–1940年代のロンドンは、今日の北京、ニューデリー、メ

キシコシティよりもっとひどく汚染されていた。先進国で経済成長と公害増加の同時進行

が終わったのは、やっと過去 40–100年になってからだった。なぜそうなったかというと、

世界銀行によれば、西洋世界で豊かさが高まるにつれ、だんだんきれいな環境に金が出せ

るようになったのと、同時に汚染された環境にみんな耐えられなくなってきたからだ。こ

れに伴って政策的決断が行われ、もっときれいな環境が実現されている 1280。でも、西側

社会で所得と公害の並行上昇が終わったのなら、途上国だってどんどん豊かになれば同じ

ことが起こると期待していけない理由があるだろうか？　彼らだって、同じようにもっと

よい環境を欲しがるんじゃないんだろうか？

世界銀行は調査に手をつけた。成長がまずは環境を悪化させる方向に動き、その後で成

長が環境を改善するほうに作用するという一般的な傾向があるかどうかを調べようという

のだ。かれらは経済発展と公害について数字が入手できるすべての国を比べようとした。

結果は図 96でわかる。横軸にそって国の裕福さで、縦軸は汚染度だ。1972 年を見ると、
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図 96: 31ヶ国 48都市の一人あたりGDPと微粒子汚染の関係、1972年と 1986年。

出所: World Bank 1992:41, Shafik 1994:764.

結論は実にはっきりしている。成長の第一段階では、国々が極貧状態から中所得レベルへ

発展し、その間は汚染はどんどん進む。でもその後で汚染値は実は下がってくる――それ

も発展し始める以前の値に 1281。だから、高い生活基準を実現しつつ、昔より改善された

環境を手に入れることは可能らしい (これは p. 47の図 9がおおむね示していたことでも

ある)。

たぶんもっと驚くのは、1972 年から 1986 年にかけての所得と汚染の関係の変化だろ

う。1986年でも、所得増加にともなって、まずは公害が増えて次に下がるという基本パ

ターンは見られる。でも、あらゆる所得水準の国において、公害が減っていることにご注

目。技術が発展し続けているおかげで、同量の財を生産しても環境負荷は減らせるわけだ

(たとえばもっと多くのドルをもっと少ないエネルギーで得られる。図 68参照)。分析が

示しているのは微粒子汚染は毎年 2パーセントほど減っている、ということだ。つまり、

発展途上国は経済成長とより良い環境の双方を獲得しているばかりでなく、富が同じでも

時がたつにつれてもっとよい環境を達成できる。発展途上国は西洋からもっと安い、もっ

と環境に優しい技術を買えるからだ。ここでカギとなるのは、技術は経済成長だけでなく

環境改善も実現できるということだ。これは矛盾に聞こえるかもしれない。経済成長と環

境は対立するものだと考えがちだからだ。でもこれは初期の西洋産業革命に根ざした誤解

なのだ。

それでも魔法のように思える。きれいな環境と同時に経済発展？　現実には単純な話

だ。きれいな水やきれいな空気、人の健康などの自然資源に賢明に値段を付けない限り、
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図 97: 31ヶ国 47都市の一人あたり GDPと SO2 汚染の関係、1972年と 1986年。

出所: World Bank 1992:41, Shafik 1994:764.

生産者たちがこれらを収奪するのは簡単だ。ほとんどの人々が物質的発展だけを求め、あ

るいはそれ以外のものを求めるには政治的に弱すぎる限り、生産はさらに汚染し続ける。

でも、西側諸国がきれいな環境による優れたライフクオリティをどんどん重視するように

なるにつれて、汚染は高くつくようにすべき、という政治的判断が下されるようになっ

た。禁止、規制、課税という手段で、生産が自動的にずっと効率的で公害が少なくなるよ

う市場を変革したのだ。所得と大気汚染の関係が、図 86で見た 1585年以降のロンドンの

汚染トレンドに非常に似ているのは偶然じゃない。第三世界は今日、ぼくたちが 50から

80年前に直面した問題と同等の深刻な環境問題に直面しているけれど、同じ発展が第三

世界で進まないと見なすべき決定的な理由はない。

図 96は所得と微粒子の関係を示していた。図 97は所得と SO2 の、同様にまったく疑

問の余地のない関係を示している。このケースだと、1972年から 1986年の減少はさらに

大きい――この分析によると年 5パーセントの低下が示されている。

15.10 結論

本章で見てきたような、西側社会における主要大気汚染物質濃度のすさまじい減少は、

それ自体驚嘆すべきものだ。でも、経済が発展し、潜在的な汚染源がものすごく増加して

いるのに状況が改善されているというのはもっと印象的だ。アメリカでは自動車の総走行

距離数は、過去 30年間で倍増した。経済も同様に倍増している。人口は 3分の 1以上も

増加した 1282。それなのにその間に汚染物質の排出量は 3分の 1も減り、濃度はもっと改
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善した 1283。これが大気汚染という課題について楽観的でいるのが合理的な理由だ。先進

国で大気汚染を撃破できるということ――そして歴史的にみて実際に撃破されたというこ

と――がわかっただけじゃない。発展途上国だって、ぼくたちのやり方にならって、長期

的には大気汚染を抑えられると信じられるだけのちゃんとした理由があるのだ。

世界銀行が力説しているように、経済成長と環境は対立していない――これらはお互い

に補完しあっている。環境を適切に保全しなければ、経済成長は損なわれるだろう。でも

成長しなければ環境保全は維持できない 1284。世界銀行が指摘しているように「解決の鍵

は生産を減らす事ではなく生産の方法を変えることだ 1285」。これこそまさに、新技術が

先進国において可能にしたことだ。そしてこれぞまさに、発展途上国にだってますます可

能になってきたことなのだ。
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第 16章

酸性雨と森の死

酸性雨は 1980年代、大きな恐怖だった。ぼくたちはテレビのニュースで病んで枯れか

けた木を見せられ、酸性雨が森を殺していると言われた。1980 年代の出版物を見ると、

読者は酸性雨についての記述をいささかも容赦してもらえなかったことがわかる。酸性雨

は「見えざる疫病 1286」で、「生態にとって原爆なみの 1287」影響をもたらす。国連のブ

ルントランド報告は、「ヨーロッパでは酸性降雨が森を殺している 1288」とあからさまに

決めつけている。今日でもエコロジー本のいくつかは、この糾弾をオウム返しにしている

1289。

1989年刊の通俗書『酸性雨：生命への脅威』は次のように述べている。

酸性の疫病が地上を覆いつつある。雨、雪、靄、霧は世界中の工場や自動車のせ

いで酸性になってしまい、酸性雨に変わってしまったのだ。

酸性雨は建物や像を破壊する。でも自然環境をも脅かす。

ドイツの森の 3 分の 1 が攻撃され、木々が枯れつつあるか、すでに枯れてし

まった。

スウェーデンで 4,000の湖がだめになり、14,000の湖沼が死につつある。（中略）

地球のどんな都市でも人々は窒息している――あるいは死んでいっている――煙

に逃げ場がないせいだ。（中略）

酸性雨は地球上の生命にとって最も重大な脅威の一つになった 1290。

大都市の大気汚染は酸性雨とは何も関係がないという点はさておくにしても、上の記述

はたぶん書かれた当時ですらちょっと大げさだっただろう。今日、ぼくたちは酸性雨は

1980年代にあれこれ言われた問題とはまったくちがう代物だったことを知っている。

「酸性雨」は一般的に、NOX や SO2 排出によって生じたと思われる森、湖、建物への

被害を表現する総称として使われている 1291。実は工業化以前から、実際に雨は全て自然

に酸性だったので、酸性雨というのは NOX や SO2 が水と反応して硫酸や硝酸を作るた



256 第 16章 酸性雨と森の死

めに生じた追加の酸についての話だ。

1970年代後期から 1980年代初期にかけて、中央ヨーロッパの一部はすさまじい森の死

滅に苦しんでいた。ババリアで最も大きな痛手を受けた地域では、最高 40パーセントの

木が病んで枯れていた 1292。あるドイツの科学者グループは、ヨーロッパの森林は酸性雨

に脅かされていて、あらゆる木の 10パーセントが危険にさらされていると予測した 1293。

この予測は他の科学者たちから厳しく批判されたけれど、病んで枯れかけた木々の映像は

世界中に届き、他のヨーロッパ諸国やアメリカで懸念が広まった 1294。

酸性雨についての恐怖や憶測のおかげで、多くの科学的調査が行われた。酸性雨に関す

るアメリカ政府の公式プログラム、アメリカ国家酸性雨評価計画（NAPAP）は世界最大

で最長期の最も予算をかけた調査だ。10年近くにも及ぶもので、約 700人の科学者たち

が参加し、5億ドルが費やされた。酸性雨と森林、湖や建築物の関係をはっきりさせよう

として、きわめて多くの問題が検討された。

図 98は NAPAPによる長期のコントロール実験の 1つの結果だ。この実験では 3種類

の木々の苗木がほとんど 3 年間にわたり各種濃度の酸性雨にさらされた。木々は酸性雨

の悪影響を最大限に受けるよう、いささかやせた土壌で育てられた。図が示すように、3

種類の木のどれ一つとして、酸性雨の影響は見られなかった。東アメリカ（pH 4.2）の平

均的酸性雨の約 10倍もの酸度の雨でも、木々は同じ速度で。実は NAPAPの研究の多く

では、そこそこの酸性雨にさらされた木々のほうが成長が早いことが示されてしまった

1295。もっと長期間にわたるコントロール実験がノルウェーでいくつか行われた。ここで

も結果は同じで、予想されたような酸性雨の悪影響は「実証できなかった 1296」。これを

理由に NAPAPは「アメリカとカナダにおける森林の大部分は、（pH値の）低下による

影響を受けてはいない。（中略）さらに、酸性物質の降下が主要原因と見られる森林消失

の事例は一つもない 1297」と結論づけている。

NAPAPはまた、湖や建築物への酸性雨の影響を評価している。湖に関する限り、最も

酸性に弱い地域でも、酸性化問題は湖の 4パーセントと水路の 8パーセントにしか影響を

及ぼしていないという結論に至った 1298。西部の山岳地帯と南東の高地にもほとんど問題

がない。ここで酸性化した湖沼は 1パーセント以下でしかない 1299。とはいえ、こういう

湖の 1パーセントでは、実際に魚が失われ、その他水中の動植物も失われたことはまちが

いない。

ヨーロッパの湖について言えば、ノルウェーなどのスカンジナビア諸国が一番打撃を受

けている。ノルウェーの湖の 27 パーセントでは、硫黄の降下は危険水準を越えている。

フィンランドでは 10 パーセント、スウェーデンとデンマークでは 9 パーセントだ 1300。

でもここ 10 年間で、スカンジナビア半島の国々を含むヨーロッパの多くの国々の湖が、
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図 98: NAPAPの実験結果。各種の模擬酸性雨にさらした 2才から 5才の苗木の直

径成長を示す（pH値が低いほど酸性が強い雨）。出所: Kulp 1995:529.

前ほど酸性ではなくなっている (図 99)。これはもっぱら SO2 排出量減少のおかげだ。

最後に NAPAPは酸性雨が建築物や遺跡に実際にどのくらい損害を与えるかを調べた。

ふたを開けてみると、酸成分が 20パーセント増えても、修復が必要な時期は 2–5パーセ

ントしか早くならない 1301。酸成分が 50パーセント減っても、修復時期は 10–15パーセ

ント遅らせられるだけだ 1302。つまり、酸度を 50パーセント低下させたら、建物の壁面

補修は 50年ごとではなく、56年ごとになるだけの話。

森林についてのヨーロッパの研究は、NAPAPと同様の結論を出した。だから 1996年

に発表された国連と ECの、森林状態に関する年次報告の結論は「（森林への）被害の原

因として大気汚染が同定された例はごく少数しかない 1303」というものだった。同じよう

に、1997年に国連は世界の森についてのレビューをまとめ、こう記述している；「1980年

代の多くの人が予想した、大気汚染によるヨーロッパの森林の大幅な消滅は起こらなかっ

た 1304」。

実のところ、森の消失はヨーロッパ全体の森林地域のほとんどにおいては、0.5パーセ

ント以上の面積に影響を及ぼさなかった 1305。またもう一つわかったこととして、ババリ

ア地方やポーランド、チェコにおける大規模な地元森林の消失は酸性雨のせいじゃなく

て、その地域の公害のせいだった――汚染源から出る煙が直接木々に被害を与えていたの

だった 1306。国境を越える酸性雨と違って、こうした地域的な公害は地元の規制で対応
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図 99: 1980 年代と 1990 年代の年間あたりの湖の酸度の変化。ブラスは酸度が下

がったことを示す。出所: NERI 1998a:52, EEA 1998:75.

できるし、また実際に対応されてきた。SO2 排出はドイツで 30パーセント低下したし、

ポーランドやチェコ共和国双方で 50パーセント減少した。SO2 濃度は 1989年以来 7年

間で 50から 70パーセント下がった 1307。

ヨーロッパの森林の成長を見ても、酸性雨理論が予測したようには減少していない

1308。それどころか「過去数十年で、森林はヨーロッパの大部分で大いに増加した」とオ

ランダの研究は結論づけている 1309。すなわち 1950年代以来、木々はますます早く育つ

ようになっている。これは菜種とキャベツの関係のところでも触れたけれど、木々の必須

栄養素の一部が窒素汚染からもたらされたからだ 1310。

最近では、ヨーロッパの各種の木の健康について、大規模な事例報告が用意されてい

る。主に実施されたのは、葉が大幅に散ってしまった木の割合と、変色した木の割合を計

測することだった。1983年の最初のレポートに比べて、この割合がすさまじく増えたの

で、当然の事ながらパニックが生じた。でも今日では、これは単に計算方法が変わったせ

いだということがわかっている 1311。

それでも、葉を大量に失った木の割合は今日では 25パーセント以上なので、これを根

拠に森林は相変わらず悪い状態だと多くの人は力説し続けている 1312。よく持ち出される

理論では、公害は（酸性雨理論によって提唱されたように）直接的に木々に被害を与える
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んじゃなくて、木々の抵抗力を弱め、害虫の攻撃、霜、干ばつの影響を受けやすくするの

だとか 1313。こういう理論を実証するのは難しい。特にこの影響は間接的で、遅れて出て

くるとよく主張されているからだ。とはいえそうだとしても、様々な地域の公害水準と森

林消失を比べたとき、相関がほとんどあるいはまったくないというのは、驚くべきことの

ように思えるんだが 1314。

だからこそヨーロッパ環境局もまた「酸の降下の入力と（中略）観察されている木の葉

の減少との間には、単純な関係は（中略）見いだすことができない 1315」と結論づけてい

る。実はヨーロッパ環境局は、SO2 排出が減少しているのに葉の消失増加が観測され続

けていることを指摘し、本当の原因は観測されている木立が高齢化してきているだけかも

しれない、と述べている 1316。

同じ方向性の研究として、ドイツの科学者が 30–60 年前に撮影された森林地帯の写真

を分析して、ダメージの見られる木々の割合は今日と同じくらいだということを発見した

1317。実は木の葉の損傷は、不特定多数のよくある病気の結果でしかなくて、ぼくたちが

それを心配するようになったのは、それを実際に計測するようになったからにすぎない

1318。

SO2 を論じたセクションで述べたように、多分健康の観点から考えて SO2 排出削減は

理にかなっていただろう。この削減の副作用として、粒子状物質が減ったからだ。でも酸

性雨は決して、1980年代にぼくたちが聞かされていたようなひどくおっかない脅威では

なかった。予想された大規模な森林破壊は決して起こらなかった。

残念なことに、思いこみは多くの場所で生き延びている。よくある定番の懸念事項を

延々と並べたものが 1999年の American Journal of Public Health で発表されたが、そ

の中で個人の健康問題が公的な環境問題になってきたことが実にあっさりと述べられてい

る。「コミュニティは川で有毒廃棄物処理場を、川にポリ塩化ビフェニール（PCB) を、そ

して森林を破壊する酸性雨を見いだしている 1319」と言って。同じように、最近ではデン

マークの日刊新聞 Politiken は手短に要点を書いた：「大気中の硫黄は酸性雨をもたらす。

そして酸性雨は森林を殺す 1320」。

単純明快。が、証拠に基づいたものじゃないのだ。
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空気汚染と言われてすぐに思い浮かぶのは、煙や自動車の排気ガス――つまり屋外の大

気汚染だ。でもそういうのは危険だけれど、全地球レベルで見ると、実は屋内の汚染のほ

うがずっと大きな健康リスクをもたらしている 1321。WHO の最新の推計によると、図

100が示すように、屋内の空気汚染は屋外の大気汚染より 14 倍も多い死亡者を出してい

る。さらに、発展途上国でも先進国の都市区でも、屋内の空気汚染による犠牲者の数の方

がはるかに多い。総計で屋内の空気汚染は毎年 280 万人の人命を犠牲にすると見積もら

れている。
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図 100: 室内の空気汚染と屋外の大気汚染による世界の年間死亡者数推計。出所: WHO 1997:17.
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17.1 発展途上国の屋内の空気汚染

屋内の汚染は特に第三世界で問題となっている。ここで約 35億の人々――世界人口の

半分以上―――が家庭での調理や暖房に、薪、炭、乾燥糞、農業廃棄物のような伝統的燃

料に頼っている 1322。こういう燃料はどれも、ガスや灯油のような現代の燃料より圧倒的

に大量のすす、微粒子、一酸化炭素や各種有害化学物質を出しやすい。

特に粒子や一酸化炭素が狭い家で大量放出されると、住人は汚染が最もひどい都市より

もはるかに高い汚染レベルにさらされてしまう。いくつかのWHO の研究によれば、発

展途上国における一日の平均屋内空気汚染は、推奨最大閾値を 1,000から 2,000パーセン

ト上回っているとのこと 1323。だから室内では、空気は平均して北京、ニューデリー、メ

キシコシティのような最も汚染された百万都市の外気に比べ、3–37倍汚染されているこ

とになる 1324。

調理のときにはもちろん必要以上の燃料が燃やされるから、すでに信じ難いほど高い汚

染値がさらに 500パーセント増大する (つまりWHOの推奨最大値を 5,000から 10,000

パーセント上回る)1325。特に料理をする女性たちとその子供たちが、この室内の空気汚染

にさらされている。煙は呼吸器感染の深刻な原因だ。これは世界規模で年に 400 万人以

上の子供や幼児たちを死亡させている 1326。高レベルの室内の大気汚染にさらされている

子供たちは深刻な呼吸器感染に 2 倍から 6 倍かかりやすいという推計もある 1327。女性

にとって、空気汚染は慢性の肺炎やガンのリスク、出産時に問題を生じるリスクがはるか

に高くなるということだ 1328。メキシコの研究によれば、長年にわたり薪の煙を吸った女

性たちは 75倍も慢性の肺炎になりやすい。同様に中国の雲南省 Xuan Wei 郡の女性は伝

統的燃料で調理する。アメリカの EPAはこの地域の非喫煙者女性の肺ガンリスクを調査

して、はじき出された数字は中国全土の 10万人につきたった 3.2人に比べ、10万人あた

り 125.6人だった。血液と室内の空気の分析により、屋内で燃やされる燃料が肺ガンの根

本原因だ、ということがわかった 1329。

WHO は屋内空気汚染による年間死亡者を 280 万人と見積もっている。これは世界最

高の死因の一つだ――あらゆる死亡者の 5.5パーセントにあたる 1330。これはものすごく

大きい数字なので、屋内の空気汚染が世界で 4番目に重大な環境問題の一つだ、という世

界銀行の判断も裏付けられようというもの 1331。

屋内の空気汚染問題の解決について最も大きな貢献が実現するのは、発展途上国がもっ

と豊かになって、安価な汚い燃料より高価できれいな燃料、つまり灯油やガスのような燃

料に切り替えられるようになった時だ 1332。この理由からも、第三世界の一人当たりの国

民所得の増加に注力するのはとても大事だ。
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屋外の空気汚染の劇的でありがたい改善のパラドックスめいた結果の一つとして、室内

の空気汚染による影響が屋外の大気汚染より今や相対的に大きくなった 1333。これはぼく

たちが、はるかに長い時間を屋内で過ごしているのと、石油危機以来、家屋の断熱がしっ

かりして、家屋の密閉度が上がったせいでもある。同時に、屋内の空気汚染はかなりむず

かしい問題でもある。というのも汚染水準をモニターし、規制削減するのがはるかに困難

だから。ついでながら、緑色植物を家の中に置いても、計測可能な範囲では室内空気の改

善にはまったく役に立たないことは書いておこう 1334。

アメリカ EPA によると、4 つの最も危険な物質は、主要な屋外の汚染物質ではなく、

ラドンガス、たばこの煙、ホルムアルデヒド、石綿だ 1335。ラドンは目に見えない放射性

ガスで、地面から立ち上って建物に入り込む。これはウラニウム 238が原子崩壊してでき

る物質で、底土で自然に発生し、新鮮な空気中に放出されて広まって分解する分にはほと

んど無害だ。でも家庭内では、ラドンガスとその崩壊生成物は貯まってかなりの水準にな

り、これを吸入すると肺ガンの原因になってしまう 1336。

ラドンは人類がふつう浴びている自然放射線の 55 パーセントほどを占めている 1337。

その影響はまだまだ結論が出ていないけれど、家屋に入り込むラドンはアメリカでの年間

157,000人の肺ガン死亡者のうち、15,000–22,000人くらいを引き起こしていると見積も

られている 1338。EUでは、ラドンによる死亡者数は約 10,000 人、つまりすべてのガン

死亡者数の 1パーセントくらいと見積もられている 1339。

ラドン問題のほとんどは、ごく少数の家屋に集中している。アメリカでは、148Bq/m3

（立米あたりベクレル）1340 という閾値を超えているのは全家屋の 6パーセントほどだと

される。こういう家でラドン水準を下げれば、ラドンによる肺ガン罹患率は 1/3減るだろ

う 1341。この濃度を下げるには、カーペットの下に気密性の膜を張ったり、なんらかの喚

気設備を入れることだ 1342。

タバコ喫煙は喫煙者にすごく高い死亡率をもたらすけれど、間接喫煙によって非喫煙者

も影響を受ける。微粒子汚染 (PM10) は、喫煙者のいない家庭より喫煙者がいる家庭の

方が 2、3倍も高い 1343。アメリカでは年間 3,000人ほどの死者が間接喫煙によるものだ

と推計され、年に 180,000–300,000人の児童が間接喫煙で気管支炎になっている 1344。デ

ンマークではあらゆる子供たちの 66パーセントが家庭や保育所で間接喫煙にさらされて

いる 1345。

家屋のホルムアルデヒドは、もっぱら合板製品の接着剤から発生する。例えば集成材、

硬材パネル、羽目板、段ボールなどだ。これは吐き気や涙目の原因となる。大量に吸入す
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ると呼吸困難になったり喘息発作を起こしたりすることもある。またホルムアルデヒドに

は、発ガン性があるんじゃないかとも言われる 1346。

石綿は微細な繊維でできた鉱物で、この繊維を吸い込むと肺ガンやアスベスト肺（繊維

の損傷による細胞の傷）の原因になる。石綿は安くて耐火性がある優れた断熱材だから、

配管や炉の材料、アスベスト板、生地の塗料、床タイルなど無数の製品に用いられてい

た 1347。かなり後になってから、石綿に接する労働者たちに高いリスクがあることがわか

り、アメリカでは 1974年にこの物質の屋内使用が禁止された 1348。

石綿は一般的に、封入された形で使われる。例えば天井のタイルなんかだ。こういう形

での利用はおそらく危険はない 1349。石綿の除去が本当によいことなのか、そのままそっ

としておくべきなのかは、いまだにはっきりしていない。石綿が低水準でどのくらいリス

クがあるのか実ははっきりしないのと同じだ 1350。

概して言うと、先進国では屋内空気汚染と屋外大気汚染のどっちが重要かを判断するの

は難しい。図 100のWHO 推計を見ると、先進国ですら屋外大気汚染より屋内空気汚染

による死亡者の数が、田舎でも都市部でもはるかに多いのははっきりしているように思え

る。でもWHO のモデル化は、主に屋内汚染のほうを集中して検討している。屋外大気

汚染の推計は、前に論じた粒子状物質汚染の議論を考慮すると小さすぎる。もっと納得

できる推計としては、両者は大体同じというものがある――アメリカでは屋内空気汚染

は年間 85,000–150,000人の死者を出していて、これに対して屋外大気汚染による死者は

65,000–200,000人だ 1351。

4つの主要な屋内空気汚染物質について言うと、ラドンについてほとんど何も対策が講

じられておらず、その影響は過去 20年間にわたりたぶん悪化してきただろう。断熱性の

向上した家屋はますます換気が悪くなってきているからだ。でも喫煙者の比率は急激に落

下し、1965–1997年にかけて 42パーセントからたった 25パーセントになった 1352。ホ

ルムアルデヒドと石綿についていえば、こうした危険物質を含む製品は段階的に禁止され

るか、ちゃんと規制を受けるようになってきた。これはおそらく長期的な安全性を高めて

きただろう。

全体として見ると、先進国における屋内空気汚染による死亡者数は、第三世界でのもの

よりもずっと低いのはまちがいない。
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アレルギーは昔よりずっと増えていて、これはあれやこれやで環境がますます悪くなっ

ているせいだとよく聞かされる 1353。でもアレルギーやぜん息と環境との関係について、

どれ程わかっているのかな？　研究にはかなりの力が注がれてきたけれど、全体として言

えることは、アレルギーやぜん息の原因についていくつか重要な点がはっきりしていな

いし、それどころかアレルギーやぜん息が本当に増えているのかも実はよくわからない

のだ。

アレルギーとは特定物質（アレルゲン）に過敏になることだ。他の人なら平気な濃度で

も強い免疫反応が起こる 1354。アレルギーにはいろいろある。花粉症、ぜん息、食物アレ

ルギー、じんましん、アナフィキラシーショック 1355、湿疹など。ヨーロッパでは約 10

パーセントから 30パーセントの人々が何らかのアレルギーで、中でも圧倒的に多いのが

花粉症とニッケルアレルギーだ 1356。アメリカでは 35パーセントの人々がアレルギーだ

と自称している。が、公式の推計では約 18.5パーセントだ 1357。アメリカでアレルギー

は致死性病の原因として第 6位だ 1358。

世界的には、ぜん息は一番深刻なアレルギーの一つだ。アメリカ人の 6パーセント弱、

あるいは 1,500万人のアメリカ人がぜん息で 1359、30パーセントあるいは 1,800万人の

イギリス人がぜん息症状を持っている 1360。ぜん息は気道を狭くする。慢性の気管支炎と

ちがって、この気道狭窄はたいてい一時的で、自然に止まるか治療をすれば止まる 1361。

世界中のほぼあらゆる研究が、ぜん息発生率の増加を示している。これは図 101を見て

もわかる。増加率はイギリスで年約 5パーセント、スウェーデン、スイス、ノルウェー、

アメリカ、オーストラリア、ニュージーランド、台湾でも同じくらいの増加率が認められ

ている 1362。でももちろん問題は、これが実際の増加のせいか、それとも単にこの病気に

ついての人々や医学上の認識が高まっただけなのか、ということだ。こういう解釈は、別

に一見したほど驚くべきことじゃないのだ。一つには、ぜん息の診断はそんな白黒はっき

りしたものじゃない。例えばWHO、米国胸部医師協会、米国糖尿病学会、全米ぜん息教
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図 101: 1956–93 にかけての調査によるぜん息と喘鳴の発生率の推移。ここでのグ

ラフは、British Medical Journal に発表された通り、対数目盛の縦軸を使ってい

ることに注意。実数で描くと、増加はもっとすさまじいものに見えるだろう。出所:

Jarvis and Burney 1998:607.

育プログラムの専門家パネル報告は、どれもぜん息の定義がちがっている 1363。だから発

生率の測定は単に数を数えればすむ話じゃないわけだ 1364。

おまけに、ぼくたちの知識が疾患の分類に大幅に影響する。多くの人々が食べ物による

アレルギーについて知るようになり、今日ではおおむね人口の約 20パーセントが、自分

は食物アレルギーだと思っている。でも臨床調査によると、実際に食物アレルギーで苦し

んでいるのは全成人のたった 1.4パーセントだ 1365。同様に、ぜん息についての一般認識

が高まっている。だから 20年前の人といまの人のサンプル群に、あなたはぜん息ですか

と尋ねたら、実際にはまったく同じ状態でも、いまのほうが「はい」と答える人の割合は

ずっと大きいだろう。

あいにく、長期的にぜん息を堅牢に測定するような研究はほとんどないので、まともな

比較ができない。『イギリス医学ジャーナル』に掲載された最近のメタ研究（他の多くの

調査を調査するもの）は、科学的な研究は大量にあるけれど「ぜん息や喘鳴の件数が増

えたという証拠は弱い。用いられた測定手段が系統的な誤差を生じやすいものだからだ

1366」と結論づけている。それでもほとんどのお医者さんは、報告件数が大幅に増加して

いるので、これは実際の発生件数の増加――ただし報告件数ほどではないけれど――を反

映していると考えている 1367。

一方で、ぜん息による死亡率はちょっと上がっている。これはぜん息の発生件数が増加
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しているという客観的な証明だと解釈もできる 1368。でももちろん、他の説明もある。多

くの国でぜん息による死が、一時的にものすごく増えたのは、1960年代になってからの

ことだった。でも今日では、その増加はいわゆる非選択性ベータ拮抗剤の過度なあるいは

間違った使用のせいだったと考えられている 1369。過去 20年で死亡率が少し上昇したの

は、もっぱらお粗末な治療のせいと考えられている。特に黒人や貧困層などハンデのあ

るグループに対する治療はお粗末だった 1370。イングランドとウェールズでの死亡率は

1980年代後半と 1990年代前半に低下し、1969年にモニタリングを開始して以来、今や

最低となっている 1371。

ぜん息が著しく増大しているかどうかはまだ明らかではないにしても、認知されたぜん

息が大幅に増えているせいで、公共医療予算の負担がどんどん増えている。アメリカで

は、ぜん息の総コストは約 70億ドル、ヨーロッパでは直接費と間接費あわせて 290億ド

ルと見積もられている 1372。今日の西側世界では、少なくとも子供の 10パーセント、大

人の 5パーセントがぜん息に悩まされている 1373。

だから、ぜん息の原因を見つけることも重要だ。ぜん息はかなりの部分が遺伝だ――ぼ

くたちの免疫系が「敏感」か「鈍感」かは、遺伝子がある程度決めるからだ 1374。双生児

の研究により、ぜん息の発生のうち 40 パーセントから 60 パーセントが遺伝によること

がわかった 1375。でも遺伝学は多分、各国間の大きな差は説明できないだろう（例えば図

101参照）。ぜん息の症状は、ニュージーランド、オーストラリア、アメリカ、イギリスの

方が、その他のヨーロッパ諸国より多く発生している。また子供のほうが発症しやすい

――そして女の子より男の子の方が 1376。軽症の子供は大抵大人になると治るけれど、重

症の子は一生苦しむ 1377。

ぜん息の遺伝以外の主因は環境だ。一般に、田舎より都会や町の方がぜん息は多いよう

だ 1378。もちろんこれは、経済状況や栄養状態、ストレスなんかの要因で起きているのか

もしれない。でも都市部への移住者がたくさん調査されたけれど、移住者は田舎に残った

人々に比べてぜん息になるリスクがずっと高いことがわかった 1379。

ここから、ぜん息の増加は大気汚染のせいだと思いたくもなろうというもの。ところ

が、これまで見てきたように、大気汚染は西側世界では、過去 20から 30年にわたって減

少している。結局のところ、汚染はすでにぜん息に苦しんでいる人にとっては事態を悪化

させることもあるけれど、それ自体がぜん息の原因にはならないのだ 1380。実際問題とし

て、湾岸戦争の後で撤退するイラク軍が起こした油井火災のひどい煙さえ、クウェート人

のぜん息比率には何も影響を与えていない 1381。実は、屋外大気汚染の医療面への影響を

調べるために設立されたイギリスの公式委員会は、いささかびっくりするような結論を出

した：「ぜん息の発生について、現存する証拠はほとんどが、外気汚染が原因としての役
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割を担っているという見解を支持するものではない。（中略）イギリスにおいてぜん息は

過去 30年間増え続けてきたが、それが大気汚染の変化の結果である可能性は低い 1382」。

この結果は、ぜん息が一番よく見られるのは先進国だという事実によって裏付けられて

いる。そこでは大気汚染は縮小している。それなのに、大気汚染が拡大している発展途上

国ではあまり見られない 1383。唯一のはっきりした外気汚染による原因は、花粉やカビ胞

子など、既知のアレルゲンである生物学的汚染物質だ。

ぜん息の原因はどうやらむしろ家庭にあるらしい。喫煙者の子供たちは、ぜん息になる

リスクが 2倍だし、タバコの煙は既存のぜん息症状をもっとひどくする 1384。アメリカで

は、ぜん息症例のうち約 380,000は両親の喫煙によるものだと推定されている 1385。ぜん

息患者の相当部分が、デンマークなどの湿った北風の中で繁殖するダニに過敏だ 1386。そ

のような場所ではおおむねぜん息患者が多い。たくさんのダニが繁殖するようになるベッ

ド用シーツをニューギニアのいくつかの部族が使い始めたら、ぜん息の発生率が劇的に上

昇した 1387。これに加えてネコ、ゴキブリ、カビ胞子もアレルギー反応をかなり起こす。

けれどあいにくぜん息件数の増加が、たとえばネコを飼う人が増えたせいじゃないかとい

うことを調べた人はまだだれもいない 1388。

一方、エネルギー危機以来、光熱費を減らすために家の断熱性がすさまじく高まったこ

とはわかっている。今日、屋内の空気は 30年前に比べ入れ替え率が平均で 10分の 1だ
1389。これは室内の湿度をものすごく上げて、イエダニや他のアレルゲンの濃度も大幅に

上げた 1390。さらにふかふかした家具や全床面カーペットも増えたけれど、これはダニに

とって絶好の繁殖地だ 1391。

最後に、人が室内ですごす時間がずっと増えた。ぼくたちは以前に比べてちっとも外出

しない。スポーツをしたりアウトドア活動に参加したりもしない。かわりにテレビゲーム

をしたり、テレビやビデオを見たり、一部の研究者たちが言う室内娯楽文化というもので

時間を費やしている 1392。推定によれば、ぼくたちは時間の約 90パーセントを屋内です

ごす――65パーセントは自宅で 1393。つまり、ますますアレルゲンの濃度が高まってい

る環境で、ますます多くの時間を過ごしているわけで、たぶんこれがぜん息件数の相当部

分について主な説明かもしれない。

残念ながら、ぜん息についてはまだよくわからない要因がたくさんある。最近勢いを増

している説明が、いわゆる「衛生仮説」だ 1394。要するにこれは、ぼくたちが抗生物質や

ワクチン注射によって伝染病を撲滅したおかげで、免疫系は何にもすることがなくなっ

て、バクテリアやウイルスと戦う練習もできなくなったという話。通俗的に言うと、この

せいで免疫系は、特に害のない微生物や物質に出くわしただけで半狂乱に陥るわけだ。多

くの研究結果がこういう発想を裏付けているようだ。多くの感染症に苦しむ（つまり免疫
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系に仕事をさせる）子供は、明らかにぜん息になるリスクが小さい。大家族の一番下の子

たちは、ぜん息になるリスクが兄さんや姉さんより低い。年上の兄弟から多くの感染症を

うつされてきたからだ 1395。新しいイタリアの研究が衛生仮説をもっと直接的に裏付け

ている。この研究によると、細菌に多くさらされた男は呼吸器アレルギーになりにくい

1396。その他いくつかの研究も、はしか、寄生虫、結核をもらうとぜん息のリスクが減る

と指摘している 1397。同様に、2歳までに経口抗生物質を内服した子供たちは、そうでな

い子供たちよりぜん息にかかりやすいと観察されている 1398。新しいドイツの研究は、幼

い頃に何度もウィルス感染を経験した子供たちは、ぜん息にかかるリスクが低いことを示

している 1399。

同時に食事の習慣（例えばファーストフードや塩分の高い食べ物）とぜん息との間にも

関連が見られるものの、それが原因かどうかはまだ確認されていない 1400。未熟児は後に

ぜん息になりやすいという関連も見つかっているから、未熟児の生存率の上昇だって、ぜ

ん息発生率の増加を部分的には説明できるかもしれない 1401。最後に、肥満はぜん息を起

こしやすくするようだ。太った人はますます増えているから、これもぜん息の増加の説明

の一つになるかもしれない 1402。

これだから多くの研究者はだんだん、ぜん息の発症はたぶんライフスタイルの総合的な

変化から生じているんだろうということで意見の一致を見るようになっている 1403。でも

ここで指摘しておくべき大事な点は、ぜん息の増加は環境の悪化のせいだと考えるべき理

由はまったくなくて、むしろぼくたちが家を密閉して、室内でやたら長く過ごし、家の中

に（アレルゲンの発生しやすい）ふかふかした製品をたくさん置くようになったせいだと

考えるべきだ、ということだ。
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地球の 71 パーセントは海の塩水によって覆われている。湖沼は地表のほとんど 0.5

パーセントすらない。こうした湖の半分が淡水湖だ。川は淡水湖地域のさらに 0.2パーセ

ントにすぎない 1404。

どう考えても人類にとっては沿岸水域や川、湖のほうが海よりはるかにずっと大事だ

――主にこっちのほうがずっとぼくたちの暮らしに近いからだ――でもこう考えると、海

はぼくたちが扱うのに慣れている水に比べてどんなに巨大かがわかる 1405。

19.1 海の石油汚染

海洋汚染の話では、トール・ヘイエルダールに触れるのが通例だ。1947年、かれはコ

ンティキ号に乗って太平洋を横断した。何週間もの間、人や船、ゴミを見ることもなかっ

た。一方、1970年の 2回目の探検で大西洋をラー II世号でわたった時、かれは「魚より

はるかに多くの廃油ボールを目撃した」。ヘイエルダールは「私たち皆にとってはっきり

したのは、人類は最も重要な水源、惑星地球のなくてならない浄水場である海洋を汚染し

つつあるのだ、ということだった 1406」とまとめた。

でも海は実に信じられないほど広いので、ぼくたちのこれらへの影響は驚くほどセコい

――海洋は 1, 000, 000, 000, 000, 000, 000, 000リットル以上の水から成る 1407。国連の海

に関する総合評価の結論は「外海はまだ比較的きれいだ。低レベルの鉛、合成有機化合

物、そして人工放射性核物質は、広く分布はしているものの、生物学的には重大なもので

はない。石油流出やゴミは海上輸送路にはよく見られるが、現在では外海水域に生息して

いる生物界にあまり影響を及ぼしていない 1408」。実は、ヘイエルダールが非常に懸念し

ていた廃油ボールは今じゃずっと減少しているのだ。1985年に海洋の石油汚染源のほぼ

60 パーセントは、定期タンカーの輸送作業によるものだった。ちなみに 20 パーセント

はぼくたちがテレビで見かける、よくある海上への石油流出が原因となっている。約 15
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図 102: 世界の大きな石油漏出の件数 (黒線、700トン以上の漏出) と石油漏出の総

量 (棒グラフ)、1970–99。最大の漏出 3 つが明記されている（1979 年のアトラン

ティック・エンプレス号、1983年のキャスティーリョ・デ・ベルバー号、1991年の

ABT サマー号）。ちなみに 1989 年のエクソンバルディーズ号の石油流出は、規模

としては史上 20番目でしかなく、Atlantic Empress　のたった 8分の 1 だ (本文

も参照)。出所: ITOPF 2000.

パーセントは海底の石油の自然漏出や堆積物の侵食だ 1409。

定期船による石油汚染は、タンカーがタンクが空荷で航行するときに、バラストがわり

にタンクに海水を入れて使うせいだ。おかげで油の残留物がバラストがわりの水と混ざ

り、石油積み込み地に着いたらこれが港に流し出されてしまう。いくつかの国際協定が定

期タンカーによる石油汚染を規制し、かなり減らした。法律によって、バラストの水処理

に新技術を義務づけたのだ。例えば、水と油が分離することを利用したり（到着したとき

には、底の水の層だけを排出するようにする）、タンク内に最後に残った石油を除去した

り（水の代わりに油でタンクを清掃させる）、港の廃棄処理施設の改良、そして最後には、

水用のバラストタンクを別に用意することを義務づけることで 1410。

自然の石油は油脈上の海底のひびから漏れ出している。驚くかもしれないけれど、人類

による石油開発のおかげでこういう油のくぼみにかかっている圧力は緩和され、たぶん自

然の石油漏出は減ったはずだ 1411。でも、これらの石油汚染の原因 2つは、どっちも長期

的にきちんと記録されていない。
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図 103: アメリカ水域で流出した石油量、1970–98。出所: CEQ 1993:421, USCG 19991416.

でも国際統計のおかげでぼくたちがよく知っているのは、事故による石油流出が時間

とともにどう変化したかだ。図 102は主なタンカー事故数と石油流出量を示している。80

パーセントを大幅に上回る石油流出が大事故によるものだ 1412。かなりはっきりしてい

るのは、事故による重油流出件数は、時間とともに減ってきていることだ。1980年以前

には、年平均 24 件の大事故があったのが、1980 年代には年平均 9 件ほどになり、1990

年代にはたった 8件だ。同じように、石油流出量は 1970年代には年平均 318,000トンほ

どだったのが 1990年代には 110,000トンへと低下した 1413。アメリカだけで見ても、図

103で明白なように、石油流出量は同じく減っている。ここでは 1970 年代には年平均石

油流出量は 1,430万ガロンだったのが、1990年代にはたった 260万ガロンにまで下がっ

た 1414。

とはいえ、ほとんどのタンカー事故は陸近くで発生し、大規模流出は現地の動植物に影

響を及ぼす。よくあるテレビニュースのシナリオはもうお馴染みだろう。7時のニュース

で、目の前で息絶える油まみれの鳥、黒い重油におおわれたアザラシ、環境破壊を防ぐた

めのなりふりかまわぬ重油回収作業、その後の巨額の請求書 1415。でも一部の報告は、こ

ういう努力がそのための高額な出費に見合うかどうか、疑問を持ち始めている。

アメリカ連邦議会のために行われた報告は、2つの石油掘削装置の事故と、タンカー事

故 4件について調査した。これによると、確かに海洋生物は当初は大打撃を受けたが「ほ

とんどのケースでは、個体数の回復は迅速だった 1417」。生態系への影響と経済的被害は

「比較的軽く、判断のつく限りではかなり短期間にとどまった 1418」。
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報告書が指摘したように、油は自然物質で、少し時間が経てばほとんどの石油は蒸発す

るか、生物学的・化学的に分解するか、あるいは比較的無害なタールの塊を形成する 1419。

これは 1993年にイギリスで起きた、ブラーエル号による石油流出の追跡調査でも確認さ

れている。ここでは公式の測定プログラムによると「1994年になる頃には、（汚染）レベ

ルは汚染現場から離れた場所で見られるのと同水準にまで低下した 1420」。連邦議会の調

査報告の刊行と同時に、権威ある雑誌『サイエンス』は科学者数名に意見を求めた。この

問題が大いに議論の的となっている話なので、彼らは自分の名前を公表したがらなかった

けれど、この報告の主要な結論にはみんな同意した。石油流出の話では相当な過剰反応が

見られ、油の回収に費やすお金は他の場所でもっと有効に使える、というのがその結論だ

1421。

石油汚染で一番ひどい打撃を受けた場所の 2つでも、同じ様な構図が見られる。湾岸戦

争後のペルシャ湾とエクソン・バルディーズ号座礁事故後のプリンス・ウィリアム湾だ。

19.2 ペルシャ湾の石油

1991年の湾岸戦争の撤退のとき、サダム・フセインはクウェートの精油所に、ペルシャ

湾に 600万から 800万トンの石油を放出しろと命令した。これは世界最大規模の海洋石

油汚染事例だ 1422。1992年の湾岸レポートで、グリーンピースはこれを「前代未聞の大

惨事」と呼んだ。「サウジアラビアと南クウェートの沿岸浅瀬地域にすさまじい被害が生

じている。（中略）こういう地域の動植物は、浅いペルシャ湾の生態系の存続に不可欠だ。

こうした根元的なレベルでの環境的障害は、生態系全体に影響を及ぼす。それはしばらく

経ってからやっと表面化するようなものであり、直近の現場より少し離れたところで起き

る可能性もある 1423」。この「環境に対して下された破壊的な一撃は、今後長期にわたり

人間生活への影響を増す」ものであり、それでもこうした出来事はきたるべき「長期的問

題 1424」の前触れにすぎない、とのこと。

他の初期の報告は、同じように大規模な海洋の絶滅を唱え、ペルシャ湾の将来的な回復

について悲観的な予測を出した 1425。バーレーンの厚生大臣は、石油帯が「現代最大の環

境危機」であり「この地域の野生生命の終わりかもしれない 1426」と主張した。結果とし

て、70人の海洋科学者たちによるタスクフォースが、EUとサウジアラビアの環境委員会

と一緒に、被害を図示して状況を評価する広範囲な調査を実施した 1427。

1994年に中間報告が出た。結論は基本的に明るかった。海洋の動物たちは「最も楽観

的な専門家が予想したよりはるかに健康だった 1428」。それでも沿岸地域はもっと手痛い

打撃を受けていたが、それも今や「ほとんど回復した 1429」。沿岸の潮汐地帯上部はきわ

めて大きな打撃を受けていて、他の同様の地域に比べるといまだに動物生命はずっと少な
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かった。それでも一般に「回復に向けての動きが見られ、種の多様性と個体密度は増大し

つつある 1430」。

IAEA（国際原子力機関）の海洋生物学研究所も、1992年に同じ結論に至った。かれら

はペルシャ湾で石油の跡を調べて、たった 4ヶ月で「流出した石油はかなりの部分が分解

された」と結論づけた。ついでにかれらが水質を分析したところ、アメリカやイギリスな

ど他の沿岸部に比べても石油残留物が特に多いわけでもなく、バルト海に比べれば石油残

留物はかえって少なかったということがわかった 1431。こういう発見は後の研究でも確認

されている 1432。

1995年に終了した最新のレビューもまた、着実な生物学的回復を示している。深い沿

岸の生物相は 15から 80パーセントの多様性の低下に苦しんでいたし、浅い沿岸の生物相

は 1991年の終わりまでにほとんど 100パーセントの多様性低下となっていた。それが深

い沿岸は 100パーセントに戻り、浅い沿岸は 71から 100パーセント元通りになった。沿

岸の最上部は、1995年の同様の非汚染沿岸部に比べて 83から 100パーセントの水準にま

で回復していた 1433。

ペルシャ湾の石油汚染は世界でかつてなかった最も広範なものだったし、たくさんの動

物の生命が犠牲になった。でもこれは人々が怯え、予測したような長期にわたる生態系の

大惨事にはならなかったのだ。

19.3 エクソン・バルディーズ：相変わらず大惨事なのか？

1989 年 3 月 24 日 0 時 4 分、オイルタンカー、エクソン・バルディーズ号がアラスカ

のプリンスウィリアム湾に座礁した。タンカーは 100万バレル以上の石油を積んでいた。

この船は総計 266,000バレルの石油を流出し、史上 20番目にひどい事故となった――ペ

ルシャ湾の事件に比べて 25分の 1の事故だ 1434。この事故は、環境への配慮を欠いた強

欲な大企業が起こすエコロジー上の大災厄のシンボルとなった。アメリカの若者に対す

る世論調査によると、エクソン・バルディーズ号は「彼らの最大の懸念事項―――惑星の

居住可能性を象徴している 1435」。10年たった今も、多くのアメリカ人はエクソン・バル

ディーズ号の名前を覚えているし、66パーセントが海岸や海水がまだ相当汚染されてい

ると信じている 1436。

エクソンは事故とのつながりで 35 億ドルほど支払った。重油回収作業のために 21 億

ドル、復旧のために約 10億ドル、地域の漁師たちに 2億 5000万ドルほど。ちなみに集

団代表訴訟は懲罰的損害賠償金として 50億ドルを支払ったが、上訴となり未だに審議が

続いている 1437。

多額の金がからんでいるので、エクソンも政府当局も独自に科学的調査を行っている
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1438。いわゆる公僕の信託協議会は、復旧作業のために 9億ドルを管理している 1439。か

れらは 2006年までに石油による損害をもっと見つけたら、追加で 1億ドルもらえる。だ

からかれらのレポートがすごく楽観的なものになることはたぶんあり得そうにない 1440。

信託評議会の 2000年の年次報告は、損害と将来の見通しについて検討していた。

エクソン・バルディース号の石油流出は、海岸線 300キロほどを重度に汚染し、さらに

全海岸線 14,400キロのうち 1,800キロほどを軽度に汚染した 1441。石油流出は 300頭の

ゴマフアザラシ、2,800匹のラッコ、250,000羽の海鳥、250羽の白頭ワシや、おそらく

22頭のシャチを殺したと推計されている 1442。これは勿論ひどい損害だ。が、これも全

体像の中で考える必要がある―――エクソン・バルディーズ号の惨事による総計 250,000

匹の鳥の死は、アメリカでたった一日のうちに窓ガラスにぶつかって死ぬ鳥の数より少な

い。あるいはイギリスで飼い猫に殺される鳥二日分より少ない 1443。

この報告はまた、個々の種の状態についても調べていて、生態の崩壊とはほど遠い状態

だということがはっきりしている。カワウソは基本的に回復した 1444。ラッコについては

「回復が進んでいるのは明白だ 1445」。アザラシの 13パーセントほどは石油流出で死んだ

し、その個体数の減少は 1973年――エクソン・バルディーズ号座礁事故のずっと前――

から始まっていて、いまも続いている 1446。白頭ワシは「回復した」。36頭から成るシャ

チの群は、石油流出事故の後 2年間で 13頭が死んでしまい、1989年以来、アラスカ湾に

生息するシャチの個体数は増えているけれど、協議会はシャチは「回復していない」と分

類している。この群れは 1996 年以来 2 頭増えただけで、「自然の再生産でこの損害分を

埋め合わせるには何年もかかると考えられる 1447」からだ。

太平洋のニシンの数は 1992 年まで増える一方だったが、その後暴落した。おかげで、

個体数の激減は石油流出のせいだという強い非難が起きた 1448。でも今日では、この激減

がウィルスと細菌感染によって生じたことがわかっている。とはいえウィルスと細菌感染

が起きたのは、魚がストレスのせいで弱っていたせいかもしれず、そのストレスは実は、

エクソン・バルディーズ号座礁事故と関係があるのかもしれない 1449。

他の生物種もいくつか検討され、好調なのもいれば、不調なのもいるけれど、全般的な

印象としては、大した損害は出ていないというものだ。報告ははっきりした結論を出すの

を控えている。でも、『サイエンティフック・アメリカン』は信託評議会の科学者数人に、

復旧作業についてインタビューをした。アラスカ環境庁のアーニー・パイパーはこう述べ

た：「生態系は多くの意味で、われわれとしては信じがたいほどはるかに回復力に富んで

いるように思えます。そうは言っても石油流出や重油の除去作業による消し去れない影響

は存在します」。信託基金のベテラン科学者ロバート・スピーズは「状況は回復している

と思います。どのリソースを見るかによってまだ変動はありますが 1450」。
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アメリカ海洋大気庁（NOAA）は油の回収努力に深く関与していて、プリンスウィリア

ム湾は実際に回復したのかどうかを自問自答しながら 10年間の総括を行った。「その答え

は文句なしの『イエスとノー』である。一方では（中略）現場や研究室や、その他統計理

論の前線での作業によれば、イエス、確かにわれわれの調査している多くの潮間帯生物コ

ミュニティは、各種の基準から見て回復したと言える。だからといって、アメリカ史上最

悪の石油流出の痕跡が全てなくなって湾は回復したということか？　ノー、必ずしもそう

とは言えない」。それでもかれらは「プリンスウィリアム湾が、流出とその後の大騒ぎか

らこんなにも回復したことに感激して」おり、「私たちはプリンスウィリアム湾が立派に

回復途上にあると考える――が、まだ完全には回復していない 1451」と結論づけている。

他の科学者たちは、こんなにあれこれ言い逃れをしてまわったりはしない。コロラド州

立大学のジョン・ウィーンズは、「石油流出によって海鳥個体数は壊滅したりしなかった

のが明らかだ」と述べ、「石油流出は海鳥に対し、永続的または壊滅的な長期的影響をほ

とんど及ぼさなかったようだ 1452」と述べる。エドワード・ジルフィランはエクソン社の

ために大規模な科学調査を実施した。彼が言うには、「早くも 1990年には地域の 73から

90パーセントが元に戻った 1453」。

信託評議会からの一番はっきりした声明は、1999年に事務局長モリー・マクキャノン

が「生態系は着実に回復に向かっているが、個々の個体数への長期的な影響は、完全に癒

えるまでには何十年もかかるかもしれない 1454」と述べたものだろう。

たぶんもっと驚くのは、NOAAの公的調査によって、もとの重油回収作業がひょっと

するとかえって害になったようだと示されたことだ。もとの石油の約 20パーセントが蒸

発し、50パーセントが分解し、12パーセントが固まりになって海底に沈み、3パーセン

トほどがまだ無害な固まりとして海岸に残っているという推計が出されている 1455。さら

に 8 パーセントが水面から除去され、6 パーセントが海岸から除去された。しかしなが

ら、湾岸を高圧力の水噴射で洗ったために、多くの海洋生命を奪うこととなった。実験の

ために浜辺の一部では除去作業が行われず、そうした箇所の海岸の生物はたった 18ヶ月

後に戻ってきたけれど、除去作業をした海岸では 3年から 4年は戻ってこなかった 1456。

石油の専門家は除去作業が始まった最初の数ヶ月間に、幾度となくそうなるよと述べてき

た――が、無駄だった。状況についての一般の見解と一致しなかったからだ。つまり、除

去作業は何がなんでも動物たちにとってよいにちがいない、という見解だ 1457。『サイエ

ンティフック・アメリカン』に書かれたように「大衆は動物たちを救いたいと願っている

――カワウソ一匹あたり 80,000ドル、ワシ一羽につき 10,000ドルかけて――救出による

ストレスが、当の動物を殺してしまっても 1458」。

結論として、アラスカのその時点での生物学的な損失は大きかったとはいえ、それはア
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メリカで一日に起こる窓ガラスへの鳥の衝突死、あるいはイギリスでの飼い猫による鳥の

死亡 2 日分と同じくらいだった。別の示唆に富む比較として、汚染全体はアメリカで毎

年モーターボートによって生じる汚染の 2 パーセントより少なかった 1459。最後に、関

係者一同は皆、湾はほとんど完全に回復したか、あるいは数十年以内に元通りになるだろ

う、ってことで意見が一致している。

除去作業の金額は総額 20億ドル以上で、これはおそらく自然環境を修復するよりむし

ろ、もっと害を与えたに違いない。事故後の数年で、ほとんどの地域には生き物がたくさ

ん戻っていた。ジェシー・ウォーカーが『リーズン』誌で説明したように「湾が回復した

とすれば、それはほとんどすべてが自然の過程のおかげだ。人間による重油回収作業は金

くい虫以外の何ものでもなかった 1460」。

これはもちろん、石油流出がきわめて不幸な事故じゃないってことではない。しかしな

がら、これは連邦議会ですら提起してた疑問を強調するものではある。つまり、あの 21

億ドルにはもっといい使い道があったんじゃないかってことだ。

19.4 沿岸の海水汚染

人間について言えば、海水について最も大事な水質指標は健康リスクの大きさだ。バク

テリア、ウィルス、原生動物、菌、寄生虫による汚染水は、耳や肌に触れると感染を起こ

すし、汚染された海水を飲み込むと呼吸器疾患が生じることもある 1461。こういった病原

体は一般に温血動物の腸内にいて糞便に混じって排出される。

存在しそうな無数の病原体について全部存在を分析するのは、しばしばものすごく難し

い。だから多くの規制は汚染水の指標として、容易に分析できる糞便の細菌（腸内細菌、

腸球菌そして大腸菌）の濃度を使う。かつて汚染水は下水垂れ流しからくるものが一番多

かった。だが今日ではしっかりと整備された下水処理のおかげで、汚染はほとんど下水の

氾濫や嵐時の汚れた雨水の流出のせいだけになった 1463。

概して、海水の状態は迅速な改善を見せている（図 104）。1987 年、イギリスでは 30

パーセントの浜辺が汚染されていた。ところが 2000年には、その割合はたった 5パーセ

ントに落ちた。デンマークでは海岸の 14パーセントは 1980年の健康基準に違反してい

た。だが、1999年その割合は 1.3パーセントに低下した。EUでは平均割合の下落はもっ

と早い――1992 年、ヨーロッパの浜辺の 21 パーセントが汚染されていたけれど、1999

年には汚染されたのはたった 5パーセントだ。人類にとってこれは、今やイギリス、デン

マーク、ECのその他諸国の海岸で泳ぐのは安全だと言うことを意味している。

浜辺の汚染について、アメリカでは残念ながら同じような数字がない。測定基準が

地域ごとに設定されているからだ 1464。1988 年以来、全米資源保全評議会 (Natuinal
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図 104: イギリス (1980–2000)、デンマーク (1980–1999)、EU 平均 (1992–1999)

の地域規制、あるいは EU の規制に違反しているビーチの割合。イギリスは 1986

年 (27 ヶ所) から 1987 年 (360 から 463 ヶ所) に調査対象ビーチ数を大幅に増や

し、実質的に指標自体が別物になってしまった。デンマークの指標は糞便の細菌

だけを基にしている（だから他より低い）。一方イギリスや EU 平均は EU の海水

浴水質基準（エンテロ・ウイルスやサルモネラ感染源を測定、EU 1975）に基づい

ている。出所: UK EA 2000, EU 2000b, DK EPA 1994:66,1996b:67, 1997b:67,

1999, 2000.1462

Resources Defense Council) は、ますます多くの州に対してビーチ閉鎖数を問い合わせる

ようになった。閉鎖数は 1988年に 484だったのが、1998年には 7,236へと増えた 1465。

これは多くの機関、例えば環境品質評議会 (Council of Environmental Quality) などに

よって、汚染された浜辺がどんどん増えている証拠だと受け取られた 1466。しかしなが

ら、データはそういう結論を裏付けるものじゃない。というのも全米資源保全評議会は、

データを問い合わせる州の数を増やしているからだ――1988年には 7つの州だったのが、

1998年には 23の州に問い合わせている。さらにモニタリングと海水浴場閉鎖は地域ごと

に判断されるし、時間的に見ても実施方法に一貫性はない 1467。全米資源保全評議会は注

意書きでこの点を警告している。「この閉鎖データをもとに、州同士の直接比較を行った

り、時系列でのトレンドを見たりすることは不可能である 1468」。

他方で、海は食べ物、主に魚介類の源でもある。すでに漁業の問題については論じた

けれど、海産物の質だって極めて重要だ。図 105は DDT、ポリ塩化ビフェニル (PCB) 、

ディルドリン、カドミウムのような有毒物質の濃度が沿海ですさまじく急落したことを示

している。1973年以来デンマークでは、海水魚中の DDTと PCBは 90パーセント以上
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図 105: 魚貝類内の沿岸汚染物質濃度、デンマークの指標 (1973–1992) とアメリカ

(1986–95)。デンマークのデータはタラの肝臓中の DDT や PCB の平均濃度を示

す。(1973年＝ 100パーセント)。アメリカのデータはムール貝の中のDDT、PCB、

ディルドリン、PAH (1986年=100パーセント), ブチルすず (1988=100パーセン

ト), カドミウム (1989 年＝ 100 パーセント) の平均濃度を示す。出所: DK VFA

1994:78, NOAA 1998.

減少している。残念なことに、イギリスはまだ長期の汚染傾向を測定する計画を開始した

ばかりで、結果は 2002年までは出ないとされる 1469。イギリスにおけるタラの肝臓中の

DDTと PCBの短期分析は、デンマークのものと同じ減少傾向を見せている 1470。

アメリカはムール貝観察プロジェクトを通じて海洋環境の質を評価しようとしている

1471。軟体動物中の汚染物質の計測はなかなか賢明だ。これらはじっとしていて容易に採

取できるし、汚染物質濃度は周囲の濃度に比例しているからだ 1472。残念なことに、こ

のプログラムは 1986年からやっと稼動し始めた。それでも過去 9年間にわたり大幅な減

少が見られる。カドミウムについて 28パーセント、DDTが 36パーセント、ポリ塩化ビ

フェニル (PCB) について 48パーセント、ディルドリンが 56パーセント、多環芳香族炭

化水素（PAH）62 パーセント、ブチルすず 86 パーセントの減少だ。アメリカの最新の

State of the Coastal Environment は、多くの汚染物質濃度は低下していて、増加し続け

ているものは一つもない、と結論している 1473。
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19.5 沿岸水の窒息

もちろん、沿岸水域は多くの動植物の住処でもある。こういう生物の福祉はそれ自体で

検討する価値があるかもしれない。ここではタンパク質供給源としての海洋生命体や、人

間の娯楽用の水という観点で見ているのではない。当の動植物の福祉について、その動植

物自身にとっての価値、あるいはその直接的な奢多的価値――つまりそいつらが「単にそ

こにいること」の影響――をわれわれが享受するという観点から意図的に検討してみよう

というわけだ。

一番目立った問題は、世界のあちことで起こっている酸素欠乏―――いわゆる低酸素

状態―――と藻の繁殖（赤潮）だ。これらはニューヨーク州のロングアイランド湾から、

カリフォルニアのサンフランシスコ湾、ルイジアナ沖のメキシコ湾からバルト海、黒海、

オーストラリアのクイーンズランド沖まで各地で起こっている 1474。どうやら過剰な栄養

素が農地から流れ出て河口、湾に流出し、藻類を繁殖させ、そしてこれらが腐るとき、低

酸素状態を発生させるようだ。生物学者が言う富栄養化という状態だ 1475。こういった状

況は、世界の沿岸部について国連の大きな懸念事項として採りあげられた 1476：

栄養素―――主に硫黄化合物だが、ときにはリン化合物も――の流入が上昇して

おり、富栄養化の生じている地域も拡大している。これに伴い。高頻度で異常な規

模のプランクトン繁殖と過剰な海草の成長が見られる。沿岸水域への主要な栄養源

2種類は、排出下水と肥料を使った農地や集約家畜飼育からの農業廃水である 1477。

問題は「指数関数的に 1478」拡大しているとよく言われ、国連の Global Environment

Outlook 2000 では――ちょっと信じがたいことだけれど――これが地球温暖化に匹敵す

る問題だとうたわれている 1479。だから、窒素の問題はあるにしても、まずその規模と重

大さの感触をつかむことが大事だ。このためにはちょっと寄り道をして、地球の窒素サイ

クルやブルー・ベビー (青色児)、そしていくつか他の窒素の影響についての説明が必要に

なる。

窒素は生命にとって不可欠なほど重要だ。タンパク質の 16 パーセントは窒素だし、

DNA、酵素、そして植物の葉緑素にとっても欠かせない要素だ 1480。窒素は空気中には

豊富にあって、空気の 78パーセントは N2 だけれど、こういう大気中にある形だと植物

には利用不可能だ。だから植物は、化学的に利用できる形で窒素を固定できるバクテリア

にほぼ完全に依存している 1481。窒素の固定は結構時間がかかるし、収穫ごとに失われた

窒素分を補給しなきゃいけないから、窒素は実質的に収穫高の上限を決め、つまりは食糧

生産に上限を設けていることになる 1482。
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1800年代、チリの硝石やペルーのグアノを輸入することで、ヨーロッパではこういう生

産の上限はちょっと上昇した。でも窒素肥料を使って収量を劇的に上げられるようになっ

たのは、1908年にドイツのフリッツ・ハーバーがアンモニアを合成し、1914年にカール・

ボルチが工業生産プロセスを完成してからのことだった 1483。技術革新のおかげで生産に

必要な電力が 90パーセント削減され 1484、安い肥料が緑の革命への道を切り開いた。そ

の結果として、図 106であきらかなように、1960年から 1998年にかけて肥料使用は 7倍

にも増加した。

とはいえ大事な点として、肥料使用は恐れられていたのとはちがい、指数関数的に増大

を続けたわけじゃないことにご注目。アメリカと西欧の増加率を見ると、肥料消費の総量

は頭打ちになった。これは成熟した技術ではよく見られることだ 1485。そして養わなけれ

ばいけない人口が相変わらず増加している発展途上国でも、上昇率はいまだにプラスでは

あるけれど、でも鈍ってきていて、年 15パーセント成長からたった 5パーセントの成長

に下がっている。

肥料以外にも、バイオマス生産（大豆、豆、アルファルファなど、従来の植生よりもは

るかに多くの窒素を大気中から固定する豆科の作物が蒔かれてた畑）も増えているし、化

石燃料の使用も窒素サイクルをさらに拡大させている。肥料は追加の窒素放出の大部分

（約 57パーセント）を占め、次がバイオマスの増加分で 29パーセント、残りが化石燃料

による 14パーセントだ 1486。全体として、この窒素放出は自然の窒素固定とほぼ同じ規

模なので、地球の利用可能な窒素は実質的に倍増したわけだ 1487。

合成肥料のおかげで食糧生産を大幅に増すことができるようになった。このためス

ウェーデン王立科学院は、1918 年にフリッツ・ハーバーにノーベル化学賞を授与した。

ハーバーが「農業の水準と人類の福祉を改善するためのきわめて重要な手段」を創造した

こというのがその理由だ 1489。

今日、作物の窒素の 40パーセントが合成肥料からのもので、人間のタンパク質消費の

3分の 1が合成肥料に依存していると推計されている 1490。さらに、肥料は少ない農地で

たくさんの食糧生産を可能にしてくれる。だからこそ、農地面積はたった 12パーセント

しか増えなかった 1960年から 2000年にかけて、地球人口は倍増できて、しかも食糧事

情は改善できた 1491。

これを 1700年から 1960年にかけて農地が 4倍に増えたのと比べてみよう。これはも

ちろん広大な森林や草原を開拓したことで実現された 1492。要するに、1960年以降の肥

料供給量のおびただしい増加は、他の自然生育環境に対して人類が極端に圧力をかけずに

すむようにしてくれたわけだ。肥料使用が 1960年の水準にとどまっていたら、最低でも

現在より 5割増しの農地が要る 1493――これは、全地球の森林のほとんど 4分の 1を耕作
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図 106: 世界の肥料使用 1920–99と、アメリカ、西欧、発展途上国での肥料利用成

長率 1961–991488。出所: Smil 1990:426, IFA 2000.

地にするのに相当する 1494。今後 2070年まで肥料使用を放棄するとしたら、100億人を

もっとよく食わせるための必要農地は、地球にますます多くを要求することになる――あ

る研究では、地球表面積の 210パーセントの農地が必要になるとされる 1495。これは不可

能だ。つまり合成肥料は、世界を養う一方で他の生物種のために十分な場所を残しておく

のにきわめて重要だったし、今後はもっと重要になる。でも、地球上で使える窒素の量を

倍増させたことで、問題も生じた。

一番良く引き合いに出される窒素の問題は、さっき述べた酸素欠乏と富栄養化の問題

で、この問題はまったく深刻だ。1997年、アメリカ EPAは酸素欠乏の原因と影響につい

て調査し、可能な対策を示すためのタスクフォースを作った。NOAA (米国海洋大気庁)

とホワイトハウスの科学技術政策局主導で、多くの大学や連邦及び州の科学者たちが『低

酸素評価報告書』を完成させた――ずっしりした 6巻の評価書と、それをまとめた要約版

1冊で構成されている 1496。以下の議論の大半はこの評価報告書からのものだ。

世界中で低酸素のあるいは酸素欠乏状態の地域がたくさん確認されている 1497。これは

当然ながら、その地域の深海や海底に影響を及ぼしている。酸素レベルが落ちると、泳げ

る生物 (魚、カニ、エビ) はその海を去ってしまうし、残された生物は大きなストレスを

受けるか死んでしまう 1498。低酸素水は昔からずっとあったけれど、過去 50年から 100

年間にかけて増えて来たようだ 1499。その原因として思い当たるのは富栄養化――人類の
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活動によって増加した窒素排出だ 1500。

アメリカ沿岸、というか西大西洋全域で最大の低酸素水域は、ルイジアナ州沖のメキシ

コ湾北部だ 1501。1985年に測定が始まって以来、ほとんど毎年夏になると 10, 000km2 ほ

ど――ニュージャージー州ほどの大きさ――の水域が低酸素状態になることが観測されて

いる 1502。1985年以前については系統的な計測はないし、1970年代初め頃の観察はさら

に少ないとはいえ、データを見る限りでは今世紀中ずっと、ある程度の酸素欠乏は起こっ

ていたようだ 1503。とはいえ沈殿物のサンプルから数々の酸素指標を検討してみると、低

酸素状態が特に 1950年以来増えたという推定が妥当らしい 1504。

酸素欠乏の結果というのは、もちろん海底に住む生物の一部か全部が死んでしまうとい

うことだ 1505。これは生物種の構成が、大きくて長生きする生物から小さくて短命な生物

へとシフトする結果ともなる――死ぬリスクが高いんだから、酸素があるうちにやること

を一通りやっとこう、というわけだ 1506。これはつまり、微生物が増え、無脊椎動物が減

り、種の多様性が下がるということでもある 1507。でも、エビは短命の種を主に食べて

いるから、小さい短命な生物へのシフトのおかげでかえって恩恵を被っているかもしれ

ない。

人類にとって最も重要なこととして、魚とエビの水揚げ量と低酸素状態の間には、どう

やら関連がないらしい 1508。さらに『低酸素評価報告書』は（栄養素の増加のせいで）バ

イオマス全体が増加したか、あるいは（季節ごとの絶滅のせいで）1509 バイオマスが減少

したかどうか判断できていない。実はこの報告書は、栄養分が多少増えるとかえって漁業

ストックが増えた様子さえあると記述している 1510。

図 107は、アメリカの分水界における窒素の発生源の概要を示している 1511。28 パー

セントという最大の影響は、湿地帯や都市、森林地、不毛地のような非農業地からの流出

による。肥料は窒素負荷量全体の 22 パーセントほど、そして畜産業はさらに 14 パーセ

ントほどを占めている。大気からの降下が 16パーセントを追加している。一方、市の汚

水処理場のような点状の窒素源はたった 0.8パーセントにすぎない 1512。でもこの配分は

地域によって大きくちがう。メキシコ湾の場合には、大気からの窒素は少なく、栄養素の

高さは主にミシシッピ川流域からきている 1513。ここでは肥料は窒素負荷量全体の約 50

パーセントを構成している。他の水源からの流出は 23パーセント、家畜の飼育 15パーセ

ント、点状窒素源 11パーセントほど 1514。つまり、ここの富栄養化の大部分は農業肥料

が原因だ 1515。

もし窒素負荷量削減のために何も手を打たなかったら、メキシコ湾の現状は今後も続く

だろう。肥料使用と他の窒素源は 1980年から頭打ちになっているようなので、現在の低

酸素状態は悪化しないまま続く 1516。メキシコ湾の窒素負荷量を 1950年以前の水準に戻
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図 107: 連続したアメリカ合州国における各種発生源からの流入窒素量比率、メジア

ン値。こうした値は地域ごとに大幅に異なることに注意。これらはメジアン値なの

で合計は 100パーセントにならない。出所: Smith and Alexander 2000:7.

したいなら、窒素流入を 40パーセント減らす必要がある 1517。これをやっても、湾で低

酸素状態が起きなくなるってことじゃない。すでに見て来たように、低酸素状態はときど

き自然にだって起きるんだから。それでもいまよりはかなりまれになるだろう。モデルに

よれば、これほど意欲的ではない 20パーセントの削減だと、影響も小さいけれど、それ

でもなお酸素レベルを 15から 50パーセント改善できて、酸素欠乏は減らせるけれど、自

然の背景レベルには戻せない 1518。

『低酸素評価報告書』は窒素負荷量を削減する 2つの主要な方法を指摘している。まず、

農地での肥料の使用を減らすことができる。これは肥料そのものを減らしたり、施肥や管

理を改善したり、代替作物を採用したり排水溝の間隔を広げればいい 1519。次に、河岸地

帯や湿地帯を作れば窒素負荷量は減るだろう。水と窒素化合物がこういう地域を流れると

き、いくつかの微生物による処理でかなりの窒素化合物が N2 に戻り、それ以上植物に利

用できなくなるからだ 1520。

しかしながら、窒素負荷を 20パーセント減らしたいなら、肥料の使用を 20パーセント

削減しただけじゃ不足だ。肥料を 20パーセント減らすと、農民は農業のやり方を変える

ことになる――肥料が少ない作物に切り替えたり、窒素を固定しやすい豆科の作物をもっ

と育てるようになるだろう。だから肥料を 20パーセント削減しても、窒素負荷量は 10.3
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パーセントしか減らない 1521。実はまともに 20パーセント削減したいなら、肥料使用は

45 パーセント削減が必要だ 1522。するとトウモロコシ価格は 28 パーセント上昇し、大

麦、麦、小麦の価格は 12–14パーセント上がる 1523。同時に、こうした値上がりはアメリ

カの他のところで生産量の増大をもたらし、そうした地域での窒素の浸出を 7.6パーセン

ト増やしてしまうだろう。さらに、土壌流出がミシシッピ川流域でもその外でも加速して

しまうことがわかっている 1524。総コストは毎年 29億ドルとなり、これは上昇した価格

を通じてもっぱらアメリカの消費者が負担することになる。

『低酸素評価報告書』はまた、ミックス政策なるものを検討している。これは 20パーセ

ントの肥料削減と 2万 km2 の湿地建設を組み合わせたものだ 1525。この解決策は窒素負

荷量を約 20パーセント減らすだろう 1526。でも、これまた 4–10パーセントの食糧価格

上昇を招く。さらに窒素負荷量をどこか他の場所でわずかに増やすだろうし、土壌侵食を

いたるところで増進させるだろう 1527。主要な問題は上昇した食糧の価格や湿地にかかる

お金による 48 億ドルの年間コストについてだ 1528。『低酸素評価報告書』の推計による

と、湿地保護プログラムが 5倍に増えることで、娯楽の魚釣りや「それがそこにいるとい

う安心」の価値が、ミシシッピ川流域の人口に対し、年間 28億ドルの便益を追加で与え

るそうだ 1529。合計すると、肥料 20 パーセント削減と 2 万 km2 の湿地というミックス

政策のコストはちょっとばかり安い年間 20億ドル、ということになる。

すると問題は、提案された 20–29 億ドルの年間コストのかわりに何をぼくたちが得ら

れるかということだ。もちろん窒素負荷量を 20パーセント減らすことで、湾の酸素欠乏

は自然レベルには戻らなくても緩和はされる 1530。結論としては、これは水産業に目に見

える差をもたらさないとされる。「ミシシッピ川流域からの窒素負荷量削減による湾の漁

業への直接的便益は、よく言っても限られたものでしかない 1531」。他に 2種類の便益が

残っている 1532。まず、低酸素状態が改善されると、メキシコ湾でレクリエーションとし

ての魚釣りをする機会が増える可能性はある。でもこれは考えにくい。商業上の漁業には

影響がないんだから、娯楽用の釣りだってよくなるとは思えない。次に、ルイジアナ沖の

沿岸で被害を受ける海底生物が減ることからくる「それがそこにあるという安心」の便益

がある。つまるところ、こういう生物を救うコストは、図 108が示すように、年間 20億

ドル強。メキシコ湾の低酸素状態に手をつけるかどうか検討するにあたり、明らかな民主

主義的問題は、この 20億ドルには別のもっといい使い道が考えられるんじゃないかって

ことだ。

もちろんぼくたちは、何かが間違っているなら、例えば肥料の使用がメキシコ湾で生き

物をたくさん殺してしまうなら、何か手を打つべきだと考えることに慣れている。これは

気高い姿勢ではある。でもぼくたちの行動が他人に影響を与え、断固たる行動が手助けと
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図 108: メキシコ湾の窒素負荷を減らすための政策ミックスオプションの費用、便

益、純便益（マイナス）。出所: Doering et al. 1999:133.

なりうる場合というのは山ほどあるのだ、ということだって忘れちゃ駄目だ――そしてそ

れを何もかもやることは不可能なんだから、一番いい結果を実現できるのはどこかを考え

る必要がある。

はいはい、確かにたくさんの生物が湾で毎年時期尚早に死んでしまっている。ぼくたち

が窒素負荷量を減らさなければ、今後も早く死に続けるだろう。でも問題は、それを救う

のが年 20億ドルに値するかどうかだ。最終的に、こういう問題は政治的な優先順位づけ

によるけれど、でも問題の重要性についての実感を得たければ、生物を早死にさせるよう

な人間活動は他にもたくさんあって、そっちのほうはたぶん絶対に人間として変える気は

ないだろうということを考えてほしい。アメリカでは年間推計 1億羽の鳥たちが窓ガラス

に衝突して死んでいるし、毎年 6千万羽の鳥が交通事故のせいで死亡している 1533。同様

に何十億という昆虫が、毎年農薬のせいで意図的に畑で殺されている。でもぼくたちは鳥

を窓ガラスや交通事故から救ったり、害虫を殺すのを禁止するために 20億ドルかけたい

か？　最後に、20億ドルで役に立つことがしたいなら、同じ金額をかければ第三世界で毎

年約 3千万人を救えることを考えよう 1534。

だいたい、上昇した栄養値のせいで毎年死ぬ生物を心配しつつ、まさにその栄養素のお
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かげで生き延びる、少なくとも同じくらいのバイオマスを持つ生物たちについて考えない

のはどうして？　『サイエンティフック・アメリカン』はメキシコ湾の富栄養化について

採りあげた時、意図せずにこの問題を浮き彫りにしてしまった。「環境学者たちはこの地

域を『死の地帯』と名付けた。この呼び名はこの地域に生命がまちがいなく存在している

という事実を無視するものだ――でもそれはまちがった種類の生命なのだ 1535」。どうし

て一部の生物が「まちがった種類」呼ばわりされなきゃいけないの？　同様に、UNEP

(国連環境計画) は「過剰な植物の増殖 1536」を心配している。こういう懸念は第 9 章囲

み (pp. 140–141) で論じたような、バイオマス減少を心配する考え方とちょっと矛盾して

いる。

いずれにしても『低酸素評価報告書』が示しているのは、ぼくたちがリソースをそっち

にまわしたいなら、富栄養化を解決することは可能だということだ。基本的問題は、それ

がリソースの使い方として良いかどうかってことなのだ。

まとめると、浅瀬の湾岸域における酸素欠乏は、農業肥料の増加によって生じていると

いう証拠はかなりしっかりしているし、こういう状況はたぶん世界中で広がっているよう

だ。同時に、人口が 2200年までにほぼ倍増するのもかなり確実だ。だから肥料使用はさ

らに伸びるように思える。ある研究によれば、2030年までに 70パーセントの増加を見せ

るだろうとのことで、それも主に発展途上国で増える 1537。これはつまり、おそらく多分

富栄養化がもっとひどくなり、もっと広がるってことだ。

しかしながら、これについて懸念するのは正しいことではあるけれど、何が大事かの

優劣感覚だって忘れちゃいけない。肥料とその結果として生じる富栄養化は、地元の海

洋生息地の一部生物の命を犠牲にしている（そして他の生物に命を与えている）。でもそ

れは、同じ農地ではるかにたくさんの食料を作れるようにしてくれる。これは今日森林

の 25パーセントほどを救ったし、今後はずっとたくさんの森林を救うことになるだろう。

この意味で富栄養化というのは、ぼくたちが人類の食糧を確保しつつ、広い森林生息地を

維持するという成功のツケを、一部の海洋生物たちにまわしているのだと言える 1538。

もちろんある程度は肥料の使い方を改善はできるだろうし、先進国では札束で富栄養化

を防ぐこともできるだろうけれど、でもそれが希少なリソースの配分として一番いいかど

うかは考えてみる必要がある。

19.6 肥料による健康への影響

富栄養化以外にも、窒素サイクルに関する懸念事項はいろいろある。

2つの地球規模の窒素問題は N2Oで、地球温暖化とオゾン層破壊の原因となっている。

これについては 24章で検討する 1539。でも N2O の地球温暖化への影響は CO2 の 10分
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の 1にすぎないし、最新の窒素についてのレビューの結論では N2O の「主要源として化

石燃料の燃焼と農業肥料の直接的な影響があるのではないかという説はどちらも検討され

た結果、棄却された 1540」。

地域的・局所的な問題として、NOx は地元の大気汚染源となるけれど、すでに見たと

おりこの問題は縮小しつつある。NOx は酸性雨の原因となるけれど、酸性雨問題は改善

されてきた。ただしこれは、むしろ SO2 の大幅な削減によるものだ、ということは酸性

雨の章で述べた 1541。

最後に、富栄養化以外で窒素についての大きな気がかりは、飲料水中の（窒素を含む）

硝酸塩が健康にとって有害だという主張だ。この主張のおかげで、飲料水中の硝酸塩の制

限が義務づけられた。EUでは 1980年以来 50mg/l で、アメリカでは 44mg/l 以下とさ

れている 1542。

1980 年代、地下水中の硝酸塩が大きな関心を集めた 1543。デンマークの環境庁長官、

クリスチャン・クリステンセンは、硝酸塩汚染は深刻な結果をもたらす、ときっぱり述べ

た。その理由は以下の通り：

胃ガンと飲料水中の高濃度の硝酸塩との間には、はっきりした相関が見いだされ

た。そして多くの幼児は、水分の相当部分を食べ物に含まれる水から得るので直接

的な危険にさらされている。これは緩慢な窒息状態をもたらすことがある。過剰な

硝酸塩は、血液の酸素吸収を妨害するからだ。内臓を壊すし、子供たちは病気に

なったり集中力が欠如したりする。だから私は絶対に窒素化合物で汚染された水は

飲まないし、自分の子供にも飲ませない 1544。

こういうおっかない脅しは広く繰り返されたけれど、これが浮上した時ですら、事実関

係のまともな評価とはほど遠い代物だった。

ぼくたちが消費するほとんどの硝酸塩は野菜からくる。特にカブ、セロリ、レタス、ほ

うれん草が大きい。これは一日 75mg から 100mg の窒素化合物を供給している――ベジ

タリアンならこれが 250mg 以上になる 1545。硝酸塩が危険である主な理由は、それがバ

クテリアによって亜硝酸塩に変化しうるからだ。これは血液のヘモグロビンを酸化し、酸

素の運搬を妨げる 1546。こういう酸化はメトヘモグロビン血症と呼ばれている。でも硝酸

塩は、ふつうは無害だ。というのも、原因となるバクテリアは胃酸に触れると死んじゃう

からだ。でも 6ヶ月以下の乳幼児たちは、胃酸が弱いのと、ヘモグロビンの酸化を逆転さ

せる酵素系を持っていないせいでリスクにさらされている。酸素の劇的な低下はチアノー

ゼと呼ばれ、皮膚が青くなるので「ブルー・ベビー」症候群という名がついた。最悪の

場合、これは死をもたらす。でも最近は西欧で死亡は起こっていない 1547。「ブルー・ベ

ビー」症候群の発生はハンガリー、スロバキア、ルーマニア、アルバニアのようなごく数
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カ所に限られていて、そういうところでも発生率はすごく低い 1548。さらに、臨床観察に

よれば、メトヘモグロビン血症の主な原因は、乳児の哺乳びんの衛生状態が悪いことらし

い。おかげでミルクを飲む前にバクテリアが作用して、亜硝酸塩を危険なレベルにまで高

めてしまうわけだ 1549。これは乳幼児を対象にしたいくつかの実験によっても裏付けられ

ている。これらの実験では、硝酸塩濃度が 150mg/lもの高さの場合ですら、水がきれい

な限りチアノーゼは発症しないことが示された 1550。

一方で、バクテリアを多く含む水は硝酸塩の分解を助け、一部の乳幼児は 50mg/lから

100mg/l の汚染飲料水でチアノーゼになってしまう。これを理由に、WHO は硝酸塩の

世界的な上限値を 50mg/lに設定した。これはもっぱら地下水がバクテリアで汚染されが

ちな発展途上国で、望み通りの効果を上げるための設定値だ。でも、WHOの窒素化合物

の上限を定めるのに助力した環境医学の元教授ポール・ボネヴィーが指摘するように、こ

んな低い上限値を定めたのはバクテリア汚染があればこそだった。実際には「この上限値

は（デンマークを含む）多くの国々では医学的根拠を失っている 1551」。

もう一つの人類の健康についての懸念は、硝酸塩値が高まると、ガンの発生率、特に胃

ガンの発生率の上昇につながるかもしれないというものだ。最新のメタ研究が指摘してい

るのは、水中の硝酸塩濃度と血液や唾液中の硝酸塩濃度との間にはっきりとした関係があ

り、「広範な人口が硝酸塩にさらされているにも関わらず、飲料水中の硝酸塩にさらされ

ている人口においてガンのリスクが上昇しているという直接的な疫学上の証拠はほとんど

ない 1552」。研究は「疫学的データは結論を導き出すのには十分ではない 1553」と結んで

いる。

硝酸塩による他の影響は見つかっていない。特にデンマークの環境庁長官が述べたよう

な、硝酸塩が「内臓を壊す」なんていう様子はまったくない 1554。さらに、メトヘモグロ

ビン血症やガンについての議論は、よく言っても非常に弱い結びつきでしかない 1555。

結果として、硝酸塩の健康への影響への関心は、まともな根拠に基づいていないようだ。

19.7 河川の汚染

世界的観点から河川は大事だ。というのもそれは飲料水、個人の衛生目的、工業用水、

農業用水の主な供給源だからだ 1556。飲料水として使われる水は、大腸菌が多すぎないこ

とが絶対不可欠だ。大腸菌が多いということは、他のもっと深刻なバクテリアやウィルス

もいるってことだからだ。

世界銀行は 25 ヶ国の 52 の河川データを用いて、図 109のような、所得と大腸菌バク

テリアとのもっと複雑な相関関係を示した。当然といえば当然だけれど、大気汚染の場合
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図 109: 一人あたり所得に対する河川の大腸菌数、1979年と 1986年。出所: World

Bank 1992, Shafik 1994:764.

とまったく同じように、糞便汚染は約 1,375ドルの所得水準まで悪化し、それ以上の所得

になると河川はきれいになる。でも大気汚染の曲線とは違って、データによれば所得が

11,500 ドルを超えると糞便の汚染は再び増加し始める。どうやらこれはデータに問題が

あるせいじゃないようだ。オーストラリアや日本、アメリカの川は、どこもかなり高い水

準の大腸菌汚染を示している 1557。これの説明としては、人々が河川水に依存している限

りにおいて、河川の糞便汚染は全般的に下降する、ということらしい。でも国々が十分に

豊かになると、川の水より地下水を多く使うようになる。これは河川の糞便汚染レベル低

下を推進する切迫性をなくし、政治的な意欲も下げてしまうわけだ。とはいえ、飲料水を

川に頼っている大多数の国々にとって、大気汚染の時と同じ結論がここでも言える。最初

のうちは、豊かさが増すと川は汚染されてくる。でもかなり低い水準の所得レベルを越え

ると、河川の糞便汚染は実は減少することになる。

でも生物学的に言うなら、溶存酸素レベルのほうが大腸菌よりはるかに重要な水質指標

だ。溶存酸素はあらゆる水生生物にとって―――魚だけでなくカニ、貝、動物プランクト

ンのような無脊椎動物にとっても――生存に絶対に欠かせないものだ。さらに、酸素はお

びただしい数の水の指標にも影響を与える。これは生化学的な指標だけでなく、臭い、清

涼さ、味のような審美的な指標も含む。結果として、酸素はたぶん最も確立された水質指

標となっている 1558。

経済学的分析によれば、所得が上がると溶存酸素値が改善されるらしい 1559。図 110に

見られる全体像もこれを示している。この図では、主な河川の溶存酸素水準が何十年も
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図 110: テームズ川 (1890–1974、右軸)、ライン川 (1945–97、左軸)、ニューヨーク

港 (1910–97、左軸)の酸素水準。溶存酸素量を河川同士で直接比較してはいけない

ことに注意。自然な酸素水準は、他にも多くの要素で左右されるからである。出所:

Goudie 1993:224, EEA 1994:49, OECD 1999:85, DEP 1997:381562.

低かったのに、それが以前の高い値に戻ったことが示されている。これは水中生命体と

人類双方にとって有意義だ。こういう河川の溶存酸素増加は生命の可能性を高めた――

1971年以来、ライン川の生物多様性は 6倍に増えた。1964年以来、テームズ川では魚の

種類が驚くなかれ、20倍にも増えた 1560。同じように、ニューヨーク港の溶存酸素水準

が回復したおかげで、釣りや海水浴が再び可能となった 1561。1970年代初期の水準では

魚なんか生き残れなかったのに、今やニューヨーク港では記録的な数のチョウザメ (short

nosed sturgeon) が観察できるし、ハヤブサ、青サギ、白サギそして初めての多産な白頭

鷹の回復が見られた 1563。改善が起こったのは、生下水の河川への放流が抑制されたから

だ。1930年以来、ニューヨークでは生下水は 99.9パーセント削減された。ロンドンの排

出量は 1950年から 1980年にかけて全体で 88パーセント削減された 1564。

ヨーロッパの酸素値を見ても、水質改善の様子は確認できる。ここでは第二次世界大戦

以来、川はますます高まる汚染にさらされ続けてきて、これはライン川で見られたような

すさまじい酸素欠乏を引き起こした。でも過去 15–20 年間で家庭下水と工業排水の生物

処理が進んだおかげで、EEA(欧州環境庁)はヨーロッパ全体として「酸素状況が向上し、

河川の水質の相当な改善」を報告しており、「多くの川はいまやたっぷりと酸素を含んで

いる 1565」とのこと。ヨーロッパの川について言えば、酸素を使い果たす（つまり他の水
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棲生命の酸素を減らす）有機汚染についての EEAがまとめたところによると、全河川の

27パーセントでは悪化（汚染が高まり酸素が減少）したが、73パーセントという大多数

の川では改善が見られている 1566。

イギリスとアメリカの河川水質について、もっとおおざっぱな状況を見てやっても、やっ

ぱり全体として改善されていることがわかる。イギリスでは National Water Councilと

National Rivers Authorityが、各種のちがったますます客観的な河川水質分類法を考案

し続けていて、これによりイギリスの川はきれい、ふつう、ひどい、汚い、に分類されて

いる 1567。1970年以来、水質の区別方法は 4回変化したけれど、「ひどい」と「汚い」の

区分は、区分方法の変化にあまり左右されておらず、継続的に比較できる。その結果が図

111に示されている。全体的な結果として、水質が悪い川は減ってきている――「ひどい」

「汚い」に区分される川は、1970年は 16パーセント強だったのが、1997年には 10パーセ

ントに下がっている。最悪な河川（「汚い」）はもっと激減して、過去 10年間で 2.6パーセ

ントからたった 0.7パーセントに減っている。同じように、「きれいな川」と「非常にきれ

いな川」の割合は、1989年には 37パーセントだったのが、1997年には 59.2パーセント

に増えた――10年以下で目覚ましい増加ぶりだ。さらに、まさに最高の川 (「非常にきれ

い」とされた川) は、17.7パーセントだったのが 27.6パーセントになり、ほとんど倍増し

た。最近の政府報告書のあっさりした結論によると「イギリスの水質は改善された 1568」。

同じ状態がアメリカでもはっきりしている。1980 年代を対象とした USGS による全

国の河川水質の最新レポートの結論によれば、伝統的な水質汚染物質は「1980年代には

減少しており、全体としてこの 10年間で公害抑制が進行したという証拠を提供している
1569」。違反率を見てみると、ごくわずかな下降傾向が大腸菌――それもあるかないかだ

が――で見られるにすぎない。これは図 109で見た、飲料水を川に依存していない豊かな

国々は特に大腸菌の値を減らす動機がない、という結論を支持するものだ。でも他の指標

―――酸素、リン、カドミウム、鉛―――を見ると、どれも違反比率のかなりの減少を示

しており、水生生物にとっての河川水質改善がはっきりと見られている 1570。

ここまでは大腸菌とか酸素とか、一般的な汚染指標を見てきただけだ。でも同じよ

うに大事な、水の化学物質汚染を見るべきだろう。ここでも沿岸地域と同じパター

ンが見られる。アメリカの全米汚染物質生物観測プログラム (National Contaminant

Biomonitoring Program) は、魚の分析により水環境に長期にわたって残存する有害汚染

物質を調査した。魚は、農薬を蓄積する傾向があるために選ばれた。また多様な食性と幅

広い地理配分のために、ヨーロッパムクドリが選ばれた 1571。図 112は、アメリカ全国の

DDE（DDTの分解生成物）汚染が 1969年から 1986年にかけて 82パーセント落下し、

同時期に PCBが 83パーセント下がったことを示している 1572。
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図 111: イギリスとアメリカにおける低水質河川の割合。イギリスは汚染された/

ひどい川の割合 (1970–97)。アメリカは EPA 基準に違反している河川の割合、大

腸菌 (1973–95、右軸) と 酸素、リン、カドミウム、鉛 (1975–95) で。出所: UK

EA2000, CEQ 1997:299, Simon: 1996:251.

図 112はまた、アメリカとカナダの五大湖での化学汚染を示している。これらの湖は、

地球上の淡水面の 20 パーセントを占め、アメリカとカナダの 3,200 万人以上の人口に

囲まれている 1574。ここでは、その他の低水準汚染の便利な指標として、セグロカモメ

(herring gull) の卵についての計測が実施されている 1575。ここでも同じ状況が見られる

――1974年以来、DDE、PCB、HCB、ディルドリンはどれも 80から 90パーセントと

すさまじく低下した 1576。

まとめると、河川は所得上昇に伴って水質が向上するようだ。ライン川、テームズ川、

ニューヨーク港で溶存酸素値が大幅に上昇したのはまちがいない。200以上のヨーロッパ

の川の分析でも、こういう溶存酸素値改善傾向は確認された。さらに、イギリスとアメリ

カでの全般的な水質指標は、河川の水質改善を示している。淡水中の残存汚染物質は、劇

的に減少してきた。汚染濃度をアメリカの魚や五大湖のセグロカモメを通して測定してみ

ると、汚染物質濃度は 80から 90パーセント低下している。
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第 20章

廃棄物:捨て場はないのか？

ぼくたちはよく山積するゴミを心配して、これはいったいどこへ持っていけばいいだろ

うと不安になる。「使い捨て社会」とその産業基盤は環境を蝕んでいるように感じている。

こういう恐怖について一番はっきり述べているのは、前副大統領アル・ゴアかもしれない。

かれは「都市や工場から溢れ出るゴミの洪水 1577」に不安を感じている。「埋め立て地が

満杯になり、焼却炉は空気を汚し、隣接するコミュニティや州が溢れるゴミ問題をこちら

に押しつけようとする」ようになって、「廃棄物を視界や頭から消しておくような方法で

廃棄物を処理する手口がもうなくなってきている 1578」とのことだ。問題は、ぼくたちが

これまで「ゴミをすべてぶち込めるだけの、十分に広くて深い穴が永続的に見つかる」と

想定していたことだ。「でも、地球の容量は人類文明の影響をいくらでも吸収できるとい

う数々の想定と同じように、この想定もまちがっていた 1579」そうだ。同じように、アイ

ザック・アシモフは環境についての著書で「既存のゴミ埋め立て地はほとんどすべて最大

収容量に達しており、新しい処分場を作る場所はなくなりつつある 1580」と述べている。

ゴミ排出が GDPに伴って増加するのは事実だ。豊かになるにつれて、出すゴミも増え

る。これは図 113で示されているように、世界銀行による所得と一人あたり廃棄物量につ

いての分析でわかる。問題はもちろん、これが本当に問題なのかどうかということだ。ぼ

くたちは、ゴミ排出量は収集がつかないほどすごい勢いで増えていて、埋め立てゴミは山

積みになっていてもうこれ以上場所がなくなる、と思ってるかもしれないけれど、これは

事実には程遠い。

ある廃棄物の専門家の指摘によれば、現実はぼくたちがたった 10 年前に心配してい

たのとはまるきり違ってきた。「ゴミがどんどん増えて行き場がなくなるという毎晩の

ニュースからくるイメージのおかげで、方々の市長や公共事業担当者たちは震え上がっ

た。子どもたちは、ゴミ埋め立て地で上空を滑空するカモメたちの侵略を免れる一番の方

法は、空瓶を洗って古紙を積み重ね、リサイクルすることだと教わってきた。でも予想さ

れた危機は起こらなかった 1581」。
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図 113: 1985 年 39 ヶ国における一人あたり所得とゴミ排出量との関係。出所:

World Bank 1992, Shafik 1994:764.

アメリカ人は一日一人当たり 2kgほどのゴミを出している――都市ゴミは、全部で毎年

2 億トンほどになる 1582。これはかなりの量に思えるし、さらに図 114でわかるように、

1966年以来ゴミの総量は倍増している。ところが 1980年代以来、実際に埋め立て地に到

着するゴミの量は増加が止まっている。アメリカ人一人がいま埋め立て地に送り出すゴミ

の量は、1979年より減っているのだ。主な理由は、焼却処分されたり、リサイクル、堆肥

化されるゴミがますます増えてきたせいだ。さらに、アメリカのゴミの総量が増えている

理由は、人口増加が大きい――1966年以来、一人当たりのゴミ量は 45パーセント増えた

にすぎない。そして出したゴミの中で埋め立て地送りになるゴミ量を検討すると、一人当

たりで 1966年より 13パーセント多く出しているだけなのだ。

EPAのデータは 1960年までしかないけれど、消費パターンはもっと長期を見るともの

すごく変化している。20世紀初めには、アメリカ家庭はさらに毎日 2kgほどの石炭灰を

捨てていた。だから、今世紀を通じて見ると（石炭灰がいまはもうなくなっているから）

埋め立てゴミの量は 20世紀を通じてそんなに増えたとは考えにくい 1583。

とはいえ、アメリカ人が今後も毎年 1.1億トンのゴミを埋め立て地に送り出し続けるの

はたぶんまちがいないだろう。アル・ゴアが指摘したように、直感的に考えてこれは永遠

には続くとは思えない。アメリカが 21世紀の残り、2001年から 2100年にかけて毎年埋

め立てゴミを 11億トン出し続けると考えたら、これはどれくらい広い場所をとるんだろ

う？　埋め立て地一ヶ所にゴミを全部集めて――これは実際には賢明なやり方じゃないけ

れど、まあ単に感じをつかむための想定だ――深さ 30メートルまで埋め立てたとしよう。
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図 114: アメリカのゴミ、全国と一人当たり、埋め立て、回収、焼却、1960–2005。

出所: EPA 1999b:133, USBC 2000d.

この深さは、ニューヨーク市域内のスタッテン島フレッシュキルズ埋め立て地のゴミの厚

みよりかなり浅い 1584。するとアメリカで 21世紀すべてを通じて排出されるゴミは、す

べて一辺たった 23kmほどの正方形におさまる 1585。

さて、21世紀ずっとゴミの量が一定という想定は、確かにあまりにも楽観的だ。経済成

長はゴミの量を増やすし (図 113で見たとおり)、国勢調査局によると、アメリカは 2100

年までに人口が倍増すると見込まれている 1586。そこで 1990年からの実績で 2005年ま

で想定されている個人総ゴミ量増加率が、2100年まで続くと想定してやろう。さらに、増

加する一方のアメリカの人口を考え、そのそれぞれがどんどん多くのゴミを出すと想定し

よう。再び廃棄物の総量を合計してそれを深さ 30 メートルで埋めよう。驚いたことに、

必要な面積はちょっとしか増えない――一辺 29km より小さい正方形がゴミで埋まれば

すむ 1587。

図 115はこの埋め立て地をオクラホマ州ウッドワード郡に置いてみたものだ。21 世紀

全体のアメリカのゴミは全部、ウッドワード郡区域のちょうど 26パーセントを使うだけ

の埋め立て地一つにおさまってしまう 1588。これはオクラハマ州の 0.5 パーセント以下
1589、アメリカ全体の 12,000分の 1――0.009パーセント以下にしかならない 1590。同じ

ように、各州がその州のゴミを自前で処理すると考えよう――まあ議論上、各州が総量の
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図 115: 21 世紀のアメリカの全廃棄物を処理するのに必要な埋め立て地の大きさ。

一辺が 29km以下の正方形となる。ここではオクラハマ州のウッドワード郡に置い

た場合を描いてみた。同郡の 26パーセント、あるいはアメリカ全土の 0.009パーセ

ント以下だ。

50分の 1ずつを処理するとしよう。すると各州は 21世紀全体のゴミ処理のために、一辺

4kmの正方形の場所を確保すればすむ 1591。

さらに、ゴミ総量が増え続けるというお話は、多分ちょっと誇張されているだろう。特

に原材料についての章で述べたように、今後の経済成長はほとんどがサービス産業や情報

技術分野で見られることを考慮すれば。モノの生産においてすら、全般的なトレンドとし

てはモノの使用は減っている―――いわば経済の脱物質化とでも言おうか 1592。自動車は

金属、プラスチック、電子材料、ゴム、ガラスなど、産業経済のあらゆる製品の寄せ集め

となっているので、見事な例だ。1970年代初期以来、炭素鋼がハイテクスチールやプラ

スチックや複合材料に置き換えられ、部品三つが新材料一つに置き換わることで、構造的

な強固さを犠牲にせずに車をますます軽くしてくれた 1593。

それでもここで言いたいのは、ぼくたちはごみで埋め尽くされたりはしないってこと

だ。ゴミは対応可能な問題だ。これはマネジメントの問題なのだ。

だからといって、埋め立て地を見つけるのが簡単だと言いたいわけじゃない。ゴミ埋め

立て地の隣に住みたい人はいない――この現象はあまりにお馴染みなので、名前がついて

いるくらいだ：NIMBYあるいは Not In My Back Yard (迷惑施設が必要なのは認める

けれど、でも自分の近所に作られるのは絶対いや、という態度)1594。だからゴミは政治的

な問題ではある。でも、物理的スペースが足りないという問題じゃない。

ちなみに触れておくと、今日では埋め立て地は地下水にとって非常に安全だ。EPAの
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推計によると、アメリカの 6,000のゴミ埋立地を管理する環境規制のおかげで、今後 300

年間でガンによる死亡者は 5.7人、あるいは 50年でたった 1人がガンによって死ぬだけ

ですむと裏付けている 1595。アメリカでガンが毎年 563,000人の命を奪っていて、食物で

香辛料を使うだけで毎年約 2,000人が死んでいるという事実との比較でこれを考えてほし

い 1596。

他の国でも、ゴミの量は、(図 113から予想されるように) 少し増えているけれど、アメ

リカより増え方ははるかに低い。日本での一人あたりゴミは一日あたり 1.1kg、フランス

では日に 1.3kg で、ゆっくりと増大はしているけれど、アメリカの一日 2kg よりずっと

少ない。厳しい政策の結果、一日当たり 1.2kgというドイツの廃棄物量は、1980年以来

29パーセント減少した 1597。イギリスにはまともなゴミ統計がほとんどないけれど、ど

うも多少の増加傾向にあり、排出量としてはフランス並らしい 1598。イギリスのゴミ総量

がアメリカと同じ比率で上昇しているとしても（イギリスの人口増加はアメリカより低い

ので絶対に大きすぎる見積もりだが）、21世紀にイギリスにとって必要な埋め立て地は一

辺 13kmの正方形――（イギリスとアイルランドの中間にある）マン島の 28パーセント

に相当する広さとなる 1599。

最後に、リサイクルについて触れておこう。アメリカでは、紙、ガラス、金属、プラス

チックが回収されている 1600。リサイクルというのは目新しい現象だと思っている人が多

い。でも実はアメリカは、20世紀中ずっと紙の 20から 30パーセントをリサイクルして

きた。今のアメリカのリサイクルは、1930 年代や 1940 年代のレベルよりもかなり低い
1601。でも銅や鉛のような材料はますます再利用されるようになっている。リサイクル率

5–10パーセントだったのが、今やそれぞれ 50パーセントとや 70パーセントになってい

るのだ 1602。

さらにぼくたちは、リサイクルはすべて何でもリソースを節約するしゴミを減らすから

いいものだ、と考えがちだ 1603。もちろん 12章で見たように、原材料、特にどこにでも

ある石、砂、砂利のような素材については、別に心配する必要はないだろう。でも木材や

紙についてもそんなに気にかける必要はない。どっちも再生可能な資源だからだ。

また、アメリカの 21世紀のゴミすべてがオクラハマ州のウッドワード郡のごく一部で

しかない埋め立て地一つに収まるなら、ゴミを減らすためにリサイクルをするというの

が、リソースの賢明な投資といえるかどうかについても検討すべきだろう。焼却炉で古紙

を燃やし、その熱を活用しつつ木をもっと伐採するほうが、古紙を収集・分別して準備し

フィルタリングするのにエネルギーを使うよりもリソースをたくさん節約できるかもしれ

ない。新しい研究によれば、新しい紙を生産するより古紙をリサイクルする方が実はコス

トが高いらしい 1604。
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社会全体についての分析が概ね示しているのは、リサイクルは民間の経済性から見ると

引き合わないけれど社会全体を考えれば収支トントンだということだ 1605。これはつま

り、最近のリサイクル水準は合理的だという証拠として見ることはできる。でも、これ以

上あんまり無理してリサイクルを増やすべきじゃない、ということにもなりそうだ 1606。
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第 21章

第 IV部の結論:公害の負担は減りつ
つある

公害は、人類の福祉を台無しにしつつあるわけじゃない。それどころか公害の負担は先

進国では激減してきた。大気汚染について言えば、改善は議論の余地がない。人類の健康

は鉛と粒子状物質濃度の低下により、ものすごい恩恵を受けている。一般的な直感とは裏

腹に、1585年以来、ロンドンが今ほどきれいだった試しはない。

だが、屋内の空気汚染はほとんど変わっていない。これは個人の責任によるところが

ずっと大きい――特に喫煙との関係が一番大きい。ぜん息の件数は増加したけれど、これ

はもっぱらぼくたちが実に上手に家を密閉し、室内で過ごす時間がはるかに長くなったか

らだ。ぜん息の件数増加は大気汚染とは何の関係もない。

大気汚染は発展途上国において悪化している。これは主に急激な経済成長のためだ。で

も発展途上国は先進国が 100–200 年前にやったのと同じトレードオフをしているにすぎ

ない。長期的な視点で問題を検討すれば、環境と経済的繁栄は対立する概念ではなく、む

しろお互いを補いあう存在だ。適切な環境保全がなければ経済成長は衰えてしまう。が、

環境保護は経済発展なくしては負担しきれない。つまり、世界の発展途上国の所得向上が

実現されれば、かれらも――先進国におけるぼくたちがやったのと同じように――もっと

きれいな環境を好むようになるし、それを手に入れるだけの財力も得られる。

また、数多くの深刻な環境問題は、大したことがないとわかった。酸性雨は、1980年代

には森林を破壊すると思われていたけれど、実は森の成長にほとんど影響を与えないとわ

かった。ただし脆弱な湖には被害を与えただろうけれど。海は極端な被害はまったく受け

ておらず、湾岸戦争やエクソン・バルディーズ号座礁事故ですら、どうやら永続するよう

な損害なんか起こしていない。

湾岸水域の水質は、人間と関係した部分ではまちがいなく向上した。でも世界の多くの

湾岸地域は栄養素の流入が増えてきている。これは水棲生物にとって有害となる低酸素状
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図 116: 各国における母乳や脂肪中の DDT 濃度, 1963–97。出所: Smith

1999a, Schade and Heinzow 1998, CEQ 1989:417, Bernstam 1995:510, HSDB

2000.1607

態、あるいは酸素欠乏の増加に貢献している。こういう問題の大部分は、肥料が簡単に手

に入るようになったことから生じている。肥料は緑の革命をもたらし、はるかに狭い土地

で世界を養えるようにしてくれて、結果として森林などの自然生息地に対する圧力をすさ

まじく低下させている。こうして見ると栄養過剰は、ぼくたちが人間の食糧確保に成功

し、同時に大量の森林生息地を確保するのに成功したことのツケを、海洋生命体に払わせ

ているということになる。

十分なリソースを使えば、確かに低酸素状態を改善はできる。だが、それがぼくたちの

限られたリソースの使い道として一番賢明なものだろうか、という疑問は残る。メキシコ

湾でぼくたちは、酸素欠乏を改善してたくさんの海底生命体を救える。でもこれをやるに

は年間 20 億ドル以上のお金がかかる。20 億ドル使って何かよいことをしようという話

なら、それだけの金があれば第三世界の人々を最低 3 千万人救えることを考えるべきだ

ろう。

河川は全般に、ほとんどどんな指標を見ても改善された。ライン川、テームズ川、ニュー

ヨーク港の溶存酸素量が上昇し、20–40年前よりずっと多様な動植物を養っていることも

見てきた。最後に「ゴミ処理の危機」は 1980年代のお化けでしかなかった。ゴミの量が

増え続け、アメリカの人口がこれから 100年間で倍増しても、21世紀のアメリカのゴミ

は全部、一辺 29km以下の正方形の埋め立て地におさまってしまう―――これはちょうど
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オクラホマ州ウッドワード郡の 26パーセントでしかない面積だ。

人類にとっての汚染負荷量は、都市（の大気汚染）でも海洋、大陸、河川でも減少して

いる。多くの指標の一つとして、これは人の脂肪や母乳中の DDT 濃度を低下させてい

る。図 116を見ると、総 DDT は最低でも 60 パーセント、時には 93 パーセント以上も

低下した様子がわかる。減少は PCBや HCBなど多くの指標によって裏付けられている
1608。脂肪から PCBが検出されたアメリカ人の比率は、1972年から 1983年にかけて 68

パーセントからたった 9 パーセントまで下がった 1609。これはとても重要だ。新しい調

査によれば、母乳中の PCB濃度が高いと、子供の学力が低下し、IQが下がる可能性があ

るからだ 1610。同じくダイオキシンの値は低下している。最新の EU報告によれば、「EU

加盟国でダイオキシン汚染は、毎年 9パーセントから 12パーセント減っている」。さらに

母乳内の濃度は年間 8パーセント下がり、血液中濃度は年間 12パーセント下がっている
1611。

ぼくたちはいかに人類の進歩が驚異的だったかを見てきた。食料だろうと、原材料、エ

ネルギーだろうと、リソース不足は当分やってこないようだし、生産と福祉の向上継続に

対する深刻な問題も見えてきていない。第 IV部では、公害による問題を見ても経済成長

が地球を破壊しつつあると信じる理由はないことを見てきた――それどころかその正反対

だ。重要な問題の大部分については、公害は減らせたし、環境の質は向上した。こういっ

た分野でも、世界は暮らすのにずっとよい場所になった。

でも、ここ何年間かで論争されてきた大きな環境問題も検討する必要がある。地球温暖

化による気候変動、化学物質の負荷量増大、オゾンホール、生物の多様性の喪失は、人類

の繁栄に問題を投げかけ、深刻な危機をもたらすだろうか？





第 V部

明日の問題
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第 22章

化学物質がこわい

『タイム』誌選出の、20 世紀で最も影響力のあった人 100 人中の 1 人に選ばれたレイ

チェル・カーソンは 1612、1962年「沈黙の春」によって人々の環境意識を高揚させた 1613。

この本で彼女は DDTのような殺虫剤が地球をだめにして、鳥たちがさえずることのない

沈黙の春をもたらす可能性があると述べた。彼女の未来についてのビジョンは以下の通

りだ。

ところが、あるときどういう呪いを受けたのか、暗い影があたりにしのびよっ

た。いままで見たことも聞いたこともないことが起こりだした。若鶏はわけのわか

らぬ病気にかかり牛も羊も病気になって死んだ。どこへ行っても、死の影。農夫た

ちは、どこのだれが病気になったという話で持ちきり。町の医者は、見たこともな

い病気が後から後へと出てくるのにとまどうばかりだった。そのうち、突然死ぬ人

も出てきた。何が原因か、わからない。大人だけではない。子供も死んだ。元気よ

く遊んでいると思った子供が急に気分が悪くなり、二、三時間後にはもう冷たく

なっていた 1614。

死の影、悪魔の呪縛こそが化学物質の時代の始まりだ。「有史以来、今までだれも経験

しなかった宿命を、私たちは背負わされている。いまや、人間という人間は、母の体内に

宿ったときから年老いて死ぬまで、危険な化学薬品との接触を運命づけられている 1615」。

この化学物質による一大異変の主張は怒濤のベストセラーとなり、そのメッセージはア

メリカ国外にも広く広まった 1616。このメッセージというのは化学物質が鳥や蜂に害を与

えるというだけのお話じゃない。引用から明らかなように、むしろぼくたちやその子供た

ちを殺すかもしれないという話なのだ。このメッセージがカーソンの遺産であり、環境運

動の主要な根っこの一つとなっている。つまり化学物質のこわさ、だ 1617。

彼女の化学物質、特に農薬――彼女はこれを仰々しく「死の霊薬 1618」と名付けた――

へのこだわりは、その後新聞の一面を飾る延々と続く化学物質への怯えの背景を確立した



310 第 22章 化学物質がこわい

1619。ラブカナルやタイムス・ビーチのような最も悪名高い懸念事項は、人気のある偶像

となったのだ。それらの科学的な根拠は、後にいささか怪しいものとなったにも関わらず

1620。

カーソンは化学物質が動物や人間にさまざまな影響を及ぼすことを指摘したけれど、そ

の影響として文句なしに断トツはガンで、これは彼女が最終章のタイトルにしたように

「4人に 1人」を死に至らしめるとされた 1621。カーソンは、農薬利用の増加と高まるガ

ンの発生率との相関の可能性を指摘し、ガン問題を世間の注目の旗印にした。こうした関

心と、無数の新しいガン研究と、官庁としての独立を求めて苦闘していた設立初期のアメ

リカ EPAとが組合わさって、ガンは環境規制の主要領域の一つになった 1622。

これは「環境」と「ガン」、「殺虫剤」を奇妙に融合させ、それが今日に至っている。2000

年 2月のアメリカの自然保護連盟有権者教育基金が行った、アメリカ人の環境意識につい

ての世論調査では、環境保護の最優先事項 5つのうちの 3つが有毒物質の規制に関連して

いた。つまり飲料水、有害廃棄物、殺虫剤の規制だ 1623。他の 2つ、きれいな空気と清潔

な河川のうち、きれいな空気はガンによる死への関心を通じて、有害物質規制と多少は関

連しているのは間違いない。ギャラップ世論調査も 1990年代には一貫して、有毒廃棄物

と大気・水質汚染が重要な環境問題だと思われていることを示し続けていた 1624。

結果はお互いに絡み合い、相互に強化しあっている。あれやこれやのためにガンになる

と主張しているガンの研究がますます耳に入るようになり、ガン発生率がますます増えて

いると耳にする。だから現代世界ではガンが爆発的に増大しているんだと思いこみがち

だ。その結果として、やっぱり環境はどんどん悪化しているんだとさらに確信を深めるよ

うになる。逆の場合もある。定番話についての背景知識が増えて、環境がどんどん悪化し

ていると聞かされるにつれて、ガンの話も真実味が増してくるってわけだ。

メディアはガンの大流行についての話であふれている 1625。『トータルヘルス』誌は、

人々は「現代のガンの大流行 1626」から救われるべきだと主張。『アメリカ公衆衛生ジャー

ナル』に載った論文で、著者たちは、ガンへの晒され方は様々であり、統計も解読がむ

ずかしいけれど、「アメリカでガンの爆発的増大が起こっているのは確実だ 1627」と自信

たっぷりに述べている。WHO (世界保健機関) の事務局長グロ・ハーレム・ブルントラン

トさえ、「ガンのような非伝染性の新興の病気の大潮流 1628」のためにWHOにもっと資

金をよこせと主張せずにはいられなかった。そして『ミッドライフウーマン』誌は「ガン

の爆発的増大が世界中で猛威を振るい続けている」とほとんど読者を怒鳴りつける 1629。

そしてこのガンの爆発的増大は、環境における農薬汚染の進行が原因ということになっ

ている。『シェラクラブ』は疑問を発してすぐにそれに自分で答えている。「なぜこんなに

多くの人々がガンになるのか？　一つの理由は大気や水系へ何百万ポンドもの発ガン性化
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学物質の放出が合法的に許可されていることかもしれない 1630」。『ミッドライフウーマ

ン』誌は「このようなガンや感染症、免疫系障害（ぜん息、アレルギー、狼瘡）の発生率

増加は、私たちの環境がますます汚染されているせいだ 1631」と自信たっぷりに述べる。

『環境マガジン』は、有機栽培による食物がすばらしいのは、従来の育て方の作物に比べ

てミネラルを倍も含むことだけでなく（これはまちがっている 1632）、「これらはアメリカ

環境保護局 (EPA) が 3番目のガン要因と評価した農薬を使ってないから 1633」だ（これ

もまちがい。後述）と語っている。

農薬がガンを爆発的に増大させているという発想が一番はっきりまとまっているのは、

第 I部でも採りあげた、コーネル大学のピメンテル教授の有名な論文だろう。かれは論文

の冒頭で、タバコや栄養不良の圧倒的な影響をまったく考慮せず、自信たっぷりにこう述

べている：「我々の計算によると、世界の死亡の推計 40 パーセントが環境要因に起因す

るものである。特に有機および化学物質による汚染が原因だ 1634」。『サイコロジートゥ

デイ』誌では、この研究のメッセージがもっと簡潔に繰り返されている。「世界中の死亡

の 40 パーセントは、公害など環境要因のためだ 1635」。疾病制御センター (Centers for

Disease Control) のニュースレターでは、ピメンテルの論文は箇条書きの一項目としてま

とめられている：増加する公害は「ある避けがたい結論を示している：地球の生活はわれ

われを殺しつつある 1636」。

この情報の連打のおかげで、最も重要な健康の決定要因は自分自身の行動ではなく、環

境からの影響なのだとみんな信じこんでしまったのも無理はない。1990年から始まった

世論調査で、アメリカ人は健康について 2択で尋ねられた。「大気汚染、水質汚染、化学物

質の廃棄物処理などのような環境に関する原因」あるいは「食事、喫煙、飲酒、ストレス

などの種類の個人の習慣」、どっちのほうが「人の健康を害するという点で」深刻か 1637。

44パーセントが環境のほうが重要と答え、個人の習慣を選んだのはたった 34パーセント
1638。さらに環境が主な健康決定要素だと信じている人々の数は、1985年には 38パーセ

ントだったのが上昇しているのだ 1639。

ぼくたちは環境が健康に対しておそらくは最大の影響を及ぼしていると確信している。

ガンは疫病並に爆発的に増大しつつあると信じこんでいる。そしてこの相当部分は、環境

を汚染する各種の化学物質のせいだと認識している。

ところが証拠はこんな各種の「定番話」の神話をまったく裏付けていないのだ。

22.1 ガン：死

ガンはおそらく西側社会が一番こわがっている病気だ 1640。だからガンに多くの思いこ

みがつきまとうのも、驚くべきことじゃない。最も広まった思いこみは、ガンが爆発的増
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図 117: アメリカのガン死亡率, 1950–98。総ガン死亡者数、ガン粗死亡率、年齢補

正済みの死亡率、年齢や喫煙補正済みの死亡率を表示。全てのガンを含む。年齢は

世界標準人口に補正。出所: WHO 2000d, CDC 2001a, HHS 1997:77, 140, Peto

et al. 1992, 1994.

大しているという考えだ。

ガンについての議論で困るのは、恐ろしげに聞こえる数字を見つけるのはいとも簡単っ

てことだ。図 117では、アメリカのガンによる死亡率をいろんな方法で示している。まず、

死亡者総数を見てやろうか。1950年にはガンで約 211,000人が亡くなっているが、1998

年には 540,000人以上がガンで死んでしまった。150パーセント以上の増加だ。でももち

ろん、これと並行してアメリカの総人口だって急激に増えている 1641。人口が倍増した

ら、当然ながらガン死亡者数も倍増するだろうし、それで特に恐ろしいってこともない。

だからガンの問題を見るには、比率を見るほうが正しい。一般的には 10万人あたりの

ガン死亡者数を見てやる。図 117では、死亡率が 1950 年から現在にかけて 140 人から

200人に増えたことがわかる。つまり、1950年より 1998年の方が、ガンによる年間死亡

者数が 10万人あたり 60人多い。ガンの頻度が 43パーセント増えたわけだ。

実は 1900年までさかのぼると、毎年 10万人あたりのガン死亡者数はたった 64人だっ

た。だから今日では、10万人あたり 136人以上もガン死亡者が増えている。213パーセ
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ントの増大だ 1642。でもだからと言って、20世紀にはガンが爆発的に増大したと結論づ

ける前に、今世紀に起こった他のことについても考える必要がある。

ガンはもっぱら高齢者の疾患だ。ガンになるリスクは生まれてから 25 歳までは 10 万

人あたりざっと 4人だ。25歳からの 10年間では、それが 3倍の 12人になる。その後も

10年ごとに約 3倍ずつになり、50歳頃では 400人、50歳からの 20年間でさらに 3倍く

らいの 1,350人になる 1643。つまり人口が高齢化するとガン死亡者数も増える。だから実

際には、何も驚くことじゃないのだ。1900年には、若者が結核だのインフルエンザだの

肺炎だのといった感染症で死んでいた（p. 79の図 20を参照）。今日では、まさに人がそう

いう感染症で死ななくなったために長生きするようになり、そして遅かれ早かれ人は何か

の原因で死ぬので、心臓疾患やガンで死ぬ人はいやでも増える。1900年のアメリカの平

均年齢は 26歳だ。1998年にはそれが 36歳になっている 1644。

つまり人口が高齢化してるんだから、ガンが増えているのは別にリスクが高まったわけ

じゃなくて、単に感染症で死なない人が増えて、ガンのリスクが高まる年齢層まで生き延

びる人が多くなっただけかもしれない。この問題は、ガン発生率を年齢で補正すれば解決

できる――つまり人口の年齢構成が同じだったらガン死亡率はどうなったかを考えるわけ

だ。ふつうは、1970年のアメリカの人口構成と（国同士の比較がわかりやすいように）世

界の人口構成を基準にする。図 117では年齢補正済みのガン死亡率を見ている。これは人

口の配分が世界の一般的な年齢構成と同じだった場合のアメリカのガン死亡率だ。これを

見ると、年齢補正済みガン発生率はほんのちょっとしか上がっていない。125人だったの

が 1983年には 136人になり、1998年に 126人に戻った。つまり最初は 9パーセント上

昇し、いまでは 1パーセント上昇しただけだ。それでももちろん、ガンは本当に増えてい

るわけだ――年齢補正後でも毎年ガンのせいで死ぬ人はまだ 1パーセント増えている。

でも、年齢補正済みのガン発生率がわずかに増えている圧倒的な理由は、肺ガンの急増

加で、これはご存じのようにもっぱら喫煙の増加のためだ 1645。WHOは非喫煙者のガン

発生率を使って、喫煙による肺ガンやその他ガン患者数を推計した。今日肺ガンの圧倒的

な大部分（約 91パーセント）は喫煙のせいだ 1646。喫煙による肺ガンは、喫煙によるガ

ン総数の約 70パーセントを占める 1647。つまり、年齢補正済みのガン発生率から喫煙に

よるガンを除外すると、人口の高齢化と過去の喫煙パターンをどっちも考慮したガン発生

率が得られる。この最終的な比率を図 117に示した。これはつまり人口が高齢化せず、だ

れも喫煙しない場合のアメリカのガン発生率だ。結果を見ると、1950年から 1998年にか

けて、ガンによる死亡は大幅に約 30パーセントも減っている。

同時に他の原因による死亡も減っている。特に血管の病気による死亡は減った。これ

が平均寿命がのびている理由だ。1955年から 1995年にかけて、アメリカではガン以外の
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図 118: アメリカの白血病による死亡率と発生率（ガンの発症）、1950–1997。総死

亡者数、ガンによる粗死亡率、年齢補正済み死亡率と発生率を示す。年齢補正は世

界の標準人口にあわせた。発生率についてはアメリカ 1970 年の人口構成にあわせ

た。出所: WHO 2000d,　 SEER2000b.

死因すべてについて、年齢補正済みリスクは男性について 40 パーセント、女性では 45

パーセント下がっている 1648。先進国全体でガン以外の死亡率の減少は、男性で 37パー

セント、女性で 47パーセントになる 1649。

まとめると、証拠が一貫して示しているのは、タバコを吸わない人たちはガンによる死

亡率も下がっているし、その他の病気による死亡率もどんどん下がっているってことだ。

ガンの爆発的増大なんか起きてないのだ。

だからガンについての不安を見るときは、それが単に絶対数や補正していない比率のよ

うな誤った統計に基づいていないことを確認するのが重要だ。ところが、今はそれが標準

のやり口になっちゃってる。レイチェル・カーソンが 1950年から 1960年での白血病の

「不穏な増加」を心配したときにやったのも、まさにこれだ 1650。ここで彼女は要するに、

1950年の 8,845人と 1960年の 12,725人の死亡者数を比べている――43パーセントの上

昇だ 1651。これも図 118に示しておいた。彼女の主張は、ここには年間 4–5パーセントの

絶対死亡者数増加が見られます、ということだった（実はこれは計算まちがいで、実際に

は年 3.7パーセントになるけど）。彼女は修辞的にこんな質問を投げかける。「これはいっ

たいどういうことなのだろうか？　わたしたちの環境にかつてなかった、いかなる致死性

の物質や物質群に人々はますます頻繁にさらされるようになっているのだろうか？ 1652」

自分の主張を裏付けるべく、彼女は粗死亡率の推計も挙げていて、これは 1950年から
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1960年までで 20パーセントの増加が見られる。でももちろん彼女は年齢補正済みの死亡

率を用いて議論をすべきだ。そうするとこれは 13パーセントの増加になって、さっきよ

りは心配しなくていい数字になる。その先の年について見てやると（まあこれはカーソ

ンには不可能なことではあるけど）、白血病による死亡率は 1974年には 1950年の水準に

戻ったし、1997年までにさらに 11パーセント減少を見せた。じつは 1973年にモニタリ

ングが開始されて以来、発生率（ガンの発症）は 9パーセントほど減少している。

白血病の原因は相変わらずはっきりしない部分があるけれど、命を奪う合成化学物質だ

けに注目するカーソンは、どうも的はずれだったようだ 1653。実際にはどうも、白血病の

発生は二段構えのプロセスらしい。まず、非常にまれな染色体の組換えが子宮内で起こ

る。これは遺伝子転写を妨害する化学物質によって生じることもあるけれど、そういう化

学物質の多くはごくふつうのものだ――生殖器イボの治療に用いられる樹脂、漢方薬、醤

油のゲニステイン、赤ワインやタマネギや他の食べ物の風味物質、そしてベンジンやキノ

リン抗生物質のような合成物などだ 1654。さらに、アルコールの代謝産物は染色体の組換

えのきっかけとなることができるようだ。これで妊娠中の飲酒と白血病との間に観察され

る相関が説明できる。

さらにもう一つきっかけとなる要因が必要で、ここで珍しい感染が関係してくることを

多くの研究が示している。人口密度が高い地域のほうが白血病が多い 1655。さらに人口の

混ざり具合が高いところのほうで、白血病が増加している。有名な研究によると、第二次

世界大戦中にイギリスで都会の人々が田舎へ疎開させられると、都会人の滞在が増えたと

ころほど地方部での白血病比率が上がった（おそらく感染の機会が増えたんだろう）1656。

つまりカーソンの指摘する 1950年から 1960年までの白血病の増加は、アメリカの都市

化進行――1950 年からの 10 年間で 64 パーセントから 70 パーセントへ上昇―――の結

果でしかなかったかもしれない 1657。

図 119でアメリカの主要なガンを見ると、最も明らかなのは肺ガン件数の多さだ。特に

男性の肺ガンがひどい。男性にとって肺ガンは、1953年以来ガンの最大の原因となって

いる。女性では 1986年に肺ガンは乳ガンを上回った。肺ガンの増加は喫煙と強く相関し

ている。それぞれ 100 万人以上を対象とした世界最大のガン研究 2 つからわかっている

のは、非喫煙者の肺ガン発生率は実に低く安定しているってことだ 1658。実は喫煙者は平

均して、肺ガンのリスクが 10倍上がるし、またその肺ガンによる死亡率も、喫煙者の男

性は一度もタバコを吸ったことがない男性に比べて 23倍も高い。女性の喫煙者の場合は、

肺ガン死亡率が非喫煙女性に比べ 13倍になる 1659。

同時に、今世紀の初頭で喫煙はすさまじく増えた。タバコの消費は 1900年代から 1960

年代にかけて、年間一人当たり 54本から 4,345本に増え、その後は減って 1998年に 2,261
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図 119: アメリカの男女別年齢補正済み癌死亡率、1930–98。1970 年のアメリカの

人口構成で年齢補正。出所: ACS1999、CDC2000b、2001a.

本になった (1942 年と同水準)1660。喫煙者比率は 1965 年の 42 パーセントから 1997 年

で 25パーセントと低下――男性の喫煙者比率は 1955年の 54パーセントから 1997年に

28パーセントまで一貫して下がったのに対し、女性喫煙者比率は 1995年に 24パーセン

トだったのが 1965年に 35パーセントまで上がり、その後は下がって 1997年に 22パー

セントとなった 1661。

この情報を使って、アメリカの男女別タバコ消費のおおざっぱな目安を作ってみたのが

図 120だ。ガン死亡率の曲線とあわせて見ると、これは喫煙のすさまじい影響を示してい

る。男性は今世紀初期にタバコを吸い始め、それが 1960年頃に頂点に達し、（非喫煙者を

含むすべての男性を平均して）平均一日 16本以上のたばこを吸っていた。男性の肺ガン

発生率も（非喫煙者を含め）10万人あたり 5人ほどだったのが 1991年の最高 75人にま

で増え、それ以降は減っている。女性は男性ほどはタバコを吸わず、1970年半ばの一日

9本が最高値で、その後は減っている。女性の肺ガン発生率は、1950年には 10万人あた

り 2.3人だったのが 34人以上に増え、まだ頭打ちになっていないけれど、でもじきにそ

うなるだろう。

女性にとって二番目に重要なガンは乳ガンだ。これまた、乳ガンによる死亡が爆発的に

増えているという、えらく広まった神話がある。ある通俗記事は「乳ガンとすべての生殖

器系のガンは 300 パーセントも増えた 1663」と述べる。ところが絶対数で見た場合です

ら、この主張を裏付ける証拠はない。1950年から 1998年にかけて、年間の乳ガン件数は
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図 120: アメリカの男女性全成人のタバコ消費量、1900–99, および男女別肺ガンと

気管支ガン発生率、1930–981662。出所: CDC 1997b:6–7, 8, 21, 35, 2000b, 2001a,

ERS 2000a:41, ACS 1999.

19,000人から 42,000人になった。つまり 120パーセントの増加だ 1664。でも、すでに見

てきたとおり、絶対数を見るのはあまり参考になる見方じゃない。一つには、アメリカの

女性の数は 1950年に比べて 58パーセントも増えているし、またもう一つの理由として

人口は高齢化していて、乳ガンのリスクは年齢に伴いすさまじく上昇するからだ 1665。

図 119で年齢補正済みの乳ガン死亡率を見るなら、爆発的には増えていないことははっ

きりしている。それどころか死亡率は 1990年までずっと、10万人中 25から 27人でほぼ

安定している（発生率については少し後で見よう。）とはいえ、1960年から 1990年にか

けて、図 121でもわかるように、死亡率はたった 6パーセントほどとはいえ増えている。

年齢以外にも、ほかの危険要因がいろいろわかっているので、これは驚くほどのことじゃ

ない 1666。最も重要な要因は、高齢出産と少子化だ。30歳以上で臨月を迎え初産した女

性、あるいは子供のいない女性は、20歳以前に妊娠した女性の 2–3倍リスクが高い 1667。

そして 1960年以来、母親の初産年齢の中央値は 21.15歳から約 25歳に上がっている。教

育やキャリアのために出産を遅らせる女性がどんどん増えているからだ 1668。

出産が遅くなったこと以外にも、女性が産む子供の数が減ると、乳ガンになるリスクは

上がるようだ。そして 1960年から 1975年まで女性一人あたり平均の子供数は、図 121で

わかるように減少した。（軸が逆さになっていることに注意）。ふつうの母親に対する女の

子の赤ん坊の数（総出産率 gross fertility rate）は 1960年に 1.8人だったのが 1976年に
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は 0.85人に下がり、それ以来女性一人当たりほぼ 1人の赤ん坊で安定している。

最後に、乳ガンリスクは体重とともに増加する 1669。そしてアメリカ女性のうち肥満者

の割合は劇的に上昇している。1960–1962年の初の全米健康調査では、女性全体のたった

14.9パーセントが肥満とされた。でも 1988–1994年にかけての 4回目の調査では、その

割合は 25.1パーセントに上がったのだ 1670。

アルコールなど、その他の危険因子もおそらく乳ガンのリスクを増やすはずだ。けれど

も飲酒量の上昇に関する証拠はあいまいで矛盾している 1671。ストレスは乳ガンを増やさ

ないようだ 1672。どうも未熟児で生まれた女性はリスクが高めのようで、今は早産の赤ん

坊が生き残るようになったからこれも乳ガン死亡率を押し上げる 1673。また遺伝もからん

でくる（姉妹と母親のどちらも乳ガンなら、その人の乳ガンリスクは 6倍に増える）1674

けれど、遺伝で説明がつくのは 5–10パーセント程度で、遺伝的な変化が過去 40年間の乳

ガンリスクを左右したとは考えられない。

まとめとして 1990年にいたるまでの乳ガン死亡率のほんのわずかな増加は、高齢出産

化、少子化、女性の肥満によって十分に説明できる。これらはすべて個人の決定に関係

する要因であり、致命的な化学物質が環境に出てきた作用ではない。1980年代半ば以来、

タモキシフェン治療と組み合わせて乳組織の定期的なスクリーニングがアメリカ、イギリ

ス、カナダで行われるようになり、これはどこでも乳ガンの死亡率をかなり低下させて

いる 1675。新しい総括研究は、最近の乳ガン死亡率低下は続くだろうと結論づけている

1676。

図 119で最近になって増加している主なガンリスクは、1950年以来 8パーセントほど

増えている男性の前立腺ガンだ。前立腺ガンは基本的に高齢者の疾患で、前立腺ガンと診

断された人のメジアン年齢は 72歳だ 1677。多くのさまざまな要因が有意らしくて、特に

研究によると、動物性脂肪の摂取増加と前立腺ガンのリスク上昇とはかなりしっかりした

相関があるようだ 1678。まだ断定はされていないものの、NIHの概要では「前立腺ガンの

発生において食生活が重要な役割を果たしているという証拠はここ 10年にわたって増え

てきている 1679」。

さらに、新しい試験方法、前立腺特異抗原（PSA）テストが 1987年に導入され、急速

に広まっている。この試験は多くの潜在的な前立腺ガンの発見につながり、その結果前立

腺ガンのせいではないのに前立腺ガンだと死因を誤診するケースが増えている。1999年

の米国立ガン研究所の研究は、最近の前立腺ガン死亡率の急激な上下動の原因はこれだろ

うと指摘している 1680。でも PSAの採用は、長期的には前立腺ガンの死亡率を減らすだ

ろう 1681。

残りの主なガンの死亡率は、図 119で明らかなように、おおむね下がっているし、中に
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図 121: 乳ガンのリスク要因、1960–98；女性の初産年齢の中間値、総出産率（母

親から生まれる女の子の平均数）と人口中の肥満率、および年齢補正済みの乳ガン

発生率。出所: NCHS 1999a:223, 1999b:13, 6, Ventura et al. 1998:12, 2000:26,

ACS1999, CDC2000b, 2001a.

は対象とした 70 年間を通じて一貫してすさまじく減っているものもある。男性の場合、

結腸ガンと直腸ガンは 1948年以来 26パーセント減っている。一方、女性については 51

パーセントくらいの減少だ。さらに女性の子宮ガンは 81パーセント減少している。一番

すごいのは、胃がんが男女ともに減っていることで、男性 84パーセント、女性 91パーセ

ントの減少だ。これは新鮮な果物や野菜がもっと簡単に入手できるようになったこと、冷

蔵庫による食物貯蔵の改良、ヘリコバクターピロリ菌感染の減少を含む、食生活の改善に

関係している可能性がいちばん高い 1682。

つまり、ガンによる年齢喫煙補正済み死亡率は低下している。死亡率が上がっている数

少ない部位はちゃんと調べがついて、現在までに主要部位ほとんどで死亡率は下がってい

る 1683。こういう実態理解は、ガンの爆発的な増加を報じるよくある記事とはまるっきり

違う。WHO喫煙研究の筆頭著者は以下のように結論付けている：

先進国でガンによる死亡が増えているというよくある信念は、タバコの影響以外

は思い込みにすぎない。多くの国でタバコによるガンの死は増え、ごく一部では

やっと減りはじめた。だが、喫煙によるガンの死亡を除くと、残りのガン死亡率は

むしろ低下している。これは西欧、東欧、北アメリカでも疑問の余地なく事実であ

る――「西側諸国」では、他の病気による死亡率はすさまじく下がっている。たい
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ていの非喫煙者にとって、現代社会の健康上の便益は、新しい危険に勝るものだ。

タバコはさておき（そして地域によっては HIVは別として）西側社会は目覚しく

健康的な生活の場なのだ 1684。

ガン死亡率は下がっている。ヘルスケアを除けば、ガン死亡率のトレンドを決める一番

重要な要因は、環境じゃなくて個人のライフスタイルの選択なのだ。

22.2 ガン：発生率

とはいえ、ガンについて心配したいなら、戦略はほかに二種類ある――つまりカーソン

の「わたしたちの環境にかつてなかった、いかなる致死性の物質や物質群に人々はますま

す頻繁にさらされるようになっているのだろうか？ 1685」という質問を言い換えるために

ガン統計を使うやり方が、もう二種類あるということだ。最初はガンの発生件数または発

症件数を見ることで、もう一つは珍しいガンや特別なグループだけを見てやることだ。

まず発生件数を見てやろう。全米 SEER（米国ガン患者登録データベースからの疫学

的調査結果）のガン調査プログラムが全米人口のおよそ 10–14 パーセントを対象として

1973年に始まった 1686。1973年以来、発生率は前立腺、乳房、女性生殖器のような主な

発生部位の一部についてはすさまじく増えている 1687。図 122は、全発生件数の 60パー

セント以上を占める上位 5ヶ所のガン件数推移を示している 1688。これを見ると、乳ガン

と前立腺ガンはどちらも発生率が過去 25年間で明らかに上昇している。肺ガンと気管支

ガンや女性の子宮ガンは、乳ガンや前立腺ガンよりちょっと少なめとはいえこれまた増え

ている。結腸ガンと直腸ガンはちょっとずつ減ってきている。

これは憂慮すべき傾向を示しているのかな？　例えば乳ガンについてもっと詳しく見て

みよう。発生率は 1973年以来 62パーセント増えている。ところが、死亡率は 13パーセ

ント以上減っている。なぜだろう？　米国ガン協会が指摘するように、発生率の上昇はほ

とんどが 1982年から 1988年に起きていて、この時期には年率 4パーセントで増加して

いる 1690。この大きな上昇は、ほとんどが乳房撮影によるスクリーニングの急速な増加の

ためだとされる――1980年代初期には、40歳以上の女性のうちスクリーニングを受けた

のはたった 10–20パーセントだったけれど、1992年には少なくとも 60–70パーセントが

乳房撮影を受けている 1691。

この期間中、2cm 以下の小腫瘍の発生率は倍以上に増えた。一方、3cm 以上の大腫瘍

は 27パーセント減っている。これはつまり、乳ガンの発見が前より早まったことを示し

ている 1692。増加の相当部分は非浸潤性ガン（隣接組織に広がっていない初期のガン）だ

―――この非浸潤性ガンを除くと、1973年からの増加率は 22パーセンテージポイント下

がる 1693。これらのガンのほとんどは、いわゆる非浸潤性の腺管ガン（DCIS）だ。これ
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図 122: ガンになりやすい部位の年齢補正済みの発生リスク、1973–97。女性乳ガ

ン、女性子宮ガン、男性前立腺ガン、男女双方の気管支ガンと結腸、直腸ガン。出

所: SEER2000b.1689

らは乳房撮影以外ではほとんど見つからない 1694。米国ガン協会の判断によるとこれは

「より早期の治療可能な時期にガンを検出できるようになったことの反映である。発生件

数が実際に増えているのではない 1695」。

ぼくたちはよく、8 人に 1 人の女性が乳ガンになるといった話で心配する（囲みを参

照）。でも本当にだいじなのはそんなことじゃない。早期発見と、厳密にはガンだけれ

ども無害な胸のしこりの発見が増加したために、発生件数は上昇しているように見える

1696。でも、だからこそガンの多くの治療が間に合って、死亡率は下がっているわけだ。

8人に 1人と他の生涯リスク

リスクとしてたぶん一番広まっているのは、「女性 8人に 1人が乳ガンになる」というも

のだろう。これは米国ガン協会によって 1970年代初期から発表されている統計だ（ちな

みに当時の率は 16人に 1人だったけど）1697。この統計は、正しいには正しい。でもこれ

だけを説明なしに述べられると、それを自分の人生と関連づけるのがむずかしいので、し

ばしばこれは必要以上の心配のタネとなっている。8人に 1人の女性が乳ガンになるとい

うのは、8人の女性の誕生から死までを見てやると、その中で平均 1人が乳ガンと診断さ

れるってことだ。（どの女性も、それぞれの年代における現状の死亡リスクや事故・病気

リスクを経るものと想定していることに注意）。時には、この 8人に 1人というのはその
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女性たちがほかの死亡原因を免れた場合の数字だ、と説明されることもあるけれど 1698、

これはまちがっている――もちろんほかの死亡原因だって考慮してますとも 1699。

　というわけで、統計は正しいけれど、でも認識すべきことが 2つある。まず、この 8人

に 1人というのは発生件数のことで、死亡ではないってこと。第二に、この 8人に 1人と

いうのは生涯リスクなのに、みんな今現在のリスクだと誤解しているってことだ 1700。

　発生件数じゃなくて死亡で見てやると、乳ガンによる女性の生涯死亡リスクは「たった」

3.29 パーセント、あるいは 30 人に 1 人だ 1701。そして今現在のリスクはどうかといえ

ば、それはその人の年齢に大きく左右される。50歳以下で乳ガンができる女性は 2パー

セント (50人に 1人)以下にすぎず、60歳以下で見てもリスクはまだたった 4.24パーセ

ント 1702。65歳以前の総死亡リスクは 1.5パーセント (65人に 1人)だ 1703。

　それなのに 8人に 1人という統計は、女性の恐怖をすっかり乳ガンに集めてしまった。

45–64歳の女性 1,000人へのアンケート調査では、61パーセントがガン、特に乳ガンを一

番こわがっている。実際に一番彼女たちの死因になりやすい病気――心臓病――を恐れて

いたのはたった 8パーセントだ 1704。人気がある女性誌 4誌で乳ガンについての記事 59

本すべてを検討した研究者たちが発見したのは、20の記事が「8人に 1人」の統計を使っ

ているのに、説明をつけていたのは 6つの記事だけ、ということだった 1705。さらに、そ

うした記事の中で採りあげられている女性の平均年齢は 41歳だ。これはアメリカの乳ガ

ン発症の一般的な年齢、65歳よりはるかに若い 1706。

　 8人に 1人という数字を他のリスクの推計と比べると、危険なこととそうでないことが

感覚的にわかりやすくなるだろう。ざっと 10人のうち 4人がガンになって、そのうち 2

人が死ぬ。女性は男性よりガンで死ぬ人は少ない。でも冠状動脈性心臓病になるリスクは

だいたいガンと同じくらいで、死亡リスクはずっと高い。

　女性の乳ガンと男性の前立腺ガンは、すべてのガン発生件数の 3分の 1以上を占めるけ

れど、死亡数で見るとたった 7分の 1でしかない。男も女も、死ぬのは肺や気管支のガン

が一番可能性が高い。でも生涯で見ると、ガンになるより自動車事故にあって身体障害者

となる可能性のほうが高い。ちなみに、敢えて言わせてもらえば、生涯の死亡リスクの総

計は 100パーセントだ――つまり問題は死ぬかどうかではなく、なぜそしていつ死ぬかっ

てことだ。

　もちろん、様々なリスクの時期は、生涯のリスクだけを見てもうまく把握できないし、

同じく行動も大幅にリスクを変えうる（煙草を吸わないなら肺ガンによる生涯死亡リスク

は、表 5のものよりはるかに下がる）。　

同じように前立腺ガンの 116パーセントの上昇も、ほとんどが早期発見による増加だ。

一つには、良性の前立腺の病気に対する手術が増えていて、その際に無症候性の前立腺

腫瘍が偶然に見つかる 1708。針生検を指針とする経直腸的超音波断層法や CTスキャン、

今まで述べてきた PSA血清試験などのおかげで発見率が上がった 1709。実は、まったく

関係ない死因で死亡し、前立腺ガンの病歴がまったくない 70歳男性の前立腺を調べてみ
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表 5: 代表的な出来事の件数と死亡の生涯リスク (パーセント)。数字の出所や年次、

計算方法は様々であり、おおざっぱな比較にしか使えない性質のものであることに注

意。出所: SEER 1995a, Lawrie et al. 1999, NSC 1999:30, 80, USBC 1999a:14,

NCHS 1999a:151.1707

男 女

生涯リスク 発生率 死亡率 発生率 死亡率

ガン 42.80 23.94 37.56 20.53

　肺ガン・気管支ガン 7.82 7.62 5.66 4.74

　乳ガン 0.12 0.03 14.96 3.29

　前立腺ガン 15.65 3.29 - -

　結腸・直腸ガン 5.76 2.45 5.50 2.43

　皮膚ガン 1.66 0.34 1.19 0.20

自動車事故 48.02 1.69 38.95 0.87

自殺 1.67 0.41

他殺（アメリカ） 0.60 0.21

他殺（カナダ） 0.25 0.13

主要鬱病や躁鬱 20

摂食障害 3

冠動脈心臓疾患 48.6 30.9 31.7 31.9

パーキンソン病 2.5 2.5

精神分裂病 1 1

ると、25パーセントが前立腺ガンだということを研究者たちは見つけた――つまり見つ

かっていないだけの――そしてたぶん無害かもしれない――前立腺ガンのプールはとても

大きいということがわかる 1710。それでも、発見が増えたというまさにそのこと自体が、

おおむね前立腺ガンの早期発見につながり、結果として治療の可能性が上がり、図 119で

わかるように死亡率を低下させている。

図 112の他の 3つのガンには、みんなそんなに怯えないだろう。肺ガンと気管支ガン発

生率の 28パーセント増は、当然過ぎるくらいの結果だ。喫煙から来る肺ガンや気管支ガ

ンによる死亡率は、男性については長期にわたって上昇してきたし、女性ではいまなお上

昇しつつあるんだもの。結腸ガンや直腸ガンの発生率は 3パーセントほど低下した。女性

の子宮ガンは安定しているし、その中でも悪性ガンの比率は下がっている 1711。

ガン統計をネタに問題をひねり出すもう一つの戦略は、実に珍しいガンや、特別なグ

ループについて検討することだ。特に、発生率がただの偶然にしても上昇していそうなと

ころを探すといい。1997年 9月、アメリカ環境庁は「子供のガン発生率が上昇しているの
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図 123: 小児ガンの年齢補正済み発生率と死亡率、0–14歳、1973–97。出所: SEER

2000a:27, 2000b.

ではないかという懸念に動かされて 1712」子供のがんと環境要因とのつながりの可能性を

考える初の国際会議を開いた。レイチェル・カーソンに明らかにヒントを得た環境庁長官

キャロル・M・ブラウナーは会議で以下のように指摘した。「私たちの子供たちが今生ま

れてくる世界は、ほんの数十年前にすらまるでなかったような、何万もの新しい化学物質

を含んでいます――それも大気、水、家庭、食べ物に含まれているような物質です 1713」。

でも、そもそも心配するような根拠ってあるの？　図 123が示しているのは、小児ガン

の発生率が 9 パーセント増えたということだ。一方で死亡率は 45 パーセント下がった。

国立ガン協会の最新のレビューで研究者たちは小児ガンの問題を検討したけれど、それは

まさに、環境インパクトのおかげで小児ガン発生率が上がっているかもしれないというメ

ディア報道から生じた世論の懸念のせいだった 1714。結論は以下の通りだ。

主な小児ガンについての発生率に大きな変化はなく、発生率は 1980年代半ば以

来、比較的安定している。微増が見られた（中略）のは 1980年代半ばに限られて

いる。そのパターンから見て、この増加は診断技術の改善や、記録方法の変化を反

映したものである見込みが高い。小児ガン死亡率の劇的な低下は、生存のための治

療関連技術の改善を反映している 1715。

皮膚ガンでも話は同じだ。ここでは発症率と死亡率のどちらも、実に 38パーセントも

の増加が見られ、衝撃的な感じだ。でも増加率じゃなくて、発生率や死亡率の実際の数字
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を挙げたら、たぶん話はそんなに衝撃的には思えないだろう――皮膚ガンによる死亡率

は、1973年には 10万人あたり 1.6人だったのが、1997年には 10万人あたり 2.2人に増

えたというわけ 1716。生涯リスクは、表 5に示したように、たった 0.2–0.34パーセント。

そして増えた理由もまったくつまらないものだ――増加は主に、ぼくたちが日光浴の時間

を増やし、外出するときに薄着になったからだ 1717。（オゾン層とのごくわずかな関係に

ついては 24章 p. 394で検討する）。

まとめると、喫煙による肺ガンはまあ別にして、ガンの爆発的増大を示唆するものはな

いようだ。年齢と喫煙補正済みの死亡率は減少している。発生率が上がっている場合で

も、それは単に、スクリーニングがもっと頻繁かつ早期に行われて、死亡率を低下させて

いることを示しているにすぎない。

化学物質の「死の霊薬」がガンを増やし続けているという疑いに、根拠はまるでないよ

うだ。むしろ逆なのだ。

国立ガン協会がガンについての総括で結論づけているのは以下の通り。

全般的な環境的危険要因にさらされる機会が増えていることは、ガン発生率の全

体的なトレンドには大した影響を及ぼしてはいないようである。これはイングラン

ドとウェールズにおける死亡率トレンドについての最新の調査からの結論と一致

するものである。だが一部の腫瘍についての発生率の増加は、明らかにたばこの喫

煙、HIV感染、直射日光への曝露状況が変化したことによって明らかに影響を受け

ている 1718。

22.3 農薬がこわい

じゃあ環境はガンにどう影響しているんだろう？　ガンの形成に化学物質汚染はどれだ

け重要なんだろう？

いろいろ考えてみると、ここで特に農薬という化学物質グループの影響を検討するのが

いいだろう。まず、農薬は EUでもアメリカでもよく認知され、こわがられている。世紀

の変わり目のヨーロッパの環境を評価するにあたり、ヨーロッパの環境庁は飲料水に含ま

れる農薬を「ヨーロッパにおいて最重要な健康課題」の一つと呼んだ 1719。同じように、

殺虫剤はアメリカの環境に関する懸念事項の中でも高位にランクしていて、全アメリカ人

の 75パーセントが「極めて高い」または「非常な」関心を抱いている 1720。

第二に、農薬はよく研究されているので、いろんな費用や便益を議論して記述するのが

簡単だ。最後に、1999年にデンマーク政府が農薬を徐々になくした場合の社会的な結果

に関する史上最大の調査を完了したので、各種の政策オプションを評価するためのよい背
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景情報が手元にある。

驚いたことに、EUとアメリカはどっちも農薬による水質汚染を一番心配している。EU

では、農薬はおおむね地下水の話をするときに出てくる 1727。同じように、農薬に対する

アメリカ人の態度についての調査では、71パーセントが上水に殺虫剤が入ることを「多

少」または「非常に」心配している 1728。

この懸念を一番はっきり表明しているのは、おそらく EUの飲料水政策だろう。ここで

農薬が規制されているのは、農薬そのものが危険なためじゃなくて、単にみんなが農薬を

いやがるからだ。農薬の許容濃度は 0.1µg/lに設定されている。この許容濃度が定められ

た 1980 年に測定可能な下限がこの量だったからだ 1729。「もし健康上の理由だけで農薬

の許容水中含有量を考えたら、上限値は――問題となる農薬にもよるが――今日の知識で

判断する限り、今より相当に高くなるはずだ」とデンマーク環境庁長官エリック・リンギ

ガードは述べている 1730。かれの事務官はもっときっぱり言う。「健康関連の許容濃度を

農薬について定めるなら、現在の政治的な値よりもずっと高くなるだろう 1731」

検出手法がますます向上しているので、農薬はヨーロッパの至る所で飲料水中から検出

されている。欧州環境庁が指摘するように「多くの農薬が地下水中で見つかっていないの

は、単にそれを調べていないからだ。調査すれば、多くの場合には検出されるだろう。た

だしその濃度は、最大許容濃度 0.1µg/l 以下かもしれないが 1732」。そして加盟国が調べ

てみると、サンプリングした半分強の場所で、農薬は上限 0.1µg/lを超えていることがわ

かった 1733。果物や野菜に関する限り、EUでもアメリカでも、農薬含有量の許容濃度を

越えているのは約 1パーセントくらいだ 1734。でも果物や野菜の場合、許容濃度は健康関

連の評価に基づいて定められていて、その下限値は約 500、つまり飲料水の 50,000倍高

い（閾値の定め方についての囲みを参照）。

アメリカ人は平均で年に果物を 133kg、野菜は 187kg を食べる 1735。ざっと計算する

と、アメリカ人は毎年 24mgの農薬を口にするってことだ 1736。EUのちょうど上限値の

農薬濃度を持つ水源から、一年中ずっと一日 2リットルの水を飲む人でさえ（これは一番

悲観的なシナリオだろう）、果物や野菜より水から取り込む農薬の量のほうが 300倍少な

い。この手っ取り早い推計は、ずっと正確な研究によっても裏付けられている。その研究

によれば、アメリカ人の総水分摂取量が EU許容濃度の農薬で汚染された水源からだとし

ても、食べ物から摂取する農薬の量は水から摂取する量の 225倍となる（図 124を参照）
1737。

これはつまり、もしぼくたちがそもそも農薬なんかに怯える必要があるにしても、その

摂取源として怖がるべきなのは食べ物であって、水じゃないってことだ 1738。
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図 124: 食べ物からの農薬摂取量（45µg/日あるいは 99.6パーセント）と水からの

農薬摂取量 (0.2µg/日あるいは 0.4パーセント)。EU許容濃度の農薬を含む水源か

ら毎日 2リットルの水を飲んだとしても、飲料水からの量はこんなに少ない。出所:

Ames et al. 1987:272.

リスク分析によって閾値を定める

　食べ物や水から摂取される物質は、徹底的に規制されている。世界的には国連、アメリ

カでは食品医薬品局 (FDA)、環境保護局 (EPA)、ヨーロッパでは EUが規制主体で、主

に規制上限値の設定による規制が行われている。これは国連の表現を借りれば「全消費者

のグループにとって、健康へのあらゆる危険を最小限にするための、十分な安全マージン

を実現 1721」するような値だ。

　手短に言うと、こういうことが行われる。動物実験により、物質が有害な影響、たとえ

ば毒性を持ったり炎症をおこしたり、再生産能力に影響を与えたりといったことが、存在

しないような閾値が定められる 1722。この上限値は、NOEL（無有害影響量）あるいは

NOAEL（無毒性量）1723 として知られる。この値をさらに引き下げて、ヒトにとっての

限界値を作る。これがいわゆる ADI (許容一日摂取量)だ。

　ヒトと動物で生物学的な感度差があるかもしれないから、それを吸収するためにまず

NAOELを 10分の 1にするのがふつうだ 1724。いろんな人口群（子供たち、高齢者など）

の差を吸収するため、これがさらに 10分の 1になる。情報不足や不確実性などいろんな

条件によっては、限界はまだ下げられる。というわけで、ADIは NOAELより 100から

10,000倍低い 1725。

　つまり、もし実験でネズミが物質 Xを体重 1キロに対し 1日 100mg食べても影響がな

いとして (NOAEL)、よくある安全 100の一般的な安全比率が適用されたら、1日あたり

の許容摂取量 (ADI)は体重 1キロについて 1mgと定められるわけだ 1726。
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図 125: アメリカにおける原因別ガンの割合。農薬は、汚染によるガンのなかの極め

て小さい割合を占るにすぎない。出所: Doll and Peto 1981:12561746.

22.4 農薬とガン

農薬が人の健康にとってどれくらい危険なのか、計ってみよう。

農薬が怖がられるのは基本的に長期間の影響のせいだ。長期の影響に比べて、物質が有

害かどうかとか、目をチカチカさせるか、肌に炎症ができるか、といったことを判断する

のは簡単だし、各種の投与量がどんな結果をもたらすかについても、比較的幅広い合意が

ある 1739。カーソンの遺産のため、長期間の影響として心配されていたのは主にガンだっ

た。同じように、農薬についてのほとんどの公的規制は、低容量農薬の継続的な接触に伴

うガンのリスクに焦点をあてている 1740。最近では、新しい恐怖が生じている。農薬が人

類にホルモン上の影響を与えるかもしれないという恐怖だ。ここではどっちの問題も取り

上げる。まずはガンからだ。

西側社会で、ガンは全死亡の約 23パーセントの原因となっている。これは死亡者数で

見ても、失われた余命で見ても同じだ 1741。世界最高のガンの研究者 2人、リチャード・

ドール卿とリチャード・ぺトは、アメリカにおけるガンの原因の相対的な重要性につい

て最大級の研究を実施した 1742。重要な原因とどうでもいい原因とについての結論が図

125に示されているけれど、その結果には驚く人も多いだろう。

タバコはガンによる全死亡のうち 30パーセントほどの原因となっている。1960年から

1980年にかけて喫煙者数は増えたから、西側社会では今後もタバコの喫煙から生じたガ
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ンによる死亡者は増える。喫煙は多くの心臓血管の病因でもある。今日、あらゆる死亡者

数のうち約 20パーセントはタバコによるもので、この割合は増加が見込まれている 1743。

食生活はガン関連死亡総数のうち 35パーセントほどの原因となっている 1744。食生活

がガンのリスクに影響を及ぼすことは、多くの研究で明らかになっている 1745。特に移住

者についての研究による部分が大きい。たとえば結腸ガンと直腸ガンについての研究が

あって、これらのガンはアメリカではとても多いけれど、日本では珍しい。ところが日系

アメリカ人には多い 1747。ぼくたちが口にする食べ物は、産業化により大幅に変化した。

加工食品が増え、砂糖、肉、乳製品、脂肪をはるかに多く食べるようになった 1748。脂肪

と塩の量が増えたことや、繊維が少ない肉中心の食事を増やしたことで、ガンになるリス

クも増大した。同じように、肥満や高いカロリー摂取もガンの発生リスクを上げている

1749。一方、果物と野菜を食べるとどっちもガンになるリスクを下げる 1750。脂肪、肉類、

肥満を避けて、果物や緑黄野菜、繊維中心の食生活に変えれば、食事関係のガンはほとん

どあるいは全部なくなると考えられている。つまり、そうすれば西洋におけるガンの発生

率が 35パーセントも下がる！ 1751

ガン発生総数のうち、10パーセントが伝染病によるものだからといって、ガンが伝染性

というわけじゃない。一部のウイルス、バクテリア、寄生虫がガンを引き起こすというこ

とだ 1752。同じく、セックスと出産がガン総数の 7パーセントほどを占めている。主に子

宮頸ガン（セックスの相手の数に比例）、乳ガン、卵巣ガン（高齢初産で増える）1753 の

原因となる。直射日光のもとで長時間過ごすとガンになりやすい（ここ 14年間で 50パー

セントの増加だ）。地下から染み出る放射性ラドンもガンを引き起こす 1754。これらを合

わせると、ガンによる死亡総数のうち 3パーセントくらいの原因となる。

アルコールは発ガン性があり、ガン関連死亡総数の 3パーセントほどの原因となってい

る。そしてアルコール摂取量は、収入増加や都市化に伴って増えている 1755。薬剤やレン

トゲン検査は、ガンによる総死亡数の 1パーセント程度を引き起こすと見積もられている
1756。香辛料、防腐剤、人口甘味料のような添加物はガンの原因となることもあるけれど、

ドールとぺトは一方で、食べ物の安全性を改善し肥満を減らすから、実際にはガンを防ぐ

効果もあるはずだと考えている。ドールとぺトの最善の予想では、食品添加物はガンによ

る死亡総数のうち、1パーセント以下の原因となっている。ただしこれは、実際にはマイ

ナス 5パーセントくらいの可能性もある（つまり 5パーセントの死者を防いでいる、とい

うわけ）。

最後に公害がある。これは大気汚染、水質汚染、食物汚染を含むけれど、あわせても全

てのガンによる死亡のうち 2パーセントだ。これらの要因のうち、ガンの主要因になって

いるのは大気汚染だ。一方、水質汚染は「それほど重要ではない」と考えられている 1757。
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そしてやっと話が農薬にまわってくる。どれほどガンの原因となっているだろう。ドー

ルとぺトは以下のように結論づける。「食事の汚染物質としての見られる程度の農薬は何

ら重要性を持たないようだ 1758」。つまりこの結論は、ぼくたちの農薬に対する怯えと

はまるで一致していない。農薬によるガンで死んだヤツなんて、ほとんどだれもいない

のだ。

さっき、アメリカ人はほとんどのガンのリスクが食事、喫煙、飲酒のような個人の選択

ではなく、むしろ「大気汚染、水質汚染、化学物質の廃棄物処理などのような環境に関す

る原因」によって引き起こされていると思っていることを指摘した 1759。でも図 125の区

分を数えると、ガンのリスクの少なくとも 75パーセントが個人の選択によって生じてお

り、外部要因は 7パーセント以下だ。しかもこれは、職場環境の 4パーセントを選択の余

地がないものに含めたうえでの数字だ。農薬に対するおびえは、全アメリカ人の 75パー

セントを「極度に」あるいは「非常に」心配させているけれど、どうも根拠がないようだ

1760。

もちろん、そんなことを主張しているのはドールとぺトだけだと思いこむことはできる

――もっともかれらは国際的に高い評価を得ているのだけれど。でも、ドールとペトだけ

じゃない。他にもたくさんの人たちがガン全体のリスクと農薬だけのリスクを推計しよう

としてきた。もっと以前の 1977年に行われた、ガンを個別要因に分類しようという試み

も、ドールとぺトの推計にとてもよく似た結果を出している 1761。こちらの研究では、ほ

とんどすべての要因は個人の振る舞いのせいで、公害は検討はされたけれど、最終的な要

因分類には含まれさえしなかった。個人では変えられない外部要因は、たった一つ、職業

だけで、ガン総数の 2–5 パーセントとなっていた 1762。その後、引用されることの多い

『アメリカ医学協会ジャーナル』による 1993 年の研究では、ガンに限らずすべての死を

何らかの原因に帰着させようとした 1763。説明できた死亡のうち少なくとも 80パーセン

トは個人の行為に基づくもので、有害物質による死亡はたった 6 パーセント。この有害

物質には職業による災害、環境汚染要因、食物や給水の汚染、商業製品の含有物が含まれ

る 1764。主な環境上の影響はアスベスト被曝からくるもので、これは職業上の危険に含ま

れ、ここでもまた汚染からの死亡は 2パーセントくらいだ 1765。

実は、アメリカ環境保護局が 1987年に行った、環境要因からのガン推計の結果は、ドー

ルとペトの結果に驚くほど似ている。環境保護局の推計によると、公害は 1–3 パーセン

トのガンを起こす（ドールとぺトでは 2パーセント）、太陽光線とラドンが 3–6パーセン

ト（ドールとぺト: 3パーセント）、職業によるものが 0.5–4パーセント (ドールとペトは

4 パーセント)、そして消費製品は 1 パーセント以下だ（ドールとペトは 1 パーセント）
1766。環境保護局の毒物学的方法と、ドールとペトの疫学的方法のレビューは次のように
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まとめている：「ドールとペトの推計と環境保護局の推計の一致からわかるのは、環境曝

露によるガンのリスクは、ガンの総リスクのうち相当低い割合しか占めないという結論を

裏付けている 1767」。

アメリカ環境保護局のリスク推計は、食べ物中の農薬による総リスクの評価を含んでい

る。ここで EPAは、ほかのどんな研究より圧倒的に高いリスクを発見した。農薬による

リスクはガンによる死亡総数の、0.5–1 パーセント、つまり年間 3000–6000 人の死因と

なっている。EPAは、これは最悪ケースの数字で、正しい数字はずっと低く、ひょっと

したらゼロに近いかもしれないと認めている 1768。

けれども 3 つの新しい包括研究によって、本当の数字は多分かなり低いことが示され

た。1996年に、全米科学アカデミー (National Academy of Sciences)の一部、アメリカ

研究評議会 (National Research Council)は、環境保護局やその他の資金により、食べ物

に含まれる発ガン物質について 500ページのレポートを作成した。主な結論は「食事の中

に含まれる、個々の自然発生物質や合成化学物質の大多数は、顕著な有害性の生物的影響

がありそうな水準を下回るレベルであり、あまりに低くて検出できるほどのガンリスクを

もたらすことはなさそうだと思われる 1769」。

これまた、ぼくたちの農薬に関する通常の見方にまっこうから対立するものだ。でも、

こういう評価をしているのは、アメリカ研究評議会だけじゃない。1997年に、世界ガン

研究基金とアメリカガン研究所 (American Institute of Cancer Research)は、WHOや

アメリカ国立ガン研究所、FAO、国際ガン研究機関（IARC）の支援を受けて、ガン発生

に及ぼす食べ物の影響について調査しようと 4,500以上の研究をたんねんに調べた。650

ページの報告書は、農薬についての問題にも触れていて、以下のように結論づけている。

食品の汚染物質（農薬を含む）がいかなるガンのリスクをも変えるというはっき

りした証拠はないし、またその可能性がありそうな因果関係の証拠もない。実は現

在では、適正な規制下での食物や水の化学物質（農薬）汚染が、ガンのリスクに大

きく影響するという疫学的な証拠はほとんどない 1770。

この報告書はまた「一般には食品や水の化学物質汚染（農薬）はヒトのガンの大きな原

因だと考えられていることが多い」が、「専門家たちは（中略）おおむね残存化学物質は

比較的重要でない要因でしかないという見方をしている 1771」と述べる。

最後に、カナダのガン協会が 1997年に、まさに農薬についての大規模な報告書を発表

した。その評価は「多くのカナダ人の間で、食品に残存していたり、芝生や庭への散布を

通じた農薬/殺虫剤との接触がガンの大きな原因になるのではないかという懸念が高まっ

ている 1772」というものだった。でも報告書の結論は、かれらもまたドールとペトの農薬

評価と同じ結論に達していて、「一般国民は、食品の残存農薬を通じては目に見えるリス
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クにさらされていない 1773」という。

最近の研究すべての結論から見て、ぼくたちの理解はまちがっていたことになる。ぼく

たちはほとんど、いやまったく存在しない脅威におびえていたわけだ。現状では、食物や

飲料水の残留農薬のためにガンで死亡する人はきわめて少数で、ほとんどいない。

一方で、ふつうの人たちよりも農薬をはるかに多くあびている農民たちは、確かにガン

になるリスクが高いという研究がいくつかある。例えば、フランスワイン用ぶどう栽培者

たちは脳ガンになるリスクが 25パーセントも高いという研究がある 1774。でもこうした

研究はよくメディアで報道はされるけれど、他にどんな種類のガンについて調査が行われ

たか知りようがない、ということだ――2章で触れた「ファイル棚」問題ですな。著者が

20あるいは 30種類ほどのガンについて調べて、農民について他とはちがっているものだ

けを見つけ、それを報告して、残りの興味のない部分はファイル棚で腐らせている、とい

う可能性はありそうだ（というかこの調査に関する限り、たぶん実際にそうだった見込み

が高い）1775。ということはつまり、こういうフランスのワイン用のぶどう栽培者たちの

脳ガンと農薬との関係といった発見結果が、本当の因果関係なのかどうかはっきりわから

ないと言うことだ 1776。

でも、いくつかの科学者のチームが、ファイル棚問題を正すべく、農民について一連の

総括的な研究を行った。1998年から始まった、最新最大の包括研究は、37の他の研究を

検討し、「農民に明らかに多いガンは、唇のガンだけだ 1777」と発見している。唇のガン

は農民たちが屋外で仕事をし、直射日光を浴びている時間が長いという事実と関係してい

る見込みが高い。農業についての論議も、農薬が顕著なガンの原因だという議論を裏付け

てはいないようだ。

22.5 動物実験におけるガン

じゃあ農薬はちょっとでもガンを起こすの？　断言するのは難しい。基本的に何が問題

かというと、多くの農薬みたいな実に低い発ガンリスクを見ようとすると、他に関係して

くるじゃまな要因がたくさんありすぎて、その人口群での発生率が増えているかどうか

はっきりしないことだ。統計屋はこういうのをノイズと呼ぶ。時には、ある物質を長年に

わたり高濃度で浴びる仕事をしてきた職業グループを見ることはできる。たとえば 17章

で見たような、ラドンを高濃度で浴びる鉱夫たちについて調査した研究は、一般家庭で発

ガン性があるラドンを減らすという判断において重要な裏付け調査となっている 1778。ご

く少数の農薬、たとえば砒素、ベンジン、クロムなどはヒトに発ガン性があることが確認

されているけれど、もちろんこういうのも規制され禁止されている 1779。

というわけで、いまぼくたちが置かれている状況というのは、現在の農薬がガンを起こ
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すにしても、個人へのリスクはあまりに小さくて、農民みたいに被曝量の大きいグループ

で見てもガンリスク増大を見つけるのはすごく難しいというもの 1780。もちろんだからと

言って、社会への全体的なリスクが深刻じゃないってことには必ずしもならない。

それだから科学者たちは、農薬がラットやマウスにガンを起こすかどうかを調べるわけ

だ。困ったことに、標準的な動物実験は各グループ 50匹ずつしか使わないので、規模が

小さすぎて 10パーセント以下のちがいを統計的に検出できない 1781。マウスを 2つのグ

ループに分けて 1 つのグループに一生にわたりずっと農薬を与えると 4 匹のマウスがガ

ンになったとしよう。だが毒物を与えなかったグループでは 3匹がガンになった。この場

合、何の結論も出てこない。両者の差はただの偶然かもしれないからだ。統計的な有意性

が出るには、ガンになったマウスの数の差が最低でも 5匹なきゃいけない。

もちろん、物質を与えるマウスの数を増やすことはできる。でも標準の 1グループ 50

匹の実験でも、約 40万ドルかかるし、ふつうは二種類の動物について少なくとも 2回実

験を行う必要がある 1782。だから専門家たちは、致死量寸前のものすごい量を実験動物に

投与して、発ガン率が確実に上がるようにする 1783。ここで評価について疑問が頭をもた

げるわけだ。大量投与によるマウスたちのガンリスクは、少量を摂取するヒトにとってど

んな意味があるのかな？　問題は、マウスから導き出された結論をヒトに適用できるか、

大量投与の結果を少量摂取に適用できるか、ということだ。

簡単に言ってしまうと「わからない」1784。でも安全側に振っておこうということで、

アメリカ EPA(環境保護局)は最も敏感な動物からのデータを使い、大量摂取と少量摂取

がはっきり相関しているものと想定している 1785。そしてそれをもとに、その化学物質に

よりガンになる生涯リスクが 1対 1,000,000となるように一日あたりの許容摂取量 (ADI)

を定める 1786。

特に疑問視されるのが、大量投与と少量投与の相関関係だ。たとえば図 126のようなよ

くある実験をどう解釈すればいいだろう。これは殺菌剤の副産物として有名な ETU（エ

チレンチオ尿素）についてのものだ。500ppmの ETUはネズミを甲状腺ガンにする。こ

れは統計的にまちがいない。0ppmでは ETUは当然ながらガンを起こせない（グラフで

発ガン率 2パーセントになっているのは、背景発ガンレベルだ――つまりほかの要因で発

生した甲状腺ガンだ）。実際には、ETU は 125ppm 以下の値ではガンリスクを増大させ

ないようだ。ガンのリスクはこの値以上でしか増えない。どうもこの 125ppm という値

は閾値のようだ――125ppm以下の ETUは無害で、それ以上になると発ガン性が出ると

いうことだ。この解釈は、薬学の開祖パラケルスス (1493–1541) の以下の洞察と同じだ。

かれ曰く「あらゆる物質は毒物だ。毒でない物質などない。毒と治療法を分けるのは、た

だしい処方量である 1787」
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図 126: エチレンチオ尿素 (ETU)の発ガン性についてのラット研究。1日あたり投

与量 (ppm) と実験後に甲状腺腫瘍を起こしたラットの割合 (各グループ約 70 匹)。

黒い直線はアメリカ EPA(環境保護局) の少量投与時におけるリスク相関推定を示

す。出所: Rodricks 1992:133, EPA 1996c:117.

それでも、統計的には 0–100ppm で最小限とはいえ何らかのリスクがある可能性は否

定できないし、そのリスクはラット 70匹では識別できない。少量摂取のリスク相関を推

定するために、各種の複雑なモデルが提案されている 1788。EPAの推計は、リスクは図

126の線のように直線的に下がる、というものだ 1789。ほとんどだれもが（当の EPAす

ら）この直線的なリスク推計は最悪ケース想定型のアプローチで、リスクを激しく過大評

価しかねないということを認めている 1790。

これが論争の核心だ――つまり発ガン物質には閾値があって、それ以下では危険ではな

いのか、それとも危険度はだんだん下がってゼロになるだけなのか。そしてここでの数字

があまりに小さいために、この論争をふつうの方法で解決するのは、たぶんえらくむずか

しいだろう 1791。

22.6 天然農薬と合成農薬

カルフォルニア大学バークレー校のブルース・エイムズ教授は長年にわたり、閾値のあ

るなし議論について根本的に新しい考え方を提案している 1792。ブルース・エイムズは世

界で最も尊敬されている微小生物学者でありガン研究者で、かれが考案した実験はガンの

試験に一番よく使われていて、その実験方法にはかれの名前さえついている 1793。かれの
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見方は最近、アメリカの国立ガン研究所に支持された 1794。

エイムズが繰り返し主張しているのは、みんな人工農薬のことばっかり心配しているけ

れど、多くの農薬は天然なんだよ、ということだ。どうもみんなこれを聞いてびっくりす

るみたいだけれど、でも考えてみれば実はあたりまえだ。植物は、動物みたいに走って逃

げられない。だからこそ、植物の最も重要な進化上のサバイバル戦略は、有毒になって食

べられないようになることだったわけだ。

ところがレイチェル・カーソンのおかげで、初期の環境運動はもっぱら人工農薬に話を

しぼっていた。だからこそ、ぼくたちの恐れと関心は合成化学物質にばかり集中してい

る 1795。カーソンは以下の有名な引用で、環境運動の目標を確立した。「人類の歴史がは

じまって以来、今までだれも経験しなかった宿命を私たちは背負わされている。いまや、

人間という人間は、母の胎内に宿ったときから年老いて死ぬまで、おそろしい化学薬品の

呪縛のもとにある 1796」。エイムズが彼女の根本的な誤解を指摘している。「この主張は間

違っている。人類がさらされている化学物質の大半は天然のものだ。どんな化学物質だっ

て、ある程度の量以上だと危険になる 1797」。

化学的には、天然農薬と合成農薬を分けることには根拠がないようだ 1798。砒素は除草

剤として使われてきたし、天然の鉱物でもある。アフラトキシンは今までに知られている

最も発ガン作用が高い殺虫剤だ。これはピーナッツ、穀物、とうもろこしなどにつくカビ

が天然で発生させる 1799。除虫菊は殺虫剤で、これは菊の仲間として自然に発生した。同

じくたばこの木は、自分を守るためにニコチンを自然の農薬として使う 1800。

そして調べてみると、ぼくたちは合成農薬より天然農薬をはるかにたくさん摂取してい

る。おおむね天然農薬は、植物の乾燥重量の 5–10 パーセントを占める 1801。推定では、

ぼくたちが消費する農薬のうち、重量で見ると 99.99パーセントが天然のものだ。合成な

のは 0.01パーセントだけ 1802。この 99.99パーセントという数字はしょっちゅう引用さ

れるけれど、これだけじゃ意味のある話かとうかわからない。合成農薬が天然のものより

発ガン性が高いのかどうか知る必要があるからだ 1803。

エイムズはバークレー校の同僚たちといっしょに、ぼくたちが食べたり飲んだりするい

ろんなものについて評価を行った。例えば、コーヒーは 1000種類ほどの化学物質を含む。

マウスやラットで発ガン性の試験がされたのは、そのうち 30だけだ。そして試験された

化学物質のうち 21種類は、ネズミに発ガン性があった 1804。

こうした物質がどのくらいの発ガンリスクを持つかを評価するには、体重 1 キロあた

りの摂取量と、マウスやラットが一生摂取し続けた場合に 50パーセントがガンになる投

与量（TD50 として知られている――図 126だと約 350ppmだ）とを比べればいい 1805。

体重 70-80kgの標準的な成人がコーヒー豆 4gでいれたコーヒー一杯を飲むと、カフェイ
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ン酸を 7.2mg、つまり体重 1キロ当たり 0.1mgほどを摂取することになる 1806。ネズミ

の群にカフェイン酸を約 285mg/kg（これが TD50 だ）を毎日飲ませ続けると、半数がガ

ンになる。つまり、毎日飲む一杯のコーヒーは、人間に 0.1/285 すなわち 0.035 パーセ

ントの影響を及ぼす。これは 0.035 パーセント HERP(推定ヒト曝露量/ネズミ有効投与

量)1807 として知られている。このリスクが適用できるのは、2 つの大事な条件がそろっ

た場合に限る。ネズミの結果をそのまま人間に適用できるという条件と、そしてアメリカ

環境保護局の、線形の閾値なしの推計手法が意味のあるものだという条件だ。

ネズミの結果を人間に直接適用できないなら（そして適用には当然ながら大きな問題が

あるのだけれど）、数字を絶対数のままじゃ使えない。それでも、相対的なリスクなら比

較できる。というのもこれは、閾値がないという想定にしか依存しないからだ。だから閾

値がないと想定すれば、ぼくたちが食べるものすべてについて、発ガンリスクを比べられ

る――食品だろうと残留農薬だろうと。この閾値がないという想定での推計は、ごく少量

の摂取量の場合には最悪のケースの推計を出す。だから合成農薬の危険性についても、ど

ちらかといえば過大に評価するのはまちがいない。

図 127を見ると、1日 3杯のコーヒーを飲むこと（アメリカ人の平均だ）は、0.1パーセ

ントほどのリスクとなる。アメリカ人が食べるレタスの平均量 14.9gは 0.04パーセント。

どっちもカフェイン酸を含むからだ 1808。オレンジジュースの平均摂取量は、1日にグラ

ス一杯よりちょっと少な目だけれど、これは d-リモネンのおかげで 0.03パーセントのリ

スクが見られる。同じくマッシュルームの平均摂取量 2.25gあるいは 6分の 1個は、ヒド

ラジンを含むから 0.02パーセントのリスクがある。初めて農薬が出てくるのは、りんご、

シナモン、にんじん、じゃがいも、セロリ、食パン、ナツメグの平均摂取量のやっと次で

しかない――それが図 126で見た、エチレンチオ尿素 (ETU)だ。アメリカ人の ETU摂

取量からくるリスクは 0.002パーセントだ。これは 1972年以前の DDT摂取量からくる

ガンのリスクと同じだ（DDTは 1972年にアメリカで禁止された）。DDTによるリスク

は 0.00008パーセントほど。りんごに散布される農薬アラールによって、1988年のアメ

リカ人の平均摂取量のりんごジュースからくるリスクは 0.001パーセントだった。洋ナシ

のアメリカ人平均一日摂取量である 10分の 1個に含まれるカフェイン酸よりリスクは小

さい 1809。

天然農薬として知られる物質ざっと 10,000種類のうち、発ガン性の試験が行われたの

はたった 79種類だけれど、ぼくたちの摂取量からしてこれらは明らかにリスク一覧の最

上位に位置している 1810。

こういう数字が示しているのは、日頃まったくふつうに口にしている食べ物の多くは、

合成化学物質に適用されるような規制基準には合格できないということだ 1811。ぼくたち
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図 127: 平均的なアメリカ人、一日当たりの各種食べ物と合成農薬の摂取量に関連性

のあるガンのリスク (HERP)の比較。平均的なアメリカ人の成人のアルコール摂取

量は 1.7本のビールあるいは 3.6パーセントに値する。例えば、コーヒーより 23倍

も大きい。農薬アラールによる UDMH の摂取量は 1988 年以来平均量であること

に注目。出所: Ames and Gold 1998:214–15, Gold et al. 1992:264.
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のコーヒー摂取量は、禁止される前の DDT摂取量より 50倍も発ガン性が高く、現在の

DDT摂取量に比べたら 1,200倍以上も発ガン性が高い。さらには現在最も危険性が高い

農薬である ETUの摂取量と比べても、発ガン性が 66倍以上も高い 1812。

図 127に出てこないけれど、1日 1グラムのバジルはエストラゴールが含まれているの

で、コーヒー 3杯と同じくらい危険で、ETUの平均摂取量の 66倍以上危険だ（なぜ出て

こないかというと、一日の平均摂取量がわからないからだ）1813。同じようにアメリカの

ふつうの（移動式でない）住宅は、屋内空気汚染の章で検討したようにホルムアルデヒド

を含んでいる。一日 14時間室内で過ごすリスクは 0.4パーセント、あるいは ETUから

のリスクより 260倍も高い。

アルコールはこの図なんかにはとうてい収まりきらない。平均的なアメリカ人はアル

コールを一日ビール 1.7杯分相当量だけ飲む 1814。これは HERPリスク 3.6パーセント、

つまり最も危険な農薬 ETUより 2,100倍以上高い 1815。言い換えると、生涯をかけて毎

日 ETUの平均量を摂取するのと、生涯で 1度だけ 13杯のビールを飲むのとは、発ガン

リスクで言えば同じだ。あるいはもっと違った比較をするなら、一生涯を通じて ETUの

平均摂取量を摂取し続けるのは、平均的なアメリカ家屋で、2ヶ月ちょっとの期間を室内

で過ごす――それも一度だけ――と同じくらいリスキーだ。

この分析から言えるのは、ぼくたちは合成農薬なんかよりコーヒーやバジル、レタスの

ことをもっと心配すべきだってことか、あるいは閾値なしの値が有効だという前提が間

違ってるってことだ。世界ガン研究基金による大規模研究が発見したのは、コーヒーが膀

胱ガンを引き起こすという可能性は排除できないということだった。ただし「その関係に

ついてよくわからないこと」があり、そしてその結びつきはいかなる条件下であっても

「臨床的には大したことはない 1816」けれど。

エイムズ教授の意見によると、むしろ典型的な発ガン性に関する動物実験が誤解を招く

結果を作り出している可能性のほうが高い 1817。カフェイン酸、エストラゴール、合成農

薬のような物質をものすごく大量に投与された動物は、慢性的細胞死を起こすことがあ

る。これは局部的な過剰摂取（たとえば胃などで）が起きるからだ 1818。ガンが動物たち

に生じるのは、まさに大量に投与しているからだ。これを裏付ける事実として、試験され

た合成農薬のほぼ半数が発ガン性があるとわかったけれど、天然農薬の半分についても発

ガン性があることが示されているということがある 1819。この世のあらゆる物質のうち、

すさまじく高い割合が発ガン性試験では陽性となるはずだ。つまりこれは、ぼくたちが実

はまるっきり違ったものを測定しているかもしれないってことだ。局部的な過剰使用を

計っているだけじゃないかというわけ。

しかしながら多くの人々は、天然農薬に対しては進化が防御のメカニズムを発達させて
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きたんじゃないかと考えている。合成農薬とはちがって、ヒトは天然農薬とかなりの時間

を一緒に過ごしてきたからだ 1820。でもいくつかの事実を見ると、この見方はありそうに

ないことがわかる 1821。

まず、人間のガンに対する防御（ふつうは DNA修復）は一般性があるもので、自然農

薬と合成農薬のどっちに対しても有効だ 1822。次に、ヒトがまだ対処法を見つけていない

天然農薬はまだまだたくさんある（例えばピーナッツ中の菌類によるアフラトキシン）。

同じように、多くのよくある物質、たとえばカドミウム塩類、ベリリウム、ニッケル、ク

ロム、砒素なんかは、ヒトの進化の間中ずっとあったものなのに、未だにヒトに対して発

ガン性を持っている 1823。

3番目に、しばしば人間は食用植物とは「毒の調和」を形成したけれど、新しい薬物と

はそれが形成されていないという主張がよく聞かれる 1824。でも、現在のぼくたちの食物

の中で、進化プロセスの間中ずっとあったものはほんのごく一部でしかない。ぼくたちの

ほとんどは、ご先祖さまたちはまるで知らなかったような代物をいろいろ食べている。た

とえばコーヒー、ココア、お茶、ジャガイモ、トマト、スイートコーン、アボカド、マン

ゴ、オリーブやキウィフルーツなど 1825。

4番目に、食物連鎖の中で蓄積されるのは DDTみたいな合成農薬ばかりじゃない。天

然の神経毒性を持つ農薬であるソラニン、カコニンは、ジャガイモに含まれるもので、人

間の脂肪組織に貯まる 1826。これらの毒素はネズミに出生異常を起こすことがわかってい

る 1827。最後に、進化論の観点から見て、人間の体が発ガン性の自然農薬に対する防衛機

構を発達させたと考えるのは不合理だ。ガンは高齢者の病気で、生殖時期が終わった後に

しか生じないのがふつうだからだ 1828。

言い換えると、上述の合成農薬によるリスクは、ぼくたちが消費する健康なモノ、例え

ばレタスやフルーツジュースやリンゴやセロリなんかからくる、すでに検出不可能なほど

小さなリスクと比べても、さらに小さいと言える。合成農薬が年 3,000から 6,000人の命

を犠牲にするというアメリカ環境保護局の最悪ケースの推計を信じるのであれば、証拠か

ら見てレタス、フルーツジュース、リンゴ、セロリに含まれる天然農薬のほうが実際には

ずっとたくさんの人命を犠牲にしていることになる 1829。でもそれよりずっと可能性が高

いのは、動物を使った発ガン性試験は本当のリスクを示しておらず、すさまじく安全側に

振った、極端な最悪ケースのリスク評価を示しているってことだ 1830。だから天然にせよ

合成にせよ、農薬によるガンのリスクは実に低いと考えるには十分な根拠があるわけだ。

このような 2つのものすごく低いリスクについて、あえて具体的な推計値を出そうとい

う人はなかなかいない。多くの大規模なガンの評価は、もっぱら慎重に合成農薬によるリ

スクを「ごく小さい」「微々たる」と表現するにとどめている。正確な量を決めるのは途
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図 128: アメリカにおける食物関連のガンによる原因別死亡者数。総数 200,000人。

出所: Scheuplein 1991.

方もなく難しいからだ。アメリカ食品医薬品局主任の毒物学主任であるロバート・ショー

プレイン博士は、この業界で一般に考えられているだいたいの水準について、かれなりの

数字を示してくれた 1831。彼の評価によると、食物関連のガンの一番可能性が高い配分と

して 1832：伝統的な食べ物（赤身肉、鶏肉、穀物、じゃがいも、砂糖、ココア、塩など）に

よるものが 98.79パーセント。香辛料と自然調味料（マスタード、こしょう、シナモン、

バニラなど）によるものが 1パーセント。間接添加物（潤滑油、表面付着物、包装の残り

など、工場からくっついてきたもの）によるものが 0.2パーセント。農薬（殺虫剤、除草

剤、殺菌剤、PCB、DDE、ダイオキシン、アフラトキシン）によるものが 0.01パーセン

ト。動物の薬剤残留物（抗生物質、成長ホルモンなど）が 0.01パーセント、調理（発酵、

揚げる、ゆでるなど）によるものが 0.01パーセント。

アメリカでのガンによる死亡数（1999年で 563,000人ほど 1833）を元に、35パーセン

トが食品関係だというドールとペトの推計を適用し (200,000人)、さらにそれをショープ

レイン博士の配分で振り分けてみた結果が図 128だ。結果として、EPAよりもっと現実的

な推計としては、農薬はたぶんアメリカで年に 20人の統計上の死者を出しているだろう。
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22.7 合成エストロゲン（環境ホルモン）

新しい大きな不安が広がり始めている。人間や動物のホルモンに類似する合成化学物質

に関する懸念だ。特に通俗科学書『奪われし未来』の出版以来 1834。『地球白書』ミレニ

アム版の総論部分で、ワールドウォッチ研究所は 1962年のレイチェル・カーソンの心配

を、ホルモン活性を持つ「農薬とプラスチック関連の合成化学物質」についての「高まっ

た関心」にわざわざ結びつけている 1835。

妊娠中のホルモン変化はごく少量でさえ重大な結果をもたらすことがわかったのだ――

胎盤の中で 2匹の雄の胎児にはさまれていた雌のネズミの胎児は、「攻撃的」になり雌と

しての魅力がなくなっていた。兄弟の雄ネズミのホルモンが、胎児期の成長に影響を及ぼ

したわけだ 1836。

問題は一部の物質、特に DDT や産業化合物 PCB のような物質がホルモン、なかで

も女性の卵胞ホルモン（エストロゲン）と似た働きを示すことだ 1837。1940年代末から

1971年にかけて、卵胞ホルモン状の物質 DESが流産と妊娠合併症の予防に広く用いられ

た。総計 500 万人ほどの女性が DES を使った 1838。残念なことに、DES は流産を防げ

ないどころか、むしろ流産を増やし、同時に母親が妊娠中に DESを服用していた若い女

性の膣での、珍しい種類のガン発生率を高めることがわかった。また大量の DESを服用

した母親から生まれた男の子も、精子の数がぐんと減少している 1839。

同じように DDTや PCBにさらされた動物は、雌雄の比率に変化が見られた（雄が減

少し、雌が増加した）。またペニスや睾丸が小さくなることが観察された 1840。ちょうど

さっき述べたネズミの子供と同じように、DES や DDT、PCB とそれらの分解産物が、

卵胞ホルモンのような影響を及ぼして、胎児期のある段階で、一部の雄の発達や女性化、

あるいは性変化すら生じさせた。DESは 1971年に禁止された。1970年代初期には多く

の産業国で DDTが、1970年代後期には PCBが使用を禁じられた。DDTや PCBの環

境中の濃度はその時以降すさまじく落下した（例えば、図 112と図 116）1841。

じゃあ今さら何を心配しているのかって？　うん、それ以外のいろんな物質も、弱い卵

胞ホルモン的な効果があるからだ。それらの影響は卵胞ホルモンより何千倍も小さい。で

もそれがどのくらい強く効くかははっきりしない。合成卵胞ホルモンは自然卵胞ホルモン

と違って、体内の他のタンパク質によってブロックされないからだ 1842。

多くの植物も自然卵胞ホルモンを含んでいる。これは植物が天然農薬を含むのと同じ理

由で、これは植物の数々の自衛手段の一つだ。自分を食べる動物たちの自然なホルモンバ

ランスを崩せたら、その動物は進化の過程であまりよい成績をあげられず、おかげでその

植物種への影響は弱まる 1843。たとえば、ヒツジがムラサキツユクサを食べると生殖障害
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を起こす。ムラサキツユクサには卵胞ホルモンに類似した物質ゲニステインがたくさん含

まれているからだ 1844。

科学者たちは数えきれないほど多くの食品に自然卵胞ホルモンを発見した。ライ麦、

麦、キャベツ、ほうれん草、大麦、米、大豆、じゃがいも、人参、エンドウ豆、豆、アル

ファルファ、芽キャベツ、リンゴ、さくらんぼ、すもも、コーヒー、ウイスキー、パセリ、

セージ、ニンニク 1845。重量的に見れば、ぼくたちは一般に合成卵胞ホルモンより自然の

卵胞ホルモンをはるかにたくさん摂取している。でもいちばん大事なのは影響であって重

さじゃない。いくつかの研究によれば、若い時期に植物卵胞ホルモンを大量に浴びると、

ネズミの子供は大人になってからの生殖能力を衰えさせてしまうらしい 1846。大豆のタン

パク質は卵胞ホルモンをとても大量に含有していて、これが女性の月経周期に影響を及ぼ

すという証拠もある 1847。科学者たちはまた、こうした主要卵胞ホルモンが体の機能に及

ぼす影響を調べないうちは、赤ん坊に豆乳を飲ませるのは問題だ、と指摘している 1848。

多くの研究者たちが指摘しているのは合成化学物質のホルモン効果は自然に生じたホル

モンの影響よりはるかに小さいということだ。だから合成ホルモンを摂取しても、まとも

な危険が生じるほど重要じゃない。ある報告によると、卵胞ホルモン状物質に換算したぼ

くたちの合成卵胞ホルモン総摂取量は、自然植物からの卵胞ホルモンの平均摂取量に比べ

ると 4,000万分の 1以下だ 1849。合成卵胞ホルモンの摂取量は、避妊薬の一日当たり平均

摂取量の 60億倍以上弱いのだ。こうして見ると、この騒ぎ全部がいささか農薬について

の懸念と似たようなものに見えてくる――つまりそれって、自然の背景効果よりずっと低

い影響しかないんじゃないだろうか。

『奪われし未来』では、こういう計算に対する著者たちの反応が描かれている。「そのよ

うな主張は証拠に裏付けられていない。手持ちの情報や科学文学を詳しく読んでみるな

ら、空白箇所や誤りがあまりに多すぎて、人がどれだけ摂取しているか、あるいは摂取が

許されるかについて、絶対的な結論を出せるだけのおおざっぱな目安すらないことがす

ぐにわかる 1850」。つまり、単に卵胞ホルモンを数えあげるだけだと、合成卵胞ホルモン

の影響は影響全体のほんの消えそうなほど小さな一部でしかないことになるけれど、ぼ

くたちはまだまだこの分野についてあまりにも知らなすぎるってことだ。Environmental

Health Perspectives Supplements に載った卵胞ホルモンについての主要論文の中の 1つ

でも同じ議論がされ、ずっと多くの研究が必要だと締めくくっている 1851。

しかしながら、影響はおろか因果関係すらほとんどわかっていないことを認めるなら、

一方で『奪われし未来』のような本に描かれた環境ホルモンの不安に関する議論だって、

卵胞ホルモンの影響についての危なっかしいお話や実例をもとにしているということにな

る。ここでは、そうしたものの中でいちばん有名かつ特筆に値する 3つを見てやろう。
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図 129: 1938 年から 1990 年にかけての 61 の研究における平均的な精子の数

（円の大きさはそれぞれの研究における男性の数を示す）。出所: Carlsen et al.

1992:6101855.

22.8 卵胞ホルモン：精子が劣化した

環境ホルモンの影響の主な調査では、精子の質に関する議論が一番重要視される。「最

も根本的な変化は、男性の射精時の精子の数が驚くほど減っていることだ 1852」。『奪われ

し未来』で著者たちは次のように書いている。「ホルモン攪乱物質がすでに大きな被害を

与えたかもしれないという最も劇的かつ懸念される兆候は、ヒトの男性精子数が過去 50

年で急落したという報告である 1853」。こうした精子数減少とされるものはまた、有機農

法を支持する主要な論拠としても使われる 1854。

1992年、コペンハーゲン大学病院のニールス・スキャケベク教授率いるデンマークの

科学者グループが報告を発表した。男性の精液の中の精子細胞の数が 1938 年から 1990

年にかけてミリリットルあたり 1.13億からたった 0.66億に減ったことを示したのだ（図

129）1856。この低下が卵胞ホルモン状物質が原因なのか、他の原因のせいなのかはまだ

わからないと、とこの論文は最後に指摘していた 1857。

この話は世界中のメディアでとりあげられ、それを受けてグリーンピースはなかなか機

知に富んだ広告を制作した。見出しの下に極端に小さいペニスの 30代半ばの男性の絵が

ある。「あなた、お父さんの半分も男じゃないのね 1858」。男性のプライドに対するなかな

かきつい当てこすりってわけだ。

一年後、スキャケベクはイギリス医学研究評議会（British Medical Research Council）

のリチャード・シェイプ教授とともに、医学雑誌『ランセット』で精子の質の低下と卵胞

ホルモンの相関関係についての仮説を立てた 1859。また二人は、精子の質の低下は、過去

30–50年間で記録された精巣ガン件数の大きな増加とも関係しているかもしれないとも推
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定している 1860。論文中で彼らは、人が卵胞ホルモンにさらされる機会が増えたかもしれ

ない 7つの可能性を挙げた。一部を挙げると：

• 繊維が少ない食生活は女性の卵胞ホルモンの「再利用」を促進するようだ。
• 肥満は生物学的に利用可能な卵胞ホルモンを増やす。
• 食生活における変化（例えば大豆）で卵胞ホルモンの摂取量は増える。
• 牛乳をたくさん飲むと卵胞ホルモンの摂取量が増える。
• 私たちは合成卵胞ホルモンにさらされる機会が増えてはいるようだ。

つまり合成卵胞ホルモンは、ありそうな説明のごく一部（しかも一番不確実なもの）に

すぎない。だが、メディアが選んで流しているのはこの話だった。

さらに、精子の数が過去 50年間で半減したというのが本当に正しいのかどうかという

そもそもの疑問が残る。1992年の論文はおびただしい批判を招き、その後の新しい研究

では精子の数が減った場合もあれば、安定している場合もある 1861。パリでは精子の数は

減少したが、フランス南西部の都市トゥールーズでは変わらなかった 1862。スコットラン

ドで精子の数は減った。一方、フィンランドでは同じかあるいは微増 1863。ベルギーとロ

ンドンの一部の研究は減少を示している。けれどニューヨーク、ロサンゼルス、ミネソ

タ、シアトルなどアメリカでの研究では一定だった 1864。

『奪われし未来』は精子の数の低下を示した調査についてしか述べていない 1865。さら

に、そうした調査が医学専門家の一部からはまだ多少疑問視されていることも触れられて

いる。しかしながら同書はいささか傲慢にもこう述べる。「こういう疑念は、南極上空で

地球を守るオゾン層に大穴が開いたという 1985年の最初の報道に対する初期の同様の疑

念を思い出させる 1866」と。

問題は要するに、1970年以前の精子の数について情報が足りないってことだ――スキャ

ケベクのチームはさんざん努力したけれど、関連調査を 13しか見つけられなかった。そ

して 1970年以前の 13の調査においては 1,780人の男性が調査対象になっているけれど、

そのうち 84 パーセントはたった 5 つの大規模研究（100 人以上をサンプルとしたもの、

図 129の大きな円）に含まれ、そしてこれは全部アメリカについての調査だ 1867。それど

ころか、最初の大規模調査 4つ (1938–51年)はたった一つの都市、ニューヨークしか調

べていない 1868。これは重要な点だ。ニューヨークは約 1.3億/mlという世界で最も精子

の数が多い都市の一つだからだ 1869。なぜニューヨークで精子がそんなに多いのかは、よ

くわからない。でも例えば精子の数は気温に左右され、冬の方がずっと多い。フィンラン

ドの男性も同じくらい精子の数が多く、約 1.3億/mlだ 1870。

ヨーロッパや世界その他の都市に比べてニューヨークに精子数の高い男性がずっと多

ければ、これは明らかにノイズを作り出す（図 129で精子の数が派手に上下動しているの
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は、一部の円はニューヨークのもので、他がちがうからだ）。これは分析を鈍らせるが使

いものにならなくするわけじゃない。けれど 1970年以後の調査の地理分布を検討してみ

ると、大規模の研究のうちアメリカのものは 20パーセントにすぎず、ニューヨークのも

のはたった 7パーセント。つまりニューヨークは初期の調査ではかなりサンプリングされ

ているのに (93パーセント)、後期では軽くしか (たった 11パーセント)サンプリングさ

れていない 1871。さらに、ニューヨークだけについての調査からわかることとして、1972

年から 1994 年にかけてニューヨークでは精子の数は減っていない 1872。だから 5 つの

ニューヨークの研究は省く方が理にかなうかもしれない。これらを除くと精子の数はもは

や 40パーセントも減っていない――それどころか、実際には統計的に有意な減少は見ら

れなくなってしまう 1873。驚いたことに、スキャケベクはこういう事実について公式にコ

メントしていない 1874。

ここからさらにもっと大事なことが出てくる。1970年以降の期間は、ずっとたくさん

の入手可能な情報によってはるかにきちんと検討されている (研究の 79パーセント、男

性のサンプル数の 89パーセント)。この情報によれば、1970年以来、精子の数には変化

がまったく見られない1875。それどころか実は微増気味なんだけれど、これは統計的に有

意じゃない 1876。さらに、ニューヨークとアメリカの他の地域で集めたアメリカのデータ

を見直した結果、「アメリカで過去 60年間には精子の数に大した変化は見られない 1877」

という結果が出た。

それでも、ぼくたちは手持ちのデータから出発するしかないわけだ。初期のデータが

ニューヨークばかりで後期のものはもっとあちこちからだというのは問題ではある。でも

精子の数が減少したかもしれないという問題は重要なんだから、手持ちのデータで最善を

尽くすしかない 1878。確かに 1942年から 1970年にかけて、精子の数はちょっと減った

ようではある。ただし問題はもう一つあるようだ 1879。

男性の射精間隔が短くなると、精子の数は減ることがわかっている 1880。つまり男性が

過去 50年間でセックスの回数を（相手がいる場合もいない場合も含め）増やしているな

ら、精子の数は少なくなり、精子の質の低下についての不正確な解釈を招く恐れがある。

もちろんこういう問題を回避しようという試みはされている。ふつうは精子の提供者に、

指定の日数だけ射精をしないでくれと頼むのだ。だが――まあ予想通り――これはチェッ

クも強制も実に難しいことだ 1881。

一方、スキャケベクは「私たちの知る限り、1930年代以来マスターベーションや性交

の頻度が変化しているというデータはない 1882」と主張する。多少割り引いて聞くにして

も、これは驚くべき発言だ。だって 1930年代以来、ぼくたちはセックス革命を経てきて

いるし、避妊ピルだって使えるようになっているんだから。でも実は、この分野について
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はいくつかの大変優れた統計がちゃんと存在している。1940 年代初期から 1970 年代初

期にかけてマスターベーションの頻度は、未婚の 30歳男性の場合年間約 30回から 60回

へと上昇した。既婚の 30歳男性だと、マスターベーションは年間約 6回から 24回に増

えた 1883。性交については、「データによれば一般的な（中央値の）夫婦間の性交回数は、

顕著で歴史的な増加を示している 1884」。既婚の 30歳夫婦の場合、性交回数は週に 1.9回

から 3回へと増えた 1885。

もちろん人が自分について述べることを額面通りに受け取る場合には注意しなきゃいけ

ない。でもこの数字は、手持ちのほかの情報ともかなりよく一致している。たとえばアメ

リカ人カップルについての 1983年の大規模調査がある。これによると、そこそこ新婚の

カップルの 45パーセントは、週に 3回以上もセックスをするということだ 1886。同じよ

うに、おそらく最も大規模な代表的研究は、1965年から 1970年にかけて 4,500人以上の

女性を対象としており、たった 5年間で最低でも 17パーセントの性交頻度の上昇を示し

ている。これは特に避妊薬がはるかに手に入れやすくなったからだ 1887。1975年のフォ

ローアップ調査によると、性交頻度はもっと増えた 1888。あるスウェーデンの調査によれ

ば、セックスの間隔は 1956年から 1986年にかけて、7.5日から 4.4日に急落した。つま

り 70パーセントほどの頻度の上昇に等しい 1889。

つまりデータによると、1940 年に比べて 1970 年には、男性は毎週はるかにたくさん

セックスしているし 2倍の回数の射精をしているらしい。

射精を 3日ではなく 10日間控えたら、精子の濃度は 60パーセントほど上がることが知

られている 1890。つまりセックスの間隔を一日減らすと、精子細胞は 1,300万ほど減る計

算だ 1891。ということは、スキャケベクの発見した 50年間での 4,700万精子細胞/mlの

減少（問題の多いニューヨークの調査も含む）は、セックス間隔が 3.6日縮んだのと同じ

ことになる 1892。上で見たように、スウェーデンでのセックス間隔はたった 30 年で 3.1

日減っている。

有機農法の農民たち

　有機農法の農民たちやエコロジストたちは、ほかの職業従事者よりも精液の質が高いこ

とを示したデンマークの調査 2つ 1893 は世界中で引用されたので、ここで触れておこう

か 1894。

　もちろん、精液の質がよりよい有機食品と相関している、と信じたくなる気持ちはわか

る（これは例えば Eco Living などの本でも強く指摘されている）1895。でもこの調査が

出た時点でさえ、これは多くのありそうな説明のうちの一つにすぎなかった。

　エコロジストたちは、まちがいなく「そこらの一般人」に比べていろんな意味でかなり
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ちがっている――特に、都心から離れた郊外に住んでいて、ストレスもずっと低い生活を

送っていると推定される点が大きい 1896。

　デンマークの環境保護局による調査が後に示したのは、伝統的な (有機農法でない)温

室栽培農民だって、他の職業グループの数多くよりも精液の質が優れているということだ
1897。

　最後に 1999年に、伝統的な農民たち 171人と、有機農家の農民たち 85人について大

規模調査が行われて論争にケリがついた 1898。15の様々な精液の質の尺度のうち、14で

はまったく区別がつかなかった。最後の尺度の点では、有機農家の農民たちの精液のほ

うが、ずっと多くの通常精子を含んでいた。でも別の分析によれば、5つの農薬について

は、摂取量が多い方が、死んだ精子細胞の少なさと有意に相関しているということだ。結

論として「推定される 40の農薬についての食生活からの摂取は、精液の質の劣化リスク

を持っていない 1899」。

精子の質の低下についての初期の評価において、1942 年から 1980 年にかけての約

4,000 万精子細胞/ml の減少をセックス頻度の上昇で説明するなら、人はかつての倍の

セックスをしていなければならない、とジェイムズ教授は書いている 1900。そしてまさに

その通りのことが起きている。だから、セックスが増えたのも精子減少理由の一つだとい

うことは、あらゆる面から言える。

さらに総じて、ニューヨークの統計を使うのは明らかに問題があるようだ。ニューヨー

クを除けば精子の数の減少はなくなる。過去 20年についての分析が示しているのは、概

して減少ではなく、それどころかむしろ増加だ 1901。

さらに、精液の質を評価するだれでも思いつく別の方法でも、劣化は見られない――そ

れは男性の受精率を見てやることだ。アメリカにおいて、不妊症の割合は過去 30年間に

わたり 8 から 11 パーセントほどで、ほぼ一定だ。男性による不妊はそのうち約 3 分の

1 を占めている 1902。イギリスでは、2000 年の最新研究によれば、男性の受精率は実は

1961年以来、増えている1903。

もちろん精子の質はとても大事だ。ニューヨークのような手法上の問題についての数字

を補正するとしてもスキャケベクの調査はたぶん精液の質が多少は下がったことを示して

いるだろう。もちろん、これが単にセックスの回数が増えたというだけの理由なら、何の

問題もない。そして残る精液の質の低下のうち、少なくとも一部は過去 50年にわたる性

交頻度のすさまじい増加で説明できる、というのははっきりしているようだ。

これでもこれに当てはまらないデータはあるし、パリやスコットランドのような場所で

は精液の質は下がっている。こうした統計はかなり変動が激しくて、データ集計を開始時

や終了時に大きく左右されるのはわかっているけれど、こうした状況について調べること

はもちろん重要だ 1904。
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でももっと重要な点として指摘しておくべきなのは、精液の質が世界中で圧倒的に下

がっているというおっかないビジョンは確実にまちがっていたということだ。過去 20年

から 25年にかけて、トゥールーズ、ニューヨーク、ロサンゼルス、ミネソタ、シアトル、

フィンランドのような多くの場所において、精液の質はずっと一定だ 1905。減少が本当に

見られたとしても、それは全世界的なものじゃない。

22.9 合成卵胞ホルモン：「カクテル」効果

合成卵胞ホルモンが及ぼす影響についてあまり心配する必要がなさそうな理由の一つ

は、それらが天然の卵胞ホルモンや DESより数千倍も弱いからだ 1906。けれど 1996年

にジョン・マクラクラン率いるトゥレイン市の多くの有名な卵胞ホルモン研究者たちが

Science 誌に論文を発表し、2 つの卵胞ホルモンの組み合わせによりそれぞれの効果が

160から 1,600倍増幅されると述べた。これはよくカクテル効果、あるいは相乗効果と言

われている 1907。つまり、1足す 1はたった 2ではなく、むしろ千とかになるわけだ 1908。

ふつう、自然な環境ホルモンは複数が同時に発生するので、これは多くのきわめて弱い

卵胞ホルモンを、複合した強力でおっかないものに変えかねない発見だった。この話はす

ぐに世界中に広まった。卵胞ホルモンを疑問視していたステファン・セイフ教授も、ある

インタビューで明らかにひどく居心地の悪い思いをしたようで、この結果がきわめて重要

な意味を持つ可能性を認めざるをえなかった「これは非常に興味深いし、環境的な意義を

持つかもしれない 1909」。

この結果は、毒物学についてこれまでわかっていることすべてを大きく覆しかねないも

ので、カクテル効果についての不安は論争中にしばしば出現するようになった 1910。

1997年 6月、マクラクランの実験を再現しようとした多くの科学者たちがニューオリ

ンズの公式環境ホルモン学会で顔を会わせた。かれらとしては、多くの研究が相乗効果を

まったく見つけられなかったと結論づけるしかなかった。1足す 1はやっぱり 2でしかな

かったのだ 1911。当のマクラクランの手助けをしたチームさえ、自分たちの結果を再現で

きなかった。だからその週に、彼らは Science から自分たちの論文を取り下げた 1912。デ

ンマークのオデンス大学の生物毒物学のポール・ビエレガルド教授によると、今日では科

学者たちが皆一致して、卵胞ホルモン状物質には相乗効果はないと合意しているそうだ

1913。

だが、アメリカ環境保護局はまだこの研究に価値を認めている。「トゥレイン大の研究

で提起された具体的な相乗効果が再現できなかったとしても、他のメカニズムによる相乗

効果の可能性は否定できない。だからトゥレイン大の研究は、科学調査の前面に相乗効果

についての認識をもたらした点で、未だに重要である 1914」
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つまり、あらゆる事実は今のところ卵胞ホルモンはカクテル効果がないことを示してい

るにも関わらず、ありもしない問題について認識が高まったのはよいことだ、ということ

ですか。

22.10 合成卵胞ホルモン：乳ガン

環境ホルモンのこわさについて、最大の売り物は合成環境ホルモンが、いわゆる乳ガン

の爆発的増大の原因かも知れないという立場だ。

1993 年に、ある科学者グループが、女性 58 人について乳ガンと環境ホルモン状物質

DDEとの結びつきを見つけた、と発表した 1915。この著者たちによれば、環境ホルモン

的な農薬は環境や人の食べ物中に実によく見つかるので、「全世界的な公衆の健康に対す

る介入という点で実に深遠な意義を持つ 1916」とのこと。これを皮切りにして、すさまじ

い研究が行われ、乳ガンについてはそれ以来かなりの著述が行われている 1917。

これが掲載された『全国ガン研究ジャーナル』の論説は、題名からしてレイチェル・

カーソンに立ち返って化学物質へのおびえを述べ直していた。「残留農薬と乳ガン：沈黙

の春の収穫物か？」。この論説自体は理にかなったバランスの取れたものだったけれど、

この手のタイトルからくるメッセージにメディアは飛びついた。無責任で化学薬品に取り

憑かれた社会のツケを、世界規模で蔓延した乳ガンという形で女性が支払わされている、

というわけだ。

『タイム』誌は「執拗な DDT」が乳ガンを引き起こすと語った 1918。グリーンピース

は、「世界中で急増する乳ガンの主原因は化学汚染物質である 1919」と主張する調査を発

表。『サイエンティフック・アメリカン』の記事は、合成環境ホルモンと乳ガンの結びつ

きはまだ推測にすぎないけれど「関連性を支持する証拠が次第に積み重なっている 1920」

と述べた。

サンフランシスコの農薬教育センターの主任マリオン・モーゼス博士は、『ネーション』

誌でこの相関について説明している。「乳房に蓄積した各種の毒物を考えてみれば (中略)

今日の女性の 8 人に 1 人が乳ガンになると聞いても、驚きはしないでしょう。そして有

機塩素農薬がこの世に登場したのが、第二次世界大戦以降でしかないことを考えれば（中

略）現代の女性が母親たちよりも二倍の確率で乳ガンになりやすいというのも、当然のこ

とです 1921」。1993年の研究の研究者の一人、メアリー・ウルフ博士は叫んだ。「この数

字は、本当にゾッとするものです。リスクがこんなに高いなんて、まだ信じられないほど

1922」。

『奪われし未来』は、かなりの部分をこの結びつきに依存していて、不吉にもこう叫ん

でいる「女性にとって何よりもおそろしい健康トレンドは、女性のガンで最も多い乳ガン
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発症率の上昇である 1923」。農薬との結びつきは実にはっきり述べられている。「1940年

の化学時代の夜明け以来、乳ガンによる死亡はアメリカでは年 1 パーセントずつ上昇を

続け、他の先進国でも似た増加が見られている」。そして彼らは実に注意深く、これが年

齢補正済みの発生率だと指摘している 1924。もちろんこれはまちがっている。図 119で明

らかな通り。前にも指摘したように、『奪われし未来』執筆当時、1940年に比べた年齢補

正済みの死亡率は、実は 9パーセントほど下がっている。1998年の最新の数字だと、18

パーセントも下がっている 1925。

とはいえ本当の問題はもちろん、合成環境ホルモンが乳ガンの原因となるかどうかだ。

女性が生涯を通じてさらされる卵胞ホルモンの総量が、ガンに貢献するというのはおおむ

ね正しいだろう 1926。ふつう、このホルモン曝露は当の女性自身の身体が出すホルモン

（初産が遅くなったこと、初経が早まったことなどによってもたらされた大きな影響）と

経口避妊薬からくる 1927。だから農薬と乳ガンの結びつきは理論的には、このような農薬

が卵胞ホルモンに似た効果を持ち、女性の卵胞ホルモン負荷を増やして過剰なガンを起

こすという考えに基づいている。でもこの解釈にはいくつか問題がある 1928。一つには

DDT、DDE、PCBは卵胞ホルモンとしては弱く、また動物がガンになるのを促進するこ

ともあれば、抑制することもあるのがわかっている 1929。二番目に、職業柄 PCBや他の

有機塩素系農薬を大量にあびる女性たちでも、乳ガンの増加はまったく見られない 1930。

第三に、乳ガンの発生件数は増えているのに、環境中の DDT、DDE、PCBは減ってい

る1931。アメリカ国立ガン研究所の言葉によると「農薬への被曝が減っているせいでガン

の発生件数が増えるというのはありそうにない 1932」。

さらに国立ガン研究所が行った、アメリカの各地域ごとの黒人と白人の乳ガンの発症率

についての研究は、驚くような結果を示している。北西部の白人女性は乳ガンに関した死

亡率が相対的に高いのに、同地域の黒人女性の割合は他の地域に比べて高くはない。これ

が示しているのはつまり「広く普及した環境的要因では、北西部のアメリカ白人女性に見

られた相対的に高い乳ガン死亡率については説明がつかないない 1933」ということだ。

すでに 1994 年には、乳ガンと合成卵胞ホルモンについて入手可能な 5 つの小研究に

ついてのメタ研究がすでに結論を出した。「データは DDE や PCB への曝露が乳ガンの

リスクを上げるという仮説を裏付けていない 1934」。アメリカ国立ガン研究所は最新のレ

ビューで同じ結論に達した 1935。

それ以来、7つの (100人以上の女性を対象にした)大規模の研究と、4つのもっと小規

模の研究が公表された 1936。1999年、化学物質の発ガン性についてのイギリス諮問委員

会が、乳ガンと合成卵胞ホルモンについての入手可能な研究に基づく結果をイギリス厚生

省に対して発表した。それによると、DDTについて相関性を見つけたのは 2つの小規模
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研究だけで、大規模研究の一つはむしろ逆の相関を見つけた（DDTが増えると乳ガンは

減った）1937。だから委員会の結論は「疫学的な研究からは、DDTとの関連で乳ガンの

リスクが上昇するという説得力ある証拠は全体として存在しなかった 1938」ということ

だった。

ディルドリンについて相関を調べた研究は二つしかなかった。一つは相関を見いだせ

ず、一つは正の相関を見つけた。でも問題の研究は 46種類のちがった相関を調べていた

ので、このたった一つの統計的に有意な結果は「偶然の産物 1939」でしかない見込みが高

い。さらにラットとマウスを使った研究では、ディルドリンには卵胞ホルモン的な特性は

まったく見られていない 1940。最後にディルドリンを用いる職業を調べても、ガンになる

人が多かったりはしない 1941。結果として委員会は、「疫学的な調査からは、ディルドリ

ンと関連した乳ガンのリスクの上昇について説得力ある証拠は存在しない 1942」と結論づ

けた。

β –HCHとリンデン (lindane)について調べた 3つの研究では、どちらの化合物につい

ても乳ガンリスク上昇との相関の証拠をどれも発見できていない 1943。

1999年、アメリカの環境保護局などによる支援を受けたアメリカ科学アカデミー国立

研究評議会は、合成卵胞ホルモンがガンのリスクに及ぼす影響についての証拠を調べた

1944。乳ガンについての結論のまとめは、イギリスでの評決とほとんど同じだった。「今

日にいたるまで入手可能な研究を評価してみると、成人の DDT、DDE、TGDD、PCB

への曝露と乳ガンとの関係を支持するものではない 1945」。

ぼくたちはいまやデータを手に入れた。そしてそのデータによれば、合成化学物質が乳

ガンを引き起こすという証拠はまったく出ていない。

22.11 合成環境ホルモン：心配すべきか？

ぼくたちの最新の化学物質に対するおびえは、びっくりするほど無根拠のようだ。精液

の質低下は、ほとんどはニューヨークの統計を使ったことと、ぼくたちがもっとセックス

をするようになったことの影響らしい――最悪でも減少は局地的で部分的なものでしかな

い。そしてそれは、受精率の研究から見ても裏付けられるものじゃない。

カクテル効果は、まるっきり裏付けが取れなかった。

乳ガンについては、入手できるあらゆる証拠をまとめた最新の概要 2つは、合成卵胞ホ

ルモンは乳ガンの原因にはならないことを示している。実は国立ガン研究所は乳ガンだけ

じゃなく、子宮内膜ガン、前立腺ガン、睾丸ガンについても検討している。こうしたガン

はホルモンに敏感な組織で起きるはずで、したがって合成環境ホルモンの影響がいちばん

はっきり出るのもこれらの部分のはずだからだ 1946。そして NRC（国立ガン研究所）は、
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ここでも何ら相関を見い出せなかった。

たとえば睾丸ガンを例に取ろう。ここで NRCが発見したのは、過去 40年で白人男性

については発生率が上がってきたのに、PCBや DDEや DDTの血中濃度がずっと高い

黒人男性については下がってきている、ということだ 1947。さらに DDTとその分解成分

の量は、過去 40年間にわたり血液と母乳の双方において低下している。だから委員会は

「北ヨーロッパ諸国と北アメリカでの睾丸ガン発生率増加は、環境中の DDTには無関係

である可能性が高い 1948」と結論づけている。

入手できる研究すべてを見ると、おおむね結論としては「個別に見ても全体としても、

これらの研究は DDEや PCBと人のガンとの間の相関を支持するものではない 1949」と

いうことだ。

1998年アメリカ環境保護局化学政策委員会は、長ったらしい報告書で合成環境ホルモ

ンに関する中間公式見解を発表した 1950。この報告はさまざまな問題を検討して、精液の

質の低下についてはスキャケベクのデータが地理的に分散しすぎており、1970年以前の

データが不適切で、そして「射精間隔の系統的減少が、精液の濃度や精子の量の低下と称

するものをかなり説明できる 1951」と述べている。したがってアメリカ環境保護局は、ス

キャケベクの結論を「尚早」と結論づけた 1952。

環境ホルモン問題について、環境保護局の総合的な評価としては以下のように述べられ

ている：「少数の例外はあるが（DESなど）、特定の環境内物質への曝露と、内分泌攪乱メ

カニズムを通じたヒトの健康への悪影響との間には、因果関係は確立されていない 1953」。

だからと言って、もちろん知識を広げるためにこういう分野について研究するなってこ

とじゃない。でも『奪われし未来』みたいなおっかないスローガンを使うのはもうちょっ

と慎重にやろうね、ということだ。

農薬による環境ホルモンの影響に伴う新たな「沈黙の春の収穫」は見られなかった。そ

してまえに述べたように、殺虫剤がガンを引き起こして沈黙の春がくることもなかった。

こうなるともちろん、農薬をだんだん廃止することのがそんなにいいことだろうか、とい

う疑問がわいてくる。

22.12 結論：農薬を使うべきか？

1989年のアメリカでは、農薬への不安 VS実際のリスクという点で、最高に壮絶な事件

が起きた。CBSのテレビ番組『60ミニッツ』が、リンゴの殺虫剤アラールについて全国

を不安に陥れたときだ。「最も危険な化学残留物」と称されたアラールだけれど、後にそ

のリスクはえらく誇張されていることがわかり、20分の 1に訂正された 1954。図 127で
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わかるように、他の天然農薬や合成農薬と比べると、1988年の平均摂取量ですら毎日コー

ヒーを 3杯飲むのに比べて危険はおよそ 100分の 1も小さい 1955。でも人々の激しい抗

議や懸念のおかげで、アラールは使用禁止になった 1956。これって賢明な動きだったのか

な？　農薬はもっと、あるいは全部禁止したほうがいいんだろうか？

多くの人々と組織は、イエスと答えたがる。農薬を使うのはやめよう、と。天然資源保

護評議会 (Natural Resources Defence Council) のアル・マイヤーホフは、各種のガンが

特に子供たちで増えていると述べ、「農薬への曝露とヒトへのガン発生とに強い相関があ

ることを、山のような証拠が示している 1957」と主張している。問題は農薬だ。「このよ

うな命にかかわる化学物質にさらされると、ガン、奇形児、神経障害を引き起こす」。で、

結論は？　「食物の供給から農薬を排除しなくてはならない」。

1999年オタワでの世界乳ガン学会でも、似たような主張がされた。ここでカナダのシ

エラクラブの事務局長エリザベス・メイは、乳ガン発生率は環境中の農薬増加と並行して

いることを指摘した 1958。シエラクラブの農薬キャンペーン主任ペギー・ランドは「私た

ちは農薬会社の銀行口座よりも私たちの健康を優先する必要があります。このような毒な

しに暮らす権利を取り戻さなければなりません 1959」と付け加えている。で、解決策は？

　「改善された試験基準により安全性がはっきりするまで、こうした有害化学物質を使用

禁止にすべきです」。

こういう姿勢は世論調査にも現れている。全アメリカ人の 45パーセントは、承認済み

の指示にしたがって使用された場合でも農薬利用が危険だと感じている 1960。それどころ

か 62パーセントは「農薬によって人間の健康にもたらされる危険は、農薬の便益を上回

る 1961」としている。

でもこの章で一貫して見てきたように、農薬によるガンや環境ホルモン効果へのおびえ

は、かなり無根拠なものだ。農薬がぼくたちのホルモンバランスに目に見えるほど影響を

与えると考えるべき理由はまるでない。そして同時に、農薬はガンによる死亡に驚くほど

影響がない。閾値がないモデルを使うと、農薬がガン死亡者総数に占める割合は最大で 1

パーセントだ。だがこの推計はたぶん、いろんな理由ですさまじく高すぎるだろう。ガン

の原因についてのレビューされた 6つの研究すべて、そして最大最新の 3つの研究が一致

して述べているのは、農薬のガンへの影響は無視できるほど小さいということだ。

ヒトを使った研究からはきわめて限られた情報しか得られていない。発ガン性農薬につ

いての評価の圧倒的大部分は、実験室での動物実験に基づいている 1962。でも各種研究に

よれば、一日 3杯のコーヒーあるいは一日 1グラムのバジルは、現在の摂取レベルで見れ

ば、最も毒性の強い農薬より 60 倍以上リスクが高い。ここから明らかにわかるように、

農薬がガンを起こすというぼくたちのおびえはかなり杞憂で、動物実験からの推定をもと
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に推定した場合でも、農薬がガンに及ぼす全体的な影響は取るに足りない。アメリカで、

農薬によるガン死亡者数の納得できる推計は、多分ガン死亡者総数 560,000 人のうち約

20人ってところだ。ちなみに、毎年風呂でおぼれ死ぬアメリカ人は 300人ほどだ 1963。

それでも、今までのような議論により農薬がほんの少数のガン死亡者しか引き起こさな

いことがちゃんと示されたと認めたとしても、たった一人でも死ぬのであれば、殺虫剤を

大幅に減らすか完全になくす理由としてはじゅうぶんだ、という立場をとることもでき

る。ガンの可能性がちょっとでも増えるかもしれないと思っただけでも、用心のために農

薬の使用を控えるべきだ、というわけ。

そりゃ確かに、用心のために個人の農薬摂取量を最小限にするに越したことはない。で

もそれは、そうすることで他にもっと高くつく結果が生じない限りの話だ。ないも同然な

ガン負荷増加を避けるために農薬使用を減らしたり、全面禁止したりしたがることの問題

は、はるかに大きい副作用について考えてないということだ。

農薬使用にはすごい利点がある。農薬の最も厳しい批判者の一人、デビット・ピメンテ

ル教授ですら、アメリカにおける農薬の純社会便益が年間約 40 億ドルだと述べている。

かれが使った手法は、結果が系統的に農薬に不利になるよう歪めるものだったにも関わら

ず 1964。

いまの議論にもっと関係があるのは、農薬を一部禁止あるいは段階的な全面禁止した場

合の社会の総コストを計ることだ 1965。特定の農薬グループ――アメリカの農薬全の半分

ほどを占めている、いわゆる有機リン系農薬とカルバメイト農薬――の廃止について、最

新のアメリカのコスト推計によれば、総計約 170億ドルになる 1966。

もちろん世界中の色んな政治的背景では、農薬に対する態度もちがうから、全面禁止が

できそうなところもあれば、できにくいところもあるだろう。確かにアメリカでは農薬全

面禁止に対しては、あまり広い政治的な支持はない。ただし有機リン系農薬とカルバメイ

ト農薬の全面禁止は、1996年の食品品質保護法の施行をめぐる論議に含まれてはいたけ

れど 1967。でもヨーロッパでの多くの議論は雰囲気がもっと過激で、デンマークでは農薬

の大幅削減や段階的な全面禁止という選択が、議会の過半数によって表明された 1968。

結果としてデンマークの議会は満場一致で全国委員会を設立し、2年かけて農薬による

あらゆる影響を調査し、デンマークでの農薬使用を部分的あるいは全面的に禁止すること

による全体的な影響を評価させることにした 1969。これは利害の衝突があると批判されて

きた 1970 アメリカのいくつかの経済推計とはちがって、デンマークの環境保護局から任

命を受けた議長と、伝統的農業組織と有機農業組織、学術団体、環境保護団体、消費者団

体からのメンバーによる合議制委員会だ 1971。その結果は 1999 年に公表された。1,000

ページを越える全 7 巻で、その 10 倍にも及ぶ委託背景調査報告書がもとになっている
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1972。

結論としては、農薬使用のある程度の最適化は可能で、その場合、農民には 2 から 3

パーセントのコスト増、社会的なコストはほとんどなしとされていた。ただしこれはモデ

ルに基づく結果ではない 1973。推計は、天候と災害のインパクトについて完全な情報を必

要としていて、これは一部の地域では入手が困難か不可能と考えられていたため、この推

計はいわばベストケース推計となる 1974。この場合、散布頻度をもとに計測した農薬は全

部で 29パーセントほど減る 1975。

農薬使用をもっと減らす場合について、委員会は農薬がある限られた害虫の処理にだけ

許される、限られた農薬利用のシナリオを検討した 1976。この場合、農薬は約 76パーセ

ント減る 1977。社会全体の損失は GNPの 0.4パーセント、年 5億ドルあるいは農業総生

産高の約 9パーセントと推計された 1978。アメリカに置き換えると、農薬の使用制限によ

る損失はざっと年間 110–370 億ドル。さっき述べた有機リン系農薬とカルバメイト農薬

の禁止で生じるコスト 170億ドルとだいたい似たようなものだ 1979。

最後に農薬の全面禁止は、GNPの 0.8パーセントあるいは年間約 10億ドルの社会的お

値段をもたらすと推計された 1980。アメリカにざっとあてはめると、毎年 230–740 億ド

ルほどの損失だ 1981。しかしながら EU法により、加盟国は農薬を使った農作物を輸入制

限してはならないとされているので、このコストはあまり売れない作物だけを反映したも

のだろう。一方で農作物の輸入自由化は維持されて、たぶん輸入量は大幅に増えるだろう

1982。だから家畜育成は、相変わらず輸入物の農薬を使った飼料を使うことになるだろう。

委員会はまた、有機栽培社会に完全に移行する場合の総コスト推計も出した。ここでは

家畜用飼料も無農薬で栽培される。この場合、デンマークにとっての社会コストは GNP

の約 3パーセントあるいは 35億ドルだ 1983。アメリカではざっと 930–2770億ドルに相

当する 1984。

つまり低価格で農薬使用を減らせるなら、減らすのは賢明だろう 1985。でももっと大量

の農薬使用量削減は、社会にとってすさまじいコストをもたらす。

これでもまだ、もっと包括的な農薬の制限が良い投資だと考える人はいるだろう。なん

と言ってもアメリカは豊かな国で、年 20人かそこらのガン死亡者を救うのに、年に 200

億ドルから 3,000億ドルほどかけるだけの財力はある。救われた命一人あたり、最低でも

10億ドルだ。真っ先に出てくる反応としては、コストはいくらかかっても人命最優先だ、

というのがある。でも、こうした議論をするなら、これだけのお金にはもっといい使い道

があるんじゃないか、ということを考える必要がある。室内大気汚染についての章で、ぼ

くたちは地下から自然に染み出る放射性ラドンガスが、アメリカでは年に 15,000人ほど

の命を奪っていることを見た。ラドンを確認し、試験し、緩和するための規制プログラム
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を導入すれば、一人 100万ドルよりちょっと少ない予算で、年に 800人ほどの命を救える

だろう 1986。だから、同じ 10億ドルくらいのお金をかけるにしても、農薬を減らすと約

一人（おそらくもっと少ない可能性が高い）を救えるし、あるいはラドン削減で 1,000人

の命を救える。だったら、一番よい結果の出るところにお金を使うべきじゃないの？

もっと深刻なこととして、農薬を禁止するとお金がかかるばかりでなく、ガンによる死

亡もたくさん増えることになる 1987。

農薬は収穫高を増やしてくれるので、果物や野菜を安く作れるようにしてくれる。デン

マークのシナリオでは、農薬の全面禁止は収穫高を 16 から 84 パーセント減らし、価格

を 30から 120パーセント上昇させる 1988。まず、このシナリオはいま以上に自然地帯を

つぶすことになる。耕作すべき土地が増えてくるし、また新たに農地化される土地は、た

ぶんそれほど肥沃じゃないだろうから 1989。2番目に、人々は果物や野菜をあまり食べな

くなるだろう。値段がずっと高くなるからだ。所得に占める食費の比率は大幅に増える。

農薬使用を制限すると、作物価格は約 10パーセント上昇すると予想される。全面的な禁

止は、おそらく北アメリカやヨーロッパの家族が食べ物に使う所得比率を、今日の 8–20

パーセントから倍増させることになるかもしれない 1990。そして、使えるお金が減れば減

るほど、人は果物や野菜を食べなくなることがわかっている 1991。低所得者はむしろ、主

食のでんぷんや肉類、脂肪をもっと多く買うようになる 1992。また食料品の品質は低下

し、冬に手に入る食品も減るだろう 1993。

ガン頻度から見た影響はかなりのものだ。世界ガン研究基金による研究の推計では、一

日あたりの果物と野菜摂取量を平均 250g から 400g に上げれば、すべてのガンの発生率

は約 23 パーセント下がる 1994。アメリカ人の果物や野菜の平均摂取量は、一日約 297g

だ 1995。つまり、値段が上がってアメリカでの果物や野菜の消費がたった 10パーセント

下がるだけで、アメリカのガン総数はおよそ 4.6パーセント上昇するから、追加で 26,000

人くらいのガンによる死亡が生じる 1996。さらに他の研究によれば、虚血性心疾患や脳血

管疾患のような、ガン以外の疾患による死亡率だってかなり増加しそうだ 1997。

世界ガン研究基金の研究が強く主張しているのは、ガンの頻度を減らしたければ、果物

や野菜の摂取量を増やすことが絶対に不可欠だ、ということだ――でもそれをどう実現す

るかについては触れられていない 1998。果物と野菜の消費増加という目標は全米研究評議

会も支持しているけれど、ここでも議論は医学的側面ばかりで、どうやって消費を増やす

かについては示唆がない 1999。一方、カナダガン協会は、政策をたてるときには経済と健

康をどっちも検討することが必要だと強く主張している。「本パネルは、果物や野菜の摂

取増加に伴う残留農薬の接種増加が、ガンのリスク増大にいささかなりとも寄与するとは

考えないし、またそんなリスクがごくわずか存在したと仮定しても、それはこうした食生
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活からくる便益により圧倒的に相殺されるものだと考えている 2000」。同時に「本パネル

は作物生産拡大と品質向上における殺虫剤利用の重要性を認識しており、またそれに伴う

果物や野菜の価格低下への効果、それを原因とする消費の増大、およびそこから発生する

ガンリスクの減少が重要であることも認識している 2001」。

高い評価を集める雑誌 Science はもっとはっきり主張している。

果物や野菜は何百という種類のカビを含む害虫による攻撃にさらされている。認

められた防カビ剤の数が減らされて使えるものの数が減ったら、カビが作物を台無

しにしてしまうだろう。専門家によると、合成防カビ剤がなければ、リンゴの生産

は 40パーセント減少するだろう。ぶどうは 33パーセント、ももは 49パーセント、

そしていちごは 38パーセント。ほとんどの野菜の生産も低下し、価格は上昇する

だろう。犠牲になるのは低所得者たちだ 2002。

驚くかもしれないけれど、選択は実にはっきりしている。農業生産物から農薬を排除す

るなら、そうした農薬が入っていない食べ物や水が手に入る。これはアメリカだと、おそ

らく年間 20人ほどの死者を防げるということでもある。だが一方で、そのコストは少な

くとも年間 200億ドルかかり、ずっと多くの自然地帯が農地化されることになり、おそら

く年 26,000人以上の人がガンで亡くなっていくのを甘受することになるだろう 2003。
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我々は毎年おおむね 4万種かそこら、一日あたり 109種の生物を失っている。あなたが

この章を読み終わるまでに、一つの種が絶滅するだろう。

ぼくたちがこれを聞かされたのは 22年前、ノーマン・マイヤーズの The Sinking Ark

が 1979年に初めて出たときだった 2005。このお話はアメリカの公的環境レポート『西暦

2000年の地球』により世界に伝えられた 2006。それ以降、これはぼくたちの共有意識の

一部になった。アメリカの元副大統領アル・ゴアは著書『地球の掟』で、この 4万種とい

う数字を繰り返している 2007。一般向け科学雑誌 Discover は、今日ぼくたちが知ってい

る生物種の半分は 100 年以内に絶滅すると述べる 2008。有名なハーバード大学の生物学

者エドワード・O・ウィルソンは、年 27,000から 100,000種が絶滅していると指摘する
2009。負けてなるかとポール・エーリック教授は、1981 年に毎年 250,000 種ほどが絶滅

し、2000年までに地上の生物種の半分が滅び、2010–2025年には全滅するとまで推計し

ている 2010。

こういうすさまじい種の絶滅に関する主張はいたる所で繰り返されてきたのだけれど、

これはどう見ても手に入る証拠と一致しないのだ 2011。

4万種全滅というお話は大事だ。ぼくたちが死ぬまでに、地上の生物種の 25–100パー

セントが絶滅するという数字こそが、危機に瀕する種の保護を課題一覧の中で高い優先

度に持ち上げるだけの政治的なパンチ力を提供しているからだ。これが今後 50 年で 0.7

パーセントというもっと現実的な数であれば、これほどの成果をあげるパンチ力は持てな

いだろう。

23.1 生物の種って全部でどのくらいあるの？

35億年前に初めてバクテリアが登場し、地球上に生命が出現して以来、種の絶滅は進化

にとって不可欠だった。生き残れなかった種は絶滅した。絶滅は、生息するあらゆる種の
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図 130: 6億年前以来の海生動物、昆虫、4本足の脊椎動物の科の数、および陸生植

物の種の数。出所：UNEP1995:204,206,207.

究極的な運命だ 2012。

でも生物が絶滅する率は、いろんな時期ごとに変動している。図 130でわかるように、

おおむね生物種は現在にいたるまで増えてきた。今ほどたくさんの種が存在していたこ

とはない。科や種の数の増加は、専門特化のプロセスのおかげだ。これは、地球の物質的

環境がずっと多様化してきたのと、他の種がずっと専門特化してきたことの両方による

2013。でも、大規模の絶滅は何回か起こっている。一番有名なのは、たぶん 6,500万年前

の曲線のとぎれに見られる∗1、恐竜たちのほとんどが絶滅した時だろう。でも一番深刻

だったのは 2億 4,500万年前に起こったものだ。このときは海洋動物と 4本足の脊椎動物

の半分ほどと昆虫の 3分の 2が壊滅している 2014。

過去の絶滅や種の数について情報は、不確かな化石発見記録だけに基づいている。でも

それを言うなら、実はこの点で今日の状況についてだって大してましな情報があるわけ

じゃない。ぼくたちは、地上に生きる生物種の本当の数を知らない。推定値は、たったの

200万から 8,000万種というとんでもない数字までの間をふらふらしている。今日までに

実際に数えられた種は 160万種ほどだ（表 6の推計を参照）。こういう種の圧倒的に多く

は、カナブンやアリやハエやイモムシみたいな昆虫や、菌類、バクテリア、ウィルスだ。

哺乳類や鳥類は、もうほとんど発見し尽くした――これらは大きくて認識しやすいから

だ。でも、小さな生物の多くについての知識は断片的もいいところだし、それにそういう

のを記述したところで、哺乳類や鳥類を記述するのに比べたらまるで華やかさは落ちる。

∗1 訳注：グラフではあまりはっきりとぎれが見えない。恐竜がほろびる一方でほ乳類がたくさん発生してき
ているので、生物種総数にはあまり影響がなかったせいだとのこと。
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表 6: 1600 年から現在にいたる種の数と、記録に残った絶滅の数。絶滅を記録す

る際の厳格な条件のため、この数字は間違いなく実際より過小となっている。出

所：Ballie and Groombridge 1997;Walter and Gillett 1998; May et al. 1995:11;

Reid1992:56.

Taxa 種の概数 1600年以来の絶滅数

脊椎動物 47,000 321

　哺乳類 4,500 110

　鳥類 9,500 103

　は虫類 6,300 21

　両生類 4,200 5

　魚類 24,000 82

軟体動物類 100,000 235

甲殻類 4,000 9

昆虫類 > 100, 000 98

維管束植物 250,000 396

合計 約 1,600,000 1,033

どれくらいの種が存在しているかを調べようとする試みのため、ずいぶんと独創的な方

法も編み出された。生物学者アーウィンは、熱帯雨林の上層部の葉に殺虫剤をかけ、木か

ら落っこちてきた種の数を数えた 2015。いろんな地域でどのくらいの種が重複しているか

を比べると、平方メートルあたりのおおざっぱな新種数の推計値がわかる。これを使って

もっと広い地域についての推計値を出し、やがてはこれで全世界についての推計を出そう

というわけだ。

また研究者たちは、動物が大きくなればなるほど種の数が減るという観察を利用してき

た (ゾウほど大きい種はほとんどいないけれど、カナブンの大きさのものはワンサカ存在

する)2016。アーウィンの推計と、体の大きさと数の関係に基づく推計の両方とも、1,000

万から 8,000万種という現在では最高の推計を出している。

種の総数の推計値がえらくばらついているので、絶滅を論じるには、10年あたりの絶滅

率を見てやるのが一番いい。

23.2 生物多様性って大事なの？

いささか不遜な質問として、そもそも種の絶滅なんてことを心配する必要なんかあるの

か、ということを考えてやる必要がある。これを考えるべき理由はいろいろある。

第一の理由は、人間中心の理由だ。ぼくたちが野生の動植物を好むのは、そういう動植
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物の生きる魅惑的で活気ある惑星に生きていることがぼくたちにとって嬉しいことだから

だ。でも、そういうときにぼくたちが想定している種は、たぶんトラとかクジラ、アホウ

ドリ、ブダイやチークの木のような「大きな種」だろう 2017。何百万のゴキブリ、ハエ、

きのこの胞子であることは、まあ絶対になさそうだ。つまり、こういう保護論はかなり恣

意的なものだ。

よく耳にするのが、熱帯雨林は薬品の備蓄として機能するんだ、という理屈だ 2018。確

かに、多くの薬剤はもともとは植物から抽出されたものだ――ヤナギの木からアスピリ

ン、キツネノテブクロから心臓の薬。とはいえ、今ではこういう薬剤はほとんど人工的に

製造されているけれど。でも問題は、多くの場合、薬になる植物を探すのにどこから手を

つけていいやらわからない、ということだ 2019。だから、手がかりを求めて現地で使われ

る生薬が調査される。これは、薬品材料になる可能性のある植物の保護（必要ならば植物

園で）を唱える主張となっている。でも、既知のごく一部の植物についてすら、分析に手

をつける現実的な手段すらない以上、これはたとえば熱帯雨林などのあらゆる種を保護し

ろという一般論を主張するのには使えない。

ピメンテルをはじめとする研究者たちは、生物多様性の総価値を評価しようとした。人

間による多くの自然利用を積み上げると（エコツーリズム、廃棄物処理、受粉、植物の品

種改良など）3–33 兆ドルあるいは世界経済の 11–127 パーセントというすさまじく大き

い年間評価額が出てくる 2020。こういう高い価値は生物多様性の重要性を主張するための

一般論に使われている 2021。多くの生態系サービスには市場がないことを主な理由として

2022、この推計は批判されてきた。でも生物多様性について一番の問題は、ここで問題に

したいコストは生態系の総コストなんかじゃないってことだ。だれも生物種を全部根絶や

しにしようとか、生態系をまるごと削除しろとかなんて、主張も期待もしていない。問題

にしたいコストは、100万種のカナブンのうち次のカナブンの種一つを保護する価値はど

れだけなのかってことだ。これを考えると、いくつかの分析によれば、次の植物や動物種

一つが薬物用に持つ人間にとっての価値はすさまじく小さい。これは、最後の一種にたど

りつくずっと前に求めていた（薬の材料になる）種は見つかってしまうか、あるいはあら

ゆる種をすべて最後の種まで探し続けるのは、とんでもなく高くつくからだ 2023。

遺伝多様性は、農作物の存続にとってきわめて大事だ。主な農作物（麦、トウモロコ

シ、米、ヤムイモなど）はごく少数のすさまじく収量の高い系統から育てられるので、遺

伝多様性が大事だという議論は事実だ。この議論で標準的に挙げられる例は、1960年代

末に世界の小麦の収穫を脅かした縞錆菌症だ。この病気は、トルコ系の野生麦から得た遺

伝物質により対処された 2024。今日では、こういう多くの種を保存した大規模な遺伝子

ライブラリーがある。アメリカのアイダホ州アバディーンにある Agricultural Research
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Service National Small Grains Collectionには 4,300種ほどが保管されている 2025。こ

の場合もやはり、問題は農作物の遺伝子プールを保護するのがいいかどうかじゃなくて、

むしろこれをありとあらゆる他の種すべての保護を主張するためのまともな議論として使

えるかどうかだ。

23.3 どれくらいの種が絶滅しているの？

自然環境では、種は他の種との競争により絶えず絶滅している。これまで生息してきた

種の 95パーセント以上は絶滅したと推計されている 2026。種は一般に 100万年から 1000

万年生存し続ける 2027。記述されている 160万種にあてはめるなら、10年で種 2つの自

然消滅は認めなきゃいけない 2028。表 6を見ると、1,600年以来 10年間で約 25種が絶滅

している。だから観測されているのが単なる自然消滅だけじゃないのは明らかだ。実は人

類は昔から絶滅の主因だった。最後の氷河期の頃、ほ乳類と鳥類の主要な科 33種類が絶

滅した――それに先立つ 150万年で 13科しか絶滅していないんだから 2029、これはすさ

まじく多い。石器時代の人類が、これらの 33科を狩り尽くして絶滅させたと推測される。

ポリネシア人は過去 12,000年にわたり太平洋の 800ほどの島に入植した。こういう島

の鳥はあまり競争なしに進化したので、簡単に捕まってしまった。だからよく狩り尽く

されて絶滅した。考古学的な発掘から出土する骨の研究によると、ポリネシア人は総計

2,000種ほど、あるいは現在の鳥の種の総数の 20パーセント以上にあたる鳥を絶滅させ

たと推計されている 2030。

つまり人類はずっと絶滅率上昇の一因だった。けれど過去 400年間に関しては、絶滅に

ついて他にも考慮すべきことがある。まず、絶滅を記述するためには、その種が生息して

いそうなあらゆる場所を数年間探し続けなきゃいけない 2031。こういう膨大な作業は多く

のリソースを必要とするので、記録された絶滅数は最小限に減ってしまう。もう一つは、

他の生物より圧倒的にほ乳類と鳥類に関心が集中していることだ。

だから種の絶滅を議論する場合、ほ乳類と鳥類の絶滅率が一番よく記述されている。こ

の場合、記述された絶滅率は、過去 150年間で 4年に 1種から年に 1種まで増えている
2032。この増加の一部は、起こりそうな絶滅を観察したがる職業生物学者、関心を持つ鳥

類学者、動物愛好家の増加も原因だろう。でも絶滅が増えているのはまちがいない。

でも、ここで言いたいのは、毎年 4万種が絶滅するなんて数字に至るには、まだまだほ

ど遠いってことだ。
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23.4 4万種という主張

毎年 4万種の絶滅という推計は、もともと 1979 年にマイヤーズが出したものだ 2033。

かれの議論ときたら、これが驚異的な代物だ。かれは、今まで見てきたのと同じく――と

はいえ参考文献を明示しないけど――1900年まで 4年ごとに 1種、1900年以降は毎年 1

種全滅したと述べている。そしてマイヤーズは、1974年の会議を引用している。そこで

絶滅速度が現在年間 100 種になったという「憶測が出回った 2034」という。この数字は

ほ乳類や鳥類だけではなく、「科学で知られていようといまいと全生物種の絶滅率だ 2035」

から、年に 1種という数字よりはるかに多いのはあたりまえだ。そしてここで議論の肝心

要な部分がやってくる：

だがこの数字ですら少く思える。（中略）仮に、この人間による自然環境の扱い

（引用者注：熱帯林の開墾を指す）の結果、今世紀最後の 25年間で 100万種の絶滅

が目の当たりにされると想定しよう――あり得ない見通しではまるでない。これは

つまり、25年にわたって計算すると、1年あたりの平均絶滅速度 4万種、あるいは

むしろ一日 100種以上という計算になる 2036。

これがマイヤーズの議論のすべてだ。100万種が 25年間で絶滅すると仮定すれば、つ

まりは年に 4万種となる。まったくの循環論法だ。4万種と仮定したから 4万種になる。

もちろん、議論がこれだけしかないなんて、みんなとても信じられないだろう。でもマイ

ヤーズの本は他にどんな参考文献も議論も挙げていないのだ。実際に観察されている、年

に 4分の 1種、1種、あるいは年 100種という数字と、マイヤーズの 4万種という推計と

の間の、ものすごい開きにご注目。この主張はかれ自身のデータの4万倍、最新の観察さ

れた速度の 1万倍で、最大の当てずっぽうと比べてすら 400倍大きい (図 131)。

でも、世界中の何百万という人々に届いたのは、この 4万という数字なのだった。

23.5 モデルによる裏付け

1980年、『西暦 2000年の地球』というものすごく影響力がある環境のレポートがアメ

リカの大統領ジミー・カーターの要望で発表された。レポートはいろんな課題の中で、種

の絶滅も検討していた。ここでWWF（世界自然保護基金）の生物学者トーマス・ラブ

ジョイが、2000年までに種全体の 15–20パーセントが絶滅するというマイヤーズの主張

を繰り返している 2037。でも同時にラブジョイは、マイヤーズの物議を醸した 4万という

数字を裏付けるためモデルを構築した。ラブジョイのモデルは実に魅力的なほど単純だ。

生物種の大部分は熱帯雨林で見つかる。熱帯雨林をそのままにしておけば、なにも起こら
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図 131: 1600年から 1974年までの絶滅率推計に、1980年のマイヤーズの推計を追

加。出所：Myers 1979:5.
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ない。もし熱帯雨林を全部を伐採すれば、事実上あらゆる生物種が絶滅する。ラブジョイ

は、熱帯雨林を半分伐採すれば、生物種の 3分の 1が絶滅すると仮定している 2038。

はい、これでお答え一発。20年で 50パーセントから 67パーセントの熱帯雨林が減少

するという推定から、33–50 パーセントの生物種が局所的に減少するというわけ。ラブ

ジョイの推計によるとこれは世界の生物種の約 20パーセント減少になる 2039。

23.6 ぼくたちは何を失うの？

西側世界にとって、この議論は熱帯雨林の重要性を確固たるものにした。熱帯雨林は

「地球の肺」であるというお話（まちがった話だったが）2040 を一瞬みんながもてあそん

でいたのを除くなら、今や熱帯雨林を保護しろという議論の最大の理由は生物多様性だ。

でも、実際にどんな種が死滅すると主張されているんだろう。多くの人々は、それがゾ

ウとかコクジラ、広葉のマホガニーの木の問題だと信じこんでいる。でも残念でした。絶

滅する種の 95パーセント以上は、甲虫やアリやハエや微少なイモムシや菌類、バクテリ

アや藻類やウィルスだ 2041。絶滅するものが主に昆虫、バクテリア、ウィルスだと生物学

者たちが強調していたら、熱帯雨林のロビーがどれくらい政治的支援を得られたかははっ

きりしない 2042。

でも一番大事なのはもちろん、雨林の伐採と種の絶滅との単純な相関関係が実際に議論

として成り立つのかどうかだ。

23.7 モデルと現実

1960年代に生物学者 E・O・ウィルソンが種の数と面積との関係を公式化した 2043。モ

デルは魅力的なほど直感的に見える 2044。理屈としては、場所が広ければ広いほど種はた

くさん生息するというものだ。この理論は島の種の数を説明するために作られたもので、

その文脈ではなかなかうまく機能する。ウィルソンは経験則を唱えた：面積が 90パーセ

ント減少すれば、種の数は半分になる 2045。だがもちろん問題は、島についての理論が熱

帯雨林みたいな広い森林地域にもあてはまるかどうかだ。島が小さくなれば逃げ場はな

い。でも雨林地域の一部が伐採されても、多くの動植物は周辺地域で生き延びられるだ

ろう。

もちろんすぐにやれることとして、ヨーロッパと北アメリカで実行された人類の実験の

結果を見てやればいい。どっちの地域でも、原生林は約 98から 99パーセント減少してい

る。アメリカ東部の森は 2世紀かけて、もとの原生林のたった 1から 2パーセントにしか

ならない断片にまで減少した。だがそれにもかかわらず、森に棲息する鳥が 1種絶滅した
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だけだった 2046。

熱帯雨林と種の絶滅の相関について、熱帯地区で最大の調査は、アメリカ農林水産省の

アリエル・ルゴがプエルトリコで行ったものだ。この調査で、400年にわたり原生林の 99

パーセントが減少したことがわかった。全滅したのは 60種の鳥のうち「たった」7種で、

しかもこの島には今日 97種の鳥が住んでいる 2047。これはウィルソンの経験則が深刻な

問題を持っていることを示す。そしておそらくもっと驚くべきこととして、プエルトリコ

の原生林地域は 99パーセント減少したが、鳥の種はかえって増えている2048 ！

どうしてこんなことになったかを理解するには、プエルトリコの森林地帯の総面積は

10から 15パーセント以下に下がったことはないということを教えてもらうことだ。まち

がいは、開拓された雨林がすべて、単に伐採されたらそのまま不毛の地として放置される

と思いこむところからきている。実は FAOの数字を見ると、伐採された熱帯森の約半分

は、二次森林へと変えられているのだ 2049。

23.8 生物学者の反応

生物多様性の問題は、モデルと現実の古典的な戦いとそっくりだ。生物学者たちは、数

字となると問題があることは知っている。マイヤーズは「熱帯林の実際の絶滅率どころ

か、おおよその推測すらわかりようがない 2050」と述べている。『サイエンティフック・

アメリカン』でコリンヴォーは、絶滅率は「計算不可能」だと認めている 2051。それでも

E・O・ウィルソンは自分の権威をひけらかすことで、臭いものにふたをしようとする。

「わたしを信じなさい、種は絶滅する。人類は年間 10 万種を優に絶滅させている 2052」。

かれの数字は「まったく否定しがたいものだ」し、「まさに何百という伝聞報告 2053」に

基づいているのだそうな。

ある有名な自然保護論者が『サイエンス』誌上で「データがないのは確かに気がかり

2054」と認めている。でも他の生物学者からの反応を心配して、かれは匿名を要求した。

なぜなら、かれの表現では「こんな事を言ったらみんなに殺されてしまう」からだ。「殺

される」というのはたぶん、比喩的な意味で言ったんだろうけれど、でも生物学者たちが

数字とモデル論の結論をどこに持って行きたがっているかについてはっきりした見解を

持っていることは、これでかなり強調される。この問題には多くの助成金が絡んでいるわ

けだ。

同じようにアリエル・ルゴは、大絶滅シナリオの背後にある科学的な想定をきちんと詰

めようという「信頼に値する努力がまだない」と述べている 2055。「けれど」とかれは付

け加えている。「これを指摘したら、おまえは悪魔の手先だと言われるのがオチだ 2056」。
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23.9 データをチェックしよう

1990年に IUGNがこの議論に加わることにした 2057。IUCNは国際自然保護連合で、

公式の危機動物一覧であるレッドリストを作っているところで、また世界最大の生物多様

性と自然保護プログラムである BCISを組織しているところでもある。アメリカからここ

に参加しているのは、アメリカ海洋大気圏局（NOAA）、アメリカ国際開発庁 (USAID)、

アメリカ農務省 (USDA)、アメリカの魚と野生動物のサービス、アメリカ国立公園サービ

スなどの政府機関や、天然資源保護協議会 (Natural Resources Defense Council)、環境

防衛基金 (The Environmental Defense Fund)、アメリカ世界自然保護基金 (US World

Wide Fund for Nature)などのグリーン団体だ。

その結果は、1992年刊行のウィットモアとセイヤーによる本で読める――そしてその

結論は、読み物として退屈とはなかなか言い難い。ヘイウッドとスチュワートは、ほ乳類

と鳥類の記録された絶滅数は（表 6参照）「非常に少ない」と指摘する 2058。もし他の生

物でも絶滅率が同じくらいで、全生物種が 3,000万種と想定すると、絶滅率は年間 2,300

種、あるいは 10年で 0.08パーセントになる 2059。1830年代以来、雨林面積は約 20パー

セント減少しているので、「こうした森林面積縮小によってきわめて大量の生物種がどこ

かの地域では失われたと考える必要がある。しかし驚いたことに、これを示す確固とした

証拠はない2060」。

数少ない絶滅事例の一つはジェントリーの論文に登場する。かれはエクアドル・アンデ

スの山麓部の森林が伐採された時、90種の生物が絶滅したと報告している 2061。生物学

者たちは、これを立派な絶滅記録の例としてよく持ち出す 2062。ウィルソンはこれを価値

ある伝聞事例報告として取り上げている：「有名な例の一つはエクアドルの山の森林だ。

ほんの 2、3 平方キロのかなり小さい森林では、他のどこにもない 90 種の植物が発見さ

れた。1978年から 1986年の間、農民たちはこの森林を伐採し、ほとんどの種を一撃で死

滅させた 2063」。ところが 6年後に、2回にわたって短期間にこの地に戻ってきたジェン

トリーは、それまで絶滅したと思っていた種を少なくとも 17種、再発見してしまったの

だった 2064。

すでに森林の章で見たように、ブラジルのアマゾン雨林の約 86パーセントはまだ手つ

かずで残っている 2065。でも、大西洋側のブラジル雨林は 19世紀にほとんどすべて伐採

され、残っているのはたった 12パーセントほど、それもきわめてちりぢりになっている。

ウィルソンの経験則によれば、生物種の半分が絶滅していると予測される。ところが、ブ

ラジル動物学協会のメンバーが既知の 171 の太平洋森林動物すべてについて分析したと

ころ、「生息地がすさまじく減少して断片化してしまったにも関わらず、既知の動物種で
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正式に絶滅したと宣言できるものは一つも見つからなかった2066」。そして 2次リストに

載った 120の動物についても「絶滅したと言える種は一つもない 2067」。同じく、植物種

で絶滅が報じられたものもなかった 2068。動物学者たちは「既存データを精査してみると

（中略）大西洋森林地帯では種の絶滅がまったく起きていないか、ごくわずかしか絶滅し

ていないという主張が支持される（ただし一部の種は非常に脆弱な状態で生息しているか

もしれない）。実は、20年前には絶滅したと思われていた、鳥数種とチョウ 6種を含むか

なりの数の種が、最近になって再発見されている 2069」。

一部の科学者たちが、2015年までに 15パーセントとされる鳥絶滅率について調査をし

た。ヘイウッドとスチュワートは、この間に絶滅するとされる 1,000種の鳥に関する詳細

な調査の結果――もっぱら保護努力のおかげで――「これらの種の中で、2015年までに

絶滅しそうな種はかなり少ない」と主張している 2070。

IUGNは、もっと高い絶滅率を予測していたのに、「実際の絶滅数はいまも少ない 2071」

と結論づけている。ホールドゲートが序文で、計算結果と観察結果がまるっきり食い違っ

ていることを指摘している。「ブラジルの沿岸森林は、世界の他のあらゆる熱帯林型と同

じくらいひどく減少している。計算によるとかなりの種を失われたはずだ。しかし古くか

ら広く生息する土地固有の既知の生物種で、絶滅したと言えるものはない 2072」。

実は、最新モデル予測結果は観察結果を裏付けているようだ。イギリスからの情報に基

づいて、生物学者モーズレーとストークは、様々な種の絶滅率の関係はどうもかなり一定

していることを示した。このモデルを使うと、絶滅した昆虫の数から鳥の絶滅数を推計

できて、驚いたことにこの数字はかなりぴったり合う 2073。このモデルを使うと 1600年

以来、昆虫全部の 0.14 パーセント、つまり 10 年で 0.0047 パーセントの絶滅を示せる。

でもすでに見たように、絶滅率は上昇している。このために――それと安全のために――

モーズレーとストークはスミス教授のすさまじく高い推計を使う。絶滅率はこれから 300

年で 12 倍から 55 倍増えると言う推計だ 2074。それでも動物全体の絶滅率は 10 年でま

だ 0.208パーセント以下で、おそらく 50年でもまだ 0.7パーセントくらいということだ
2075。

今後 50 年で 0.7 パーセントの絶滅率というのは、確かにただごとじゃない。これは

自然の背景絶滅より約 1,500 倍高い割合だ 2076。でも、よく持ち出される今後 50 年で

10–100パーセント（つまり背景絶滅率の 2万倍から 20万倍）という数字よりは、はるか

に小さい 2077。さらに長期影響を算定するんなら、この絶滅率が何百年も続きそうか（そ

うなるとひどい損失が蓄積される）、あるいは人口増加速度が落ち、発展途上国が環境支

援、森林再生、公園建設なんかをするゆとりがあるほど豊かになるにつれて、この絶滅率

が緩和されそうなのか (p. 407、図 150、2100年までの森林地帯推移を参照)を考えてや
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る必要がある 2078。

この 50年で 0.7パーセントという推計は、国連の「地球生物多様性の評価」の推計と

同意見だ。ここで著者たちは非常に慎重に、「近い将来の種の絶滅率はきわめて不確実だ」

と述べ、「現場の知識と予測の差」を指摘している 2079。最終的な概要は実際の絶滅率を

述べず、「今日の絶滅率は、自然背景比率より数千倍でないにせよ数百倍は大きい 2080」と

相対的な表現にとどめている。これを実数に直してみると、50年で 0.1から 1パーセン

トの絶滅率になる 2081。

23.10 生物学者の反応

あいにく白黒つける段になると、ほとんどの生物学者は観測データでは満足できない

ようだ。ウィルソンは相変わらず「わたしを信じなさい」と述べ続けている。1999年に

なってすら、マイヤーズは実際に約 4万種という推計を再び主張して、「今は人類による

生物ホロコーストの初期に入りかけている 2082」と述べている。

ウエスターンとパールの「二十一世紀のための自然保護」という論文の概要は、2000年

までに 15–25 パーセント絶滅という主張を繰り返している。かれらに言わせると「こう

いう絶滅の数字や影響については議論の余地があるものの、地球に対するもっと広範な影

響は議論の余地がない 2083」とのこと。

エーリック教授によると毎年どれくらいの種が絶滅しているかはきちんと把握されてい

ない。でも「生物学者は種の生息数、相互関係、あるいは毎年の消滅数について知らなく

ても、地上生物相がすさまじい痙攣的な絶滅発作に突入しつつあることは認識できるのだ

2084」そうな。これは実に驚くべき発言だ。これで科学者たちは、自分で正しいと思う限

り、絶滅数を立証しなくてかまわない、ということにしてもらえるわけだ。こういう主張

は、社会が現実的で納得のいく選択をできるように客観的に証拠を集めるという、ふつう

は科学者の義務と思われているものを放棄しているように思える。

ジャレド・ダイアモンドは UCLA の教授で『人間はどこまでチンパンジーか？』や

ピューリッツァー賞受賞作『銃、病原菌、鉄』などの有名な本の著者として知られている

けれど、かれは本気でエーリックの説を一歩進めている。かれは、ぼくたちが知り得るの

は一部の発展社会のなじみ深い種についてのことでしかない (そしてこれらの種ではほと

んど絶滅は起きていない)と強調する。だからぼくたちは立証責任を逆転し、すべての種

は、その存在が立証されるまで絶滅したものと考えるべきだ、と言うのだ 2085。「私たち

生物学者は、無限の人口増を支持する経済学者（自信過剰な経済学者）に対して絶滅の危

機が本物だと納得させる証明責任を負担すべきではない。むしろこういう経済学者たちに

ジャングルの研究資金を提供させて、健全な生物学的世界という怪しげな主張を裏付ける



23.11 結論：絶滅を派手に誇張したらどうなるのか？ 371

かもしれないような主張を支持する研究を行わせるようにするべきだろう 2086」。

種の絶滅に関する科学的な対話において証拠を示す必要がないという態度をとるのは、

もちろん困ったことだ。生物学者たちは、疑問を持った人は自分でジャングルヘ行って研

究すべきだと本気で論じている。当の生物学者たちは、事態がまずい方向に向かっている

ことをすでに知っているから、と言って。もちろん現実には、かれらは大惨事 (今後 50年

で 50パーセント)と主張されているのに、実際のデータ（今後 50年で 0.7パーセントく

らいの問題を示している）に支持されていない代物を防止するために、自分たちに白紙の

小切手をよこせと社会に要求しているわけだ。

23.11 結論：絶滅を派手に誇張したらどうなるのか？

生物学者たちによる種の絶滅の警告を受け入れたら、優先順位づけに影響が及ぶ。ぼく

たちは 1992年リオで調印された生物多様性条約を認めた。その理由の一部は「人類活動

による種の絶滅は恐ろしい勢いで続いている 2087」ということだ。これはぼくたちが、国

の政治プロセスに種の保護を導入することを余儀なくさせる 2088。

ぼくたちは発展途上国が雨林伐採をやめるように要求している。その自分たちは、原生

林は 99パーセントを壊滅させたにもかかわらず。

生物多様性のコストに関する 1993 年の『サイエンス』記事によると、「ハーバード大

学のエドワード・O・ウィルソンやスタンフォード大学のポール・エーリックのような科

学著名人」は、ワイルドランドプロジェクトという計画の背後にある考え方を支持してい

る。これは北アメリカの生物多様性を保護するためのすさまじく野心的な計画で、「野生

保護区、人間バッファゾーン、野生回廊が広大な地域に広がる」というもので、その広大

な地域は大陸の半分にもなる。Science の記事によると、プロジェクトの長期的な目標は

「アメリカを野生地 4.7パーセントの状態から、自然地帯に囲まれた人間の住む島の集ま

りに変換するに等しい」ものだ。こんな計画の実行には、まちがいなくすさまじい人々を

移住させる必要が生じる 2089。

なぜ生物多様性条約に調印するの？　なぜ雨林を保存するのか？　どうして何百万人も

のアメリカ人を島状の都市に移住させて、隣接する田舎地帯へのアクセスを厳しく制限す

るの？　答えはいつも同じ：年に 4万の生物種が絶滅するのを防ぐため 2090。

これはぼくたちの政治用語にまで入り込んだ「常識」と称する議論だ。世界環境開発レ

ポートは「長期的には、現存種の最低でも 4分の 1、ひょっとすると 3分の 1かそれ以上

が失われるかもしれない 2091」と述べている。有名なインターネットサイトWeb of Life

は、毎年 5万種が絶滅していると述べている 2092。ワールドウォッチ研究所は経済的発展

に警告を発している。ぼくたちは豊かになったかもしれないが、「世界の動植物種の半分
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を同時に消し去ったのなら」それは本当に有益だったのかよく考えるべきだ、と 2093。

年間 4万種という数字で表現された、生物多様性の劇的消滅は、モデルで作られた劇的

な数字だ。これは単調なまでにしつこくいたるところで繰り返されたために、最終的には

みんなが信じ込んでしまっている。これはぼくたちの環境定番話の一部になっている。で

もこの数字は、観察と慎重なモデリングのどっちとも矛盾しているのだ。

もちろん全生物種の 25–100 パーセント喪失は、どう考えても大惨事だろう。でも 50

年間で 0.7パーセントの種の絶滅率が、ごく限られた期間だけ続くというのは、大惨事で

はなくただの問題の一つだ――人類が解決すべき多くの問題の一つでしかない。限られた

資源で最大限にいいことをするために厳しい選択をしなきゃいけない時には、こういう事

実を見据えることが大事なのだ。
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地球温暖化

1990年代以降、環境問題として圧倒的な地位を占めるようになったのは気候変動、特

に地球温暖化 2094 だ 2095。環境に関するほとんどの議論は、ほかの指標はぼくたちがど

んどん状況を改善していることを示してはいても、いまの生活様式は気候変動を起こして

地球温暖化をもたらしているんだから、ライフスタイルは大幅に変えなきゃいけない、と

指摘しておしまいとなっている。

持続可能な開発に関する大統領委員会によると「きたる世紀の気候変動加速リスクは、

持続可能な開発目標を実現しようとするにあたり、我々が直面する最重要問題の一つとし

て台頭してきた 2096」。2000年版『地球白書』で、ワールドウォッチ研究所は人口安定と

気候の安定化こそが「新世紀の始まりにあたり、グローバル文明が直面する圧倒的な課題

2097」2 つであると結論づけている。同じように国連開発計画 (UNDP) は、地球温暖化

は人間を「地球に耐えられる限界」ぎりぎりにまで押しやる 2つの危機のうちの一つだと

見ている 2098。アメリカの前大統領クリントンによると、地球温暖化は「これから 30年

間で世界が直面する 2、3 の大きな課題の 1 つだ 2099」。ジョージ・W・ブッシュ政権の

EPA長官クリスティン・トッド・ホイットマンは、地球温暖化は「環境の課題として最

大のものでないにしても、最大級のものの一つではある 2100」と述べる。グリーンピース

のホームページは開口一番、「グリンピースは世界気候変動を、地球にとって最大の脅威

の 1つとして認識した 2101」と宣言している。

それがどういう意味かといえば、ぼくたちは産業的なスタイルを変えなきゃいけない

ということだ。ワールドウォッチ研究所は「唯一の実現可能な代替案は太陽・水素エネル

ギー経済だ 2102」と述べる。同じくグリーンピースは、ぼくたちはたくさん石油を持って

いるかもしれないけれど (11章も参照)、地球温暖化のおかげでそれは使えないのだ、と

述べる――「我々は第二の世界石油危機に直面している。だが 1970年代における問題は

石油の不足だったが、今回の問題は石油がありすぎるということだ 2103」。唯一の解決策

は「風力や太陽エネルギーのようなクリーンな再生可能エネルギーに基づくまったく新し
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いエネルギーの方向性 2104」を選ぶことだとか。

こんな具合に、気候変動は環境問題の切り札になった――原材料は枯渇していないかも

しれないし、ぼくたちは実際にほとんどどんな客観的指標で見ても改善しているかもしれ

ない。でも地球温暖化が変化を要求するのであれば、他の議論はすべて重要性が下がる。

ワールドウォッチ研究所は、21世紀には「気候をめぐる戦いが、20世紀における戦争――

実際の戦争と冷戦の両方――が持っていたような戦略的重要性を持つようになるかもしれ

ない」と述べている 2105。『ネイチャー』に執筆する数多くの主導的科学者たちの後援を

受けて、ワールドウォッチ研究所は気候変動と戦うのに必要な技術を開発するには、マン

ハッタン計画やアポロ宇宙計画並の緊急性を持ったものすごい研究努力を要すると主張し

ている 2106。

こういうすさまじい努力が正当化されるのは、地球温暖化が深刻な影響をもたらすと一

般に理解されているからだ。多くの人々の意見によると、気候変動はすさまじい気温上昇

と危機的な気候変化につながる。地球温暖化の結果、生態系が破壊され、飢餓が広がり、

ハリケーンがますます凶暴になり、南極の氷が溶け、モルジブやバングラデシュなど世界

の低い国々が海に沈むんじゃないかと怖がっているわけだ。

まあ怖がりもするだろう、メディアがこれでもかとばかり、温室効果がらみの大災害の

可能性を報道し続けているんだから。いまじゃもう、ありとあらゆる天気関係のできご

とは、気候変動と結びつけられる 2107。レオナルド・ディカプリオによる 2000年 3月の

大統領インタビューで、クリントンはぼくたちが方向転換しないと次の事が起こると述

べた：

南極の氷がもっと急速に融けるだろうね。海面が上昇して貴重なフロリダ・エ

ヴァーグレーズやルイジアナのサトウキビ畑のような場所に、洪水の危険が生じ

る。島国は文字通り沈没するかもしれない。例えば、アメリカの気候が丸ごと変化

し、もっと多くの洪水、熱波、嵐、もっとひどい気象上のできごとが一般に多発す

るようになるかもしれない。

それに温暖化は健康への影響もある。例えばアフリカでは、これまで蚊には寒す

ぎたはずのどんどん高い標高でマラリアが見つかるようになっているんだよ。

つまり実にひどい、もっと劇的な気象現象がたくさん起こるだろう。農業生産の

パターンが変化する。相当ひどい洪水が起こり、もっと多くの人の健康に危険が及

ぶだろう 2108。

この章では、こういう恐ろしげな主張を検討して、この議論の技術面と経済面の両方を

見てやろう。こうすることで、本当の現実問題と、おためごかしとをきちんと分けて、将

来にとって一番いい行動の方向が描けるようになる。この章は、人間による地球温暖化の
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図 132: 人工温室効果気体別の、気候変化に及ぼす影響。1750 年から 1998 年の強

制力変化は全体で 2.43W/m2 だ。出所: IPCC2001a:table 6.1.

現実は認めるけれど、でも将来のシナリオをはじき出した手法は再検討して、21世紀末

までに気温が 6度上昇という予測は非現実的だということを導く。コンピュータモデルの

限界、未来の技術革新についての非現実的な基本想定と、政策的価値判断のおかげで、一

般向けに示されたシナリオが歪められている、と論じたい。さらに、CO2 の即時削減の

費用便益を経済的に分析してやると、気候変動にばかり注目した政策よりは、発展途上国

の貧困問題解決と、再生可能エネルギーの研究開発に投資したほうが、世界全体としては

もっと有益なんだと論じるつもりだ。

この先ぼくは――断らない限り――IPCC、国連の気候変動に関する政府間パネルが出

した公式レポートの数字とコンピュータモデルを使う 2109。IPCCレポートは、気候変動

がらみのほとんどの公共政策の基盤となっていて、環境保護団体が持ち出す各種議論のほ

とんどの根拠となっている。

24.1 温室効果の基礎

気候変動の大きな心配事は地球温暖化で、なぜ温暖化が予想されているかといえば、い

わゆる温室効果のせいだ。温室効果の基本的な原理は実に単純で、何の疑問もない 2110。

気体の一部は熱をはねかえしたり、吸収したりする。そうした気体としては水蒸気、二酸

化炭素 (CO2)、メタン (CH4)、笑気ガス（N2O）、フロンガス、オゾン (オゾン層に関す

る囲み記事参照)などがある。これらをまとめて温室効果気体（ガス）と呼ぶ。この章で

は、おもに CO2 を扱う。追加で熱を吸収する気体の 60パーセントを占めるのが CO2 だ

し、その割合は今後もっと増えると予想されているからだ (図 132参照)2111。

温室効果ガスは、地球の放射熱の一部を吸収する。いわば地球を毛布でくるんだような

ものだ。基本的には、温室効果は良いものだ――大気が温室効果ガスを含まなかったら、
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図 133: 化石燃料とセメント生産による年間世界炭素排出量、1850–1999、および大

気中の CO2 の濃度 (ppmv) 1850–2000。出所: Marland et al. 1999, Etheridge

et al. 1998, Hansen and Sato 2000, Keeling and Whorf 1999, Wl 2000b:67,

pers.comm.P.Tans,Climate Monitoring and Diagnostics Laboratory, National

Oceanic and Atmospheric Administration, USA.

地球の平均気温は今より約 33度下がっちゃうので、みんなが知っているような今のまま

の生命は存在できないだろう 2112。

問題は人間が大気中の温室効果ガス、特に CO2 を増やしたということだ。CO2 増加

の約 80パーセントが石油、石炭、天然ガスの燃焼から生じる。残りの 20パーセントは、

森林消失や他の熱帯地帯での変動による 2113。放出 CO2 の 55パーセントほどが海、北

部の森林再生、そしてほとんどは植物発育の促進 (CO2 は植物の養分になる)により再吸

収される 2114。けれど残りは大気に加わるので、CO2 濃度は産業革命前から現在までで、

31パーセント上昇した 2115。CO2 排出量の増加と、その濃度上昇はどっちも図 133を見

ればわかる。

つまり理屈としては、温室効果ガス増加や、その中の CO2 が熱を反射するなら、大気

中の温室効果ガスが増えれば (その他の条件がすべて同じとすれば) 地球上の気温上昇を

引き起こすことになる。これがいわゆる人為的温室効果、つまり追加の人間による温室効

果だ。ぼくたちが興味を持っているのは主にこの効果だから、以下ではこれを単に温室効

果と呼ぶことにする。人為的な温室効果がなんらかの形では存在するということも、まあ

ほとんど議論の余地はない。
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図 134: 過去 1000年間の北半球の気温推移。Mann et al.、1000–1980年次データ

は多くの代替指標を使っているが、初期データはほぼ全て北アメリカの木の年輪に

よる。Jones et al. 1000–1991 年の暖季データも多くの代替指標を使っているが、

これも 1400年以前は 3–4種類しか使っていない。Briffa et al. 1400–1960年の暖

季データは、年輪だけを使用。Pollack and Huang は 1500–2000年の 100年ごと

のデータで、616のボーリング穴から直接測定している。1856–2000 年の北半球の

年間機械測定温度を参照のために表示。Mann、Jones、Briffa は 21 年移動平均平

準化、機器測定温度は 11 年移動平均を使用。すべての気温は 1961–90 年の機器測

定温度平均値に調整済み。出所: Mann et al. 1999a&b, Jones et al. 1998b&c,

1999b, 2000, 2001, Briffa et al. 1998a&b, Huang et al. 2000, Pollack & Huang

2001.

24.2 長期の気候の動き

地球の気温がどうなるかを理解するには、まずこれまで何が起きてきたかを理解しな

きゃいけない。ぼくたちが温度計を系統的かつ全世界的に使い始めたのは、ほんの過去

150年間ほどでしかない（イギリス中央部での世界最長記録ですら、1659年までさかのぼ

るだけだ)2116。だから長期の気候動向を知りたければ、気温測定の他の方法を見つけるし

かない。

温度の推移を把握するには、それが今日のぼくたちでも測定できる他のものにどう影響

したかを調べればいい―――いわゆる代替指標だ。例えば気温は、北極や南極で積もった

氷に、いろんな形で影響を及ぼしてきた。だから氷のコアを抜き取ってやれば、上から順

に層をさかのぼって数え、融けた

過去 100万年の間に、地球が太陽をめぐる公転が変化したせいで 8つの氷河期・間氷期

があった 2119。最後の間氷河期―――いまぼくたちが暮らしている完新世――は 1万年ほ
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ど前に始まった。氷河期の氷が融けたせいで、海面は 120mほど上昇した 2120。この間氷

期の初め頃の温度は、おおむね 20世紀より暖かかった 2121。記録を見ると、どうやら完

新世の間には千年単位で大きな温度の上下動があった。一部の指標によれば、1500年で

5− 8◦C も温度が変化したらしい 2122。でも、氷のコアからの長い 40万年の記録を見る

と、完新世はほかの間氷期に比べて圧倒的に長く、暖かく、安定した時期らしく、これは

もちろん、文明の発達にとって重要な意義を持っていた 2123。

過去 1000年についてだと、ようやく全世界または半球レベルで、データを時系列に取

ろうという試みが複数出てくる。これらを示したのが図 134だ。なかでも圧倒的に有名な

のは、マンたちによる記録だ。これは政策立案者向けの IPCC概要報告でも示され 2124、

地球温暖化を示す強力な目に見える論拠として使われるのがふつうだ 2125。

マンによる気温データは要するに、1000–1900 年まではわずかに気温低下を示してい

る。これは次の氷河期に向かう天文学的な長さのトレンドのせいかもしれない 2126。これ

に続いて 20 世紀に、急速な温度上昇が見られる。このグラフによって、IPCC は 20 世

紀がこの千年紀で一番暖かかっただけでなく、なかでも 1990年が最高に暖かい 10年で

あり、1998年はこの千年紀で北半球が一番暖かかった年だ、と結論づけることができた
2127。

基本的には、1900年以前の数世紀は 20世紀よりはるかに寒かったことはみんな合意し

ている。この現象は歴史上「小氷河期」として有名で、だいたい 1400–1900年まで続いて

いる 2128。各種の幅広い情報源からの証拠は、ヨーロッパ大陸がグリーンランド、アイス

ランド、スカンジナビア、アルプスでの氷河の急速な成長からもわかるように、ずっと寒

かったことを示している 2129。ヨーロッパでの多くの夏や春は、ずいぶんと寒くて雨が多

く、栽培期間が短くて不安定になったことに対応して作物の栽培方針もヨーロッパ中で変

わり、飢饉も何度も発生した 2130。同じく中国でも、江西地方ではオレンジのような温暖

地域の作物の栽培は諦められたし、北アメリカでも初期のヨーロッパからの入植者たちは

とてつもなく厳しい冬を報告している 2131。

実はマンのデータがもっと急激な気温低下を示していないほうがむしろ驚きだ。でも

ジョーンズの気温データではこういう気温低下が現れているし、ポラックのボーリング測

定でもはっきりと示されている。

同じように、マンのデータの初期の頃を見てやると、ちょっと暖かめの気候、一部の時

期では 20世紀の平均気温と同じくらいの気温を記録している 2132。この点でも意見はお

おむね一致していて、第二千年紀（1001–2000年）の初頭は暖かい時期で、歴史的に「中

世温暖期」として知られている 2133。気候が 2− 3◦C 暖かかったために、その他の時期に

はとても人なんか住めないグリーンランドやビンランド (カナダの最東部、ニューファウ
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ンドランド) にもバイキングたちが入植できた 2134。同じように、日本のサクラは 12世

紀初期には開花が早くなり、ロッキー山脈の雪線は今日より 300 メートルほど高かった
2135。

ここでもマンのデータで驚かされるのは、初期の温度があまりに低いことだ。900年代

から 1100年代までの気温は、たいていもっと高いと推定されてきた。これは 1990年の

IPCC初の報告だってそうだ 2136。ただし、こういう推計は個々の温度データ系列にも非

常に影響されるから、中世温暖期が北大西洋地域だけに限定された現象だった可能性はそ

れなりにある。これは 2001年 IPCC報告の議論でもある 2137。

でも、マンの長期気温データの根拠にも問題がある。これは特に 1000–1400 年のデー

タで顕著だ。まず、データはほとんどすべて北アメリカの木の年輪データに基づいている

2138。これはもちろん、北半球全体での気温変動を示しているのだという主張の有効性を

かなり限定してしまうものだ。二番目に、木の年輪のデータは（ほとんどあらゆる代替指

標と同様）、当然ながら陸地のデータに限られる。つまり海洋に覆われた地表の 70パーセ

ント以上の気温についてはわからないということだ 2139。三番目に、木々の発育は気温以

外にもいろんな要因に左右される。こういう他の要因の影響を除外することが重要になる

けれど、それを具体的にやるには、木の年輪データと他のもっと優れた気温記録を照合す

るしかなさそうだし、そんな記録があるくらいなら、そもそも何のために年輪なんか見る

んだ、という話になる 2140。四番目に、木々は主に夏や日中に成長する。つまり木々は年

間気温を信頼できる形ですべて記録しているわけじゃない 2141。

だから図 134の入手可能な各種推計を見ると、気温の実際の推移についてはかなり大き

な不一致があるようだ。ジョーンズの気温データは 15–17 世紀にかけて、他よりずっと

顕著な気温低下を示している。一方、ブリファの気温データは 1400年から 1960年まで

基本的に一定だ 2142。温度を直接測定したものから推計された唯一のデータはボーリング

穴からきたもので、このデータを見ると、小氷河期以降にすさまじいリバウンドが見ら

れる。

結果として、最近の現状報告書では「現在、データの空間的およびスケール上の大幅な

不一致が見られる以上、地球全体はもとより、半球レベルの気候変動ですらきちんと表現

している気温の代替指標データが十分かどうかは疑わしい 2143」と結論されている。さ

らにデータを見ると、過去 14万年間では小氷河期や中世温暖期みたいな気候サイクルが

ざっと 1500年周期で起きているみたいで 2144、するとこの 1000年のデータ期間では関

係してくる気候パターンを明確にするには短すぎることになる。最後に、多くの調査によ

れば、地球の気象システムは大規模な気温変動を持っているらしいのだけれど、これはマ

ンのデータには現れていない 2145。
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まとめると、20世紀末の気温は前世紀より高いことは疑問の余地がない。でもそれだ

けですさまじい地球温暖化の証拠にはならない。ぼくたちはいま、小氷河期から抜け出す

途上にもあるからだ。今の気温が過去 1000年間のどの時代より高くなっているという主

張は、データが海上の温度や夜や冬の気温を含まず、さらにほとんど全部が北アメリカの

データに基づいていることを考えると、必ずしも十分に裏付けられていない。最後に、マ

ンのデータを見ると気象システムはほとんどずっと安定していて、それが過去 1世紀で極

度に乱れているという印象を受けるけれど、でも昔はずっと安定していたという印象はた

ぶん絶対にまちがっている。

24.3 気候、1856–2100年

図 135に示したのは、機器計測による 1856–2000 年の世界気温記録の推移だ 2146。全

体として、1856年以来気温は 0.4 − 0.8◦C 高くなった 2147。もっとよく見てやると、20

世紀の気温上昇は 1910年から 1945年の期間と、1975年から今日までの 2つの期間にま

とめて起こっていることが明らかだ 2148。二番目の期間は、温室効果についての心配とう

まくマッチしているけれど、1910年から 1945年までの気温上昇は、人間による温室効果

ガス排出に伴うものとは主張しにくい。20世紀初頭の温室効果ガス濃度も排出増加率も、

そんなに高くなかったからだ (図 133)2149。IPCCは、一部の気温上昇は 1700年からの

大規模で自然な日射量の上昇により説明出来ると見ているけれど、でもこれはまだほとん

どまともに定量化されていない 2150。

重大な問題は、将来の気温の動きがどうなるかだ。まず分析の手始めとして、これは

CO2 その他の温室効果ガスをぼくたちがどれだけ大気中に放出するかによるだろう。と

いうことはつまり、将来の温室効果ガスの排出量予測が必要になるってことだ。

1990年に出た最初の IPCC報告は、基本シナリオとして温室効果ガスを制限する手段

がほとんどまったく講じられない未来を想定した――これがいわゆる基準 (business-as-

usualまたは BaU) シナリオだ 2151。このシナリオが気候に与える影響を、いろんな強さ

の温室効果ガス規制を持った他の 3つのシナリオと比較できる。1992年にこれらのシナ

リオは更新されて、シナリオの数も増えた。これは未来がどう展開するかについて、大幅

な不確実性があるのを反映したものだ 2152。それでもシナリオの一つは、主要かつデファ

クトの基準シナリオ (BaUシナリオ)のままで、これが IS92aと名付けられた。

さて 3回目の IPCC評価向けに、これらのシナリオは 2000年にまた更新された。とこ

ろが今回は不確実性がやたらに重視されてしまい、基準シナリオ (BaUシナリオ)らしき

ものはすべて排除されて、4つのストーリーラインと称するものが、得体の知れない 40個

ものシナリオを作るのに使われて、そのどれも特に他より可能性が高いわけじゃないとさ
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図 135: 全世界の気温、1856–2000、1961–90平均気温からの偏差（アノマリー）と

して表示。気温は陸上の大気と海面気温の加重平均。グレーの線は年次実測値、黒

太線は 9 年移動平均。地球温度の実数を選るには、14.0◦C を足すこと。Source:

Jones et al. 2000, 2001.

れる 2153。こうしたアプローチは、確かに遠い将来についての避けがたい不確実性を明確

に反映してはいるけれど、でも各種政策についての議論や比較をうんざりするほどややこ

しくもしてくれる。ここで示す 6つのシナリオは、IPCC推奨の最小サブセットだ 2154。

根本的に、これらのシナリオは 2つの点で差を持つ 2155。1つの大きな点は、未来が経

済成長を重視するのか、環境改善を重視するのかという点だ。4つのシナリオは経済成長

を重視するもので、これを Aで示す。他の 2つのシナリオは環境の持続可能性を重視し

ていて、これが Bだ。もう 1つの大きな点は、その方向性がグローバルか、地域的か、と

いうことだ。4つのグローバルシナリオには 1の番号をつけて、地域志向シナリオ 2つに

は 2の番号をつける。

条件 2つだと、シナリオは 4つになりそうなものだけれど、経済重視/グローバル指向シ

ナリオ（A1）はさらに 3通りのシナリオに分けられている。1つは化石燃料依存 (A1FI)、

1つは化石燃料と非化石燃料バランス（A1B）、最後は長期的な非化石燃料への移行 シナ

リオ (A1T) だ 2156。

そして最後のひねりとして、IPCCはどのシナリオでも地球温暖化の懸念にともなう温

室効果ガス排出量の削減をまったく考慮しないどころか、すでに調印された協定から生じ
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図 136: 新しい CO2 排出シナリオ 6つ、1990–2100、参照用にかつての IS92a基準

シナリオ (BaU シナリオ) も追加。シナリオは本文で説明したように経済重視 (A)

あるいは環境重視（B）、グローバル指向 (1) または地域指向 (2)。年間炭素、億ト

ン (Gt)で表示。出所: IPCC2001b, 2001a:table ll1.1, 1992:92.

る削減すら含めないと明示的に要求している 2157。これでシナリオはどれもいささか不自

然なものになっているし、まちがいなくどれも最悪ケースのシナリオになる。モデル作成

チームは、厳しい環境政策を重視するのに気候変動に関する政策をまったく含まないなん

ていう社会を、シナリオとして想像するのはあまりに難しいと文句を言っているけれど、

いやごもっとも 2158。

これらのシナリオがどれほどもっともらしいかは後で論じるけれど、ここでは新シナリ

オで示される実際の温室効果ガス排出量の推移を図 136で見てやろう。どのシナリオも気

候変動対策はまったくないというシナリオではあるけれど、気候に関して考えられる将来

像としてはそれぞれかなりちがったものが示されている。さらに、3つの A1シナリオだ

けで CO2 排出量の考えられる幅 (2100年に 4.3 から 28.2Gt の炭素) をほぼカバーでき

ているので、40のシナリオを作っている主要な点 2つはほとんど無意味になっていると

いうことも、指摘しておいたほうがいいかな。

IPCC のこういう排出量シナリオに基づく気候への影響推計は、図 137に描かれてい

る。どれもかなりの気温上昇を示していて、2100 年には 2 − 4.5◦C も高くなっている。

これは以前の IPCCの評価推計よりずいぶん高い。IS92aは 2100年に 2.38◦C という水

準で、図 137の一番低いグラフになっているし、予想値の幅は約 1.3から 3.2◦C だ 2159。

この予想気温の上昇はよく引用されるけれど、これが生じたのは粒子状物質汚染の水準が
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図 137: 予想気温と海面水準の総上昇量、1990–2000、6つの新シナリオで、7つの

複雑なモデル出力により補正した単純な気象モデルを使用した結果。（この単純な

モデルは、温度上昇を 20 パーセントくらい多めに見積もってしまう。以下の本文

参照）。温度のグラフには IS92aを参考のため追記。IS92aによる推計海面総上昇

値は 49cmだった（IPC2001a:table 11.13, 1996a:383）。出所: IPCC2001a:figure

9.14, figure 11.12, appendix, table ll:4&5.

下がったのと、シナリオの排出量が増やされたせいだ。

同じように、21 世紀中の海面上昇は合計で 31–49cm くらいと見込まれる。温度は以

前の予想より高くなるとされているのに、この海面上昇予想値は、以前の予想である

38–55cmよりちょっと低い。これは主にモデルが向上したからだ 2160。

気温と海面上昇は双方とも大事で深刻な影響を及ぼしかねない。でも地球温暖化という

課題にまともに対応するつもりなら、考えるべき重要な――そして決着のついていない

――問題が少なくとも 6つある：

1. CO2 は気温にどれくらい影響するの? 大事なのは、気候が人工 CO2 に影響を

受けるかどうかじゃない。それがどのくらいの影響を受けるかってことだ。大

気中の CO2 が増えても気候への影響がわずかなら、地球温暖化はそんなに重

要じゃないだろう。

2. 気温上昇には他の原因がないか？ もし今まで観測された気温上昇が CO2 排出

だけのせいじゃないなら、地球温暖化の重要性も下がる。

3. 温室効果シナリオはまともなの？ こんなことが起きるよ、と聞かされたら、そ

ういう予想がまともな前提に基づいたものかどうかを考えてやる必要がある。

4. 気温上昇があったらどんな影響が起こるの？ もし気温上昇がこの章の初めで

示したような破滅的影響を及ぼさないなら、温暖化は――CO2 のせいだろう

となかろうと――言われているほどのもんじゃないことになる。
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5. CO2 排出量を削減しない場合に比べて、削減するコストはどのくらいなの？

地球温暖化について賢明な判断を下したいなら、行動しなかった場合のコスト

だけじゃなくて、行動する場合のコストも知る必要がある。

6. どうすればいいか選ぶにはどうすればいいの？ 行動するコストと行動しない

コストのどちらを採るか決めるときには、どんな考え方をするべきだろう？

24.4 CO2 は気温にどれくらい影響するの？

地球温暖化に関する論議のこんなにも多くが、人間の影響があるかないかをめぐるもの

だというのは、ずいぶんと奇妙なことだ。最新より一つ前の 1996年の IPCC報告で一番

よく引用された一文は、「証拠を集大成してみると、地球気候には明らかに人間の影響が

見られる 2161」というものだった。最新の 2001年報告はもっと大くくりに「過去 50年

に観測された温暖化のほとんどは、人間活動に起因するものである 2162」と述べている。

（この引用についての議論は以下も参照）。

でも、温暖化を止めるような気象的影響 (ネガティブ・フィードバック) がたくさんあ

るにしても、CO2 が増えて何らかの温暖化が起きないはずはなさそうだ。だから大事な

問題は人による CO2 が世界気温を上昇させるかどうかではなく、どれくらい上昇させる

かだ――無視していいくらいの影響なのか、それともかなり大きい、あるいはとてつもな

い大災害なのか、ということだ。この質問は、ふたを開けてみるとかなりやっかいな問

題だ。

CO2 による気温上昇についての質問に答えるというのは、要するに今後何世紀もの地

球気温を予測する、という話だ――地球の気候が途方もなく複雑なシステムだということ

を考えると、これは並大抵の作業じゃない。地球の気温は、基本的には地球が太陽と外宇

宙との間で行う熱のやりとりによって左右される。計算には 5つの重要な基本要素がから

んでくる：大気、海、地表面、氷層、そして地球の生命圏だ 2163。

これら 5つの基本要素間の相互作用はすさまじく複雑で、重要なメカニズムは未だにわ

からないか、あるいは科学文献の中でもあまりきちんと記述されていない。気候はあまり

に複雑すぎるので、気象学者たちはいわゆる大気海洋結合大循環モデル（AOGCM、また

は単に大循環モデル (GCM)) を使ってスーパーコンピュータ上での気候シミュレーショ

ンに頼るしかない。

こういうモデルの内部で、地球の大気は一般的に縦横 250km、高さ 1kmのグリッドに

仕切られる。海はもうちょっと薄く刻まれる 2164。そして大気モデルは、それぞれのグ

リッド内の大気の勢い、熱、湿度の推移を計算する。海のほうのグリッドでも似たような

計算が行われる。こうした方程式が、モデル内で 30 分に相当する時間ごとに解かれて、
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そしてこれを何度も繰り返し、モデル内で数百年に相当する時間だけ実行するわけだ。

とはいえ、気象システムの中のあらゆる重要要素を忠実にモデル化するとなると、惑星

地球丸ごとから個々の塵の微粒子まで表現しなきゃいけなくなって、いまのぼくたちのコ

ンピュータの手にはとても負えなくなる 2165。すごく大事な気象プロセス、たとえば雲や

海流は、モデルのグリッドよりはるかに小さいので、明示的にはモデル化できない。これ

らはもっと大規模な変数に対する平均的な影響として、おおざっぱに近似される――パラ

メータ化として知られる技術だ 2166。

IPCC予測だって、すべてこういう気候コンピュータモデルシミュレーションに基づい

ていると指摘しておくのは大事だ 2167。原理的に言えば、複雑なシステムを表現するのに

コンピュータシミュレーションを使うことには何らやましいところはない。こういう技術

は自然科学や、あるいは例えば経済分野なんかでも幅広く使われている。でもシミュレー

ションの結果は、コンピュータに入力されたパラメータやアルゴリズムに完全に依存して

いることを認識するのは大切だ。コンピュータは数字をバリバリ処理するだけで、占いの

水晶玉じゃない。

気候のシミュレーションの最も難しい問題 3つは、微粒子が持つ冷却効果のモデル化、

水蒸気フィードバックのフィッティング、それと雲の処理だ 2168。さらに、この 3つとも

きちんとモデル化することは、将来の気候をまともに予測するにあたって不可欠となる。

24.5 CO2 は気温にどれくらい影響するの？　微粒子

第一の課題である微粒子（いわゆるエアロゾル）の冷却効果は、実は IPCC予測におい

て絶対的に重要なものとなった。問題は、1990年 IPCC報告に使われ、その後 90年代半

ばまで使われ続けたコンピュータモデルは、とにかくデータとまるで一致しなかったとい

うことだ。モデルは CO2 などの温室効果ガスの影響として、2000年時点で実際よりずい

ぶんと高い温暖化を予想していた。これは図 138で明らかだ。温室効果ガスだけのシミュ

レーションは、2000年の温度を約 0.91◦C、つまり実際より 0.5◦C 近くも高い温度を予測

していた。IPCC は 1996 年の報告中の驚くほど見過ごされることの以下の多い発言で、

この点については認めている：

20 世紀における気候変動をシミュレーションするとき、温室効果ガスの増加だ

けを考慮すると、ほとんどの GCMは (中略)多くの GCMで使われているよりも

低い気候感度を使わない限り、今日までに観察されているものよりも大きな温暖化

結果を出力する。

（中略）硫黄エアロゾルの増加が特に、温室効果ガス増加によるもの（気温上昇）

をうち消すように働くという証拠が増えてきている 2169。
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図 138: ハドレーセンター大気大循環モデル (CM2) による世界平均気温シミュ

レーション。温室効果ガス (GG) と、温室効果ガスに硫黄エアロゾルを加えたも

の、標準 IPCC想定（1861–1989は過去の CO2 と SOx の実績、1990–2099は年

率 1% の CO2 相当の増加と IS92a SOx 排出)、1861–2099。1990–2099 について

はもっと現実的な温室効果ガスと硫黄エアロゾル排出予想 (年率 0.5%の CO2 相当

の増加と IS92d) 。1856–1999 年の気温実績を参照用に併記。すべてのシミュレー

ションはWigley et al. (1997:8317)と同様に 4回実行、19年移動平均で平準化し

て、1861–99 の実測気温記録の平均値に会わせてある。出所: IPCC/DDC 2000a,

2000b, Jones et al. 1997, Jones et al. 2000.

IPCCは要するに、それまでのモデルがまちがっていたと言っているわけだ――前に主

張されていたほどは温暖化しないか、温暖化を何かがうち消している、と。その何かは、

化石燃料の燃焼からくる硫黄微粒子である可能性も高いし、また火山やバイオマス燃焼や

土地の変化からくる微粒子である可能性も高い。こうした微粒子の一部は太陽エネルギー

を反射するので、冷却効果を持っていわけだ 2170。

シミュレーションに硫黄微粒子を加えると、ある程度は実測値にもっと近い気温推移が

出力される 2171。図 138では、予測による一般温暖化信号が 20世紀後半の温度の実際の

動きをかなりうまく再現していることを見ればわかるだろう。でも、1910年から 1945年

までの急速な気温上昇はまだ説明されないままだ 2172。

基本的に、IPCCモデルのエアロゾルは。CO2 による強い温暖化をうち消すように導

入されている。でもこれは、全体としての微粒子が、大きな冷却効果を持つという主張に

かかっている。ところが図 139で明らかなように、こういう推計はきわめて不確実だ。エ

アロゾルにはものすごい数の各種効果があって、中には良い影響も悪い影響もあるし、そ
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のどれも不確定要素があまりに大きい。硫黄微粒子はかなりの冷却効果があるけれど、で

もその不確定性係数は 2だ――つまり実際の冷却効果は、2倍かもしれないし、半分かも

知れない。バイオマスからのエアロゾルもちょっと冷却効果があって、この不確定性係数

は 3 (3x) だ。化石燃料からの微粒子は、温暖化効果を持つ黒色カーボン (2x の不確定性

係数) と、冷却効果を持つ有機カーボン (3xの不確定性係数) を両方とも作る。鉱塵とな

ると、これが大きく気候を冷やすのか温暖化させるのかさえはっきりしない。さらにエア

ロゾルは間接的にも気候に影響する。水滴を増やしたり (1番目の間接効果)、降水を減ら

したり (2 番目の間接効果) するわけだ 2173。1 番目の間接効果はゼロか、あるいは大幅

な冷却だろう――まだよくわかっていない。2番目の間接効果は事実上何もわかっていな

い。でもどうやら 1番目の効果を強めるらしい 2174。このすべての影響に関する科学的理

解度は、「極めて低い」と評価されている。ただし硫黄エアロゾルの直接効果についての

科学的理解は別で、これは「低い」と評価されている。まとめとして IPCCは「放射強制

力に対するエアロゾル量増大の影響は、複雑でよくわかっていない 2177」と述べている。

でもほとんどすべての AOGCM は硫黄微粒子の直接的影響だけしか見ていない 2178。

こういう判断は、不確定要素の数を制限しようとするモデル作成者たちにとっては納得が

いくものではあるけれど、冷却効果も温暖効果もたくさんあるときに、冷却効果をたった

一つだけ選ぶというのは要するに、CO2 温暖化予想を変えずに出力を現実に合わせ込め

るようにしているわけだ 2179。本当に気になる問題というのは、容赦のない CO2 温暖化

を硫黄微粒子が一時的に冷やしているだけなのか、それとも CO2 に対する気候の感度が

本当に以前の想定よりも小さいのか、ということだ 2180。最近の概観によると、これは一

般に主張されるよりもかなりモデルの堅牢性を低下させている 2181。例えば IPCC のよ

うに、温度について「モデルと観察感の気温の大幅な一致 2182」が見られます、なんてい

う楽観的結論を出している研究は問題だ、ということになる：この結論は「たとえば硫黄

エアロゾルの間接効果による追加の放射強制力減少をモデルに含めれば、大幅に変わって

しまう。こうした研究は、よく混合された温室効果ガスと硫黄による直接の放射強制力へ

の影響だけを含めることで、たまたま運良く純放射強制力に近いものが得られてしまった

だけかもしれない 2183」。

さらに最近の推計によれば、微粒子による直接冷却効果は、これまで予想されていたよ

りはるかに小さいかもしれないことがうかがえる 2184。Nature2001掲載の最新研究によ

れば、もっと優れた混合モデルを使うことで、放射強制力の合計は 0.55W/m2、図 139で

予想されているよりずっと大きくなる。結果は「黒色カーボンによる温暖化効果は、他の

人工エアロゾル成分からくる純冷却効果をほぼうち消すかもしれない 2185」ということ

だ。ということはつまり、いまの気象モデルは (図 138にあるように) やっぱり実際の温
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図 139: 放射強制力の世界平均と、各種のエージェントからくる不確実性、産業革

命以前 (1750) から今日 (1990 年代末–2000) からの純変動。要するに、この図は

過去 250年にわたる変化のために地球に入ってくるようになった追加のエネルギー

が 2.35W/m2 であることを示している。おおざっぱに言って、1W/m2 の増加は

0.5から 1◦C ほどの気温上昇を意味する 2175。よく混合された温室効果ガス（CO2、

CH4、N2O、ハロゲン炭素化合物）は (図 132で示したように) 約 2.43W/m2 の温

暖化効果を持つが、これは 10パーセントの不確定性を伴う。成層圏オゾン変化は冷

却効果を持つ (オゾンホール)が、対流圏のオゾンは温暖化効果がある (オゾン汚染)。

硫黄、バイオマス、化石燃料の有機カーボンエアロゾルは冷却する。だが化石燃料か

らの黒色カーボンは温暖化する。鉱塵には推計中央値はなく、+0.4と− 0.6W/m2

の幅の不確定性があるだけだ。対流圏エアロゾルの一次間接効果である水滴の増加

はほとんどわかっておらず、中央推計値はなくて 0 と −2W/m2 の間の不確定性

を持つ。2 番目の間接効果は推計すらない。飛行機雲や絹雲増加など航空効果も示

した。土地利用変化は地球をちょっと冷却したが、太陽放射は温度を上げている。

グラフ下に示したのは、IPCC の「科学的理解度」指標で、「高 (High)」から「中

(Medium)」「低 (Low)」を経て「非常に低い (Very Low)」に到る。出所: IPCC

2001a:table 6.11, figure 6.62176.
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暖化を過剰に見積もり過ぎているという話に逆戻りで、CO2 による温暖化そのものの総

推計を引き下げるべきだということになる∗1。

24.6 CO2 は気温にどれくらい影響するの？　水蒸気

モデル作成の第二の課題は、大気中の水蒸気だ。水蒸気フィードバックこそ、人間の

CO2 排出が大きな温暖化をもたらす主要原因だ 2186。大気の CO2 濃度の倍増 (2070年

以降になる）2187 による直接効果は、1− 1.2◦C くらいの気温上昇でしかないと見積もら

れる 2188。ところが大気にはまた増幅メカニズムが組み込まれている。地球が熱くなると

もっと多くの水が蒸発して、水蒸気がもっと熱を吸収するからだ 2189。だから IPCC 推

計によると、大気中の CO2 倍増による実質的な温暖化は 1.5− 4.5◦C になるだろう（気

候感度と言われるものだ）2190。

でも、強い水蒸気フィードバックがもっぱら影響を受けるのは、地表温度にではなく、

特に対流圏の温度だ。対流圏とは、地面から高さ約 10–13kmまで広がる、大気圏の一番

低いところを指す。要するに、このフィードバックが有効に機能するのは、大気圏の底の

ほうが全部暖まって、対流圏が全体としてもっと水を含めるようになった場合に限る――

そうでなければ、水蒸気フィードバックはずっと弱くなる 2191。対流圏は水蒸気フィード

バックの約 90パーセントを占めると見積もられる 2192。

すべての AOGCM 群は、対流圏の温度は地表面と同じくらいかそれより急速に上昇

すると予想している。これは図 140の NASA/ゴダード研シミュレーションでも見られる
2193。

1979年以来、NOAAの気象衛星が世界のあらゆる地域の対流圏温度の実に正確な測定

を実現している (24 時間以内に全世界の 80 パーセントの上空を通過、3、4 日間で 100

パーセントをカバー)。この測定は、信頼できる気温データが入手困難か不可能な辺鄙な

砂漠、雨林、海洋を含む 2194。さてこれをもとに 1979 年以降の対流圏気温を検討する

と、困った問題が出てくる (図 140参照)。実測対流圏温度には、まるでトレンドが見ら

れない。モデルは 10 年で約 0.224◦C の温暖化を見込んでいるのに、データは 10 年で

たった 0.034◦C の温暖化しか示していない。そしてこの上昇分ですら、ほとんどすべて

1997–1998年のエルニーニョのせいだ。つまり温暖化は、モデルによる予測値の 6分の 1

にすら達していない。これは長期の温暖化予測にとって極めて重要な意味を持つ。対流圏

温度がほとんどあるいはまったく上昇しないなら、水フィードバックがはるかに弱いとい

∗1 訳注: 昔のモデルは、CO2 だけ見ていたので、温暖化を過大評価していた。それを補正するために微粒
子の冷却効果をモデルに含めて、CO2 の温暖化効果の見積もりは温存しておいたのだけれど、もし微粒
子の冷却効果がやっぱりそんなに大きくないなら、やっぱり最初のモデルで温暖化が過大評価されたの
は、CO2 の影響を大きく見積もり過ぎているからだ、ということになる。
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図 140: NASA/ゴダード研 AOGCM による地表と対流圏の温度差、1950–2099。

モデル 2回実行の平均結果、1950–1960年の平均からのアノマリー、1990年までは

CO2 実測濃度、その後は 0.5 パーセント年間上昇。硫黄エアロゾルは Mitchell et

al. 1995から。対流圏温度は 200、500、850mbの平均アノマリー。実測地表温度

1856–1999、実測対流圏温度は人工衛星からのマイクロ波探査ユニット（MSU 2LT）、

1979–2001 年 4 月。出所: NASA/GISS 2000, Jones et al. 2000a-b, Christy et

al. 2000, 2000a, 2001.

うことで、温暖化の推計もずっと低くすべきだということになる 2195。

地表温度と対流圏温度の差をつきとめようと、無数の研究が行われた。衛星データにま

ちがいがあることを示そうとした研究もかなりある。ある研究は、人工衛星のアルゴリズ

ムに問題があることをちゃんと指摘した 2196。これは現在修正されている（ここでは修正

済みデータを使っている）2197。

でも人工衛星の測定データを見てやるのに、もっと明白な方法がある。気象観測気球に

より対流圏低層部の温度全体が定期的に測られてきているので、1958年以来のデータで

世界平均が取られた。人工衛星と気球という独立した 2種類の測定を比べると、図 141の

ように、ほとんど完全に一致している。これらはどっちも (人工衛星だと 0.034◦C/10年

、気象観測気球だと 0.029◦C/10年)、地表の温度上昇 (0.17◦C/10年)に比べると実に小

さい値だし、まして大気海洋結合モデル予想 (0.22◦C/10年)に比較するとさらに小さい。

結果として、多くのコメンテーターや、IPCC と全米学術研究評議会の 2000 年研究は、

地表温度と対流圏温度の推移がはっきりと異なっていることを認めている 2198――そして
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図 141: 気象観測気球 (1978-99 年、白線) と衛星 (1979-2001 年 4 月) による対流

圏気温偏差測定。表面温度は参考文献にある (1978-2000 年)。出所: Angell 1999,

Christy et al. 2000a, 2000b, 2001, Jones et al. 2000a.

このちがいが続くようであれば、水フィードバックも弱まるし、それはつまり CO2 温暖

化ももっと弱いということになる。

24.7 CO2 は気温にどれくらい影響するの？　雲

モデリングの 3つ目の課題は雲だ。雲は、その高さや厚さ、そして含まれる水蒸気、氷

粒子、大気エアロゾル分布に応じて気候を冷やしたり暖めたりする。雲はコンピュータモ

デルのグリッド 1 つより小さいから、パラメータ化されているけれど、おかげでモデル

は雲の想定に対してえらく敏感になってしまう 2199。1995年の先進的な気候モデルの一

つは――イギリスのハドレーセンターで開発されたものだ――CO2 の濃度が倍になると

5.2◦C の気温上昇を予測した。その後、プログラマーたちは雲のパラメータ化を 2カ所で

改善した。するとモデルの温度予測が、5.2◦C から 1.9◦C に下がるという結果となった
2200。

IPCCが以下のように率直に認めている：

気候の将来予測における最大の不確実性は、雲とその放射との相互作用から生じ

るものだろう。(中略) 雲は気候シミュレーションにおける潜在的なエラーの源と

してきわめて大きい。(中略) 雲のフィードバックが、差し引きでプラスに働くか
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マイナスに働くかはいまだにはっきりしないし、各種のモデルでも大きな開きがあ

る。さらに、降雨プロセスと、1日周期や降雨量や頻度を正確にシミュレートする

のが困難なことからも不確実性が生じる 2201。

これは要するに、もっと優れた雲のモデルが出てきたら、IPCC気温予測はガラリと変

わる可能性があるということだ。雲のフィードバックは現在では、21世紀の CO2 が温度

に与える影響全体の半分を占めるけれど、それが実際に気候を冷やすのか、暖めるのかに

ついても未だに合意は存在しない 2202。大いに論じられてきた雲と宇宙放射との関係は後

で検討してやろう。

でもその前に、IPCCの気温との関係をかなり変えるかもしれない別のモデルを説明し

ておこう。この新しい革命的な潜在力を持つ研究は、2001年 3月に『アメリカ気象学会

誌』で公表された 2203。データを見ると、曇りがちな地域では、海面温度上昇と少ない雲

とが密接に相関している――摂氏 1度の上昇は、その上空の雲を 22パーセント減らすよ

うだ 2204。こういうメカニズムは要するに、上空の雲によりその領域を開いたり閉じたり

することで 2205、赤外線放射による冷却を促進し、熱帯の表面温度変化を抑えるように

働く 2206。この動きを著者たちは、地球の虹彩に例えている。目の虹彩を光量の変化に

応じて開閉するのに似ているからだ 2207。重要な AOGCM群をいくつか調べても、この

ネガティブ・フィードバックを採用しているものは一つもない。つまり現在のモデルは

CO2 による温暖化をかなり過大評価している可能性がある 2208。著者たちは通常使われ

る 1.5◦C − 4.5◦C の気候感度をもとに、このマイナスの雲フィードバックだけでこの感度

がずっと下がって 0.64◦C − 1.6◦C になると示している 2209。

まとめると、この節では CO2 がどのくらい気温に影響するかについて考えた。その答

えは気候モデルと、各種の重要な部分、たとえばエアロゾル、水蒸気フィードバック、雲

などをどう表現するかにかかっている。

1.5◦C − 4.5◦C という IPCC の気候感度についての予測は、1990 年から 2001 年まで

の IPCC報告書すべてでずっと同じだ。1970年代以来の科学研究文献でもこの数字は変

わっていない 2210。つまりこれは、過去 25 年間を通じて、CO2 による温暖化の基本的

な推計レンジはまったく改善していないってことだ。予測変化が出てきたら、それは主

にシナリオ変化のせいだ。IPCC は 1900 年に、今後 100 年で 3.3◦C 上昇と見積もった
2211。1996年には予想される温暖化を 2◦C に下げ、さらにそれに 1.0 − 3.5◦C という幅

を持たせた 2212。見積もりが下がった主な原因は、今度のシナリオに含まれる微粒子排出

量が大幅に増えたからだ 2213。これは気温を下げる方向に働く。さらに、IPCCは今じゃ

1.4 − 5.8◦C というもっと広い気温の幅を見込んでいるけれど 2214、その原因は CO2 が

気候に与える影響がもっと高いとわかったからじゃない。新シナリオが微粒子排出量の目
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覚ましい低下を予想しているからで (つまり冷却は抑えられる)、また同時に CO2 排出量

を最多にするシナリオが、昔とくらべて約 25パーセント増しの炭素を放出しているから

だ (つまり温暖化は高まる)2215。

基本的な気候感度が 1.5◦C − 4.5◦C のままだということは、CO2 濃度が倍増したとき

の温暖化がどっちかと言えば小さい (1.5◦C)か、かなりでかいか (4.5◦C)がほとんど判断

つかないということだ。実は、図 142で A2と B2のシナリオ (IPCCによる計算実行が間

に合ったのはこの 2つのシナリオだけだった)2216 を実行してみた 9つの AOGCMを見

てやると、A2の気温予測はもっぱらどのコンピュータモデルを選ぶかで決まってくるこ

とがわかる――最低の 1.43◦C と最高値 5.04◦C までの幅は、実は図 137の典型的シナリ

オから出てくる気温すべての幅よりも大きくなっている。これは要するに、モデルからの

ノイズが政策立案に使うべきシグナルよりも大きいってことだ。がっかりさせられるとは

いえ正直にも、IPCCは「モデルの選択はシナリオ選択よりもシミュレーション結果に大

きな差を生み出す 2217」とまとめている。

さらに、どっちのシナリオでも IPCCは単純なモデル記述としてずいぶん悲観的なもの

を選んだように見える。これまた図 142を見ればわかる 2218。A2で、1990 年から 2100

年にかけての平均気温上昇は、全コンピュータモデルの平均で 3.21◦C だけれど、IPCC

単純モデルでは 3.79◦C となっている。B2についてコンピュータモデルの平均は 2.17◦C

の気温上昇だけれど、IPCC の予想は 2.69◦C だ。複数の AOGCM が走らせたシナリ

オは A2 と B2 だけだから 2219、これは IPCC 単純モデルが温暖化を系統的に過大評価

しているということで、だからよく引用される 1.4 − 5.8◦C という温度上昇幅は、実は

1.2− 4.8◦C の可能性が高いということだ 2220。

どれくらい CO2 が気温に影響するかという質問に対する答えは、エアロゾルや水蒸気

のフィードバック、雲といった大事な要素をきちんと表現できるかどうかにもかかってい

る。すでに見たように、一部のエアロゾルをモデルに含めると、シミュレーションはもっ

ともらしくなるけれど、そのモデルには堅牢さがないかもしれず、新研究によればそれは

気候感度がもっと低いのを隠しているだけらしい。同じように、水蒸気フィードバックは

対流圏の大幅な温暖化があって初めて成立するのに、人工衛星による測定開始以来、そん

な兆候は見られない。これまたもっと小さい気候感度を示すものだ。雲のシミュレーショ

ンは不確実性だらけで、新研究によれば雲には強いネガティブ・フィードバックがあり、

これは気候感度を大幅に引き下げる。

基本的には、現在のモデルは複雑だけれど地球気候の重要な点をすべて捉えるにはあま

りに複雑さが足りない、という結論を出さざるを得ない。そもそも気候感度が不確実なた

め、モデルは気候の反応よりずっとノイズが大きくなっている。結果として、たくさんの
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図 142: 気温、1990–2100、シナリオ A2 (左)とシナリオ B2 (右) を実行した 9つ

の AOGCMによる予測。IPCC単純モデルによる A2と B2も参考のため併記 (図

137と同じ)。1990 年をゼロとするよう調整、9 年移動平均で表示。モデルは東大

気候システム研究センター (CCSR) と日本国立環境研究所 (NIES), オーストラリ

アコモンウェルス科学産業研究機構 (CSIRO), カナダ気候モデル化分析センター

(CGCM), ハドレー気候予測・研究センター (HadCM3), ドイツ気候研究センター

(ECHAM), アメリカ地質物理流体力学研究所 (GFDL), アメリカ国立大気研究所

のグローバル力学部門 (CSM, DOE), 日本気象庁気象研究所気候研究部 (MRI). 出

所: IPCC 2001a:figures 9.6a, 9.14.

モデル作成者たちはいまでも、正確なモデルができるにはあと 10年はかかると信じてい

る 2221。さらに IPCCが使う単純なモデルは気候感度を過大評価しているようだ。

同時にエアロゾルや水蒸気のフィードバック、雲の表現から見ても、気候感度は過大評

価されているようだ。これらは一般に、CO2 の気候に対する影響は、決して無視できる

ものではないけれど、思われているより小さいことを示している。

オゾンホール

　 1985年、イギリスの名門科学雑誌『ネイチャー』の論文公表により、突然みんなが新し

い環境問題を話題にするようになった――南極上のオゾン層に穴が開いていたのだ 2222。

(15章で論じたように)地表面のオゾンは汚染物質だけれど、大気圏上層部 (成層圏)では

薄いオゾンの層が 2223、太陽の有害紫外線 (UV-B) をフィルタリングして人や動植物を

保護してくれる 2224。オゾン破壊はまたいくつかのやり方で気候変動に関連しているけれ

ど、その関係はかなり弱いのでここでは無視できる 2225。

　 1985年のオゾンホールは、基本的には人の住んでいない地域の上空に現れたものだけ

れど、でもそれは世間一般の認識においては決定的な転換点を印した。それまではただ

の理論的な憶測でしかなかったものが、初めて観測で確認されたからだ 2226。それ以降、
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人の住んでいる中緯度上空のオゾン層減少も疑問の余地なく確認された――1998年には、

1979年の水準より 3–6パーセント下がった 2227。これは重要だ。オゾン層が薄くなると、

もっと多くの紫外線を通すから 2228、目の病気（白内障）、皮膚ガン、光老化（しわと肌

の若年老化）が増えるからだ 2229。

　オゾン破壊は人間のせいで生じた 2230。1974年に、すでにカリフォルニア大学の 2人

の研究者たち（後にこの研究でノーベル賞を受賞）はいわゆるフロンガス（CFC）がオゾ

ン層を破壊する可能性があると指摘した 2231。たくさんの研究が、後にその基本的な結び

つきを確認した 2232。1930年代以来フロンガスは至る所に存在していた。安くて化学的

に安定し、まったく無害だったからだ。1960年代にはフロンガスの使用は爆発的に増え

た (図 143)。中でも冷蔵庫、スプレー缶、エアコンでの利用が多く、発泡用の物質や溶媒

としても使われた。フロンガスは大気中に拡散し、一部は成層圏に達し、ここで高エネル

ギーの太陽からの紫外線により分解して遊離塩素となる。複雑な相互作用によりこういう

塩素原子はオゾンと反応し、要するに一つの塩素原子が何千ものオゾン分子を分解してし

まう 2233。

　皮膚ガンや白内障の増加というショッキングな予測のため、政治家たちは素早く対処

した。モントリオール議定書が 1987 年に調印され、ロンドン (1990)、コペンハーゲン

(1992)、ベネチア (1995)、別のモントリオール（1997）、北京 (1999) 議定書が後に続い

た。こういう国際条約は、当初は 5つの主なフロンガス消費を 1986年比で半減させ、後

にはその消費をほぼ全面的に禁止した 2235。これら議定書から期待される結果は図 144で

見ることが出来る。

　国際協力は迅速に実を結んだ。図 143でわかるように、1996年の総生産量は 1960年の

水準以下に下がった。同時に、大気圏低層部にあるオゾン破壊化合物の累計は、1994年

頃ピークに達し、今はゆっくり減少している――実はこれは、国連によるたった 4年前の

推計よりも早かった 2236。オゾン破壊塩素と臭素は、成層圏で 2000年前頃にピークに達

すると見込まれた 2237。UNEPオゾン評価の最新総合報告は、「オゾン層は今後 50年間

でゆっくりと回復する 2238」と予想している。同じように、南極上空のオゾンホールも

ゆっくりとふさがるだろう 2239。だから今日では、ぼくたちはやるだけのことはやったし
2240、オゾン破壊は今がピークで今後 50年かけて回復するだろう。

　オゾン層破壊とその制限議定書による解決は、サクセスストーリーだと思われている。

世界コミュニティがようやく団結を見せて、お金より環境を優先した、というわけ。これ

をはじめとする理由から、オゾンのお話は「万が一のため」原理をうまく適用した例と
2241、環境認識一般の重要性に関する実例としてよく引き合いに出される。でも、フロン

ガス禁止の実現は文句なしに利益の大きい行動だったのだ、ということは指摘しておこ

う。フロンガスの代替品 (例えば、冷蔵庫やスプレー缶の中身 2242)を見つけるのは、そ

こそこ安上がりだったし、一方で便益はかなりはっきりしていた。

　カナダ環境省に提出された報告書では、フロンガス議定書実施の全世界の総コストは、

1997年アメリカドルで 2,350億ドルだったと見積もられている 2243。それに比べて、便
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益は漁業、農業、屋外物質への被害回避のおかげで、1997年アメリカドルで 4,590億ド

ルほど。しかもこの数字は、333,500 人の皮膚ガン死亡者の減少は考慮すらしていない
2244。

　でもこれは、全世界について今後 63年間の累積コストだ。時間も長いし人間の数も多

いから、すぐに数字は大きくなる。いまの数字は明らかに世界的な介入が正当だったこと

を示しているけれど、でもオゾン層の減少による実際の個人的影響について感覚をつかん

でおくことも大事だ。オゾン論争の社会学的研究が指摘するように、「オゾン層が薄くな

り太陽光線がもっと通り抜けて皆が皮膚ガンになるから日光を浴びないようにしなきゃ」

ということはほとんどだれでも「知っている 2247」。これは、皮膚ガンの「恐ろしいほど

の」増加は「破壊されたオゾン層を貫く紫外線量の増加のせいだ 2248」というメディア報

道に負うところがかなりある。イギリスの若者たちの環境問題に対する関心調査によると

「オゾン層破壊」が最も大きい懸念だそうな 2249。

　皮膚ガン罹患率は 20世紀を通じてすさまじく上昇したけれど、ガンの潜伏期間はとて

も長い。ということは、今日見られる増加は、もっとずっとつまらない原因のせいだとい

うことだ。最近の研究のまとめのように、「皮膚ガンの増加は、1960年代にも存在した有

害太陽 UV-B 水準に原因を求めなくてはならない。オゾン破壊が原因ではなく（オゾン

層破壊はずっと後の 1979年頃に始まった）、むしろ豊かな社会における人間の寿命延長や

医療健診改善、ビーチでの日光浴増加傾向などが原因だろう 2250」。でも現在のオゾン層

減少とそれに伴う UV-B 上昇は、この先皮膚ガンを増加させるだろう。モントリール議

定書とそれに続くものが実現されなければ、皮膚ガンは 2100年までに 3倍以上となって

いただろう。でも今では、オゾン層減少から生じる追加の皮膚ガンはずっと少ない 2251。

　皮膚ガンの約 95パーセントは、今日では治療可能性が高い基底細胞腫や扁平上皮乳頭

腫だ 2252。残りの 5パーセントは極めて致命的な黒色腫（メラノーマ皮膚ガン）だ 2253。

アメリカでは総計で年 50,000くらいの新たな黒色腫と約 100万の新たな基底細胞腫や扁

平上皮乳頭腫の症例が生じており、死亡はほとんど全部が黒色腫による。行動変化（日

光浴など）がなくて、フロンガス議定書が完全に遵守されるとすると、現在の最低限の

オゾン層は、将来もっと多くのガンを引き起こし、2060年にはそれがピークとなり、年

間 27,000人の追加の皮膚ガン患者、あるいは約 3パーセントの皮膚ガン増加をもたらす

だろう 2254。この追加のガンのうち大半は治療可能な皮膚癌なので、追加の死亡者数は

2060年のピーク時で、年約 350人、つまり皮膚ガン死亡者の 5パーセントと推計される。

　つまりオゾン層破壊の最大の影響でさえ、ガン発生と死亡率はほんのちょっと増えるだ

けだ。これは別の見方もできる。高緯度地域のほうがオゾンが多く、太陽も貫通すべきオ

ゾン柱が長くなるから、UB-Vは図 145で明らかなように、高緯度地域よりも赤道でずっ

と強烈だ。中緯度地域で言えば、個別地域の気象条件を無視すると、エジンバラ (北緯 55

度)からマドリッド (北緯 40度)へ引っ越すと UV-B平均年間被曝量はほぼ倍増する。シ

アトル (北緯 47度)からニューオリンズ (北緯 30度)、あるいはフォークランド (南緯 52

度)からブエノスアイレス (南緯 34度)へ引っ越しても同様だ。
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図 143: 一年のフロンガスの世界生産量、1950-96年、オゾン破壊力によりトンで計

測された。出所: Blackmore 1996:120,Wl 1999b2234.

　図 145で線が始まる北緯 36度 53分の都市――たとえばカリフォルニアのフレズノ――

を見ると、年間 UV-B輻射量は 42.4kJ/m2 だ。オゾン層が破壊されなければ、輻射量は

たった 40kJ/m2 ですんでいた (下の細い線)。オゾン層破壊は UV-B 輻射量を約 6 パー

セント増やす 2255。さて問題は、同じ追加の UV-B輻射量を浴びるには、どれくらい南に

引っ越すべきか？　答えは図 145でわかるように、オゾンたっぷりの世界で 42.4kJ/m2

となるのは 35度 17分、つまりカリフォルニアのフレズノから 179キロほど南、べーカー

ズフィールド近郊だ 2256。これでオゾン破壊の結果として世界がどれくらい危険になった

のか、感覚がつかめる。

　オゾン層が被害を受けて今や最低値になり、そのため UV-B 輻射量がもっと増えたと

いうのは、中緯度地域では 2257 赤道方向に 200キロほど引っ越したというのと同じくら

いだ――マンチェスターからロンドン、シカゴからインディアナポリス、アルバニーから

ニューヨーク、リヨンからマルセイユ、トレントからフィレンツェ、スタットガートから

デュッセルドルフあるいはクライストチャーチからウェリントン 2258 へ引っ越したのと

同程度。(訳注：日本に置き換えると、福島・新潟から東京への引っ越しと同程度。) 　
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図 144: オゾン破壊する成層圏の塩素・臭素濃度、1950-2100 年、議定書がない場

合、モントリオール (1987)、ロンドン (1990)、コペンハーゲン (1992)、ベネチア

(1995)モントリオール（1997）議定書締結の場合完全な準拠を想定。出所: UNEP

1999a:5、WMO/UNEP 1994.
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図 145: 緯度別 2245 の年平均 UV-B 輻射、雲とエアロゾルも含めて考慮。南極

オゾンホールは一番左端に現れている。中緯度部分については、オゾン層が薄く

ならなかった場合の UV-B 輻射の理論値も併記 2246。出所: Sabziparvar 1997,

Sabziparvar et al.1999, Newton and Ferley 1996.
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ナイジェル・コールダーの 1997年の著書『灼熱の太陽』刊行で、地球温度の上昇の説

明におけるもう一つ重要な要素として、太陽への注目が改めて高まった。時には、起こる

論争は温室効果ガスだけが関係しているか、太陽だけが温度を決めるかのどっちかを想定

する傾向があった。でも、どっちも地球温暖化の部分的な原因と考えるほうが、ずっとあ

りそうだ。IPCCは太陽の影響についてちょっとしか言及しないし、小さな直接強制力し

かモデルに組み込んでいないので 2259、間接的な太陽の影響まで考慮すれば、CO2 によ

る温暖化効果の推計はもっと下がる可能性が高い。

ずっと前から太陽活動と気温には相関があることはわかっていた。太陽の明るさはた

ぶん過去 200–300年で約 0.4パーセント増加し、0.4度ほどの気温上昇をもたらした (図

139の太陽輻射参照)。過去数十年間のトレンドがこのまま続けば 2100 年まででさらに

0.4度上昇する 2260。最近の AOGCM研究によれば、過去 30年間の直接太陽輻射の増加

が観測された地球温暖化の約 40パーセントを引き起こしている 2261。

ところが、これよりもっと興味をそそる太陽の関連性がある。ナイジェル・コールダー

が指摘したものもこれで、デンマーク気象研究所での研究により確立された間接効果だ。

この研究所で、エイギル・フリーシ＝クリステンセンとクヌ＝ド・ラッセンという二人

の研究者は、太陽の黒点周期∗2と地球の平均気温との間にはっきりした相関を指摘した
2262。図 146では、正確な気温測定が存在する期間についての計測された平均気温と、太

陽黒点期間との相関を示しているけれど、この二人の研究者たちは、実は 1550年頃まで

さかのぼって見事な相関を示している 2263。さらに他の研究者たちも、さらに時期をさか

のぼって、また別の温度計測方法を使って、似たような相関を見いだしている 2264。

これに対する昔からの批判は、図 146の 2つの曲線にははっきりした因果関係がないと

いうものだった。黒点周期がどうやって気温に影響するの？　でも新研究でその因果関係

が見つかったようだ。これは黒点周期サイクルと気温の結びつきを説明するだけでなく、

扱いにくいけれど決定的な役割を果たす雲も射程に入っている。今日地球の約 65パーセ

ント 2265 は雲で覆われている。これは CO2 による温暖化効果を見極めるのに、すさまじ

く重要な要素だ。というのも、雲は太陽光線をはねかえすことで地球を冷やしておく役に

立つし、同時に熱を中にためこむことで地球の温暖化にも貢献するからだ。差し引きで、

低層の雲は地球を冷やすように作用する。だから低層の雲が増えると気温低下をもたらす

∗2 訳注：太陽黒点は周期的にあらわれたり消えたりして増減する。太陽黒点が多いとき（つまり周期が短く
なるとき）には太陽表面の活動が活発となり、その結果地球に放射される宇宙線も増加する。グラフで
は、黒点周期が長いほど太陽黒点は少ないことに注意。
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図 146: 黒点期間と北半球平均気温変動の相関、1865–1995. Fris-Christensen and

Lassen 1991:699 をアップデートしたもの。余り前提条件をつけずに最新データを

使うため、もっと小さい平準化フィルタが使われ、このためグラフのほかの部分の

一致具合が下がってしまい、1900–40 にかけて太陽周期の減少と気温上昇にギャッ

プが出ている。出所: Thejll and Lassen 2000.

2266。

でもスベンスマルクを初めとする研究者たちは、地球の低層雲の覆空率と宇宙線の入射

との間に明確な関係があることを示した。これは図 147を見るとわかる 2267。その理由の

説明としては、たぶん宇宙線の入射がイオンを作り、これが大気中の微粒子といっしょに

なって低層雲発達の基礎となるんだろう 2268。さらに宇宙線の入射が増えるのは、太陽活

動が低調なときで、これはこんどは長い黒点周期と相関しているわけだ 2269。

この理論的な関係には、まだ答のない疑問もたくさんあるし、未解決の科学上の問題も

いろいろある 2270。でも重要なのはこの太陽黒点理論が、今経験しているような短期の黒

点周期はもっと活発な太陽活動、もっと弱い宇宙線、もっと少ない低層の雲、したがって

気温上昇、という相関の可能性を生み出しているということだ。この理論には、温室効果

理論に比べると大幅な長所があって、1860年から 1950年までの気温変化が説明できる。

これは他の気象学者たちが肩をすくめて「自然の変動でしょう」と言うしかなかったも

のだ。

図 146を見ると、気温と太陽黒点周期との関係は、過去 10–30 年ほどでずれてきてい

て、温度が太陽黒点活動を上回る上昇を見せていることにご注目。たぶん、太陽黒点より

も、CO2 みたいな温室効果ガス増加のシグナルが現れている可能性が高そうだ。こうし
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図 147: 地球の低層雲の覆空率 (> 680hPa)と宇宙線入射量との相関。出所: March

and Svensmark 2000.

た発見はまさに、太陽活動の変動だけでも温室効果ガスだけでも、気温変動の記録を全て

は説明できないこと裏打ちするものだ。温室効果ガスのシグナルがやっと今になって現れ

てきたということは、これまた CO2 による温暖化効果の見積もりを下げてやる必要があ

ると示唆しているようだ。こういう IPCC に忠実な研究の一つによれば、気温変動の約

57パーセントは太陽仮説で説明できて、データを見ると気候感度は 1.7◦C、つまり IPCC

の最良の推計より 33パーセント低いとのこと 2271。

24.9 シナリオは現実的なの？

一世紀も未来の予測をするなんて、過去の予測を見ればわかるけれど、地雷だらけの仕

事だ 2272。一部の予測はあきれるくらい大外れだし、一部は驚くほど先見の明があった。

でももちろん大事なのは、後知恵なしでその予測がどっちなのかを事前に判断することだ

2273。おそらく予測における最大の危険は、技術革新がそもそもの不安を無意味なものに

してしまうという点を過小評価する傾向だ。あるモデル作成者はこう語る:

100 年前、氷山は北アメリカとヨーロッパ間の旅を妨げる大きな気候上の脅威

だった。イギリスの大型客船タイタニック号は 1912年 4月 14日に氷山に衝突し、

1,513人が死亡した。50年後、ジェット機が客船を追い越した。氷山の危険に対す

る解決を予想するには、氷山が移動する速度や経路だけでなく、人間がどう移動す

るかも理解する必要があったわけだ 2274。
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でも気候変動は何世紀にもまたがるものだから、ぼくたちも何とかして地球温暖化に

とって一番重要な領域での人間の行動について、まともな予想を試みる必要がある 2275。

この意味で圧倒的に重要な変数は、化石燃料からくる長期的な CO2 排出だ 2276。

まず、従来の IPCCシナリオを検討してやろう。次に IPCCの 40の新シナリオを採り

上げ、最後にあらゆるシナリオ作成問題の核心であるはずの問題に戻る――実際にぼくた

ちはどれだけ CO2 を排出することになるのか。さっきの比喩を続けるなら、シナリオは

新しい旅行手段の可能性を考えるよりも、タイタニックの航路改善のほうにばかりかまけ

ているようなのだ。

地球気候予測を標準化するため、IPCC は 1992 年に将来人口と経済成長、森林消失

比率、エネルギー供給、環境保護努力などについて、6 つのシナリオ（IS92a-f）を作っ

た 2277。この中で特に IS92a が重要だ。今までのほとんどの予測は、この基準シナリオ

(BaUシナリオ)――温室効果ガス排出削減をしない場合――に基づいているからだ 2278。

けれど IS92aの重要な要素の一部は明らかに的外れだった 2279。例えば、IS92aは 2025

年に人口 84 億人を見込んでいる 2280。これは今日の国連予想をほとんど 5 億人上回る

し、2100 年の総人口は約 113 億人、つまり現在の予測人口のより丸々約 10 億人も多い

(図 11参照)2281。同じくいささか驚いたことに、2100年までに熱帯林の 82パーセント以

上がなくなってしまうという予想がされている 2282。

IS92aはまた、温室効果ガスのメタン (CH4)の濃度が上がり続けると予測する 2283(驚

いたことに、新しいシナリオも同じ想定をしている)2284。でも、実際のメタン濃度上昇率

は下がり続けていて、いずれ安定状態になりそうだ 2285。この想定のおかげで 2100年の

温暖化見積もりは、最低でも 5パーセント過大になる 2286。

最も重要な問題は IS92aの CO2 シナリオと、それが気候シミュレーションでどう使わ

れているかという点だ。ここで IPCCは、CO2 濃度は 1990年から 2100年まで年間 0.64

パーセント上昇すると想定している 2287。でも、これは実際に観測された増加率よりは

るかに高い。1980年代には、CO2 濃度は年 0.47パーセント上昇し、1990年代には年に

たった 0.43パーセントしか増加しなかった 2288。こんな小さな比率にこだわるのは、別

に重箱の隅をつつこうというんじゃない。これは累積上昇率なので、IPCC の想定だと

CO2 濃度は 109年で倍増するわけだけれど、観測値での成長が続いたら、CO2 倍増には

154年かかる 2289。

それに CO2 だけにこだわるのは、あまり賢明じゃない。地球温暖化にはあらゆる温室

効果ガスが影響してくるからだ。このため、他のガスの影響は CO2 に換算されることが

多い。このおかげで、おかげで温室効果ガスを 1 つだけ考えればすむようになっている
2290。CH4、N2O、フロンガスまで含めた場合、IPCCは CO2 に換算した増加率を 0.85
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図 148: 温室効果ガスの年間増加率、1851-1998、CO2 換算の成長率で測定。5年平

均。出所: Hansen and Sato 2000, IPCC1996:92-3.

パーセントと見ている 2291。これもいまの実測データよりはるかに高い。

図 148を見ると、1851 年以来の CO2 換算増加率がわかる。1980 年代には増加率は

0.76パーセントでピークに達したけれど、1990年以降はたった 0.58パーセントに下がっ

た 2292。これまた、重箱の隅の話じゃない。0.85パーセントの増加率なら、換算 CO2 は

たった 82年で倍増するけれど、実際の観測増加率だと倍増には 120年かかる 2293。

それなのに、最も標準的なコンピュータシミュレーションは、CO2 増加率としてさら

に高い値、すなわち 1 パーセントを使っている 2294。これは単純化と便宜のためだけれ

ど、IPCCはこれが「恣意的」で「高目の値」だと認めている 2295。ここでも、経験値を

もとに推計すれば CO2 倍増には 120年かかるのに、この値だとそれがたった 70年弱と

なる。モデル作成者たちは、地表から成層圏までの世界各地の何百万というデータポイン

トを慎重に集めてきて、驚くほど複雑なコンピュータモデルをプログラミングし、それを

何週間何ヶ月も高価なスーパーコンピュータにかけているというのに、問題のまさに核

心ど真ん中にある要点――最も重要な温室効果ガスの蓄積――についてはなんだって 1.0

パーセントなんていう丸めたいい加減な数字で済ませ、もっと正確でずっと低い 0.6パー

セントを使わないんだろうか。まったく理解に苦しむところだ 2296。

結果として、モデルはあまりに早く発散して、温暖化がほとんど二倍の速度でやって

くる (70年対 120年)と予測するか、同じことだけれど、同じ時間内でずっと多くの温暖

化を予想することになる 2297。一般に、プレス報道されてぼくたちが目にするモデルは、
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IPCCシナリオよりずっと急速に発散するモデルで、その IPCCのモデルも実測値よりは

発散が早い。そして『サイエンティフック・アメリカン』は図 138のハドレーモデルでの

1パーセントの CO2 増加を示し、2100年には 3◦C の気温上昇が予想されると伝えるの

だけれど、その 1パーセント増加という数字自体が非現実な想定だということには触れな

い 2298。

24.10 シナリオは現実的なの? 40の新シナリオ

さて今度は 40の新 IPCCシナリオを見てやる。ここでモデル作成者たちは、そもそも

将来を予測するという発想をきっぱり捨てて、推計と可能な未来像の話をするようになっ

た 2299。モデル作成グループの一つがかなり正直に指摘するように、IPCC シナリオは

「『コンピュータ支援によるお話語り』の試み 2300」だ。

6つのマーカー／典型シナリオのトレンドで面白いものを図 149と図 150に示した。ま

ずどの IPCCシナリオも、そもそも 2つの数量ターゲット、つまり人口と豊かさに合うよ

うに設定されていることは認識しておこう 2301。つまり人口と富 (所得水準)はモデルの

出力結果じゃなくて、事前に選んだ想定だ 2302。

人口推移について言えば、図 149を見ると、IPCCは B2では国連中位推計 (図 11)に

従うようにしたのに、A2は上位推計に従うようにして、他のシナリオ 2303 は低位推計に

沿うようにしたことがわかる 2304。

図 149の右上のグラフでは、あらゆるシナリオの SO2 排出量が、もとの IS92a想定よ

りずっと小さく見込まれているのがわかる 2305。国が十分に豊かになれば、硫黄排出量が

下がるのは間違いなかったのだけれど（たとえば p. 252の図 97を参照)2306、EUとアメ

リカでの実際の硫黄排出が削減された速度（p. 488の図 172を参照)2307 をもっとよく調べ

た結果として、このグラフのような見直しが行われた。将来の SO2 減少は、途上国が自

分の国での大気汚染を減らすために設定する規制による部分が大きい。最近の世界銀行報

告の指摘では、中国の大気汚染は GDPの約 8パーセントなのに対してその削減コストは

GDPの 1–2.5パーセントだという 2308。だから、SO2 を削減する政策がすでに実施され

つつあるのも当然のことだ。

硫黄エアロゾルは気候を冷やすから、SO2 排出量は重要だ。つまり排出量が早めに削

減されてしまうと、IS92aほどは温暖化を先送りにできないことになる。だから、こうい

う新しい低めの SO2 排出量シナリオが原因で、2001年 IPCC予想では、2100年の高い

気温予測が上昇したわけだ 2309。この問題についてはまた後で触れる。でも屋外の大気汚

染は大きな死因になっているし、IS92aでは将来的にさらに重要性が増すと予想されてい

たので、SO2 排出量が大幅に削減されるのは、人間の健康にとって大きなメリットであっ
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図 149: IPCCシナリオ、1990–2100。人口は 10億人単位、参照用に国連中位推計

を併記。年間 SO2 排出量、2000–2100, 単位 10 億トン、参照用に IS92aデータを

併記。先進国と途上国の 1人あたり年間所得、単位は 1990年米ドル、1990–2100、

IS92a を参照用に併記。これらの研究は、まったくちがうモデル作成チーム 6 つが

別個に作成しているので、小さな差について比較したりしないよう注意が必要 2311。

出所: IPCC 2000b, 2001a:table ll.1.8、IPCC/DDC 2001 と図 11からのデータ.

て、さらには脆弱な生態系にとって、大事な改善となることは指摘しておこう。

図 149の下 2つのグラフは、途上国と先進国の一人あたり所得だ。全般に、あらゆるシ

ナリオで、途上国でも先進国でも今日よりずっと豊かな社会が描かれているのがわかる

2310。さらに所得格差はものすごくせばまり、そのスピードも IS92aよりずっと早い。格

差は今日の 6:1から、3:1とか 1.4:1とかの水準にまで下がる (p. 107、図 35参照)。つい

でに、一番悲観的なシナリオにおいてすら、21世紀末には発展途上国の平均的な人物は、

今日の先進工業国の平均的な人物と同じくらい豊かになっていて、他のシナリオではいま
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の先進国よりずっと豊かになっていることは指摘しておくほうがいいかな。これは本書の

冒頭部でのジュリアン・サイモンの引用について、心強い裏付けを与えてくれるものだ：

「一～二世紀のうちに、すべての国と人類のほとんどは、今日の西洋の生活水準と同等か

それ以上になるだろう。2312」。

A1のシナリオと他のシナリオ全ての間には、特に大きな経済格差が見られる。（A1FI

は先進国でちょっと成績が悪いように見えるけれど、これはモデル同士のちょっとした前

提の差のせいだ――AIFIで A1Tと同じモデルを使ったら、先進国についての結果はまっ

たく同じだ）2313。これが本当の経済能力差をきちんと表現しているとすれば 2314、A1

のかわりに B1 にすることで得られるわずかな環境改善が、先進国においては所得の 50

パーセント以上 (2100年に$73,000 vs $110,000)2315 をぼくたちの子孫にあきらめろと言

うほど価値があるものかどうか、よく考える必要があることを改めて思い出させてくれる

結果ではある。そして、発展途上国の未来の住人たちが、B1の世界に住むために 75パー

セントもの追加所得あきらめる ($40,000 vs $75,000)だけの価値があるのか、ということ

もよく考えるべきだろう。

驚いたことに、シナリオの作者たちは何ら明確な基準なしに、4つのシナリオをランク

づけして B1に一番高いグレード「良い」をつけ、A1は「まあまあ」しかもらえていな

い 2316。世界にとってこの両者の差は、経済的に見て約 7,000兆ドル（または現在価値に

すると 107兆ドルほど――いまの世界 GDPの 3倍以上）2317 だということを考えると、

こんな一蹴するような意見はあまりにいい加減だ。シナリオについて分別ある判断をする

なら、たとえば A1 を捨てて B1 を選ぶ際のメリットだけでなく、デメリットも考えて、

しかもそのとき環境と経済のどっちも見てやるべきだ。この章の終わりで、この問題には

戻ってこよう。これは地球温暖化をどう扱うべきかという問題全体の核心になるからだ。

シナリオはすべての温室効果ガス排出を予測しなくてはならないので、森林面積につい

ての推計も含んでいる（森林は、伐採されると CO2 を排出するし、拡大すれば炭素を固

定する）。で、図 150左上グラフを見ると、1950年以来 150年間にわたる森林面積推移の

見通しがわかる。これを見ると、A2シナリオ以外のすべてでは、2000年より 2100年の

森林面積のほうが増えている。A2マーカーシナリオには森林データがないので、他の 2

つの A2シナリオを示してある――これで個々のストーリーライン内部でどのくらいちが

いがあるかもわかる。A2 MiniCAMでは、世界森林が大幅に減少する（約 17パーセント

減少）。これはこのモデルでの、比較的貧困で人口の多い世界という想定と一貫している。

一方、A2AIMシナリオでは、森林面積はちょっと増えている 2318。

ところが、B1における 35パーセントという目覚ましい森林増加は、あまり現実的とは

言い難そうな推移によって主に生じている。モデル作成者たちは、例えば A1の 2100年
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図 150: IPCCシナリオ、1990-2100年。森林地帯、10億 ha単位、参照用に FAO

の 1950–94統計を追加。ちなみに A2マーカーシナリオには森林データがない。こ

こでは A2 の他のシナリオ 2 つを表示。エネルギー効率、単位は 10 億 1990 年米

ドル/エクサジュール。アメリカのエネルギー効率を参照用に併記。年間 1 次エネ

ルギー、ゼータジュール (1,000EJ)単位、1990–2100年。再生可能エネルギー源の

割合、1990–2100。これらの研究は、まったくちがうモデル作成チーム 6 つが別個

に作成しているので、小さな差について比較したりしないよう注意が必要。出所：

IPCC 2000b, Figs. 11, 60, 68からのデータ.

に比べてずっと多くの人口を想定しているのに (104億対 70億)、耕作地のニーズは減る

と見なしている。これは要するに、発展途上国での収量が 4倍以上にはねあがり、さらに

健康と環境上の配慮から消費者たちが劇的に西欧型の肉消費を避けるようになる、と考え

られているせいだ 2319。全体として、2050年から 2100年にかけて耕作地は 27パーセン

ト削減できると想定されている 2320。畜産物の生産減少により、牧草地も 32パーセント

削減されるそうな 2321。シナリオの想定がどのくらい現実的かについては、間もなく検討
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してやろう。

図 150の最後の 3つのグラフは、シナリオの中で決定的な役割を果たす、エネルギーの

想定を示している。CO2 排出で本当に問題になるのはこれらの想定だし、結果としてこ

れは温暖化予想（図 137）における中心的な推進力となっている。ほとんどのシナリオは、

今よりずっと高いエネルギー消費を見込んでいる――A1では 21世紀を通じて 1次エネ

ルギーは 4倍以上になる。世紀半ば以降にエネルギー必要量の減少が見込まれ、21世紀

末に総消費量が現在の水準に戻るのは B1だけだ。

CO2 排出を決定する 2つの中心的推進力は、総エネルギー消費と化石燃料エネルギー

の割合だ。前者は何よりも、エネルギー 1単位でどれだけ生産できるかにかかっている。

図 68(p. 181)で見たように、アメリカでもイギリスでも、エネルギー効率は着実に上がっ

ている。過去 50 年間のアメリカのエネルギー効率推移を図 150の右上グラフに示した。

第一次オイルショック以来、アメリカのエネルギー効率は 50年ごとに倍増する速度で向

上している 2322。すべてのシナリオは、エネルギー効率が上昇し続けると想定しているけ

れど、でも向上の速度はかなりちがう――A2 は 21 世紀中にほとんど改善を見せず (92

年ごとに倍増する水準)、よたよたと推移するのに対して、B1は 32年ごとに倍増という

高い効率性上昇を見せている 2323。どっちが正しい効率改善水準になるかは 2324、かなり

の部分がエネルギーコストにかかってくる――エネルギーが安ければ、効率性を上げるイ

ンセンティブはほとんどない。エネルギーが高価なら、効率性改善も加速される 2325。と

ころが石炭、石油、天然ガスのいずれでも、A1より B1のほうが値段が安いことになっ

ている。これは主に、A1での高いエネルギー消費がエネルギー価格を引き上げるからだ
2326。つまり他の条件さえ同じなら、A1でのほうが実はエネルギー効率がもっと高くな

るべきで、低くなっているのはおかしい。

もう一つの CO2 排出誘因は、化石燃料使用 vs 再生可能エネルギー使用だ 2327。ここ

でもすべてのシナリオで、図 150の右下グラフに見られるように、再生可能エネルギー比

率は上がる 2328。が、A2と A1Faでは、その割合の増え方はほんのちょっとだ。一方で

A1Tでは、エネルギーの 80パーセント以上が再生可能エネルギーからくることになる。

だからこそ、A1Tはずっとたくさんエネルギーを使うのに、世紀半ばから CO2 総排出量

が減ってきて、図 136に見られる通り B1にかなり近くなっているわけだ。ここでも問題

は、なぜ化石燃料から再生可能エネルギーへの切り替えが起こるかだ。この場合もやっぱ

り、各種エネルギー源の相対価格が決定要因となるはずだ。

どのシナリオも石油と天然ガスのエネルギー価格はかなり上がると予想している。21

世紀末までに石油と天然ガスの価格は 3 倍になるとするものもあり、また各種シナリオ

は、そこまで急速ではないにしても石炭価格も上昇すると想定している 2329。エネルギー
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の章 (p. 188, 図 72)で見たように、どのシナリオも再生可能エネルギー価格の低下を想定

している 2330。

多くのモデルは、太陽・風力エネルギーコストが 2–5セント/kWhに下がり、「石炭や

石油、天然ガス価格がますます上昇するにつれて、これらはますます競争力を増す 2331」

と想定している。でも、化石燃料価格は発電総コストのごく一部でしかないし 2332、化石

燃料の効率性も向上してコストはさらに下がる 2333。だから化石燃料から再生可能エネル

ギーへの切り替えは、再生可能エネルギー価格が、ますます下がる化石燃料価格をも上回

る速度で下がるかどうかにかかっているのが実状だ。

つまり将来の CO2 排出量を見極めるにあたって最も大事な要因は、エネルギー効率が

どれだけ早く（または遅く）向上するか、および再生可能エネルギーが化石燃料に比べて

どこまで安くなるか、というものだ。でも IPCCのシナリオモデル作成者たちの主なやり

方はこういうものじゃなかったし、特に B シナリオ群ではまるでちがっていた。ここで

は、化石燃料の使用を制限するのは技術進歩や経済的理由ではなく、「環境への配慮 2334」

だ。モデル作成者たちは率直に、B1で石炭が再生可能エネルギーに負けるのは、それが

汚いと認識されるためか、コスト増加のためだと認めている――が、「そうしたプロセス

はこのシナリオでは明示的には考慮されていない 2335」とのこと。要するに、B1では再

生可能エネルギーが勝つとはなから決めてかかっている。このアプローチは、実はシナリ

オ中の主要な意志決定のほとんどにおいて繰り返されていて、その根拠は驚くほど多数

の、いささか甘い使い古された発言となっている 2336。結局のところ、モデル作成者たち

によると B1シナリオは価値判断中立的ではなく、もっぱら「人々が実現してくれればと

望むはずの状況や条件を描いたものだ」そうだ 2337。

同じように、エネルギー効率上昇水準についての基本的な判断は、単に基本的なストー

リーラインに合うように塩梅されただけだ――「ストーリーラインの主要推進力に合わせ

てパラメータ調整 2338」をやったわけだ。でも、こんな大事なパラメータを、各種シナリ

オのストーリーに合わせて最初から選ぶよりは、再生可能エネルギーが化石燃料より安く

なる（またはならない）見込みがどのくらいなのかを分析するほうがずっと役に立つはず

だ。そのちがいは A1シナリオでちゃんと描かれている。A1F1のように化石燃料がリー

ドを保ち続けるなら、世界は豊かになるが、大量の CO2 排出を続けるだろう 2339。もし

A1T のように急速な技術発展が予想され、太陽エネルギーのコストが 0.8 セント/kWh

以下になったら、豊かさは同じでも CO2 をほとんど排出しない世界になるだろう 2340。

だから知りたいのはどっちの世界が可能性が高いか――A1F1か A1Tか―――という

ことと、A1Tのようなシナリオに向かいたければどうすればいいか、ということだ 2341。

これは地球温暖化をめぐるシナリオ議論において、たぶん唯一最大の重要問題なのに、こ
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の課題はまったく議論されない。なぜかといえば、モデル作成者たちはあらゆるシナリオ

が同じくらいの可能性を持つと最初から決めてかかっていたからだ。

でも、この中のほとんどのシナリオは、そもそも可能性なんかまるでありそうにない。

エネルギーの章で見たように、化石燃料はたっぷりある。特に石炭はたくさんあって、何

世紀も保つ。風力や太陽光のような再生可能エネルギーも急速に値段を下げていて、風力

はすでにほぼ競争力を持ち、太陽光もあと 20–30 年で競争力を持つようになるというこ

とも見た 2342。実は、A1F1シナリオで 21世紀末に実現されると推定されている太陽光

発電コストは、ほとんどの分析ではほんの数十年先に実現されると考えられている 2343。

だから、何もしなくても、あるいはほとんど「後押し」なしでも、再生可能エネルギーが

21世紀半ばまでに競争力を持つようになる見込みはかなりある。

『政治経済学ジャーナル』で研究者たちは、まさにこの問題に取り組んだ。かれらは大

規模なモデルを使い、化石燃料の値段が上がって再生可能燃料がどんどん安くなるとどう

いう結果が生じるかを調べた 2344。話を単純にするため、かれらは化石燃料として石炭、

天然ガス、石油だけを扱い、いまは高価だけれど潜在的には無限のエネルギー源としては

太陽光だけを扱った（図 73参照）2345。他にぼくたちが将来思いつくかもしれないエネル

ギー源――すぐに思いつくのは水素核融合だけれど、ちなみに IPCC もこれは検討から

外している 2346――だって同じようにモデル化できるし、そうなったらモデルにはさらに

説得力が出ただろう 2347。かれらの出した結果を図 151に示す。上のグラフでは、太陽光

の電力生産技術がまるで進歩しない場合のベースラインシナリオが見える。これは再生可

能燃料による代替がほとんど起きないということだ。太陽光の価格変化がまったくなけれ

ば、エネルギー生産はいずれほとんど石炭に移行し、太陽光エネルギーに完全に移行する

には 370 年かかる。これは化石燃料がはあまりにも高くなりすぎるために起きるだけだ
2348。この場合、炭素排出量は A1F1よりちょっと多くなる。こういうシナリオですら、

わずかな再生可能エネルギーコスト低下を見込んでいるからだ 2349。

が、モデルがもっと現実的に示しているのは、太陽エネルギーコストが、多くの人の予

想通り、10年で 50パーセントという現在の低下率を続けるなら、2030–2040年で価格競

争力を持つようになるということだ 2350。もちろんこうなったら、2030年代から 2060年

代にかけて、化石燃料が一斉に太陽エネルギーに切り替わるだろう 2351。こうなると、太

陽エネルギーが安くなるから石炭埋蔵量の 98.5パーセントは使われずじまいだ 2352。こ

の根底にある考え方は、もし太陽エネルギーが安くなり化石燃料がもっと高価になった

ら、ぼくたちが長期にわたり大量の化石燃料を使い続けるなんてことは、どう考えても

ありそうにない、ということだ (もちろん短期では――そして 2–30年のスケールですら

――発電所やガソリン自動車のような化石エネルギー技術に対する莫大な投資がすでに行
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図 151: 上のグラフ：4 つのシナリオ別世界の炭素排出量、1995–2395。再生可能

エネルギー切替のないベースラインシナリオ、10 年ごとに太陽エネルギー価格が

現在の 50 パーセントずつ減少するシナリオと、もっと堅めに 10 年に 30 パーセン

トの太陽エネルギー価格減少を見込むシナリオ（いずれも下限は 2 セント/kWh）、

そして 10年間で 30パーセントの太陽エネルギー価格減少に、US$100の炭素税を

導入したもの。下のパネル：同じ 4 つのシナリオによる世界平均気温変化。出所：

Chakravorty et al. 1997年:1222-3, Ahmed 1994.

われているので、これが移行を「硬直的」にするだろう。つまり、各地での移行は陳腐化

した技術が交換時期にきたときに初めて実施されるわけだ)2353。基本的にこのモデルを

見れば、A1F1がどうやらなさそうで、将来の炭素排出量は A1Tか B1、あるいはもっと

低い推移を見せる可能性のほうががはるかに高そうだとわかる。

モデルはまた、太陽光エネルギーのお値段が 10年間でたった 30パーセントしか下がら

ないという堅めのコスト推計も示している。これは価格競争力が出るのが遅れ、代替も遅
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れるということだ。それでも、太陽エネルギー使用は 2040年代に始まり、21世紀末を通

じて増加し、2105年までにあらゆる領域を制覇することになる 2354。この排出シナリオ

も、まだ A1Tと A1Bの中間くらいの感じだ。ここでも石炭埋蔵量全体の 92パーセント

は使われずに終わる 2355。最後に、モデルはコスト低下がやっぱり 10 年間で 30 パーセ

ントだけれど、1トンあたり 100米ドルの (世界)炭素排出税がかかるというシナリオを

含んでいる。こういう税金は当然化石燃料消費をもっと低下させて (それがどう影響する

かは後述)、太陽エネルギーを相対的に安くするため、早めの代替が進む。結果は、炭素の

総排出量は価格低下がもっと急速な場合と同程度 (つまり B1以下)になる。でも、ここに

は示されていないけれど、この税金は大幅に経済を攪乱してしまう。この問題については

また後で述べよう。CO2 排出を減らすために、世界がこの追加のお金を支払うのがどこ

まで有意義かと言うことについて、その時に議論する。

地球気温の変動への影響が図 151の下のパネルでわかる。太陽エネルギーコストが減少

しなければ、世界は長いこと化石燃料を使い続けて、温度は 2100年までに 2◦C 以上も上

がり、2275年に 5◦C 以上も上がってピークを迎え、それから低下を始める (ちなみにこ

れらの気温推計が、どれも図 137に示した IPCC 中央推計より低いことに注目)2356。で

も、太陽光エネルギーの展開をもっと現実的に見てやると、気温は今後 50年で 0.7◦C し

か上昇せず、それ以降は下がる。もっと悲観的な太陽光シナリオですら、気温上昇は今後

100年間でたった 1.5◦C で、その後は低下して 2195年には 1995年の水準に戻る 2357。

このもっと現実的なモデルはいくつか大事なポイントを含んでいる。まず、地球温暖化

はひたすら悪化する一方の問題じゃないことが示されている。実は、どんな妥当な技術変

革シナリオのもとでも、何ら政策干渉がない場合でも、炭素排出量は A1FIの水準には達

しないだろうし、ぼくたちがますます安くなる再生可能エネルギーに移行するにつれて、

21世紀末になってくれば下がるだろう 2358。次に、気温は IPCC最大推計値よりずっと

低いところまでしか上昇しないだろう――気温は B1推計 (2100年に 2◦C 以下)並か、あ

るいはそれ以下になり、22世紀に入ったら絶対に上昇することはない。三番目に、おそ

らく一番重要なこととして、これを見ると地球温暖化への対処を考えるにあたり、考え方

がまちがっていたことがわかる。ほとんどの政治的な議論や、明らかに京都の国際合意は

（これについては後述）、税金、割当て、あるいは禁止による炭素排出量の制限にばかり目

を向けている。これは現在の排出量は減らすけれど、経済成長を引き下げるという大きな

お値段がついてくる。成長率低下は、現在の GDPの 1–2パーセントという水準になる。

でも、きたる将来の非化石燃料への移行でずっと重要になるのは、炭素ベースのエネル

ギー源と比べた太陽エネルギー、風力エネルギー、そして核融合の相対コストだ 2359。つ

まり本当に大事なのは、こういう再生可能エネルギー源の価格がさっさと下がるようにす
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ることだ。そしてこのためにも、研究をずっと増やすためにもっと研究資金を増やすこと

が必要だ 2360。さらにこういうエネルギー研究コストは、炭素排出量を制限するコストよ

り何桁も安いだろう。最近のアメリカの再生可能エネルギー研究開発コストは年間 2億ド

ルほどだ 2361。これを 10 倍して年間 20 億ドルにしたところで、ごく小規模な炭素介入

コストに比べても小銭にしかならない（アメリカ GDPの 1パーセントは年間約 800億ド

ルだ）し、炭素税 100ドルは一年で約 2,000億ドルほどになる 2362。

まとめると、以前の IPCCの基準シナリオ (BaUシナリオ)や、それが背後で 1パーセ

ントの CO2 排出量増加という数字を使っていることは、地球温暖化のスピードの過大評

価につながっている。

さらにシナリオすべてを同じくらいもっともらしいものとして扱うという IPCC の決

断のため、A1FIのようなシナリオまで可能性があることになってしまっている：このシ

ナリオでは、化石燃料コストは急騰し、太陽光エネルギー価格は急落するのに、ぼくたち

は相変わらず 21世紀末にも化石燃料ばかり使っていることになっている。でも、こんな

シナリオは、まともな技術的想定のもとではまずあり得ない。もっとありそうな想定は、

21世紀を通じてほぼ完全に化石燃料が再生可能エネルギーに切り替わり、それが世界の

炭素排出量を大幅に削減し、温度上昇は B1の温度かそれ以下に抑えられる、という方向

性を示している。このもっと現実的な理解があれば、未来をもっと A1Tに近い方向に押

しやるには何が必要か、という点をもっときちんと考えられるようになる。研究を強化し

て、再生可能エネルギーの価格競争力を高めることが必要なのだ。

今後何年も、ぼくたちは化石燃料を使い続けるのが確実だ、ということを理解しておく

のは不可欠だろう。地球温暖化に対応するためには、必ずしもあわてて化石燃料を廃止す

る必要はない。むしろ、十分な研究予算確保によって、太陽光、風力、核融合が 21世紀

半ばまでに価格競争力のあるエネルギー源となるようにすることだ。これはずっと低コス

トで済むし、また気温上昇もほんの少しですむ。

24.11 影響：農業

地球温暖化がもたらす結果も論じてやる必要がある。ここでは IPCC シナリオや理論

やほかの理由についての議論は置いといて、とりあえず IPCC予測はおおむね正しいとい

う堅い想定をする。こういう――保守的な――条件のもとで、地球温暖化の影響と、それ

への対処として一番いい方法について考えよう。

まず最初に検討する問題は、農業問題だ。アイザック・アシモフとフレデリック・ポー

ルが地球温暖化を検討したとき、地球温暖化によって農業生産性がすさまじく下がると考

えた 2363。二人は不吉な調子で「これは十分に飢饉の可能性がある。それもかなり大規
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表 7: 地球温暖化がない場合に比べ 2060 年に CO2 が倍増した場合 (2.5 − 5.2◦C

の気温上昇) の穀物生産変化率。予測の幅は 3つの気候モデルによる別々の推計と、

4 段間の現実性ごとの影響評価。出所：IPCC 1996b:451, from Rosenzweig and

Parry 1994:136.

シナリオ 世界 工業国 発展途上国

温度上昇のみ -11～-20 -4～-24 -14～-16

+ CO2 肥料効果 -1～-8 -4～+11 -9～-11

+ 微調整 0～-5 +2～+11 -9～-13

+ 中度の調整 -2～+1 +4～+14 -6～-7

模な飢饉だ 2364」と続けている。でも、この問題は IPCCが十分に調査している。CO2

の濃度が倍増した世界を想定して、農業にどんな影響があるかを研究したのだ。IPCCの

使った農業生産モデルだと、CO2 の濃度倍増というのは 4.0 − 5.2◦C の気温上昇という

ことだ――つまりマーカーシナリオの結果の極端に高いところ、あるいはそれを超える水

準になる 2365。さらに IPCCはこれが 2060年に起きると想定しているけれど、実際には

その時点の気温上昇はなおさら低い見通しだ。結果としてこの研究は最悪シナリオと考え

ていいだろう。

結果を表 7に示す 2366。最初に IPCCは気温上昇の影響を調査した。気温上昇は勝ち組

と負け組の両方を生み出すけれど、コンピュータモデルはまだ信頼できる地域ごとの予測

が出せないので、個別の国ごとに影響を明示するのは難しい 2367。でも、降雨量は全体と

して 10–15 パーセント増えると想定されている 2368。全体として見ると、もし起こるの

が大幅な気温上昇と、ちょっと雨が増えるのだけで、それでも農民たちは何ごともなかっ

たように手をこまねいているとしたら、世界穀物生産量が 11から 20パーセント減るのも

まあ当然だろう (表 7の最初の行)2369。

こういう仮想的な状況は、先進国と途上国の両方に同じくらいすさまじい影響を与え

る。でも結果の幅が大きいのは、先進国のほうだ。ただし、この 2つの割合についてコメ

ントしておくべきだろう。イギリス気象局の最も悲観的な評価でさえ、穀物生産量が今後

50年間でものすごく増加すると予測している以上、いまの評価で生産が下がるというの

は、別に全体としての生産高が今を下回るってことじゃないのだ。イギリス気象局モデル

を使った 1999年の研究によると、2080年の生産量は今日より 94パーセント増ではなく

90パーセント増にしかならないということだ 2370。

大気中の CO2 が増えると、多くの植物 (特に小麦と米)はずっと成長がよくなる。CO2

は現実に養分として働くからだ 2371。さらに、気温上昇は CO2 の肥沃効果を高めるのが

ふつうだ 2372。平均生産性は平均で約 30パーセント増加するだろう。ただしこれにもば
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らつきがあって、下は-10パーセントから、上は＋ 80 パーセントになる 2373。当然なが

ら、こういった影響を考慮すると生産量減少はもっと少ないだろう。これは表 7の 2行目

に反映されている。

微調整というのは、農民が作物を植える日を調整したり、あるいは同作物でも別品種に

切り替えたりするだろうという事実を指す。中度の調整は、作物を植える日を 1 ヶ月以

上ずらしたり、別の作物に切り替えたり、あるいは灌漑延長などをすることを指す 2374。

50–100年にわたる対応を考えているんだから、どっちの調整も当然起こると予期してい

いはずだ 2375。

だから表 7の最終行の世界的な影響を検討すると、かなり高い気温上昇でも農業生産に

は特に損失がないことがはっきりする。事実、2001年 IPCC報告書では「気候変動が調

整後の農業に及ぼす影響は、世界所得にごくわずかな比率の変化しかもたらさず、さらに

こうした変化は温暖化が軽度の場合にはむしろプラスに働く。これは CO2 の肥料効果を

考慮した場合に特に言える 2376」と結論されている。

でも、先進国と途上国との間では、相対的に見て地球温暖化から受ける影響にはかなり

差がある。一般に言って、先進国は作物育成期間が延びるし CO2 の肥料効果があるので、

この両方から恩恵を受ける。発展途上国は、肥料効果の恩恵は受けるけれど、温度増その

ものは全体としてマイナスの影響をもたらす。さらに、先進国のほうは、経済的資源も大

きいし、インフラも整備されているから、温度増の影響に対抗するために必要な農業手法

を実現するのも簡単だろうと予想される 2377。

農業に関する限り、地球温暖化は先進国にとってはメリットになるけれど、発展途上国

にとっては厳しいだろう 2378。でも、こういう変化はいきなり起きるものじゃないし、全

体としてそれがはっきりしてくるのは、21世紀半ばになってからだ。だから多分、多くの

発展途上国はそれまでにずっと豊かになって、もっと発展しているから、今の IPCC報告

が示唆するよりも発展途上国は将来の問題にもっとうまく対応できるようになっているは

ずだ。いまの IPCC分析は、途上国の現在のリソース状況をもとにして予想をしているか

らだ 2379。

最後に重要な指摘として、IPCCの評価は気温上昇と CO2 濃度上昇をもっと有効に活

用できるような新種作物がいずれ開発されるという事実を考慮していないようだ。2060

年の 4.0◦C − 5.2◦C といういささか非現実的な想定と、現在の途上国のリソースを前提に

しているという点とあわせて考えると、これまた表 7の数字が最悪ケースの見積もりと考

えるべきだということになる 2380。
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24.12 影響：海面上昇

多くの一般向け報道やたくさんの政治家たちの発言の中で、地球温暖化が嵐、ハリケー

ン、エルニーニョなど、要するにありとあらゆるひどい気候の増加をもたらすという主張

は標準的になっている。『ニューズウィーク』誌は 1996年に地球温暖化の特集をしたけれ

ど、その表紙には目も開けていられない猛吹雪の中で迷子になった人物が描かれ、こんな

見出しがついた：「ホットゾーン：大雪、食糧そしてチョウの死：すべて地球温暖化が原

因 2381」。『USニュース&ワールドレポート』の特集記事は新しい IPCCの報告について

伝え、2001年 2月号の読者たちに「地球温暖化は干ばつ、病気、政治的変動」など「疫

病から飢餓から難民移動まで、ひどい影響をもたらす 2382」と告げた。アメリカへの影響

は悲惨なものとなりそうだとか。「今世紀半ばまでに、今マイアミのサウスビーチに並ぶ

しゃれたアールデコ風ホテルは水浸しになり、放棄されたままとなるかもしれない。マラ

リアがバーモント州で公衆衛生上の脅威となる可能性がある。ネブラスカ州の農民たちは

水不足で畑を放棄するかもしれない 2383」。こういう数々の主張を手短に見てやろう。特

に最も大事なこと、気象大災害増加の懸念については詳しく検討しよう。

まず地球温暖化は海面が何メートルも上昇するとか、南極の氷冠が溶けるといった話と

関係づけられる 2384。『ユネスコクーリエ』の記事は、大きな氷山が離れる光景を見せて

問いかける：「地球温暖化は極氷冠を溶かしてしまうのか？ 2385」

でも、こんな心配にはまったく根拠がない。そりゃ確かに最初の頃のモデルは、極端

な海面上昇を予想していた。でもその予想値は、その後どんどん下がってきているのだ

2386。地球の水面レベルは、過去 100年間で 10− 25cm上がってきたし、図 137でもわか

るように、ここ 100年間でさらに 31− 49cm上がると見込まれている 2387。こういう海

面上昇の約 4分の 3は、水が暖かくなって膨張するからであって、氷河が融けたり、極氷

冠流出の増加によるのはたった 1/4だ 2388。それでもグリーンランドは 21世紀にはほと

んど影響を及ぼさず (2.5cmほど)、南極大陸は実はむしろ、海面を約 8cm下げるほうに

働く 2389。

でも、海面が上昇することで、洪水に繰り返し襲われる人が増えると見込まれている

2390。IPCCは、もし海面が 40cm上昇するなら、海面上昇がない場合と比べて、洪水リ

スクにさらされる人は――適応対策にもよるけれど――2080年代には年間で 7,500万人

から 2 億人増えると見積もっている 2391。ところが、こういう数字の背景にあるモデル

を検討すると、いくつかわかることがある。まず、このモデルは一定の（海面上昇に対す

る）保護下で、海面上昇がないリスク人口を見る。人口は増えるから、リスク地域に住む

人口も増えて、結果としてリスク人口は今日 1,000万人なのが、2080年代には 3,600万
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人まで増加する 2392。けれど世界がずっと豊かになるから、海面上昇に対する保護措置に

ももっとお金を出せて、結果としてモデルは、保護強化により 2080年代のリスク総数は

たった 1,300万人だと示している 2393。

次にモデルは、40cmの海面上昇と、一定水準の保護の場合を考えている。すると 2080

年代のリスク人口は 2 億 3,700 万人となる――IPCC が引用している約 2 億人の増加と

いうのがこれだ 2394。でも、ずっと裕福な世界が海面上昇に対して何も保護しないという

想定は、どう考えてもあんまりだ。だからこの数字は、そもそも「IPCC政策立案者向け

概要」に含めること自体がちょっとおかしいんじゃないだろうか。そこで最終的にモデル

は、40cm の海面上昇と保護の増強を考えて、2080 年代には 9,300 万人がリスクにさら

されると示す――海面上昇のない場合より 8,000万人多い 2395。ところが、この数字は相

変わらず非現実的だ。なぜかというと、モデルの想定では「保護の水準は海面上昇のない

場合に対する保護レベルだけを考えるものとする 2396」と明記されているからだ。世界が

ずっと豊かになって、途上国が少なくとも今の先進国並の豊かさになるのに（図 149）、海

面上昇への対策が、実際の海面レベルじゃなくて、80年前の海面レベルにしか対応しない

と考えるのは、不合理もいいところだ。それに海面上昇に対する保護総コストはかなり安

い。ほとんどの国では GDPの 0.1パーセントと見積もられている。ただし小さな島嶼国

では GDPの 2、3パーセントに達するかもしれないけれど 2397。

結果として、豊かな国は（実はほとんどの国が、21世紀末までにはこの区分に入ってし

まう）この程度の低いコストをかけて国民を守るから、事実上誰も、毎年洪水にさらされ

たりはしない可能性のほうが高そうだ。だからって、別に海面上昇が高くつかないってこ

とじゃない――そんな保護強化コストを払わないですむような社会に住めれば、それに越

したことはない。だから後で、海面上昇コストやその他もろもろの地球温暖化コストをま

とめて考え、問題が全体としてどのくらいなにかを見極める方法について考えよう。

同じように、IPCCは「政策立案者向け概要」で「たとえばエジプト、ポーランド、ベト

ナムなどの個別の国にとっても、沿岸域のインフラが海面上昇により被る潜在的な被害は

何百億ドルにものぼる 2398」と述べるけれど、かれらはこうした損失が絶対に起きないと

いうことを無視している。エジプトの場合、350億ドルの損害という見積もりは、エジプ

ト第二の都市アレキサンドリアの 3 割が水没するのに、政府が手をこまねいて何もしな

いという想定に基づいたものでしかない 2399。残念ながら、分析はこういう損失を避ける

コストを見積もってくれない。ポーランドの 280億–460億ドルという見積もり 2400 も、

100cm というすさまじい海面上昇により、都市や農地が水没するという想定からきてい

る。でもポーランドの分析を見ると、このものすごい洪水に対する全面的な保護でさえ、

ずっと安い 61億ドルですむことになっているし 2401、もっと妥当な海面上昇水準として
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30cmを想定すれば、全面保護コストは 23億ドル、部分的な保護ならたった 12億ドルし

かかからないことがわかる 2402。要するにここで見えてくるのは、高価な水没を防ぐため

に、みんな比較的安あがりな対応策を講じるだろうということだ。

まとめると、ぼくたちは人類が歴史を通じてずっと、問題に対応してきてそれを乗り越

えてきた、という事実に絶えず注目してやる必要がある。実は過去 1世紀でもかなりの海

面上昇があったけれど、人類はちゃんとそれに対応できている。IPCCがエグゼキュティ

ブサマリーで述べているように、「人間の居住地は、適切な計画と先見の明、それに適切

な技術、制度、政治的な能力さえあれば、気候変動に最も簡単に適応できるセクターの一

つだと考えられる 2403」。だからこそ『USニュース&ワールドレポート』がみんなに思い

こませたがる「世紀半ばまでに、今マイアミのサウスビーチに並ぶしゃれたアールデコ風

ホテルは水浸しになり、放棄されたままとなるかもしれない 2404」なんてのはまったくあ

り得ないのだ。2050年までの海面変化は、人類が過去 100年ですでに経験した変化（図

137）を超えるものじゃない 2405。1920年代や 1930年代のアール・デコ調のホテルがこ

れまでに経験してきたのと同じ程度の変化でしかないのだ 2406。さらに海面上昇は 21世

紀を通じてゆっくり生じるものだから、経済的に合理的な先見の明により、保護が行われ

るのは保護コストよりも価値の高い物件だけで、コストが便益を上回るようなところは対

応が見送られるだろう 2407。だから IPCCはアメリカ全国での保護総コストと 1メート

ルの海面上昇 (2100 年推計の倍以上) による財産放棄コストを合計して、21 世紀を通じ

て 50億–60億ドルくらいと見積もっている 2408。適切なマイアミ保護コストは、この金

額が 21世紀全体を通じてのもので、しかもマイアミの分はそのさらにほんの一部でしか

ないことを考えると実に小さい。これに対して 1998年のマイアミビーチの不動産総価値

は 70億ドル近かったこと 2409、アール・デコ風の歴史的地域はディズニーワールドに続

いてフロリダで 2番目の観光資源で、年間 110億ドルも経済に寄与していることを考慮す

ると 2410、16cmほどの海面上昇でマイアミビーチのホテル群が水浸しになり放棄される

なんてことは、どう考えても絶対にあり得ない。

24.13 影響：人類の健康

地球温暖化はよく、人類の健康に大きな圧力をかけると思われている 2411。IPCCは、

温度が上がると死者や病人が増え、特に高齢者や空調アクセスが限られる都市の貧困層へ

の影響が大きいとしている 2412。IPCCは、世界がずっと豊かになれば、ほとんどの人は

空調にアクセスできるようになるという事実には触れていない。さらに、人類の健康につ

いての報告はしばしば、温暖化すれば寒さによる死者も減ることを見落としている。暑さ

よりも寒い気候のせいで死ぬ人のほうが多いのは、一般にまちがいのないことだ――死亡
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率は夏より冬のほうが 15–20 パーセント高い 2413。アメリカでは、寒さで死ぬ人は暑さ

で死ぬ人の 2倍だし、地球温暖化が起こるとイギリスの冬の死亡者数は約 9,000人減ると

見積もられている 2414。ただし冬の死亡率は気温とさほど強く関係していないので、世界

が温暖化すると全体として死亡者数が増えるか減るかははっきりしない 2415。

最近行われたヨーロッパ各地の調査によると、人々は 13.5◦C − 24.1◦C までの平均夏

気温にうまく適応している。熱に関連する死亡は、フィンランド北部の 17.3◦C が北限だ

けれど、はっきり出てくるのはロンドンの 22.3◦C、アテネの 25.7◦C だった 2416。暑さ

による死は、ある一定温度になると起こるというものじゃなくて、通常の気温をどれだけ

上回るかで起こっていた。つまり各地の住民は明らかに、うまく適応して熱のストレスか

ら自衛していた。著者たちはまた、人々が地球温暖化による気温上昇にもうまく適応でき

るだろうし、「暑さによる死亡はほとんど増えないだろう」と結論づけている 2417。同時

に、各地の人々は冬季にはるかに多く死亡しているから、冬季死亡率がちょっと下がった

だけでも、わずかな暑さによる死亡者数増加よりずっと大きいだろう 2418。

同じく、気温上昇に伴いマラリアのような熱帯病の起こる地域が増えるという指摘も多

い。マラリアを伝染する蚊が生存するには、ふつうは冬の気温が 16◦C − 18◦C 以上じゃ

ないとダメだからだ 2419。でもこれは、多くの種が隔離された生息地で生き延びられると

いう事実を無視しているし、小氷河期を通じてマラリアはヨーロッパや、北極圏にかなり

入った地域ですら大きな伝染病だったという事実も無視している 2420。イギリスがもっと

優れた建築技術や安い薬でマラリアを駆除できるようになったのは、やっと 1800年代後

期になってからだった 2421。フィンランド、ポーランド、ロシアや黒海や東地中海に国境

を接する国ですら、第二次世界大戦後までマラリアが蔓延していたし、当時はアメリカで

もマラリアは 36の州で広がっていた。ワシントン、オレゴン、アイダホ、モンタナ、ノー

スダコダ、ミネソタ、ウィスコンシン、アイオア、イリノイ、ミシガン、インディアナ、オ

ハイオ、ニューヨーク、ペンシルバニア、ニュージャージーなどの州だ 2422。だから、マ

ラリアが潜在的に起こりそうな地域は、地球温暖化で拡大するかもしれないけれど、ヨー

ロッパとアメリカでの経験を見れば、マラリアとの闘いは主に発展とリソースの問題だと

わかる――病気の有効なモニタリングを確実にできるようにする発展、そして蚊とその繁

殖地を撲滅する強力な努力を確保するためのリソースだ 2423。あるアメリカ健康リスクに

関するまとめの中ですら――他の部分はずいぶん悲観的な報告なのに――最近のインフラ

や健康管理システムが維持される限り、温暖化する気候によるマラリア再発は「起こり

そうにない」とのこと 2424。つまり『USニュース&ワールドレポート』の、マラリアが

「バーモント州で公衆衛生上の脅威となる 2425」というのは根拠がないようだ。

蚊にとっての適温ゾーンを図示するだけの数学モデルによれば、2080年代に潜在的に
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はマラリアにさらされている人々の数は 2–4パーセント増える (リスクにさらされている

80億人中のうち 2.6億人から 3.2億人)可能性がある 2426。けれど IPCCは、新たにリス

クにさらされる人々のほとんどが中・高所得国にいて、ちゃんと健康セクターも機能して

いるし、インフラも発達しているから、マラリアが実際に起きることはないだろうと指摘

している 2427。だから、実際のマラリア伝染に関する世界研究によれば「最もひどいシナ

リオの下ですら、ほとんど目立った変化はない 2428」。

24.14 影響：異常気象

地球温暖化について一番よく繰り返される主張の 1つは異常気象だ。たとえば地球温暖

化はエルニーニョを激化させる、とか。アル・ゴアは「地球温暖化の結果として、気候シ

ステムの中の熱が増え、そして熱こそがエルニーニョを動かすことがわかっている。（中

略）我々が行動しない限り、異常気象は今後もっと増えるだろう 2429」と主張した。同じ

ように 1999年、全米野生生物連盟 (National Wildlife Federation) が「エルニーニョと

野生：母なる自然はだませない 2430」という報告書を公表した。ここでかれらはエルニー

ニョのような異常気象の増加を予想しており、これは北西太平洋のサケ、カリフォルニア

のブラウンペリカン、南米のガラパゴスペンギンやフンボルトペンギンのような絶滅の危

機に瀕する種の終末を意味かもしれないとのこと。

エルニーニョ現象は 3–5年ごとに自然に繰り返され、南太平洋の気候パターンを変えて

いる。もっと弱い大西洋周期がヨーロッパの気候に影響を及ぼすのと同じだ 2431。基本的

にエルニーニョは貿易風を和らげるか逆転させ、熱や激しい雨をエクアドルやペルーに運

ぶ。その反対のラニーニャは、貿易風を強めてはるか遠くの西太平洋熱帯域に激しい雨を

もたらす 2432。

この変動を動かす力はまだはっきりとわかっていないけれど、エルニーニョ/ラニー

ニャは過去 5,000年間規則的に発生している 2433。とはいえ、20世紀最大のエルニーニョ

は 2つ過去 20年間以内、1982年と 1997年に起こった 2434。もちろん、これが地球温暖

化のせいかどうかでいろいろ憶測がとびかった。一部の歴史的研究によれば、必ずしも

温暖化のせいとは言えないようだ。『ネイチャー』のある論文によると「1880年前のエル

ニーニョも、少なくとも最近のエルニーニョと同じくらい強く大きな影響を及ぼしていた

2435」。考古学的、古生物学的証拠をもとにした『サイエンス』の論文は、完新世中期の初

め頃 (8,000年から 5,000年前)には気候が今より 1− 2◦C 高かったのに、別にエル・ニー

ニョが活発化した様子はないと記述している 2436。これは温暖な気候が、下手をするとエ

ルニーニョを低下させると示唆するものだ、という見方もできる。さらに証拠を見ると、

どうもエルニーニョの強弱については大規模な世紀ごとのパターンがあるようで、1977
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年以降にこのパターンは強化局面に入ったらしい 2437。

もっと温暖な気候での将来のエルニーニョについて、コンピュータモデルの結果は一致

を見ていない。一部のモデルは頻度の増加を予測し、別のモデルはこれから数百年間変化

がないと見た 2438。『ネイチャー』の 2000年最新レビューによれば、これらのモデルは概

して非現実的だとしている。結論としていくつかの「予測が行われたが、結果はそれぞれ

ちがっている。現時点では、どれが正しいのか、あるいはそもそも正しいものがあるかす

ら、判断するのは不可能である 2439」とのこと。同じように IPCCは「モデルと理解の信

頼度が欠けていて、しっかりした予測ができない 2440」と述べている。

おもしろい点として、エルニーニョが起こる年にはアメリカのハリケーン被害も最小に

なることは指摘しておいていいかな。強い統計的相関として、エルニーニョが起こった年

に大被害をもたらすハリケーンが 2回以上になる確率は、いつもは 48パーセントなのに

28パーセントに下がる 2441。実は一番危険が大きいのはラニーニャの年で、被害の大き

いハリケーンが 2回以上になる確率は 63パーセントに増える。

たぶん一般メディアや各種政治家たちの発言でいちばんよく主張されるのは、地球温

暖化は嵐、ハリケーンなど全般的に異常気象を増やす、というものかもしれない 2442。

『ニューズウィーク』1996年の地球温暖化特集記事の中心的な主張は、「危機的なほどの

地球温暖化」によって「洪水増加、ハリケーン悪化 2443」が起きるというものだった。ア

メリカの経験はこんな風にまとめられた。「天気はいつも気まぐれとはいえ、去年はその

気まぐれぶりが度を超していた。洪水、ハリケーン、干ばつ――聖書に出てくるモーゼの

災厄で、出てこなかったのはカエルくらい。この異常パターンは、温暖化世界はどうなる

かのという科学者の予測と一致している 2444」。同じように地球温暖化をめぐる政治的選

択の話で、『議会クォータリー』誌は京都議定書調印以来、「気候は激しくなった。（中略）

ハリケーン・ミッチのような殺人的嵐、フロリダで猛威を振るう山火事やテキサスのひど

い干ばつなどの時期だった。中国の洪水で、5,600万人ほどが移住を余儀なくさせられた
2445」と述べる。『アース・アイランド・ジャーナル』2000年夏号の特集記事は、異常気象

が地球温暖化に関係していて「もっと高温（あるいはもっと低温）、もっと激しい風、もっ

と恐ろしい洪水、もっと長期の干ばつ、そして砂塵、津波、高波、竜巻、ハリケーン、サイ

クロンの頻発 2446」をもたらすとさえ述べている。Global Environmental Outlook 2000

も「地球温暖化モデルによれば、世界気温上昇は降水量、風速などの大気パラメータに影

響し、嵐、豪雨、サイクロン、干ばつなどの異常気象の頻度を上げることが示されている

2447」と主張している。

こういう各種の自信あふれる発言には驚くべきものだし、どれも IPCC1966年報告の

結論とは明らかに正反対だ。この IPCCの報告は「気候は変動が激しくなったり異常気象
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が増えたりしているのか？」という問題を扱うのに、章を丸ごと一つ割いている 2448。そ

の結論として IPCCは以下のようにまとめている：

全体として、20世紀を通じてひどい世界気象、あるいは気候可変性が増加したと

いう証拠はないが、データと分析は貧弱で包括的ではない。地域レベルでは気候変

動の幅や、気候変動の度合いを示す指標には確かに変化が見られている。これは気

候が不安定になる方向への変化もあったし、安定する方向への変化もあった 2449。

2001 年新レポートで IPCC が唯一見つけたのは単に降水量や強雨・豪雨の増加だけ

だった (以下参照)2450。けれど熱帯性低気圧や温帯性低気圧については「強さや頻度は十

年以内または数十年ごとに見られる変動による部分がほとんどで、長期なトレンドは特に

現れていない 2451」。さらに、分析対象となった限られた地域については、「竜巻や雷や霰

には、系統的な変化はない 2452」。

こうした証拠の欠如は、主要 GCMモデル制作者が『サイエンス』でまとめた総括論文

でさらにはっきりと述べられている。

非公式な文献では各種の主張がされているが、気象科学や高質な気候モデル予測

で裏付けられていないものが多い。こういう発言の一部は、物理的には可能性があ

るかもしれないが、それが現実に成立しているという証拠は弱く、中にはひたすら

間違っているものもある。熱帯性の嵐、ハリケーン、台風の年間頻度が上昇すると

いう主張がある。それがあり得ないわけであないが、そうした主張を裏付けるだけ

の確認できる証拠はないようだ。中緯度 (熱帯ではなく)の暴風雨がもっと強くな

るという主張には、信頼に値する科学的裏付けがないようだ 2453。

理論的に一部のモデルはとりわけ熱帯性暴風雨 (発生源によって、サイクロン、ハリ

ケーンあるいは台風とも言う) を検討した。これらが世界的に、自然気候災害の中で一

番恐ろしく、また最大の損害をもたらすからだ 2454。1996年の IPCCのまとめによると

「熱帯性暴風雨の頻度、発生地域、発生時期、平均強度や最大強度が変化するかどうかは

わからない 2455」。低気圧数増加を示す気候モデルもあるが、減少トレンドを示すものも

ある 2456。同じように、温帯低気圧についても、GCMによって増えるもの、横這い、減

少と結果はちがっている 2457。でもこういう GCM 群は、過去の発生パターンの再現力

も低いし 2458、将来予測能力も低いし 2459、熱帯性暴風雨の活動を一般にきちんとシミュ

レートできない 2460。

NOAA のトーマス・カールをはじめとする数人の IPCC メンバーたちは『サイエン

ティフック・アメリカン』に総括を執筆した。結論は「全体として、世界的にみて熱帯サ

イクロンが著しく増加することはなさそうだ 2461」。1998 年に国連世界気象機関は、ポ
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スト IPCC の熱帯性暴風雨と世界気候変動に関する評価書を作成した。その結論による

と「現存する実に少数の証拠を見ると、世界的頻度が変わる見込みはほとんど、あるいは

まったくない 2462」。2001年 IPCCでも、まだこの問題は決着していない。「将来の中緯

度における嵐の変化 (強度と頻度)や変動性については、まだモデル間で一般に見通しが

一致していない 2463」し、「熱帯性暴風雨の頻度が、ごくわずかしか変わらないというこ

とを示す証拠がいくつかある 2464」。

観測上の証拠を見ても、熱帯性暴風雨の頻度が増加しているという考えは当たっていな

い。そもそも、20世紀を通じて熱帯性暴風雨の変動について、信頼できる世界的な観測

記録をまとめるのは不可能だ。観測システムが変わったし、熱帯地帯の人口も変動してい

るからだ 2465。比較的短期間の時系列データによると、北西太平洋海盆は 1980年以来熱

帯性暴風雨の増加を示してはいるけれど、でも 1960年頃から 1980年頃にかけて同じく

らいの頻度減少が起こっていた。1960年代以降の北東太平洋では大きな熱帯低気圧頻度

トレンド上昇、北インド洋ではかなりの下降トレンド、南西インド洋と南西太平洋では、

はっきりした長期変動はない。最後に、オーストラリア地域の熱帯性暴風雨は 1980年代

半ば以降減少している 2466。

しかしながら、1940年代以来、気象観測飛行機が観測を行っていたので、北大西洋に

は暴風雨の良いデータがある 2467。これを見ると、10年単位の大きな変動はあるものの、

トレンドは全般に下降傾向にあり、なかでも 1970年代と 1980年代には明らかに停滞期

があったことがわかる 2468。特に強い暴風雨 (最大の被害を引き起こす)2469 の数も、暴風

雨の日数も減少する一方だった。同じように、図 152にも示したけれど、大西洋暴風雨の

平均風速は、ここ半世紀で減少してきた。さらにアメリカの暴風雨上陸記録は 1899年に

遡るけれど、上陸総数を見ても、東海岸とメキシコ湾岸で分けた上陸数で見ても、全く増

加を示していない (それどころか三つとも、統計的には有意性を持たない小さい低下を示

している)2470。

台風や暴風雨が増えたという通俗的で乱暴な物言いは、こんな具合に理論的にも観測上

な証拠からもほぼ完全に否定されているのに、相変わらず繰り返されている。いい加減な

発言が横行していて、たとえばワールドウォッチ研究所は地球温暖化が気温上昇につなが

り、その結果として「嵐はもっと激しくなり、頻度も増えて、もっと破壊的になっている

2471」そうな。

異常気象増加という気象学的に裏付けのない主張は、しばしば気象関連のコストがど

んどん増えてきているという観察を根拠にしている場合が多い。2000 年の世界総括で、

ワールドウォッチ研究所は「もっと破壊的な嵐といった、気候変動から予想される影響が

（中略）今や明らかになりつつある。1999年の気象関連被害は全世界で合計 670億ドルと
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図 152: 大西洋海盆暴風雨の平均年間最大維持風速 1945–96。出所: Landsea et al.

1999:108, IPCC 1996:170, Landsea et al. 1996を更新.

なった。これは 1998年の 930億ドルに次ぐ数字だ。1990年代の世界の気象関連被害は、

1980年代の 5倍以上だ 2472」。ワールドウォッチ研究所をはじめとする多くの機関は、ま

すます激化する気候の災厄に世界が直面しているという証拠として、こうした気象関連コ

ストの増加（図 153) を挙げた 2473。

でも、こういうコストを直接比べるのが適切かどうかは、たとえインフレ調整済みの

ドル金額を使った場合でも 2474 はっきりしない。長期のコスト比較は経済的繁栄や人口

パターンや人口動態を無視してしまう。今や世界に住む人の数は、1960年の倍になって

いるし、そのそれぞれが 1960年の 2倍以上の所得を持ち、そのほとんどはたぶん物理的

に所有する財産も倍以上になって、その多くが低地や湾岸のリスク地域に移住している

2475。つまり人間の数も増えているし、それがますます危険地帯に住むようになっている

し、みんな失う資産をたくさん持つようになっている。アメリカでは今日、フロリダ州南

部のデード郡とブローワード郡だけでも、1930年にテキサス州からバージニア州までの

メキシコ湾岸と大西洋沿岸の 109 の郡すべての人口より多くの人が住んでいる 2476。ア

メリカの人口は 20世紀中に 4倍になったのに、フロリダ沿岸部の人口は 50倍以上に増

えた 2477。

さらに、図 153のような世界の気象関連総コストを見る場合、気象自体とはあまり関係

ない災害である洪水が含まれてしまう。でも技術評価オフィス報告書が指摘するように、

洪水っていうのはむしろ、人口増加や開発や、洪水緩衝湿地の土地利用変換、さらには情
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図 153: 気象関連の自然災害による経済損失、1960–2000、2000年米ドル換算。出

所：WI 1999b, 2000b:77, Munich Re 2001:8, CPI 2001.

報不足と明確な政策の欠如によって生じている 2478。気象関連コストが史上最大だった

1998年には、コストの半分は洪水災害からいている 2479。実は 300億ドル、つまり総損

失の 3分の 1は、中国の揚子江と松花江流域で起きた夏の大洪水だけから来ている。これ

についてはワールドウォッチ研究所自身が、この洪水は上流斜面の森林を伐採して雨の流

出が急速になったことが大きな原因だと指摘している 2480。

じゃあ代わりに、文句なしに気象関連の被害記録として最長の時系列データの一つ、ア

メリカのハリケーン被害を見てみよう。図 154の左グラフで、インフレ調整済みのハリ

ケーンコストを見てやると、世界規模の図 153とずいぶん似ている。20世紀初期のコスト

は小さくて、それがだんだん増加して 1990年代にはとても高い被害額となっており、特

に 1992年のハリケーン・アンドリューは 1999年ドルで 300億ドルという史上最高の被

害額を記録している 2481。NOAA（アメリカ海洋大気庁）と NCAR（米国立大気研究セ

ンター）の 2人の研究者たちは、20世紀の初頭に被害額が小さくてすんだのは、人口も

少なく被害を受ける資産も少なかったせいじゃないか、と疑問に思った。というわけで、

二人は仮説的な疑問を提示した。20世紀のハリケーンがすべて今日のアメリカに上陸し

ていたら、被害はどれくらいだっただろうか？ 2482 　答えは図 154の右グラフでわかる。

突然、1926年の名前がついていないカテゴリー 4のハリケーン 1つ（これは 1992年のハ

リケーン・アンドリューのちょっと北に上陸した）が、690億ドルという史上最大の被害
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図 154: アメリカのハリケーン被害、1900-95年。左グラフは 2000年米ドル換算の

経済コスト実績値、右グラフは過去のハリケーンが現在のアメリカに到来した場合

の被害推計と、2つの最も被害の大きいハリケーンコストを示す。データは 10年間

の年間平均コストだが、1990年代は最初の 6年しか含まれていない。また 1900–25

年の被害額は現存データが限られているため過小評価気味で精度も落ちる。出所:

Pielke and Landsea 1998, CPI 2001.

をもたらしたハリケーンとなる――この被害額はアンドリューの倍以上だ 2483。肝心な点

はもちろん、ハリケーン被害を検討して沿岸地域の資産増加と人口増加からくる変動を除

外すると、気象関連の被害がどんどん増加しているという傾向はなくなってしまうという

ことだ 2484。1990年代は 1920年代や 1940年代、あるいは 1960年代と大差ない。

他の方面数カ所からも、同じ結論が得られている 2485。世界最大の再保険会社ミュンヘ

ン再保険は、ワールドウォッチ研究所と図 153が使った気象関連の損失推計データを提供

した会社だ。ミュンヘン再保険の年間災害レビューは、自然災害が 3倍になり、そのイン

フレ調整済みコストが 9倍に増加したことを指摘している 2486。ワールドウォッチ研究所

はこれをそっくりそのまま繰り返しているのだけれど、ミュンヘン再保険がその部分に続

けて書いた段落は含めていない 2487。ここでミュンヘン再保険は、なぜそうした増加が見

られるのかを説明している：

こういう劇的増加の主因は、高リスク地域に位置することが多い都市の数も規模

もますます増え、そこに人口と価値が集積するようになったこと、近代工業社会が

災害に対する脆弱性を増していること、自然環境条件の悪化加速、そして保険のか

かった損害に関する限り、自然災害面で保険をかける対象の密度が高まっているこ
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とである 2488。

地球温暖化については一切言及なし。ミュンヘン再保険とその優秀な科学者ゲルハル

ト・ベルツ博士は地球温暖化を懸念してはいるけれど、ベルツ博士 2489 はまたいくつかの

論文で、気象関連コストの増加の主要因が人間だと指摘している 2490。

ここ 2、30年で国際保険産業は大規模自然災害の範囲と頻度の劇的な増加に直面

してきた。こういう傾向は主に、世界人口の継続的で着実な増加や、都市部への人

口と経済価値の集中によるものである。追加的な要因としては、人口や産業の全地

球的な移動が沿岸地域などに向かい、これらの地域は特に自然災害に弱いというこ

とが挙げられる。だが一方で自然災害そのものは、各種の兆候にも関わらず、大き

な増加傾向を示していない 2491。

ベルツはまた、ポスト IPCC評価書の共同執筆者でもある。ここでかれらは熱帯性暴風

雨に「ほとんどまるで変化がない」とまとめている 2492。ミュンヘン再保険のライバル社

である、二番手の再保険会社スイス誌保険も、大災害について同じ結果を出した。

1970年以降、(スイス再保険の)保険対象の自然大災害や人工大災害の範囲は拡

大した。これは以下の理由からくる潜在損失の増大を反映している：

• さらなる人口密度上昇
• 危険地域の保険価値上昇
• 先進国価値集中の加速 2493

まとめると、ハリケーンだけではなく洪水や竜巻も含めた 1999年アメリカの損害研究

によると「1990年代には増加は見られず、これで気候変化は災害増加の第一原因ではな

かったことがわかる 2494」。全体として「1990年代の大損失とおびただしい大災害は大部

分社会変化の結果であり大きな気候変化のせいではなかった 2495」。こういう論文は一部

の他の新研究により裏が取られている 2496。

24.15 影響：現在と未来の気候

でも地球温暖化とは絶対に無関係な主張を一通り見てきたわけだけれど、実際には気候

について何が起きていて、今後何が起きると期待できるんだろうか？　この場合もやは

り、保守的な想定をすることにして、他のあらゆるシナリオ、代替モデル、感度、データ

問題についての留保事項は考えない。GCM群がまともな未来像を与えてくれるものと仮

に想定することにしよう。
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図 155: 北半球、南半球各地の最高気温と最低気温、1950 年から 1993 年までの季

節トレンド、◦C/世紀。この統計は世界陸地の 54パーセントをカバーし、都市以外

の観測ステーションだけをもとに算出。出所: Easterlin et al. 1997.

地球温暖化についての疑問に答えるにあたり、最も明らかなのは、過去 1世紀にわたっ

て気温が約 0.6◦C 増加したということだ (図 135)2497。でもよく見てやると、実は地球の

気温上昇というのは至る所でちょっと暖かくなったという話じゃない。実は一般に強い傾

向として、低い気温の部分が一番大幅に暖まっているのだ 2498。

世界的に見て、(夜の)最低気温は（日中の）最高気温よりはるかに上昇率が高い。こう

いう特徴は図 155に見られるように、あらゆる季節でも南北どちらの半球でもはっきり見

られる。1950–1993年からの世界傾向は、最高気温の場合は 10年でたった 0.1◦C の増加

だったけれど、最低気温は 10年間で 0.2◦C 増えた 2499。この傾向は、アメリカ、中国、

イギリス、北ヨーロッパ、中央ヨーロッパという個別地域でもそれぞれ観測された 2500。

同時に、夏の温暖化よりも冬の温暖化のほうが著しかった 2501。これも図 155で北半球に

ついては明らかだ。気温上昇は冬と春に最も大きい 2502。最後に、冬の気温上昇は寒冷地

で一番著しい――実は北半球の冬季温暖化の 4分の 3以上が、シベリアと北アメリカ北西

部の実に寒い高気圧系に限られていた 2503。

当然のことながら、これはアメリカ、北・中央ヨーロッパ、中国、オーストラリア、

ニュージーランドで霜の降りる日が減少したということだ 2504。でも温暖化は気温の低い

ところでしか起きなかったので、最大気温が上昇したのはオーストラリアとニュージーラ

ンドだけだ 2505。アメリカでは最高温度は何らはっきりしたトレンドを示さず、中国では



24.15 影響：現在と未来の気候 429

最高温度はむしろ下がったりしている 2506。1659年までさかのぼるイギリス中部の気温

データによると（これは世界最長の気温の時系列記録だ）、明らかに寒い日数は減少した

が、暑い日は増加していない 2507。

概括して言えば、暖かい時期より寒い時期に温暖化が起こるほうがずっといい。寒さに

よるストレス（例えば、インフルエンザ、脳梗塞、心臓発作）2508 が軽減されるのに対し

て、暑さによるストレス (例えば、暑さからの心臓発作)は起きないということだからだ
2509。全体としてみると、こうした温暖化は有益だとすら論じられるくらいだ。アメリカ

について言えば、地域・時間ごとにいろいろちがうとはいえ、極端に暑い日数は過去 1世

紀でちょっと低下気味だ 2510。

また、寒さが減って暑さが増えないということは、相対的に農業産出高が増えるとい

うことだ。地球温暖化の長期的な影響を見積もろうとするとき、これは特に効いてくる

2511。地球温暖化が農業に与える影響について調べた IPCC研究 (表 7)では、モデルは温

暖化が概ね寒い気温だけに生じることを考慮していない 2512。でも 4つのちがった GCM

群を使った最近の研究によると、ほとんどの気温上昇が夜に起こると想定すると、収量は

0–16パーセント増加し、中でもほとんどの作物は約 7–8パーセント増加となる 2513。こ

れを考えても、表 7が最悪ケースの推計と考えるのは理にかなっている。

温暖化が雨を増やす可能性も高そうだ 2514。すでに今でも、たくさんの調査地点では雨

の増加が観測されている。アメリカ、西ロシア、南カナダ、東オーストラリア沿岸、南ア

フリカなどだ。でも日本、中国北東部、エチオピア、西ケニア、タイでは、雨は減ってい

る 2515。さらに、雨が増えると豪雨も増えるのが通例だ 2516。だからアメリカでは豪雨日

数は増えているし、こういう豪雨の増加が降水量増加の半分を引き起こしている 2517。ほ

かの条件がまったく同じなら、豪雨が増えると洪水リスクも高まるけれど、すでに述べた

ような物理的計画（洪水緩衝湿地の保護、上流の流出削減、ダムや堤防の維持、もっと確

かな情報など）2518 のほうが、潜在的な災害の規模を左右するという点ではもっと重要に

なる 2519。さらに 395のダムのない河川流量を調べた USGS(アメリカ地質研究所)調査

によると、干ばつは減少したけれど、洪水は増えていない 2520。

たぶんもっと驚くべきことに、降水量はおおむね増加するけれど、少なくとも 1970年

代後期以降は、干ばつはそれほど減っていないようだ 2521。いくつかの地域、主にアメリ

カとヨーロッパでは、干ばつと湿度上昇はどっちも過去 20年間で増え続けた。これはま

だかなり短期間で、その変化は今世紀の自然変動の水準以内ではあるけれど、これは降雨

がさらに極端に増えた気候に向かっている兆候かもしれない 2522。¿

最後に、気温、CO2、降水量増加の組み合わせのおかげで地球はもっと緑化されるだろ

う。過去千年と何世紀もの期間をかけて、人間活動は植生を変えてきた。それは主に火



430 第 24章 地球温暖化

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

1850 1900 1950 2000 2050 2100

N
P

P
, 1

0

�
�
�

500

550

600

650

700

750

800

850

900

950

�
�
�
�
�
�	


�
�
�
�

�
����

NPP

図 156: 気温上昇と CO2 増大によるバイオマスと純一次生産 (NPP)増加のシミュ

レーション、1850–2100。乾燥有機物の重量で計測。IPCC基準シナリオ (BaUシ

ナリオ)、ハドレー GCM（HadGCM2）、6種類の動的世界植生モデルの平均 2526。

出所: Cramer et al. 2000, cf. White et al. 1999：S24, S26.

と、森から畑への変化によるものだった。炭素収支を通じた推計によると、過去 6,000年

間で人類は植生を約 30パーセント減少させてきたし、過去 300年間だけで 20パーセン

ト減少させた 2523。けれど継続的な化石燃料使用による CO2 濃度上昇のため、地球には

肥料が与えられる IS92aシナリオを使う 6つのちがった植物モデルを試してみると、世界

のバイオマスが 21世紀を通じて 40パーセント以上増加し、有史以前の水準に迫ることが

わかる。これは図 156を見るとわかる 2524。

同じように、世界食料資源あるいは純一次生産（NPP）は約 80パーセント増えると見

積もられている (図 156)。NPPについては、エーリック教授たちの懸念との関連ですで

に論じた。かれらの懸念は、人類は自然生産量の 40パーセント、あるいは 581億トンを

収奪・無駄にするというものだった (p. 140)2525。増えた CO2 からくる NPP の期待増

加量は 900億トン、あるいは人間が収奪する量を 50パーセントも上回っていることは注

目に値するだろう。

まとめると、地球温暖化が大幅な暴風雨や嵐の増加をもたらしたとか、今後もたらすと

かいうのはまったく事実じゃないし、かつてないほどの記録的なエルニーニョが増えると

いう主張も無根拠で、理論的な裏付けはない。でも、温度が上昇したのは事実だ。ただし

それは、主に冬、夜、寒い場所が中心ではあるけれど。こうした極端な寒さが減って、極
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端な暑さが増えないというのは、多くの点でむしろありがたいことだったけれど、もし温

暖化が続けば、いずれ極端な暑さによって被害も出てくるだろう。同じように、降水量

増加は必ずしも悪いことじゃない――一部の人にとっては明らかにありがたいことだろ

う――でもそれが長期にわたって増えると、洪水リスクが増える。同じように、気温が高

まったために水位が 10–25cm上昇したし、21世紀中には 31–49cm上がるだろう。これ

は沿岸域の洪水リスクは増やさないだろうけれど（各種対策が取られるから）、保護対策

コストは増えることになる。さらにさらなる高温は蒸発増加をもたらし、それによって干

ばつリスクが上がるかもしれない 2527。

つまり地球温暖化は、多くのレトリックで主張されているような、高価でいやな気象災

害をすぐにもたらすものじゃないだろうけれど、一部の気候トレンドはすでにあまり望ま

しくないものになっているし、温暖化が続けばこうした望ましくないトレンドはもっと増

えるだろう。

24.16 温暖化コスト

もし地球の気温が 21世紀を通じて上昇し続けると、いろんな影響が出るだろう。それ

はよい影響もあれば悪い影響もあるけれど、ほとんどは悪いものだ。これまで一番大事な

影響については述べてきた。でも IPCCの 1996年と 2001年のレポートの第二巻は、可

能な変化について 800ページ超にもわたって記述している。問題は本当のところ、そうい

う無数の個々の温暖化による影響が、全体としてはどういう結果をもたらすのか、という

ことだ。

こういう問題を考えるには、一般的には総コストを検討する――要するに、地球温暖化

のよい影響と悪い影響をすべてまとめることで、地球温暖化の全体としての影響を計っ

てみるわけだ。こういうコスト推計は多くのモデルが出している。でも IPCC の新シナ

リオは 2000年半ばになるまで公表されなかったため、こうした推計は古い IS92aの基準

シナリオ (BaU シナリオ) か、あるいは通称 2xCO2 シナリオのどちらかを使っていた。

後者のシナリオは主に IPCCが使っていたもので、CO2 濃度がいきなり倍増して後はそ

のまま横這いという仮想的な世界を想定している (これは約 2.5◦C の気温上昇を意味す

る)2528。ということは、このシナリオでのコストは間違いなく誇張されているというこ

とだ。なぜかというと、2.5◦C の増加が今すぐ起こるとして推計されてしまい、将来にわ

たってだんだん温度が上昇することで、ゆっくりとスムーズに対処するという考え方がで

きなくなるからだ 2529。

目新しい IPCCのシナリオで起こる気温は、ずっと幅広い (1.4◦C から 5.8◦C)2530。と

はいえすでに述べたように、この温度の範囲の高い方はいささか非現実的だ。IPCCの単
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純モデルでの見積もりが高すぎるせいもあるし、再生可能エネルギーが 21世紀半ばまで

には化石燃料よりも安くなるという現実的な見通しのせいもある。だからシナリオとして

一番現実的なのは、A1Tのようなものだろう (これは約 2.5◦C の気温上昇を見込む)2531。

1996 IPCCの、IS92aや 2xCO2 で期待されるものとかなり似ている。さらに以下で見る

ように、炭素排出量をわずかばかり削減する物理的な影響は、温暖化を数年ほど遅らせる

ことだ。これはつまり、コスト便益モデルは主にコストと便益の生じるタイミングに主に

左右され、一方で各種の絶対コストが変動しても、結果はほとんど影響を受けない、と

いうことだ。だから（そして既存モデルとも整合性を持たせるため）、以下では IS92aか

2xCO2 のコストと便益を使い、最終的に新しい IPCCシナリオがこの結果をどう変える

かという問題に取り組もう。

残念ながら、IPCCの政府代表者による 1998年の政策決定で 2532、IPCCがもはや気

候変動の経済的影響は検討せず、今後の温室効果ガス放出量削減方法についてだけ検討す

ることに決まった 2533。これは三番目の 2001年 IPCC報告が、地球温暖化のコストと便

益についてはほとんど新情報を含まず、温室効果ガス放出量を制限することによる社会的

コストと便益についての情報も全般に減るということだ。だから以下では、主に以前の

IPCCレポートと、それ以降発表された個別研究結果を検討する。

IPCCは地球温暖化の総コストを評価するにあたり、大気中の二酸化炭素倍増からくる

ありとあらゆる影響を並べ立てた。これはさっき見たような農業コストも含むし、林業、

漁業、エネルギー、水の供給、インフラ、暴風雨被害、干ばつによる損害、沿岸保全、土

地消失（海面上昇によるもの、例えばオランダなど）、湿地喪失、種の絶滅、人命損失、公

害や移住も検討している 2534。これは当然たくさんの不確定性を含むし、IPCC研究がも

のすごく広範であることを考えると、すべての分野が同じ精度で検討されているわけじゃ

ない 2535。一番大事な分野はもちろん含まれているけれど、一部の重要な問題――輸送セ

クターや政治的不安定の問題など――はまだ検討されていない。

コストは 2つの数量の合計として表される。1つは適応コスト（ダム建設、他の作物へ

の転換など）と、もう 1つは残った適応できない影響のために負担するコスト（ダム建設

ですべての土地が救えるわけじゃないし、新作物に切り替えても生産量は下がるかもしれ

ない等）だ 2536。

地球温暖化において検討された問題すべての年間総コストは、現在の世界 GDP の約

1.5–2パーセント、つまり 4,800億ドルから 6,400億ドルと見積もられている 2537。絶対

額で見ると、このコストは産業国と途上国でだいたい同じくらい、約 2,800億ドルずつか

かってくる 2538。でも先進国は発展途上国に比べて約 5倍豊かなので、相対的に見たコス

トの配分は不平等になる。先進国のコストは GDPの約 1–1.5パーセントだが、途上国の
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コストは 2–9パーセントになるだろう 2539。

2001年 IPCC報告書は、こういうコスト推計についてこれ以上は詳述していない。で

も、地球温暖化コストの分布が不均等であることはさらに強調している。「政策立案者向

け概要」(Summary for Policymakers) の指摘によると 2540：

公表された見積もりによると、世界の平均気温上昇は、検討されたどんな規模の

場合でも、多くの発展途上国にとっては純損失を生じるだろうし、温暖化の規模が

大きければ、その損失も大きくなる。多くの先進国では、世界の平均気温上昇がお

よそ 2◦C までならば、経済的な純利益が計上されるだろう。気温上昇が 2 − 3◦C

の範囲なら、先進国への影響はプラスマイナスの混合か、差し引きゼロの影響が見

込まれ、温度上昇がそれ以上なら純損失が生じる。予想される経済的影響の分配

は、このように先進国と途上国との福祉不均衡を拡大するもので、温度が上がるほ

ど不均衡も拡大する。発展途上国で見積もられている大きな損失は、一部は途上国

の適応力の低さを反映したものだ 2541。

これは 2 つのメッセージを伝えている。まず地球温暖化は高くつく――年間 500 億ド

ルくらいだ。次に発展途上国は地球温暖化によってずっと大きな打撃を受けるだろう。こ

れは一部には、かれらがずっと貧しくて、だから適応余力も低いせいだ 2542。

こんなコストと不公平な分配は、もちろんコース変更を検討するようぼくたちにうなが

すはずだ。ここでの解決策は、実に単純だ 2543。もし地球温暖化に伴う気温上昇を（ある

程度）回避したいなら、温室効果ガス、特に CO2 の排出量を減らさなきゃいけない 2544。

これが 1997年 12月の京都議定書の背景だった。これは CO2 排出量削減について、拘束

力ある合意をしようという初の試みだった。いわゆるアネックス I 諸国（要するに先進

国）は 2008–2012年で CO2 総排出量を減らし、1990年排出量を 5.2パーセント下回る

水準にすることが決まった 2545。でもこれで地球温暖化が完全に防止できるわけじゃない

――実は全然ちがう。京都議定書は途上国の排出量になんら制限を設けなかったからだ

2546。実際問題として、京都議定書の効力は実にマイナーだということがわかる――京都

議定書で決まった上限値が永久に守られるとしてもだ。この問題は京都では議題にされな

かった 2547。いくつかのモデル計算によると、京都の影響は何もしない場合に比べ、2100

年までに温暖化が 0.15◦C ほどましになる 2548。これを図 157に示した 2548。同じことだ

けれど、永続的な京都炭素排出量の削減は、2100年の海面上昇を 2.5cm減らす 2549。

オゾン削減のモントリール議定書で主任協議者の一人だったリチャード・ベネディック

は「京都の結果は気候システムにはほとんど影響を及ぼさない 2550」と語った。同じよう

に、『サイエンス』によると「しかしながら気象学者たちは、京都合意が（中略）一時的

にでも大気中の温暖化ガス蓄積を緩和したらまさに奇跡だと述べている 2551」。実際、図
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図 157: 基準シナリオ (BaUシナリオ)（IS92a）の気温上昇推計と京都議定書の制限

が永遠に続いた場合の気温上昇推計。破線を見ると、2094年の基準シナリオ (BaU

シナリオ) の気温は 2100 年の京都施行の気温と同じ (1.92◦C) だとわかる。出所:

Wigley 1998.

157を見てやると、気温の下がり具合はたった 6年の差にしかならない――京都議定書は、

協定がなかったら 2094年 (1.92◦C)に実現されていたはずの気温を、2100年に延期した

ことになる 2552。

これはもちろん、京都は単に最初の一歩でしかないということでもある。デンマーク環

境大臣は日本から帰ってきて一週間後に、「京都の決定は、地球温暖化解決に必要となる

たくさんの意志決定の最初の一つでしかない。（中略）京都で再度強調されたこととして、

温暖化の進展を本当に逆転させるには、はるかに多くの温室効果ガス削減が行われる必要

があるのだ 2553」と書いた。

プリンストン大学ジェリー・マールマンは、地球温暖化を抑えるには「次世紀にはさら

に 30回の京都会議が必要かもしれない」と付け加えている 2554。

24.17 CO2 削減のコスト

じゃあ京都議定書はいくらかかるんだろう？　これは京都議定書が実際にどう実施され

るかに大きく左右される。締結時、議定書はそれぞれの参加国に明確な目標を決めた――

アメリカは 7パーセント、EUは 8パーセント、カナダは 6パーセント削減しなきゃいけ

ない 2555。でも議定書は CO2 排出権を取引する可能性も設定している 2556。
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基本的な発想はつまり、気候にとっては CO2 がどこから出てきても関係ないというこ

とだ。発生源がどこだろうと、大気中で完全に混ざってしまうからだ。だからもし A国

が B国よりはるかに低コストで CO2 排出量を削減できるなら、Aが規定よりたくさん削

減して、Bはさほど削減しないことにしたほうが経済的に筋が通っている。現実には、各

国は CO2 排出の割り当てをもらって、それを自国で使ってもいいし、他国に売ってもい

い。この場合、Bは A自身にとって排出権が持っている価値より高い値段で、Aの排出

権を喜んで買うだろう。これでどっちも利益を得る。もちろんこういう発言は、古典的な

自由貿易のメリットを述べた議論以外の何物でもない。

排出権取引の問題はこれからベルリン、ブエノスアイレス、ハーグでの会議で解決され

ると期待されているけれど、執筆時点ではまだ解決されていない 2557。アメリカは基本的

にに大幅な排出権取引を迫っているけれど、EUは各国が個別に約束した削減を達成する

ことを要求している 2558。最終的には、取引はまったくなしになるかもしれない。あるい

は、分割型の妥協案ができて、そこでは EU 加盟国が相互に取引をして、それ以外の国

は、それ以外の国同士で取引することになるかもしれないし（これがいわゆるダブルバブ

ルだ）、アネックス I国間だけで取引になるか、あるいは世界的な取引が行われるかだ。

1999年、13種類のモデルを代表する経済学者たちが、京都議定書評価のために、スタ

ンフォード・エネルギー・モデリング・フォーラムに集まった。これは京都のコストを詳

しく見る試みとしては群を抜いて最大のものだ 2559。モデルの半数はアメリカのもので、

残り半数はヨーロッパ、日本、オーストラリアのものだった。こういうモデルはもちろん

未来の成長、エネルギー消費、代替コストなどについての想定がちがっているので、その

結果も 2–4倍ちがってくることが多い。でも、相対的に見ると、モデル群はおおむね同じ

展望を示している。さらに各シナリオがたくさんのモデルで推計されているので、ここで

報告された数字は平均値だ――最も楽観的な数字でもなければ最も悲観的な結果でもない

2560。

京都議定書のコストを図 158に示した。もし排出権取引が許可されなかったら、2010

年頃にコストは年間 3,460 億ドルと見積もられる。これは各地域の今の GDP の約 1.5

パーセントに相当する 2561。もし取引がアネックス I国間で認められれば、コストは年間

1,610億ドルに下がる。売買がアネックス Iの 2つのブロック（EUとその他諸国）で許

可されるなら、コストは 2,340億ドルに増える。でも、そのコストのかなりの部分は EU

にふりかかる。かれらは貿易から自分を切り離してしまったからだ。アメリカや日本など

他国は、京都の目標をもっと安あがりに実現するだろう。排出権を買う時に、EUと競合

しなくていいからだ。最後に、もし世界的な排出権ができるなら（すぐに見るように、こ

れは問題のある想定だけれど）コストはもっと下がって 750億ドルになるだろう。
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図 158: 2010年の京都議定書コスト（10億 2000年 US$) をアメリカ、EU、日本、

カナダ・オーストラリア・ニュージーランドについて、4つの排出権取引想定ごとに

表示。想定は：取引なし、アネックス I の 2 つのブロック取引――EU の中と外で

(ダブルバブル)、アネックス I 諸国間取引、そして世界取引。おおむね 6 から 8 の

モデル結果の平均。出所：Weyant and Hill 1999：xxxiii-xxxiv、BEA2001b-c.

たった 5.2パーセントの CO2 削減がこんなに高くつくなんて、ずいぶん不思議に思う

かもしれない。だがこれは比率が 1990 年の排出量の5.2 パーセントと決まっているか

らだ。排出率は経済成長とともに増加したはずだから（とはいえ、経済成長よりは低い

成長率だっただろう。経済のエネルギー効率はどんどん高まるし (図 68)、それに多くの

CO2 を含む石炭から CO2 の少ない天然ガスに切り替えが進んだからだ）。つまり 2010

年 OECDの「自然な」CO2 排出量に比べた場合、京都議定書は実は、それを 28パーセ

ント削減しろと要求しているわけだ 2562。

さらに、本来ならOECDの CO2 排出はどんどん増えたはずだから、京都議定書の約束

を守って 1990年水準の 5.2パーセント以下に維持するためには、さらにどんどん削減を

増やさなきゃいけないということだ。2050年には、OECD全体が、その「自然」CO2 排

出量を 50パーセント以上削減しろという話になる 2563。最初の数パーセントを削減する

のは一番安上がりだろうし、その後の削減はどんどん高くつくだろう。つまり京都のコス

トは、いずれ図 158をだんだん上まわるようになる。OECDの見積もりでは、2050年の

実際のコストは、OECD諸国の GDP約 2パーセント、2100年の GDP約 4パーセント
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になる 2564。2050年の実際のコストは、年間 9,000億ドル以上の水準になるだろう 2565。

つまり京都議定書を遵守した場合の OECD諸国にとってのコストは、2050年には――

毎年――2100年の地球温暖化コストと同じくらいになるということだ（つまり GDP の

約 2パーセント）2566。そして、それでも 2100年の地球温暖化コストは、どのみちほぼ

全額支払わざるを得ない。京都による排出量削減は、図 157で明らかなように、2100 年

の気温上昇を約 6年間遅らせるだけだからだ。かなり単純化して言うと、世界は地球温暖

化からくる問題に、倍も支払わされるわけだ――まず 2050年から毎年 CO2 削減に GDP

の 2パーセントを払い、2100年になったら京都議定書によって大して影響を受けない気

温上昇のため、さらに 2パーセント支払うことになる。

問題の一部は、発展途上国の排出量が京都議定書に制限されないということだ。だから

先進国は排出量に歯止めをかける一方、発展途上国は経済発展の結果として、その減っ

た分を埋め合わせるどころかそれをはるかに上回る大量の CO2 を排出するはずだ (図

159)。さらに、多くの炭素大量排出型生産機能は単に途上国に移転するだけで終わり、京

都議定書の意図は台無しになる見込みが高い 2567。

ここからすると、CO2 削減の長期的目標を実現したければ、どう考えても発展途上国

だって何らかの形で制限を導入するよう義務づけられるべきだということになる。これは

アメリカ上院の意見でもある。かれらは発展途上国除外は「世界的な活動の必要性と矛

盾」していて、アメリカは発展途上国のコミットメントを含まない協定に署名すべではな

いと 95対 0で可決した 2568。でもこういう目標達成は難しいか、下手をすると不可能だ

ろう。まず多くの発展途上国は、地球温暖化は豊かな国が引き起こしたもので、被害はほ

とんど発展途上国がかぶるものだと感じている。だったら、温室効果ガス排出削減は、先

進国の責任であるべきだ。もちろんこれは発展途上国に基準シナリオ (BaUシナリオ)の

排出権を与え、先進国がそれを買えるようにするような、拡張型京都合意を使えば技術的

には可能だ（図 158で世界取引つきの京都のコストを計算するときにはそうしている）。

ところがこれは二番目の問題を強調することになる。CO2 排出権の総価値はめまいが

するほどのものだけれど、このために最初の排出権割り当てはとてもむずかしくなるだろ

う。経済学者トマス・シェリングによると「世界排出権取引はエレガントなアイデアだが、

永遠に 1兆ドルの価値を持つ権利の切り分けを、各国代表が集まって話し合いで決められ

るとは、私はまともには信じられない 2569」。これは先進国から発展途上国に至るまでの

大きな再分配も含むだろう。もし分配権が決められたなら巨大なハードルが弱い支配と現

在義務を未来に放棄する可能性を持つ国々の間の協力確保を主張し続けるだろう 2570。
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図 159: 京都議定書のように、アネックス I諸国が 2010年に排出量を 1990年水準

よりちょっと低く固定した場合の世界 CO2 排出量推計、炭素 10 億トン単位。非

アネックス I 諸国は（IS92a 排出量にしたがって）ますます排出量を増やすと見込

まれる。細い黒線は京都議定書がない場合のアネックス I と世界排出量値。出所:

Wigley1998:2, 286, cf.OECD 1994:44.

24.18 じゃあ、どうすればいいの？

地球温暖化影響は高くつくだろう。でも CO2 削減も高くつく。この 2つの情報を見て

も、ぼくたちがどうすればいいのか、はっきりした考えは浮かばない。地球温暖化による

被害がどれほどのものになるかという話だけに絞ったら、今すぐ介入を、それも大々的に

やるべきだという気持ちになるだろう――でもこういうアプローチは、その介入のコスト

がを無視している 2571。一方で、CO2 排出量削減の高コストにだけ話を絞ったら、成り

行きまかせで行こうと言いたくなる――こういうアプローチは温暖化でどんどん増える被

害を見落としている。だから実際のところ問題は、どう行動するのが一番いいか、という

ことだ。

もちろん、今すぐあらゆる化石燃料の使用を禁止すれば、大気中の CO2 は一瞬で安定

し、ゆっくりと気候安定化を達成できるだろう。でも同時にそんなことをしたら、世界

を実質的に急停止させるに等しい。これは経済上、健康上そして環境上、とてつもない

影響をもたらす 2572。一方で、物事を成り行きに任せて、CO2 排出量をどんどん増やし、

2100年になってから社会を適応させて、堤防を建設し、島の人口を移動させ、農業手法
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を変えるなどのコストを支払う道も選べる。

この両極端の議論間には、もちろん CO2 排出量をある程度減らして、温室効果による

温暖化をある程度容認する、という選択肢がある。さらには、予定の削減をいつやるべ

きかという検討もさらにいろいろ必要になってくる 2573。でも基本的には、どれくらい

CO2 排出量を削減して今コストを支払いたいか、後になって高い気温の中でどれくらい

暮らしてもかまわないか、という選択になってくる。だから問題は、気候安定化と基準シ

ナリオ (BaUシナリオ)との間で、現代社会をなるべくそのままにしつつ、将来にとって

の気象コストもあまり高くないようにする解決策が見つかるか、ということだ。この問題

は IPCC1996年のレポートで検討されて、その後の研究は、統合評価モデルと称するも

のを使って続けられてきた 2574。

この分野で最も重要なモデルビルダーの一人はイェール大学の経済学教授ウィリアム・

ノードハウスだ。かれは初のコンピュータモデル DICE (動的統合気象経済モデル) を開

発し、各種の政策上の選択肢の長所と短所を評価するのに使った 2575。他のモデル制作者

たちは、みんな DICE に影響を受けてきたし、IPCC によるとその他のモデルを使って

も、出てくる結果はおおむね DICEと同じだ 2576。DICEは 1990年代を通じて大きな発

展と拡大をとげ、今では RICE(地域統合気象経済モデル)となり、13の経済地域を組み

込んだものとなっている 2577。DICE と RICE モデルのユニークな点は、それが気候シ

ステムと経済システムの両方を含んでいて、経済システムへのコストは気候変動と温室効

果ガス排出量制限の両方からくるようになっていることだ。非常に重要な点として、以下

の記述は RICE モデルに基づくけれど、このモデルは他のあらゆる統合評価モデルすべ

てと定性的にはまったく同じ結論を出す、ということは指摘しておく 2579。

こうしたモデルの長所は、基準シナリオ (BaUシナリオ)のコストも便益も両方考慮し

て、それをたとえば、英雄的に無謀な CO2 削減のコストや便益と比べてくれることだ。

コストに関する限り、要点としては、CO2 を減らそうとすればするほど、だんだん高くつ

くようになる。これは京都のコストの増加についての議論でも見た話だ。推計によれば、

最初の炭素 1トンを削減するコストはほとんどゼロだけれど、40パーセント削減しよう

としたら、最後の 1 トンを削減するには $100 かかる。これを示したのが図 160だ 2580。

次の問題は、排出された CO2 が地球温暖化を通じて、はるか先の 24世紀まで社会にどん

な被害を与えるかだ。モデルは地球温暖化が農業、エネルギー、林業、水に与える被害や、

海面上昇が居住地や人間の健康や水質、時間の使い方や災害による被害を、各種広範な調

査をもとに考慮する 2581。それを現在価値に変換すると、今日追加で 1トンの炭素を排出

することからくる長期の総コストは 7.5ドルに相当する 2582。言い換えると、社会として

は、追加の炭素 1 トンを削減するのにかかるコストがその便益と等しくなるまで、CO2
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排出を削減する価値があることになる――これは 1995年なら 4パーセントの削減となる

(図 160)。でもこういう計算は CO2 排出を削減することは、地理的な所在地と燃料の種

類にもよるけれど、公害の削減にもなって、だから社会的コストもその分下がることを考

慮していない。2001年の新しい IPCC 報告は、このいわゆる付随的な便益のせいで差が

出るかもしれないと指摘しているけれど 2583、その IPCCの主要情報源によると、この追

加の便益は最大でも$10の税金の周辺だと $3.8/tC で、$50になるとたった $1.6/tC に

なる 2584。この追加の効果もまた図 160の細い線で表示してあるけれど、削減量はちょっ

と増やせて最大 6パーセントにしてもいいことを示している 2585。こうした付随便益は急

速に減少して、20パーセント以上の削減では何の差もなくなってしまう。さらに、こうい

う付随便益の評価は他の再生可能エネルギーへ切り替えた場合のコストはとらえない。た

とえばそれがバイオマスなら、浮遊粒子状物質の増加や硫黄、ニッケル、カドミウム、鉛

などの公害が増えることになるが、そのコストは入っていない 2586。最後に、 RICE モ

デルはスタンフォード・エネルギー・モデリング・フォーラムのコスト削減推計の中でい

つも最低の数字を出すモデルの一つだったので 2587、これで付随便益の計算で何か漏れて

いるという可能性はもっとなくなる。つまりこのモデルは、ちょっと高めの CO2 排出削

減が答えとして出る傾向にあるからだ 2588。

つまりこのモデルでは、1995年には 4パーセントの削減をするのが全地球にとって最

適な削減だった。もし 4パーセント以上削減する試みがなされると、それは社会にとって

純コストの負担をかけることになる。4パーセント以上を削減すると、最後の 1トンを削

減するのは、ちょっと温度が下がることからくる長期的な便益よりもコストがかかること

になるからだ。一方、削減が 4パーセントを下回っても、長期的には社会にとって純コス

トとなる。CO2 排出量をちょっと値切ったことで節約できるわずかな金額は、ちょっと

温暖化が下がった未来が実現できなかったことからくる、失われた便益によって帳消しに

なってしまうからだ。

時間がたつにつれて、炭素排出のコストは増える。モデルによれば、気温が上がると被

害も格段に大きくなるからだ。基本的には、温度が現状から 1◦C 上がる場合の社会コス

トは、3◦C 高い状態から 4◦C 高い状態に温度が上がる場合の社会コストに比べると小さ

い。後者の変化がずっと高くつくのは、災害による被害のリスクが増加するということも

大きい。一方で時間がたつうちに炭素を 1 トン削減するコストは減る。技術が向上する

し、産出 1ドルあたりの CO2 量は減るし、化石燃料価格が上がるからだ 2590。最適な炭

素排出削減の道筋を図 161左のグラフに示した。削減量は 4パーセントからはじまってだ

んだん増え、2100年には 11パーセントになる。

最適なシナリオだからと言って、別に地球温暖化の解決策実現と関連した無数の現実的
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図 160: 各種の炭素削減を 1995 年に行った場合の最後の 1 トン削減に要するコス

ト (2000US$)。炭素$7.5/トンの価格は 4%の削減をもたらす。CO2 規制に伴う追

加の環境便益を含めて調整すると、実際のコスト曲線はちょっと下がる 2578。出所:

DICE 1999, Burtraw et al. 1997:7–8, BEA 2001b–c.
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図 161: 左: 基準シナリオ (BaU シナリオ)と比較した CO2 排出量の削減率, 1995-

2105; 1990年水準で全地球の排出量を制限; 気温増加を 2.5◦C に抑える; 社会的に

最適な結果を得る場合の比較。右: 温度変化, 1995-2105, 通常シナリオ (BAU) と

その他のシナリオに京都（全アネックス I 諸国内での排出権取引を加えたもの）。出

所: Nordhaus and Boyer 2000:7:29, 31, 8:24.
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な問題が生じないってことにはならないのにはご注意を。これは単に「これで解決策が見

つかったので万事解決」的なお答えとして提示されてるわけじゃない。でも、この最適な

解決策を示すことで、ほかの政策アプローチを比較するためのはっきりした規準ができ

る。これをもとに、他の政策が相対的に効率がいいか悪いかを判断できるわけだ 2591。

温室効果に対する介入との関連でしばしば提案される、他の可能性二つを見てやろう。

そのひとつは京都に似た提案で、地球の CO2 排出を 1990年の水準で固定するというも

の。ノードハウスが指摘したように、この提案は特に科学的にも経済的にも意味はない

――CO2 排出を固定しても、大気中の CO2 濃度は固定されないし、温度も被害も抑えら

れないからだ。意志決定者にとって一番関心があるのは、温度や被害のほうだ――でもこ

の提案は単純だという美点がある 2592。その結果は、図 161の左側に見られる。世界経済

が安定して成長すれば、排出 CO2 もさらに増えたはずだから、排出量を固定するという

ことは、だんだん多くの CO2 を削減するということで、全世界での削減は 21世紀半ばで

40パーセント以上、その後もさらに上昇することになる。

最後に、温度上昇を 2.5◦C に限るという政策的な選択を考えてみよう。これをするに

は、いずれ CO2 排出を大幅に削減する必要が出てくるけれど、削減のほとんどはなるべ

く未来に行うようにすべきだ（図 161の左側)。これがこうなるのは、将来の CO2 削減が

技術の向上と化石燃料の高さのために安くなるからで、またぼくたちがその頃にはもっと

豊かになっているからだ。

二重の儲け：環境を改善しておまけに儲ける？

　 1990年代には、税金の効率性という学問上の議論がいきなり、地球温暖化に関して増

大する懸念に対応するものとして脚光を浴びた 2593。CO2 の削減コストは明らかに莫大

になるので、一部の環境経済学者は、新しい環境税を導入すれば（そこからの税収は、資

本や労働に対する既存の歪曲性の強い税金を引き下げるのに使う）、二重の儲け (double

dividend) と呼ばれるものを実現できるんじゃないか、と示唆した。最初の儲けは環境の

質の改善で、第二の儲けは経済的な純便益だ 2594。こんなすばらしい「一挙両得」的な性

質はつまり、課税して環境被害をなくすために、被害がそれを正当化するほど大きいこと

は示さなくていい、ということだ――それが単に悪いことを示せれば、この二重の儲けの

おかげで、課税すれば社会全体には純便益がまちがいなくもたらされる 2595。

　これはあまりに美味しすぎて信じられないようなお話だったし、実際その通りだった

――過去 10年で学問的な分析がたくさん実施されて、強い二重の儲けはないということ

を明確に実証した 2596。しかしながら、この議論は経済的な福祉に対する税の 3つのちが

う影響に焦点をあてている：「主要福祉利得」「歳入リサイクリング効果」「税相互作用効

果」だ 2597。主要福祉利得は、公害の規制からきている――もし大気中に追加の炭素 1ト



24.18 じゃあ、どうすればいいの？ 443

ンを放つコストが 7.5ドルなら、炭素排出には 7.5ドルの税金をかけるべきだということ
2598。これは炭素汚染者たちが、炭素を排出する価値が 7.5ドルになるまで炭素排出を削

減するようにできる。そして最初の 1 トンは削減するのにほとんどコストがかからない

（図 160の最初の 1 パーセントはほとんど無料で削減できる) けれど、もたらしたはずの

損害はやはり 7.5ドルだったはずなので、社会全体としてはもっとよくなったわけだ。集

まった税金は、ふつうはまとめて社会に還元されるものと想定されている。

　二重の儲けの論点は、もし税金がひとまとめに還元されるだけでなく、ほかのもっと歪

曲性の強い税金を軽減するのに使われれば（ヨーロッパの労働課税や、アメリカだと資本

課税かも）2599、これは雇用増や福祉増の形で、社会に追加の便益を生み出すことになる。

これは確かにその通りで、だから二番目の福祉利得の厳選となる。これが歳入リサイクリ

ング効果だ。

　でも、もし歪曲を一つ見るなら、あらゆる歪曲を見てやるべきだろう。そしてこの新し

い環境税そのものが、歪曲性を持つ。これは労働意欲を、実質家計賃金を減らすことで

削減するものだからだ。この税相互作用効果は福祉を減らす。こうした 3 つの影響の合

計が、環境税の全体としての経済福祉を決定する。残念ながら、ほとんどの分析モデルや

計量モデルは、税相互作用効果が歳入リサイクリング効果より大きいことを示している
2600。結果として、上の例で炭素に 7.5ドル課税するのは、実は多すぎる。

　図 162では、40ドルの環境被害が通常は 40ドルの環境税を必要とすると思われていた

ことがわかる。すべての歪曲を計算に入れると、個人の所得税まで下げてかなり高い歳入

リサイクリング効果を使った場合ですら、課税は 31ドルに抑えるべきだということにな

る。税金が高いと、全体として福祉は下がるからだ。そして税収がひとまとめに還元され

たら、マイナスの税相互作用をうち消すような歳入リサイクリングは起きず――そして

びっくりするかもしれないけれど――まったく課税すべきじゃないことになる。これは

「まちがっている」ように思えるかもしれないけれど、モデルが示しているのは、どんな

税金でも、全体としての福祉を（環境被害を含めても）下げる、ということだ。

　 1996年に、IPCCは二重の儲けが炭素税のコストを部分的にうち消すか、あるいはそ

のコストを上回る利益をもたらすかもしれない、と確かに発言したけれど、この論点はあ

まり強調されなかった 2601。2001年報告で、IPCCはこの二重の儲けをずっと強調する

ことにして、それが実際に何を意味するかについて、いささか矛盾した記述をしている
2602。IPCC は総じて、強い二重の儲けが存在しないことは認めているけれど 2603、でも

「政策立案者向け概要」ではそれがあるかもしれないと示唆している 2604。

　今日では、強い二重の儲けが一般にはあり得ないことが示されているということを述べ

ておくのは重要なことだ。「二重の儲け仮説はふつうは成立しない 2605」。でも、この議論

が教えてくれるのは、そもそもの議論が始まる以前に思われていたほど環境税をよく見せ

るためだけにせよ、税リサイクリングは非常に重要だということだ 2606。この洞察は重要

だ。経験的に、ほとんどの炭素税は最も歪曲性の強い税金を減らすためにはっきりとリサ

イクルされることはなく、特定の歳出プログラム向けにツバがつけられるのが通常だから
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だ。これは無意味な福祉上の損失をもたらす 2607。

　だから現在の議論のためには、二重の儲けはぼくたちが炭素にもっとたくさん課税す

べきだということにならない。実はもっと低く課税しろということになる（図 162のよう

に)。さらに、歪曲性が大きい税金を引き下げるためにその税収をリサイクルするように

しないなら――そして今までぼくたちはそれをやっていない――正しい税率は、実はずっ

と低くするべきだ、ということになる。　

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80 100
����

, US$

�
�
�, 

U
S

$

��	
�

�
���

�����
��

図 162: 環境被害と環境税。理論的な税は、単純な最前議論を示す（「もし環境被害

が $40 なら、汚染者は $40 支払う」)。もう一つのカーブは経済モデルが計算した

最適な税水準を示す。その税人を孤児の所得税 (PIT) 削減としてリサイクルできれ

ば、最適な PTI 曲線を使うべきだ（「環境被害が $40 なら、汚染者は $31 支払う

べきだ」)。これに大して税金がランプサムでリサイクルされるだけなら、ランプサ

ム置き換え曲線を使うべきだ (「もし環境被害が $40 なら、汚染者は何も支払わな

い」). 出所: Parry and Oates 1998:7.

どんな行動をぼくたちが取ろうと、温度へのインパクトはほとんどない。これは図

161の右側で示されている。理由の一部は、気候システムのタイムラグがとても大きいか

らで、もう一つは世界の排出量を 1990年の水準で固定したとしても、大量の CO2 は大気

中に放出され続けるから世界の CO2 濃度は高まるせいだ。実際、もし温度上昇を 1.5◦C

に抑えたければ、2035年までにあらゆる炭素排出を停止しなきゃいけない 2608。要する

に、いまの世界を停止させろってことだ。
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図 163: 現状のまま（地球温暖化だけ）, 最適な排出削減、世界排出量を 1990年水

準で凍結、気温上昇を 2.5◦C と 1.5◦C に抑えた場合の、それぞれの総現在価値コ

スト（2000年米ドル換算)。すべて RICE-99モデルによる。出所: Nordhaus and

Boyer 2000:7:25, BEA 2001b-c.

ノードハウスとボイヤーのモデルでは、京都議定書にしたがった削減をやっても 2100

年には驚くほどわずか (0.03◦C) しか温度が下がらないことは、指摘しておくほうがいい

だろう。その理由の一部は、通常モデルと比べて発展途上国が CO2 排出量を増やすから

だ 2609。最適経路は、京都よりも温度を引き下げる。

でも、こうした介入の総コストはどうなるだろうか。図 163は各種の介入のコストを示

している。ベースラインは地球温暖化がない場合の状況だ。これを見ると、基準シナリ

オ (BaUシナリオ)は社会に一回限りのコスト 4.82 兆ドルをもたらす 2610。このコスト

は、こうした人工温室効果のコストとして見ることができる――もし CO2 排出が気候に

何の影響も与えないということになったら、それは 5兆ドルをちょっと下回る利得をもた

らす。

もちろんぼくたちとしては、人工温室効果なんかないほうがありがたいけれど、この現

象は祈るだけで消え去るようなものじゃない。地球温暖化がくるなら、そのツケは支払う

しかない――そして中心となる問題は、その値札をどれだけ小さくしておけるか、という
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ことだ。ふたを開けてみると、すでに論じたように、最適な政策はちょっとお安くなって

いる。この場合の総コストは 4.575兆ドル、つまり何もしないより 2,450億ドル安い。こ

の 2,450億ドルの節約分は、短期的に CO2 を抑制するちょっと高めのコストと、そして

それをうち消すだけの、長期的に温暖化が少し緩和されることからくるかなり大きな便益

に起因している。

というわけで最適政策は、地球温暖化総コストの 5パーセントくらいを節約させてくれ

る。この利得がどの程度なのかという目安として、2,450億ドルというのは、先進国が途

上国に毎年提供している ODAの 5倍だ 2611。同様に、地球温暖化の総コスト 5兆ドルと

いうのは、世界の総産出 2ヶ月分に相当する 2612。

一方で、CO2 排出を固定すると、はるかに高くつく。この場合、コストは 8.5兆ドル、

そもそもの地球温暖化コストの倍近い。温度上昇を 2.5◦C に抑えるのも同じくらい高く、

7.8兆ドルかかるし、温度上昇を 1.5◦C に抑えるには、$38兆ドルという想像を絶するコ

ストがかかる。

また、京都議定書の各種実施方法のコストを比較することもできる。これが図 164だ。

比較用に、最適経路からの節約分 2,450億ドルも併せて示した。もし議定書が排出権取引

なしか、OECD諸国内だけの取引ということになったら、コストは 5,500–9,000億ドル

という大きな損失となる。排出権取引がアネックス I全体で実現されても、京都はまだ全

体として損になるけれど、損失幅は 1,500億ドルと少ない。世界的な排出権取引をなんと

かして実現させた場合にのみ、京都は純便益 610億ドルをもたらすけれど、それでも最適

経路で実現できるものよりは少ない。

この取引が増すにつれてコストが下がるという傾向は、図 158でも見られた。でも今

や、ぼくたちはこのコストと同時に、京都による排出削減からくる便益も含めて考慮でき

る。はっきり出てくるメッセージは、世界的な排出権取引がなければ、京都議定書は世界

にとって差し引きで実は損失をもたらす、ということだ。

もし排出権の世界取引が実現したら、それは実は世界の排出量が、他の場合に比べて

ちょっとゆっくり成長するようにしたわけだ。でも実は、それよりももっといい成果を挙

げられる。というのも京都議定書は、非効率なことに温度じゃなくて排出量に焦点を合わ

せているからだ。実際に被害をもたらすのは温度のほうだ。だからもし 2100年以降に京

都と同じ温度曲線を得ることに集中したなら、排出削減はもうちょっと後で（ただしもっ

と急激に）実施すればいい。全体としてそのほうが安上がりで、だからちょっと高めの

950億ドルが節約できる。

さらに、最適政策の実現をねらった施策は、もっとお得な 2,450億ドルの節約という結

果をもたらせる。世界的な排出権取引つきの京都議定書は、最適経路とかなり似た形で排
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図 164: 各種シナリオの、現状のままをベースラインとした総現在価値コスト (2000

米ドル換算): 最適な排出削減、京都議定書と同じ気温低下を実現、排出権取引つき

で京都議定書を実現、アネックス Iの取引、OECD内だけで取引、排出権取引なし。

出所: Nordhaus and Boyer 2000:8:28, BEA 2001b-c.

出を制限するけれど、最適経路は後になって排出制限をもっと強化する（最適経路からく

る温度の低下も大きい。図 161の右グラフ)。だから世界的な排出権取引制度が確立して、

途上国の排出も制限されれば（かれらの基準シナリオ (BaUシナリオ)通りの水準でかま

わない）、これは最高の結果を実現するための第一歩となり得る。

だからって、別に結果がすごいわけじゃない。地球温暖化はやっぱり、人工温室効果の

ない仮想的な世界に比べれば、5兆ドルほどかかることになる 2613。でも最適経路がぼく

たちにできるせいぜいのところだ。もしぼくたちが少なくとも京都議定書といっしょに世

界的排出権取引を実現できなければ、CO2 排出を制限して世界を助けようという気高い

意図は、実際には世界の純負担を増やすことになってしまう。OECD内でのみ取引とか、

取引なしとかいう形になれば、それによりもたらされるコストはすさまじくふくれあが

る。そして多くの有識環境保護論者が提案している、世界的に排出量凍結というさらに野

心的な計画は、世界にすさまじいコストをかけることになってしまう。
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でも、こうした分析はふつうは 3種類の反対に直面するのが通例だ。これらについては

以下の囲みで詳しく見てやる。要するに、CO2 排出はずっと安く、あるいは実はコスト

まったくなしで削減できる、と主張されている。ほとんどの経済学者は、こうした主張に

ついて大いに疑問視している――もし個人的に CO2 排出を削減するのが儲かるなら、そ

れがすでに実行されていないのは驚くべきことだろうに。いくつかの分析によって、すさ

まじい削減可能性は幻影にすぎず、要するにいろんなコストを見落とすことで生き延びて

いるだけだということが示唆されている。

また、地球温暖化に対抗するための努力が無価値だとしたら、それはそれが少なくとも

5パーセントの利率で計算されているからで、その結果としてはるか未来の出来事が実質

的に消えてしまうからだ、という主張もされる。つまり、もしいま CO2 削減のために支

払いが必要で、その便益が来る 1 世紀にわたりゆっくりと現れるなら、金利が 5 パーセ

ントならばいまの手元のお金のほうが価値が高いことになるのは当たり前だ、という理屈

だ。このアプローチはしばしば不道徳的で、来る世代に対する無関心を表明するものだと

評されてきた。でも実際には、収益性の高いまともな投資は、ぼくたちの子孫や貧困者た

ちの未来の世代に、はるかに多くのリソースを残せるわけだ。そしてこれは、収益性の低

い温室効果ガスの削減なんかに投資するよりも、後の世代の利害を気にかけてやるのに

ずっと優れた方法だろう。さらに、現在は 100年後にずっと豊かになった国々の間でどう

富を分配するかなんてことよりも、ずっと緊急性の高い問題に直面しているのだ――たと

えば地球上のすべての人に、きれいな水や下水処理設備を提供する、といった問題だ。

最後に、地球温暖化と戦う努力は、万が一の事態に対する保険のようなものだとされ

る。コンピュータモデルに入れてやると、これは別に目に見えるほど結果を変えないけれ

ど、でも保険という発想は、リスク負担を極端に嫌う人々にとっては正当化できるもの

だ。でもだからといって、別のところ――たとえば発展途上国――に投資したほうが、投

資としてずっと優れたものになるという事実は変わらない。

ここでのポイントは、地球温暖化をなんとかしようという最高の意図があっても、地球

コミュニティに対し、地球温暖化だけよりずっと高い、時にはその倍にもなる負担をかけ

る結果に終わる可能性があるんだってことだ。京都議定書は、最初の排出権配分とその後

の再配分に伴う気の遠くなる金額を考えると、世界的な排出権取引つきでは実施されそう

にない。もしそうなら、京都は地球資源の無駄遣いでしかない。もしよいことがしたいな

ら、リソースはもっと賢く使おう。
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反対論：CO2 を削減して儲けよう

　よく耳にする主張として、二酸化炭素排出を削減するお値段は、上の図 158に示したよ

うな多くの経済モデルで行われた予測よりずっと低い、というものがある。一部の IPCC

著者たちは、CO2 排出の 10パーセントから 30パーセント削減によって実現できる「後

悔なし」のオプションがある、と考えている。このオプションは、実は地球温暖化とは関

係なく導入する価値のあるエネルギー構造への変化で構成される 2614。こういう「後悔な

し」政策の多くは、エネルギー節約、技術的改良や電気/地域暖房の同時生産（コジェネ）

への移行を含む 2615。既存のエネルギー体系の中で、民間企業や消費者や公共機関として

大量の節約ができるのに、各種の理由で実現していない分野があるんだ、と想定されてい

る 2616。

　 IPCC調査では、大量の CO2 排出削減が無料または儲かる形で実施できる国の一つと

してデンマークがご指名を受けている 2617。そんな儲け話が一貫して無視されてきたとい

うのは、ずいぶん驚くべき話のように思えるけれど、この議論は温室効果をめぐる国際議

論の中ではずいぶんご大層なものになっているので、一つデンマークの例をじっくり見て

やろう。

　デンマークのエネルギー計画は、全国の二酸化炭素排出量を 20パーセント削減しつつ、

同時にそれによって儲けを出せるという可能性に賭けている 2618。さらに、たった 10億

ドルの費用、つまり GNP の 0.5 パーセントで、2030 年までに二酸化炭素排出量を最大

65パーセント削減できるとも考えられている 2619。この結果は、一部は各セクターでど

のくらいのエネルギーが節約できるかを評価することで導かれている 2620。断熱を改善す

れば、必要熱量は 40パーセント削減できるし 2621、行動上の変化は最大 10–20パーセン

トの節約ができる 2622。新しい電気機器は 70–80 パーセント節約するし 2623、交通輸送

セクターは 65パーセントほど節約できるとか 2624。

　根本的な問題は、こういう節約の総合コストが計算に含まれていないことだ 2625。計画

は、こんな大規模なカットが「すさまじい技術的・行動的な努力 2626」を必要とすること

は、痛いくらい認識しているのだけれど。すでに見たように、家屋の断熱効率がますます

高まり、換気が悪くなったことは、ぜん息やアレルギー件数増加の主な原因だろう。でも

新しいもっと気密性の高い家屋の議論は、そういうコストについて考慮していない。同時

に、行動変化は個人にそれなりのコストをかける。節約を実現するには「使っていない部

屋の温度を下げ、個人の衛生目的のためのお湯を慎重にさまして、節水しながら使うしか

ない 2627」。

　新しい電気機器は確かに節電になるけれど「節約の最大部分は、真空断熱やドラム内

で真空や超音波を使う新しい洗濯機技術など、新しい節電技術の開発販売を必要とする
2628」。そういう新技術のコストは計算に含まれていない。

　交通輸送についていえば、燃費がリッター 33 km に達する車が 2000 年頃に市販され

ると見込まれている。残念ながら、これが実現するには「厳しい規制とガソリン値上げ」



450 第 24章 地球温暖化

が必要となる。こうしたインセンティブのコストも計算に含まれていないし、燃費向上が

馬力を犠牲にするものなら、ドライブの楽しみが限られることのコストも計上されていな

い 2629。計画ではまた、私有車や運搬用車両が未来には電気自動車になり、それが 2030

年までに全輸送の 30パーセントに達する必要がある 2630。それなのに、そういう自動車

のコストは含まれていない。「交通輸送セクターの高い投資はこの調査では無視されてい

る 2631」。また計画は、電気自動車はたぶん補助金を必要とするということも考慮しない
2632。

　最後に、このために必要なエネルギー価格倍増からくるコスト 2633、ガソリンのコスト

増、エネルギー節約型の耐久消費財購入の必要、および個人の時間支出の増大からくるコ

ストなどの福祉経済的な評価もされていない。議論としては、そういう削減は「デンマー

ク社会において大きなシフトや構造変化につながり、それを計算に含めるのは困難であ

る。個人の移動手段を、電気自動車がほとんど 0パーセントという今日の状況から、2030

年に 30パーセントに変化させることが、社会の各セクターにどう影響するかを予想する

のはむずかしい 2634」。そりゃ確かに、そういう評価をやるのは難しいというのはその通

りだけど、でもそんなのは社会が今後 20年、50年、100年でどうなるかを考える場合の

あらゆる意志決定について言えることだろうに。

　だから多くの経済学者たちは、こういうコストなしで実現できたり、実施したらかえっ

て儲かるような効率性改善の主張はすごく眉ツバだと考える。その理由の一つは、そうい

う計算が上で見たように、往々にして大事な支出項目を抜かしているからだ。このため経

済学者たちはまた、儲かるような再構成ができるもんなら、そんな可能性はすでに採用さ

れていてもいいはずだ、と議論する 2635。

　典型的な経済学者の表現として「ただ飯なんてものはない（there is no such thing as

a free lunch)」というのがある――いずれどこかでコストは発生するんだよ、というこ

とだ。ノードハウスは、この儲かる二酸化炭素排出削減の可能性についてこう表現する：

「経済学の言い回しを使うと、この分析によればただ飯があるどころか、どっかのレスト

ランでは食事をするとお金がもらえることになる！ 2636」

　新しい調査では、こういう「後悔なし」の可能性はどうやら通常考えられているより

ずっと限られているようだ。どうも、実際には消費を数パーセントほど引き下られるだけ

で、がんばっても 5パーセント叩き出すのが精一杯 2637。同じように、月々の電気料金の

調査によれば、屋根の断熱を高めたところで、本当に儲かるにはほど遠い。まあ経済学者

たちが予想した通りだ 2638。

　だから最適な CO2 排出削減水準が低いことについての最初の反対論は、かなりあぶ

なっかしいようだ。
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反対論：未来のお値段

　第二の反対論は、割引現在価値の使用に関するものだ 2639。これは広大で専門的にもや

やこしい領域だけれど、一言でいえば、未来になってはじめて実現するようなコストや所

得を評価するやり方の話だ。ふつうは、経済学者たちはすべての将来コストや将来便益

を、ある割引率と称するもので割り引く。発想としては、ぼくが 40年後に 1,000ドル支

払うことになっている場合、その負担は今だとどのくらいの価値になるのか知りたい、と

いうこと。もしぼくがそのお金を年利 5 パーセントの債券に投資できるんだったら、経

済学者にいわせれば、その債務の今の価値は$142だ――もし今日、$142分の債券を買っ

て、それが毎年金利 5パーセントを稼ぐなら、40年後にはちょうど$1,000になるからだ

（いまの例や今後の例ではインフレは無視する。ちょっと手間をかければ計算に入れられ

るけれど、論理にはまったく影響しないからだ)2640。

　こういう考察は絶対に重要きわまりない。地球温暖化がまさに今後何百年もにわたるコ

ストと便益に関するものだからで、問題はぼくたちが「それをどう足し算するか」という

ことだからだ。地球温暖化のコストと便益の評価はすべて、割引現在価値を使う。そして

議論は、この割引率をどのくらいにすべきか、ということだ 2641。割引率が高ければ、か

なり将来の金額は今日ほとんど重要性を持たなくなる。もしこの割引率がゼロ（近く）な

ら、未来のお金も今日と（ほとんど）同じ価値だということだ。多くの環境論者は、金利

（割引率）が高いのは道徳的に不届き千万だと論じている。ある環境経済学の教科書は、

この信念をかなり強く述べている。「金利が高いということは、我々自身の将来なんか地

獄に堕ちろと言っているに等しい――子どもたちや孫たちの将来は言うに及ばず 2642」

　だから、将来の世代だってぼくたちの世代と同じくらいの配慮が与えられるべきだと主

張して、割引率はゼロまたはゼロ近くであるべきだと言いたくなるのも、わからないでは

ない。これぞ優しくて倫理的にも公正なやり方に思える。が、この一見するとまともな想

定は、気が滅入る異常な結果をもたらす。もし将来世代の福祉が、ぼくたちにとって自分

自身の福祉とまったく（またはほとんど）同じ価値を持つなら、ぼくたちは所得のすさま

じく多くの部分を未来への投資に使うべきだ、ということになる。だって投資に大して支

払われる配当は、未来のほうがずっと大きくなるからだ 2643。今$142使うのと、40年後

の子孫に $1,000 残すのと、どっちを選ぶかと言われたら、ぼくは子供たちのほうに軍配

を挙げるべきだってことになる。だってかれらはぼくにとって、自分自身と同じくらい重

要なんだし、かれらが得るもののほうが、ぼくが得るものよりずっと大きいからだ。割引

率がゼロなら、ぼくは今$999使うより、本気で 40年後の子孫に$1,000残す方を選ぶべき

だってことになる。ぼくたち自身がかつかつのギリギリで生きることになっても、未来の

世代がぼくたちの投資のおかげですさまじく豊かに生きられるようになるからだ（ちなみ

に、その未来の世代もやっぱり将来のことしか考えずに、かれらの将来世代のためにずっ

と多くを貯金することになって、その世代も……ということは指摘しとこうか）。

　でも、ここんところで現実がどうしようもなく効いてくる：だって、ぼくたちはそんな
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風には行動していないもの。自分の状況と、将来の世代の状況とをはかりにかけたら、ふ

つうは自分の欲望に重きをおいて、将来は自分で何とかしなさい、と思ってしまう 2644。

これを道徳的に遺憾だと思う人もいるだろうけれど、それで社会での富の配分方法につい

ての現実的な分析が左右されるようじゃ困るのだ。

　現在のほうに高い優先度を与えたがるのは、別に短気だったりエゴ丸出しだからとは限

らない。将来の世代のほうが、使えるお金が多いのを知っているからでもある。成長の

おかげで、実はぼくたちの方が貧しい世代で、将来世代はぼくたちより豊かになる（図

149にあるように)。2035年の平均的なアメリカ人は、いまの平均的アメリカ人の二倍も

豊かになっているはずだ 2645。だから社会としては、もっと豊かな後の世代が地球温暖化

のコストもたくさん負担してくれると思うのは、そんなに無茶じゃないかもしれない――

ぼくたちの社会のお金持ちが高い税金を払うのとまったく同じだ 2646。

　この議論のどっちも、割引率を 4–6 パーセントにするのはたぶん適切だろうというこ

とを示している。でもこれは、上の引用が言うように、未来の世代なんか地獄に堕ちろと

言っていることにはならない。それは実は、ぼくたちが自分の投資をきちんと運用して、

将来世代が自分自身で何が欲しいか――そして欲しくないか――を選べるようにしてあ

げる、ということだ 2647。もし不自然に低い割引率、たとえば 2 パーセントを選んだら

（そうすれば温室効果ガスの削減を増やしても儲かるようになる）、ぼくたちは将来の世代

に、たった 2パーセントの価値しかない投資を残しちゃうことになる。一方、割引率を 5

パーセントに設定すれば、お金は 5パーセント以上の儲けを出すプロジェクトに使われる
2648。この 2 つの投資の差は、100年で 18 倍になる。投資率が大幅に増えない限り――

そして経験的に、ぼくたちがそうすべき理由は何もない――これはつまり、2パーセント

の投資はもっと未来のためを思ってやったはずだったのに、結局のところ子供や孫たちに

残してやる資源はずっと少ないだろう、ということだ。

　最後に、地球温暖化をどうにかしようという議論は、一番被害を受ける発展途上国の

ためだと称してしばしば正当化されているということは指摘しておくほうがいいだろう
2649。でもこれは、割引率を低く設定しようという議論と真っ向から衝突する。というの

も一般に、発展途上国は驚くほど高い国内金利を持っているからだ。世界銀行による概要

調査の推計では、発展途上国の平均収益率は 16パーセントだとか 2650。IPCCもその収

益率が、最低でも 10-12パーセントかそれ以上と見積もっている 2651。だから地球温暖化

のために投資させられることになる大金は、発展途上国に投資したほうがずっと効率がい

い。CO2 排出を安定化するコストのたった 1年分を、発展途上国に投資すれば、60年で

世界の今の総産出の倍以上の金額になる 2652。もうすさまじくとてつもない金額だ。

　同じように、京都議定書のアメリカにとってのコストだけを見ても、アネックス I内で

の取引が許された場合でさえ、全人類にきれいな飲料水と下水処理設備を提供するのに十

分すぎる金額だ 2653。これは毎年何百万人もの死を防ぎ、5億人以上が重病になるのを防

げる 2654。これは京都議定書で、2100年に 0.15◦C かそこら気温が下がるよりも、発展途

上国にとってはずっと優れた支援になるだろう。



24.18 じゃあ、どうすればいいの？ 453

　だから最適な削減量がこんなに小さいのが「経済学者どもは未来のことなんか屁とも

思ってないからだ」という反対論も、やっぱりまちがっている。適切な割引率は、長期的

に社会の資源のずっと優れた活用法となるし、それはぼくたちの子孫にとっても優れて

いる。

反対論: 大災厄が怖い

　地球温暖化への最適投資に対する最後の反対論は、いずれ大災厄が起こるリスクを引き

下げるために、多めに払っておくほうがいいんじゃないか、というものだ。

　地球温暖化が気候システムに劇的で予想もつかない変化をもたらす可能性は確かにあ

る 2655。長いこと、極氷冠が溶けることについての懸念が表明されていたし、特に南極西

部氷床 (WAIS) が溶けることについては心配されていた。これが海に滑り落ちたら、海

面はすべて 6 メートル上昇するからだ 2656。不安にかられたメディア報道にも関わらず
2657、IPCCによれば「南氷洋の氷の範囲について、特にはっきりしたトレンドは (1970

年代以来の) 人工衛星による系統的な計測に現れていない 2658」。WAIS は何世紀にもわ

たって後退はしているけれど、これは完新世初期に始まったプロセスで、最後の氷河期か

らの調整が続いているだけで、地球温暖化とは何の関係もない 2659。さらに WAIS の破

壊は 2001年 IPCC報告で検討され「21世紀中にはまず起こらない 2660」と考えられてい

る。この千年紀を通じ、WAISは「氷棚に大きな変化が起こったとしても、今後 1000年

にわたり一年あたり 3ミリの海面上昇をもたらすにすぎない 2661」。

　 IPCCの報告書ドラフトを見て、『ニューサイエンティスト』誌はこんなタイトルの記

事を載せた：「地図の上から一掃：例の箱船を用意しとこう、海面が上昇するぜ 2662」。こ

こでは、この千年紀で海面は 10メートル上昇するかもしれないと示唆されていた。その

大半の 7メートルは、グリーンランド氷床の完全な溶解からくるものだった。これは「す

さまじい面積の土地と多くの大都市を水没させる」のに十分であり、「米国よりも多くの

面積と、10億人以上の人々、そして世界のもっとも肥沃な耕地 2663」も消える。「政策立

案者向け概要」で、IPCCもまた「氷床モデルの予測では、この地域での温暖化が 3◦C 以

上になって、それが千年続いたら、グリーンランド氷床は完全に溶けて、結果として海面

は 7メートル上昇する 2664」と警告していた。

　でも問題は、どんなモデルだって千年紀まるごとを通じてずっと温暖化が続くなんてこ

とを予測してるのか、ということだ――IPCCシナリオのほとんどはそんなことはしてい

ないし、すでに見たように、A1Tみたいなシナリオで再生可能エネルギーが 21世紀半ば

までに競争力を持つようになれば、22世紀初期には温度はさっさと下がり始める。2200

年まで見ても、IPCCが参照しているモデルは、グリーンランドでは大した溶解を示して

いないから、このシナリオはすべてえらく仮想的なものになる 2665。

　もう一つの懸念は、メキシコ湾流を動かす熱塩循環 (THC) が弱まるか完全に止まっ

て、ヨーロッパで温度が数度下がるんじゃないか、というものだ 2666。ほとんどのモデ
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ルでは、THCが多少は弱まることになっていて、これが北西ヨーロッパへの熱輸送を減

らすことにはなる 2667。でも THC が弱まっても、モデルは相変わらず北西ヨーロッパ

では差し引きで温暖化が進むことを示している 2668。IPCC の結論では、「気候モデルを

使った現在の予測では、2100年まで熱塩循環が完全に止まることはない」となっている

が、「放射強制力の変化が強く、十分長期にわたって続けば」それが完全に、下手をする

と二度と回復しない形で止まるかもしれないと指摘している 2669。一般に、こうした極端

な出来事が起こるリスクを評価するのはきわめてむずかしい 2670。経済学者シェリングも

指摘していることだけれど、ぼくたちはそれが起こったらどうなるかの予測手段を改善す

るよりも、そんな事象が起こる見込みを考えるほうにもっと注力すべきだというのも、お

おむね明らかだろう。というのも、本当に高くつくのはそういう極端なできごとだからだ
2671。それでも、メキシコ湾流の弱体化や消失の結果は深刻ではあるけれど、この世の終

わりじゃないということはやっぱり認識しておくべきだ――西欧社会はかなり大きな支出

に直面はするけれど、温度と気候はカナダと同じ程度になる「だけ」だ 2672。さらに、現

在手に入る（がきわめて憶測の多い)証拠から見ると、現在のメキシコ湾流が地球温暖化

で弱まった様子はない 2673。最後に、最新モデルのいくつかは、TCH弱体化議論の背後

にあるモデルを疑問視している 2674。

　こうした被害からのリスク見積もりは、もちろん RICE/DICEモデルをはじめ各種モ

デルに含まれている（だからこそヨーロッパはもっと CO2 排出を削減したがっているわ

けだ）。同じように、他のモデルもメキシコ湾流の運命の不確実性を考慮に入れようとし

ているけれど、これは上の分析の根本的な結果を変えてない――世界 CO2 排出の固定は、

やっぱりリソースの使い方として貧困だ 2675。

　それでも、潜在的な大災厄についてぼくたちはすごくおびえていて、最適な 11パーセ

ント以上の削減以上の削減が欲しいと思っているのだ、という議論はできる――つまり追

加の保険がほしい、とでも言おうか 2676。この議論は理屈の上では成り立つけれど、ぼく

が見る限り、それと関連して指摘しておくべき重要な点が 2つある。

　まず一つには、部分的な保険（2パーセントは温度上昇を止めるわけじゃない。それを

遅らせるだけだ）に全世界の GDPの 2パーセント近くを使うなんて話は眉ツバだと思わ

なきゃいけない。しかも、保険の対象となっているリスクの程度について、ぼくたちはほ

とんど知らないのだ。もし現在の知識に基づいて、こうした乱雑な危険についてどうして

も保険をかけたいなら、他にも投資しておくべき脅威はかなりいろいろあるだろう。たと

えば、2パーセント以上を到来する破壊的な力を持った隕石の監視実現に投資すべきだと

いう議論だってまったく筋が通っているだろう。特にその潜在的にすさまじい恐るべき衝

撃を考えれば。それに加えて、メキシコ湾流が止まったときの実際のコストを、ぼくたち

はまだ知らないのだ。

　さらにもう一つ、この保険の掛け金は、成功の可能性がはるかに高い他のプロジェクト

に使ったほうがずっと筋が通っているだろう、ということをしっかりと認識する必要があ

る。高収益の重要な投資は、特に発展途上国にはいくらでもある。発展途上国は、初等教
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育に投資すれば実質収益率 26パーセントを実現できることはわかっている 2677。これと

あわせて考えれば、世界の産出の 2 パーセントに等しい金額を、まったく理屈の上だけ

の、いまだに不確定要素が山ほどある問題に費やすというのは、筋が通っていないように

思える。それでも、こうした問題についてはもっと研究して、そこで得られた新しい知識

が将来の投資を導くようにすべできではある。

　だから、地球温暖化への最適投資に対する第三の反対は、成り立つかもしれないけれ

ど、でもやっぱりそんな大金をそんな不確実なものに使うのは筋が通らない。投資先な

ら、もっと明白で確実で重要なプロジェクトがいくらでもあるんだから。

24.19 まとめ

地球温暖化は、現代の大きな環境上の心配事になった。人類が大気中の CO2 濃度増大

に貢献してきたし、いまもそれを増やし続けているのはまちがいない。でも、未来につい

て最適な選択をしたければ、ヨタ話と現実とを区別しなきゃいけない。過去 1世紀で、気

温は 0.6◦C 上昇したし (図 135) 、この一部が人工の温室効果ガスの影響じゃないという

ことは、あり得ないだろう。ただしこれがそれ以前の数世紀の動きから大幅にずれてい

るという印象は、ほぼ間違いなく誤解のもとだ (図 134)。気候感度の中央値 1.5− 4.5◦C

は過去 25年にわたり変わっていないので、モデルに根本的に不適切な部分があることを

示している。この感度がはっきりしないので、CO2 が倍増したときの気温上昇が小さめ

(1.5◦C) なのか、劇的 (4.5◦C) なのかがわからないのだ。IPCC 予測はすべて GCM に

基づいているけれど、エアロゾル、水蒸気のフィードバック、雲の表現について大きな問

題が残っている。この 3領域すべての研究で、気候感度はもっと低いんじゃないか、とい

うことが示されている。

IPCCは 40の新シナリオによって、未来についての予測をはっきりとやめ、かわりに

「コンピュータ支援によるお話語り 2678」を与えてくれる。そしてそこでは一番重要な変

数の推移をいい加減な事前選択ですませて 2679、規範的なシナリオを「人々が実現すると

望むはずのもの 2680」として描いたりしている。シナリオの特性の広がりは幅広いけれ

ど、A1 グループの 3 シナリオ（A1T、A1B、A1FI）はずっと豊かな世界を確保してく

れる点で抜きんでている――先進産業国では 2100年の一人あたり所得が、その次のシナ

リオに比べても 50パーセント増しになり、途上国の場合にはこれが 75パーセントだ (図

149)。総追加便益は 107兆ドル、地球温暖化の総コストの 20倍以上。ちなみに、ぼくた

ちが環境に割いている費用はGDPの 1–2パーセントだ 2681。もしこの高いほうの 2パー

セントを使い続け、さらに GDPもどんどん増大するなら、21世紀を通じて環境に 18兆

ドルも費やすことになる 2682。この観点からすると、A1 シナリオを実現させれば 20 世
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紀全体の環境関連支出の 6倍の額を確保できることになる。ところが A1のもとでの地球

温暖化の影響は、最低 (A1T) から最高 (A1FI)まで様々だ。だから重要な決断は、この

2つの A1シナリオの中間のどこかにあるわけだ。

まともな分析から見て、再生可能エネルギー――特に太陽光発電――は 21世紀半ばま

でに化石燃料と肩を並べるか、それに勝るくらいの価格競争力を獲得するし、ここから

A1FIはかなりありそうになくて、炭素排出量はずっと低い A1Tをたどる見込みのほう

がずっと高いことになる。すると温暖化は 2− 2.5◦C くらいだ。

地球温暖化は食料生産を減らさない。嵐も増えないし、暴風雨の頻度も増えないし、マ

ラリアの被害も増えないし、死亡者数だって増えない。洪水の犠牲者が増えるかどうかさ

えはっきりしない。世界がずっと豊かになれば、自衛手段だって増えるからだ。でも、地

球温暖化には深刻なコストがついてくる――総コストは 5兆ドルくらいだろう。さらに、

地球温暖化のコストは発展途上国に一番大きくふりかかる。先進国は、2− 3◦C 以下の温

暖化なら、実はメリットが得られるかもしれない 2683。途上国が被害を受けるのは、主に

かれらが貧乏だからだ――そのため、適応余力がない。

直感的には、こんなに高くつく地球温暖化について、何かドラスチックなことをやらな

きゃいけないと思ってしまう。でも、経済分析は明らかに CO2 の排出を派手に削減する

ほうが、温度増大への適応コストを支払うよりもずっと高くつくことを示している。

経済分析によれば、京都議定書が世界的な排出権取引つきで実施されない限り、つまり

発展途上国の参加が確保されない限り、それは実は福祉の純損失を引き起こす。さらに京

都議定書が気候に与える影響はほとんどない――2100年で 0.15◦C くらい、つまり気温上

昇をたった 6年ほど遅らせるだけだ。もっと長期で見ると、世界的排出権取引つきの京都

議定書は、すでに述べたもっと厳しい最適政策よりも効率が悪いけれど、その最適政策で

すら、CO2 排出を 11パーセント削減するだけで、気温上昇の低下もほんのちょっとしか

減らない。

一方、京都議定書が世界的な排出権取引なしで導入された場合――それがアネックス I

諸国すべての間で取引を認めたとしても――気候にはほとんど何の影響も与えないか、資

源の使い方としては実にまずいものになる。こんな京都合意のコストは、アメリカだけに

ついて見ても、全世界にきれいな飲料水と下水処理設備を提供するよりも高くつく。上下

水設備を提供すると、毎年 200万人の命が救われ、5億人が重病にならずにすむ。もし京

都で排出権取引メカニズムが一切なければ、コストは 1兆ドル、つまり全世界に上下水設

備を入れる費用の 5倍近くなる。

もし多くの人が提案したように、排出量を 1990年の水準で抑えようとするなら、社会

への純コストは深刻に増大して$4兆になる――地球温暖化そのもののコストとほとんど
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同じだ。同じように、気温上昇の上限を設けたら、追加で 3兆から 3兆ドルかかることに

なる。

これはつまり、ぼくたちが地球温暖化対策で動くとき、とても慎重でなければならな

いということを強調している。もし世界的な排出権取引を認めなければ、世界は損失を

被る。もし 11 パーセント以上の CO2 削減をやったら、これまた世界は損失を被る。そ

してこの結論は、単一のモデル出力からくるものじゃない。ほとんどすべての主要コン

ピュータモデルは、すさまじく乱雑な帰結まで考慮したとしても「最適な政策が、一番早

くても 21世紀半ばまで無制限の場合より排出量をほとんど抑えないものだというのは驚

くべきことだ 2684」。同じように、別の調査の結論では「このモデルが簡単だということ

は認めるが、それでもそのメッセージは、炭素排出が削減されるかどうかはほとんど関係

なくて、排出量や濃度を横這いにするような議定書を避けることが重要だ、というものだ

2685」。最近のレビューによれば、こうしたモデルから真っ先に得られる洞察は「早期の大

規模な低減は正当化されないことが実証されているようだ 2686」というもの。すべての経

済モデル作成者の会議からくる中心的な結論は：「現在の評価によれば、『最適な』政策は

CO2 削減を比較的穏健な水準にとどめるものだとされる 2687」。

24.20 一見したよりいろいろと

地球温暖化は重要だ。その総コストは 5兆ドルにものぼるかもしれない。でも、地球温

暖化に対処するためのぼくたちの選択もまた重要ではある。少数の、慎重に選んだ行動

は、地球温暖化のお値段から数千億ドルを削ってくれるかもしれないけれど、でも多くの

行動は、世界に地球温暖化のコストを何兆ドルも、下手をすると何十兆ドルも上回る負担

を課すことになるかもしれない。

ならば、地球温暖化に関する典型的な報道が、CO2 排出で生じるかもしれない悪いこ

とは何もかも教えてくれるのに、そうした排出を規制しすぎることに血道を上げた場合に

生じるかもしれないコストについては、ほとんどあるいはまったく報道しないというの

は、不思議なことだと思わないだろうか。そしてこれは、第 2章で述べたメディアの悪い

ニュース偏向だけの問題じゃない。どっちの場合にだって、立派に地獄絵図は描けるのだ

もの 2688。つまり、なぜ地球温暖化はオープンな態度で議論されず、子孫たちが代償を支

払わされる大きく高価なまちがいを避けるために慎重に調整されることがなくて、敵対す

る宗教の宣教師たちもかくやと思わせるような熱狂をもって議論されているんだろうか？

これは地球温暖化の議論が、単に人類にとって最適な経済経路を選択するというだけ

の問題じゃないことを示すものだ。そこにはぼくたちがどんな未来社会を好むかという、

もっと深い政治的な根っこがある。
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3つの IPCC「政策立案者のための概要」が承認されたとき、それはさらに政府任命の

科学者たちによって書き直されている。それまでの IPCC 報告から、一番重要な声明は

地球温暖化において人間が悪者だというものになることはよく知られていた。「証拠を総

合すると、地球の気候には明らかな人間の影響があることが指摘される 2689」。結果とし

て、新しい報告をどう書くかについてはかなりの議論が行われた。2000年 4月には、こ

の文言はこうなるはずだった：「地球気候には明らかな人間の影響が見られる 2690」。2000

年 10月のドラフトでは、「人工の温室効果ガスが過去 50年で観測された温暖化に大幅に

寄与した見込みが高い 2691」となっていた。でも公式の概要では、この文面はさらに強い

口調となっていた：「過去 50 年で観測された温暖化のほとんどは、温室効果ガスの濃度

増加によるものである見込みが高い 2692」。この変更を行った科学的な背景について New

Scientist 誌が尋ねたところ、国連環境計画 (UNEP) のスポークスマンであるティム・ハ

イアムはとても正直にこう答えた：「別に新しい科学的発見はありませんでしたが、科学

者たちは明確で強いメッセージを政策立案者に伝えたいと思ったのです 2693」。

同じように、地球温暖化のコストと便益を議論するにあたり、2000年 10月のドラフト

は（ここでさっき引用した背景文書と整合する形で）「多くの先進国では、世界の平均気温

上昇がおよそ 2◦C までならば、経済的な純利益が計上されるだろう。気温上昇が 2− 3◦C

の範囲なら、先進国への影響はプラスマイナスの混合か、差し引きゼロの影響が見込ま

れ、温度上昇がそれ以上なら純損失が生じる 2694」と述べていた。地球温暖化がそこそこ

なら純利益が発生するという声明は、もちろんあちこちで引用されたことだろう。でも、

できあがった「概要」の声明は以下のように変わっていた：「気温上昇が摂氏数度の範囲

なら、先進国への影響はプラスとマイナスが混じったものになり、温度上昇がそれ以上な

ら純損失が生じる 2695」

すでに述べたように、政治的判断から IPCCは地球温暖化の総費用便益を見ないことに

なり、温室効果ガス排出をもっと削減する方法についてだけ検討することになった 2696。

これはつまり、ぼくたちの政策上の選択が持つコスト評価――下手をすると、余計なコス

トが何兆ドルもかかる――についての、これまで述べてきたような肝心な議論がもはや

IPCC報告では行われないということだ 2697。かわりに主要 IPCC分析の一部は、気候政

策を他のあらゆる政策領域に結びつけはじめた：

将来の排出量は、単に気候政策だけでなく、我々が暮らす「世界」によっても左

右されることになる。そちらのほうが重要だろう。技術、投資、貿易、貧困、生物

多様性、コミュニティの権利、社会政策や統治など、気候政策とは無関係に思える

分野の意志決定も、排出量や、必要とされる削減規模、およびそのコストや便益に

とって重要なインパクトを持つ。逆に、暗黙のうちに社会、環境、経済、安全保障
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問題を左右する環境政策は、持続可能な世界を作り出すための重要なてことなるか

もしれない 2698。

つまり、気候政策は、発展の別の方向性を示すための道具や口実として使われる可能性

がある 2699。でも、「環境希少性という背景を鑑み」、この方向性は
エ コ

環境効率性、産業エコ

ロジー、
エ コ

環境効率の高い消費などに焦点を合わせなくてはならない 2700。基本的に IPCC

は、福祉と生産を切り離す必要があると結論している 2701。それどころか、いろいろなも

のの性能は、環境のことを考えれば向上を続けるわけにはいかないんだと納得させる必要

がある、というのが結論になっている。

たとえば、ますます「交通が高速化するのは（効率性向上はさておき）長期的には環

境的に持続可能だとは考えにくい 2702」。でもそれでもオッケーなのだ、なぜかというと

「このトレンドが真に生活の質を向上させるかどうかは疑わしい 2703」から。かわりに、

IPCCは最高速度のもっと低い車や電車を作り、帆船やバイオマス（これは「人類がおも

いだせる限り再生可能エネルギーのベースであり続けた」とのこと）や自転車のすばらし

さを賞賛しろとうながす 2704。同じように、交通輸送の需要を避けるため、地域化した経

済を実現すべきだと示唆されている 2705。

要するに IPCC が提案しているのは――そしておおっぴらに認めているのは――ぼく

たちが個人としてのライフスタイルを改めて、消費から遠ざかる必要があるということだ

2706。資源の共有（たとえば共同所有などを通じて）を重視し、豊かさよりは自由な時間

を選び、「消費を抑えて自由を高める 2707」ことを重視すべきだ。気候変化のためにぼく

たちは世界のモデルを作り替え、もっと「適切なライフスタイル 2708」を見つけなきゃい

けない。

問題は「こうした選択肢を市民が受け入れるための条件は、必要とされるほどの大規模

な形では存在しない場合が多い 2709」ことだ。それどころか、「気象変化の重要性と、そ

の是正のための行動の必要性について地元のアクターたちを説得するのは難しい 2710」の

だった。IPCCは、ぼくたちがもっと遅い車（あるいは車の廃止）や、自転車はあるけれ

ど国際旅行のない地域化された社会を受け入れたがらないのは、メディアに洗脳されたか

らだ、とさえ示唆するほどだ。テレビの登場人物たちを自分の生活の参照点にしてしま

い、それをもとに自分の価値観やアイデンティティを形成しているのだ、と 2711。結果と

して IPCCは、メディアはもっと持続可能な世界への道を作る手助けだってできる、と述

べる。「メディア専門家たちの、温室効果ガス削減のニーズに対する認識を高め、ライフ

スタイルや志向の形成におけるメディアの役割に関する認識を高めることが、もっと広範

な文化的シフトを推奨する有効な方法となるだろう 2712」。

ぼくたちがもっとモノが欲しいと思うのは、そういうふうな条件付けを受けたからだ、
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というわけ 2713。IPCCが述べるように、ぼくたちはこれ以上の消費なんかいらないのだ

――研究の示すところでは「GNPの水準と生活の質（または満足度）との間には、一定

水準を超えてしまえば明確な関係はなくなる 2714」。この議論は、「アメリカでの消費は

1957年以来倍増したけれど、平均的なアメリカ市民は自分の幸福度が下がったと考えて

いると報告されている 2715」ということを示す調査に基づいている。残念ながら、この調

査の参照の仕方はまちがっているし 2716、それにこういう調査は時代をまたいで比べるの

がえらく難しいのは有名だし 2717、何よりもこの議論は今やまちがっている――1957年

以来で唯一比較できる時系列データを見ると、幸福度は特にはっきりした傾向を持ってい

ないし、1957年に比べて 1988年や 1990年の結果は実は上回っている 2718。さらに、所

得と幸福の間のつながりがないというのはまちがっている――お金持ちになればなるほ

ど、追加の満足は少なくなるかもしれないけれど、でも満足度が増えるにはちがいないの

だ 2719。

とはいえ、この説明は明らかに、地球温暖化が単に CO2 の排出量割り当てとか、温度

を測るとか、子孫たちのために一番豊かな社会を残すための道を選ぶという話だけじゃ

ないということを示している。IPCCは、気候に関する配慮は気候政策だけじゃなくて、

「開発、平等、持続可能性、持続可能な発展を含む広範な課題」に関わると述べることで

論争に加わっている 2720。

同じように、環境運動の温室効果ガス削減に対する関心は、地球温暖化という狭い懸念

事項をはるかに超えるものだ。これを一番よく表していたのが、1989年 3月のある出来

事かもしれない。電気化学者 B・スタンリー・ポンズとマーチン・フライシュマンが、室

温で核融合を実現させたと発表して世界を震撼させたときのことだ 2721。ほかの研究者た

ちが常温核融合を再現しようとして失敗するにつれて、だんだんそれは疑問視されるよう

になり、いまじゃほとんどの研究者たちは常温核融合を壮大なおとぎ話だと考えて、認め

ていない 2722。それでも、ごく短い期間とはいえ、常温核融合に手が届くかもしれないと

信じることができた――そうすれば、人類は要するに、クリーンで安くて無限のパワーに

アクセスできるようになる。

1989年 4月に、『ロサンゼルス・タイムズ』紙はトップクラスの環境保護論者たちに、

常温核融合についてどう思うかを尋ねた 2723。その技術が仮にクリーンで安かった場合と

いう想定のもとだったのに、ジェレミー・リフキンはそれでもこう答えた。

「地球に起こりうる最悪のことですね」。無尽蔵のパワーは、人類に地球資源を使

い果たし、その脆弱なバランスを破壊し、想像を絶する人工・産業廃棄物を作り出

す無限の力を与えるだけだ、とかれは論じる 2724。

カリフォルニア大学バークレー校の物理学者ジョン・ホールドレンは「クリーンに燃え
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て公害を出さない水素ブルドーザーだって、木をなぎたおしたり、農地に住宅開発をした

りできる」と指摘した。

カリフォルニア大学バークレー校の人類学者ローラ・ネーダーはこう語っている：

多くの人は、安くて大量にあるエネルギーは人類にとってよいことだと簡単に想

定してしまいますが、そんなことを示す証拠はありません。1950年から 1970年に

かけて、エネルギー利用は倍増しましたが、生活の質を示す指標はすべて下がりま

した 2725。

スタンフォード大学の生物学者ポール・エーリックは慎重だった。安いクリーンなエネ

ルギーは人類にとって大きな後押しとなる可能性はあるけれど、問題は「産業社会はこれ

まで、パワーを賢く使わず」、大規模な公害を引き起こした。まとめとしてエーリックは、

常温核融合はクリーンで安価だったとしても、「白痴の子供に機関銃を渡すようなものだ

2726」と述べている。

最後に自然システム生物学センターのバリー・コモナーは「核融合パワーは既存のエネ

ルギー源からの関心をそらすものだからゆゆしき存在だ。ソーラーパワーのような安全で

実証済みの分散型技術が、すぐそこにあるというのに、証明もされていない危険かもしれ

ないような核融合なんていう技術に飛びつくのは、まるで筋が通らない、とかれは言う

2727」。

ほとんど理想的なエネルギー源に対するこうした反対論が何を示しているかと言えば、

重要な論点がエネルギーでもないし、エネルギーの経済性についてのものでもない、とい

うことだ。これはまちがいのないことだ。もとの『ロサンゼルス・タイムズ』紙の質問は

そもそも「もし仮に常温核融合が安くてきれいなエネルギー源になったら？」というもの

だったからだ。ところが反対論者たちは、その回答を別の論点から導いている。要する

に、批判は別の価値観を示して、資源にあまり依存しない、工業化していない、商業化し

ておらず、生産志向でない分散型の社会を指さしている。こうした論点はもちろんあって

もいいけれど、でも議論の主眼が最早エネルギーとはずれていることは認識しておくべ

きだ。

というわけで、これが地球温暖化議論が 2つの宗教の衝突みたいに聞こえるのはなぜか

という答えだ。ぼくが本書で示した議論は、世界の見方の一つだ。それは地球温暖化の基

本的な問題に対処しようとして、それに対応するためのできるだけ最高の政策を見極めよ

うとする。でも、その解決策が社会の組成を根本的に変える手助けをするべきだなんてこ

とは要求しない。

もう一つのアプローチは、地球温暖化をほかのもっと広い政策目標の踏み台に使うもの

で、やり方としてはまったく正当ではあるけれど、正直いってそういう目標をはっきり述
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べておくのが筋ってもんだろう。シナリオのモデル作成者たちが、B1シナリオが「最高」

だと述べるとき、かれらが本当に述べているのは、豊かさは低いけれど気候変化も少ない

社会をかれらが好んでいる、ということだ 2728。でも、ぼくはかれらがこの選択をきちん

と説明すべきだと思うのだ。だって豊かさの低下は 107 兆ドルで、気候変化のコストは

「たった」5兆ドルなんだから。同じように、B1シナリオは本当に発展途上国にとっても

いいんだろうか？　かれらは個人所得の 75パーセントを失うことになるんだよ？

IPCCが、ぼくたちは幸福になるのにお金なんか要らないんだよと告げ、地域化した経

済を持つ分散型の世界では自転車や帆船で十分じゃないかと言うのは、確かに議論として

はあり得る。でもニュースの見出しに出たのはそういうお話じゃない 2729。IPCCはむし

ろ地球温暖化における人間の悪者ぶりの記述を強化したぞ、ということが見出しになる

――「明確で強いメッセージを政策立案者に伝えたいと思った 2730」から。そしてこの

メッセージがはっきりと伝わったことは、以下の見出しを見てもわかる：「人類みんな有

罪！　地球温暖化は人間のせいだと公式に確認 2731」

IPCCの多くの科学者たちは、まちがいなくプロフェッショナルで、学問的にも献身的

だし明晰だけれど、IPCCは政治の地雷原みたいなところで活動しているし、一見科学的

な意志決定についても、それが明らかに報告を歪めるようならば、政治的な責任をとらな

きゃいけない。IPCCが実際とはるかにかけ離れた「お話」として提示されたシナリオを

使ったとき、多くの極端な想定を使ったことが、なんだかんだ言って政治的な意味合いを

持ってしまった。CNN、CBS、『ロサンゼルス・タイムズ』紙、『タイム』誌などの主要

メディアでの報道を見てみると、そのすべてが 5.8◦C の高い温暖化の数字は使ったのに、

低い推計の 1.4◦C に言及したものは一つもなかったことがわかっている 2732。

24.21 結論：怪談としっかりした政策

地球温暖化論争からくる大事な教訓は 3つある。まず、ぼくたちは自分が何について議

論しているのか、きちんと認識する必要がある――地球温暖化に一番効率的な形で対応し

たいのか、それとも地球温暖化を踏み石にして、ほかの政治的プロジェクトを実現したい

のか。これを自分自身や他人に対して明確にするまで、論争はずっと泥沼のままだろう。

個人的には、思考をはっきりさせるためにはとことん、課題をわけたほうがいいと思う。

あらゆる問題を一発で解決しようとしたら、おそらくはあらゆる分野でまずい解決策を実

施することになる、というのも大きな理由だ。だからここでは、単に地球温暖化の問題だ

けに目を向けることにする。

第二に、ものすごい大金をかけて地球の温度上昇をほんのちょっと下げることができた

としても、それが資源の使い方としてまずくて、こうした資金を発展途上国に向けたほう
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がずっと有効であるなら、そんなことにお金をかけるべきじゃないということだ。地球温

暖化に使う資源と第三世界援助に使う資源との結びつきは、実はずっと深い。なぜかとい

えばすでに見たように、地球温暖化で圧倒的に大きな被害を受けるのは発展途上国だから

だ。だから地球温暖化の緩和に資源を費やすとき、ぼくたちは実はかなりの部分で、発展

途上国の将来の人々を助けていることになる 2733。でも、同じお金を直接発展途上国で使

えば、ぼくたちは今の途上国住民を助けてあげられるし、かれらを通じてその子孫も助け

ることになる。第三世界の住民はおそらく将来にはずっとお金持ちになるだろうし、発展

途上国への投資収益率が地球温暖化防止に対する投資収益率よりずっと高いことは示した

から、問題は要するに次のように集約できる：ぼくたちは、百年後のもっと豊かになった

第三世界の住民たちをちょっとだけ助けたいのか、それともいまの第三世界にいる貧しい

住民たちをいっぱい助けたいのか？　問題の規模の感覚をつかむために挙げておくと――

京都議定書は、おそらく年 1.5億ドルかそれ以上かかる（図 164)。ユニセフは、年にたっ

た 700–800億ドルあれば、第三世界の全住民に、健康、教育、上水、下水といった生活の

基本を提供できると見積もっている 2734。さらにもっと大事な点として、もしこんな大量

の投資を現在の発展途上国に集められるなら、かれらは将来の地球温暖化に対応できるだ

けの、ずっと優れた資源やインフラを手に入れることができるわけだ。

第三に、地球温暖化のコストはものすごいということを認識すべきだ――5兆ドルくら

い。CO2 排出削減はすぐにものすごく高くつくようになるし、容易に生産性を引き下げ

ることになるから、ぼくたちはもっとがんばって、長期的に温室効果ガスの排出を軽減す

る方法を見つけるのに力を注ぐべきだ。これは一部は、もっと太陽光エネルギーや核融合

みたいな将来のエネルギー源として見込みあるものを探すのに投資しろ、ということだ。

いまのアメリカの再生可能エネルギー研究開発投資はたった 2 億ドルだから、これを大

幅に増やせば、21世紀後半に向けて再生可能エネルギーへの切り替えを実現するための、

見込みの高い投資になるんじゃないだろうか。また一部は、ぼくたちはほかの技術的な小

技（通称ジオエンジニアリング）も探ってみるべきだということだ。これは海の施肥（海

藻が死んで海底に沈むときにもっと炭素を固定するようにするとか）、成層圏に硫黄微粒

子を撒いてみるとか（これは地球を冷やす）、化石燃料使用時の CO2 を捕まえて、それを

地層の中に押し込めて保存させるとか、いろんな提案がされている 2735。ここでも、この

アプローチのどれかが実際に CO2 排出（の一部）を減らしたり地球温暖化を止めたりで

きるなら、世界にとっての価値は莫大だ。

最後に、地球温暖化のコストは世界経済全体との関連で考えてやるべきだろう。もし京

都議定書をまずい形で実施したり、排出量の現状維持なんていうもっと厳しい削減をやろ

うとしたら、お値段は 21世紀半ばに向けて、毎年世界 GDPの 2パーセントは軽く超え
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るだろう。

さて、世界生産の 2パーセントというのは、地球温暖化と戦うコストとしては大金だと

言えるか？ 2736 　これはすべて、ぼくたちの見方次第だ。ある意味で、世界総生産の 2

パーセントを毎年、というのはもちろんすさまじい大金だ――世界で毎年費やされる軍事

費と同じくらいのお金になる 2737。

同時に、世界経済は 21世紀の間ずっと、2–3パーセント成長を続けると考えられてい

る。だから地球温暖化を永遠に抑える総コストは、成長曲線を 1年にもならないくらい遅

らせるだけだ、という議論もできる。言い換えると、本来 2050年に享受するはずだった

繁栄が、2051年にならないと享受できない、ということだ。そしてそのころには、世界

の市民の平均は、いまの二倍も豊かになっている。

これは別に、5兆ドルとか 10兆ドルという数字が大したことないと言いたいわけじゃ

ない。正反対だ。それでもぼくは、お金はなるべく賢明に使うべきだと信じている。で

も、このコストでみんな貧乏農場送り、というほどのものじゃない。地球温暖化はこの意

味で、やっぱり限られた、なんとかなる問題なのだ。

図 165は各種の政策を将来の全消費に対して適用する場合の総コストを示している。地

球温暖化はぼくたちの総消費の約 0.5パーセントのコストがかかる。CO2 排出の現状維

持ですら、地球温暖化に対して最適な解決策を選択するのに比べれば、ぼくたちの富の全

体の「たった」0.4パーセントのコストがかかる。

この将来の全消費を見ると、地球温暖化というのは世界が直面している問題として、最

重要にはほど遠い代物でしかないということが改めてわかる。大事なのは、発展途上国

を豊かにして、先進国の市民たちにはさらに機会をたくさん与えることだ。図 166では、

IPCCの主要シナリオ 4つについて、21世紀全体の総所得を示してある。もしグローバ

ルな形で経済発展に専念した世界を選べば、総所得は 900億ドルくらいになる。でも、環

境にばかりかまける道を選べば、グローバル化は進めた場合ですら人類は 107兆ドル、つ

まり潜在所得総計の 12パーセントを失う。さらに、21世紀の問題を解決するのにもっと

地域重視のアプローチを選んだら、$140–274兆、つまり潜在所得の 1/4以上を失うこと

になる。さらにこの損失は、ほとんどが発展途上国にしわ寄せが行くことになる――A1

から B1に切り替えると、発展途上国は総所得の 1/4を失う 2739。

これまた、5兆ドルという地球温暖化のコストと、21世紀を通じたその他の環境政策コ

スト総額 18兆ドルという費用とを考える必要がある。これが示しているのは、もしこの

地球を先進国・途上国の両方で、子孫たちにとって最大限の可能性を持った惑星として遺

してやりたいのであれば、もっぱら経済に専念して、世界的な文脈で問題解決を図ること

が重要であって――IPCC的な言い方をすると――地域的な形で環境にばかりかまけるべ
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図 165: 将来の総消費 (1兆 2000米ドル単位)、現状のまま、シナリオ 5種類、地球

温暖化がなかった場合の価値。出所: Nordhaus and Boyer 2000a:7:26, 8:28, BEA

2001b-c.

きじゃないってことだ。基本的に、これは経済成長、特に第三世界の経済成長を確保する

ことに焦点をあわせて、同時にグローバル経済を確保することだ。これはどっちも、世界

が世界貿易機構 (WTO) の枠組みによって自分に課している課題だ。ここで成功すれば、

ぼくたちは世界の所得を$107–274兆も増やせる。一方、ぼくたちが最も効率のいい地球

温暖化政策を実現したとしても、世界の富はたった$0.245 兆しか増えない (図 164)。平

たく言えば、ぼくたちや子どもたちの未来にとって大事なことは、ほとんどが IPCCの枠

組みなんかではなく、WTOの枠組みによって決まってくるのだ。

とはいえ、ぼくたちは実際こんなに豊かなんだし、地球温暖化に対して部分的に保険料

を払って（GDP の 2–4 パーセント）、同時に発展途上国も助けてあげられるだけのお金

（これまた GDP 2パーセント) はある、と主張したくなる向きもあるだろう。そうしたと

ころで、成長が 2–3年遅れるだけなんだから、と。そして、確かにその通りではある。ぼ

くとしては、こんなかなりどうでもいいような保険に 2–4パーセントも保険料を払うこと

に意味があるとは思えない。ぼくたちも子孫たちも、同じ投資をどこかよそに向けた方が

ずっと大きなメリットを得られるんだから。でも、ぼくたちにそれができるだけの豊かさ

がある、というのは事実だ。

そしてこれが、本書の主要論点の一つになる。
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図 166: IPCCの 4主要シナリオを、グローバル・地域的軸と、経済重視・環境重視

軸とともに表示。2100–2100年の総所得の価値は、A1（グローバルで経済重視のシ

ナリオ）では 895兆ドルと推計される 2738。グローバルな枠組みで環境を重視する

コストは$107兆 (B1) で、経済重視だが地域ごとに考える場合は$274兆 (A2) 、を

して環境重視で地域化する場合のコストは$140兆 (B2) となる。ちなみに地球温暖

化の総コストは 4.8 兆ドル、つまり A1 シナリオの 0.5 パーセントだ。すべての金

額は 2000年米ドル。出所: IPCC 2000b, BEA 2001b-c.
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第 25章

窮地なの、進歩なの？

本書を通じ、ぼくは一貫して事実をすべて提示して、世界の本当の状態についておお

ざっぱな感覚を提供しようとしてきた。そしてそれを、しつこく唱え続けられる定番話か

らくるぼくたちの目下の理解と比較対比させようとしてきた。このまとめの章では、ぼく

たちの歪んだ世界観の問題点と、その帰結をまとめてみたい。でも一方では、人類として

残された大きな課題だとぼくが考えるものについて、もっと自由に指摘させてもらおう。

グローバルな水準では、飢餓と貧困について大きな問題が残っているというのは明らか

だと思う。ずっと多くの人々を食べさせ、しかもその量や質もこれまでになく高め、これ

までにないほど多数の人を貧困から引っ張り上げたとはいえ、そしてこの嬉しいトレン

ドは当分続きそうだとはいえ、まだ飢えた人は 8億人、貧困者も 12億人ほどこの世には

残っている。発展途上国の環境の質について、長期的な改善を確保するには、成長を確保

してこうした人々を飢餓と貧困から引っ張り出すことが何より重要だ。歴史的経験から見

て、ぼくたちが環境問題について考え、心配し、対処するには、十分に豊かにならないと

ダメだからだ。

先進国について言えば、全体としては大きな進歩をとげてきたし、環境問題でもかなり

の進歩が見られた。こうしたありがたい展開は、これ以上環境のために何もしなくていい

ということにはならない。それどころか、多くの領域で長期にわたり、きちんとした環境

管理にもっと投資するのが賢明だろう。大気汚染の議論が指摘したように、微粒子による

公害はたぶん 1500年代以来最低の水準だろうけれど、排出物をさらに引き下げるのはリ

ソースの使い道として賢いだろう。でも、一層優れた環境への投資は、もっとよい世界の

ために投資する数ある方法の一つでしかなくて、環境だって教育の向上やヘルスケアの増

加、インフラ改善や第三世界の改善と比較したうえで優先順位を決めるべきだ、というこ

とは認識しなきゃいけない。

ここでも重要な点は変わっていない。もし未来のために最善の決定をしたいなら、優先

順位づけはおびえに基づくのではなく、事実に基づかないとダメだ。だからぼくたちは、
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自分のおびえと対決しなきゃいけない。つまり定番話を問い直す必要があるのだ。

25.1 定番話という壮大な寓話

ぼくたちは長いこと定番話を聞かされてきた。滅びの日は近い、というわけだ。レス

ター・ブラウンをはじめ、環境組織や評論家や政治家たちの大群が、来るべき大災厄につ

いて警告してくれている。このメッセージはすさまじい社会的・政治的インパクトを持っ

ていた。前副大統領アル・ゴア『地球の掟』はこの気分の見事な例だ。この本の結論の冒

頭にはあっさりこう書いてある：「いまのような形で組織されている現代の工業文明は、

地球の生態系と激しく衝突している 2740」

そしてこれだけじゃない、とゴアは強く主張する。確かに、世界の熱帯雨林の衰退や、

肥沃な農地の衰退、オゾン層の破壊や気象バランスの破壊はひどいものだけれど、でもゴ

アはこうした災害が「今後繰り返しわれわれを襲う、ますます深刻な生態的カタストロフ

の絶え間ない継続のごく発端でしかない 2741」と本気でぼくたちに説明している。

同時にかれは、損失は環境だけでなくぼくたちの内部でも生じていると強く主張して

いる。ぼくたちは地球との自然な交流を失い、自分自身の存在にとって異質な者になっ

ちゃったのだ。「幸福と快適さの追求が最重要視され」、ぼくたちは「果てしないぴかぴか

の新製品を次々に消費」することにばかりかまけるようになってしまった 2742。ぼくたち

は「プラスチックの造花や人工芝、エアコンに蛍光灯、はめ殺しの窓に絶え間ない BGM、

（中略）眠たい心をカフェインやアルコールやドラッグや幻影で奮い立たせるような、偽

りの世界」を作り上げてしまった。ぼくたちは「本当の人生の直接体験」を忘れてしまっ

た 2743。ぼくたちの文明は、世界を破壊したばかりか、自分自身をも破壊してしまった。

これぞまさに「機能障害の文明 2744」だ。

そしてこのため、ゴアはこの文明こそが新しい敵だと考える。ちょうどナチスドイツや

共産主義的な全体主義がかつての世代にとっての敵だったように。「わたしがナチスや共

産主義の全体主義に対する戦いにしばしば言及したのは、別にたとえ話のためだけではな

い。わたしは環境を救おうとして台頭しつつある努力が、こうした闘争の継続だと信じて

いるのだ 2745」。そしてだからこそ「われわれは環境の救済を、文明の中核的な組織原理

にしなくてはならないのだ 2746」。

25.2 本当の世界の状態

でもこのビジョンとその政治的な帰結は、定番話の神話の上に築かれている。「機能障

害の文明」や「本当の人生の直接体験」喪失についてのゴアの定番話は、おっかないほど
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過去を理想化しているし、世界の発展途上国に対する目を覆うばかりの傲慢さをあらわに

している。

事実は、ぼくたちが見てきたように、この文明は過去 400 年で、すばらしい継続的な

進歩をもたらしてくれた。人類が地球上に暮らしていた二百万年のほとんどの期間、人類

の寿命は 20–30 年くらいだった。過去一世紀の間に、ぼくたちは寿命を二倍以上に増や

し、67年にした。

乳児はもはやハエみたいに死んだりしない――いまや死ぬ子は二人に一人ではなく、20

人に一人だけだし、死亡率は今なお下がり続けている。ぼくたちはもうほとんど慢性的に

病気だったりしないし、吐息も腐った歯のせいで臭かったりしないし、化膿性の潰瘍、湿

疹、疥癬、膿の流れるただれなんかもない。食糧も昔よりずっとある――しかも地球は昔

よりずっとたくさんの人を擁しているのに。第三世界の平均的な住民は、いまや 38パー

セントも多くのカロリーを摂取している。飢えている人の割合は、35パーセントから 18

パーセントへと劇的に減って、2010年にはこの率がさらに下がって 12パーセントになる

だろう。その頃には、ぼくたちはさらに 30億人以上の人々にまともな食事を与えている

ことになる。

ぼくたちは人間の繁栄において、前例のない成長を経験してきた。過去 40 年の間に、

みんな――先進国だろうと途上国だろうと――三倍以上豊かになった。もっと長い目で

みると、この成長はまったく圧倒的だ。アメリカ人たちは過去 200 年で 36 倍も豊かに

なった。

ずっと多くの生活施設にアクセスできるようにもなった。これはきれいな飲料水から電

話やコンピュータや自動車まで様々だ。人類の教育もよくなった。第三世界では、非識字

率は 75パーセントから 20パーセント以下に下がり、また先進国でも途上国でも、教育水

準はとてつもなく上がった――発展途上国の大学教育は、30年でほとんど 400パーセン

トも増加した。

余暇時間も増え、安全も高まり、事故も減り、教育も高まり、利便設備も増え、所得も

上がり、飢えた人も減り、食糧は増え、健康で長生きできるようになった。これは人類の

すばらしい物語だし、こんな文明を「機能不全」呼ばわりするのは、はっきりいって不道

徳だ。発展途上国では、まだ基本的な必需品が得られない人はいるし、かれらにとって成

長と発展は、プラスチックの造花だの電子レンジ食品だの、アルコールやドラッグだのの

どうでもいい体験じゃない。それはまともな生活を送る機会だし、選択の可能性を手に

入れ、とにかく腹を満たすという心配以上のところへ到達できる機会を与えてくれるも

のだ。

工業国にとって、成長と進歩はずっとよい生活を与えてくれたので、ぼくたちはやっ
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と、人生を最大限に生きるにはどうしたらいいかを考えるだけの時間とリソースを手に入

れることができた。皮肉なことに、アル・ゴアがこの社会をこきおろすのも、成長のおか

げでぼくたち（そして当のアル・ゴア）が肉体的な限界から解放され、選択の可能性を与

えてもらえたからこそ可能になったことだ――その選択で、今日の社会に背を向ける道を

選んだとしても。

もしゴアがぼくたちに、ショッピングを減らしてもっと生を謳歌したほうが幸せじゃな

いか（ショッピングセンターに行くより友だちを訪ねたり、自然の中でハイキングをした

り、絵を描いてみたり等）と考えてみようと言いたいだけなら、そういうコメントは当然

よくわかるし、まともな提言として役にもたつだろう。でもゴアははるか先までいって、

ぼくたちの生活が人工的なインチキだと述べ、ぼくたちの文明と、親の世代が、ぼくたち

を無理矢理この機能障害の生活へと洗脳してしまい、いまやぼくたちは自分を取り巻く監

獄の壁も見えなくなっているのだ、と言い出す 2747。ぼくたちは知らず知らずのうちに抑

圧されているのだ、と。こういう傲慢きわまる態度は、ぼくたちの民主的な自由を否定

し、ぼくたちが他人と衝突するようなものでない限り、自分の人生の送り方を自分で決め

てよいという基本的な権利を否定しかねないものだ。

でもアル・ゴアとレスター・ブラウンの両方にとって、この議論はずっと根が深い。と

いうのもかれらの批判を本当に正当化しているのは、ぼくたちが昔よりうまくやっている

ということじゃなくて、ぼくたちがうまくやっているのは、ますます地球の生態系を犠牲

にしているからだ、という主張だからだ。だからこそ現実にぼくたちは、地球の限界との

狂った衝突をやめさせなきゃならない、というわけ。

こうしてアル・ゴアは、現代社会を経験しつつ、その破壊の萌芽を見たという文化的悲

観論者の長い一覧に名を連ねることになる 2748。フランケンシュタインからジュラシッ

ク・パークまで、ぼくたちの技術的有能さはぼくたちの期待はるかに凌駕して手に負えな

くなり、おかげでコントロールの効かない世界が創られてしまったと考えられている。

皮肉なことに、アル・ゴアはこの機能障害を逃れる道は「真実の厳しい光 2749」に頼る

ことだ、と信じている。そしてぼくたちが本書を通じて一貫して見てきたように、真実の

光は確かに厳しい面を持っている。特に定番話の中核神話に対しては。

というのも食糧生産はこれからも、もっとたくさんの人に、もっと多くのもっと安い食

糧を与え続けるからだ。森林はなくならない。エネルギーも原材料も、水も不足しない。

先進国の都市の大気汚染は改善され、これが途上国でも実現されると考えるべき理由は十

分にある。海は汚染されず、川はきれいになってもっとたくさんの生命体を養えるように

なり、メキシコ湾など沿岸水域では栄養素の流入が増大したけれど、これは大きな問題

じゃない――実は一般には便益のほうがコストを上回る。廃棄物も特に大問題ってわけ
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じゃない。アメリカのゴミは 21世紀を通じて、一辺 29km以下の正方形の埋め立て地に

おさめられる――オクラホマ州ウッドワード郡のたった 26パーセントだ。

酸性雨で森林が死に絶えたりはしなかったし、多くの人が主張するほど生物種は絶滅し

ていない。今後 50年で生物種が半減なんて言われたけれど、実際の数字は 0.7パーセン

ト減るくらいですみそうだ。オゾン層の問題もおおむね片が付いた。現在の地球温暖化の

進展見通しは、何か大災厄を示唆するものじゃない――むしろ、ぼくたちのエネルギー消

費が 21世紀末のかなり手前で再生可能エネルギー源に大きくシフトすると考えていいだ

ろう。実は、真の災厄はむしろ、高いコストをかけて今の炭素排出を削減しようとして、

発展途上国を助けるのをやめたり、非化石燃料の研究をやめたりして、リソースを愚かに

使うことで生じる可能性が高い。そして最後に、化学物質に対する心配や農薬へのおびえ

は無根拠で非生産的だ。まず農薬をなくすと資源の無駄になるし、ガンはかえって増える

だろう。さらにガンの主要因は化学物質じゃなくてぼくたち自身の生活習慣だからだ。

定番話は神話に基づいている。でもこうした神話の多くは、良心的で心優しい人たちが

広げているものだったりする。さらにこうした神話が実は「ますます深刻な生態的カタス

トロフの絶え間ない継続のごく発端でしかない」と信じるのを選ぶこともできる。でも、

これが純粋に思いこみでしかないと指摘するのは大事だ。今後現れてきそうな重大な問題

は、他に特に思い当たらない。

ブラウンやゴアが述べ立てる「機能障害の文明」という批判は、単にカルヴァン主義的

な罪悪感の表現でしかないという印象は、なかなか避けがたい 2751。あまりに成功しすぎ

たから、本気で多少恥じ入ってしまうというわけだ。ぼくたちは本当に、地球温暖化は当

然の報いだと思っているのかもしれない。

でもこんな結論を出す必要はまったくない。恥ずかしがって自分を罰する必要なんかな

い。人類のくびきをこんなにたくさん振り払い、繁栄という面ですばらしい進歩を可能に

したことを、喜ぶべきだ。そして事実をちゃんと見よう――全体として、この進歩が続か

ないと予想すべき理由はないんだ。

これが世界の本当の状態だ。

25.3 それなのにもっと心配するぼくたち

もちろんこれは、何もかもバラ色ぜんぜんオッケーで、問題が何一つなしってことじゃ

ない。人類はまだ山ほど取り組むべき課題を持っている。今も将来も。事態はいまはマ

シにはなったけれど、十分にはよくない。

とはいえ、本当の世界の状態をこうして見せられると、これまでの実績を考えれば、人

類の創造性と集合的な努力を持ってすれば、そういう問題だって対処できるし解決策だっ
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てありそうだ、ということに気がつく。結果としてぼくたちは、残った問題に対して自信

を持って工夫をしつつ、もっとよい世界を築こうとすることができる。

そしてはっきり言って、ぼくたちは地球に残された真の課題を十分に理解している。飢

えている人が 8億人いる。飢えている人の数は減ってきたし、特に 1950年以降にはその

減り方もずいぶん加速したけれど、でも 8億はまだまだ多すぎる。さらに貧乏な人も 12

億人いる。貧困者の比率は 1950年以来急速に下がってきたけれど、これまたまだまだあ

まりに多すぎる。

こういう課題を優先順位のてっぺんに据えるべきだ。そしてそのためには、先進国は発

展途上国の構造改革を助け、かれらを民主主義と法のルールにコミットするようにさせる

一方で、GNPの 0.7パーセントを ODAで出すという国連声明を守るようにしよう。今

のところこれを満たしているのは、デンマークとノルウェー、オランダとスウェーデンだ

けなんだよ 2752。一方でこれは、発展途上国をグローバル経済に参加させてあげて、かれ

らがまさに競争優位を持っている分野で競争させてあげるということだ。これはぼくたち

が輸入制限をやめて、自国の農業や繊維といった労働集約的な製品への補助金をカットす

べきだということだ。この二つの領域は、先進国がいちばん保護をかけている部分だか

らだ。

西側世界についても、課題はわかっている。多くの人が未だに大気汚染のために無用の

死をとげている。大気汚染は過去 30年で大幅に減ったけれど、まだ高すぎる。特に微粒

子については。だから便益がコストを上回るところではきびしい公害規制をかけること

が、いまなお目標として必要だ。あと、みんな禁煙して、高脂肪食品を避け、もっと運動

しなきゃダメだ。さらに社会としてぼくたちは、たくさんの社会や教育上の改善を実現す

るべきだ。でもこういう領域は残念ながら、殺虫剤や酸素欠乏、地球温暖化、森林、風力

発電、生物多様性等々といった分野に注力するのに比べると、あまりかっこよくない。後

者のほうは、だれか他の人のせいにできるからだ。

ブラウンやゴアや、環境に配慮するエリート層すべての繰り出す定番話の一番深刻な結

果は、それが残った問題を解決する能力に対する自信を失わせる、ということだ。追いつ

められた感じがして、いつも決死の覚悟で行動する必要があるような印象を与える。そし

てこれはつまり、しばしば感情的な山勘による賢明でない意志決定をやらかすようにな

る、ということだ。定番話が現代人を冒し、それはぼくたちに直接影響する。定番話はぼ

くたちをおびえさせるのだ。

社会科学者アーロン・ワイルダブスキーはこのパラドックスについて考察している。

「なんと驚くべきことだろう！　最も豊かで、長寿で、よく守られ、最も有能な文明が、自

分自身の技術について最高度の洞察も持っているのに、いちばんおびえた文明にならんと
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しているとは！ 2753」

このおびえがよくわかるのは、人々がインタビューを受けたときだ。みんな怖がって

る。未来を怖がっている。『未来の健康』調査で、人々は 10年前と今とで環境問題がどれ

だけ自分の健康に影響していると思っているか、そして環境問題が 25年後に自分の子ど

もたちにどれだけ影響すると思うかを尋ねられている。図 167を見るとわかるように、回

答者たちは――圧倒的に――怖がっている。回答者たちは、環境問題は過去より将来のほ

うがずっと健康に影響するものと一貫して思いこんでいる。これは――少なくとも先進国

に関する限り――驚異的なことだ。環境関連のガンの半数以上を引き起こしている大気汚

染が、すさまじく改善されてきたことをぼくたちは事実として知っている2754。でもみん

ないまだに、それがどんどんひどくなっていると信じ込んでいる。

この感覚は、大部分が例の定番話によって引き起こされている。環境がひどい状態だと

いう情報が絶え間なく流されているせいだ。でも、客観的な数字が正反対のことを示し

ているのに、どうして事態が悪化しているなんて信じ込めるのか？　この一見するとパ

ラドックスに見えるものは、しばしば以下のような表現で説明される繁栄の結果らしい：

「食べ物がなければ問題は一つ。食べ物が足りれば他の問題がたくさん 2755」。ぼくたちは

いまや、いろんな意味であまりに豊かになりすぎたので、その他のつまらない問題山ほど

について心配するだけの暇ができたってことだ。

一部の社会学者はこれを、現代社会が組織的に目に見えないリスク（たとえば農薬や放

射能）を作り出し始めたことの表現だとして見ている。つまり専門家しか判断がつかない

ようなリスクだ 2756。でもこの議論は見当ちがいに思える。過去の時代にだって、人間社

会は大量の目に見えないリスクを作っていた――結核、ペスト、天然痘は裸眼じゃ見えな

いし、手当たり次第に攻撃するように思える。こうしたリスクは、ずっと短い期待寿命か

らもわかるように、ずっと大きなものだった 2757。もっとありそうな説明は、ぼくたちの

社会はリスクについてずっと多くの情報を作り出し始めたから性質が変わったのだ、とい

うものだ 2758。

これは導入部で述べた論点でもある。ぼくたちのおびえはかなりの部分が、科学者や組

織やメディアによってますます悲観的な情報を与えられていることからきている。ぼくた

ちは、そんなことまで心配しなきゃいけないのか、といようなことまで意識させられてし

まっている。

かつてないほどの研究が行われている。その結果として一つ明らかなのは、ますます因

果関係が見つかるようになるということだ。こうした関係の多くはきわめて微少なもの

だ。そしてこうした研究の多くは統計的なものだから、その一部は後でまちがっているこ

とが証明されるだろう。これは別にいけないことじゃない。科学ってのはそういうふうに
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図 167: 10年前、現在、25年後に、環境問題が自分たちの健康に「かなり影響する」

「ある程度影響する」と答えた回答者の比率 2750。出所: Dunlap et al. 1993:14.

進むものだから。でもこれは、必ずしも関係がなかったり、時には正しくさえないような

情報がますますアクセスしやすくなる、ということでもある。ぼくたちは、医薬品分野の

状況や、何がからだによくて何が悪い、という絶え間ない情報爆撃で、こういう傾向には

すっかりお馴染みだ。ある時は塩は健康によかったかと思うと、次の瞬間には塩は健康に

悪い。エストロゲンは、いまは乳ガンの原因だったかと思うと、次の瞬間はちがう。

同時に、各種組織やメディアは関心と市場のパイを取り合う中で、ますます自分の立場

を際だたせるニーズが高まっている。環境組織たちは環境のために戦い、そして導入部で

指摘したように、当然ながらある特定の形で世界像を描き出したいという利害を持ってい
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る。環境はひどい状態で悪化する一方だという世界像だ。環境をひどく思わせれば思わせ

るほど、病院や子供の保育施設なんかよりも環境にお金を使いましょうとぼくたちを説得

するのは簡単になる。こういう組織は、アマゾンの森林消滅がいつ加速したかは喜んで教

えてくれるけれど、それが減速したときのことは話してくれない 2759。

メディアはおもしろくてセンセーショナルなニュースを探しているけれど、しばしばマ

イナス面にばかり着目してぼくたちにもっと心配事を与えてくれる結果となる。豊作だ

と、価格が下がって農民が苦しむ、という話を聴かされる。でも不作だと、値段が上がっ

て消費者が苦しむ、という話になる。1992 年 2 月に、NASA はアメリカ上空でオゾン

層に穴が開くかもしれないと予測したら、このニュースは『タイム』誌の表紙を飾った。

2ヶ月後に NASAがその話を取り消したら、これは誌内のたった 4行 2760。ずいぶんと

注意深い読者でもない限り、どっちの場合にも読者は、世界の状態は悪化したという印象

を受けることになる。

25.4 優先順位の設定とリスク

定番話で作られたおびえは、各種組織やメディアによって上手に伝えられて、そのメ

ディアや団体もまた（各種の理由で）科学の多くの成果を選択的に使ってぼくたちの懸念

を裏付けてくれる。このおびえは実に決定的だ。だってそれは、ぼくたちの理性的な判断

を麻痺させちゃうからだ。だから、ぼくたちが数々のちがった重要な課題を優先付けでき

る能力を回復することが重要だ。

ぼくたちみんな、環境のことは気にかけている。図 168を見ると、1970年の第一回アー

スデーの頃に環境意識に火がついて（残念ながら、1973年以前の世論調査データは実に

乏しい）、17パーセントのアメリカ人がこれを最大級の問題の一つとしてあげた。でもそ

れ以来、環境が何にも増して重要な問題だったことは実はない。一番重要な問題は、経済

とか、雇用とか、財政赤字、犯罪、ドラッグ、ヘルスケアだったりする見込みが高い――

今日ですら、環境問題は「最重要課題」の世論調査で 2パーセント以上に上がることは滅

多にない 2762。

でも環境については基本的にみんな好意的で、アメリカ人の 50パーセントは自分を環

境保護主義者だと述べている 2763。実はレーガン時代には、環境についてあまりに配慮が

ないという信念が高まり、同時に経済成長より環境保護を優先するという意志も高まっ

た。1990年代には、その支持がちょっと下がったようだけれど、環境政策を強化するこ

とに対する支持は基本的に変わらなかった。

あらゆる自由民主主義社会で、有権者たちはますます公共サービスに対する期待を増や

し、高めるようになってきたので、公共予算に対する締め付けは西側世界のほとんどで強
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図 168: 環境の重要性についての世論トレンド、1968–20012761。出所: Dunlap

1991b:291,294,300, 1991a:13, GSS 2000, Gallup 2000a, Saad & Dunlap 2000,

Dunlap & Saad 2001, Anon. 1997b.

まっている。大事なねらいの多く、それも環境だけじゃなく、健康や教育、インフラや介

護といった問題が、ますますぼくたちの時間や関心や、何にもましてお金を要求するよう

になってきている。アメリカの環境支出は 1962年以来 7倍増している（図 169）。たった

3倍にしかなっていない GDPの成長を遙かに上回る増加ぶりだ。1999年には、環境関連

の支出は 2,270億ドル、つまり GDPの 2.4パーセントほど。さらに、優れた意義深い環

境プロジェクトが将来たくさん出てこなくなると考えるべき理由はない 2765。だから、そ

れぞれ有意義な各種のねらいの間に優先順位をつけることが、ぼくたちにとってますます

大事になってくる。「はじめに」で使った小話を使うなら、ぼくたちはお皿が十分にきれ

いになるまで洗うにとどめ、それがすでに 99.9999パーセントきれいになっていたら、も

う洗い続けたりしないよう学ぶ必要がある。

この優先順位づけの問題はもちろん、図 168でも目立つ。ここではアメリカ人の 50–60

パーセントが以下のコメントに賛同すると表明している：「環境保護はきわめて重要であ

り、規制や要求水準は高すぎるということはありえず、環境改善はコストを度外視して続

けられるべきだ 2766」。こうした理解は、最低でも 2つの点で困ったものだ。まず、これ

は環境問題の中で優先順位をつけられなくしてしまう。一番大事なものを先にやることが

できなくなるわけだ。なぜかというとこれは、あらゆる環境問題が何にも勝る重要性を持

つ、と主張しているに等しいからだ。二番目に、これは環境問題と社会のその他の重要な

分野との間で優先順位をつけにくくする。だってこれは、すべての環境問題が絶対的に最



25.4 優先順位の設定とリスク 479

0

50

100

150

200

250

19
62

19
65

19
68

19
71

19
74

19
77

19
80

19
83

19
86

19
89

19
92

19
95

19
98

U
S

�
�
�
�
�
�
�
�
� 2

0
00

$

	


�

�


�	

�����������

����

図 169: アメリカの環境支出、1962–99, 2000 年ドル換算。全コストが含まれて

いるわけではなく、一部の年の値は推定 2764。出所: CEQ 1997:249–50, EPA

2000a:013.txt, USBC 1999d, OMB 2000b: Table 3.2, BEA 2001b–c.

大の優先順位を持つと主張しているわけだから。

こうした優先順位付けを嫌う主張は、重大な結果をもたらす。もちろん実際の生活で

は、有権者の一般意見 50–60パーセントは、環境予算は 100パーセントで残りの分野はゼ

ロ、という話にはならない。でもあまりに多くの有権者が「環境のためにはなんでもやる

べきだ」と主張したために、各種の大事な環境プロジェクトの中でどれを選ぼうかという

問題を、一番声のでかい人物や団体に任せっきりにしちゃっている。現実には、優先順位

付けが嫌いだと述べたからといって、優先順位をつけずにすむわけじゃない。ダメな優先

順位づけしかできなくなるだけだ。こういうのに対し、もし社会にとって一番いい解決策

がほしいなら、優先順位づけに正面から取り組まなきゃだめだ、と主張してみよう。最近

出た本のタイトルを借りるなら、ぼくたちはまさに「ひどいところから手をつけろ 2767」

を実践すべきだ。

ではこれから死亡リスクをじっくり見てやろう。別にほかに大事な指標（病気にかかる

リスクや生態系へのリスク）がないってことじゃない。でもまず死亡リスクは本当に大事

で、個々の有権者に関する限り、ほかの問題より圧倒的に重視されるということがある。

それにもう一つ、死亡リスクは多くの環境規制において、一般に焦点となっているからだ。

まずは、公害が人間の生命にとってどれだけ重要かを考える必要がある。図 170に示し

たのは、リスク因子トップ 10による死亡者の割合だ。このリスクの分布が、問題に所在
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図 170: WHOによる主要リスク要因 10種類による喪失寿命年 (YLL) の分布推計、

全世界、発展途上国、旧欧州社会主義国（含むロシア）、OECD2768。ここに挙げた

ものを合計しても 46パーセント程度にしかならないのは、個別要因からくる死もあ

るため。出所: Murray and Lopez 1996a:311–15.

についてぼくたちが持っている先入観とどれだけ一致しているか、きちんと重みづけする

必要がある。こうした図は、ぼくたちの政治的なねらいや注力分野を反映しているだろ

うか？

図 170でわかるのは、発展途上国での喪失寿命年数 (YLL)の圧倒的大部分は飢餓や、き

れいな飲料水や下水施設へのアクセス不足や、不衛生によって生じているということだ。

これは第 II部で見た通り。こうした問題は先進国では実質的に消滅した。もちろんぼく

たちはいずれ死ななきゃならないので、かわりに無数のリスクに直面することになる。ぼ

くたちが失っている寿命は主にタバコやアルコール、ドラッグ摂取、運動不足、高血圧や

仕事で直面するリスク（たとえば事故やアスベスト）などからきている。ちなみにOECD

内では、運動不足は高血圧なんかより多くの寿命年数喪失につながっていることに注目。

危険なセックスというのは、HIVや B型肝炎感染と同時に、感染症を原因とする一群の

子宮頸ガン、あとは望まない妊娠や中絶からくる死亡も含んでいる。

大気汚染は、確かに旧社会主義経済諸国では大きな健康問題だ。これらの国では、何十

年もの非効率的な生産や公害規制の不在が未だにツケを残している。でも、危険なセック

スや非合法ドラッグのリスクをのぞけば、ここですら 3.5パーセント YLLという公害リ
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スクは工業世界のリスクの中で最低のものだ。そして OECDの世界を見ると、大気汚染

からくる 0.6パーセントの環境リスクは、各種の OECDリスクの中でも圧倒的に最低の

ものだということはすぐにわかる。OECDの場合、大気汚染は全体としての喪失寿命年

数の中で、実にわずかな割合を占めるものでしかない。この結果は、化学物質や農薬に

ついての章で見たドールとペトの発見とも対応するものだ。あそこでも、公害はガンの 2

パーセントほどを起こすものでしかなかった。ここでもまた、全体としての喪失寿命年数

のうち、公害のせいにできるのはほんのごくわずかだけだ。その数字がたった 0.6パーセ

ントだからといって、公害をあっさり無視していいとか、政治的な行動もなくていい、と

いうことにはならないけれど、公害についてどのくらい心配すべきかという目安にはなる

だろう。

リスクをなんでもかんでも消し去りたがる傾向は明らかにある。天然資源防護審議会の

アル・マイヤーホフは、農薬がガンを起こすと主張した。だから「食料供給から農薬を排

除しなければならない 2769」。リスクがあるならそれを排除しろ、という理屈らしい。こ

れはもちろん、気持ちは実によくわかるのだけれど、まるっきり非現実的な態度だ。あら

ゆるリスクを排除するなんて無理だ 2770。そしてずっと大事なこと：一つのリスクを排除

したら、他のリスクがいくつか代わりに浮上するだけなのだ。農薬の議論でも見たけれ

ど、農薬を排除したら、当然ながら飲料水に農薬が混じることは（しばらくすれば）なく

なる。でも同時に、農業生産が低下して、果物や野菜の値段が上がり、結果としてガンの

発生率はあがる。農薬廃止の直接的な都合のいい結果だけを見せて、二次的で非常に大き

な欠点について考えないと、判断を下すための基盤は実に乏しくなるのだ。

あらゆる決定は、実はいろんなリスクのトレードオフなんだ、という発想に慣れなきゃ

いけない。塩素殺菌の水とそうでない水とのどっちかを選ぶとき、それは塩素でガンにな

るというわずかな確率と、塩素消毒されない水で広まる数多くの病気との間で選択をして

いる 2771。頭痛がするのでアスピリンを飲めば、それは胃壁の炎症と、長期の使用では潰

瘍のリスクすら冒している 2772。要するに、確実な頭痛と、胃の不具合の可能性とをてん

びんにかけているわけだ。パン屋に行けば、それはペーストリーを得るのに、（すさまじ

く小さい）パン屋への行き帰りで交通事故にあって死ぬリスクを支払っていることにな

る。そしてそのペーストリーを食べたら、それはつまり循環系の病気にかかるよりも、自

分の甘いもの好きを優先させたことになる。

こういうリスクすべてを終わらせたいと願う誘惑は強い。お金が十分あれば、みんなに

塩素殺菌なしの純水を供給できるだろうし、アスピリンの副作用がない IBUプロフェン

も提供できるだろう。もっと安全な道路を造って、心臓手術の待ち時間も短縮できる。で

もここでの大事なことばは「お金が十分あれば」というやつだ。だって、決して十分なお
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金なんか手に入らないもの。お金は腰骨手術やロータリー、公共図書館や海外開発援助

(ODA) にも使わなきゃいけない。まともな価値ある目的は、文字通り果てしない。だか

らぼくたちはどうしても選択しなきゃいけない。

25.5 リスクの重みづけ

優先順位づけが難しいのは、ぼくたちに 2つのクセがあって、それが相互に補いあって

いるからだ。心理的に、ぼくたちは大きなリスクを過小評価して、小さなリスクを過大評

価するクセがある 2773。同時にメディアは、日常的なリスクよりも劇的なリスクに注目し

がちだ。このふたつがあわさると、危険なカクテルとなる。

みんなの関心を集めるというまさにそのために、メディアは死亡統計から見て期待さ

れるよりもずっと過大に、とつぜんの事故や悲劇を報道する。科学者のコームスとスロ

ヴィックは、新聞が報道する各種の死因と実際の統計上の死亡率とを比較調査した。ほと

んど相関はなかった 2774。殺人にあう人よりもふつうの病気で死ぬ人のほうが何千倍も多

いのに、殺人のほうが病死よりも三倍も紙面を飾る 2775。飛行機事故による死亡は、喫煙

による死亡に比べて 12,000倍も過剰に報道されている 2776。

メディアは実際のリスクについての情報をほとんど教えてくれない。アメリカの新聞

26紙の調査で、科学者たちは各紙に環境リスクについての最高の記事を送ってくれと頼

んだ。戻ってきた記事の 68パーセントは、リスクについての情報が皆無だった2777。つ

まり新聞やテレビは、各種現象の危険度についての情報を、その報道頻度という間接的な

形でのみ報道するわけだ。これはつまり、ぼくたちはしょっちゅう読むリスクについては

過大評価して、メディアが見過ごすリスクについては過小評価するということだ 2778。

同時に、見慣れたリスクは過小評価して、小さくても劇的なリスクは過大評価するとい

う、よく知られたクセがある 2779。どうやら一般に、多くの人は自分が喫煙による肺ガン

や心臓麻痺といった大きなリスクには遭わないのだ、と信じ込んでいる 2780。センセー

ショナルなことにばかり集中するメディアと組合わさると、これはつまりぼくたちが、事

故や殺人やボツリヌス菌食中毒や竜巻といったドラマチックな死因を過大評価して、糖尿

病やぜん息といった「退屈な問題」を過小評価する、ということだ 2781。

最後に、ぼくたちはきわめて小さなリスクの扱いがすごく下手だ。困ったことに、すご

く小さなリスクのことを考えるだけで、それはずっと大きなものとして認識されるように

なるらしい――まさに、ぼくたちがそれを考えることにしたというだけで 2782。ほとんど

の読者は、飛行機に乗っているときの気分を体験済みだろう。「いまの音、なんだろう？」

と思ったとたん、そう考えたということ自体がリスクをずっと大きくして、頭の中には煙

の充満したコクピットで苦闘するパイロットの姿が浮かぶ、という具合。
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表 8: 死亡リスクを 0.000001だけ増やす各種行動と、その場合の死因。出所: Wilson 1979:45.

死亡リスクを 100万分の 1上げる行動 死因

ワイン 0.5リットル飲む 肝硬変

ニューヨークかボストンで 2日暮らす 大気汚染

自転車で 16km 走る 事故

自動車で 480km 走る 事故

ジェット機で 1,600km 飛ぶ 事故

ジェット機で 10,000km 飛ぶ 宇宙線によるガン

平均的な石造・れんが造の建物で 2ヶ月暮らす 自然放射能によるガン

よい病院でレントゲンを 1回撮影 X線によるガン

喫煙者と 2ヶ月暮らす ガン、心臓疾患

ダイエットソーダの 350ml缶を 30缶飲む サッカリンによるガン

原子力発電所の 30km以内で 150年暮らす 放射能によるガン

炭火焼きのステーキを 100枚食べる ベンゾピレンによるガン

ニューヨークからの休暇で 2ヶ月をデンバーで過ごす 宇宙線によるガン

ピーナツバターをスプーン 40杯食べる アフロトキシン Bによる肝臓ガン

マイアミの水道水を 1年飲み続ける 塩素によるガン

タバコ 1.4本吸う ガン、心臓疾患

炭坑で 3時間過ごす 事故

だから心理的に、ぼくたちは小さなリスクを、考えるに足るほどに過大評価することで

扱うか、それとも過小評価して無視してしまうことで扱うかのどちらかだ、ということ

だ。これは、たとえば化学物質との関連で問題を引き起こす。安全性基準は、1:100 万、

つまり百万人の人がそれにさらされ続けたら、一生のうちに一人がそれで死ぬ水準とい

う、魔法のように小さいところに設定されているからだ 2783。

1:100万なんてリスクをどう扱えばいいんだろうか。答えは、無視するか、それにこだ

わって心理的にずっとでかくするかのどっちかだ。どっちのやり方もダメだ。優先順位を

つけたければ、晒されているリスクをまともに判断しなきゃいけない。表 8は、障害リス

クを 100万分の 1だけ上げる各種の行動を示している。

たとえばメディアと各種団体がやたらに農薬にこだわると、みんながそれについて考え

はじめて、それを心理的にその分だけ過大に評価するのは当然だ。でも飲料水中の農薬が

もたらすリスクは、たぶん 1:100万よりかなり低い 2784。EU規制値の農薬を含む水を一

生ずっと飲み続けても、タバコを 1.4本吸ったり、自転車で 16km走ったり、れんが造の
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建物に 2 ヶ月住んだり、ワイン 0.5 リットル飲んだりするのと――しかもたった一回だ

――同じ死亡リスクにしかならない。もし農薬の水準がこの水準値以下なら、農薬なんて

本当にそんなに問題なのか？

多くの人は、優先順位づけにおいて考えるべきなのはリスクだけじゃないと論じるだろ

う。そのリスクが自発的に受け入れたものか、断りなしに投げかけられたリスクかという

ことも重要だと述べるだろう 2785。調査によれば、人は自由意志でやる限り、1,000倍も

高いリスクですら平気で受け入れることが多いとか 2786。すぐにわかる例としては、スカ

イダイビングや、ゲレンデ外のスキーにでかけたりする人が、はるかにリスクの小さい農

薬や合成保存料のずっと小さなリスクについて心配するケースがある 2787。後者は避けが

たいもので、したがって非自発的だというわけだ。確かに、非自発的なリスクは個人が最

適な選択を行うのを不可能にしてしまう。おそらくスカイダイビングをする人は、自由落

下のスリルのほうが、自由落下がそのまま地面までずっと続くリスクを上回るものだと

思っているわけだ。でも他の人は、高度 3,000メートルの飛行機から飛び出すなんて、考

えただけでも震え上がるだろう。だから、みんなにスカイダイビングを強制するような社

会は、一部の人を喜ばせるかもしれないけれど、多くの人を心胆寒からしめるであらふ。

でも、ぼくたちが自発的と称するリスクの多くは、実は自発的じゃないし、その逆も言

えることに注意。自動車を運転するのはかなり危険だけれど（323ページの表 5を参照) 、

そのリスクについてあまり心配されないのは、それが自発的だからだ、と説明されること

が多い 2788。でも多くの人にとって、自動車で移動するのは自発的な選択じゃない。通勤

したり買い物にでかけたりするために仕方ないことだ。さらに、多くの最も重要な自動車

リスクは明らかに自発的なものじゃない――明らかな例は飲酒運転者で、自分以外にも大

量の人を殺す。あるいは高速道路の設計は、自動車事故のリスクに強い明確な影響を与え

ている 2789。

同じように、都市部の大気汚染は非自発的なリスクだとされる。ぼくたちは呼吸をやめ

るわけにはいかないからだ。でももちろん、都市内で暮らす（あるいは郊外に移住しな

い）という選択は、各種パラメータの総合的なトレードオフの結果だ――公害の低い地域

の家は値段も高いのがふつうだから、ぼくたちは大きな家に住むか、きれいな空気を吸う

かというトレードオフをしているわけだ。アメリカでは貧困者や黒人のほうが、有害物質

処分場などの環境危険物の近くに住む確率が高いというよく聞かれる主張でもこれは明ら

かだ 2790。この結びつきは事実だけれど、これはむしろ貧困の問題だ。貧困者や黒人たち

は、環境的なハンデを負わされているだけでなく、高い犯罪率や高騒音、低インフラなど

の地域に住む見込みが高いからだ。

したがって以下では、自発的・非自発的なリスクの両方について、いろんな領域での各
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種の組み合わせについて検討して、環境リスクにばかり専念しているために、他のもっと

大きなリスクがしばしば無視されることになってるのだ、ということを実証する 2791。

25.6 定番話のコスト

ハーバード大学リスク分析センターは、アメリカで人命を救うための公共政策（介入

と呼ばれる）について、経済分析が公開されているものに関する最大級の調査を行った

2792。まとめると、587の介入が分析された。きわめて詳細な評価プロセスを経て、11人

中少なくとも 2人の研究者は、コスト評価と救われた寿命年数を計算して、数字を比較で

きるようにした。コストはすべて社会全体についてのもので、分配上の影響の可能性につ

いてはまったく考慮されていない。

調査対象の領域は、社会のヘルスケア、住宅、交通、職業、そして環境上の側面だ。ね

らいは人命を救うにあたっての個別領域の効率性を比べることだった。含まれているの

が、人命を救うことを主要な目標として掲げた政策だけだ、ということは重要な点として

指摘しておこう。だから、人命を救うことを意図しない、または大目標としない多くの環

境上の介入は、ここでは検討されていない。人命を救うのが主目的だった環境的介入だけ

（たとえば有毒物質規制）を、他の領域での人命を助ける介入と比べて見ている。だから、

すべての介入は似たようなねらいを持っていて、比較可能となる。

結果は、各種の介入で効率性にすさまじい差があるということだった。これは表 9を見

ればわかる。一部の政策はコストゼロか、むしろお金の節約になる。たとえば黒人女性

に、妊娠中は禁煙するように指導するなどだ。これは出生児の合併症を減らす――社会全

体のコスト節約は約 7,200 万ドルになる 2793。年に 182,000 ドルかければ、黒人の新生

児を鎌形血球症のスクリーニングにかけて、769寿命年を救える。1寿命年あたりたった

236ドルだ 2794。心臓移植に 2億 5300万ドルかければ、1,600寿命年が救える。1寿命年

あたり 158,000ドルかかる勘定だ。通学用スクールバスすべてにシートベルトを装備する

と、5,300万ドルほどかかるけれど、でもこれは年に子供一人以下しか救えないので、コ

ストは 1寿命年あたり 280万ドルだ。一次リン処理工場（掘り出したリン鉱石を他の用途

にまわす前の処理段階）での放射性物質排出を規制すると 280万ドルかかるけれど、でも

最大でも 10年に一人救うかどうかだ。だから寿命年あたりの推定コストは 920万ドルと

なる。

1寿命年を救うのにいくらかけるべきかという決定は、もちろん政治的なものだし、当

然ながら物差しをもっと高度にしたり（子供の寿命年は多め／少な目に見るとか）、いく

つかの数字にケチをつけたりすることもできる（この値段は倍だとか半分だとか）。でも

ここでのポイントは、各種領域での典型的な値段を見ることだ。これが図 171だ。ここで
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表 9: いくつかの介入について人命救済のコスト効率、1993 年ドル換算。出所:

Tengs et al. 1995.
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図 171: 社会の各種領域で 1 寿命年を救うためのメジアンコスト 2795、1993 年

ドル換算。各領域ごとの介入数は 310, 30, 87, 36, 124 件。出所: Tengs et al.

1995:371.

かなりはっきりしているのは、典型的な介入で得られる追加の寿命年のお値段には、えら

く差があるということだ。健康サービス系は、19,000 ドル程度とかなり安上がりなのに

対し、環境分野は 420万ドルと突出している。

同じように、寿命年を救える各種政府機関のコストを見てやってもいい。これが図

172だ。同じく、ここでも環境保護局 (EPA) が驚異的にお高いことがわかる。

ここでのお値段は典型的な値（メジアン値）でしかないけれど、最後に薬物規制と毒物

規制のコスト分布をそれぞれ見てやることもできる。これが図 173だ。ここでは、どっち

の分野でも、社会経済的に無料かほとんど無料の分野があることがわかる。でも健康セク

ターのほうが無料の介入はずっと多い。でも、健康セクターは 20,000ドル以下のカテゴ

リーのプロジェクトが多いのに、ほとんどの環境毒物規制スキームは寿命年あたり 100万

ドル以上かかるものがほとんどだ。したがって、環境保護局 (EPA)分野の平均 760万ド

ルというずいぶん高いお値段は、有毒物規制を通じて人命を救う手段のコストとしてかな

り妥当なわけだ。

この会計手段の長所は、アメリカで人命を救おうとする公共の仕事が全体としてどのく

らい有効かを見ることができる、という点だ。592,000寿命年程度を救う、年間 214億ド
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図 172: 社会の各種政府領域で 1寿命年を救うためのメジアンコスト、1993年ドル

換算。機関はそれぞれ連邦航空規制局、消費者保護安全評議会、全米高速道路交通

安全局、職業安全健康局、環境保護局。各領域ごとの介入数は 4, 11, 31, 16, 89件。

出所: Tengs et al. 1995:371.

ルにのぼる年間支出を要する 185 のプログラムについては、実際のコストについての情

報がある。でもこのデータの分析を見ると、効率性とその実施との間には相関はないこと

がわかった。一番有効性の高いプログラムが完全に実施され、あまり有効でないものは実

施されないか、手が着いたばかり、という状況にはなっていない。だからいささかびっく

りすることではあるけれど、救えた寿命年の数は、実はもっとずっと多かったかもしれな

い、ということが言えるわけだ。リン工場からの放射性排出物を規制するために約 300万

ドルかけて、10年にたった一人ほどを救うのは、人命を助ける方法としてはまずい手段

だ。もし最大限の人命を救いたいなら、一番効率のいいプログラムを最初にやって、その

後だんだん効率の落ちるものを、資金が続くまでやるほうがずっといい（もちろんそのと

きには、ほかの政策領域の課題もはかりにかける）。

ハーバード大の研究はまさにそういう試算をしていて、同じ金額で、今の 592,000寿命

年どころか、1,230,000寿命年が救えたはずだということを発見している 2796。追加コス

ト一切なしで、いまより 60万年以上の寿命年、あるいは 6万人以上の人命を救えたわけ
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図 173: 医薬品と毒物規制による 1寿命年を救うためのコスト分布、1993年ドル換

算。介入数は医薬品が 310, 有毒物規制が 144件。出所: Graham 19952798.

だ2797。

もちろん、こんな比較的単純な分析だけをもとに、すべての公共支出を配分しなおすの

はたぶん不可能だろう――大きな理由の一つとしては、各種の人口グループ間の平等性の

問題があって、これで結果の一部は影響を受ける。

それでも、結果はあまりに有無を言わさぬもので強力だから、無視するわけにはいかな

いだろう。さらに、先述の自発的リスクと非自発的リスクについて考えるなら、ここでカ

バーされた領域のほとんど（まあ職業関連のリスクはちがうかも。これは自発的と言えな

くもない）は非自発的な死を防ごうとするものだと言える（子供の寝間着の防火規制、交

通事故を防ぐための速度監視、献血者の HIVスクリーニング、乳房レントゲンスクリー

ニング、原子力発電所の放射能排出規制）。だから非自発的なリスクという側面まで考え

たとしても、これらの問題はだいたい比較可能なものだ。

社会としてぼくたちは、健康リスクと有毒物みたいな環境リスクの両方を規制しようと

してすさまじいリソースを使う。また、たとえば殺虫剤はおそらくほとんど人を殺さない

ことも見てきた。でもメディアの関心があまりにでかいので、多くの人は農薬がずいぶん

危険なものだと思っている。定番話が絶えず繰り返されることの帰結として、ぼくたちは

有害物質を徹底的に規制したり使用禁止にしたりするのに、同じお金をかければずっと多

くの人が非自発的リスクで死なないようにできるような、ずっと有益な領域は放ってお
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く、ということになる。もし定番話のおかげで、環境のある特定領域だけをぼくたちが

規制要求するようになり、そのお金に他に使い道はなかったか考えなくなってしまうの

なら、それは生き残る人が少なくなるような社会構造をぼくたちが作っているというこ

とだ。

キツイ――けど適正な――たとえを使うなら、環境規制をして他の分野の規制を減らす

コストを無視するということは、現実問題としてぼくたちは統計的な殺人を行っていると

いうことだ。そしてハーバード大の研究は、定番話よりも効率に注目するようにすれば、

毎年 6万人以上のアメリカ人が救えるのだ、ということを示している――しかも無料で。

遺伝子組み替え食品：定番話の総集編

　ここ数年くすぶっている環境問題としてもう一つあるのが、遺伝子組み替え (GM) 食

品、または反対者たちがうまいこと名付けたフランケン食品 2799 と称されるものだ。多

くの点でこれは、この本で見てきた定番話 VS証拠の再演になりがちだ。でも他の問題と

違って、この論争はまるで片づいていないし、したがって遺伝子組み替え問題の分析は必

然的にとりあえずのものになってしまうし、（統計的な分析よりは）具体的な事例の検討

に多く頼ることになる。

　ここで話題にするのは、医薬品生産に使われる遺伝子組み替えじゃなくて、農業で使わ

れる遺伝子組み替えだ。論争のほとんどはここを焦点にしているからだ 2800。1996年か

ら 2000 年にかけて、遺伝子組み替え作物の作付け面積は 170 万 ha から 4420 万 ha へ

と安定して増えた。つまり地上の農作面積の 0.1パーセントから 2.9パーセントになった

わけだ 2801。4カ国がほとんどすべての遺伝子組み替え作物を生産している。アメリカは

3030万 ha（同国農作面積の 16.9パーセント）、アルゼンチンが 1000万 ha (36.8パーセ

ント）、カナダ 300万 ha（6.6パーセント) 、中国 50万 ha（0.4パーセント）2802。でも、

現在では 6大陸のすべてで、遺伝子組み替え作物が商業的に生産されている 2803。遺伝子

組み替え作物のトップ 4種類は、大豆、トウモロコシ、綿、canola (菜種)で、推定総価

値は 30億米ドルになる 2804。

　遺伝子組み替え食品に期待される成果は巨大だけれど、その潜在的な問題も同じく巨大

だ。だから両方とも見てやろう。まずは便益の方から。

　遺伝子組み替え食物は、世界の食糧供給に――たぶん大幅に――貢献してくれる 2805。

モデルによれば今後 20年で、遺伝子組み替え食物を採用すれば、しなかった場合に比べ

て食料価格はさらに 10–15 パーセント下がる。同じことだけれど、遺伝子組み替え食品

をたった 10年でも遅らせれば、食品価格の低下は 10–15パーセント少なくなり、特に第

三世界の貧困層に打撃を与えることになる 2806。

　栄養不足を、書食の栄養価を高めることで改善できる可能性がある。典型的な例がゴー

ルデンライスで、これはビタミン Aを豊富に含んでいて、ビタミン A欠乏から生じる失
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明などの病気何百件を防止する役にたつ 2807――ただしもちろん、こういうアプローチだ

けじゃこうした欠乏を一掃するわけにはいかないけれど 2808。

　先進国においては、遺伝子組み替え作物は化学肥料や殺虫剤、除草剤、抗菌剤の大量使

用を緩和してくれる 2809。現在の遺伝子組み替え作物のほとんどは、防虫性といった性質

を持つ（農民なら関心を持つだろうけれど、消費者にはほとんど関係ない）けれど、今後

10年でもっとずっと有用な製品が出てくるだろう。たとえばもっと滋養の高い穀物、揚

げるときにあまり油を吸収しないジャガイモ、低カロリーのサトウ大根、過酸化脂質の少

ない健康な菜種など 2810。食品以外でも、繊維の質の高い綿花や亜麻、個人の衛生向けの

成分向上や、色が鮮やかで長持ちする花などだ 2811。

　でも、こんなに有望なのに、EUとアメリカとでは、遺伝子組み替え作物に対する消費

者の見方がまったくちがう 2812。EUでは、消費者の 59パーセントが遺伝子組み替え食

品をリスキーだと見ており、それが有用だということを常に多数派が否定し、道徳的に受

け入れられないもので、推奨できないものとしている 2813。アメリカでは、60パーセント

が食品のバイオ技術に肯定的で、食品の安全性についての懸念事項では、遺伝子組み替え

食品は生物学的な汚染、殺虫剤、栄養価、人口保存料に次いで、最下位にしかならなかっ

た 2814。このちがいはしばしば、食品の安全性に関するヨーロッパの苦い経験（たとえば

狂牛病、バクテリア汚染された肉、鶏や豚や牛、チキン、卵、ベルギーチョコレートから

のダイオキシンなど）のせいだとされることが多い 2815。

　さらに、EUでもアメリカでも、遺伝子組み替え食品に対する信頼がここ数年で下がっ

てきている 2816。これはグリーンピースや地球の友などの国際 NGOが率いる、グローバ

ルな遺伝子組み替え食品反対運動の盛り上がりと時期を同じくしている 2817。

　きわめて拡散したネットワーク活用型の反対のおかげで、すべての不安を網羅したよう

な単一の情報源はないのだけれど、主に地球の友からの 2つの懸念事項 2818 が遺伝子組

み替え論争の核心にはあって、それがあちこちの一覧で繰り返されている 2819。この 2つ

の課題とは「健康に対する懸念」と「環境に対する懸念」だ 2820。健康に対する懸念は、

もう一段進めると、遺伝子組み替え食品が有毒でアレルギーを引き起こす可能性と関連し

ている 2821。

　これら 3つの懸念はそれぞれ、広く流布したお話で主に根拠づけられている。そういう

お話をそれぞれ見てやって、そのどれもが大幅に歪められていることを確認しよう。

健康――有毒ジャガイモ

　 1998年 8月 10日、アーパッド・パズタイ博士がグラナダのテレビショー「World in

Action」に出演して、遺伝子組み替えジャガイモを 110 日食べ続けたラットが生長を阻

害され、免疫機能が阻害されたと宣言した 2822。この発見は、遺伝子組み替え食品の安全

性について大きな疑問を投げかけるもので、個人的には自分は遺伝子組み替え食品を食べ

ない 2823、とパズタイ博士は述べた。もちろんこの宣言は大きな波紋を投げかけた。そし
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て下院の議員の一部は、遺伝子組み替え食品の一時差し止めか、全面禁止すら提案するに

至った 2824。

　パズタイ博士は、ローウェット研究所から停職処分を受けた。同研究所からの監査報告

書は「既存データは（遺伝子組み替えジャガイモが）成長や器官の発育や免疫機能に影響

を与えるという示唆をまったく支持していない 2825」と結論づけている。このローウェッ

ト研究所によるパズタイ博士への厳しい処分にショックを受けた 20人の独立科学者たち

は、データを調べて、遺伝子組み替えジャガイモは対照群のジャガイモとはちがってい

て、成長と免疫機能の抑制は現実のものだ、というメモを発表するに至った 2826。1999

年に王立科学協会は遺伝子組み替えジャガイモについて独自のレビューを発表し、調査が

欠陥を持っていて、「したがってレビューされたデータは、有害（または有益）な影響につ

いての証拠として信頼できるものでも説得力があるものでもない 2827」と結論している。

　パズタイ博士はようやく、自分の発見したことを 1999年に『ランセット』に発表した
2828。さて、このデータは成長や免疫系の変化を示すものではなく、ラットの内臓系の

各種部分に対する遺伝子組み替えによって生じたかもしれない変化を示したものだった。

『ランセット』の同じ号で、その他 3人の研究者たちが再度、その実験が不完全で遺伝子

組み替え食品のリスクについて何か結論を出せるものではないと結論している 2829。

　こうした一連のできごとから、世間一般はもちろん、真実が政府やバイオ技術産業に

よって歪められているのではないかという印象を抱き 2830、そしてパズタイ博士のお話を

使って NGOたちは、ぼくたちみんな「莫大な遺伝子実験におけるモルモット役を図らず

も押しつけられている 2831」と主張。

　この研究が実際には何を結論づけられるかを指摘しておくことは大事だ。もともと、パ

ズタイ博士はジャガイモの一種を使い、それをよくあるマツユキソウ (Galanthus nivalis

agglutinin または GNA) からのレクチンの遺伝子情報で操作した。こうしたレクチンは

有毒であることが広く知られている 2832――実は別のレクチン（リシン）は、1978年に

ブルガリアの亡命者ゲオルギー・マルコフを暗殺するのに、傘の先っぽにつけて使われた

毒だったりする 2833。だから、このレクチンが発現したジャガイモが、成長や器官や免疫

系に被害を与えるというのは、不思議でもなんでもない 2834。パズタイ自身ですら、主要

な被害をもたらしたのはレクチンだということを認めている 2835。オックスフォードのア

クシス・ジェネティクス社の社長イアン・キュービットが指摘したように、だれでもレク

チンが有毒なのは知っているんだから 2836、「それをジャガイモに入れて有毒ジャガイモ

ができたら、そんなに大騒ぎすることですか？ 2837」。この引用は、実はメモの共著者の

一人による議論の中心で使われている 2838。

　つまり、ジャガイモは有毒だったけれど、でもそれは有毒な遺伝子を選んだからで、遺

伝子組み替え技術のせいじゃない。でも――そしてこれがパズタイの次の議論だったんだ

が――実験は小腸や盲腸にも影響をもたらしていて、これは GNA からくるものではな

く、遺伝子組み替えジャガイモだけで起きていた 2839。ジャガイモは確かに有毒だったけ

れど、でも遺伝子組み替えは他の影響をもたらした可能性がある 2840（ちなみにこうした
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影響は一貫して悪いわけじゃなくて、いいものもあれば悪いものもあった）2841。

　ここでのカギとなる言葉は「可能性がある」というやつだ。パズタイの実験の問題は、

遺伝子組み替えジャガイモとふつうのジャガイモとでは大きく異なっているということだ

――でんぷんやタンパク質の含有量すらちがっている 2842。だから、遺伝子組み替えと遺

伝子を組み替えないものとの差の可能性があるものは、ジャガイモ系統自体の自然な変動

からくる差によるものかもしれない 2843。実は、遺伝子組み替えジャガイモはタンパク質

含有量が少なかったので、ラットはタンパク質サプリメントを与えられていた。このサプ

リメントがちがいを引き起こした可能性も十分にある 2844。こうした問題こそ、パズタイ

の実験が統計的に大きく批判された原因のほとんどだ。

　もちろん、たとえばジャガイモの新種を作れば、だれも知らない欲しくないような性質

が出てくるかもしれない。これは伝統的な品種改良でも、幾度となく起きたことだけれ

ど、商業的な遺伝子組み替え作物では、こうした現象は一度も見られていない 2845。さら

に全米科学アカデミーは、最新の遺伝子組み替えに関する報告書で、こうしたよくない品

種は伝統的な品種改良から生じる可能性のほうがかえって高い、と指摘している 2846。

　ということで、遺伝子組み替えジャガイモは（遺伝子組み替えのせいで）有毒になった

わけじゃなく、それ以外のちょっとした効果は自然の変動からくるもので、さらにこうし

た変動は、伝統的な品種改良のほうで大きな問題かもしれないわけだ。でも、パズタイ実

験が何度も繰り返されるまでは、確実なことはわからない点は注意しよう。　

健康――アレルギー性の豆

　アレルギー性の豆について、有機食品消費者団体（Organic Consumers Organization）

の表現はこんな具合だ：「1996年に、大規模な遺伝子組み替え食品による大惨事がすんで

のところで起こるところだった。ネブラスカの研究者たちが、ブラジルナッツの遺伝子を

組み込んだ大豆が、ブラジルナッツにアレルギーを持つ人々に、死亡の可能性すらあるア

レルギーを引き起こしかねないということを発見したのだった 2847」。遺伝子組み替え食

品について心配する人は、ほとんどみんなこの話に言及する 2848。地球の友はこう尋ね

る：「わたしたちは、自分の食べ物に何が入っているかわかるのでしょうか、そして自分

がそれに対してアレルギーを持っているかどうかも？ 2849」

　でも、実はこのお話は、食品システムがかなりよく機能していることを示すものだ。

1980年代に、カリフォルニアの小さなバイオテクノロジー企業が第三世界の栄養不足を

何とかしようとして、豆を大部分とする食生活からくる健康問題に研究をしぼった 2850。

豆はふつうは栄養豊かだけれど、硫黄分を含む重要なアミノ酸二種類、メチオニンとシス

テインが欠けている。一方ナッツ――特にブラジルナッツ――はこの二種類を大量に含ん

でいる 2851。だからメチオニンとシステインの遺伝子を取り出して豆に組み込んだら、こ

れは低コストか、うまくするとコストなしで豆中心食生活の健康問題を解決できるぞ、と

いうのが発想だった。でも実際の遺伝子組み替え豆が作られる前に、当の科学者たち自身
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がアレルゲンとして知られるものから遺伝子を取り出して、主要食品作物に組み込むのは

愚かだという点を指摘して、プロジェクトは中止になった、

　後にこの仕事をパイオニア・ハイブリード社が復活させた。今回の発想は、人間用では

なく家畜向けの大豆ベースの飼料を改善しようということだった。ふつう、こうした飼料

はメチオニン（これはシステインに変換できる）を補うことで最適な成長をもたらすよう

にするけれど、もちろんあらかじめ硫黄を含むアミノ酸が組み込んであったほうが安上が

りだ。この研究中にパイオニア社自身がアレルギー試験を実施した。それまでは、ブラジ

ルナッツの中でもその遺伝子がアレルギー反応を引き起こすものだということはきちんと

立証されていなかったからだ。試験の結果、それがアレルギーの原因になることがわか

り、パイオニアはプロジェクトを中止し――そして立派なことだが――その結果を公表し

た 2852。

　だから、このブラジルナッツの一件は、食品システムがまともに機能していることを実

証しているものでしかないようだ。『英国医学ジャーナル』の最近のレビューで指摘され

たように「この一件についての記述で通常あまり強調されていない点は、問題が見つかっ

たのは安全性チェックが当時もこれからも存在していて、遺伝子組み替え作物に意図せぬ

アレルゲン導入を見つけることが可能だからだ、という点である 2853」。

　でも、だからってリスクがないわけじゃない。まず、ぼくたちは食品生産者の責任ある

行動に頼っている。食品をテストして、必要ならその製品をとりやめてくれる必要があ

る。これは他のどんな食品生産でも同じだ 2854。第二に、既知のアレルゲンを使うときに

は試験が義務づけられているけれど、ほとんどアレルギー性を持たない食品や、食品以外

の有機体でアレルギー性がわかっていないものを使うときには、はっきりした手続きが決

まっていない 2855。

　こういう懸念は重要だけれど、でもアメリカの食品アレルギーの 9割は、少数の良く知

られた物質で引き起こされている。具体的には牛乳、卵、魚介類、ナッツ、小麦、豆で、こ

のすべては試験されている 2856。さらに FDAは、新しいアレルギー症は遺伝子組み替え

食品からだろうと伝統的な品種改良からだろうとおなじように起こると述べている 2857。

むしろ、アレルギー性へのおびえが遺伝子組み替え食品反対論に使われているのは皮肉だ

と言えるだろう。だって、実際にはこの新技術は、自然にアレルゲンを持つ植物から、こ

うした望ましからぬ特性を取り除く有望な手段を提供してくれるものなんだから 2858。

環境――遺伝子組み替え食品はチョウを殺す

　各種の環境的な懸念のうち、圧倒的によく言及されるのは遺伝子組み替え食品が生態系

に被害を与えるというもので 2859、中でも遺伝子組み替えトウモロコシがオオカバマダラ

チョウを殺すというお話が引き合いに出される 2860。

　遺伝子組み替えトウモロコシは、通称 Btという毒素群を生産する遺伝子を持つ。これ

は土壌バクテリアの Bacillus thuringiensis からきた遺伝子だ 2861。 Bt毒素群（全部で
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130種類ほど）2862 は自然に生じるし、生物学的に分解するし、人間や対象としない生命

体には無害なので、有機農業でも多用されている 2863。実はレイチェル・カーソンも、農

業の未来として生物によるコントロールと共に Bt散布を薦めているほど 2864。

　トウモロコシの主要害虫の一つがアワノメイガで、アメリカでは作付け面積のうち

24Mha（72パーセント）に繁殖して収穫の 20パーセントに及ぶ被害を与えることもある
2865。この害虫を抑えるのに毎年大量の殺虫剤（2–3千万ドル）が使われるけれど、でも

この虫は障害の大半を植物の中で過ごすので、なかなか殺すのがむずかしい 2866。Btは

鱗翅目昆虫にとって有毒で、アワノメイガもその中に含まれる 2867。だから Bt毒素の遺

伝子をトウモロコシに組み込んでアワノメイガにやられないようにするというのはみんな

思いつくことで、実際この遺伝子組み替えトウモロコシは大成功となり、2000年には第

二位の遺伝子組み替え食品となっている 2868。

　 1999年に、コーネル大学の研究者たちは遺伝子組み替えトウモロコシがオオカバマダ

ラチョウのイモムシに与える影響を評価しようとした 2869。オオカバマダラチョウのイモ

ムシは、トウワタしか食べない。トウモロコシは風で受粉するので、その花粉はトウモロ

コシ畑の近くに生えているトウワタにもかかることが多い 2870。そこでコーネル大学の科

学者たちは、通常のトウモロコシと Btトウモロコシの花粉を、それぞれだいたいトウモ

ロコシ畑周辺で見られるくらいの分量だけトウワタにかけて、それをイモムシに食べさせ

た。Bt ふりかけトウワタを食べたイモムシの約半数は 4 日間の摂食で死亡したけれど、

ふつうのトウモロコシつきトウワタを食べたイモムシは全数生き残った 2871。

　これで警鐘が鳴った。オオカバマダラチョウは別に絶滅寸前の種とかではないけれど、

そのイモムシの半数はアメリカのトウモロコシ作付け地帯で繁殖することが指摘され
2872、そしてトウモロコシから少し離れれば遺伝子組み替え花粉は避けられるのだけれ

ど、ある昆虫学者の説明によれば：「あなたがオオカバマダラチョウなら、トウモロコシ

の近くにいる可能性は高いでしょうね 2873」とのこと。『タイム』誌は、このオオカバマ

ダラチョウへの脅威が「アメリカ中西部全域のトウモロコシ畑で起こるのではないだろう

か 2874」と尋ねてみせた。そして『ディスカバリー』誌は、オオカバマダラチョウが回復

不能なほど汚染されたと（まちがって）主張した 2875。グリーンピースを筆頭に、60の環

境団体と有機栽培農家の連合は、遺伝子組み替えトウモロコシを承認してオオカバマダラ

チョウの保護を怠ったとして EPAを訴える準備を整え 2876、ヨーロッパではオオカバマ

ダラチョウのお話のせいで、欧州委員会はパイオニア社の遺伝子組み替えトウモロコシの

承認を遅らせた 2877。

　でも、別に Btでオオカバマダラチョウが死んだのは実は大して不思議でもなんでもな

い。Btは天然殺虫剤で、鱗翅目昆虫に有害だ。そして、はいご名答、オオカバマダラチョ

ウは鱗翅目昆虫なのです 2878。そしてもともとのコーネル大学の報告も「すべての死亡は

（中略）Bt毒素の影響と考えられる 2879」とはっきり述べている。だから、このお話は遺

伝子組み替えの問題じゃなくて、Btのお話なのだった。残念ながら、研究ではトウワタ

に通常のトウモロコシ花粉をかけた上でさらに有機 Btをまぶすとどうなったかを調べて
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いないけれど、でもこれだって高い死亡率をもたらさなかったはずはないだろう 2880。パ

ズタイの実験と同じく、お話のキモは遺伝子組み替えだったけれど、でもそれは実験の本

当の核心にあった、天然毒素（レクチンや Bt）が毒性を持っていたという話とはぜんぜ

ん関係ない。もちろん、有機 Bt噴霧でチョウが死んだら、こんな大ニュースになったか

どうかは怪しい。

　さらに、あるイモムシ研究者が指摘するように、食物を育てて狙った害虫だけを殺せる

と思うのは無理な話だ。殺虫剤は、狙わない昆虫にも影響するし、それを言うなら「耕作

だって狙わないところに影響する 2881」。それでももちろん、Bt毒素の大規模使用がどん

な影響をもたらすか見ることは重要だ。

　 EPAは 2000年 10月に、Bt遺伝子組み替え作物のリスクと便益評価の速報を公開し

た 2882。広範な野外試験の結果をまとめると、イモムシたちが実際に直面する Btの水準

は「かなり低い」から「非常に低い」の間だということになり、さらにオオカバマダラ

チョウの繁殖期と花粉の飛ぶ時期とはほとんど重ならないことも明らかになった 2883。結

論として EPAは、「Btトウモロコシがオオカバマダラチョウの幼生に与える有害な影響

は確率が低い」とし、「現時点ではオオカバマダラチョウへの広範なリスクという根拠の

ない懸念」を抱く理由はない、としている 2884。

　それどころか結論部分で EPA は、こうした遺伝子組み替え作物が殺虫剤をずっと減

らせることを指摘し、一部の著者はこのために「Bt作物が広範に栽培されるようになれ

ば、オオカバマダラチョウの生存にとってはかえって大きな利益をもたらすかもしれない
2885」と予想しているほど。

遺伝子組み替え食品――災厄か恩恵か？

　遺伝子組み替え食品は、一方では大災厄の可能性を指摘され 2886、一方ではひたすらあ

りがたがるべきものとされる 2887。どうして評価にこんな開きがあるんだろうか。理由の

一部は、情報不足のせいなのはまちがいない。

　最近の調査で、ヨーロッパ人たちは以下の文が正しいかまちがっているかを尋ねられ

た：「ふつうのトマトには遺伝子はないけれど、遺伝子組み替えトマトには遺伝子が入っ

ている」2888。半数の人が、これはまちがっていると――正しく――答えたけれど、残り

半数は、これが事実だと思っていた 2889。こういう人たちは、昔ながらの食べ物には遺伝

子がなくて、新しい遺伝子組み替え食品は、得体の知れない遺伝子を人に食わせようとし

ているんだ、と本気で思っているわけだ。さらに、遺伝子組み替え食品からの遺伝子を食

べても、自分の遺伝子が変わるわけじゃないことを知っていたのは、たった 42パーセン

トだった 2890。そして他の調査によれば、アメリカ人だって知識がマシというわけじゃな

い 2891。遺伝子組み替え食品について不安が広がっているのも、これじゃ当然だろう。

　そしてはい、これまで見てきたように、有毒ジャガイモやアレルギー性の豆や死んだオ

オカバマダラチョウをめぐる、よく使われるおっかないお話は、どれも神話に基づくもの
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でしかない 2892。

　それでも、検討すべき本当の問題だってある。神話を暴く過程で、いくつか問題のあり

そうなところは示された。圧倒的に重要なヒトのアレルゲンはわかっているけれど、でも

食用以外の生物からの遺伝子を使ったときの影響についてはまだわかっていない 2893。こ

ういうのに対してはアレルギー性試験をすべきだけれど、でも何が見つかるか予想がつか

ないので、何もかも確実に見つかるかどうかは確信が絶対に持てない。

　さらに抗生物質への耐性についての懸念も正当なものだ 2894。組み込まれた遺伝子は、

しばしば使いやすいように特定の抗生物質に耐性を持つ遺伝子で印がついている 2895。だ

から耐性のある遺伝子が人間の内臓内でヒトの病原体に転移して、有用な抗生物質が効か

なくなるのではないかという懸念が出ている。こういう状況が起こらないようにするのが

大事だ。

　同じように、遺伝子組み替え作物が農薬への耐性を雑草にまで伝えてしまうのではない

かという不安も出ている 2896。こういうスーパー雑草は、農薬の価値を低くして、雑草駆

除をずっとむずかしくする。スーパー雑草の問題はすでにお馴染みだ――ジョンソングラ

スが畑の作物を絞め殺したり、葛が木を締め付けたり、メラルーカの木がエヴァーグレイ

ズに進入したり、といったものだ 2897。

　こういう懸念には対処するべきだ。でも一方で、遺伝子組み替え食品が新しいアレルゲ

ンをもたらすリスクはあるけれど、でも多くの一般的なアレルゲンを取り除いて、現在ア

レルギーで苦しむ人たちの悩みをかなり軽減する可能性だってある、ということは忘れ

ちゃいけない 2898。初期の遺伝子組み替え技術は、潜在的には選択的な抗生物質への耐性

をもたらす可能性はあるけれど、このリスクは通常の抗生物質耐性への道に比べると「非

常に小さい」もので 2899、どんどん新技術も出てきている 2900。最後に、除草剤に耐性の

ある雑草はうっとうしいけれど、でもこんな耐性が自然環境で何か役にたつことはありそ

うにないと多くの人が指摘している 2901。新しい研究によれば、遺伝子組み替え作物は人

が手入れをしないと、通常の作物より出来が悪くなるとのこと 2902。だからスーパー雑草

の心配も、思ったほどではないかもしれない。

　さらに、伝統的な品種改良によるものだって、アレルギー性だったり有毒だったりする

可能性はあるんだということは認識するべきだ 2903。伝統的な品種改良による新しい耐虫

性セロリは有機栽培運動に大人気だったけれど、そのセロリを扱った人がその後日光にあ

たると、発ガン性・催奇性のソラレンが高濃度に含まれていたので発疹が出た 2904。同じ

ように品種改良で作った新種のジャガイモは、何百万ドルもかけて開発したのに、ある土

壌条件で育てるとヒトに対して強い毒性を持つことがわかり、市場からひっこめる羽目に

なった 2905。

　多くの作物は、伝統的品種改良を通じて耐虫性を与えられているから、耐虫性はこうし

た作物からだって広がる可能性は同じくらいある 2906。実は、スーパー雑草の多くはこう

いう先進作物からじゃなくて、外国植物からきている（たとえば上述の葛は日本産で、ほ

とんどあらゆる除草剤に耐性がある）2907。
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　一貫したテーマとしては、問題はある特定技術（遺伝子組み替えとか伝統的な品種改良

とか）からくるんじゃなくて、特定の製品からきているってことだ 2908。菜種（遺伝子組

み替えだろうと従来型だろうと）はその性質上、繁殖力が強くてものすごい勢いで自然の

野生地帯を浸食しようとする。だから、（遺伝子組み替えによるものだろうと伝統的な品

種改良によるものだろうと）特殊な性質を持った菜種は、広大な農地を持つオーストラリ

アやアルゼンチンやカナダみたいなところでしか育てるな、という議論はできるだろう
2909。一方、小麦はほとんど完全に自家受粉するので、リスクはずっと低い 2910。

　だからこそ、イギリスの上院はその提言のなかでこう述べている。「我々が見るべきは

製品であってプロセスではない 2911」。同じように、全米研究評議会はその概論で「伝統

的な手法とトランスジェニック（遺伝子組み替え）で作られた有機物とから生じる危険や

リスクの可能性は、まったく同じ領域に属するものである 2912」

　これは、生命科学企業がますます少数化する中で、遺伝子組み替え食品が独占されたり

謀略にあったりするんじゃないかという、よくある懸念ともきれいに結びつく。問題は、

企業が既存の品種を特許化できるってことじゃない（特許法で、新規性がなきゃいけない

ことになっている）。だから農民たちは、いまのコストで伝統的な品種を作り続けること

は十分にできる。でもバイオ技術のイノベーションが生産性を上げれば（これは農民に

とっては儲けが増えるということだ）、準独占企業はこうした改良による経済的余剰をほ

とんど独り占めしちゃうだろうということだ。これはもちろん、強い反トラスト規制を要

求するものではある。でも、こうした問題は遺伝子組み替え技術とは関係ない。きちんと

機能する市場経済の基本的な規制に関わる話だ。マイクロソフト訴訟があるからといって

コンピュータ反対論はできないのと同じだ。

　だから基本的な議論は、生物学面からも経済学面からも、できるだけ優秀な規制システ

ムを作ることに専念しよう、ということになる。でも一方で、どんなシステムでも絶対確

実はあり得ないことは認識しておこう 2913。科学は、何かが危険でないことを証明はでき

ない。技術は完全にリスクのない製品を提供できない。ぼくたちが今日手にしている製品

は、リスクフリーじゃないし、明日の製品だってリスクフリーになんかならない。

　どこがちがうかと言えば、今日の製品にはすでに慣れているけれど、明日の製品は粗ば

かりが見えるってことだ。でも新しい優れた製品のもたらす約束は実に魅力的だ。どっち

を選ぶかは、ぼくたちのリスク回避性と、過去の問題を解決してきたぼくたちの歴史的経

験による 2914。

　だから遺伝子組み替え論争できちんとした選択をするには、リスクを見るだけでなく、

それを他のリスクと思慮深く比べることだ。人間が過去の問題をどう扱ってきたか知る必

要がある。いろんな神話は排除できるようになろう。同時に、いろんな課題に取り組むこ

とも学ぼう。こういう情報があって、はじめてリスクと便益をはかりにかけて、いちばん

優れた情報豊かな選択ができるようになる。

　この意味で、遺伝子組み替え論争は、まさに定番話 VS事実の再演で、ある意味ではこ

の本全体の再演でもある。ほとんどのリスクはとても小さくて、多くは遺伝子組み替え技
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術とは関係ないか、漠然としたつながりしかない。種としてのヒトは、問題も確かに生み

だしてはきたけれど、全体としては創り出したものよりも多くの重要な問題を解決してき

た。遺伝子組み替え技術反対の核心にある技術のいくつかは、主に神話に根ざすものでし

かない。でも、扱うべき本当の問題は確かにある。

　リスクと便益をはかりにかければ、遺伝子組み替え食品の莫大な便益は、先進国にとっ

ても発展途上国にとっても、対処できそうなリスクをはるかに上回るものだというのは明

らかに思える。もちろん、そのリスクに対処するには、強力な規制システムが必要らしい

こともわかる。

25.7 「慎重なる回避」原理 (予防原則)を持ち出すときの注意

本書は、ぼくたちが深く信じ込んでいる定番話発の信念が、実は事実の裏付けがないも

のが多いということを示してきた。世界の条件は、どんどん悪化したりはしていない。す

でに述べたとおり、ぼくたちの余暇は増え、安全は高まり、事故は減り、教育も高まり、

アメニティも増大し、所得も高まり、飢えた人も減り、食料は増え、健康で長生きできる

ようになっている。すぐそこにエコロジー的な危機が迫っていてぼくたちを罰しようとし

ている、なんてこともない。

だからぼくたちは、環境について考えるときに破滅の日を想定するような見方をするの

はやめなきゃいけない。ぼくたちが世界をもっといいところにして、今世紀のこれから、

最大限の進歩をとげるためには、多くの課題に取り組む必要があるけれど、環境はその中

で重要な一部ではある――でも数々の重要なものの一つでしかない。これを理解すること

はきわめて重要だ。

社会の中でリソースをできるだけ上手に分配したければ、優先順位づけが圧倒的に大事

だ。環境はこの社会邸な優先順位づけの中で、他のあらゆる分野と公平な条件で参加しな

きゃいけない。環境運動は、きちんとした議論を提示して、その利点と欠点をもとに評価

されるべきだ。医療保険の拡大や、文化予算の増額や減税の提案と同じ形で検討される必

要がある。

でもこれは、「慎重なる回避」の原則 (予防原則) を厳しく制限すべきだということだ。

この原理は多くの国際協定にも導入されている。たとえば 1992年のリオ協定では、以下

のように指摘されている：「深刻あるいは回復不能な被害のおそれがあるところでは、完

全な科学的確実性の欠如は環境悪化を保護するためのコスト効率の高い手段を遅らせる理

由として使われてはならない 2915」。

こういう言い方をすると、この原理は単に、ぼくたちは何かを絶対的に証明したりは絶

対にできないんだから、環境的な行動を避けるための政治的な戦術として科学的な不確実
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性を使っちゃいけない、と述べているだけだ。いちばんはっきりした例は地球温暖化だ。

ここでは単に、科学的に不確実だという事実だけでは、行動に反対する（あるいはそれを

言うなら、行動を支持する）議論にはならない。むしろ地球温暖化の章でも論じたよう

に、不確実性がどのくらいかを見て、そして特に各種行動のありそうなコストと便益を見

てやる必要がある。

ところが「万が一に備えて」原理 (予防原則) のこういう解釈はとってもアングロサク

ソン的なもので、ドイツ版 (通称 Vorsorgeprinzip) からはもっと過激な解釈が出てくる。

これがヨーロッパでは主流の解釈だ 2916。この原理は要するに、「あらゆる意志決定に安

全のためのマージンを取る 2917」というものだ。デンマークの解釈だとこれは「不確かな

場合には自然と環境に有利に」ということになる 2918。

でもこれはいささか問題ある議論だ。要するにこれは「後悔するより用心を」というこ

とで、これは文句なしに賛成できそうに思える。でもこうしたアプローチは、ハーバード

大の研究からの根本的な洞察を無視するものだ。つまり、ある領域でぼくたちがもっと安

全になろうとしたら、それはほかの領域でよいことをするためのリソースを減らしてしま

う、ということだ。だから――念のため、と称して――大きなコストをかけて追加の命を

救うことは、かなりの確率で、ほかの分野でずっと多くの命を安く救う機会を見過ごすこ

とになるだろう。

しばしば指摘されることとして、環境分野での課題は、ほかの分野と比べていろんな点

で特別だ、というものがある 2919。一部の環境上の意志決定は変えにくい。沼地を舗装し

ちゃったり、湿地を開墾したりすれば、それを元に戻すのは高くつく（そして時には、た

とえば生物種が死に絶えたりするときには、不可能だ）。一部の環境上の意志決定は、は

るか未来に及ぶ影響をもたらす――原子力発電所は何千年も放射能を発し続ける廃棄物を

残し、これは数々の未来の世代の意志決定に影響する。一部の環境プロセスは、勢いがつ

いたらとまらない――すでに見たように、地球温暖化は多くの深い影響を持ち、GDPの

1–9パーセントのコストがかかる。

こういうポイントは関係があるし、各種の提案に社会的な優先順位をつけるときに、考

慮に含める必要はある。でもこうしたポイントのどれ一つとして、環境特有なんかじゃな

いのだ。ぼくたちの重要な政治的決断はすべて、変えるのは困難か不可能だ。道徳的・政

治的な決定、たとえばアメリカの奴隷制廃止や、フランスでの人権採択、1970年代に西側

世界のほとんどで行われた中絶合法化、欧州連合の創設につながる各種の段階は、どれも

元に戻すのが極度にむずかしいか、不可能なものばかりだ。インパクトは小さくても同じ

くらい重要なものとして、空港や橋などの大規模インフラ投資の立地は、ほとんど変更不

可能なイニシアチブだ。同じく用途地域の設定や、学校、道路、公園の配置などもそうだ。



25.7 「慎重なる回避」原理 (予防原則) を持ち出すときの注意 501

さらに、こうした意志決定はどれも、はるか未来につながる重要な影響を持っている。

もちろんこうした情報はすべて、最終的な優先順位づけに含まれるべきだけれど、意志決

定はこの情報に基づいて行われるべきで、これまた「慎重なる回避」なんていう原則 (予

防原則) を参照して行われるべきものじゃない。

さらに二つのちがいが指摘されることが多い。まず「慎重なる回避」の原理 (予防原則)

は、ぼくたちが未来について案じていることを強調し、子どもたちの未来を危険にさらし

たくないという願いを反映するものだ、という議論。この議論は要するに、もし新製品や

発明が生命に有害かもしれないという可能性がちょっとでもあれば、ぼくたちはそれが

ずっと大幅に生活を改善してくれるかもしれないというギャンブルをしたがらない、と

言っているわけだ――つまり、ぼくたちがリスク忌避的である、ということだ。ここでも、

これまた文句なしに同意できそうに思えるけれど、でもこのリスク忌避は環境問題だけに

適用するわけにはいかない。もちろん、未来にとって大きな約束を持った新しい薬物の導

入は、確かに善よりも害をなす可能性がわずかにあるかもしれない 2920。でも、それを言

えば他のどんな発明だってそうだ――たとえば、そうだね、コンピュータの発明とかイン

ターネットは、人と人の結びつきを空疎なものにしちゃうかも？ 2921 　なさそうではある

けれど、でもあり得ないわけじゃない。だからある場合にリスク忌避的になるなら、他の

場合にもすべてリスク忌避すべきだろう（遺伝子組み替え食品についてのコラムも参照）。

二番目は、科学がぼくたちの行動の影響ついて十分な情報を与えてくれないときには、

「慎重なる回避」の原理 (予防原則) がことさら重要になるという議論だ。でもここでもま

た、この不確実性は何も環境分野に限った話じゃない。コンピュータやインターネットの

利用が社会的にどんな影響を与えるか、ぼくたちはほとんど情報を持っていない。国際関

係論は、各種の外交政策の結果について、確実な情報をほとんど与えてくれない。ユーロ

や NAFTAの経済的な影響についてもほとんどわからない。実は、大きな重要性を持っ

た政策分野で、その影響がまともな科学的確実性をもって多少なりとも完全にわかってい

る例なんか、想像するほうがむずかしいくらいだ。

つまり、社会の重要な優先順位付けはすべて、不確実な情報と人間のリスク忌避的な特

性と、意志決定が覆しにくく、その影響にも勢いがついてしまい、多くの人やはるか将来

にまでそれが累を及ぼすという認識に基づいて行われている。だから環境上の提案もだっ

て、数ある例の一つでしかない。

環境分野だけが今まで「慎重なる回避」の原則 (予防原則) を独占できたのは、要する

に定番話と、破滅の日に対するぼくたちのおびえのためだ。もちろん、大規模な生態上の

危機がすぐそこに迫っているなら、ぼくたちは環境のためだけに追加の安全マージンを取

りたくもなるだろう。でも本書で記述されているとおり、そうした一般的な理解は砂上の
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楼閣でしかない。

優先順位づけがそもそも何のためかといえば、ぼくたちが入手可能な情報を全部使っ

て、リソースをできるだけ上手に使うためのものだ。この理由から、「慎重なる回避」の

原則 (予防原則) は環境に有利なようにはかりをちょっと傾けるために使われるべきじゃ

ない。そんなことをしたら、その配分はその定義からして、できるだけ上手な配分にはな

らなくなるからだ 2922。この意味で、「慎重なる回避」の原則 (予防原則) は実は、本来よ

りもダメな意志決定をする手段でしかないのだ 2923。

そしてぼくたちが、優先順位づけなんか「偏狭」で「冷酷 2924」だからそんなのいやだ

と逃げ出したくても、それでリソースの配分が行われなくなるわけじゃない。単に、まと

もな検討も経ない、議論もされない、デタラメで不合理な配分がされるようになるだけだ

2925。優先順位づけを避ければ、単にベストをつくす機会をどぶに捨てるだけだ。優先順

位をつけなければ、それがどんな善意に裏打ちされていようと、最終的には何千人もの

人々を統計的に殺すことになるだけだ。

25.8 繁栄は続くのだ

よく考えた、合理的な意志決定を行わず、解決策を定番話――世界は悪くなる一方だと

いうあのよくある気分――に基づいて行うなら、ぼくたちはダメな非生産的な意志決定を

するようになるだろう。ペルーでは、当局は飲料水の塩素殺菌をしなかった。発ガン性を

おそれたからだ 2926。今日では、これが 1991年に再び猛威を振るったコレラ大発生の主

要原因の一つだったと考えられている 2927。塩素殺菌によるリスクがどんなに低いかみん

なが知っていたら、この疫病はたぶん起こらなかっただろう。

1967 年に、ポール・エーリックは世界がすさまじい飢餓に向かっていると予言した。

飢餓の被害を軽減するために、エーリックは――かれの見方からすればまあ当然ながら

――海外援助を与える国は、生き延びる見込みがある国だけにすべきだ、と主張した。

エーリックによれば、インドは生き延びる見込みがない国だった。ぼくたちは「正気の分

析により、食料生産と人口との間に絶望的な不均衡が存在すると示されたインドのような

国には、今後はもう緊急援助を送らないと発表すべきである。（中略）我々の乏しい援助

は、生き延びられる人々のためにとっておくべきだ 2928」。エーリックは要するに、イン

ドなんかもう勝手にしなさいと見放すべきだ、と述べているわけだ。ところがインドは、

緑の革命を生き延びた。1967年にエーリックがいまのせりふを書いた時、インド人は一

日平均 1,875キロカロリーを消費していた。それ以来インドの人口はほとんど倍増したけ

れど、2,466キロカロリーを摂取している 2929。もしぼくたちが、エーリックなんかの言

うことにばかり耳を傾けて、ボーローグをはじめ、緑の革命を取り巻く驚くべき意志力と
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インスピレーションに関心を払っていなければ、事態はずっとひどくなっていたかもしれ

ない。

西側世界に関する限り、この本が環境問題に対する目に見える姿勢の変化を引き起こし

てくれれば、とぼくは願っている。いまにも地球環境が崩壊する、なんていうおびえは忘

れていい。世界は基本的には正しい方向を向いていて、まともな優先順位づけにこだわる

ことでこの発展プロセスをきちんと舵取りする手助けができることがわかる。

環境問題をおそれるとき、ぼくたちはどうも、短期的な気休めの解決策にとらわれて、

比較的どうでもいいことにお金を使いがちで、結果としてずっと重要なことに使われるお

金を減らしてしまう。水環境や農薬や地球温暖化の問題にしても、リソースを使うときに

は合理的になって、よく考えた判断を下すべきだ。だからといって、合理的な環境管理や

環境投資がよいことである場合が多いのを否定するつもりはない。単にそういう投資で

も、人間活動のたの重要分野すべてにおける、似たような投資のコストや便益と比べな

きゃいけませんよ、と言いたいだけだ。

全体としてぼくは、あまりに楽観的だとそれなりの代償がついてくるけれど、あまりに

悲観的なのだってかなり高くつく、ということを強調しておくことが大事だと思う。もし

未来を信じなければ、ぼくたちはどんどん無力感にとらわれ、無関心になり、おびえるよ

うになる――自分の中に引きこもるようになる。そして地球のために戦う決意をしたとし

ても、まともな分析から生まれたものよりは、増大するおびえから生まれたプロジェクト

に参加しちゃうことになるだろう。

もちろん、単に未来を盲信するわけにはいかない。でも本書の記述と議論は、ぼくたち

を非生産的な心配から解放してくれるものだから、大きな影響を持ち得る。それはぼくた

ちが、社会の有形無形の資産生産に参加していることで、よりよい世界作りにも関与して

いるんだという事実について、新たな信頼を与えてくれるものだ。

いや、みんなが心配したからこそ事態がこんなにもうまく推移したんだ、という指摘が

されるときにも、同じ考察が役に立つだろう。そうじゃないよ。事態がこんなにもうまく

推移したのは、ぼくたちが状況を改善しようと努力したからだ。一部の状況で、これは自

然に起きた。たとえば経済的な富の成長継続なんかの場合がそうだ。ぼくたちがどんどん

豊かになったのは、主にぼくたちが基本的に市場経済として組織化されているからで、み

んなが心配したからじゃない。公害分野での近年のもっとも大きな進歩は、規制を通じて

実現されたものだけれど、その規制が正しかったのはそれが合理的な優先順位づけに基づ

いている限りにおいてであって、それが漠然とした不安に根ざしていたからじゃない。

世界で手に入る食料が増えたのは、みんなが心配したからじゃない。先見の明のあった

個人や団体が緑の革命を起こしたからだ。ぼくたちが余暇や安全や所得や教育水準を高め
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たのも、心配したからじゃない。その問題に取り組んだからだ。

ぼくたちは問題に取り組むべきだし、理性的に優先順位をつけるべきだけれど、無用に

心配すべきじゃない。

ぼくたちは実は、世界を受け継いだときよりもよい状態にして公正に残している。そし

て地球の本当の状態について、実にすばらしい点はまさにこれだ。人類はみんな、あらゆ

る計測可能な分野で改善を見せていて、そして今後も改善は続きそうだということだ。

考えてもごらん。生まれるならどこに生まれたい？　多くの人は相変わらず定番話には

まっていて、子どもたちが食べ物も水も足りず、公害と酸性雨と地球温暖化に囲まれて育

つことになるんだ、と思いこんでいる 2930。でもこのイメージは、ぼくたち自身の偏見と

分析不足のごたまぜなんだ。

だから、本書のメッセージとはまさにこういうことだ：今日生まれた子どもたちは――

先進国だろうと途上国だろうと――もっと長生きして健康になり、食べ物ももっと食べら

れ、教育ももっと受けられ、生活水準も上がり、余暇は増え、はるかに多くの可能性を与

えられる――地球環境が破壊されることなしに。

実に美しい世界じゃないか。
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注

1. Mark Twain, Autobiography, chapter 29 (ed. by Charles Neider, 1959) に引用

されている。

2. また、いくつかの分野はそれぞれお気に入りの規準を持っている。石油はしばしば

バレルや BTU (British Thermal Unit) で計られる。慣習にしたがってこうした

ものもよく使われているけれど、おおむねその相当物についての説明をつけて持ち

出してある。efunda 2001を参照。

3. efunda 2001.

4. Lester Brown は 2000年までワールドウォッチ研究所 (Worldwatch Institute) の

所長で、現在では理事長兼シニア研究者となっている。（訳注：原著刊行当時。現

在はアースポリシー研究所所長)

5. もちろん学術的な観点からはもっと優れた環境に関する論文や報告がたくさんある

（たとえば UN, WRI, EPAの報告や、これら機関の重要な調査研究で、その多く

は本書の中でも使われているし、参考文献に挙がっている)。

6. Hertsgaard 2000.

7. Scott 1994:137.

8. Linden 2000.

9. New Scientist 2001

10.「定番話 (the Litany)」という用語と続く説明は Regis (1997)から。

11. もうこんな主張をするヤツはだれもいない、という説をよく聞かされる。でも、ほ

とんど同じ記述が Time 誌の 2001年自然の状態特集号での説明の核心として使わ

れていたのだった。「過去 1世紀を通じ、人類は自然を支配するために、できる限

りの手を尽くしてきた。地球の川をダムで堰き止め、森林を切り倒して土壌を流出

させた。果てしない時間をかけて作り出された化石燃料を燃やし、何十億トンもの

温室効果ガスを大気中に放ち、大気の化学組成を変えてほんの数十年のうちに目に

見えるほど地球を温暖化させた。そして 2000年には人口が 60億の大台に乗り、さ

らに大陸に広がるにつれて、何十もの動植物種が毎日のように絶滅し、その中には
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過去 100年間で絶滅した初の霊長類であるミス・ウォルドロンのアカコルブスザル

も含まれる。

　 21世紀の初めにあたり、地球の簒奪が限界に近づいているというまちがえよう

のない兆候が現れている――自然が復讐を始めようとしている兆候だ。北極・南極

での氷の溶解は、気候が急速に変わっていることを示唆している。気候はいつにな

く不規則で、あるところは雨が少なすぎ、あるところでは雨が降りすぎる。昨夏は

乾ききったアメリカ西部を炎が燃えさかり、最近の嵐はイギリスから台湾まで猛威

を振るっている。個別の出来事はどれも直接地球温暖化のせいにはできないが、科

学者たちによれば温室効果のある世界では、干ばつや洪水はもっと頻繁かつ深刻に

なるだろうとのこと。すでに、以前より暑い気候がマラリアや黄熱病のような熱帯

病の範囲を広げている。他にも、負荷のかかりすぎた惑星からの恐ろしい兆候とし

ては穀物収量や漁獲高の低下、希少な水源を巡る競争の激化などがある」 Annon.

2001b.

12. 定番話すべてを代表する、一番集約された発言は、アイザック・アシモフ (Isaac Asi-

mov) とフレデリック・ポール (Frederic Pohl) によるOur Angry Earth (1991:ix)

にあるものかもしれない: 「すでに我らが地球を被害から救うには手遅れだ。すで

に事態が進みすぎた。農地が砂漠化し、森林がきれいに伐採されて荒れ地と化し、

湖には毒が盛られ、空気は有害ガスでいっぱいだ。すでに我々自身を有害なプロセ

スの影響から救うのすら手遅れだ。というのもその動きはすでに勢いがついてしま

い、何をやっても確実に進行するからだ。地球の気温は上昇する。オゾン層は破壊

され続ける。公害はますます多くの生き物たちを病気にしたり殺したりする。これ

らすべてはあまりに進行しすぎて、改善に向かうまでにさらに悪化が進むのはまち

がいない。我々に残された唯一の選択は、事態がどこまでひどくなるのを許すかと

いうことを決めることだ」

13. 重要な領域すべてをカバーするなんて不可能だけれど、でも本書ではほとんどをカ

バーしたと思うし、スカンジナビアでの論争も大きな新領域を示唆することはな

かった。新しい提案はもちろんいつでも歓迎ではある。

14. これと以下の主張は、本書の後の個別章で記述する。

15. 厳密に言えばこれは本当じゃない。というのも「どんどんよくなっている」という

のもまた倫理的なコノテーションを含むからだ（何をもって「よい」とするの？）。

でもこれはふつうはほとんど議論にならないことだ。たとえば、乳児の生存確率は

高い方がいいの？　ここで述べている「～である」と「～であるべき」との差は、

もとはデヴィッド・ヒューム (David Hume) (1740:468-9)から出たものだ。
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16. WFS 1996: I, table 3; FAO 1999c :29.

17. Brundtland 1997:457.

18. 以下の議論は Simon 1995b:4ffに依る。

19. Simon 1995b:6.

20. WRI 1996a:105.

21. たとえば Easterlin 2000.

22. UNEP 2000:52ff.

23. WFS 1996:I:table 3; FAO 1999c:29.

24. UNEP 2000:55.

25. Scotney, D. M. and F.H. Dijkhuis 1989: “Recent changes in the fertility status

of South African soils.” Soil and Irrigation Research Institute, Pretoria, South

Africa. 何度か試みたものの、この刊行物は入手できなかった。

26. IFPRI 1999:14, and FAO 1995b:86-7. ちなみに FAO は、食料生産を収量の増加

と作付面積の増加とに分けない（その結果、年 3.4パーセント増が期待されている。

IFPRI の 2.9 パーセント、うち 1.7 パーセントが収量増によるものという数字と

比べてみよう）。

27. 年間収量の伸びは 1990年以来 0.37パーセントで、総生産は 20.7パーセント (FAO

2000a)。

28. Pimentel et al. 1995a.

29. Boardman 1998.

30. 技術的に言えば、このまちがいは被説明変数を偏った選択として知られる: ぼくた

ちは、欲しい結果に応じて例を選びがちだ（喫煙したのに長生きしたおじいちゃん

だけを覚えているとか）。そしてそればかり延々と持ち出す――そんなことをして

も、議論は期待通りには強化されない。

31. もちろんその他たくさんの要因についてもチェックすべきだ。たとえば喫煙者と非

喫煙者との間に、社会階級や所得、地理分布、教育水準、性別などでちがいがない

か、といったことだ。でもこの議論に関する限り、これは重箱の隅でしかない。こ

こで言いたいのは要するに、全体の数字を比べようということだ。

32. 1日 1人あたり 2,007からたった 1,579キロカロリーへ (FAO 2000a)。

33. 1日 1人あたり 1,711キロカロリーから 2,170キロカロリーへ, 1988-98年, (FAO

2000a).

34. もちろん、各国の大きさが全然ちがうことも考慮すべきだ。

35. FAO 2000a.
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36. WI 1984:18.

37. WI 2000c.

38. ちなみに、Worldwatch Institute Vital Signs 2000 の輸出に関するデータとグラ

フ (2000b:74-75) は、以前の版と比べてまちがっている (1998b:69, 1999b:77, 電

子データベース (2000c), World Bank (2000c)の財とサービスを 1995年$ に換算

したものと比べてみるとわかる）。

39. たとえば Brown and Kane 1994:138.

40. Brown and Kane 1994:142.

41. Asimov and Pohl 1991:45. 省略符号（……) は原著ママ。以下の明らかな反復は

削除してある: “The twenty-three years from 1947 to 1969 averaged about 8.5

days of very violent Atlantic hurricanes from 1947 to 1969, while...”

42. Landsea 1993:figure 8, http://www.aoml.noaa.gov/hrd/Landsea/climo/

Fig8.htmlを参照。

43. Landsea 1993.

44. Landsea et al. 1999:108.

45. WWF 1997a:18.

46. INPE 2000:9.

47. WWF 1997a:18.

48. サッカーのピッチは 70 m x 110 m で 0.77 ha だ。だから 1,489,600 ha/年は、

サッカー場 190万個分、あるいは 1時間あたりサッカー場 220個分だ。アマゾン

は 3億 4300万 ha つまりサッカー場 4億 4500万個分になる。さて、これで何か

賢くなった？

49. INPE 2000:7; Brown and Brown 1992:121.

50. Anon. 2000a:5; http://www.recycline.com/も参照のこと。

51. Hudson 2000.

52. Stiefel 1997.

53. ちなみにもとの記事では、この推計値はポンド表記になっている。たぶん 1

億ポンドというほうがかっこいいからだろう。Anon. 2000a:5, http://www.

recycline.com/recinfo.html.

54. EPA 2000c:table 1.

55. EPA 1999b:5 (table ES-1) の 1997年の数字、住民 2億 6764.5万人と 1億ポンド

の年間歯ブラシごみ (Anon. 2000a:5)から。

56. WI 1995:7.

http://www.aoml.noaa.gov/hrd/Landsea/climo/Fig8.html
http://www.aoml.noaa.gov/hrd/Landsea/climo/Fig8.html
http://www.recycline.com/
http://www.recycline.com/recinfo.html
http://www.recycline.com/recinfo.html
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57. WI (2000b:46): 「おそらく最大の劇的で予期せざる変化は、10年前に始まった経

済衰退の結果として起きた、ソ連での肥料使用の急激な減少だろう」

58. 環境科学の分野では、これは「置き換えによる問題解決」として知られる。 (Weale

1992:22).

59. Asimov and Pohl 1991:76.

60. Asimov and Pohl 1991:78.

61. Gore 1992:82.

62. たとえば Andersen 1998。Al Goreはまた、脱硫装置は CO2 排出を 6パーセント

増やすと書いているけれど (1992:82)、現在の見積もりでは 1パーセント以下しか

増えない (Anon. 1995b)。

63. Elsom 1995:480; 第 IV部の公害に関する部分も参照。

64. 第 IV部の微粒子に関する部分の、注 1188 の計算も参照。

65. Goodstein 1995 は、アメリカの 6,000カ所以上のゴミ埋め立て地からの地下水汚

染は 300 年で 5.7 人のガン死亡者、つまり 50 年ごとに約 1 名を生み出すという

EPAの見積もりを挙げている。イギリスの埋め立て地は規模が小さいし、脱硫装

置からの廃液なんて埋め立て地のごくわずかな一部にしかならないので、このリス

クは最大の上限値だ。

66. ぼくは動物が同じ権利を持つべきだという議論（Singer 1977を参照）には、一般

に組みしない。

67. もっと過激な解釈はここでは使わないでおいたけれど、こうした議論の進め方はも

ちろん Baxter 1974に影響されている。こうした生命観は客観化 (objectification)

として知られ、支配的な見方だ (Agger 1997:64ff)。

68. ぼくは、動植物は無用に痛めつけられたり死んだりすべきじゃないと強く感じてい

る（まさにそのためにぼくは菜食主義者だ）。でもここでの重要なことばは「無用

に」というやつだ。ウシの死を人間が正当化するに足るほど必要だというのは、ど

ういう状況だろう。これはたぶん、個別の状況で決めるしかないことだし、民主的

な意志決定プロセスと同じく、手続き上の正義をもって決めるしかないだろう。そ

してこれは、人間が自分の原理原則に基づいておこなう意志決定だ。

69. でもこの選択があいまいでないことのほうが珍しい。処女林はもちろん人間にレク

リエーション的な機能を提供してくれるし、畑ではたくさんのトウモロコシに生を

与えることができる。

70. とはいえこの先、実例はお目にかける。たとえば Pimentel et al. (1998)など。

71. WI 1998a:4.
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72. ワールドウォッチ研究所 (Worldwatch Institute) の本はもちろんこうした主張の

例をいろいろ挙げるけれど、すでに述べたように、こういう個別の例は全世界的な

評価をしようというときにはまるっきり役に立たない。

73. WI 1998a:22. かれらは以下のように続けている：「すでに述べたように、かつて

地球を覆っていた森林の半分は消えている」。この見積もりが極端に過大だという

こと以外にも (Goudie [1993:43] の推計では 20 パーセント、Richards [1990:164]

では過去 300年で 19 パーセント)、これは数十年のトレンドと、数千年のトレンド

とを比べるという無茶なことをしているのを示唆している。

74. 1949年の推計値がはずれていて、たぶんここで報告したよりさらに楽観的な結論

をもたらすだろうということは明らかに思える。

75. WI 1998a:22.

76. 1126万 ha/年 (FAO 1997c:17).

77. WI 1998a:9.

78. 最新の推計期間 1990–5年 で 873,000 ha (FAO 1997c:189)。

79. WI 2000a:xvii.

80. WI 2000a:xvii.

81. World Bank 2000c, 2000e:I 188. ちなみにこれは、別のワールドウォッチ研究

所 (Worldwatch Institute)刊行物で挙げられているトレンド (1984–98) でもある

(WI 2000b:73)。

82. EEA 2000.

83. 2000年 US$換算; IMF 2000a; EIA 2000b:32. データは Figure 65より。

84. EIA 2000e:32.

85. USBC 2000a.

86. WI 2000a:xvii.

87. WI 2000a:4; 第 II部冒頭で引用した WI 1998a:xvii と比べてみよう。

88. WI 2000a:4.

89. WI 2000a:4.

90. WI 2000a:15.

91. Caldwell 2000.

92. Ainsworth and Teokul 2000.

93. ワールドウォッチ研究所 (Worldwatch Institute) は、その序文でまたもや AIDS

の例を引き合いに出している (WI 2000a:14-15)。

94. WI 2000a:13.
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95. WI 2000a:12.

96. WI 2000a:12.

97. WI 1998b:15.

98. WWF 1997b, 1997d, 1998c.

99. WWF 1997b, タイトルと p. 1.

100. 森林の章の参考文献を参照。

101. WWF 1997e.

102. WWF 1997a, 1997e.

103. Goudie (1993:43) の推計は 20 パーセントでこれはたぶんMatthews 1983からの

もの。Williams (1994:104) は農業以前の時期から 20 パーセント減と推計してい

る。農業以前までさかのぼる推計は他にはなく、森林消失が圧倒的な勢いで進行し

たここ数世紀についての推計しかない。こうした推計は、農業以前のすべての森林

消失全体から見て少なめの評価にはなっているだろうが、過少評価分はごくわずか

だろう; この場合 Richards (1990:164) は過去 300年で 19 パーセント。IPCC も

また、1850–1990年にかけて世界の森林地帯が 20パーセント削減と推計している

(2001a:3.2.2.2)。

104. 現在の森林地帯とされるのもの、最大 33パーセントについては定義の問題が適用

できる――これはそこに記述されている説明でははっきりしないけれど、北方森林

は 12億 haをカバーしている (Stocks 1991:197)。Aldrich は他の森林消失に関す

る歴史的な記述については知らなかったために、注 103の参考文献を提供してあげ

たところ喜んでいた。

105. WWF 1997e.

106. 1980-95年の期間に、世界は 1.80 億 ha の森林を失い (FAO 1997c:16)、1990-5年

には 0.563 億 ha (p. 17) 、そして総森林面積は 34億 5400万 haだ (p. 10)。1980

年代について見ると (100 万 ha 単位): 3, 634(1 − 0.346 パーセント)10 = 3510.3

で 1990-5年については (100万 ha単位): 3510.3(1− 0.32パーセント)5 = 3, 454。

WCMCのMark Aldrich に森林消失速度の加速という主張について連絡したとこ

ろ、かれはいたずらっぽくこう言った：「まあそれはいかにもWWFだねえ」。

107. http://www.panda.org/forests4life/news/10897.htm .

108. FAO 1997c:189, 18.

109. WWF 1997d; 1998c:36; 1999:27, WWFによる 1990年の森林面積は 34.10億 ha

で、これに対して FAO による 1990 年の森林面積は 34.54+0.563=35.103 億 ha

(FAO 1997c:10, 17)。

http://www.panda.org/forests4life/news/10897.htm
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110. 1 − 3, 044/8, 080 = 62.3 パーセント ではなく、1 − 3, 410/6, 793 = 49.8 パーセ

ント。

111. Fairhead and Leach 1998; Leach and Fairhead 1999.

112. Leach and Fairhead 1999:1. またこの森林面積減少の主張は、WWF 1998d:7の

カラー地図でも見ることができる。これはインターネット上で見られる。

113. Fairhead and Leach 1998:xix.

114. Fairhead and Leach 1998:183.

115. WWF 1999:1.

116. FAO 1997c:13, table 2.

117. WWF 1998a:6.

118.「世界の森林のうち植林はたった 3 パーセント程度である」 (FAO 1999a:1)。しか

し、1997年の FAOの推計を参照。総森林面積 34.45億 haのうち、先進国での植

林面積は約 80-100 Mha 途上国では 81.2 Mha 、つまり合計では 5.2 パーセント

(FAO 1997c:10, 14, およびWWF 1998a:36)となる。

119. Costanza et al. 1997; WWF 1998a:24.

120. WWF 1998a:24.

121. この主張は新しい WWF 1999では行われていない。

122. WI 1999b:77.

123.「2つのがっちりしたデータ（毎年 4万の生物種が死んでいるという主張の批判と、

生物種の絶滅率が今は 0.7パーセントだという主張）は、グリーンピースもその他

ほとんどの団体もずっと以前から受け入れている」 Politiken, 13 February 1998.

124. Greenpeace, Protecting Biodiversity : http://www.greenpeace.org/~comms/

cbio/bdfact.html. このリンクは、ぼくの批判のために今や削除されてしまった。

125. ノルウェーの新聞 Verdens Gang, 1998年 3月 19日より。

126. Verdens Gang, 1998年 3月 19日。

127. Colborn et al. 1996.

128. Colborn et al. 1996:182. この本を読むと、テオ・コルボーンの主張である「我々

は著書において、それ [環境汚染と乳ガンの関係]がきわめて弱く貧弱な結びつきだ

と考えていることを明記した」 (PBS Frontline 1998)を信じることはとうていで

きないのは皮肉なことである。

129. Colborn et al. 1996:182.

130. 175 パーセント=1.01(1996−1940).

131. ACS 1999, CDC 2001a.

http://www.greenpeace.org/~comms/cbio/bdfact.html
http://www.greenpeace.org/~comms/cbio/bdfact.html
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132. UNEP 2000:41ff.

133. UNEP 2000:42, http://www.grida.no/geo2000/english/0046.htm.

134. WHO 1998: 「1997 年には、5 歳以下の児童が 1 千万人死亡した」 1046.6 万人,

Murray and Lopez 1996c:648.

135. UNEP 2000:148, http://www.grida.no/geo2000/english/0099.htm.

136. CEQ 1997. 環境関連文献では残念なことによくあることだが、GEO 2000 は本を
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ど、これはもちろんあまりに厳密すぎる――たとえばナイジェリアなんかの人口は

いまだに何千万人単位で不確定だ (Okolo 1999)。

309. ほとんどの推計は国連の世界人口開発の 2000 年レビュー (UNPD 2001a-c) から

取っている。国連は出生率についていくつかちがった想定をもとに推計をする。楽

観的なもの（低位）、悲観的なもの（高位）、そしてその「中間」（通称中位推計）。

ほとんどの文献にあわせて、ここでぼくは中位推計を参照している。

310. Chiras 1998:131.

311. 長期予想 (UNPD 1998b) は 1996 年改訂に基づいていて (UNPD 1998a) これは

もっと 2000年改訂 (UNPD 2001a)に似ていることに注目。

312. ここで示した数字は総出生率、つまり今の出生パターンが続いた場合、女性が一

生で何人の子供を産むか、という数字だ。人口安定のためには、総出生率は 2 よ

りちょっと多くなきゃいけない（子供たちの一部は、自分が子供を作れるように

なるまでに死ぬからだ）。これが総出生率、TFR (Heilig 1996) だ。1950 年の発

展途上国の TFR は 6.16 だった。1995–2000 年だとこれが 3.00 と見積もられ、

2000-2005年だと 2.80だ (UNPD 1999a:I:12)。

313. 国連コンサルタント Peter Adamson, Miller 1998:293での引用。

314. たとえば Berry et al. 1993: 57ff.

315. 出生率の低下には他にもいろいろ原因がある。主なものとしては、教育や法制度の

改善からくる女性の自立増加だ。このため女性は負担の多い追加の出産を避けて、

キャリアを求めたり自由時間を求めたりする。 Dasgupta 1995 と Gallagher and

Stokes 1996を参照。

316. 1750 年の 178.1 万人 (Mitchell 1975: 23) から 2000 年には 891.0 万人 (UNPD

1999a:I:386)。過去 250 年にわたるスウェーデンでの出生率のある分析で、Eck-

stein (1999:164)によれば「賃金増加と子供の死亡率低下がスウェーデンの出生率

低下の大部分を説明できる」。

317. 1911年の 410万人 (Mitchell 1995) から 2030年の 2300万人 (USBC 2001a)。
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318. 安定出生率は、カップルあたり子供 2人よりちょっと多い必要がある。子どもたち

の中には、自分では子供を作らないのもいるからだ（自分で子供を作らないことを

選ぶか、成年に達するまでに死ぬから）。

319. UNPD 2001a:2.

320. 発展途上国の TFRは UNPD 2001a:4, アメリカでは 1960–65年で 3.314, オース

トラリアは 3.27; UNPD 1999a:I:418, 84, デンマークの TFR は 1920 年で 3.3

(Statistics Denmark 1995: 8)。

321. UNPD 2001a:1, 1999a:xi, 10.

322. 人口成長率は 1964年に地球全体で 2.167 パーセント となったのがピークで、発展

途上国は 2.624 パーセント (USBC 2000a)。

323. 2050年についての予測値は: 98.33億人 (1994年改訂) から 93.66億人 (1996年改

訂)、89.09億人 (1998年改訂) そして今や 93.22億人 (WRI 1996a, WRI 1998a,

UNPD 1999a:I:8, 2001a:1)と推移してきた。

324. 残念ながら、人口増が急激な期間だけを見せて、その後で人口の伸びが落ち着くと

ころは見せずに、人口増大が手に負えなくなっているという印象を与えようとする

傾向がある。たとえば Gore 1992:32-3, Burne 1999:104。

325. ここでも、1996年改定値に基づいた 1998年の長期予測を使った。これは 2000年

改訂とかなり似ている。 UNPD 1998b.

326. UNPD 2001c, cp. 1999a:I:2, 228, 138.

327. 中国の TFR は 1950–55年で 6.22、インドの TFRは 5.97 (UNPD 1999a:I:138,

228)。現在の数字は 1995–2000年についてのもので UNPD 2001cから。

328. UNPD 2001c.

329. UNPD 2001c.

330. UNPD 2001a:1, Bailey 1995: 12. USBC 2000aと比べよう。

331. 1998年改訂に基づく、 UNPD 1999a.

332. Heilig 1996, UNPD 1999a, Keyfitz and Flieger 1990:105. 同じくメジアン年齢

――つまり人口を半々に分割する年齢――は 1950年に 23.6歳だったのが 2000年

には 26.5歳、そして 2050年には 36.2歳に増える, UNPD 2001a:14.

333. UNPD 1999a:I:, 1999a:II:, Heilig 1996. UNPD 1999a, Keyfitz and Flieger

1990:213.

334. 500億は Botkin and Keller 1998:81 の推計 (Dumond 1975を使っているはずだ

が、かれがどこでこの数字を述べているのかははっきりしない)、 Desmond 1975

では 770 億、Bourgeois-Pichat 1989:90 では 803 億、Hammel 1998: Table 3 で
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は 800億から 1,000億の間だ。

335. たとえば Porrit 1991: 116, Time 1997: 31.

336. Ehrlich 1968:16.

337. 人口密度が最高なのは、香港の 5, 952 人/km2 とシンガポールの 4, 817 人/km2

だ。ふつうの国としては、バングラデシュの 832人が最高だ。モーリシャスと韓国

に続いてオランダは第 6位の 414人、ベルギーは 8位の 332人、9位は日本の 331

人、10 位はインドの 283 人。南アジア全体では 242 人/km2 で、イギリスは 239

人、デンマークは 121 人、オハイオ州は 106 人、インドネシアは 101 人 (World

Bank 1997a:table 1, USBC 1999a:29)。因果関係を読みとるべきではないけれど、

データセット全体を回帰分析すると、人口密度と一人あたり GDPとは負の相関で

はなく正の相関がある。

338. Bailey 1995:15.

339. Ehrlich and Ehrlich 1996:70-1. でも持続可能性は、地球全体で考えるのが当然だ。

つまり、世界各地で持続可能な形でとれるものを貿易できればそれでいい。

340. アメリカ中西部はすごく肥沃だけれど、アメリカ人の大半部は沿岸部に住みたが

る。国の経済はそれで立派にまわるのだけれど、なにやら得体の知れない理由で

エーリックはみんなが食料のとれるところで暮らすべきだと主張する。

341. 全地球で見ると、地方部人口は 2000年の 32億人から 2030年に 32.5億人へと 1.7

パーセント増えるだけだけれど、都市人口は 28.9億人から 51.2億人へ 77 パーセ

ント成長をとげる。ヨーロッパでは、土地面積では 97パーセントを占める地域に

住む地方部人口は、1.83 億人から 1.18 億人へと 36 パーセント減り、都市人口は

4.5パーセント増えて 5.71億人になる (UNPD 1998a:96-9, 104-7).

342. UNPD 1998b:3.

343. UNPD 1998a:140. そしてそのロンドン自身も、1801年には人口 10万人の村だっ

たのが、1850年には 250万人になった (Floud and Harris 1996:5).

344. UNPD 1998b:8, cp. UNPD 1998a:23-4.

345. アメリカからのデータだと 1990 年国勢調査で 75.2 パーセント, http://www.

census.gov/population/censusdata/table-4.pdf.

346. Chiras 1998:133. かれはこう続けている: 「社会問題はすさまじい。都心での混雑

は各種の社会、精神的、肉体的な病気にはっきりあらわれている。多くの社会病理

学者たちは、離婚、精神病、ドラッグやアルコール濫用、社会的不穏は、一部は過

密からくるストレスによるものだと考えている。（中略）動物実験は、過密が健全

な状態ではないという考えを支持している」 (似たような議論として Cunningham

http://www.census.gov/population/censusdata/table-4.pdf
http://www.census.gov/population/censusdata/table-4.pdf
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and Saigo 1997:129-30を参照)。主観的な過密は心身的な健康を阻害する (たとえ

ば Fuller et al. 1996) が、これは都市にいる物理的な人数には主によらず、むし

ろ一人あたり居室数で表された富によってくる。そしてこの富はこれから見るよう

に、時間につれて増大している。第二に、こうした調査は系統的に、都市内の機会

より問題に集中しがちだ (たとえば Verheij 1996; Simon 1996:464; 明らかな例と

しては UNFPA 1996: chapter 2を参照).

347. Miller 1998:313: 「失業、喧噪、過密、環境的な危険、激しい疾病にもかかわらず、

ほとんどのスクウォッターやスラムは地方部の貧困層よりも豊かなのだ」。もちろ

ん、掘っ建て小屋地域に出てきたばかりの人々は、平均的な地方部人口に比べると

かえって貧しいかもしれない。でもおそらく、多くの人が田舎を離れたのは、かれ

らがその地方部の平均より貧しかったからにちがいない。たとえば部分的には不成

功だったテストとしては Siwar and Kasim 1997:1,532 を参照。

348. 都市部の 89 パーセントは安全な飲料水にアクセスを持つ。地方部ではこれがたっ

た 62 パーセントで、下水処理設備となると、数字は 79 パーセント対 25 パーセン

トだ (UNICEF 2000:95; cf. World Bank 1994:6, 27)。地方部での健康サービス

へのアクセスがもっと不平等なことについては World Bank 1999c:26を参照。

349. 調査対象 44 カ国のうち 2/3 では 10 パーセントポイント以上の差が見られた

(UNICEF 1997:39)。栄養失調度の低い都市については Haddad et al. 1999:21を

参照。

350. Naylor and Falcon 1995:507; また Haddad et al. 1999:18も参照。

351. WRI 1996a:10, cf. The Economist, 31 December 1999:27ff.

352. Preston 1995:30; Acsadi and Nemeskeri 1970.

353. 乳児死亡率は出生 1000人あたり 440から 600人の間だった (Hill 1995:38).

354. この数字は 1 歳のローマ人についてのものなので、新生児の期待余命はさらに低

い。でも、ローマ時代には死んだ乳児について墓石を建てることはあまりなかっ

た (Russell 1978:45) ので、新生児の期待余命を推定するのはとてもむずかしい。

データは 0–400CEまでで収集されている (Botkin and Keller 1998:91)。

355. 統計的に言えば、ペストは主に若者に影響した――ペスト禍の間、30 歳の人々の

期待余命は一定で約 22年のままだった (Russell 1978:47, 56)。14世紀の低い期待

余命は、カンタベリーのベネディクト修道僧たちが苦労して記録した記録でも裏付

けられていて、かれらが平均 28年しか生きなかったことが示されている。かれら

が暮らしていた条件は、その他の人口が直面していた条件よりもはるかによかった

にも関わらず。もしこれを全人口の期待余命に変換すれば、結果は誕生から 22年
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(e20=28, e0=22; Hatcher 1986:28, 32)。この変換は適正だろう。修道僧たちは食

事はよかったし、衛生状態や保護の面でも一般人より上ではあったけれど、一方で

かれらはずっと密集して暮らしていたから、病気も多かったはずだと考えられるた

めだ。

356. 別にかれらが地主だったからじゃない。上流階級の食生活や生活条件は百姓と比べ

てもさほどましじゃなかった (Russell 1978:44)。むしろかれらが男だったからだ

――女性は出産からのリスクや畑の重労働のため、ずっと短い寿命しかなかった

(Russell 1978:45)。

357. Fogel (1989) の指摘だと、過剰な死亡率のうち飢餓によるものはたった 5–15 パー

セント――ここで最大の要因は分配の貧しさで、食料の余剰のあるところから、不

足しているところに届けるのが難しかったことだ。

358. Preston 1995:31.

359. Statistics Denmark 1995.

360. 日本はなんと 80歳に到達している (World Bank 1997a:table 1)。

361. Preston 1976:ix.

362. Keyfitz and Flieger 1990:105; World Bank 2000a:233, 2000c.

363. イングランド、ウェールズ、イギリス全体の期待寿命の差はとても小さい (1998年

でイギリス全体だと 0.2年低くなる, ONS 2000b:60.

364. 日本は確かに 1899年に期待寿命が 43年だった。チリは Preston et al. 1972:144-6

から。中国は Barclay et al. 1976から。インドは Preston 1995:33から。

365. Keyfitz and Flieger 1990:107; UNDP 2000b:160, cf. World Bank 2000a:233.

366. ちなみに 2000年改訂の最新データ (UNPD 2001a-c) は 1998年とほとんど変わら

ず、ここにはサブサハラについての数字も載っている。

367. UNAIDS 1999:6; USBC 1999a:62. 被害の一番大きい 26カ国のうち、21カ国が

アフリカだ (USBC 1999:B-7)。

368. Annan 1999:19; Olshansky et al. 1997.

369. USBC 1999a:62, ただしこの推計は国連の相当物よりもちょっと極端だ。UNPD

1999a:I, 438も参照。

370. 1998, 2010から: USBC 1999a:56-7からの加重平均、最大推計値。これはモデル

化された地域がサブサハラアフリカの 70 パーセントほどでしかないから。2010

年については UNAIDS 1999:5 も参照。 2025 年については: USBC 1999b:49 の

57年という推計と、AIDS以前の 65年にちょっと満たない推計とを比べてみよう

(Keyfitz and Flieger 1990:109, 2022.5 年 [2020 年と 2025 年の中間点] の推計だ



527

けれど、18 パーセント高い期待寿命を持つ北アフリカを含む)。UNPD は影響を

受けたアフリカの全 35ヶ国について、1995–2000についてちょっと低めの 6.5年

損失、2000-2025年では 8.9年、2010–2015年では 8.8年という数字を出している

(2001a:9)。

371. サブサハラアフリカが発展途上国のおよそ 1/6だと仮定した場合。でも示された長

期の数字は、アジアでのHIVの将来的な展開にもよる。たとえばUSBC 1999a:66.

372. UNAIDS 1998.

373. USBC 1999a:66; また南インドのタミル・ナドゥの政策についての記述は UNAIDS

1999:12を参照。

374. 2000年の期待寿命は 1995-2000年と 2000-2005年の期待寿命の平均値として算出。

375. 1900年には 48.3年 (USBC 1975:I, 55); 2000年には 79.7年 (USBC 1999a:93)。

60歳の人物については、差は白人女性について計算され、1900年では追加で 15.2

年の期待寿命、2000年には 23.0年の期待寿命 (USBC 1975:I, 56, 1999a:94)。

376. Hill 1995:38.

377. これらの数字は 5歳以下の死亡率に適用される (Hill 1995:40)。

378. Sharpe 1987:49.

379. アメリカでのトレンドでいちばん記録がしっかりしているのはマサチューセッツ州

で、ここでは乳児死亡率は 19 世紀半ばには 150 くらいだったのが、1998 年には

5.1まで下がっている (USBC 1975:57, MDPH 2000:33)。

380. Hill 1995:45.

381. USBC 1998:58.

382. Stone 1979:62-4, 306での引用。

383. Haines 1995:58

384. CDC 1999b.

385. Haines 1995:58; Porter 1997:426.

386. Riley 1992; Porter 1997:274ff, 438-9.

387. Reisner 1996:153; Haines 1995:57.

388. Porter 1997:24-5. これらが子供時代にこの病気に感染していない人々にとっては

危険であることが、16 世紀初期にスペイン人が新世界に大量に到来したときに明

らかになった (Porter 1997:27)。

389. Porter 1997:412-13.

390. Preston et al. 1972; Haines 1995:56.

391. USBC 1999a:101.
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392. NCHS 1999a:142.

393. Armstrong 1999:64.

394. 1999年のデータは NCHSでは準備ができていなかった。登録方法のちがいから、

CDC HIV/AIDS 調査は 1995 年には高めの罹患率 19.25 を出しており、それが

1998年には 6.6に下がり、1999年には 6.0となっている。CDC 2000c:35, USBC

2000c.

395. 通称疫学的遷移の理論で、伝染病と飢餓の時代から旧世代の病気への遷移を示す

(Armstrong et al. 1999:61)。

396. CDC 1999a:622-3; Botkin and Keller 1998:87.

397. WHO 2000d からの無調整出生率。アメリカの年齢調整済み死亡率については

http://www.cancer.org/statistics/index.htmlも参照。

398. Peto et al. 1992:1,273.

399. CDC 1999d:986.

400. 1990–4 年について両性の 19.5 パーセントほど (CDC 1997a)。全男性死亡数の

30 パーセント、全女性死亡数の 15 パーセントが喫煙と関連しているデンマーク

(Middellevetidsudvalget 1994a:74) と比べてみよう。これは女性の喫煙率が未だ

に高いということもやはり大きい (Engeland et al. 1995:146-7)。

401. Fries 1980, 1988, 2000.

402. この件については大量の研究がある: Riley 1990, 1997; Riley and Alter 1996;

Alter and Riley 1998; Crimmins et al. 1989; Crimmins and Ingegneri 1995。最

新の研究の一部によれば、高齢者の健康が実際に改善されているように見えること

に注意、たとえば Jarvis and Tinker 1999。

403. Gruenberg 1977; Kramer 1980; Feldman 1983.

404. Riley 1990:424.

405. Riley 1990:424-5.

406. Johansson 1991, 1992; Riley 1992; Murray and Chen 1992, 1993; Riley 1993,

Murray and Lopez 1997a-d.

407. Murray and Chen 1992:484-5 では、ガーナの住人は所得が上がると病気の罹患件

数も上がることを報告していることを示している。p. 492.

408. Murray and Lopez 1996a, 1996c, 1997a–d.

409. この議論を否定するには、数世紀前の期待寿命のずっと低いヨーロッパ人たちが、

その後の医学知識や技術にも関わらず、今日の発展途上国の住民たちより劇的に健

康だったと納得する必要がある。

http://www.cancer.org/statistics/index.html
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410. 192 cm (Fogel 1995:66).

411. ずっと初期には人類はちょっと背が高かったかもしれないし、現在の身長に近かっ

たかもしれない。ロンドンの場合、男性の身長は有史以前には 170 cm、ローマ時

代には 169 cm、サクソン時代には 173 cm、中世のチューダーとスチュアート朝

時代には 172 cmで、その後ジョージアン時代には身長が 171cmに下がり、ヴィ

クトリア時代には 166cm、そしてやっと現代になって 175cm になった (Werner

1998:108)。

412. Ehrlich 1968:xi.

413. Ehrlich 1967:653.

414. インドは 1967 年から 1975 年にかけて食料生産を 28 パーセント増やした (FAO

農業生産指標は 48.9 から 62.5 へ)。人口は 5.185 億人から 6.227 億人へと増え、

カロリー消費は 1,871k から 1,939k へと増えた。最新の値は 2,496 (1997). FAO

2000a.

415. Brown 1965.

416. 世界人口は 1961 年の 30.80 億人から 2001 年には 61.57 億人に増えた。つまり

99.9 パーセントの増加だ (USBC 2001a)。

417. Meadows et al. 1972.

418. FAOの生産指標 1961–99年、全世界は 49.8 から 118.6へ; 発展途上国は 40.1 か

ら 135.4へ。全世界の一人あたり増加は、全世界は 85.0 から 104.5へ; 発展途上

国では 76.6 から 116.3へ。生産指標は価格加重されているので、インフレのひど

い国では特にゆがむこともある。そうした国では価格や消費が時間につれて相当変

化するからだ (WRI 1996a:246)。

419. FAO 2001a, WI 2000b:39.

420. World Bank food index, IMF 2001a, CPI 2001.

421. これは気候、体重、性別や年齢にもよる。基本代謝率 (BMR)、つまりリラックス

した状態（あるいは寝た状態）で生命を維持するのに必要なエネルギー量から推

定される。ふつうは 1,300 から 1,700キロカロリーの間だ。軽い肉体運動は約 55

パーセントの追加エネルギーを必要とするので、総必要カロリーは 1,720–1,960キ

ロカロリーになる (WFS 1996:1, box 1)。この水準以下でいる人の数は、個別国で

のエネルギー摂取の分布に基づいて推定されている (FAO 1995b:37ff)。

422. データは WFS 1996:1, table 3 より。これは FAO 1995b と FAO 1999c:29,

2000c:27を改良したもの。

423. これは図 7から推定されたもので、1949–79年の期間ずっと、飢餓が 1.2 BRM と
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1.55 BRMの間で,生じるものとしている。経験的に、これは 1970-79年では正し

いようだ。

424. D0-5歳の体重過少児童数のデータ (UNDP 1996a:149)。低下は、サブサハラアフ

リカ以外の全地域で見られる (UNICEF 1998:15)。でも UNICEFは、栄養失調児

童の絶対数が増えたことを強調する (1998:10). (UNICEF はまた、栄養失調の指

標として体重過少を使う, 1998:18.) 残念ながら、UNICEF は栄養失調人口総数の

データは提供してくれないけれど、でもこの増加はそんなに大きいはずはない。0–

5歳児は発展途上国人口の 13.36 パーセントで、この割合はちょっと下がっている

（みんな高齢化して出生率は下がっているからだ) (Keyfitz and Flieger 1990:107)。

だから 1975年に飢えていた人の 40 パーセントは少なくとも 1.595億人なのに対

して、1985–90 年の数字は最大でも 1.638 億のはず (UNDP 1996a:147 によれば

1.569億), (でも、UNICEF 1996, http://www.unicef.org/pon96/nutale.htm

の統計的な警告も参照)。IFPRI の見積もりでは 5歳以下の栄養失調児の数は 1.6

億から、5.57億人中の 1.35億人にまで下がる (IFPRI 1999:18; UNPD 1999a:II,

19)。未発育（つまり年齢にしては身長が低い）児童の比率は 1980年の 47.1 パー

セントから今日では 32.5 パーセントに下がり、2005年には 29 パーセントになる

と予想されている (ACC/SCN 2000:8)。

425. 近東と北アフリカの飢えた人の割合は、1991年の 8パーセントから 1996年には 9

パーセント、そして 2010 年には 10 パーセントとちょっと増える。ちなみにワー

ルドウォッチ研究所 (Worldwatch Institute) はアフリカの飢えた人の割合が 1980

年以来増大しているとまちがって述べている (WI 2001:44) ――北アフリカでは、

この比率は 8 パーセントから 4 パーセントに下がっているし、サブサハラアフリ

カでも 37 パーセントから 33 パーセントに下がっている (FAO 1999c:29)。ワー

ルドウォッチ研究所 (Worldwatch Institute) の挙げている参考文献 (ACC/SCN

2000) は、アフリカでの飢餓者比率の推移についてはまったく述べていない。

426. WFS 1996:1, table 3.

427. 1971年に発展途上国には 27.71億人の住人がいて、飢えていない人口は 18.51億

人だった。2000年には住民 48.91億人で、そのうち 40.99億市民が飢えていない

(USBC 2000a)。つまり追加で 22.48億人が実際に飢餓水準を超えて食料を得てい

るということだ。

428. WFS 1996:VI, 4.4.

429. Bailey 1995:420.

430. 国連気候パネル IPCC (これについては第 24章でもっと詳しく論じる)ははっきり

http://www.unicef.org/pon96/nutale.htm
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と「全地球の食料供給と需要のバランスを見るための最高の指標は価格である」と

述べている。 IPCC 2001b:5.3.6.

431. WFS 1996:VI, 4.

432. Heinrichs 1998.

433. Avery 1995:382.

434. Bailey 1995:64; Reeves et al. 1999:10. 新しい小麦品種は、カビにも抵抗力を持つ;

CGIAR newsletter 1; http://www.worldbank.org/html/cgiar/newsletter/

Oct94/WheatBrd.html.

435. Reeves et al. 1999:23: CIMMYT 1999:1.

436. 1960 年以来年率約 1 パーセント増 (Pingali 1999:3; cf. Bell et al. 1995; Oram

1995, http://www.worldbank.org/html/CGIAR/25years/gains.html).

437. Tenenbaum 1995.

438. WFS 1996:VI, Figure.

439. 以下の議論は Rawls (1972) で論じられたような無知のヴェールが絡んだ契約状況

に示唆を受けたもの。問題をこういう形で定式化することで、あらゆるリスク回避

形態（たとえば、命をリスクに晒したくないから、慎重な意志決定原則を選ぼう

[マックスミニ]という具合)を考慮に入れられる。

440. もし人々が、ひどい社会ではあっても自分が特権階級になれるか、あるいはよい社

会でも自分がつまはじきにされることを知っていたら、かなりの数の人が前者を選

びたくなるだろう。

441. こういう単純化はなくてもいいけれど、そうすると基本的な論点は変わらないの

に、期待値はもっと複雑になる。

442. 1961年では総農地 1,330 M haのうち 139 M ha だったのに対し、1997/1994年で

は総農地 1,466 M haのうち 268 M ha (FAO 2000a; ERS 1995; WRI 1998a:298).

443. エジプトは 5 t/ha生産する (FAO 1995b:13); 発展途上国の小麦収量は 1997年に

は 3.15 t/haだった (USDA 1998).

444. WI 1999b:44.

445. Heinrichs 1998.

446. WI 1997a:38. 人口一人あたり利用肥料の伸びは、4倍増した「だけ」だ。

447. コメと小麦とトウモロコシは世界のエネルギー摂取量の 24 パーセントを占める

(FAO 1996b:98, 107)。発展途上国での伸びはそれぞれ 39 パーセント、 144 パー

セント、84 パーセントだった。イギリス、ドイツ、デンマークでは、小麦収穫は

7.2 t/haとなる。イタリア、フランス、チリはトウモロコシを 9 t/ha 収穫し、オー

http://www.worldbank.org/html/cgiar/newsletter/Oct94/WheatBrd.html
http://www.worldbank.org/html/cgiar/newsletter/Oct94/WheatBrd.html
http://www.worldbank.org/html/CGIAR/25years/gains.html
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ストラリアはコメを 6 t/ha も生産する (USDA 1998.)

448. FAO 2000d:70.

449. Goklany (1998) の見積もりでは、1961 年以来面積はほぼ倍; Bailey (1995:71-2)

の推計では、3倍の面積が必要になる。

450. Pingali 1999:8-13.

451. これはまた Collier and Gunning 1999 の提起した質問でもあって、以下の文には

それが根底にある。また IMF 1999a:VIも参照。

452. Henao and Baanante 1999.

453. FAO 1996b:I.

454. FAO 1997d.

455. FAO 1996b:2:3.4ff と 2000a; ブルキナファソは 1 日あたりのカロリー摂取量を、

1961–85年のおよそ 1,800k から 1995年には 2,250k に改善した。

456. FAO 1996a.

457. UNDP 1997.

458. スーダンでの直近の飢餓の一つは 1998 年春のもので、25 万人を脅かした。ノル

ウェーの主要援助団体スポークスマン Dan Effie によれば、これは「純粋単純に人

が作った災厄だ」とのこと。http://cnn.com/WORLD/africa/9804/10/africa.

drought. 国連総書記長 Kofi Annan も、アフリカについての自分の報告の中で

かなり直裁で、発展が進んでいないのは植民地時代のせいじゃなくて、アフリカ

自身の指導者たちが富と権力ばかり求めているからだ、と指摘している (Annan

1998:12)。

459.「証拠は相変わらず、よい政策とよい経済パフォーマンスとの間の結びつきを裏付け

続けてる。これは特に貧しいアフリカ諸国に当てはまる」 World Bank 1997c:37;

1999d:30-1, 2000f:46.

460. 以下の議論は WFS 1996:II, 3.13ff, と FAO 2000aに基づく。

461. Hu and Kahn 1997.

462. Hu and Kahn 1997:5.

463. WFS 1996: I, 1:table 3 では、1970年には東アジアの 41 パーセントが栄養失調

だった。1996年の中国の栄養失調は 13 パーセントだ (FAO 1999c:29)。

464. WFS 1996:II, 3.13, FAO 2000a.

465. WI 1994:177; 1998a:93. Ehrlich: 「大幅な食料生産増のために簡単に利用できる

機会はほとんど使い果たされてしまい、今や農業は簡単には解決できない無数の

ハードルや潜在的な困難に直面している。手持ちの新技術で、奇跡的な『緑の革

http://cnn.com/WORLD/africa/9804/10/africa.drought
http://cnn.com/WORLD/africa/9804/10/africa.drought
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命』を再現できそうなもの（たとえば 1950年に新開発の高収量品種がそうだった

ような）として見込みのありそうなものはない」 (Ehrlich et al. 1995:21-2).

466. GDP は、その国（たとえばアメリカ）全体の中だけの財やサービスの価値を計る。

一方GNPはその国の市民（つまりアメリカ人）が生産した財やサービスの価値を、

その生産場所が国内か国外かに関係なく数える。

467. たとえば純国民生産 (NNP)、あるいは純国内生産 (NDP) など。でも時間的・国

別の比較をする場合、ちがいはそんなに大きくない。

468. UNDP は 1995年に、賃金なし、または実際を下回る賃金しか払われていない仕事

の価値は、男性が 5兆ドル、女性が 11兆ドルだとしている (UNDP 1995)。ちな

みに 1995年の世界 GDPは 26.9兆ドルだった (WI 1997b:67)。

469. Schneider and Enste 2000: 100; また “Black hole,” The Economist 28 August

1999, 352(8,134):59-60も参照。

470. Statistics Denmark 1995:22.

471. World Bank 1994:230.

472. Jensen 1995. 福祉指標は、消費者指標から 3-4 パーセントしかずれなかった。

473. ちがった通貨で出された GDP規模を比べるのも問題となる。為替レートを使うべ

きか、購買力を使うべきか？　この問題は発展途上国で増えていると言われる所得

格差との関連でまた検討する。

474. 1970–90 年で消費は 40.3 パーセント増大したことがわかった。一方福祉指標は

40.7 パーセント増えている。余暇時間の価値が計算に含まれてい場合に限り（この

期間を通じてほぼ一定だった）、増加率は大幅に下がる (23.4 パーセント)。でも、

これはまさに、余暇時間の価値を含むとぼくたちが豊かになるからで、所得が増え

てもその分の比率が下がるからというだけだ。言い換えると――もし人々が人生か

ら得る喜びが十分大きくなっていれば、経済成長なんか好きなだけ軽視できるとい

うことだ。

475. $17.39, CPI 2001.

476. 図 30を参照。

477. 原理的に言えば、正しい指標を作るのは不可能じゃない (たとえばヘドニック回

帰モデルを使ってもいい）。でも問題は、多くの変化を十分にすばやく扱うにはか

なり努力が必要だということだ。これが Armknecht et al. 1997 の弁明の要点ら

しい。

478. Boskin et al. 1997:79.

479. 同じように、携帯電話は 1983年の導入以来、欧米のライフスタイルを大幅に変え
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たけれど、でもアメリカの CPI計算にそれが含まれたのはやっと 1998年になって

からだ。携帯電話を含めないことで、電気通信の CPI は年率 0.8–1.9 パーセント

の範囲で過大評価されていたとされる (Hausman 1999)。

480. Nordhaus 1997b:47.

481. Nordhaus 1997b:63. これはたぶんちょっと過大評価だろうけれ。照明の一部は、

変更不可能なパッケージとしてくるからだ――最初の電球ルーメン数倍増で、照明

の効用は倍増するかもしれないけれど、その後さらに倍増されても効用は倍増はし

ない。必要なのは別の場所の照明で、一つのすごく明るい照明を家の真ん中に置け

ばいいってもんじゃないからだ。cf. Hulten 1997.

482. Boskin Commission 1996; Boskin and Jorgensen 1997; Boskin et al. 1998. こ

の問題は政治的なものとなる。連邦政府は、指標が実際の価格推移を過大に評価

していたと結論づければ、お金が節約できるからだ。でも CPIを作成する労働統

計長官をかつて務めた Janet Norwoodはおおむね賛成していた。 Norwood 1995

を参照。

483. 直接と、公共支出を通じたものをどちらも含む。

484. DeLong はまた、前章の囲みで触れた Nordhaus による新財の補正 (Nordhaus

1997b) によれば、一人あたり GDP は過去 200 年で約 33 倍増したことも示して

いる。

485. これを過去 1000 年での推計である 57 倍の増加と比べてみよう。 Annon.

1999h:147.

486. こんな長期にわたる比較は、多少は割り引いて考えるべきだ。価格指標は具体的な

財の「バスケット」に基づいていて、それは性格上、長期にわたって大きく変動す

る可能性が大きい。

487. だからこそ過去 120 年で貧富の差が拡大したのに (Pritchett 1997; Crafts 2000;

IMF 2000b)、過去 40–50年では PPPドルで見た場合、貧富の差は拡大していな

い（以下参照）。出発点がちがう原因については Landes 1998に述べられている。

488. この比率は 5.5 と 6.5の間を上下している。

489. UNDP 1997.

490. World Bank 1998a:vii.

491. UNDP 1997.

492. World Bank 1998a:vii

493. CPI 2000を使用。

494. 特にインドの貧困指標は問題が多いので、実際の貧困率はもっと急速に下がってい
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るかもしれないことに注意。 World Bank 2001a:26.

495. 図 23の 50パーセント推計は世界総人口に基づいていて、World Bank の 24 パー

セント推計は発展途上国と経済移行国だけに基づいているので、 World Bank の

推計は総世界人口のおよそ 20 パーセントについてのものだ。つまり 50 パーセン

トは半分以下になったわけだ。

496. 1950年には貧困者 12億人 (Barry et al. [1991:73] の推計は貧困者 11.78-12.97億

人)、つまり 13.6億人が貧困でないということだ。1998年に貧困者 12億人という

ことは、47.2億人が貧困でないということだ。つまり貧困でない人は 33.6億人増

えている。

497. Frankel 1997.

498. Lindert and Williamson 1995.

499. Persson and Tabellini 1994.

500. Frankel 1997:7.1-2; cf. UNDP 1996a:66ff.

501. UNDP 1996a.

502. 1987–98年のWorld Bankの数字は、貧困の定義を一日あたり$1 1985-PPP以下

の所得しかない人としている (以下の PPPの説明参照)。発展途上国と経済移行国

とで比率が計算される。Barry et al. の推計は消費に基づく (GDP 推計もほぼ同

じ動きを見せるが、推計値は下がる)。貧困は年間 US 1970$200以下と定義される

(Barry et al. 1991:70)。1950–78 年の推計はほとんどの国を含んでいて、比率は

全世界のもの。1950–1986年の社会主義国をぬいた推計には、その他世界しか使わ

れていない。 Hopkinsの場合、貧困の定義は示されていない。中国は含まず、比

率から見て中国を抜いた世界人口に対する比率らしい。

503. UNDP 1996a:13; 1999a:38.

504. UNDP 1996a; Korzeniewicz and Moran 1997 もまた為替レート比較を使ってい

るので比べよう。経済格差についての発言は無数の場所で繰り返されている; たと

えば UNICEF 2000:22; World Bank 2000a:14. UNDP 1999a:39 は経済格差を

1820年までさかのぼって見ているけれど、比較対象となる人々の比率を一定に保

とうとしない――実はどうも、1820年から 1992年まででカバーされている貧困者

数はどんどん減っているように見える。だからこの比較は、トップ 10 パーセント/

底 10 パーセントの比較と、トップ 10 パーセント/底 2 パーセントの比較みたい

になっていて、これは明らかに結果を歪める。でも、格差が過去 120年では拡大し

たのは事実だ。というのも、これが先進工業国が躍進を始めた時期だからだ（ある

いは同じことだけれど、これはその他世界のほとんどが発展途上国になった時期だ
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からだ）。 Pritchett 1997; IMF 2000bを参照。

505. いわゆる Balassa-Samuelson 仮説, Balassa 1964; Kravis et al. 1978:219-20;

Rogoff 1996を参照: 「全体として Balassa-Samuelson仮説にはかなりの経験的な

裏付けがある。特に重度貧困国と重度富裕国との比較では」。

506. The International Comparison Program; たとえば WRI 1996a:162-3を参照。

507. “Big Mac Currencies,” The Economist, 3 April 1999, 351(8113):66; Annaert

and de Ceuster 1997.

508. World Bank 1997a: table 1.

509. このグラフは、最貧（最富裕）国の人々の 20–30パーセントの所得を推定したもの

に基づいている。 Dunghyun (1997, 1999) と類似であり、Schultz (1998) の PPP

所得の対数偏差推計とも一貫している。

510. Heston and Summers 1996: 「かなりの抵抗はあったが、国際機関はいまや、PPP

ベースの GDP 推計のほうが、為替レートベースの GDP 推計よりも、すべてと

は言わないまでもほとんどの用途において優れていると納得してくれたようだ」

Dowrick and Quiggin 1997:「Comparison Project (ICP) と Penn World Tables

(PWT) に基づく一人あたり GDPの一定国際価格に基づく計測は、いまや経済パ

フォーマンスの国際比較における業界標準として、為替レートベースの比較にとっ

てかわった。この手法の変化は、一定価格指標が貿易財と非貿易財の相対価格差だ

けから生じている名目支出上の差を差し引いてくれるので、大幅な改善を意味す

る」World Bank 1999a:230: PPPではなく為替レートを使うのは「価格水準が相

対的に低い経済での実質消費を過小評価し、価格水準の高い国での消費を過大評価

する」 Schultz 1998:310: 「購買力平価 (PPP) の一般概念のほうが [経済格差の検

討では]適正なものである」

511. UNDP は人間開発指標 (Human Development Index) では PPP を使っている。

UNDP 2000を参照。

512. このアプローチは Dunghyun (1997, 1999) でも使われ、おおむね似たような結果

をもたらしているし、Schultz (1988) の対数偏差推計とも一貫している。でも、特

に理由もなしに中国とインドネシアを除外することで Sarkar (1999) は 1950–92

年で PPP$ベースの格差が増大していることを発見している。Chotikapahich et

al. (1997) は、地域間で追いつきと差の減少の証拠をある程度見つけている。てっ

ぺん 10 パーセント/底 10 パーセントの関係を見ると、1990年代には 20から 25

くらいへとわずかな増加が見られることにも注意。また、ある国の中の人々は暗黙

のうちに全国平均を割り当てられており、国内での格差は推計されていない。これ
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はデータ不足による部分も大きい。でも Korzeniewicz and Moran (1997) は国内

の格差と国ごとの格差を推計している（ただし為替レートを使用）。それによれば、

国ごとの格差は地球の格差を形成するにあたりずっと重要であり、各国の国内格差

は実際には縮小しているので、現在の国ごとの比較は格差を過大に示しているとの

こと∗1。

513. 一人あたり所得は 1820–1950年で、先進国では 376パーセント増大したが、発展

途上国ではたった 71.5 パーセントしか増えなかった。

514. もちろん、先進国/発展途上国という定義そのものが、その国が産業革命に参加で

きたかどうかにかなりの部分がかかっている。だからこうした長期にわたる格差を

示すことは、他の新しいグループ分けを隠してしまい、そうした新しいグループ分

けで見てやると格差は拡大していることになるかもしれない。

515. 1970–1992年で一人あたり所得は先進国では 38パーセント増大し、発展途上国で

はなんと 72パーセントも増大している。

516. IMF (2000b:59ff) は格差が増大したと主張しているけれど、これは主に 1900年と

2000年だけを比べているからで、これは図 35を見ればわかるとおり、いささか誤

解を招く。

517. IPCC 2000a:4. これらのシナリオについては第 24章でもっと詳しく見てやる。

518. 実際の所得は p. 405の図 149で見られる。ちなみに、ここでは世界の GDPはシナ

リオ作りの最初から固定されていたのに対し、所得格差はモデル内で決定されて

いる。

519. Maddison は 1820–1992年について Geary-Khamis PPP$を使って 199ヶ国の一

人あたり加重所得を計測している (先進国は西欧とその周辺、南欧と東欧。発展途

上国はラテンアメリカ、アジア、オセアニア、アフリカ)。これを 1990年の水準に、

IPCC 2000b の 5.72 を使って換算 (図 32の水準に対応)。IPCCはMESSAGEか

らのすべての主要シナリオをカバーしている。これは先進国と発展途上国について

の PPP$ GDP 推計を行っている。ちなみに 1990–92 年の格差の急激な減少はソ

連・ロシア経済の崩壊によるもの。

520. たとえば WI 1997a:116; UNICEF 2000:20.

521. 上位 20 パーセントが全所得の 55 パーセントを稼いでいたのが 1970 年には 43

パーセントに下がり、いまはまた上がって 50 パーセントくらいになっている

∗1 訳注: 経済格差については、本書刊行後の Xavier Salah-i-Martin論文を参照のこと。PPP$を使い、国
内と国際比較を両方検討することで、世界的にみると格差は減っていることがほぼ疑問の余地なく示され
ている。特に中国とインドが大幅な成長をとげたことが大きい。ただし国内格差はわずかに拡大している
し、サブサハラアフリカがその恩恵に浴しておらず、かれらを放置すれば将来的に格差は拡大し始める、
と結論されている。
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(Lindert 2000a:179)。

522. これは大ざっぱな議論でしかない。推計にはWorld Bank 2000a:239 の経済格差

比率と、図 29の一人あたり所得を使い、丸めてある。

523. 5.5 から 5.45へ。

524. アメリカの貧富の差を推定するための情報はもっと少ないけれど、でも今日の貧富

の差が 1789年の貧富の差とだいたい同じくらいのところだと言っても、たぶんま

ちがいじゃなかろう (たとえば Shammas 1993:420 を参照)。だから 14 くらいの

貧富の差 (USBC 1999b:xiv)だと、最貧 20 パーセント は 1789年には今日の 180

ドルに相当する所得を得ていたのに対し、最裕福な 20パーセントは$2,500の所得

があった。今日では、それぞれ$9,200 と$128,000の所得がある。さてこれで貧富

の差は $2,320から$117,800に拡大し、アメリカはこの 211年で 50倍以上も不平

等になったと言えるだろうか？　今日の賃金配分が $36,000 と $39,000だとして

も、貧富の差が $2,320から$3,000に上昇したという議論に納得できる?

525. Stone and Kochar 1998.

526.「ほとんどの東アジア・太平洋地域における 1999年の成長は、今年の初期に予想さ

れた通り、通貨危機が引き起こした 1998年の深い不況から立ち直る。回復は当初

予想されたよりずっと強力だった」 World Bank 1999e:9; 2000b:133.

527. IMF 2000d:1, 24.

528. World Bank 2000b:133, p.134を使って推計。

529. IMF 1999a:64-7 は総社会コストの見積もりを出している。

530. UNDP 1996a:3. 国連はまた「経済的な便益は少数の国に大きな利益をもたらし、そ

の他多くの国を犠牲にした」と論じる; http://www.undp.org/news/hdr96pr1.

htm。この議論はそれなりに問題がある。国に道徳的な地位を与えることはできな

いからだ。発展途上国の住民の半分は中国とインドだけに住んでいる。だから発展

途上国にとっては、この両国が大きな成長をとげた (それぞれ 8.3 パーセントと 3.2

パーセント) ことはきわめて重要だ。道徳的な観点からしても、小さな国 100ヶ国

での成長のほうが、大きな国 2つでの大幅な成長よりもいいんだ、と論じるのは、

その 2大国のほうが人口が多ければ無意味だ（なんなら中国とインドをそれぞれ小

さな 100 ヶ国ずつに刻んでやろうか。それで事態がよくなったと本気で言えると

思う？) だからこの問題は、純粋に 15億人の問題として扱っている。

531. UNDP 1996b, 1999b. World Bank 1995a, 2000a; US State Department 1998c,

2000c; IMF 1998:110, 145; De Broeck and Koen 2000に基づく。

532. IMF 1998:110, 2000d:100.

http://www.undp.org/news/hdr96pr1.htm
http://www.undp.org/news/hdr96pr1.htm
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533. IMF 2000d:207.

534. IMF 2000d:30.

535. World Bank 2000b:138, 全 CIS地域を含む。

536. USBC 2001a.

537. World Bank 1995a, 1999b, 2000a; US State Department 1998a, 2000a.

538. USBC 2001a.

539. World Bank 1995a: 1999b, 2000a; US State Department 1998b, 2000b.

540. 図 36で示した通り。

541. UNDP 1996a:2.

542. World Bank 1998b:table 1.4.

543. ちなみに 2001年 2月時点で、1992年までの Summers & Heston constant-PPP

data-set (1995)はまだ更新されていなかった。

544. UNDP 1996a:3.

545. これらの国々で、他の――もっと賢い――政策が追求されていたら、かれらの最悪

の問題の多くは避けられたことがはっきりしている。とはいえこの手の議論は、後

になって主張するのは簡単ではある。

546. USBC 1999a:581.

547. USBC 1999a:584.

548. もちろんその他多くの技術と同様に、まずは使い方に慣れる必要はある。つまりか

まわれたくない場合にはスイッチを切っておくことを学ばなきゃいけません。

549. 飛行機に乗った国際旅客数（往復を想定）の全米人口に対する比率, ATA 2001a,

USBC 2000d。アメリカの航空会社が輸送したアメリカ人の総数は 1940 年には

320万人だったのが 1999年には 6億 3540万人になった (USBC 1999a:885, ATA

2001a)。World Tourism Organization は 1960 年の観光客総数を 6900 万と見積

もり、これが 1999年には 6.57億人、2010年には 10.06億人になると見込んでい

る。つまり 1960年には全米人口の 2.3 パーセント、1999年には 10.9 パーセント、

2010年には 14.7 パーセントだ, ITA 1999, WI 2000b:83, USBC 2001a.

550. WI 2000b:87, 1999a:87; WRI 1998a:244, USBC 2001a.

551. 他の国についての数字は以下から得られる: http://www.un.org/Depts/unsd/

social/housing.htm.

552. WI 1999b:83; WRI 1998a:244.

553. Lebergott 1995:152-3

554. Lebergott 1993:112.

http://www.un.org/Depts/unsd/social/housing.htm
http://www.un.org/Depts/unsd/social/housing.htm
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555. Lebergott 1993:112-13.

556. Robinson and Godbey 1997:321, 1日あたり 12分の「服の手入れ」。

557. Lebergott 1995:155.

558. 1960年には、アメリカ人の食費のうち外食は 20パーセントだった。1997年には

この比率が 38 パーセントに上がった (USBC 1999a:876)。

559. IMF 2001a, 図 26を参照。

560. Lebergott 1993:148; USBC 1999a:876. 1929 年には比率は 23.9 パーセントだっ

た。 cf. Putnam and Allshouse 1999.

561. USBC 1999a:880; 重要な点だ。アメリカ人たちは生活の 70 パーセントを自宅の

中や周辺で過ごすからだ (Lebergott 1993:95)。

562. Lebergott 1993:100, 102.

563. EIA 1999a:12.

564. 平均面積は 58.6m2 (EIA 1999a:135, 世帯あたり 2.63 人); cf. デンマークの平均

は 49.5m2、1950年にはたった 32m2 だった (Ågerup 1998: 48)。

565. 1人あたり 14m2 から 30m2 へ増加 (NERI 1998A:62)。

566. Danish Transport Ministry 1993: 27ff.

567. DOT 1997:25.

568. 1960年には、発展途上国でテレビを持っている人は 40人に 1人――1994年には、

これが 6人に 1人だ (UNESCO 1997: 6-7)。 http://unescostat.unesco.org/

statsen/statistics/yearbook/tables/CultAndCom/Table_IV_S_3.html.

569. 下水処理設備の提供は、最貧国では 23 パーセントから 42 パーセントに増えた

(World Bank 1994:26)。 UNDP 1996a:149も参照。ここでは、きれいな飲料水へ

のアクセスは 1975年には 40パーセントだったのが 1990年には 68 パーセントに

なったと書かれている。

570. これは水供給と下水設備が全世界で改善された場合に病気になったり死んだり

しない人の数だ。計算は WHO と USAID による (WHO 1992:30; World Bank

1992:49)。

571. 1990年には 100万人あたり 396 kmの道路があった。1975年にはこれが 308 km

だった。電力生産は 1975年から 1990年にかけて 1人あたり 41 から 53 Wh に上

昇。電気通信は人口 1000人あたりの幹線で計測。この値は 1975年には 3だった

のが 1990年には 6になった (World Bank 1994: 26)。

572. UNESCO の推計では、非識字者の総数は発展途上国では 8.72億人 (29.6 パーセ

ント)だ (UNESCO 1998:table 2)。

http://unescostat.unesco.org/statsen/statistics/yearbook/tables/CultAndCom/Table_IV_S_3.html
http://unescostat.unesco.org/statsen/statistics/yearbook/tables/CultAndCom/Table_IV_S_3.html
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573. 男の子が 9.3 年に対して女の子は 9.9 年 (UNESCO 1998:table 9).

574. データは Barro and Leeのデータセットから取った (1996)。

575. 粗就学率, UNESCO 2000.

576. Crafts 1998 と Maddison 1995 はアジアのほとんどについて似たようなパターン

を見せる指標を出している。

577. また Simon and Boggs 1995:216も参照。

578. Ausubel and Grübler in 1995:117.

579. これは男女平均 (Ausubel and Grübler in 1995:122)。男性の場合、推移は就労

150,000 時間からたった 88,000 時間へ、非労働は 91,000 時間から 256,000 時間

へ。女性の場合、労働時間の削減は 63,000 時間から 40,000時間へ、非労働の上昇

は 182,000時間から 334,000時間へ。

580. 統計によって出てくるトレンドはちょっとちがう。UN International Labor Or-

ganization の推計では、アメリカでの週あたり平均労働時間は、1969 年に 43.0

時間だったのが 1998 年には 40.6 時間に下がったと推計。でもこの減少のかなり

の部分は、職場にますます女性が進出して男性が減ったことからきている。女性

のほうが男性よりも勤務時間が少ないのがふつうだからだ (ILO 2000; 女性の職

場進出は 1950 年から 1998 年にかけてほぼ倍増した [33.9 パーセント から 59.8

パーセント] が、男性のほうはちょっと下がった [86.4 パーセントから 74.9 パー

セント] [Fullerton 1999:4]. イギリスの週労働時間は 1986 年に 40.4 時間だった

のが 1998年には 40.2時間になった)。同じように、実際の賃金データに基づいた

US Current Employment Statistics は、1947 年に 40 時間だったのが 1990 年に

はたった 34.5時間へと安定した減少を見せ、1990年代中はほぼ横這いだったけれ

ど、このデータは全従業員はカバーしていない (CES 2000)。しかし全国調査に基

づく Labor Force Statisticsは、過去 20年にわたる平均週労働時間は女性につい

ては 1 時間ほど増え、男性については 12 分ほど増えたことを示している (Rones

et al. 1997:4)。おかげでコメンテーター数人は、「働き過ぎのアメリカ人」 (Schor

1991) といった苦情を述べるに到った。でも後者の統計の問題は、それが人々に

「あなたはどれくらい働いていますか」と尋ねて得られた数字だということで、こ

れは必ずしも正確な値が出るとは限らない。

　比較すると、ほとんどの時間調査はもっと正確な日誌方式 (diary method) を

使っている。この場合、人々は生活を 15 分ごとに何をしたか報告しなくてはな

らない。日誌データを自己申告労働時間とつきあわせてみると、実はたくさん働

く人は自分の仕事量を過大申告しがちなのだった (Robinson and Bostrom 1994,
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1997:87ff. でもあまり働かない人は、自分の仕事を過少申告しがちだ)。もし人々

が、自分では週 75時間働いていると主張したら、平均でかれらは自分の仕事量を

丸 25時間は過大申告している。さらに、日誌調査によれば、回答者たちは時間が

たつにつれて、ますます実際より多めの申告をするようになってきている（これに

対する批判的な見方については Jacobs 1998 を参照。ただし、大幅な過大申告に

ついてはきちんと説明ができていない)。

　理由はいろいろある。仕事の柔軟性が増えて固定スケジュールがなくなっている

ので、具体的な労働時間を後から思い出そうとしても目安がない。仕事と非仕事時

間がますます融合するようになってきたから、職場にいる時間から実際に仕事をし

ている時間を抽出するのがむずかしくなっていることもある。要するに、忙しいと

いう印象のおかげで、実際に働いた時間よりも、どのくらいの時間に感じられた

か、というのを報告しがちになっちゃうということだ。

　日誌方式では、職を持つアメリカ人男性は、1965年には 46.5時間働いていたの

が、1995年には 42.3時間働くようになり、女性は 36.8時間から 37.3時間になっ

た (Robinson and Godbey 1999:326)。これはまた、デンマークの週労働時間が

1964年から 1987年にかけて 2.6時間減ったという結果にも対応している。これは

社会の構成が変わったことを反映する余地を持っている (Körmendi 1990:57)。

581. 重要な点として、こうした数字は働いている週についての平均値だということを指

摘しておこう。つまりこれは、最近では休日が増えているということは考慮されて

いない。こうした週の数字や年の数字は直接比べてはいけない。

582. 86 パーセントから 75 パーセントへ (Fullerton 1999:4; Robinson and Godbey

1999:326)。

583. これはだいたいデンマークの数字とも合う；1964年には、女性は賃金なしの家事の

90パーセントを行っていたけれど、1987年には「たった」65パーセントしか行っ

ていなかった。一方、女性はいまだに賃金労働の 38パーセントしか負担していな

い（昔の 24 パーセントよりは上がったが） (Jensen 1991:71) Haslebo 1982:31ff

も参照。

584. Robinson and Godbey 1997:104; 1999:328.

585. Diamond 1999:277.

586. Chesnais 1995:96.

587. Stone 1979:77. Stone はまた暴力の 92パーセントは家族以外に向けられていたと

指摘する（今日では暴力の 50 パーセントは家族内で起こる)。

588. 自殺率の計測もまた、伝統的な社会ではかなりの問題を全般に引き起こす。伝統社
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会の多くは自殺を受け入れず、認めないからだ。ここでもイギリスは、なんと 17

世紀までさかのぼるとてもいいデータを持っている。

589. USBC 1997:834

590. ちなみに災害の大きさを測るには他に二種類の方法がある。一つは被災者数。こ

れは 20世紀を通じて増えてきた――でも死亡者数は被災者数よりずっときちんと

記録されてきた。被災者数という概念はかなりあいまいで、定義があまりにいろ

いろあるからだ (Red Cross 1998:136)。データの記録精度もだんだん向上してき

たので、本来なら上昇傾向が見られるはずだから、下降傾向はさらに強化される

(Lidstone 1997: 「1960年以前のデータはおおむね伝聞であり不完全である」）

591. これはおおざっぱな推計で、1900年の平均期待寿命を 30年として算出 (Preston

1976:ix)。1950年の粗死亡率は 10万人あたり 1,968だった (Keyfitz and Flieger

1990:105)。

592. Keyfitz and Flieger 1990:105.

593. 1900 年代初期には、災害は全死亡の 2.64 パーセントくらいを構成していたけれ

ど、これが 1990年代には 0.15 パーセントになった。

594. 航空事故死亡率は 7年移動平均で平準化。

595. Lidstone 1997.

596. CDC 1999f.

597. Tessmer 1999; CDC 1999e.

598. ただし航空機の事故のほとんどは離着陸時に発生するので、km数でリスクを計る

のは、短距離飛行と長距離飛行のミックスが時間を通じて一定の場合にのみ筋が

通ったものとなる。

599. DOT 1999:1-28, 1-30. でも図 47は人キロを計るように更新していない。これは

20世紀を通じて平均乗車人数が変わったからで、20世紀初期についてはデータが

ないからだ。1960年には、平均乗車人数は 2人弱だった。

600. 再び、航空機事故は主に離着陸時に発生するから、300km 以下のトリップなら車

のほうが一般に安全だ (Laudan 1994:58)。

601. WI 1998a:xviii. 強調原文ママ。

602. WI 1998a:4.

603. Ehrlich 1997:131. 驚いたことに、Ehrlich はまた今までの GDP や食料生産の推

移は、地球の資源がどうなるかについて何も教えてくれないと固執している。これ

はどう考えても変だし、少なくとも Ehrlichがよくやっている、多くの指標がマイ

ナスのトレンドを示しているという主張とも矛盾している（だってそういう指標
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だって、地球の将来の資源とは何の関係もないことになってしまうでしょう）。

604. WCED 1987:8.

605. もちろんこれは道徳的な判断だけれど、大多数の人（この著者も含む）が明らかに

真実だと見なすものだ。

606. WI 1998a:19.

607. Miller 1998:752での引用。

608. Chiras 1998:40.

609. Crosson 1997bでの詳細な記述を参照。

610. WI 1998a:91, cf. p.17. 実はWI (1997b:19)は、小麦価格が 1996年春に史上最高

を記録したと称するインチキをやる。これは実に誤解のもとで、インフレ調整をし

ない場合にのみ正しい発言なのだ。

611. WI 1998a:16. Brown は「3 年では新しい長期トレンドにはならない」という

ことは認めているのに、続けてこの数字をかれの最悪の恐れが実現したという

証拠として使い続ける。いささか不正直にもブラウンはこの短期的な効果につ

いてこう述べる「希少性の経済へのシフトを告げる早期兆候は 1996 年 4 月に、

シカゴ商品取引所で小麦価格が $7/ブッシェルに跳ね上がったときに見られた。

これは史上最高値で、一年前と比べても倍以上の値段だ」。明らかにかれはイ

ンフレ調整を忘れている。実質価格で見れば、1996 年の価格高騰は史上最高

にはほど遠い。当の Brown 自身の数字だってそれを告げている。以下を参照：

http://www.worldwatch.org/pubs/ea/tc.html.

612. IFPRI 1997:16.

613. WI 1998:92で示されたものだと、グラフは 1995$を使っているけれど、インフレ

調整に使った数字については参照文献が挙がっていない。でもここで作り直した図

48はほぼ同じに見える。

614. WI 1994:188; 1997a:25, 44; 1999a:119, 2001a:46.

615. Brown は USDA のデータを使っているけれど、ぼくのデータは FAOのものだ。

計上方式と期間の取り方がちょっとちがうので、FAOの数字は 1985年にピークに

なるけれど、話はおおむねいっしょだ。

616. Miller 1998:601; Botkin and Keller 1998:93; Chiras 1998:164; Pimentel et al.

1995a:1,118.

617. Costanza et al. 2000.

618. WI 1997a:26.

619. 過去 4年の数字は、1996年の最高記録 230 kgよりは低かったけれど、こういう大

http://www.worldwatch.org/pubs/ea/tc.html
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きな自然変動のある統計ではよくあることだ。ちなみに 2000年の生産は、本文中

で述べたように、中国の状況のために悪影響を受けている。

620. WFS 1996:I, 4.12.

621. ERS 2000c:12, FAO 2000e:6, 2000f:1.3.

622. FAO 2001a.

623. FAO 1995b:7.

624. FAO 1995b:8.

625. Alexandratos 1999:5911, FAO 2000d:49.

626. WI 1994:177.

627. WI 1998a:88.

628. WI 1998a:88-9.

629. FAO 2000d:50, WFS 1996:I, 2.15, CGIAR 1996.

630. ERS 1999b:8-9; IFPRI 1999:21ff.

631. Alexandratos 1997.

632. Alexandratos 1997, 1998.

633. Alexandratos 1999:5,911.

634. ERS 2000c:12, FAO 2000e:6.

635. 米は 22 パーセント、小麦は 19.5 パーセント、トウモロコシは 6.1 パーセント

(FAO 1995b:107)。
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被覆のあるところで、発展途上国では 10 パーセント以上の樹木キャノピー被覆
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タのまちがいにちがいない。なぜなら一方では、経済停滞によってロシアの森林被

覆は大幅に増えたとされているからだ (例. WRI 1996a:206-7)。だからこれにつ

いてはここで訂正してある。
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アは世界の森林の 20パーセントを占めていて、しかもこの地域では森林は増えて

いる (たとえば WRI 1996a:206-7を参照)。

　短期の時系列データを見ると、一般的な傾向が個別の調整で生じたノイズに埋も

れる危険性が出てくる。だから一番長期の時系列データを見ることが大事だ。そし

て唯一存在しているのが FAOの 1950年からの長期データだ。残念ながら、FAO

のデータベースは 1961年以降の数字しか見せてくれない。全体として、ふつうに

木の幹がある土地をすべて森林と考えてもいいようだし、上に述べたデータの正

確さの問題を考えると、地球の森林推移について一番よく表すには FAOの「森と

林地 (forest and woodland)」の数字を使うのがいいと思う。FAO の狭い「森林

(forest)」の定義を使うにしても（これは 1980年以来 3回しか計算されておらず、

上で述べたデータの問題を持っている）閉じた森林面積は 1980年から 1995年に

かけて、地球の総陸地面積の 27.15パーセントだったのが 25.8パーセントに減っ

た、つまり 1.35 パーセントポイント下がった、という結論に達する。

771. FAO 2001c:35.

772. FAO 1997c:12.

773. 1,451 Mha の農地に対し、3,442 Mha の閉じた森林または 5,120 Mha の森林およ

びその他の樹木地 (WRI 1996a:216-18)。

774. Plato 1961:111b-c;1,216.

775. WRI 1996a:201の推計では、50パーセントと 60パーセント以上; Chiras 1998:212

は 70 パーセントと述べている。ヨーロッパの森林被覆はずいぶんはやい時期に伐

採されたので、この数字についてはかなり疑問の余地がある。さらに、各種の数字

は上で述べたように、森林の定義がちがった数字をもとに算出されている。

776. UNECE 1996:19.

777. Williams 1990:180, 181; UNECE 1996:1.

778. UNECE 1996:19.

779. Richards 1990:164.

780. UNECE 1996:59.

781. CEQ 1997:32.

782. Williams 1990:table 11-1.

783. Richards 1990:164.

784. Williams 1990:183.

785. Williams 1990:188-9.
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786. Richards 1990:164.

787. Richards 1990:164.

788. Goudie の推計は 20 パーセント (1993:43); Richards による過去 300 年の全消

失は 19 パーセント (1990:164). Williams (1994:104) の推計は 7.5 パーセント.

IPCC はまた、1850年から 1990年にかけての世界の森林面積減少を 20 パーセン

トとしている (2001a:3.2.2.2)。

789. WWF 1997e. でも、後の出版物では、WWF はこの推計を 50 パーセントくらい

に下げた, WWF 1997d。

790. Chiras 1998:211.

791. FAO (1997c:36) は世界 GDPの 2 パーセントと推計している。世界 GDPは $32

兆くらいだった (IMF 2000b:113)。

792. Chiras 1998:211.

793. Cunningham and Saigo 1997:297.

794. Botkin and Keller 1998:179.

795. Botkin and Keller 1998:175-6.

796. Barney 1980:II, 134, 331. 2.3 パーセントはちょっと楽観的な数字として挙げられ

ている（これは 22年で 40パーセント）、一方 4.8パーセントは 22年で 66パーセ

ントに相当する。

797. Myers, Goudie 1993:46で引用。Myers 1991:52-3では 33 パーセントで、この中

でかれは森林被覆の 17パーセント減少を予想していて、しかもその被覆はいま時

点ですでに半分になっているそうなので、現在の被覆の 1/3というわけだ。

798. Myers 1991:47.

799. たとえば Raven and Prance 1991:71。

800. FAO 1997c:12, table 1, 18, table 5. ちなみに森林伐採の減少は実はもっと大き

い。0.7パーセントはちょっと小さい面積をもとにしているからだ。また Miller は

人工衛星ベースの推定を挙げていて、それによると森林消失は FAO の数字の 20

パーセントくらい (1998:342)。

801. 熱帯林の消失は、1980年代には 9.2 Mha で、1990年代には 8.6 Mhaだった (FAO

2001c:9)。熱帯林の総面積は、2000年で 1810 Mha (FAO 2001c:19)で、いまの森

林消失の数字をもとに総森林面積を逆算してやって、年平均消失割合を出してやる

と、1980年代は 0.4689 パーセントで、1990年代は 0.4592 パーセントだ。

802. Sedjo and Clawson 1995:342.

803. WRI 1996a:208-9.
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804. Botkin and Keller 1998:264; Cunningham and Saigo 1997:295-6.

805. Williams 1990:194-5; Goudie 1993:58. 比較のために述べておくと、1800年のア

メリカの木こりは、人生の 13–20 パーセントの労働時間を薪の切り出しに費やし

ていた (Williams 1990:182)。

806. Miller 1998:356; Cunningham and Saigo 1997:296-7.

807. Miller 1998:351; Williams 1990:194; WWF/IUCN 1996:14.

808. Chiras 1998:213.

809. Miller 1998:353.

810. Chiras 1998:200.

811. Miller 1998:352. もし農業用地を増やすために森林を使いたいなら、森林消失につ

いてずっと詳しい知識を得て、たとえば現地住民が急斜面の森林を伐採したりしな

いようにすべきだ（そうしないと浸食にやられる） (たとえば Williamson et al.

1997)。同時に、農民たちが肥料その他にアクセスできるようにもすることが重要

だ (Miller 1998:351)。

812. Reid 1992:60. いくつかの情報源は、われわれは熱帯林の 50 パーセント以上を

失ったはずだと述べる (Miller 1998:342; WWF: A Future for Forests? http:

//www.panda.org/forest4life/news/f4f.html). 残念ながら、何も参照文献

が示されていない。

813. ナイジェリアは 85-90 パーセントを失い、マダガスカルは 60–85 パーセントを失っ

た (WCMC 1998)。中央アメリカについての参照は Williams 1990:191-2。

814. ちなみに、ブラジルの大西洋岸雨林は 88パーセントほど消失しており、そのほと

んどは 19世紀末にはなくなっていた (Brown and Brown 1992:122)。

815. Cunningham and Saigo 1997:297-8. 各種のまちがった憶測の数字に関する全般

的な批判については Glantz et al. 1997を参照。

816. 研究者数人が指摘したように、13 パーセントという数字は、被害を受けた森林は

ずっと多いと示唆するものかもしれない。伐採された地域に隣接する森林も影響を

被るからだ――通称エッジ効果と言われる (Botkin and Keller 1998:283)。Skole

and Tucker (1993) の原論文によれば、アマゾンの 6パーセント伐採は、15パー

セントのエッジ効果をもたらした。問題は、このエッジ効果が理由もなく幅 1km

と仮定されていることだ（これはまた人工衛星の解像度でもある）。エッジ効果が

たった 100mだったとしたら、影響を受けた面積は 6パーセントからそんなに増え

なかっただろう。

817. 1960年以来、100, 000km2 が森林に戻った (Faminow 1997)。Fearnside 1991:93

http://www.panda.org/forest4life/news/f4f.html
http://www.panda.org/forest4life/news/f4f.html
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も参照。

818. 70 パーセント (Brown and Brown 1992:122). 2500万 ha (WWF.http://www.

panda.org/forests4life/news/allirel.htm).

819. WWF chief executive officer Mohamed El-Ashry の発言引用, Anon. 2000b で

参照されている。似たような引用にもご注目: 以下は子どもたちに環境問題をどう

教えるかを述べた教科書から: 「わたしたちは、材木や農地や鉱物資源を得るため

にますます急速に破壊されつつある、地球の貴重な『肺』である森林を保護する必

要があります」 (Camino and Calcagno 1995)。Greaves and Stanisstreet (1993)

は、子どもたちの 42 パーセントはこのまちがった知識を信じていて、自発的にこ

の話をするという。

820. Broecker 1970.

821. Broecker 1970:1,538; Ehrlich and Ehrlich 1987:138.

822. WI 1998d.

823. Bailey 1995:180. 世界は 1, 55e9m3 の木を材木と紙用に使っている (WRI

1996a:220); デンマークにあるような森林は、純成長率およそ 7.5m3/ha (EEA

1995:474)だ。この成長率でなら、必要森林面積は 2e8ha、あるいは地球の森林面

積 4, 168e9haのおよそ 4.95 パーセントだ。

824. WI 1998a:23; WWF 1998a:6.

825. Myers 1991:54.

826. FAO 1997c:13, table 2.

827. WWF 1998a:6.

828.「世界の森林のうち植林はたった 3 パーセントほどだ」 (FAO 1999a:1)。ただし

1997年の FAO推計と比べよう: 先進国の植林はだいたい 80 − 100Mhaくらい、

発展途上国では 81.2Mhaくらいで、森林総面積は 3, 454Mhaだから、割合は 5.2

パーセントになる (FAO 1997c:10, 14)。

829. 火事、健康、観光の推計コストは US$ 38億, EEPSEA/WWF 1998; これに対し

て年間 GDPは US$ 1980億だ, WRI 1998a:237.

830. WWF 1997b, title と p.1.

831. WWF 1997b, 1997d, 1998c.

832. WWF 1997b:7.

833. WWF 1997b:7; Woodard 1998; UNEP 1999a:8.

834. UNEP (1999a:40) では燃えたのが 4.56Mhaで、そのうち森林や材木面積が 28.58

パーセントとされている。

http://www.panda.org/forests4life/news/allirel.htm
http://www.panda.org/forests4life/news/allirel.htm
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835. Goldammer は Max Planck Chemistry Institute の科学者で、 National Cen-

ter for Atmospheric Research, the US Forest Service NASAの Biomass Burn-

ing project 参加者でもある http://asd-www.larc.nasa.gov/biomass_burn/

biomass_burn.html。個人的なやりとりとWoodard 1998。

836. WWF 1997b:17. かれらはまた何度か「アマゾンの雨林の 10,000マイルにわたり、

何千もの火が燃えている」と書くけれど、10,000マイルとなると地球を 1/3周も

してしまうのですが (WWF 1997b:4, 17)。

837. WWF 1997b:18.

838. WWF 1997b:18; LaFranchi 1997; IPAM 1998.

839. UNEP 1999a:40; Golddammer 1991:84; Levine et al. 1995. 5 月だけでも 4.7

Mha 以上が燃えた (Cahoon et al. 1991:66)。

840. UNEP 1999a:4.

841. Conard and Ivanova 1997:308.

842. インドネシアには 109 Mha の森林がある (FAO 1997c:183)。これは UNEP 推計

(1999a:41) での保護森林 4.58 パーセントまたは 208000 ha という数字とあって

いる。

843. Andreae 1991:5, 7; WWF 1997b:18.

844. Andreae 1991:4.

845. Levine 1991:xxviii.

846. WWF 自身もこの手の認証プロセスに参加している (Sedjo and Clawson

1995:343)。ちょっと考えればわかるけれど、世界の森林のうち材木や紙生産に使

われる部分はきわめて少ないから、この方法だけじゃまったく不十分だ。

847. Motavalli 2000.

848. たとえば 1996年の CNN, Mattingly 1996を参照。

849. Craig et al. 1996:103.

850. Craig et al. 1996:111-14.

851. Craig et al. 1996:125-8.

852. 2000 年の数字は最初の 10 ヶ月から推定。1945 年から 1949 年の材木のデータは

不連続（1949 年は 1945 年より 22 パーセント高い）。これは定義が変わったせい

だ。1945年までのデータは薪だけで、それ以降は木から作る燃料や、木の副産物

で燃料として燃やされるものをすべて含む（たとえば薪束、枝木、パルプ廃液、パ

ルプヘドロ、材木汚泥、廃材、コケ、枕木、おがくず、鉋屑、木の皮、森林残土、炭

など）, EIA 2000d:349.

http://asd-www.larc.nasa.gov/biomass_burn/biomass_burn.html
http://asd-www.larc.nasa.gov/biomass_burn/biomass_burn.html
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853. Barry et al. 1993:131.

854. Craig et al. 1996:103.

855. ただし、文明が絶滅するという確率をある程度含めれば別だ。

856. ここでの「1バレル」というのは、現在の石油消費量のごく一部というたとえ話と

して読んでほしい。石油というのは 100 万年のタイムスケールでどんどん作られ

てはいるから、実は毎年ちょっと使っても（つまりその 1 年の間に新しくできた

分を使っても）後の世代にまったく同じだけの供給を残すことはできる。これを大

ざっぱに計算してやると、どうもこの量は年 5万バレル以下、あるいは今日の石油

消費量の 1分間分に相当する。

857. Solow 1986:142.

858. Greider 2000, ただし、あらゆる人気のあるフレーズがそうであるように、他にも

所有権を主張している人はいるようだ, Annon. 1999g, 2001a.

859. 同じように The Economist が 2001年初期に: 「石油は枯渇するか？」と尋ねた

とき、その答えは「いずれは枯渇します。が、そのころには、もうそんなのどうで

もよくなっているでしょう」 (Annon. 2001a).

860. Ehrlichですらこの点には同意する。: Ehrlich and Ehrlich 1991:46-7.

861. Meadows et al. 1972:58.

862. Ehrlich and Ehrlich 1987:222.

863. Meadows et al. 1992:74 et passim.

864. Meadows et al. 1992:74.

865. Craig et al. 1996:123.

866. Craig et al. 1996:135. 1996 年の総石油生産は 1 日 6400 万バレルだった (EIA

1997b:table 11.5)ので、それを $20ほどで評価している (BP 1998)。全体として

$4670億、世界 GDP$29.609兆の 1.58 パーセントだ (IMF 1997:147)。

867. EIA 1997b:table 11.3.

868. 湾岸戦争の背景となった理由の一つだ (CRS 1995b)。

869. Barry et al. 1993:135-6.

870. Simon 1996:165.

871. Simon et al. 1994:325.

872. Simon 1996:24ff.

873. Greene 1997. OPEC は独占体、寡占体、カルテルだと言われることが多いけれ

ど、これを明らかに否定する証拠はある―― 1) 世界の原油産出で OPEC 以外の

ほうが過半を占めるから OPECに大した力はない、 2) OPECが産出枠を決めよ
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うとしたのはやっと 1983年になってからで、価格については合意できたためしが

ない、 3) OPEC は OPEC合意に違反したメンバーに対する罰則メカニズムがな

い。むしろ経験的な証拠を見ると、支配的な生産者はサウジアラビアで、その生産

量は OPECと負の相関を持っており、価格が競争的な価格以上になるようにして

いる (Alhajji and Huettner 2000)。

874. IEA 2000b:25.

875. EIA 2000e:58.

876. EIA 2000e:102.

877. EIA 2000b:26.

878. 無鉛ガソリンの値段に、1950 年代から 1970 年代までの有鉛ガソリンの価格を

混ぜ込んだもの。1950 年代の税金の情報は http://www.eia.doe.gov/oiaf/

issues98/gastax.html。

879. Adelman 1995:287; cf. EIA 1997b:table 3.3, 実質価格で見た table D1を参照。

880. この議論は、たとえば Ehrlich and Ehrlich 1974:48などで使われている。

881. OPEC 諸国の確認埋蔵量推計が、1980 年代後半に上昇しているのは、これが

OPEC の生産割当にも使われたせいである可能性があることには注意。これは

CRS (1995b) と Ivanhoe (1995:82)が指摘している。それでも、一般には確認埋

蔵量は 1980年代にも本当に上がったと推定されている (USGS 1997a)。

882. Simon 1996:165.

883. Simon 1996:164-5.

884. たとえば Nordhaus 1992b:16。

885. Hubbert 曲線のようなもっと高度なモデルは、将来の発見も予測しようとするけ

れど、こうしたモデルは早期に資源を使い果たしたアメリカみたいな国ではうまく

行くが、ずっと大きくてずっと重要な油田でもこれがまだ使えるかどうかはまった

くわからない。新規の発見が少ないのは、もっぱら低価格と確認埋蔵量の多さのせ

いじゃないかと考えられる。Campbell 1997 と Ivanhoe 1995を参照。

886. USGS 2000b.

887. Craig et al. 1996:134. デンマークでは、原油の 20パーセント以下しか使われて

いないと推定されている, JyllandsPosten, 15 May 1998:E5.

888. USGS 2000b.

889. 13.4 mpg から 21.4へ (EIA 2000c:17).

890. ヨーロッパは 1973年に比べて 1992年のほうが、1m2 あたりで使うエネルギーは

24 パーセント減っている; アメリカではこれが 43 パーセント減った (Schipper et

http://www.eia.doe.gov/oiaf/issues98/gastax.html
http://www.eia.doe.gov/oiaf/issues98/gastax.html
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al. 1996:184)。

891. Schipper et al. 1996:187. デンマークでは家電製品は過去 10年で 20-45 パーセン

トも節電するようになった (NERI 1998A:238)。

892.「無用に」というのは、その無駄が避けられたということだ。化石燃料を電気に変

えることで、さらに 41パーセントのエネルギーが無駄になるけれど、この無駄は

（簡単には）避けられない (Miller 1998:398)。

893. Cunningham and Saigo 1997:494-5.

894. Miller 1998:404. また Time 1997:48-9を参照。

895. Wirl 2000での議論を参照。でもこれは簡略化した議論で、第 24章で検討する。

896. 日本と EU からのデータは 1960 年までさかのぼり（これはWorld Bank 1999b

データの一番最初だ）軽い U型カーブになっている。でも、これは誤解のもとだ。

これは非売買エネルギーを考慮していないし、日本のエネルギー効率が 1960 年

以前に劇的に改善されていることを考慮していない (Grubler et al. 1996:245; cf.

CIA 1997, http://www.odci.gov/cia/publications/hies97/f/fig18.jpg).

同じ理由から、イギリスのエネルギー効率は 1880年以前にはさかのぼらない。非

売買エネルギーは（アメリカとはちがって）推計されていないけれど、時代をさか

のぼるにつれてそれが重要になってくるからだ。

897. 日本と EU が同じ量のエネルギーでもっとたくさん生産できるというのは、アメ

リカに比べて平均エネルギー価格が高いことと強く相関している (Moisan et al.

1996:54-5)。

898. World Bank 1994:171; また EU 2000a:36も参照。

899. Turner et al. 1994:45-6. これはまた、1970–1994年の期間で一人あたりの数字を見

ても成り立つ (Statistics Denmark 1997a:128)。でも Jespersen and Brendstrup

によれば、この効果の一部は断熱性の向上によるもので、ほとんどが一回限りの向

上だ。だからかれらは、本当のエネルギー効率上昇は 33 パーセントではなく 22

パーセントだと推計している (1994:66)。

900. Hausman 1995.

901. WRI 1996b.

902. 天然ガスの CO2 は石炭よりも 40 パーセント低い (NERI 1998A:169)。

903. ほかの埋蔵量年数は、1973–98 年の埋蔵量グラフ (BP 1999; http:

//www.bpamoco.com/worldenergy/naturalgas/page_01.htm)から。

904. 挙がっている各年の消費量で計算されている。天然ガスの確認埋蔵量は 252 パー

セントに上がった (BP 1999)。

http://www.odci.gov/cia/publications/hies97/f/fig18.jpg
http://www.bpamoco.com/worldenergy/naturalgas/page_01.htm
http://www.bpamoco.com/worldenergy/naturalgas/page_01.htm
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905. WRI 1996a:276; Botkin and Keller 1998:336.

906. Hargreaves et al. 1994:373.

907. EIA 1997c:67.

908. Jespersen and Brendstrup 1994:58-9; NERI 1998A:169.

909. Cohen 1995:579. アメリカでは石炭採掘関連の事故で毎年 50人以上の炭坑夫が死

んでいる (Craig et al. 1996:119)。死亡者総数はとても不確実だ（これは公害の章

で見る）: Cunningham and Saigo (1997:468-9)はアメリカの追加死亡者数を 5000

人近くと見ている; Miller (1998:441) は、追加死亡者数が毎年 65,000-200,000人

としている。それに対して、World Bank の見積もりでは、公害のずっとひどい発

展途上国で年 300,000-700,000 の追加死亡者数としている (13 億人いるので、こ

の推計はMillerよりずっと低い) (World Bank 1992:52).

910. WEC 2000:chapter 1.

911. Craig et al. (1996:159) 推定地球資源は 7.8e12 トン。EIA (1995a:8) の推定では、

アメリカの資源だけでおよそ 4e12 トン。

912. メタンガスの埋蔵量は US Geological Survey の見積もりでは 85 から 262e12m3

の間のどこかで、それに対して天然ガスは 119e12m3 (Craig et al. 1996:150;

USGS 1997d)。

913. 追加の資源データは International Energy Annuals、Harriet McLaine, EIAとの

私的なやりとり。瀝青炭の価格は FOB Mines.

914. ただしこれはまた生産設備が償却されたせいもある (EIA 1997c:37)。

915. EIA 1997c:37. また USGS 1997bを参照。

916. Craig et al. 1996:159. ちなみにこれは資源量の観点で、確認埋蔵量の観点から

ではないことに注意――石炭資源はここでは 7.8e9 トン、あるいは現在の消費量

1,700 年分以上となっている。

917. シェルオイルの総エネルギーは 2.11e24J と見積もられている。ぼくたちが 1999

年に消費したエネルギーは 4e20Jだ (図 63参照)。

918. 世界の年間再生不可能エネルギー消費量は 1993 年には 3.25e20J、または

3.09e17 BTUで、1996年の平均価格である 100万 BTUあたり$1.85 BTU (EIA

1997b:table 3.1)を使うと、およそ $5700億、または世界 GDP $29.609 兆 (IMF

1997:147)の 1.9 パーセント。1998年から 2030年まで年平均成長率 2.7 パーセン

ト (IFPRIが 2020年まで想定している数字, 1997:10)とすると、世界 GDPは現

在の 2.35 倍くらいにまで成長する。もしエネルギーの実質価格が倍になったら、

GDP のエネルギー割合は 2030 年に 1.6 パーセントになる。歴史的に見て、この
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割合も減少してきている (Simon 1996:31)。

919. EIA 1997c:75.

920. 新規の原子炉の 30 パーセントはアジアに立地している (EIA 1997d:13)。停滞

(EIA 1997d:5)。1975年から 1986年にかけてアメリカの態度は、肯定 65パーセン

トからたった 20パーセントにまで下がり、反対は 19 パーセントから 78 パーセン

トへと爆発的に増大 (Cunningham and Saigo 1997:482; Craig et al. 1996:172-3)。

921. Craig et al. 1996:164.

922. 石炭には放射性物質がある程度含まれ、これが燃焼時に放出されるから (Chiras

1998:266; Cunningham and Saigo 1997:467; USGS 1997c)。

923. これはウラン価格に大いに依存する (WEC 2000:chapter 6)。原子力は 2.266e12

kWh (EIA 2000a:93) または 8.16e18Jを生産。伝統的な U-235 ではおよそ 8e20J

が生産可能だと思われている。つまり 100 年分 (Craig et al. 1996:181)。

924. たとえば Craig et al. 1996:170参照。

925. 全体としておよそ 1140e20J (Craig et al. 1996:181)。

926. Cunningham and Saigo 1997:477-9.

927. Miller 1998:452.

928. 2000年のメジアン価格は、1987年価値換算で 7.7セント (=10.99セント)。これ

は原子力推進派のライターが引用している。 (Cohen 1995:table 29.2)一方、反対

派によれば 13.5セント (Miller 1998:452)。

929. 平均価格は 1999$で、1999年に 6.63セント (EIA 2000c:128)。商業価格には配電

コストも入っていて、原子力発電価格と比べるときにはこれを差し引くのが正し

い。配電コストはふつうは 0.4セント (EIA 1996:108)くらい。

930. 水素の二種類の同位体――重水素とトリチウムを使う。重水素は海水から経済的に

抽出できるし、トリチウムは核融合プロセスにおける反応からとれる (Botkin and

Keller 1998:371)。

931. Cunningham and Saigo 1997:484.

932. Miller 1998:454.

933. CRS 1998.

934. Annon. 1998d.

935. EIA 1993:1.

936. WRI 1996a:286; Botkin and Keller 1998:264.

937. バイオマスは木、廃材、樹液、泥炭、枕木、廃パルプ、使用済み硫黄液、農業廃棄
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物、わら、タイヤ、魚油、トールオイル、汚泥、廃アルコール、固形都市ゴミ、埋め

立て地の排ガス、その他ゴミ、自動車ガソリンに混入したエタノールを指す (EIA

1999a:249, EIA 1998cも参照)。

938. これはまた独立に推計することもできる。世界の風力発電からの売電量は推計で

10,153 MW (http://www.windpower.dk/stat/tab19.htm、23 April 2000にア

クセス) で、年間最大発電量は 8.9e10 kWhとなる。総風力発電量の 20 パーセン

トを占めるカリフォルニアでは、実際の風力発電量は最大値の 21 パーセント程度

とされる (1985年以降の風車なら 26 パーセント, CEC 1995:12)。これは風がいつ

も吹いているわけではないからだ。26 パーセントの効率だと、世界の総風力発電

量は最大で 2.3e10 kWh、またはおよそ 83.3 PJだ。世界の総発電量は 1998年で

400 EJくらいで、回避した化石燃料量として 3倍すると、これはおよそ 0.062 パー

セントくらいを占める。総出荷太陽電池発電能力は 960.7 MW (WI 1999a:55)で、

これは総設置発電量の最大推計値となる。この太陽電池が一日 12時間にわたり効

率 100 パーセントで稼動したとすると、これは年間 15.2 PJに相当、つまり総発電

量の 0.011 パーセントだ。

939. 世界総発電量は 48 EJ (あるいは節約した化石燃料で見れば 144 EJ, EIA 2000a:93)

で、このうち風力は 0.045 EJで太陽光は 0.01 EJだ。

940. 1997年の、実際の発電実績に基づく数字で、回避した化石燃料に基づく数字では

ない。 EU 2000a:21, 64.

941.「データはEIAのMichael Grillotから私的なやりとりで提供された、International

Energy Database, December 1999 からの 1998 年のバイオマス、地熱、太陽光、

風力に区分した純発電量。原子力、水力、バイオマス、地熱、太陽光、風力電力は

化石燃料を避けたエネルギーで計測。1 kWh の発電は、たとえば石油でならその

三倍のエネルギーを必要とするので、これらも直接の発電量より三倍大きい (アメ

リカでは 65.6 パーセント, EIA 1997b:diagram 5)。アメリカ以外では、発電に使

われたバイオマス、地熱、太陽光、風力のエネルギーだけを算入。伝統的燃料から

のデータは 1995年のものをベースに、過去の推移から 1998年までのばした。地

熱、太陽光風力からの総発電量は 56.8 TWhで、IEA 推計の 57.6 TWhともよく

一致する (IEA 1999:II, 18. ちなみに WRI の資料では地熱が 10倍も大きくなっ

ている (2000:292) が、これはかれらが実際に使われる 10 パーセントの電力だけ

でなく、それ以外の 90 パーセント の熱も算入しているから, p347)。

942. WI 1999b:16-7, cf. p.48, 54; 1997b:54; 2000a:17.

943. 0.045 EJの 22 パーセント vs 159.7 EJの 2 パーセント。

http://www.windpower.dk/stat/tab19.htm
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944. .045EJ × 1.2245.7 = 159.7EJ × 1.0245.7.

945. EIA 1997c:85.

946. アメリカでは、風力に対する補助金はおよそ 1.5 セント/kWh (CRS 1998)で、デ

ンマークでは Department of Agriculture の下にある Center for Biomass Tech-

nology が実に正直に述べているように「Centre for Biomass Technology が外国

の視察団を迎えるとき、大きな質問は必ずこういうものです：御国はこんなに小さ

いのに、どうしてこれほどのプラントや技術があるんですか？　答えは：それが儲

かるからです！　そしてそれが儲かるのは、発投資に対する補助金と、発電に対す

る補助金のためです。これがバイオマスについての状況を改善させ、同時に化石燃

料への課税がそれをもっと高価にしています」 (CBT 2000).

947. WEC 2000:chapter 7.

948. EIA 1997c:88.

949. Hille 1995:193.

950. Craig et al. 1996:191.

951. DOE 1997:3-1ff.

952. 主要な実績値や推計値は DOE 1997:7-3 にまとめられている。風力 (風速 5.8

m/s) については以下も参照: EIA 1997c:85; 1993:11; 1996:55。太陽光発電と地

熱発電は EIA 1993:11; Ahmed 1994:39。太陽電池システムについては Ahmed

1994:77。他にも多くの情報源が、いささか比較困難な値段を示している。た

とえば DOE 1995:9; WI 1991:27; 1995:70; EU 1994b; DOE 1996:11; An-

dersen 1998; Greenpeace (http://www.greenpeace.org/~comms/no.nukes/

nenstcc.html); Cunningham and Saigo 1997:496。

953. DOE 1997:7-3.

954. EIA (2000e:75) の推計では、風力発電は 2005年には 6 セント/kWh となり、2020

年には 4.5 セント/kWh になって、これはまだ石炭火力発電 (それぞれの年で 4.3

と 4.2 セント/kWh) やコンバインドサイクルのガス火力 (それぞれの年で 4.2 と

3.8 セント/kW) よりも高価だ。でも、総コストの計算方法がまったくちがってい

て、資本回収のタイムスパンもちがうので、各種研究のコストを横並びで比べるの

は難しいことに注意。

955. EIA 1996:108.

956. EIA 1997a:53.

957. McVeigh 2000:237-8.

958. Hohmeyer 1993. もちろん、風車からくる社会的コストも全部算入すべきだが、こ

http://www.greenpeace.org/~comms/no.nukes/nenstcc.html
http://www.greenpeace.org/~comms/no.nukes/nenstcc.html
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れはたぶん小さいだろう。

959. Krupnick and Burtraw 1996. 3つの調査とは: US Department of Energy (Oak

Ridge National Laboratories/Resources for the Future, Lee et al. 1995), EU

(DG XII 1995), Empire State Electric and NY State Energy Research and

Development Authority (1995).

960. Krupnick and Burtraw 1996:24. ここでは SO2 についての EUの推計を無視する

ことが重要だ。ぼくたちが欲しいのは、現在の社会価格についてのコスト推計 (つ

まり、現在の技術を使って、現在の電力消費の一部を置き換えたときにコストがい

くらかかるか）だからだ。EU自身の推計は 1.56 セント/kWhだ。

961. Krupnick and Burtraw 1996:38. CO2 による悪い影響だけでなく、雇用や税収な

どのよい影響も考えると、石炭はたとえば天然ガスよりもいいものとなり、プラス

の社会的価値を持つ。

962. Cunningham and Saigo 1997:496; cf. McVeigh et al. 2000.

963. これはそれぞれ 10オーレと 17オーレの直接補助（1セントは 8オーレ)と、kWh

あたり 12.2 から 22 オーレの間の免税を通じた間接補助の結果だ (Ministries of

Finance et al. 1995:35, 51).

964. CRS 1998.

965. これはつまり、 Lovins (Miller 1998:426-7での引用) のような人が、多くのエネル

ギーは「よくないエネルギー」として使われているから省エネをしようと議論する

のは問題だと言うことだ。Lovins によれば、冷暖房に電気を使うのは、とても高

価だからやめるべきだ――むしろ断熱性を高め、スーパー窓を使い、木を植えたり

すべきだとのこと。でも論点としては、もし消費者が――社会的コストまで含めた

上で――まだ厚い窓よりも電気を使うほうがいいと思うのであれば、社会計画者の

ほうが消費者よりも、効用の最大ミックスがどこで得られるかについてよく知って

いると論じるのは危険だ、ということだ。Wirl 2000の議論参照。

966. Craig et al. 1996:183.

967. 地球の 5.1e8km2 上で 180W/m2 だと、年間エネルギーは 2, 895e24J、つまり

1997年のエネルギー消費量の 6,951 倍になる。

968. 平均流入は 300W/m2 で、効率 20 パーセントだと、21, 9961km2 は年間ちょうど

416 EJを生産。 21, 9961km2 というのは地球の総陸地面積 1.495e8km2 の 0.147

パーセント。

969. サハラ砂漠は面積 8.6e6km2 くらい。 “Sahara,” Encyclopedia Britannica

Online, http://www.britannica.com/bcom/eb/article/5/0,5716,66425+

http://www.britannica.com/bcom/eb/article/5/0,5716,66425+1+64749,00.html?query=sahara
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1+64749,00.html?query=sahara.

970. EIA 1993:13; Ahmed 1994:80.

971. Cunningham and Saigo 1997:487-8.

972. 別の推計としては IPCC 2000a:134, 136を参照。ここでは「技術進歩によって利

用可能」となっているのは、石油では 9ZJ、天然ガスは 20ZJ、石炭は 80ZJ、原子

力は 11ZJ超。再生可能エネルギーの場合、年間の「長期的な技術ポテンシャル」

は水力では 130EJ超、風力では 130EJ超、ソーラーは 2,600EJ超、バイオマスは

1,300超。

973. Danmarks Energifremtider 1995:137.

974. Smil 1999.

975. Ahmed 1994:10-11.

976. 100W/m2 を 27,746 ha で 20 パーセントの効率性なら、年間エネルギー生産量

175 PJ.

977. Radetzki 1997:552-3.

978. DOE 1997:7-3 の見積もりではバイオマスなら 8.7 セント/kWh、太陽電池なら

49.1 セント/kWh。

979. Miller 1998:420.

980. EIA 1993:3.

981. IEA/OECD 1996.

982. IEA/OECD 1998.

983. 以下は Andersen 1998に基づく。

984. http://www.windpower.dk/present/produke.pdf.

985. Hille 1995:195-6.

986. http://www.windpower.dk/stat/tab14.htm, 2000年 4月 26日にアクセス; cf.

Windpower Note 1998a:7

987. EIA 2000a:211.

988. 51 パーセントも効率がいい (Windpower Note 1997:11)。価格は 49 オレ (およそ

7セント)/kWh で計算 (http://www.caddet-re.org/html/article2.htm)。

989. たとえば Bradley 1997。

990. Windpower Note 1997:8 の見積もりでは、風車は寿命 20年の間に、その生産に要

したエネルギーの 80倍を稼ぎ出す。つまり生産に使われたエネルギーは平均で 91

日後には回収されるということだ。

991. Andersen 1998 (4,000基という数字を使っているけれど、1997年の正しい数字は

http://www.britannica.com/bcom/eb/article/5/0,5716,66425+1+64749,00.html?query=sahara
http://www.britannica.com/bcom/eb/article/5/0,5716,66425+1+64749,00.html?query=sahara
http://www.windpower.dk/present/produke.pdf
http://www.windpower.dk/stat/tab14.htm
http://www.caddet-re.org/html/article2.htm
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4,700基だ [Windpower Note 1998a:7])。

992. 平均的なデンマークのタービンは、表示容量が平均で 276 kWh だ (Windpower

Note 1998a)。アメリカでもだいたい似たようなものだとして、総表示容量が 2,500

MWh (AWEA 2000b) で、タービン 4,000 基あたり 30,000 羽の鳥と想定すると

(Andersen 1998)、年間 67,000 羽になる。ちなみに AWEA (2000a:2) がカリフォ

ルニア州全体で鳥が 500羽しか死んでいないとするのはまちがっている――500羽

は猛禽類だけで、すべての鳥を含んではいない (Kenetech 1994:3)。

993. NERI 1995.

994. Andersen 1998; NWCC 1994:appendix 2.

995. Kenetech 1994:3; AWEA 2000a.

996. 飼い猫の総数は 900万と推定される（この調査は、およそ 80万匹の野良猫が殺す

動物は計っていない)。だから各ネコは年に 30匹ほどの動物を捕まえていることに

なる。Mammal Society 2001a&b, Wark 2001.

997. たとえば DOE 1997:appendix 1を参照。

998. Miller 1998:423ff.

999. EIA 1999d:23.

1000. Meadows et al. 1972:56ff.

1001. 残存消費年数は、主に埋蔵量を現在の生産量で割った数を基本にしている。

1002. Simon 1996:35-6.

1003. WRI 1996a:170.

1004. Leon and Soto 1995:16（指標は 1900-92）によると商品 24種のうち 15種の価格

が下落、6種は変わらず。高価になったのは 3種のみ。

1005. US Geological Survey による 93 種の原料の価格と質量から割り出したもの。主

要な 24 種をまとめたものが表 2。GDP1.2% に相当する（Goeller and Zucker

1984:457）。原料の一部は重複しているため、この推定値は最大値といえる。

1006. Anon. 2000c. 産業物価指数は金属および非食料農産物（Nfas、non-food agricul-

tural commodities）についてのもの。現在は 1994-96年の輸入価格を基本に、以

下のウェイトが与えられている。金属：アルミニウム 47.0、銅 32.4、ニッケル 8.2、

亜鉛 6.7、スズ 2.9、鉛 2.8。非食料農産物：綿 30.7、材木 19.4、皮革 15.4、ゴム

15.4、羊毛 64s 6.5、羊毛 48s 6.5、パーム油 2.9、ココナッツ油 1.5。

1007. 驚いたことに、これまでの分析は原料の重量に焦点をおいている。こうした判断理

由は不明（Ågerup 1998:83; Simon 1996:48; Kahn et al. 1976:101ff）。

1008. 全世界がポルトランドセメントの購入にアメリカの価格を支払う前提であることに
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注目。間違いなく最大値が得られる条件である。

1009. Craig et al. 1996:339.

1010. Craig et al. 1996:340; Hille 1995:299.

1011. WRI 1998a:344.

1012. Craig et al. 1996:232ff.

1013. Craig et al. 1996:43.

1014. ボーキサイトの 1999年の埋蔵量を世界の生産量で割った。

1015. Craig et al. 1996:212.

1016. Craig et al. 1996:221.

1017. この鉄鋼生産にかかる費用は、どの価格を選ぶかにもよるけれど約 2,000-2,700

億ドルだろう。（全体で約 7.73 億 t の鉄鋼が生産されている。352.2 ドルの価

格［(World Bank steel rods 1998: http://www.worldbank.org/html/ieccp/

pkjan98.html］だと総額 2,720億ドル、250ドルの価格［World Metals Informa-

tion Network sheet price, http://www.amm.com/inside/wsdanal/ws012998.

htm］だと 1,930億ドル）。ここで鉄鉱石について見ているのは、希少性が出てきた

らこの価格が上がるはずだから（前に触れたエネルギー価格に関わらず）。

1018. Craig et al. 1996:212.

1019. Craig et al. 1996:210.

1020. Craig et al. 1996:221で引用。

1021. Craig et al. 1996:266.

1022. 地殻に占める銅の割合は、何千ものサンプルの化学分析と、その相対度数から算出

したものだから、導き出された割合は容積比ではなく、重量比（亜鉛についても

同様）。

1023. Craig et al. 1996:266; Hille 1995:279.

1024. Craig et al. 1996:273.

1025. Craig et al. 1996:273.

1026. Amey 1996:1.

1027. Craig et al. 1996:284; Amey 1996:1. 金の重量は 19kg/10dm3。

1028. Amey 1996:1.

1029. Craig et al. 1996:280.

1030. Craig et al. 1996:287.

1031. Craig et al. 1996:288.

1032. Craig et al. 1996:288.

http://www.worldbank.org/html/ieccp/pkjan98.html
http://www.worldbank.org/html/ieccp/pkjan98.html
http://www.amm.com/inside/wsdanal/ws012998.htm
http://www.amm.com/inside/wsdanal/ws012998.htm
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1033. Craig et al. 1996:291.

1034. Craig et al. 1996:304-5. 窒素は空気から合成できるから、新たに発掘する必要は

ない。その結果、現在の確認埋蔵量は消費年数にしてたった半年分のみ。

1035. Craig et al. 1996:307-10.

1036. USGS 1998a. http://minerals.er.usgs.gov/minerals/pubs/commodity/

potash/560398.pdf.
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1179. EPA (1996b:V-47ff) は、汚染源を数カ所記録している多くの調査を記録している。

一般的な結果としては。他の汚染物質のパラメータ推計は、微粒子まで含めて考え

る場合にはしばしば小さすぎて意味を持たない: 「PMと健康への影響との関係は

一貫してすべての調査で見られているが、SO2 と健康への影響との関係について

の報告はばらつきが大きい」 (p. 49)。オゾンの場合: 微粒子は「O3 よりも死亡率

の予測力が強い」 (p. 50)。同じことが CO (p. 51-2) についても言われていて、

NOx の場合について EPA は: 「これらの調査における NOと健康への影響との

関連は一貫性がないが、PM と健康への影響との結びつきは、各種のNOX 水準の

調査領域でも、モデルの中で NOx について補正した場合でも、常に正で一環した

ものだった」 (p. 53)

1180. EPA 1997d:34. この選択が行われたのはまた、因果関係の道筋についてまだ不確

http://www.environment-agency.gov.uk/s-enviro/viewpoints/3compliance/1air-quality/3-1j.html
http://www.environment-agency.gov.uk/s-enviro/viewpoints/3compliance/1air-quality/3-1j.html
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実性が残っていて、このため微粒子を「基準汚染物質のミックスについての代理指

標とする」ことが決定されたためだ (p. 34, note 48)。

1181. EPA 1996a:1-21: 「疫学的な調査は、大気中の PM曝露と健康上の影響との間に

一貫して正の関係を見いだし続けている。こうした健康上の影響には死亡率や罹病

率も含まれる。（中略）しかし、具体的な生物学的メカニズムに関する明確な理解

はまだ確立されていない」。説明として可能性のあるものは University of Texasか

らのものだ。ここで科学者たちは、抑圧的マクロファージ――これは過剰に強力な

免疫反応に対して保護を提供する――は人工汚染微粒子のもとで死ぬのに、刺激性

マクロファージが生き残ることを示した。これは肺が公害に対して「過保護」な状

態となり、結果として炎症性の肺障害をもたらすということかもしれない (Raloff

1998)。

1182. Fenger 1985:167ff: Cunningham and Saigo 1997:397ff.

1183. EPA 1996b:V-4; Fenger 1985:167. さらに、水溶性の高い微粒子は鼻や口やのど

で溶けるほうが多いけれど、水に溶けにくいものはずっと下のほうまで降りて行き

やすい (Fenger 1985:166)。

1184. EPA 1997b:34.

1185. EPA 1997b:32. 実は、こうした微粒子の圧倒的多数は火山爆発や森林火災、砂嵐

や風でとばされた海のしぶきなどから発生している。海のしぶきは、海の表面にあ

る小さなあぶくで、これが破裂して小さな水滴をとばし、それがすぐに乾燥して

海塩の小さな粒になり、それが風で運ばれる (Brimblecombe 1996:59-61; Fenger

and Tjell 1994:55)。

1186. この数字はまあおおざっぱな推定でしかなく、一連の大まかな概算をもとにし

て産出されている。アメリカの現在の微粒子汚染は 23.7µg/m3 (PM10, EPA

2000e:119)で、この 56 パーセントはふつうは PM2.5だ (EPA 1997d:D-16; cf. イ

ギリスでは 60 パーセント, QUARG 1996:82)。つまり 13.3µg/m3。一方、PM2.5

を 25mg/m3 減らすと死亡率が 14.5 パーセント下がるとされる（あるいは逆に、

相対的に 17 パーセント上昇 [EPA 1996b:VI-12]; これは死亡率がもっぱら平均

濃度の影響で、ピーク負荷の影響によるものでないと想定)。もし死亡率が線形で

閾値効果がないとしたら（これはいまだに確実ではなく、結果に大きな影響を与

えかねない――被害をもたらす下限値が現在の濃度くらいだという可能性はある

[EPA 1996b:VI-18])、これはつまり 13.3mg/m3 を取り除くと、死亡率は相対的

に 7.7 パーセント下がるということだ。アメリカでは毎年 230万人が死に (USBC

1999a:75)、このうち 76 パーセント が都市部で暮らしている（そして死ぬ）ので
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(UNPD 1998a:87)、これはつまり追加死亡数は 134,596 人くらいということだ。

これは粒子状物質汚染水準が、1990年のちょっと高めの水準より 2倍強だった場

合に追加で死亡すると EPAが試算している 184,000人という数字とだいたい合っ

ている (EPA 1997d:37, D-45, “just over half” p. 23).

1187. USBC 1999a:99.

1188. 現在、1997-8 年のイギリス煙公害は 9.4mg/m3 だ (Loader et al. 1999:4.3)。

PM2.5 だとこれは 19.6mg/m3 に相当する (QUARG 1996:84)。線形の閾値なし

の影響だと、これは死亡率が 11.35 パーセント下がったことになる。イギリスで

は毎年 632,500人が死に、その 89パーセントが都市部に住んでいるので (UNPD

1998a:85)、これはつまり、追加死亡 63,892人に相当する。デンマークの場合、推

計値は 50mg/m3 (TSP), 33mg/m3 (PM10), 18.5mg/m3(PM2.5) で、死亡率は

相対的に 10.7パーセント下がったことになる。デンマークでは毎年 6万人くらい

が死んで、そのうち半分が都市部で暮らしている（そして死ぬ）ので、追加死亡者

数は 3,210人くらい (cf. Larsen et al.の評価では微粒子水準を 1/3に減らすと年

間死亡者数は都市住民 300-400人としている [1997:11])。

1189. EC-ET 2000:87; GBでは 3,137, DETR 1998c:18.

1190. http://cnn.com/world/asiapcf/9805/29/AP000628.ap.html.

1191. EPA 1996b:V-18.

1192. EPA 1996b:V-19.

1193. アメリカの時系列データは、観測ステーションの数が異なる (80-2,350) いくつか

の時系列データを集めて補正したものであることに注意。また都市だけのものと、

都市/地方混合のものも混じっている。イギリスの時系列データは 1962–80年につ

いては National Survey、1981–97年については Basic Urban Network。

1194. EPA 1997d:37. Criteria and Staff Document において、 EPA は他に「失われ

た寿命年数を定量的に信頼できる形で推計する事は不可能である」と述べている

(EPA 1996b:V-20)。数字はたぶん、あるオランダの調査から出たものよりちょっ

と低いはずだ。この調査は若いオランダ人の寿命年損失は 10mg/m3 の PM2.5 削

減あたり 1.11年くらいとしている (Larsen et al. 1997:11; EPA 1997d:D-17)。こ

れは、この調査がちょっと高いリスク評価係数を使っているからだ。その水準は

Popeの 7 パーセントと Dockeryの 14 パーセント (これは EPA は使っていない。

Pope のほうがずっと多くのデータに基づいているからだ)の平均になっている。

1195. アメリカの場合: 年に 135,000 人が 14.24 年を失い、それぞれが平均寿命 76.7 歳

で、都市にそうした人々が 2.14億人いる。これはつまり、全員が 0.69 年失ったに

http://cnn.com/world/asiapcf/9805/29/AP000628.ap.html
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等しい。イギリスでは 64,000 人が 77.1年のうち 14.24年を 5200万都市人口につ

いて失う、つまり 1.35年だ。この計算は、公害が削減されても死亡率分布はすべ

ての年齢層で同じだということを要求する。

1196. この数字は EPA 1997d:38に基づいていて、閾値や線形性は考えず、1998年に残っ

ていたよりもちょっと多めの微粒子公害を避けられたとした推計 (EPA 1997d:23)。

1197. こうした推計はもちろん、かなり広い範囲での線形性を必要とするけれど、でも閾

値なしの想定はもう必要ない。なぜかというとこうした計算は Pope データ材料の

かなり内側に入り込んでいるからだ。でも、1960年代には人口全体の中で都市住

民の占める割合も低かったし、また総人口も少なかったことは認識しておこう。

1198. QUARG 1996:75-6; cf. Fenger and Tjell 1994:206.

1199. Davidson 1979:1,040, 1,037.

1200. DETR 1999:27.

1201. EPA 1999e:14; QUARG 1996:50.

1202. OECD 1985a:28; 1987:31; 1999:57.

1203. OECD 1985a:28; 1987:31; 1999:57.

1204. OECD 1985a:28; 1987:31; 1999:57.

1205. NERI 1998A:49; EPA 2000d:3-19-20.

1206. Burtraw et al. 1997, Burtraw and Krupnick 1998 ――そしてこれほどはっきり

はしていないが EPA 1995――によれば、酸性雨を減らす総コストは総便益に比べ

てかなり小さい。便益は圧倒的に、健康への影響からくるものが大きい。でも、硫

黄削減がよいことだった（それがたまたま危険な浮遊粒子状物質も減らすことに

なったから）と言って、微粒子削減だけを目指したほうがずっと低いコストで同じ

だけの便益が実現できたかもしれないことをよく認識しておこう。

1207. QUARG 1996:75.

1208. NERI 1998A:59. 地域暖房は、複数の建物にスチームとお湯を送る。 http:

//www.energy.rochester.edu/dhを参照。

1209. HLU 1997:120.

1210. QUARG 1993:1.

1211. ディーゼル車の比率が 2005年に半減しても（いささか非現実的な想定だが）、排出

量水準は 1993年に比べてほとんど減らない, QUARG 1993:1。

1212. Powell 1997で述べられている文献を参照。

1213. Auliciems and Burton 1973:1,069.

1214. Powell 1997:15.

http://www.energy.rochester.edu/dh
http://www.energy.rochester.edu/dh
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1215. Botkin and Keller 1998:286. 配管工事を意味する英語の「plumbing」はラテン語

の鉛 plumbum からきている。

1216. Eisinger 1996.

1217. Craig et al. 1996:274. オクタン価を上げるのは、点火がはやすぎたりノッキング

が起きたりするのを防ぐため (Fenger 1985:116)。実際にガソリンに添加されるの

は鉛じゃなくて、有機鉛化合物だ (テトラエチル鉛かテトラメチル鉛)。

1218. Chiras 1998:348.

1219. EPA 1997d:G-1.

1220. Chiras 1998:348; EPA 1997d:G-8.

1221. Miller 1998:585.

1222. Tong et al. 1998, EPAQS 1998:23; Chiras 1998:348.

1223. EPA 1997d:G-9.

1224. Gemmel 1995.

1225. WRI 1998a:60. ほかの源は食料 (汚染から) と水 (鉛の管や貯水タンクなどの設

備、パイプの継ぎ目やハンダ) (EPAQS 1998:9; Chiras 1998:349)。

1226. Chiras 1998:349; Kitman 2000.

1227. DETR 1998a:2.53.

1228. DETR 1998a:table 2.17.

1229. EPA は 0.04mg/m3 を「最低検出可能水準に近づいている」と表現 (EPA

1997b:14)。

1230. WRI 1998a:60. 1976–92年の 1歳から 5歳児 (Miller 1998:586)。所得と人種別の

鉛負担のちがいについては CEQ 1996:112ffを参照。

1231. EPA 2000e:118 は鉛を ppm で計ったことにしているけれど、これはまちがい

だと想定している。ほかの対応データはすべて NAAQS, EPA 2000e:18, EPA

1997b:88のデータを含めmg/m3 を単位としている。

1232. EPA 1997d:37.

1233. EPA 1997d:37.

1234. 平均 77歳の人口が 2.5億いる中の、22,000人の人生 38年分。

1235. EPA 1997d:38. 3 IQ-ポイント上昇。アメリカには 10 歳以下の児童が 3600 万人

ほどいる (Keyfitz and Flieger 1990:349)。EPA の試算では、毎年子どもたちは

1040万 IQポイントを失っている。だから 10年の小児期の間だと、これは 2.9IQ

ポイントだ。

1236. 凝集の核は、石炭使用やエンジンの不完全燃焼で熱分解した燃料からくる鉱物微粒
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子だ (Fenger 1985:59; QUARG 1996:7)。

1237. 石の炭化カルシウムは石膏にかわり、それが雨で洗い流されるか、薄片になっては

がれ落ちる (Fenger 1985:1977-8, 180-1)。

1238. NAPAP による総合的な調査では、不足問題は「二次的」だということが示され

た (NAPAP長官, Kulp 1995:531)。アメリカでの全体としてのコストは 1億ドル

で、石や大理石に関わるコストは「修復総コストの 10 パーセント以下」 (NAPAP

1990:Question 1, 3-1)。 Cf. イギリスの調査ではイギリスだけで年間コストを 8

億ポンド (IGCB 1999:table 5.2)、ヨーロッパ全体では 100–135億ポンドと見てい

る (EEA 1995:33; 1999:152).

1239. 霞と灰色のスモッグは主に微粒子と SO2 で形成され、これが湿った天候ではふく

れて、通過できる日照量を制約する (Chiras 1998:362; Fenger and Tjell 1994:205;

1985:61)。SO2 は光量削減の 15から 60パーセントを引き起こし、一般にこれは

NOx よりずっと大きい (NAPAP 1990:Question 1, 4-16)。

1240. Burtraw et al. (1997:14) は、SO2 を 1990 年水準から大幅に削減する便益は、

1990年ドルで 9ドルくらい、または今のドルだと 11.5ドルほどだとしている。

1241. 1990年ドルで$4億 (NAPAP 1990:Question 1:2-17; Kulp 1995:533).

1242. Fenger and Tjell 1994:183.

1243. CLTAP 1979; EEA 1995:544-5.

1244. Fenger and Tjell 1994:32.

1245. Burtraw et al. 1997; Botkin and Keller 1998:487-8、総排出量を 40 パーセント

近くカット (EPA 1995:1-1)。

1246. アメリカの観測局の数が変わっていることに注意: 1962-9: 21; 1974-6: 188;

1977-86: 278; 1987-96: 479.

1247. Cf. EPAQS 1995b:figure 1.

1248. EPA 1995:table S-2. この調査は、SO2 排出がわずかに増加した場合の状況と比

較されているので、実際に助かる人命は少し高めになると考えるべきだ。一方、モ

デル化されたのは東部の 32州だけだ。

1249. SO2 も、個別にどれだけ健康への被害をもたらすかについては議論がされている

けれど、でも圧倒的に大きな影響は微粒子の形成だ。

1250. Chiras 1998:362; HLU 1997:123.

1251. Fenger and Tjell 1994:49.

1252. EPA 1997b:21; Chiras 1998:362; Botkin and Keller 1998:476-7.

1253. EPA 1996b:V-49-51. 「O3 濃度増加からは短期的な健康への影響はあるものの、
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オゾンが人口の多くにとって長期的な疾病や早期の死と関係しているなどという証

拠はほとんどない」 (Burtraw and Toman 1997:3).

1254. EPAQS 1994b:15.

1255. Fenger and Tjell 1994:167-8; Burtraw and Toman 1997:3.

1256. Fenger and Tjell 1994:184.

1257. PORG 1997:ii: 「ピーク濃度は人間の健康や植生への影響に関係する」

1258. PORG 1997:53; でも地方部観測局の平均はちょっと増えているようだ, p. 52.

1259. EEA 1999:149.

1260. ロンドンのグラフは、 London Bridge Place の 1990-8 年の都市背景観測局を、

Central London観測局の 1976–90年に数字にあわせて調整したもの。

1261. EPA 1997b:17; Fenger and Tjell 1994:212; 1985:174.

1262. EPA 1996b:V-53; Burtraw et al. 1997:11. EPAQS (1996:22) はこの問題を「未

解決」としている。

1263. NERI 1998A:48, 109-13; EPA 1997b:17.

1264. ロンドンのグラフは、 London Bridge Place の 1990-8 年の都市背景観測局を、

Central London観測局の 1976–90年に数字にあわせて調整したもの。

1265. Fenger and Tjell 1994:183.

1266. DETR 1999:27.

1267. HLU 1997:121.

1268. OECD 1999:58-9.

1269. Fenger and Tjell 1994:212.

1270. EPA 1996b:V-51-2.

1271. HLU 1997:122.

1272. EPAQS 1994a:11: 「非喫煙者たちは、安静状態で空中濃度 25-50 ppm [29 −
57µg/m3]に晒された場合、数時間後には炭酸ヘモグロビン水準 2-3 パーセントと

なる。（中略）喫煙者は喫煙したタバコの本数によって、4パーセントから 15パー

セントの水準となる」

1273. HLU 1997:122. 町の CO の 95 パーセントが自動車交通からきている (EPA

1997b:9)。

1274. HLU 1997:122.

1275. ある OECD の調査によれば、ドイツ、イタリア、オランダ、イギリス、アメリカ

で構成された諸国の推計によれば 1970年以来、鉛はほぼ 100パーセント低下、微

粒子は 60 パーセント、SO2 は 38 パーセント下がったけれど、NOx 水準だけは
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12パーセント増えた (World Bank 1992:40)。

1276. ロンドンのグラフは、 London Bridge Place の 1990-8 年の都市背景観測局を、

Central London観測局の 1976–90年に数字にあわせて調整したもの。

1277. UNEP and WHO 1992:16, 21, 32.

1278. WRI 1996a:3.

1279. Dasgupta et al. 1997:3.

1280. 以下の議論は World Bank 1992:38-41 と、World Bank 向けにもとの背景論文

を書いた Shafik 1994 に基づいている。ちなみにその後多くの研究が、Shafik の

安易なやりかたについて議論し疑問視したけれど、地域的な公害問題、たとえば

SO2 や微粒子などでは、この逆 U字型のグラフは追認されている (Grossman and

Krueger 1995; Torras and Boyce 1998; List and Gallet 1999)。

1281. 変化が起きるのは $3,280あたり、つまり現在の発展途上国の平均より 36 パーセ

ント上だ (Shafik 1994:765, cf. 32).

1282. EPA 1998c:9.

1283. EPA 1998c:9. 同じように、1987年には 1.02億人が、少なくとも一つの汚染物質

が National Ambient Air Quality Standard以上の地域に住んでいた。1996年に

この数字はたった 4700万人になった。 CEQ 1997:292.

1284. World Bank 1992:25.

1285. World Bank 1992:25.

1286. Park 1987.

1287. Claudi 1988:249.

1288. WCED 1987:2.

1289. “Forest die-back,” Christensen 2000:3; “killing forests,” Burne 1999:142.

1290. Albert 1989:4. 1980年代には似たような本がいっぱい刊行された。ノルウェーで

出たある本は『もし木に涙があれば』 (Roll-Hansen 1994)と題されていた。

1291. Fenger 1985:67; Kulp 1995:523-4.

1292. EU 1983:23.

1293. EU 1983:23; Abrahamsen et al. 1994a:298.

1294. Abrahamsen et al. 1994a:298.

1295. NAPAP 1990:2-43.

1296. アルミが被害を及ぼすという Ulrichの仮説がこうした試験の大きな焦点になって

いた (Abrahamsen et al. 1994a:321)。

1297. Cited in Kulp 1995:528-9.
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1298. NAPAP 1990:Q1, 1-30, 1-65ff.

1299. NAPAP 1990:Q1, 1-1.

1300. EEA 1998b:75.

1301. NAPAP 1990:Q3, 5-1.

1302. NAPAP 1990:Q3, 5-1.

1303. UNECE/EU 1996.

1304. FAO 1997c:21.

1305. Kauppi et al. 1992:71.

1306. Gundersen et al. 1998.

1307. EEA 1999:143.

1308. NAPAP 1990:Q1, 2-15.

1309. van Dobben 1995:295.

1310. van Dobben 1995:295.

1311. Gundersen et al. 1998; Abrahamsen et al. 1994a:320.

1312. 75 パーセント以下の葉 (UNECE/EU 1997:22).

1313. たとえば Gundersen et al. 1998; UNECE/EU 1997:104-5。

1314. UNECE/EU 1997:105; Abrahamsen et al. 1994a:323.

1315. EEA 1998b:74.

1316. EEA 1998b:74.

1317. Abrahamsen et al. 1994a:322で参照。

1318. Abrahamsen et al. 1994a:322で参照。

1319. Rosner and Markowitz 1999.

1320. Politiken, 28 June 1993, section 3, p. 3.

1321. WRI 1998a:65.

1322. WRI 1998a:66; Cunningham and Saigo 1997:391; WHO 2000a:73.
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固定だけに頼ることで生産量は 47パーセント低下する (これは上の計算とも一致

する) けれど、作物回転の必要性まで考えると、実際の土地の生産性は 80パーセ

ントも低下し、だからいまの四倍以上の面積が追加で必要となる。

1494. 3,454 Mha の森林 (FAO 1997c:10)のうち 1,512 Mha (FAO 2000a)の 50 パーセ

ント。

1495. Frink et al. 1999:1,179.

1496. HWG 1998, http://www.nos.noaa.gov/products/pubs_hypox.html.

1497. Rabalais et al. 1999:117ff.

1498. Rabalais et al. 1999:1.

1499. Rabalais et al. 1999:1, 117ff.

1500. Rabalais et al. 1999:xv, 93ff.

1501. Rabalais et al. 1999:xiv.

1502. たった 40km2 しか影響を受けていない 1988年ではない、でも、最近の年では さ

らに上昇して 15, 000− 18, 000km2 に達している (Rabalais et al. 1999:7)。

1503.「堆積物の地質化学的な記録から見て、20世紀初期にルイジアナの大陸棚である程

度の酸素ストレスはあったと考えられるものの、およそ 1940年代から 1950年代く

らい以降、そのストレスは驚くほど上昇している」 (HWG 1999:19; cf. Rabalais

http://www.nos.noaa.gov/products/pubs_hypox.html
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et al. 1999:103).

1504. Rabalais et al. 1999:106ff. 同じ状況がデンマークでも見られる。酸素欠乏はデ

ンマーク水域では何度も生じた問題だった。最大の酸素欠乏災厄は、900 年前に

起きたと考えられていて、フネン島沖合の海底が 40 年続けて死んでいた (Flem-

ming Olsen, デンマーク工科大学 [DTU] の熱材料プロセス学部長が Ingeniøren,

1997(41):12 で述べたもの; 参照文献は Gerlach, Nitrogen, Phosphorous, Plank-

ton and Oxygen Deficiency in the German Bight and in Kiel Bay, Sonderheft,

1990:7. Kieler Meeresforschungen)。酸素がないので、人口を養うに足るだけの魚

を捕まえるのはきわめて困難になり、おかげで当時のオルフ王は飢餓の王の異名を

与えられ、やがてそれを理由に廃位されてしまった。20 世紀前半にも酸素欠乏が

起こったことをはっきり示す記録も残っている。特に 1937年と 1947年は海底生

命の数が少なかった年だし、マリアゲル・フィヨルドやフレンズブルグ・フィヨル

ド、アベンラー・フィヨルドなどの脆弱な湾は酸素欠乏に影響を受けた (Flemming

Mohlenberg, 水質研究所 Vandkvalitetsinstitutetの主任生物学者、Ingeniøren で

の発言 1997(45):10)。残念ながら、その時期の統計はない。一方、1980年代初期

から、酸素欠乏の頻度はずっと上昇してきた。これは別に驚くことではなく、観測

頻度が増えているせいだ (Ingeniøren, 1997(45):10)。でもすべて考慮してみると、

この 20年で酸素欠乏の頻度は増えたし、範囲も広がったと考えるべき理由は多い。

1505. Diaz and Solow 1999:8.

1506. Diaz and Solow 1999:28ff.

1507. Diaz and Solow 1999:29.

1508.「漁獲データに基づく経済評価は、低酸素状態に起因すると思われる効果を検出で

きなかった。全体として、少なくとも過去数十年にわたる水揚げ統計はそこそこ安

定している。漁獲におけるはっきりした低酸素の影響を検出できなかったからと

いって、それが存在しないということにはならない」 (Diaz and Solow 1999:8-9).

1509. Diaz and Solow 1999:8.

1510. Diaz and Solow 1999:23.

1511. こうした数字はその発生源でどれだけ窒素が使われたかではなく、もっと意味のあ

る実際の水への窒素放出を示している (Smith and Alexander 2000:1)。

1512. ほかの点源は、プラスチック工場や肥料工場、廃棄物処理、肉牛飼料、湿式トウモ

ロコシ製粉、製鉄所や精油所だ (Goolsby et al. 1999:52)。

1513. 直接的な大気からの窒素はたった 1 パーセントくらいにしかならない (Goolsby et
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al. 1999:15, 77)。

1514. Goolsby et al. 1999:14-15.

1515. 驚くことじゃないけれど、肥料業界はこうした結論の信頼性についてもうちょっと

疑問視している (Carey et al. 1999)。

1516. HWG 1999:8.

1517. HWG 1999:8.

1518. Brezonik et al. 1999:xv-xvi.

1519. Mitsch et al. 1999:xii.

1520. Mitsch et al. 1999:27-9.

1521. Doering et al. 1999:33.

1522. Doering et al. 1999:33 ――正確には 21.8 パーセント (p. 114)。

1523. Doering et al. 1999:112.

1524. Doering et al. 1999:33.

1525. Doering et al. 1999:40ff.

1526. 正確には 18.8 パーセント (Doering et al. 1999:114).

1527. Doering et al. 1999:112, 114, 40.

1528. Doering et al. 1999:133.

1529. Doering et al. 1999:132, 133. 仮に「それがそこにいるという安心」の価値（あ

るいは専門用語では non-use value) がそこそこ順当だとした場合。Tietenberg は

もし連邦政府がグランドキャニオンを養鶏業者に売って、鳥の糞や羽やニワトリの

内蔵を保存しておく場所にすることにしたら、グランドキャニオンに行ったことも

ないし、今後行く予定もない人々だって激怒するだろうとすぐに想像がつく、とい

う例を挙げている (2000:37-8)。でも問題はもちろん、これが湿地追加の場合には

non-use valueがどれだけあるか、ということだ。

1530. Brezonik et al. 1999:xv-xvi.

1531. Doering et al. 1999:57.

1532. Doering et al. 1999:128.

1533. Kenetech 1994:3.

1534. 1寿命年の平均コスト $62を使用 (Hahn 1996a:236)。

1535. Beardsley 1997.

1536. UNEP 2000:363, http://www.grida.no/geo2000/english/0237.htm.

1537. Vitousek and Mooney 1997.

1538. エコロジー的な農法（有機肥料農法）が窒素漏出の問題を軽減しないことは指摘

http://www.grida.no/geo2000/english/0237.htm
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しておいたほうがいいかな。というのも、こっちのほうが窒素漏出は多いからだ

(IFA and UNEP 1998:38)。だから漏出を減らすには肥料そのものを減らすしかな

いのだけれど、これは単に、耕す土地をどんどん増やす必要があるということにし

かならない (もちろんこれは都市下水処理施設が図 104のようにほとんど窒素を出

さないことが前提になる。)

1539. Socolow 1999:6,004.

1540. Socolow 1999:6,004; Vitousek et al. 1997:6.

1541. Socolow 1999:6,004.

1542. EU 1980; EEA 1999:175. EUもまた低い基準値 25 mg/lを使っている。アメリ

カの上限値は 10 mg/lだけれど、これは窒素だけなので、窒素化合物ならだいたい

44 mg/l に相当する (IRIS 1991)。

1543. そして一部の文献ではいまだにそのままだ。たとえば Christensen 2000:3を参照。

1544. Jyllands-Posten, 9 October 1986, section 1, p. 9.

1545. Wolfson and D’Itri 1993; L’hirondel 1999:120.

1546. これや続く記述は EPAの文献や文書に基づいている (IRIS 1991)。是非とも注意

してほしいこととして、アメリカ人は二種類の計測基準の間を行ったり来たりして

いることがある。硝酸塩そのものと、硝酸塩の中の窒素だ。 WHO の上限値は 50

mg/l（硝酸塩）で、これはだいたい 11 mg/l（の窒素）に相当する。アメリカでの

上限値は 10 mg/l（の窒素）だ。

1547. Poul Bonnevie, Jyllands-Posten, 3 December 1986, section 1, p. 9.

1548. Lack 1999:1,681; 10 万人あたりで報告されている件数は、ハンガリーでは 0.26、

スロバキアでは 0.56、ルーマニアでは 0.74、アルバニアで 1.26。

1549. L’hirondel 1999:124.

1550. IRIS 1991 は Cornblath and Hartmann (1948), Simon et al. (1964), Toussaint

and Selenka (1970)を参照している。

1551. Poul Bonnevie, Jyllands-Posten, 3 December 1986, section 1, p. 9.

1552. Cantor 1997:296.

1553. Cantor 1997:292.

1554. IRIS 1991 は、硝酸塩が通常の摂取量を千倍も上回る量でも成長や生殖への影響が

まったくないことを示す大量の実験を挙げている。

1555. EEAはまた、メトヘモグロビン血症が 50mg/lよりはるか上でしか起こらないし、

ガンとの関連はよくても「ありそう」くらいだということを認めている。驚いたこ

とに、EEAはこう結論づける: 「それでも、こうした二つの要素をあわせて考えれ
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ば、このパラメータ設定にあたって用心をこめたアプローチを行うことは完全に正

当化される」 (1999:175)。また指摘しておくべきこととして最近の調査 (Yang et

al. 1997) は、硝酸塩は胃ガンとは関係なく、水の硬度が胃ガンと関係あることを

発見した――水の硬度が低い方が、消化器系ガンのリスクも高くなる。だったら水

の硬度をものすごいコストをかけて何とかするのは必定ってわけかな――それとも

まずは調査の再現性を調べて、再現できなければもっと重要性の高い問題に先に規

制をかけようとすべきではないの？

1556. Shiklomanov 1993:15, 18.

1557. この発見はだいたい Grossman and Krueger 1995:364と同じだ。でも Shafik の

指摘では、かれの結果は歪んでいるかもしれない。裕福な国ではおそらく一番汚染

された川だけが測定されている可能性があるからだ, 1994:765.

1558. Smith et al. 1993b; DEP 1998:5.

1559. これは Grossman and Krueger (1995:364) の結果で、また Torras and Boyce

(1998:157)の結論でもあるが、Shafik (1994:764) は減少傾向を見ている。

1560. EEA 1999:173; Gillfillan 1995:figure 43.

1561. DEP 1998:7.

1562. DEP 1998:7 はまた、溶存酸素が 1998年には「一貫して増えた」と述べるけれど、

でも示しているのはもっと短い時系列データで、これは DEP 1997:38とはちがっ

ている。

1563. DEP 1998:7; 1997:55.

1564. DEP 1997:11; Gillfillan 1995:figure 42.

1565. EEA 1995:84; 1999:172.

1566. 生物化学的酸素要求量 (BOD) で有機物を測定 (EEA 1995:87, 82).

1567. UK EA 2000: http://www.environment-agency.gov.uk/s-enviro/

viewpoints/3compliance/2fwater-qual/3-2-1.html.

1568. DETR 1998b:4.

1569. Smith et al. 1993a.

1570. ライン川も、1970年以来似たような改善を示している――銅、亜鉛、カドミウム、

鉛は 4分の 1から 8分の 1の減少を見せている (Scholten et al. 1998:832)。テー

ムズ川は Ag, Cd, Cu, Pb, Zn については 30-50 パーセントの減少、Hgは 70 パー

セント減少を見せている (Wiese et al. 1997)。

1571. Schmitt and Bunck 1995:413.

1572. ディルドリンは表示されていないが、 78 パーセントほど低下している。

http://www.environment-agency.gov.uk/s-enviro/viewpoints/3compliance/2fwater-qual/3-2-1.html
http://www.environment-agency.gov.uk/s-enviro/viewpoints/3compliance/2fwater-qual/3-2-1.html
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1573. NCBPからのデータは 3年移動平均; 1987年は、観測点が 17しかない (3,839中)

ので示していない。五大湖からのデータは 5つの湖すべての平均。

1574. SOLEC 1995.

1575.「化学薬品指標としての Herring Gull の価値は変わらないどころか増大するだ

ろう。汚染物質水準が水や魚や沈殿物からは検出しにくくなってくるからだ」

(SOLEC 1999:18).

1576. この発見は魚の調査でも再現されている (Hesselberg and Gannon 1995)。

1577. Gore 1992:145. ゴアはまた「広大な山脈状のゴミ」なんてことも言っている (p.

147)。

1578. Gore 1992:145.

1579. Gore 1992:151.

1580. Asimov and Pohl 1991:144. 同じく Get a grip on Ecology によれば「埋め立て地

がなくなりつつある」 (Burne 1999:137).

1581. Chertow 1998.

1582. データの出所は EPA 1999b と 2000c.

1583. Simon 1996:277.

1584. Simon 1996:277.

1585. 1.1 億トンを 100 年にわたり廃棄し続けたら 1.1e10 トンになる。ゴミ 1 トンは

およそ 1.43m3 を占めるから (Ågerup 1998:110)、これは 1.573e10m3、つまり

30m× 22, 898m× 22, 898m = 1.573e10m3 になる。

1586. USBC 2000c.

1587. 一人あたりのゴミ排出量の伸び率が 1990–2005年にわたり一定 (0.07 パーセント)

として、 USBC 2000cの中位人口推計を使うと、総ゴミ生産量は 1.727e10トンに

なる。1トンが 1.43m3 (Ågerup 1998:110)だからこれは 2.469e10m3、つまりお

よそ 30m× 28, 688m× 28, 688m = 2.4696e10m3 となる。

1588. ウッドワード郡は 3, 213km2 (1,242平方マイル) (USBC 1998b)だから 28.68km×
28.68km = 823km2 は 25.6 パーセント。

1589. オクラホマ州は 182, 889km2 (69, 903mi2) (USBC 2001b:227) だからその 0.45

パーセント。

1590. アメリカの陸塊は 9, 517, 558km2 (3, 717, 796mi2)だ。 (USBC 2001b:227).

1591. 823km2/50 = 16.46km2 で 4.05km× 4.05km = 16.46km2.

1592. Wernick et al. 1996.

1593. Wernick et al. 1996.
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1594. Rathje and Murphy 1992:109.

1595. Goodstein 1995.

1596. ACS 1999:4. 香辛料による死亡については Scheuplein (1991) 、p. 340の図 128を

参照。

1597. OECD 1999:164.

1598.「イングランドとウェールズについての廃棄物統計は、整備されていない」 (UK

EA 2000: http://www.environment-agency.gov.uk//s-enviro/stresses/

5waste-arisings/2disposal/5-2.html; OECD 1999:164).

1599. イギリスの年間埋め立て地利用は 21.8e6 トン、あるいはアメリカの 20.185 パー

セントだ。だから総面積は 318mi2 × 20.185% = 64mi2 あるいは 1辺 8 マイルの

正方形だ。マン島は 227mi2 だ (http://www.gov.im/geography.html)。

1600. EPA 1999b:33ff.

1601. Wernick et al. 1996:figure 5.

1602. Wernick et al. 1996:figure 5.

1603. デンマークの主流政治家は以下のように主張する；「何らかの形で再利用でき

るあらゆる形の廃棄物は、資源として考えられるべきだ。この理由から、デン

マークのゴミ・リサイクル政策をさらに発展させるべきかどうかは、経済学が

判断してはならない。それはひたすら、原材料や資源消費に対する配慮をも

とに決定されるべきだ。そうすれば空気、水、地球を保護することができる」

(http://www.radikale.dk/meninger/251.html).

1604. Pearce 1997.

1605. たとえば Hanley and Slark 1994; Ackerman 1997. 材料に買い手が見つからず

に公共支援を求めているリサイクル業者についての Gore の話と比べてみよう

(1992:159)。

1606. 最高のリサイクルのアイデアはすでに採用されていて、今後のリサイクルからくる

収穫はいまより低いと考えるべきだ。リサイクルの水準を上げると、社会的な収益

性はこのために下がる。

1607. また、デンマーク女性の母乳内の DDE (DDTの分解生成物) が 1982年には 1.05

mg/kg 脂肪 だったのが、1993 年には 0.2 mg/kg 脂肪となったのとも比べよう,

Hilbert et al. 1996:125.

1608. The US National Contaminant Biomonitoring Program もまた全国でムクドリ

を計測していて、残存汚染物質が明らかにどこでも下降傾向にあることを発見し

ている。たとえば DDTは 75パーセント減少した (CEQ 1982:242; Schmitt and

http://www.environment-agency.gov.uk//s-enviro/stresses/5waste-arisings/2disposal/5-2.html
http://www.environment-agency.gov.uk//s-enviro/stresses/5waste-arisings/2disposal/5-2.html
http://www.gov.im/geography.html
http://www.radikale.dk/meninger/251.html
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Bunck 1995:413; NCBP 2000b)。

1609. PCB 1 ppm以上 (CEQ 1989:417).

1610. Jacobson and Jacobson 1997.

1611. EC-E 1999:Summary report, p. 2.

1612. Anon. 1999e, および 20世紀の「ヒーロー」でもある。 Golden 2000.

1613.「彼女は正当にも、現代の環境運動の母として賞賛されている」 (Golden 2000).

1614. Carson 1962:2.

1615. Carson 1962:15.

1616. Matthiessen 1999.

1617. 実は Carson はいまだに US Geological Surveyによるアメリカの水質評価で、最

初の参照文献となっている (1999:59).

1618. Carson 1962:15.

1619. いささか雑だがわかりやすい概論としては Lieberman and Kwon 1998を参照。

1620. Lancet の 1992年 editorial は、ラブカナル事件をこう描いている「ラブカナルは

20年以上にわたり、有機農薬の廃棄場として使われ、その後 1950年代に住宅地と

して開発された。この廃棄場には 200 種類以上の薬物が検出され、その中にはベ

ンゼン、トリクロロエチレン、ダイオキシンなど、動物実験で確実に発ガン性が確

認された物質も含まれていた。出産時の体重が小さかったり、成長停滞がこの廃棄

場で生まれた子どもたちで見られたが、全体としての死亡率や、何らかのガンによ

る死亡率の上昇、あるいは遺伝的な障害の証拠は 20 年たっても得られていない」

(Anon. 1992b; cf. Vrijheid 2000)。ラブカナルはスーパーファンド（アメリカ政

府による廃棄物汚染地の政府による浄化）可決に即座につながった。同じように、

タイムズビーチは後に New York Times で、まさにこの地からの住民非難を示唆

した政府高官 Dr. Vernon Houk自身によって撤回されている: 「われわれがいま

この薬物の有毒性と人間の健康への影響について知っていることから考えると、あ

の非難は不要だったようだ」および「タイムズビーチは過剰反応だった。（中略）当

時としては最高の科学的情報に基づいたものだった。でも結局われわれはまちがっ

ていた」 (Schneider 1991:A1, D23).

1621. Carson 1962:219ff.

1622. Colborn et al. 1996:202.

1623. LCVEF 2000:8. この 5つで 75-81 パーセントを占め、その次の第 6位 (海洋・海

浜保護) は 66 パーセントでがくっと下がる。

1624. Gillespie 1999.
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1625. Encyclopedia Britannica は流行病 (epidemic) を「一時的に大きく広まる病気の

発生」と定義している。でもさらに「20 世紀末になると、流行病の定義は環境に

よって影響を受けた致死性の病気の発生（たとえば心臓疾患やガンなど）すべての

発生を指すように拡張された」とのこと。 http://www.britannica.com/bcom/

eb/article/printable/1/0,5722,33361,00.html.

1626. Kidd 2000.

1627. Rosner and Markowitz 1999.

1628. Brundtland 1999.

1629. Anon. 1997d.

1630. Anon. 1999a.

1631. Anon. 1997d.

1632. Barrett 1998: 「植物の滋養成分は主に遺伝によって決まる。滋養分は土壌の滋養

分にも左右されるけれど、これは全体としての食生活には大した影響を持たない」。

同じく Ovesen (1995:71) も全体的な含有成分にちがいは見られないとしている。

1633. Bogo 1999.

1634. Pimentel et al. 1998:817.

1635. Gifford 2000.

1636. Anon. 1998b.

1637. Dunlap 1991b:15.

1638. 21 パーセントが、どっちも同じくらい重要だと考えていた。

1639. Dunlap 1991b:15. ただし、ぼくたちは公式には環境が健康問題やガンを引き起こ

すと信じてはいるけれど、でも個人のガンに直面したときはずっと冷静なようだ

――実際のガンについて理由をきかれると、ほとんどの人は遺伝や生理や個人の行

動を挙げ、「環境要因を挙げる回答者はほとんどいなかった」 (Vernon 1999).

1640. Colborn et al. 1998:218.

1641. 1.51億から 2.705億へと 79 パーセント増 (USBC 1999a:8).

1642. USBC 1975:I, 58.

1643. HHS 1997:136を参照。
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35歳に上昇 (USBC 1999a:14)。

1645. Peto et al. 1992. 肺ガン罹患率の地理的なちがいを見ても、同じ結論が得られる

(Devesa et al. 1999)。

1646. Peto et al. 1994:535.

http://www.britannica.com/bcom/eb/article/printable/1/0,5722,33361,00.html
http://www.britannica.com/bcom/eb/article/printable/1/0,5722,33361,00.html
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1647. Peto et al. 1992:1,273から推定。1965年には喫煙関連の肺ガン（男女双方）は、

喫煙関連のガン総数の 68 パーセントを構成していた（世界人口に標準化）。1995
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1648. Peto et al. 1994:532-3.

1649. Peto et al. 1994:232-3, 1955年の全ガン数を推定している。

1650. Carson 1962:227.

1651. Carson は、白血病のみとすべてのリンパ系・造血系疾患をごっちゃにしているけ

れど、ここでは区分と議論を明確にするために、白血病だけを見ることにする。

1652. Carson 1962:227.

1653. Kinlen and John 1994; Stiller and Boyle 1996; Kinlen et al. 1995; Ross et al.

1999; McCann 1998; Reynolds 1998a.

1654. Reynolds 1998a.

1655. Ross et al. 1999.

1656. Kinlen and John 1994; cf. Stiller and Boyle 1996.

1657. UNPD 1998a:94.

1658. Peto et al. 1992:1,278.
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1660. CDC 1999d:986, 988; 1997a:5.

1661. CDC 1999d:988.
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は 1977–91年では喫煙本数が女性のおよそ 10パーセント増しで (CDC 1997a:21)、

この数字が――いささか大胆に――期間全体の推計を出すのに使ってある。

1663. Anon. 1997d.

1664. 18,734 から 41,737 (1998); WHO 2000d, CDC 2001a.

1665. ACS 1999:8; Byrne 2000.

1666. Fraser and Shavlik 1997を参照。

1667. Byrne 2000.

1668. Byrne 2000.

1669. Byrne 2000. Velie et al. (2000) は軽度な乳房の病歴がない女性についてもこれを
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見つけている。

1670. 1976-80年から 1988-91年で、白人女性の平均体重は 3.9kg増え、平均身長はたっ

た 1 cmしか増えなかった (Kuczmarski et al. 1994:208)。またイギリス人ももっ

と太った。肥満成人の比率は 1980 年に 7 パーセントだったのが 1998 年には 20

パーセントになった (Holmes 2000:28)。

1671. Byrne 2000. アルコール消費は 1935年から 1980年頃まで上昇を続け、その後は

少しずつ減り続け、女性の飲酒者比率の上昇を反映している (NIAAA 1997:6-7,

http://silk.nih.gov/silk/niaaa1/database/dkpat1.txt; Newport 1999).
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1675. Chu et al. 1996.

1676. Chu et al. 1996.

1677. Hayes 2000.

1678. Hayes 2000.

1679. Hayes 2000.

1680. Feuer et al. 1999:1,030.

1681.「PSA 試験は、前立腺ガンの死亡率を継続的に低下させることになるかもしれな

い」 (Hankey et al. 1999:1,024).

1682. Devesa et al. 1995.

1683.「ガン死亡率は、非ホジキンリンパ腺腫と女性の肺ガン以外は、上位 10ヶ所の死亡

部位すべてについて低下していた」 (Wingo et al. 1999:678)。

1684. Ames and Gold 1998:206で引用。

1685. Carson 1962:227.

1686. Ries et al. 2000.

1687. Wingo et al. 1999:678.

1688. この 5つの部位における 1973–97年の非浸潤性と悪性のガン件数 (1,566,880) と、
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1689. ちなみに非浸潤性の子宮頸ガン (女性性器のガンの一部) は 23 年にわたってそこ
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1690. ACS 2000.

http://silk.nih.gov/silk/niaaa1/database/dkpat1.txt
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1696. Doll and Peto 1981:1,276.
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1703. これはイギリス女性についてのデータだ, Bunker et al. 1998:1308.

1704. Annon. 1997a.

1705. Marino & Gerlach 1999.

1706. メジアン年齢、Marino & Gerlach 1999.

1707. 怪我の生涯リスクは各年の傷害率から推定した。生涯の心臓疾患死者数は、現在の

死亡率から推計している。

1708. Devesa et al. 1995; Hayes 2000.

1709. Hankey et al. 1999; Hayes 2000. 「前立腺ガンの場合、発生件数の驚くべき増加
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年にピークを迎え、その後はすべての年齢群で低下を見せた」 (CTR 1999:3).

1710. Doll and Peto 1981:1,277.

1711. SEER 2000b.
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1714. Linet et al. 1999:1,051.

1715. Linet et al. 1999:1,051.

1716. SEER 2000a:XVI, 3.
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1717. Devesa et al. 1995.

1718. Devesa et al. 1995.

1719. EEA 1999:264, 268-9.
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ざる影響に関する懸念は今日なお続いている」 (USGS 1999:59)。ある高名なガン

専門家は「ヒトのガンを引き起こすにあたっての、環境汚染物質の役割に関する一

般の懸念は相変わらず強いし、潜在的な汚染物質の中で、化学的な農薬ほどの懸念
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1721. ここでは Larsen 1992:116 を参照; また Cheeseman and Machuga 1997:296 も

参照。

1722. これはもちろん、すさまじくややこしいものをとんでもなく簡潔にまとめたもの
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だが）に行われる。Larsen 1992:116ff と EPA 1993参照。

1723. Benford and Tennant 1997:24ff.

1724. Benford and Tennant 1997:34-6.

1725. Larsen 1992:117-18; Poulsen 1992:41ff; EPA 1993:2.1.2を参照。でも、もしよい

人間データがあれば、上限が最高 1 になることだってあり得る（つまり ADI =

NOEL)。

1726. ちなみにこの安全比率 100という数字はそれ自体まったく何の「科学的」根拠もな

い――ただの大ざっぱな慣用でしかない (Rodricks 1992:194)。

1727. たとえば EEA 1998b:187-91を参照。

1728. Dunlap and Beus 1992.

1729.「デンマーク Environment Agency, Veterinary and Foods Directorate の Insti-

tute for Food Safety and Toxicologyおよび Danish Toxicology Centre の指摘で

は、農薬の限界値はかつての検出限界 0.1µg/lとして政治的に決定されていたこと

を指摘する。もし健康に基づく許容濃度を農薬について定めるなら、現在の政治的

な値よりもずっと高くなるだろう、と Institute for Food Safety and Toxicology

の Department of Biochemical and Molecular Toxicology 部長 John Christian

Larsenは述べる」 (Ingeniøren, http://www.ing.dk/arkiv/pesti5.html)。ま

た Poulsen 1992:40-1も参照。

1730. MiljøDanmark の巻頭記事, 1 January 1998; http://mstex03.mst.dk/fagomr/

02040000.htm.

1731. Ingeniøren, http://www.ing.dk/arkiv/pesti5.html.

http://www.ing.dk/arkiv/pesti5.html
http://mstex03.mst.dk/fagomr/02040000.htm
http://mstex03.mst.dk/fagomr/02040000.htm
http://www.ing.dk/arkiv/pesti5.html
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1732. EEA 1998b:188.

1733. EEA 1998b:190.

1734. これはちょっと堅めの推計だ。数字は 0.6 パーセントと 2.9 パーセントの間で上下

している。DK VFA 1996b:58; 1997:3; CEQ 1997:339を参照。

1735. Putnam and Gerrior 1999:148.

1736. 1996年には 14件の超過があり、サンプル 1,273kg中の農薬累計は 9,528 mg つま

りおよそ 75µg/kg だ。野菜や果物 322.5 kgだと、年に 24.19 mgの農薬摂取とな

る。これはもちろんただの概算だ――農薬の種類によっても、同じ重量でかなりち

がう影響が出るし、野菜や果物の農薬の一部はヘタなどにくっついているので、消

費されない。でも、超過だけを見ていると、農薬摂取も同時に過小評価されるとい

うことは考慮する必要がある。デンマーク Veterinary and Food Administration

の推計では年間摂取量は 0-5 mgだ (DK VFA 1998)。

1737. Ames et al. (1987:272) は 45µg/日としている (加えて非発ガン性の農薬 105µg)。

これに対し、一日 2リットルの水からの摂取量は農薬 0.2µg/日だ。

1738. EPAによれば「飲料水における農薬の水準は、食糧や農薬製品の取り扱いからく

る農薬被曝よりもずっと低いものだ」 (EPA 1990:6)。1994年に EPAは、飲料水

は農薬への被曝において問題となるほどの割合を占めないと見積もっていて、これ

は Ritter 1997で引用されている。Toppari et al. 1996:782も参照: 「一般人口に

おいては、食生活が主要な被曝経路である」

1739. ほとんどの物質の有毒性は「S字型」をしているということは、まあおおむね認め

られている。つまり、もし横軸に摂取量をとって、縦軸に人口中の致死割合をとっ

てプロットしてやると、摂取量が少量ならば 0パーセントの人が死に、さらにすご

く大量になると 100パーセントちょっと下あたりで飽和量が出てくる、ということ

だ。つまり、その小さい分量以下か、ある一定の飽和量以上では、死亡率にはほと

んど影響しない (Dragsted 1992:78)。

1740.「ガンはまた、環境の化学汚染物質が人間の健康に与える影響を探る科学研究プロ

グラムでも圧倒的な地位を占めている」 (Colborn et al. 1996:202).

1741. アメリカでは 23 パーセント (Ames and Gold 1997)、デンマークでは 25 パーセ

ント (Middellevetidsudvalget 1994b:34)、西側諸国では 21 パーセント、1992年

では 1143.6万人死亡のうち 242.1万 (WHO 1992:29)。

1742. Doll and Peto 1981, アメリカ議会用に作成。この調査はよく参照されていて、一

般に有効なものとして認められている。WCRF 1997:75: 「この分析はアメリカ

だけを参照して行われたものだが、ほかのところにも適用できる」。また Ritter et
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al. 1997; Rodricks 1992:118も参照。

1743. Peto et al. 1992:1,277-8.

1744. この数字はかなり不確実。Doll and Petoは 10パーセントと 70パーセントの間の

信頼性水準としている。Willett (1995) はそれを 32 パーセントとしている。

1745. 各種のガンは、それぞれ地理的にまったくちがう分布を示すけれど、移民たちはふ

つうは移住先の人口とほぼ同じ発ガン率を、ほんの 1-2 世代で獲得する (WCRF

1997:75)。

1746. 注意深い読者は、パーセントの数字を合計しても 96パーセントにしかならないこ

とに気がつくだろう。これは要因の配分が不確実なせいだ。さらに、工業製品によ

る 1パーセント以下のガンは省いてある。ここで使った「最高の見当」以外にも、

Doll and Petoは「納得できる推定」の幅を出している、これは個別要因のところ

で議論する。

1747. Ames et al. 1987:271.

1748. WCRF 1997:24, Mintz 1985:chapter 3.

1749. WCRF 1997:542; Ames and Gold 1997.

1750. WCRF 1997:436; Ames and Gold 1997.

1751. WCRF 1997:540; Doll and Peto 1981:1,235.

1752. Ames and Gold 1997 は、致死性の感染症は全ガン件数の最大 1/3 を引き起こす

かもしれないとしている。

1753. Doll and Peto 1981:1237-8.

1754. Devesa et al. 1995:tables 1and 2; Doll and Peto 1981:1,253-4.

1755. Doll and Peto 1981:1,224-5: Ames et al. 1987:273; WCRF 1997:398ff.

1756. Doll and Peto 1981:1,252-3.

1757. Doll and Peto 1981:1,249.

1758. Doll and Peto 1981:1,250.

1759. Dunlap 1991b:15.

1760. LCVEF 2000:8.

1761. Wynder and Gori 1977.

1762. Wynder and Gori (1977) はガンの 40-60 パーセントを食生活によるもの、 9-30

パーセント をタバコによるもの (女性は 9 パーセント、男性は 30 パーセント)、太

陽や医療からの輻射からは 9 パーセント、アルコールから 0.8-5 パーセント、女性

の場合 4 パーセントは卵胞ホルモン製品、2-5 パーセントは仕事から、としている。

1763. McGinnis and Foege 1993. ちなみに説明された死亡の割合はたった 50 パーセ
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ント。

1764. McGinnis and Foege 1993:2,208. 説明された死亡の割合はたった 50 パーセント

で、個別原因は 40 パーセントになっている（19 パーセントがタバコ、14 パーセ

ントが食生活、5 パーセントがアルコール、1 パーセントが自動車）。同じように

McGinnis and Foegeは有毒物質をたった 3 パーセントとしており、合計で説明さ

れた死亡の 6 パーセントとしている。

1765. McGinnis and Foege 1993:2,209.

1766. Gough 1989:929.

1767. Gough 1989:929.

1768. Gough 1989:928で参照。 EPAによれば、ガン罹患数 (1.03 パーセントまで) と

ガン死亡率は 50～100 パーセントの間を上下するとか。 EPA はさらに脚注で、リ

スク分析は線形モデルを使っていて、「傾きの値 [強さ] は、真の値（これは不明）

が上限値を超えることは考えにくく、実はずっと低いかもしれないという意味で上

限値であり、下限はゼロに近いだろう」と述べている (p. 929)。

1769. NRC 1996:5.

1770. WCRF 1997:475.

1771. WCRF 1997:477.

1772. Ritter et al. 1997:2,019.

1773. Ritter et al. 1997:2,029.

1774. Viel et al. 1998.

1775. ファイル棚問題は、多くの研究者がまるでおもしろい結果を見つけられず、だから

結果が出版されないために起きる場合もある。

1776. 統計学的には、これはポストホックな試験をたくさんやったのと同じで、タイプ I

のエラーのリスクを深刻に増大させる。

1777. Acquavella et al. 1998:73. Acquavella はある農薬団体と関係があることは認識

しておくべきだろう。ただしこの調査は外部の研究者と共著で、また論文はピアレ

ビューを受けている。National Cancer Institute自身の統計学者 Aron Blair は、

この研究が「唇以外について農民が持っているらしいわずかな過剰リスクをあいま

いにしている」と考えている (Saphir 1998)。

1778. たとえば Grandjean 1998:45の発ガン物質概観を参照。

1779. EPA 1998b.

1780. 上述の通り Acquavella et al. 1998:73。また、農民たちが追加のガンによる死亡

につながるようなちがったライフスタイルをどのくらい送っているかという問題が
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あって、これは実験でコントロールするのは実質的に不可能だ。

1781. Rodricks 1992:69-70.

1782. Rodricks 1992:70. たった一つの研究のために、ほとんど 4万もの個別組織サンプ

ルを試験しなければならない (p. 131)。

1783. 最大許容摂取量 (MTD) は通常はもっと短い致死以下の調査に基づいて設定される

(Rodricks 1992:72)。

1784. 人に発ガン性のある物質はすべて、少なくとも 1種以上の動物にも発ガン性を持っ

ていたことが知られている。でもだからといって、ある動物種に大量に与えるとガ

ンを起こす物質がすべて、低摂取量で人間にもガンを起こすということにはならな

い (Rodricks 1992:138)。

1785. 通称線形または「閾値なし」仮定。以下の説明を参照。

1786. Rodricks 1992:188-9; Grandjean 1998:97.

1787. Rodricks 1992:39.

1788. Rodricks 1992:174ff.; Grandjean 1998:94-6.

1789. 原理的には、データの真ん中あたりを通る曲線を引いて、信頼性水準 95%の下のほ

うを追加し、10パーセント追加のところで腫瘍を起こす摂取量を見つける (例示に

使った図では 12 パーセント、つまり 125 ppmくらいの ETU)。そこから (0, no

effect)まで直線を引っ張る; EPA 1996c。この増加はまだ公式ではないけれど、で

も説明もずっと簡単だし、多段モデルとだいたい同じ結果になる (EPA 1996c:8)。

1790. Rodricks 1992:167; Gough 1989:929. 増加はたぶん、DNAに影響を与えるのを通

じてガンを起こすのではない物質（非遺伝有毒性物質）については正しくないし、

遺伝有毒性物質についてははっきりと結論づけられない。 (Rodricks 1992:167-9;

Grandjean 1998:46, 97)

1791. Rodricks 1992:166ff.

1792. Ames et al. 1987, 1990a, 1990b; Gold et al. 1992; Ames et al. 1993; Ames and

Gold 1990, 1997, 1998, 2000.

1793. 厳密に言えば、これは化学物質の遺伝有毒性の試験だ (Rodricks 1992:152)。Ames

はまた、1970 年代には各種の危険な合成物質が禁止されるように支援している。

(Postrel 1991)。

1794. NRC 1996:306ff.

1795. Rachel Carsonの『沈黙の春』 (1962) は「人々の不安の波に見事にのって、ベス

トセラーリストのトップにまで躍り上がった」 (Colborn et al. 1998:65; Rodricks

1992:43).
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1796. Carson 1962:15.

1797. Ames and Gold 1998:212.

1798. Rodricks 1992:43; NRC 1996:306, 308ff.

1799. Atkins and Norman 1998:260.

1800. Ritter et al. 1997:2,021.

1801. Ames et al. 1987:272.

1802. Ames et al. 1990a; Gold et al. 1992:261; Ames and Gold 2000:5.

1803. Amesの引用として、反対派でも賛成派でも一番よく持ち出されるのがこの 99.99

パーセントだという事実は、環境論争がしばしば驚くほど作為的になっていること
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ついての Carlsenのデータを使うことにはまったく問題がないとしているからだ。

これらのデータでは 1.20, 1.34, 1.00, 1.07 億/mlとなっている。Skakkebæk自身、
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Harry Fischはニューヨークの Columbia-Presbyterian Medical Centerからきて

いる。インターネット上では、Fischの動機や資金源についての非難はまったく見

つけられなかった。かれはWall Street Journal に対し、自分でも自分の発見には

驚いていて、もともと精液の質の低下が判明するものと思っていた、と語ったと
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1967. Gray and Hammit 2000.

1968. Socialdemokratiet 1996; Det radikale Venstre 2000; SF (Gade 1997); Enhed-

slisten (Kolstrup 1999).

1969. http://mstex03.mst.dk/fagomr/02050000.htm.

1970. Ayer and Conklin 1990; Smith 1994.

1971. Bichel Committee 1999a:7を参照。

1972. Bichel Committee 1999a?g.

1973. 自由な最適選択と農薬制約つき最適選択のモデルからのコスト推計, Bichel Com-

mittee 1999c:78; 「ほとんどなし」は Bichel Committee 1999a:134-5から。

1974. たとえば Bichel Committee 1999c:78を参照。

1975. Bichel Committee 1999c:78. 農薬散布頻度は農薬利用の一番いい指標だとされ

る。ただし、主要結論は 43 パーセントの削減と述べている (Bichel Committee

1999a:134) けれど、これは非最適化された今日の生産を、最適化された将来の生

産と比べているため、どの作物がいちばん効率よいかをモデルが農民に伝えるとい

う、追加の便益も組み込まれている――でももしこれが可能なら（そしてモデル内

での情報制約の結果として、モデルのほうが農民たちよりもものしりだと想定して

いるというだけでないなら）こうした情報やその結果としての作物選択の変化は、

農薬に関する配慮とは別物となる。

1976. Bichel Committee 1999a:132ff.

1977. Bichel Committee 1999c:78.

1978. Bichel Committee 1999a:133, 1992年価値で 31億デンマーククローネ; 9 パーセ

ントは総農業生産 350 億デンマーククローネからきている (Statistics Denmark

1997a:436)。

http://mstex03.mst.dk/fagomr/02050000.htm
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1979. もし農薬削減が、1998 年に総額 1252 億ドルの農業 (USBC 2001b:452) に対し

て同じ割合の 9 パーセント削減につながるのであれば。もし総 GNP $9.236 兆

(USBC 2001b:456) に対して見るなら、これは$37億になる。もちろんこんな推計

は、気候、生産、市場や技術の開きがとても大きいので、まるっきりおおざっぱな

数字でしかない。

1980. Bichel Committee 1999a:130.

1981. 農業生産の比率で見ると、これは$230億 (18 パーセント)で、GNP比率で見るな

ら $740億 (0.8 パーセント)。

1982. Bichel Committee 1999a:129.

1983. Bichel Committee 1999a:129; 1999g:69.

1984. 農業生産の比率で見ると、これは$930億 (74 パーセント――ただしこのコストは

もちろん農業生産の減少からくるものだけじゃないが、ここでは目安として使って

いる)で、 GNP比率で見るなら $2770億 (3 パーセント)だ。

1985. ただし農薬利用の最適化はベストケースの推計となっていることをお忘れなく。

1986. Ford et al. 1999.

1987. 農薬を第三世界で禁止する影響については、ここでは分析しないけれど、たぶん

ずっと深刻な価格増や政治的不穏や飢餓につながるだろう。

1988. Bichel Committee 1999b:155ff.; Knutson et al. 1994; Zilberman et al. 1991と

比べよう。

1989. Ritter et al. 1997:2,027. 有機農法の畑の周りでは鳥がたくさんいるとかいう話

をよく聞かされる (Bichel Committee 1999d:188)というのはいささか皮肉なこと

だ。というのもこの情報は、有機農法だとどれだけ追加の森林をつぶす必要がある

かについても説明がない限り、何の意味もないからだ。

1990. Zilberman 1991:520; Ritter et al. 1997:2,027. 食物に費やされるデンマークの

予算は 16 パーセントくらいで、アメリカでは 8 パーセントくらい (Meade and
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1991. Edgerton et al. 1996:108-10; Knutson and Smith 1999:109; Lutz and Smallwood

1995. Patterson and Block (1988:284) によれば、人々が食べる果物や野菜の相対

的な量は所得増に伴って増える。

1992. Lutz and Smallwood 1995. ちなみに主要なでんぷん摂取はジャガイモ消費が増え

ても得られるが、ジャガイモはガンの頻度削減には貢献しない, WCRF 1997:540。

1993. Ritter et al. 1997:2,027.

1994. 一番いい推量で 7 から 31 パーセントの間 (WCRF 1997:540)。
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1995. 169 g の果物と 128 g の野菜から成る (189 g からジャガイモを引いたもの。ジャ

ガイモは WCRF 1997:540からは除外されている) (ERS 1998:tables 9-2, 9-3).

1996. もとの推計値に近いところでは線形だと仮定している。これは WCRF (1997:540)

で示唆されているやり方でもある。593,100の 4.6 パーセント (ACS 1999:4)。果

物や野菜価格の増加は、ふつうは肉価格の上昇にはつながらない。なぜかというと

飼料はまだ自由に輸入できるからだ (Bichel Committee 1999c:68)。だから所得効

果はたぶん肉や脂肪の消費減にはつながらないだろう。さらにこうした消費の減少

はたぶん繊維質の摂取減にもつながるだろう (Patterson and Block 1988:284)。
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2000. Ritter et al. 1997:2,030.

2001. Ritter et al. 1997:2,030.
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制をかけなければ、農薬を使って栽培された安い果物や野菜を外国から相変わらず

買える。価格はこれでほんの少ししか上がらない (ちなみに野菜消費が 2 パーセン

ト下がると、毎年アメリカ人がほとんど 2,000人余計にガンで死亡するということ

だ）。 これはつまり、自分の地下水にあまり農薬の負担をかけずに、一方で果物や

野菜の大幅な価格増も避けられるということではあるけれど、でも一方で健康には

まったくプラスの影響はない。飲料水からの農薬リスクはきわめて小さな一部でし

かないからだ (cf. 図 124)。要するにまったく審美的でしかない便益（きれいな飲

料水）に $200億払うだけだ。だから上では、ぼくたちは総合的で一貫性のある解

決策を選ぶと想定してある。

2004. この章ではぼくは種の数を生物多様性の定義として使うけれど、もちろんこの用語

には他にも部分的に重なる意味合いがある。たとえば生息地の数や遺伝的なバリ

エーションの量など。UNEP 1995を参照。

2005. Myers 1979:4-5.

2006. Lovejoy 1980.

2007. Gore 1992:28.

2008. Diamond 1990:55.

2009. Wilson 1992:280; Regis 1997:196; Mann 1991:737.

2010. Myersと同じように 1,000万種を使用。Stork 1997:62で参照。
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2011. 生物多様性についてのまとめの章で、Ulfstrand は Myers の 50 年間で半減と称

する代物を挙げて、「エコロジストたちや進化生物学者たちは一般に、この推計

に同意している」と書いている (1992:3)。もし新しい自然管理が実施されなけれ

ば、 Brundtland report によれば「長期的には今日存在する生物種の少なくと

も 1/4、ヘタをすると 1/3、場合によってはもっと多くの割合が失われるかもし

れない」 (WCED 1987:152) と述べている。インターネットサイト Web of Life

によれば、毎年 50,000 種が絶滅するそうだ, http://www.weboflife.co.uk/

weboflife/press_centre/pr_0006006.html。国連の Chronicle 誌が掲載した

記事では「UNEP は生物種の最大 25 パーセントが一人の人間の生涯のうちに絶

滅する可能性があると予測している」 (Anon. 1992a:52). Greenpeace はウェ

ブサイトで「地球の生物種の半分が今後 75 年で消滅する可能性が高い」と述

べていた。この文書は、ぼくがデンマークの日刊紙 Politiken で批判した後で、

Greenpeace のデンマーク議長の要請で削除された (18 February 1998, http:

//www.greenpeace.org/~comms/cbio/bdfact.html)。本章はかなりの部分を

Simon and Wildawsky 1995に負っている。

2012. Botkin and Keller 1998:235.

2013. UNEP 1995:204-5.

2014. UNEP 1995:208.

2015. Stork 1997:50.

2016. Stork 1997:56-8.

2017. これは Ehrlich (1995:224)の論点でもある: 「絶滅についての世論は、カリスマ的

な大脊椎動物の絶滅を報道する場合に比べて、科学的な調査ではあまり動かされな

いだろう。（中略）素人はパンダやクジラにならうまく同情できる」

2018. たとえば WCED 1987:155ff.

2019. Myers 1983.

2020. Pimentel et al. 1997; Costanza et al. 1997; ちなみに Constanza et al. の、世界

GDP の 180 パーセントという参照はまちがっているようだ: Pearce 1998; IMF

2000a:113.

2021. たとえば Pimentel and Pimentel 1999:423; Janetos 1997. The Brundtland

report (WCED 1987:155) によれば「種の遺伝材料に内在する経済価値だけでも

種の保存を正当化するには十分である」

2022. たとえば Pearce 1998; Pimm 1997; Sagoff 1997を参照。

2023. Simpson and Sedjo 1996; Simpson and Craft 1996. Simpson and Sedjo によれ

http://www.weboflife.co.uk/weboflife/press_centre/pr_0006006.html
http://www.weboflife.co.uk/weboflife/press_centre/pr_0006006.html
http://www.greenpeace.org/~comms/cbio/bdfact.html
http://www.greenpeace.org/~comms/cbio/bdfact.html
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ば、500万種いる中の最後に絶滅した 1種の価値はたった $10-37 —とてつもなく

小さな金額だ (1996:24)。だからかれらは「生物多様性の見返りから生じる保護へ

の経済インセンティブは無視できるほど小さい」と結論づける (1996:31)。同じよ

うに、Simpson and Craft の推定では全世界の種の 25 パーセントの価値は US$

1110億、あるいは世界の年間総 GDPの 0.4パーセントだ (1996:16-17)。

2024. Kaplan 1998; Cambell 1993. The Brundtland report は、アメリカのトウモロコ

シが葉のカビによって 1970年に深刻な打撃を受け、それがメキシコのトウモロコ

シ品種からの遺伝材料によって救われたという似たような例を挙げている (WCED

1987:155)。

2025. De Quattro 1994.

2026. UNEP 1995:202.

2027. May et al. 1995:3.

2028. Ehrlich and Wilson 1991:759.

2029. Botkin and Keller 1998:235-6.

2030. Steadman 1995; cf. Goudie 1993:115ff.

2031. Diamond 1990:56.

2032. Reid 1992:55.

2033. Myers 1979:4-5.

2034. Myers 1979:4 は 1,000 と書いているけれど、かれの唯一の参考文献から、これが

本当は 100なのは明らかだ: 「いままでの世界的な絶滅率は 1世紀あたり 10,000

種と推定されている」 (Holden 1974:646).

2035. Myers 1979:4.

2036. Myers 1979:5.

2037. Lovejoy (1980:331) によれば 563e3/3e6 = 18.75 パーセント あるいは

1,875e3/1e7 = 18.75 パーセントだ。

2038. Lovejoy 1980:330, graph Dを使用。

2039. これはまた「生息地の消失、有害物質の存在、富栄養化、温帯での森林の単純化、

酸性雨など」による推定 8パーセントの削減を含む (Lovejoy 1980:331, note E)。

2040. 森林の章でも見たように, cf. Broecker 1970.

2041. たとえば Stork 1997:57を参照。

2042. またもや Ehrlich (1995:224)が思い出される: 「絶滅についての世論は、カリスマ

的な大脊椎動物の絶滅を報道する場合に比べて、科学的な調査ではあまり動かされ

ないだろう。（中略）素人はパンダやクジラにならうまく同情できる」
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2043. たとえば Simberloff 1992.

2044. なにやらラッファー曲線によく似ている。これは 1970年代末に、Ronald Reagan

のために紙ナプキンの裏に書かれた経済的なグラフで、これが後にレーガノミック

スの知的な背景となった。

2045. Mann 1991:737.

2046. Simberloff 1992:85. Simberloff はここで、3 種の鳥が絶滅したけれど、でも森林

の伐採はそのうち 2種とは関係ない、と書いている。

2047. Lugo 1988:66.

2048. もちろん、ニッチの数を変えたら、もっと鳥の数は増えるから、これは別に驚くべ

きことじゃない。最も大きな発見は、絶滅した鳥がたった 7種しかいなかった、と

いうことだ。

2049. Lugo 1988:60.

2050. Myers 1979:43.

2051. Colinvaux 1989:68.

2052. Mann 1991:737で引用。

2053. Mann 1991:736で引用。

2054. Mann 1991:736で引用。

2055. Mann 1991:736で引用。

2056. Mann 1991:736で引用。

2057. International Union for Conservation of Nature and Natural Resources; http:

//www.iucn.org/.

2058. Heywood and Stuart 1992:93.

2059. Heywood and Stuart 1992:94.

2060. Heywood and Stuart 1992:96, 強調は引用者。

2061. Gentry 1986.

2062. Diamond 1990:56; Heywood and Stuart 1992:96.

2063. Mann 1991:738で引用。

2064. Haywood and Stuart 1992:96.

2065. Brown and Brown 1992:121.

2066. Brown and Brown 1992:127, 強調は引用者。ちなみに、果実を食べる大きな地

上に住む鳥ミツミツは、過去数十年にはブラジル北部のアラゴアスの沿岸部低

地森林にしか生息していおらず、おそらくは野生ではすでに絶滅して、ごく少数

が指摘に捕獲されて生きているだけだ (Baillie and Groombridge 1997, http:

http://www.iucn.org/
http://www.iucn.org/
http://www.wcmc.org.uk/species/data/red_note/18610.htm
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//www.wcmc.org.uk/species/data/red_note/18610.htm, Fog 1999:133)。

2067. Brown and Brown 1992:127.

2068. Brown and Brown 1992:127. Fog によればその後、植物種が 10種絶滅したと宣

言されたそうだ (1999:133)。

2069. Brown and Brown 1992:128.

2070. Haywood and Stuart 1992:98.

2071. Heywood and Stuart 1992:102. ここでの問題は（もちろんながら）このおっかな

い数字を裏付けるのに必要な経験的データを持っているのか、それとも研究者たち

が、単にこうしたすさまじい絶滅速度が将来的に実現すると恐れているだけなの

か、ということだ。

2072. Holdgate 1992:xvii.

2073. Stork 1997:60-1.

2074. Smith et al. 1993a.

2075. Stork (1997:61) は、今後 300 年で全 800 万種のうち 100,000 から 500,000 種が

絶滅すると推定している。これは最大で 10年あたり 0.208 パーセントということ

で、平均の 350,000種は 50年ごとに 0.729 パーセント に相当する。これは本章の

はじめに述べた数字だ。

2076. 無脊椎動物の種の数は圧倒的に多く、その平均種寿命は 11e6 年と推定され

ているので (May et al. 1995:3)、今後 50 年で 1,540 倍の絶滅速度はつまり

1500*(1/11e6)*50 = 0.7% となる。今日、多くのグリーン団体が絶滅速度をパー

セントでは論じなくなり、自然絶滅の何倍かで語るようになったことをここでよく

考えてみるのも有意義だろう。自然絶滅の何倍かという数字はずっと情報量が少な

いにもかかわらずかれらはそうしているのだ。たぶんこれは、後者のほうがずっと

恐ろしげに聞こえるということと大いに関係している可能性がありそうだ。

2077. Stork 1997:62-3の概論を参照。

2078. Sagoff 1995, FAO 2000d:207, Victor and Ausubel 2000.

2079. UNEP 1995:12.

2080. UNEP 1995:244.

2081. 無脊椎動物の種としての寿命 11e6 年 (May et al. 1995:3) と、引用を自然背景

の 200 から 2,000 倍と解釈した場合（「数千倍でないにせよ」というからには、何

千倍ではあっても 9,999倍にはならないと言う意味だろう）: 200*(1/11e6)*50 =

0.09% で 2000*(1/11e6)*50 = 0.9% となる。著者たちはあまり一貫性がなくて、

背景絶滅速度の 1000倍というのが 50年で 2パーセントになる、と主張するとき

http://www.wcmc.org.uk/species/data/red_note/18610.htm
http://www.wcmc.org.uk/species/data/red_note/18610.htm
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には (UNEP 1995:235)、種としての寿命としてかなり低いものを使っていて、結

論としては今後 50年で 0.4-4 パーセントくらいになる。

2082. 熱帯林の絶滅速度を「一日 50–150種で、なおも加速中」と述べている (Myers and

Lanting 1999)。

2083. Western and Pearl 1989:xi.

2084. Ehrlich and Ehrlich 1996:112-13.

2085. Diamond 1989:41.

2086. Diamond 1989:41.

2087. http://www.biodiv.org/conv/background.html.(アクセスできず)

2088. CBD 1992:Article 10.

2089. Mann and Plummer 1993.

2090. Wildlands Project 参加者の一人はまさに、これが「キチガイ沙汰」に聞こえるか

もしれないけれど、「科学が示しているのはおおむねこういう方向性だ」 (Mann

and Plummer 1993:1868)と述べている。

2091. WCED 1987:152.

2092. http://www.weboflife.co.uk/weboflife/press_centre/pr_0006006.

html.

2093. WI 1999a:19, Al Gore (1992:92)が繰り返している発言でもある。

2094. 地球温暖化は、地球の温度が温室効果によって上がるという懸念だ、IPCCが使っ

ている技術的な用語は、もっと範囲の広い「人間活動に起因する気候変動」だ

(IPCC 2001a:Glossary)。これはどんな気候変数の状態あるいは変動性についての

あらゆる変化を含む。

2095. いささか皮肉なことではあるけれど、ほんの 20–30 年前には、ほとんどみんな、き

たる氷河期の到来を心配していたのだった (Bray 1991)。

2096. PCSD 1999:10.

2097. WI 2000a:16.

2098. UNDP 1998b:4.

2099. DiCaprio 2000. Al Gore は地球温暖化を「我々の文明が直面している一番深刻な

問題」と呼んでいる。Carrel 1994での引用。

2100. Chumley 2001.

2101. Greenpeace 2000.

2102. WI 2000a:17.

2103. Greenpeace 2000. 以下の IPCCの発言と比べよう: 「したがって化石燃料の希少

http://www.biodiv.org/conv/background.html
http://www.weboflife.co.uk/weboflife/press_centre/pr_0006006.html
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性は、少なくとも地球全体のレベルでは、気候変動削減を考えるにあたっては重要

な条件ではない」 IPCC 2001c:TS.3.2.

2104. Greenpeace 2000.

2105. WI 1999a:35.

2106. WI 1999a:35; Hoffert et al. 1998: 884.

2107. たとえば Michaels and Balling 2000:7-9を参照

2108. DiCaprio 2000, たとえば Clinton 1999, 2000など他の発言ときわめて似ている。

2109. http://www.ipcc.ch. だからこの部分では、IPCCが公平無私な真実の提供者で

あるとどこまで考えていいのかについての評価は大幅に減らす。IPCCの報告はし

ばしば報道では、科学者 2,000人の作業結果だと述べられているけれど、数えてみ

ると、主要著者は 80人しかいない――そして実際に気候モデルの作業をした人は、

その中でもごく少数だ。確かに、結果が――直接・間接的に――2,000人近くの科

学者や役人に承認されたというのは事実だ。でも、ここでの科学者たちは気候研究

の中でもおおむね周辺的な領域に関与している人の方が多い、ということは認識し

ておこう。大西洋の海底にある古代の貝殻について専門的知識を持っているからと

いって、それだけで気象モデルやその予測結果について知見に富んだ判断が下せる

かどうかは、実はまるでわからない。でも、CO2 による人類への脅威がある程度

成立しないと、自分の専門領域での研究補助金をもらうのはむずかしくなるのは、

かなり確実だ。IPCCのコンピュータモデル結果に反対意見を述べるには、勇気と

非常に強い信念が必要だ――自分一人の研究予算が危うくなるばかりか、同じ分野

の他の人々全員の研究予算まで危険にさらすことになるからだ。(Laut 1997:41-2

も参照)
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2115. IPCC 2001a:3.1.
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2134. Dillin 2000, Encyclopedia Britannica: Holocene Epoch.

2135. Encyclopedia Britannica: Holocene Epoch.
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よるものかもしれない（大規模な温度変化は完全に地域的なもので、起こった時期
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2174. IPCC 2001a:figure 6.6, 5.executive summary.

2175. IPCC 2001a:1.3.1.

2176. : ちなみに、グラフの一部や不確実部分（たとえば飛行機雲や乱流）は table 6.11
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もって押し掛ける連中を雇ってるからな」 Royte and Benson 2001.
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え変えてしまい、温室効果ガス増加に対する結合モデルの反応の性質をまったく変
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2202. およそ ±3W/m2。これに対して 2100 年の CO2 による影響は 4 − 6.7W/m2,
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で追求されているものの一つだ: 「超長期の観点から地球気候の進展を観るにあた

り、大規模な氷河化にも関わらず、地球はほとんど大陸氷層を持たず、太陽の照度

も増して、大気中の CO2 濃度が 10倍くらい変動しているのに、地表平均温度が現

在の平均温度と比べてそこそこ狭い範囲の ±5◦C で収まっているというのは驚く
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2207. Lindzen et al. 2001:417.
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2213. IPCC 1996a:324.
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2217. IPCC 2001a:9.3.2.1.
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2219. IPCC 2001a:9.3.1.3.
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2225.「オゾン層破壊は気候変動の大きな原因ではない」 (WMO/UNEP 1998:31), cp.
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2226. Blackmore 1996:92.

2227. WMO/UNEP 1998:18; UNEP 1999b:23.
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2229. UNEP 1999b:9, 13, 108-9.

2230. オゾン均衡の自然な一部は、自然に生成される N2O と CH4 に仲介されるけれ
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2249. ESRC 1997:3.
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ニズムはよくわかっていないと結論づける」とのこと (IPCC 2001a:6.11.2.2); cp.
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2260. IPCC 1996a:117; Wilson 1997. Wilson はまた、太陽輻射の 1 パーセント増は
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Christensen 1995; Svensmark and Friis-Christensen 1997. 説明は Calder 1997
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2263. Lassen and Friis-Christensen 1995; ちなみにこの論文は二つの温度曲線をつなげ

るときにちょっと問題があったことに注意。cf. Laut and Gundermann 1998.

2264. Zhou and Butler 1998; Butler and Johnston 1996.

2265. Rossow and Schiffer 1999:2,270.

2266. ただし実際の規模はまだ議論が続いている (Svensmark and Friis-Christensen

1997:1,226)。

2267. これ以前の論文 (Svensmark and Friis-Christensen 1997:128) では、同じような
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関係がずっと短い期間についてとはいえ示されていたが、この相関が高々度・

中高度の雲については成立せず、使っていたデータもまずかったために批判さ

れていたことに注目 (Kristjansson and Kristiansen 2000)。これは Marsh and

Svensmark 2000からとって提示したグラフでは修正されている。かれらの使った

International Satellite Cloud Climatology Projectからのデータは Rossow and

Schiffer 1999で最高と評されている。ちなみに IPCCは未だに「宇宙線が雲に与

える影響についてはまだ証明されないままである」としている 2001a:6.11.2.2。

2268. Svensmark and Friis-Christensen 1997:1,230.

2269. Svensmark and Friis-Christensen 1997:1,226.

2270. Laut 1997:5, 16-17.

2271. Laut and Gundermann 1998. この重要な論文の題名 “Solar cycle length hypoth-

esis appears to support the IPCC on global warming” （太陽周期仮説は地球温

暖化について IPCCを支持するようだ）は、その内容から見て皮肉なほど不適切だ

と思われる。

2272. Walter (1992) は 1893年のコロンビア万国博覧会時点でアメリカで最も著名なコ

メンテーター 74人が 100年後について予想したコメントを集めている。 William

A. Pefferは正しく「人は空を飛び、煙害は抑えられる」と述べている (p.68)のに対

し、Erastus Wiman は食料生産と土壌流出について大いに心配しており (p.118)、

未来は「税金が最低限に抑えられ、常備軍の必要がなくなる」見込みが高いと述べ

ている (p.117)。

2273. IPCCシナリオモデル作成者たちは、一部の発展が可能性が高いと見られたにも関

わらず正しくなかった例をいくつか挙げており（たとえば原子力が「料金を取るこ

とすら高すぎるほど安上がりになる」など）、一部の発展がまるで考慮されなかっ

たのに、すさまじい影響をもたらした例（ガソリン動力車が 19世紀末には市場と

してまったく見込みがないと思われていたこと）も挙げている。 IPCC 2000a:216.

2274. Ausubel 1995:411.

2275. 気候モデルからよい予測結果がほしければ、もちろん正しい情報をモデルに入れて

やる必要がある。さもないと、ただのGIGO（ゴミを入れたらゴミが出てくる）に

終わるだけだ。

2276.「化石燃料の燃焼による CO2 排出は、21世紀中の大気中 CO2 濃度の傾向に対す

る圧倒的な影響をもたらすのはほぼまちがいない」 IPCC 2001d:7.

2277. IPCC 1992:chapter A3, 特に p. 77。

2278. これはもとの 1990年シナリオ (SA90) と非常によく似ている。そこでは「エネル
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ギー供給は石炭依存度が高く、需要側では効率性上昇はほとんどない。一酸化炭素

の規制もそこそこで、森林減少は熱帯林が消滅するまで続き、農業からのメタン排

出や酸化窒素排出は規制されないままだ」 IPCC 1990:xxxiv.

2279. IS92の全般的な批判については Gray 1998を参照。

2280. IPCC 1992:78.

2281. IPCC 1992:78.

2282. IPCC (1992:80) は 1990年から 2100年にかけて伐採される熱帯林を 14.47億 ha

としている。ちなみに 1990年の総熱帯林面積は 17.56億 haだ (FAO 1997c:12)。

IPCCはこれがたった 73 パーセントだと主張している (1992:88)。

2283. メタン (CH4) は各種の発生源から生じる。主に湿地や炭坑、石炭利用、ガス漏れ

や米の生産、さらには 1/5 が「内蔵発酵」――要するにウシのげっぷ――から来

ている。IPCC 1992:91. 図 132で示したように、CH4 は温室効果による温暖化の

1/5ほどを構成し、1850年には 791 ppb だったのが 2000年には 1752 ppb と倍

増以上となっている (Hansen and Sato 2000; Dlugokencky et al. 1998, および更

新のための個人的なやりとり)。 IPPC IS92a シナリオは、2100年の CH4 濃度は

さらに倍増以上の 3616 ppbとなり、やはりメタンの温暖化可能性を倍増以上にす

ると想定している IPCC 1996a:97, 321。

2284. どれも 21 世紀の前半では増大し、B1 だけ後半になって減少する, IPCC

2001a:II.2.2。

2285.「大気中メタンの増加率低下は、メタンの大気中での寿命にほぼ相当する安定状態

に近づいたことを反映している」 Dlugokencky et al. 1998.

2286. なぜかといえば、この想定と強制力は 0.6W/m2, あるいは 7 パーセント高すぎる

からだ (IPCC 1996a:321)。

2287. 0.6388 パーセント。これは Figure 2.3 (IPCC 1996a:83)で含意されている維持さ

れた累積成長率であり、1990年の 355 ppmvから 2100年に 710 ppmvに延びる。

2288. Mauna Loa 計測値 (Marland et al. 1999)。過去 38年にわたり、年成長率が 0.64

パーセントを超えた年は 1973年、 1988年、1998年のたった 3年しかない。

2289. 1980–98年の 0.45065 パーセントを使用。それでも IPCC はこの予測にずいぶん

自信があるようで、「最近の排出量は IS92a予測の排出に比べると低い（中略）が

この減速は一時的なものかもしれない」と偉そうに告げている, IPCC 1996a:83。

2290.「CO2 や他の温室効果ガスの所与の混ざり具合と同じだけの放射強制力を与える

CO2 濃度」 (IPCC 1997c:45).

2291. IPCC/DDC 2000c. ちなみに IPCCによれば、1 パーセントというのはこの水準
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の 20 パーセント 上とのこと (つまり 0.833 パーセント, IPCC 1996a:297)だが、

でも IPCCはさらにこれをエアロゾルの CO2 相当計測と混同して、総相当比率を

0.7 パーセントにしている (p. 313)。でもこれを現在の成長率と比べるには、追加

エアロゾルからくる追加の冷却効果を差し引く必要がある。このように総 CO2 相

当物を実際の CO2 相当物と比べるほうが簡単だ。

2292. 年成長率が 0.85 パーセントを超えた年は 1973 年、 1988 年、1998 年のたった 3

年しかない (これは図 148には出てこない。平均化されているのと、これらが極端

な年だったからだ)。

2293. 1990-8年の 0.599 パーセントを使用。

2294. IPCC/DDC 2000c.

2295.「（コンピュータ）モデルが使う強制力シナリオは、別に何か一貫性のある世界の

見方から直接出てくるわけではない。それは将来の温室効果ガス濃度の増加を恣

意的に年 1 パーセントと置いたものでしかない。実はこの恣意的な強制力に一番

近い IS92 排出シナリオは IS92a シナリオだ (IPCC 1996 は IS92a の年率濃度

成長率をおよそ 0.85 パーセントとしている)」 IPCC/DDC 2000c. 年率 1 パー

セントの「放射強制力増大は SRES シナリオの高めの値になっている」 IPCC

2001a:9.executive summary.

2296. シナリオの現実性についてのこのいい加減な態度は、IPCC 自身に原因がある。

IPCCは CO2 増加シナリオのちがいがそんなに重要かどうか考えてみたとのこと。

かれらのいささか甘い結論は：「IPCCシナリオ IS92aと、CO2 の年 1パーセント

増を使った実験に対するモデルの反応は、倍増時点においては小さいと思われる」

IPCC 1996a:313。 (IPCC はここで（誤って）IS92a が年率 0.7 パーセント増だ

と書いている (これはかれらの議論をさらに弱める)。要するのかれらの議論は 4

パーセントと 0.25 パーセントを比べるもので、CO2 増加の 16倍の差は CO2 温暖

化の程度としては 2倍にしかならないことに注目。でも重要な問題はもちろん、実

際のちがいが実際の増加との対応でどのくらい近いかということで、これを見ると

ずっと線形に近いようだ。 cf. IPPC 1996a:figure 6.13, p. 312.)

2297. IPCC は、濃度倍増時間がどのように影響を与えるかについて、示唆的な比較を

行っている (1996a:312, IPCC 1997c:35にも再録)。温暖化も均衡に達するまでに

時間がかかるので、0.5 パーセント増のほうが 1 パーセント増よりも均衡に近く、

したがってどの時点でも追加の熱が 50 パーセント増し以上になっている。cf. 図

138の 1 パーセントと 0.5 パーセントを参照。

2298. Karl et al. 1997:56.
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2299. IPCC 2000a:46-7, 2001a:1.3.2.

2300. B1マーカーシナリオを担当した IMAGEグループ。de Vries et al. 2000:138.

2301. IPCC 2000a:170.

2302.「最大の困難は、排出の主要推進者と、各時点でのその推進値を計算するために必

要な、根底にあるパラメータの数値関数的な関係についてのデータがないことだっ

た。ASF を含む多くのモデルはこのやり方を使わず、固定したストーリーライン

に基づいている――人口推移、一人あたり GNP推移、エネルギー利用強度の推移

を合意によってあらかじめ決めてしまうか、個別モデルチームの判断に任せたわけ

だ」 Sankovski et al. 2000:285.

2303. UNPD 2001a:1; IPCC 2000a:114と比べよう。

2304. そのシナリオがどんな人口推移となるかは、モデルの前提における決定事項として

提示されており、それ以上の説明はない。

2305. IPCC 2000a:149ffを参照。

2306. これは濃度で測定されていて、濃度を下げるための最初の対策は煙突を高くす

ることだけかもしれないけれど、実際の排出量は構造改革（固体燃料をガスや電

気で置き換える）や硫黄分低下方策（たとえば脱硫装置）でも減少する。 IPCC

2000a:150.

2307. Second European Sulfur Protocol と Clean Air Act 改正のため。

2308. IPCC 2000a:151での引用。

2309. IPCC 2001a:9:executive summary.

2310. IPCC 2000a:46.

2311. 6つのモデルは、日本の国立環境研究所のアジア太平洋統合モデル (AIM)、アメリ

カの ICF Kaiserによる Atmospheric Stabilization Framework Model (ASF)、オ

ランダ RIVMの Integrated Model to Assess the Greenhouse Effect (IMAGE) 、

日本の東京理科大学の地球環境統合モデル (MARIA, Multiregional Approach for

Resource and Industry Allocation)、オーストリア IIASA の Model for Energy

Supply Strategy Alternatives and their General Environmental Impact (MES-

SAGE)、アメリカ PNNLの Mini Climate Assessment Model (MiniCAM) from

PNNL。 Kram et al. 2000:337.

2312.「私の長期予測を手短に述べると：生活の物質的な条件は、ほとんどの国のほとん

どの人にとっては、ほとんどの期間に向上が続くだろう。一－二世紀のうちに、す

べての国と人類のほとんどは、今日の西洋の生活水準と同等かそれ以上になるだ

ろう」 Regis 1997:198. ただし Simon はすべての国とほとんどの人類について
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語るけれど、データはすべての発展途上国の平均でしかないことに中位。だから

Simonの引用が現実化するには、平均所得が先進国の 2000年水準よりずっと高く

なければいけない。不幸にも A2シナリオが実現してしまったとしても、この水準

は 150–200年以内には実現できるようだ。A1, B1シナリオについては、Simonの

引用は 2100年ですでに実現されている見込みが高い。 (B1ですら、最貧困地域の

インドや南アジアは、2100年には 2000年の平均アメリカ市民と同じくらい豊かに

なる。 de Vries et al. 2000:156.)

2313. MESSAGEの A1G (A1FI) を参照。MESSAGEは例示的なA1Tを作り、OECD

とまったく同じ一人あたり所得を想定している IPCC 2000a:432, 447。

2314. 世界 GDP と人口は外的に与えられているから。

2315. MESSAGE の数字 (A1T または A1FIから) vs. B1.

2316. Kram et al. 2000:369. B2 は「中くらい」と評価され、「そこそこ」と比べてどっ

ちがマシなのか、正直いって何とも言い難い。

2317. これは 10年中間期概算に基づき, 2000$ と割引率 7 パーセントを使っている。

2318. 2000年からおよそ 0.7 パーセント。

2319. de Vries et al. 2000:163,141.

2320. 1990–2050 年で農作面積がほとんど 1,400Mha と一定で、それが 2100 年に

1,038Mhaに減る。IPCC 2000b, de Vries et al. 2000:167も参照。

2321. IPCC 2000b.

2322. 1975年以降の指数関数的トレンド。

2323. すべて指数関数トレンドとして予測、1990-2100.

2324. すべての指標は、ある程度のエネルギー効率向上は何があっても起きると示してい

るようだ――基本的には、エネルギー価格が変わらない場合ですら、社会経済の脱

物質化と効率性の改善のおかげだ。だから問題は、効率性がどの程度向上するかと

いうことなのだ。

2325. これは Chapman and Khanna (2000:227)の問題でもある。かれらはこうした効

率性改善はあり得ないと論じているけれど、これはかれらが世界のエネルギー効率

性を 1980–1996 年で比べているからで、この時期はエネルギー価格が最高から最

低に下がった期間なのだ。図 65を参照。

2326. IPCC 2000a:204; 「B1-ASF シナリオは最低の燃料価格を持っている、これはエ

ネルギー需要が低いのが一因」 Sankovski et al. 2000:272.

2327. どのシナリオでも原子力は 0–15パーセント以上を占めることはなく、グラフの定

性的なメッセージを変えるものではないため、ここでは化石燃料 vs再生可能エネ



643

ルギーの議論だけにとどめる。

2328. ちなみに、1990年についてすら比率に大きな変動が見られるのは、各種シナリオ

において総エネルギーや再生可能エネルギーを含める割合が一貫しておらず、定義

上も差があるためのようだ。

2329. Mori 2000:300, de Vries et al. 2000:161, IPCC 2000a:204は、2000年に$16/バ

レル（誤植に非ず！）を想定し、2100 年には $40 ほどを想定している（6.7 バレ

ル/toeまたはバレルあたり約 6GJ で換算, Craig et al. 1996, efunda 2001).

2330. IPCC 2000a:138-9, 218, de Vries et al. 2000:161.

2331. de Vries et al. (2000:161) では 3-5セント/kWh, Sankovski et al. (2000:270) で

は 2セント/kWh。

2332. 1995年には総電気コストのたった 16 パーセントでしかない, EIA 1996:108.

2333. たとえばコンバインドサイクルガスタービンなどを使って。IPCC 2000a:137 を

参照。

2334.「A1で化石燃料使用が低下するのは、もっぱら技術進歩のためだ。一方 Bシナリオ

群では、それは化石燃料に反対する政治的な感情のせいだ」Kram et al. 2000:364

2335.「石炭の競争力低下は、それが不便で汚いと思われていることに関係しており、こ

れは強い酸性雨削減戦略とも結びついている。別の解釈としては、クリーンな石炭

開発プロセス、たとえば石炭脱硫や液化・ガス化により、石炭がクリーンな燃料に

なるけれど、値段は上がるというもの。こうしたプロセスはこのシナリオでは明示

的には考慮されていない」 de Vries et al. 2000:161.

2336. B シナリオは「繁栄した公平でグリーンな世界」だとまとめられている de Vries

et al. 2000:139。経済への長期的な変化が生じるのは「ますます多くの人々が自分

の雇用や所得を整理するからだ。これは一部はグローバリゼーション傾向への反動

と、増大する失業や不平等や環境の過剰収奪の失業に対する認知度のため、市民の

所得や近郊での取引型貿易システムへの支持がますます高まっている」 de Vries

et al. 2000:140。これは平和と再調和へとつながる: 「裕福な地域は、貧困地域の

維持可能な開発をサポートするための一貫した有効な手法を見つける。その手法の

一つとしては技術移転が挙げられる。相互信頼が高まる正のスパイラルの結果とし

て、ほとんどの低開発地域は社会経済的な緊張を緩和することができる。汚職はだ

んだん消滅し、近郊紛争は協議によって解決される。この両者の誠意の機運の中

で、国際組織は創始者たちが願った権威と有効性の一部を実現できるだろう」 de

Vries et al. 2000:140。経済にとっては「ビジネスの『グリーン化』が予想外の発展

をとげる」 de Vries et al. 2000:140。交通輸送分野では「環境問題と渋滞問題を解
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決するために、インフラ投資への積極的な政策がとられる。大都市には地下鉄、自

転車や電気バス専用レーンなどだ」 de Vries et al. 2000:141。そして農業となる

と、すでに述べたような肉から離れる動きが観られる。同じように「肥料やその他

の農業投入の使用は低下しはじめる。農民たちはそうした投入をもっと選択的に使

うか、維持可能な農業行動に完全に切り替えるよう教えられるからだ。（中略）地

元栽培作物や伝統的な農業方式の美徳が再発見される」 de Vries et al. 2000:141。

こうして少ない資源利用が実現される: 「活動や価値観やライフスタイルの変化、

サービス・情報経済への移行、非公式経済の算入はすべて、経済産出 1ユニットあ

たりのエネルギーや物質需要を減らすことになる（「脱物質化」、エコロジー的再構

成、「ファクター 10」等）」 de Vries et al. 2000:141.

2337. 全文を引用すると「規範的なシナリオは、人々が実現してくれればと望むはずの状

況や条件を描いたものだ。説明シナリオは、場合によっては規範的なシナリオから

出発して、制約条件やそれを抑える条件を考慮しつつ、あり得そうな将来を記述

しようとする。この意味では、我々のシナリオはかなり規範的なものである」 de

Vries et al. 2000:170.

2338. Mori 2000:299, cp. Sankovski et al. 2000:266.

2339. 2100年には、統合石炭ガス化コンバインドサイクル発電 (IGCC) のコストは 2.77-

2.80セント/kWh ($7.7-7.8/GJ)と推定され、それに対して太陽光発電は 5.8-8.5

セント/kWh ($16.2-23.6/GJ)とされる, IPCC 2000a:218-9, A1Cシナリオを使っ

た場合。

2340. 2100 年には IGCC のコストは 2.6-2.7 セント/kWh ($7.2-7.5/GJ) と推定され、

それに対して太陽光発電は 0.5-0.8 セント/kWh ($1.4-2.3/GJ) とされる, IPCC

2000a:218-9, A1Tシナリオを使った場合。

2341. もちろん、こうしたコース転換の追加コストと追加便益の両方を考えつつ。

2342. こういう具合に、再生可能エネルギーを安く見て化石燃料がもっと高くなると見

積もったために IS92a は問題が多くなった。IS92a は、1990 年から 2100 年でエ

ネルギー生産が 4倍増すると予測している (344EJから 1453EJ), IPCC 1992:84。

化石燃料は 2025年にはエネルギー生産の 85パーセントを占め（驚くべきことに、

これは今日の 80 パーセントより多い。図 63参照）、2100年にもまだ 57パーセン

トくらいを占めている。総エネルギー生産は 4倍増することになっているから、こ

れはつまり化石燃料生産は 21 世紀中に 3 倍になるということだ。同時に IPCC
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2558. Gusbin et al. 1999:833. 誇大排出権 (hot air) の大きな問題がある (ロシアなどの

国は CO2 排出権を売っていて、それはかれらがどのみち経済発展の遅れのため、
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1999; Bollen et al. 1999; Kainuma et al. 1999; Bernstein et al. 1999; Tulpule
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2575. Nordhaus 1991d, 1991a-c, 1992a, 1993, 1994.
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2578. ちなみに、追加の環境便益を、1トンの炭素を避けることによる便益に足すほうが

正しいけれど、関数としての記述はコストだけにしか与えられていないので、この

ほうが付随便益のわずかな影響力をはっきり示すことになる。

2579. 個別モデルの結論は本章の最後の部分で引用してある。Peck and Teisberg 1992,

Maddison 1995:345, Parson and Fisher-Vanden 1997:614, Nordhaus 1998:18,

Hamaide and Boland 2000を参照。これはまたこの問題についてきわめて批判的
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2581. Nordhaus and Boyer 2000:chapter 4.
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2586. IPCC 2001c:8.2.4.4, Radetzki 1997:552-3.
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2587. Weyant and Hill 1999:xxxvii-xl.
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RICEモデルに基づいている。
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らい効率的・非効率的かを定めるための、政策ベンチマークとして提供される」

2592. Nordhaus 1992a:1317, Nordhaus and Boyer 2000:VII,14; cf. Morgan and

Dowlatabadi 1996:349.

2593. Pezzey and Park 1998:541ff, Bovenberg 1999:421-2.
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2595. Pezzey and Park 1998:542.

2596. Bovenberg and de Mooij 1994, Fullerton and Metcalf 1997, Goulder et al. 1998,

Parry and Oates 1998.

2597. Parry and Oates 1998:3ffを参照。
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2603. IPCC 2001c:7.3.3.1, footnote 11: 「『強い二重の儲け』という用語は、歳入リサ

イクリング効果が税相互作用効果を上回るばかりでなく、排出量削減の直接の

(GDP) コストをも上回り、結果として歳入を生む環境政策がコストなしで実現で
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きるようになる、というケースを指すものとして文献では使われている。歳入リサ

イクリング効果は、もとの税構造が深刻な非効率性を持つことを前提としている

（たとえば資本が労働に比べて過剰に課税されているなど）。これはそれ自体が税制

改革を必要とする事態であり、それを歳入生成型の環境政策によるものとして計上

すべきではない。税改革と環境政策とが同時に実施された場合であってもこれは当

てはまる」 IPCC 2001c:8.2.2.2.5: 「しかし一般に、モデル結果によれば、炭素税

や排出許可の競売による正の歳入リサイクリング効果とマイナスの税相互作用効果

の合計はだいたいゼロになる」

2604. IPCC 2001f:7: 「一部の状況では、削減の経済便益が削減のコストを上回ることす

らあり得る」

2605. Parry and Oates 1998:6.

2606. Cf. Pezzey and Park 1998:552: 「二重の儲け論争は、さらなる環境規制が必要だ

という議論全体を弱めた」

2607. Brett and Keen 2000.

2608. Nordhaus 1992a:1317.

2609. Nordhaus and Boyer 2000:VIII, 9. この効果は図 57の京都議定書用の計算には含

まれていない。

2610. こういう数字を丸ごとあまり信用しないほうがいい。無数の仮定や近似が入ってい

るからだ。$5 兆くらい、というほうが正確だろう。でもここで重要なのは、結果

を他のシナリオと比べることで、その場合には相対コストがずっと堅牢になる。

2611. OECD (2000:270) 推計では、ODAの合計は 1998年で US $500億ドル。

2612. IMF (2000b:113) の推計では、世界の算出は 2000年に $32兆。

2613. このコストは、ぼくたちが化石燃料ベースの世界を構築したツケだと入ってもい

い。でもこういう議論をするなら一方で留意すべきなのは、この化石燃料ベースの

世界が第 II部で記述したような生活の質を多くの形でもたらしてくれたというこ

とだ。化石燃料を使わずに同じくらいの福祉を実現するという別の道を選ぶことが
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に築いてしまったのは事実なので、化石燃料世界をあれこれくさす議論はただの後

知恵のグチでしかない。

2614. IPCC 1997a:6, または 1997a:47: 「どのみちやったほうがいい対策」

2615. IPCC 1996c:309-10; Lovins and Lovins 1997.

2616. デンマークは、約束されたかなり大幅な削減との関連で、相当な非効率があるとい

う推計を出したばかりだ (IPCC 1996c:318)。
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1995:185
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2624. Danmarks Energifremtider 1995:20.
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る節でかなりはっきり書かれている: 「主要な質問は: この [CO2 削減] ポテンシャ
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in the study of climatic extremes in Northern and Central Europe.” Climatic

Change 42(1):183-202.

Heinrichs, E. A. 1998 Management of Rice Insect Pests. Department of En-

tomology, University of Nebraska. http://ipmworld.umn.edu/chapters/

heinrich.htm.

Henao, Julio & Carlos Baanante 1999 “Nutrient depletion in the agricultural soils

of Africa.” 2020 Vision Brief 62. http://www.ifpri.org/2020/briefs/

number62.htm.

Henderson, C. W. 2000 “Death By global warming? Climate change, pollution,

http://papers.nber.org/papers/W5982
http://papers.nber.org/papers/W5982
http://www.thetimes.co.uk/article/0,,2-71643,00.html
http://www.thetimes.co.uk/article/0,,2-71643,00.html
http://rex.nci.nih.gov/NCI_Pub_Interface/raterisk/risks185.html
http://rex.nci.nih.gov/NCI_Pub_Interface/raterisk/risks185.html
http://www.iiasa.ac.at/Research/LUC/Papers/gkh1/index.html
http://www.iiasa.ac.at/Research/LUC/Papers/gkh1/index.html
http://www.iiasa.ac.at/Research/LUC/ChinaFood/
http://www.iiasa.ac.at/Research/LUC/ChinaFood/
http://ipmworld.umn.edu/chapters/heinrich.htm
http://ipmworld.umn.edu/chapters/heinrich.htm
http://www.ifpri.org/2020/briefs/number62.htm
http://www.ifpri.org/2020/briefs/number62.htm


742 参考文献

and malnutrition.” World Disease Weekly 12 March 2000, pp. 13-14. Can be

read at http://www.news.cornell.edu/releases/Feb00/AAAS.Pimentel.

hrs.html (uncredited).

Henderson-Sellers, A., H. Zhang, G. Berz, K. Emanuel, W. Gray, C. Landsea, G.

Holland, J. Lighthill, S.-L. Shieh, P. Webster & K. McGuffie 1998 “Tropical

cyclones and global climate change: a post-IPCC assessment.” Bulletin of the

American Meteorological Society 79(1):19-38. http://ams.allenpress.com/.

Hennessy, Terry 2000 “Produce in progress.” Progressive Grocer 79(12):69-72. Her-

man, Arthur, 1997 The Idea of Decline in Western History. New York: The

Free Press.

Herman, Shelby W. 2000 “Fixed assets and consumer durable goods.” Survey of

Current Business 2000(4):17-30. Bureau of Economic Analysis. http://www.

bea.doc.gov/bea/pub/0400cont.htm.

Hertsgaard, Mark 2000 “A global green deal.” Time 155(17):84-5.

Herzog, Howard, Baldur Eliasson & Olav Kaarstad 2000 “Capturing greenhouse

gases.” Scientific American 282(2):72-9.

Hesselberg, Robert J. & John E. Gannon 1995 “Contaminant trends in Great Lakes

fish.” In NBS 1995:242-4.

Heston, Alan & Robert Summers 1996 “International price and quantity compar-

isons: potentials and pitfalls.” AEA Papers and Proceedings 86(2):20-4.

Heywood, V. H. and S. N. Stuart 1992 “Species extinctions in tropical forests.” In

Whitmore & Sayer 1992:91-118.

HHS 1997 Health, United States, 1996-97 and Injury Chartbook. US Human Health

Service, Warner M. Fingerhut (ed.). Hyattsville, MD: National Center for

Health Statistics. http://www.cdc.gov/nchs/data/hus/hus96_97.pdf.

Hilbert, Gudrun, Tommy Cederberg & Arne Büchert 1996 “Time Trend Stud-
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本書をとりまく論争はすさまじいものだった。6年前にぼくが腰を据えて地球環境の状

態を記述しようとしはじめたときには、それがこれほどの毀誉褒貶や議論を引き起こすと

は夢にも思わなかった。でも、論争は――時にずいぶん怪しげなものになったにせよ――

環境問題に対する一般の関心を引き起こしただけでなく、社会的課題の総合的な優先順位

づけについても関心を引き起こしたという点で、よい影響をもたらしてくれた。もっとい

い世界を作ろうとして、どういう優先順位をつけるべきかを広く議論するのは、まともに

機能する民主主義すべてにおいてとても重要なことだ。そしてその重要性は高まる一方

だ。いまのグローバル化した世界では、裕福な西側民主主義諸国での政治的行動や優先順

位づけは、それぞれの国境を越えて広がる影響を引き起こすし、それが世界の他の部分

――特に世界の数多い貧困者たち――にも影響を与える。だからぼくは、もっと多くの人

がこういうきちんとした情報に基づいた議論に参加してほしいと思うし、公式国際統計に

基づいた本書は地球の状態を理解して、世界に残る各種の問題の規模についての感覚をつ

かむにあたってのよい出発点となることを祈っている。本書のほとんどのデータは 2001

年ばまで更新が続けられ、高名なケンブリッジ大学出版局が 2001年 11月に本書の英語

版を出した。これはドイツ語、イタリア語、フランス語、スペイン語、ポルトガル語、韓

国語、アイスランド語、スウェーデン語に翻訳され（予定含む）、そしてこのたび日本の

読者も手に取れるようになったことを大変うれしく思っている。

この本は多くの新聞や週刊誌、学術誌などに好意的な書評が載った。そしてまたして

も、この本は一部の環境業界と科学業界で大論争を引き起こした。いくつかの環境保護論

者たちが、本の内容についての議論には加わらず、ぼくの動機を詮索したりしてぼくの人

格論争ばかりしていたのは、まあ予想されたこととはいえいささかがっかりさせられた。

イギリスやアメリカでは、リベラル系のメディアも、もっと保守的なメディアも、この

本を即座に取りあげた。『ガーディアン』紙は本書の刊行前に、三日にわたり紙面を丸二

ページも割いて記事を書かせてくれたし、『デイリーテレグラフ』紙は本書を「めざまし

い本で、環境についてこれまで書かれた最も重要な本」と呼んだ。『ワシントン・ポスト』

は本書を「すばらしい成果」と述べた。主要週刊誌もそれに続いた。『エコノミスト』は
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本書を「勝利」と述べ「公共政策について最も重要な本の一つ」と述べた。『ニューサイ

エンティスト』は好意的な書評を載せたが、読者に対して「事態はよくなっているという

メッセージを、世界は可能な限り最高の状態にあるという現状容認のメッセージとまちが

えてはいけない」と警告してくれている。

学術界での本書の評判は、もっと好悪入り混じったものだった。好意的な方としては、

『平和研究ジャーナル』の編集者ニルス・ペター・グレディッチは本書を「驚異的な力作」

と述べ、アメリカ統計学協会の『チョイス』誌の書評は以下のようなうれしい考察で終

わっている。「若かりし頃、私は環境問題、特に人口過剰についてまったく必要以上の心

配をしていたものだ。その頃本書があれば、たぶん心配で眠れなかったり、無駄な努力を

したりする手間が大いに省けただろうに」

でも、本書はまたかなりの批判を引き起こした。特に権威ある科学雑誌二誌の批判は大

きかった。具体的には、『ネイチャー』の書評と、『サイエンティフィック・アメリカン』

誌の「『環境危機をあおってはいけない』に対する科学の自衛」と題された、大規模なシ

リーズ記事群だ。この『サイエンティフィック・アメリカン』の見出しを見るだけでも、

かれらの批評がどんなものかはうかがえる。かれらはつまり、この本は科学でないどころ

か、科学に対する脅威だと見ているわけだ。『ネイチャー』も攻撃性では負けておらず、書

評の最後には、「なぜケンブリッジ大学出版局は、複雑な科学的問題について広い科学的

な合意に反するような、ニュース記事ばかりを根拠にして査読付きの刊行物に基づいてい

ない急ごしらえの本を出版したのだろう」と述べている。

どちらについても、ぼくは反論を書かせてくれと頼んだけれど、誌面の余裕がないと

いって断られた。五ヶ月後に、『サイエンティフィック・アメリカン』では一ページほど

の反論を載せてくれたけれど、そのすぐ後に、同じくらいの長さで編集者がぼくの反論に

長々とケチをつけているのだった。もちろん、ここですべての批判に対して詳しく反論す

る余裕はない。ここでは、本書を読むにあたって知っておいたほうがいいポイントについ

てだけ触れる。それは査読の有無の問題と、統計の使い方についての問題だ。でも、読者

のみなさんはできればぼくのウェブサイト (http://www.lomborg.com/) を見て欲しい。

本書についての各種情報とともに、ぼくはこれらの批判をポストし、それに対する詳しい

反論を載せている。本書を読み終わって、環境関連の統計をもっと見たかったり、黙殺さ

れている「別の面」があるんじゃないかと思ったりしたら、このサイトを是非どうぞ。

さて、実際問題としてこの本は査読を経ているんだろうか？　批判を聞いていると、本

書はだれのチェックも受けていないような印象を受けてしまう。そう匂わせるにとどまら

ず、本書がどういうわけか、通常のケンブリッジの査読基準を迂回したともろに述べた批

判が、『タイム』誌やワールドウォッチ研究所のウェブページなどで引用されている。こ

http://www.lomborg.com/
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の糾弾はまったくのウソだ。本書は四人のレフリーが目を通しており、その全員が刊行を

推奨している。その四人とは、気候学者、生物多様性の専門家、経済学者二人（一人は気

候変動の経済の専門家で IPCC のレビューアーでもあり、一人は「純粋」経済学部所属

だ）。一言で、本書の刊行プロセスは、他のケンブリッジ大学出版局の刊行物とまったく

同じだ。

また、本書に対する批判の一端をお目にかけたい。本書で、ぼくはアフリカでの飢餓率

が、1970年の 38パーセントから 1996年には 33パーセントに下がったと指摘している

（p. 8)。この 500ページもある本の中から、『ネイチャー』の書評子はこの一行をぬきだし

て本書に対する批判の中心部分の一つにしている。その批判とはこうだ：「この部分では、

不思議なことに飢餓者の絶対数が挙げられていない」。さて、『ネイチャー』の書評子が、

飢餓者の絶対数の世界的なトレンドを示せと言っているとは思えない。だってこの数字

は、本書にちゃんと載っていて、減少傾向にあることが示されているからだ（p. 35, 図 7）。

たぶんかれらがケチをつけているのは、サブサハラアフリカについての話だろう。ここで

は確かに人口が倍増しているし、結果としてアフリカでの飢餓者の絶対数は増えている。

書評子たちは、これを明記しないから本書はアフリカの直面する問題を過少に描いている

と論じる。この論争は、単に「コップに水が半分『しか』入っていないのか、半分『も』

入っているのか」と同じものだ、と言いたい人もいるだろう――どっちの言い方だって、

まちがってはいない、と。でもそうじゃないのだ。理由を説明しよう。書評子が（理論的

には根拠のない）絶対数に基づく議論を好むのであれば、十分な栄養を得ているアフリカ

人の絶対数だって考慮しなければいけないはずだ。この数は、飢餓者の絶対数よりずっと

たくさん増えているのだだから相対比率で見ても絶対数で見ても、望ましいトレンドとし

ては、飢餓率は下がり、十分な食事をして十分な栄養を得ているアフリカ人は増えてい

る。一方の望ましくないトレンドは、飢えたアフリカ人が増えているというだけだ。さら

にもっと重要な点として、この書評子たちが都合よく見落としているところだけれど、本

書には絶対数を使うより相対比率で判断を下すほうがいいことを説明した囲みがちゃんと

存在しているし（p. 92)、サブサハラアフリカの窮状についても丸一節を費やしているの

だ (p. 93)。みなさんはご自分でチェックしてみていただきたい。コップの水のたとえを

続けるなら、コップは半分空どころかかなり満杯に近くて、本書の批判者たちがいつもガ

ラスになみなみと入った水ではなく、てっぺんのほんのちょっと空いている部分にばかり

目を向けているというのは、かれら自身の困った傾向をはっきり示しているのだ。

本書の出現に続いて生じた公開論争の中で、本書の視点を歪める明確な二つの流派が容

易に見て取れる。一方の極には政治的な「右派」がいて、かれらは環境団体が思わせたが

るほど環境は悪くないというメッセージばかりを強調するけれど、でもあらゆる分野（環
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境を含め）で世界をよくするためにやるべきことがたくさんあるのだ、という同じく重要

なメッセージは無視する。反対の極には政治的な「グリーン」たちがいて、かれらは環境

がなぜか政治的な優先順位づけを超えたものだと信じ、環境指標が改善しているよという

本書のポジティブなメッセージが環境運動にとって危険だと思っている。

2002 年にはこうした「グリーン」たちの集団――『ネイチャー』書評子も含む――が

デンマーク科学アカデミーに対し、本書が科学的不誠実だという申し立てを三件行った。

2003年 1月、デンマーク科学不誠実性委員会はぼくに主観的な不誠実性はなかった（つ

まり意図的に読者に誤解は与えていない）としつつ、客観的な不誠実さはあった（つまり

データの使い方が選択的だった）という判決を下した。ぼくはこの決定に異議を申し立て

ているところだ。この判決そのものにも不満だし、その判決の根拠も不満だ。まず、この

委員会は「議論の多い専門的な分野でだれが正しいか」を決めることはしない、と明言し

ている――これはそれ自体としてわけがわからない立場で、かれらが具体的に何を不誠実

と考えるかについて、何一つ実例が挙げられない。第二に、この委員会の集めてきた材料

は、ほぼすべてが『サイエンティフィック・アメリカン』の一連の記事で、これはぼくの

最悪の批判者たちが書いたものだ。委員会は、こうした記事の議論を批判的に見ようとす

る努力をまったくしない。さらに判決は現実とはまったく関係ない思いこみ――たとえ

ば、この本が査読を受けていないとかいう話だ――を挙げたり、本書がアメリカで好評

だったのを「エネルギー消費を増やすことばかりに専心し、市場の力を盲信するアメリカ

の強い利害関係」なる眉唾な話に結びつけるという、よくあるパターンをなぞるのに終始

している。

この判決は世論にも科学コミュニティにも、本書の刊行そのものと同じくらいの騒動を

引き起こした。科学コミュニティでは、300人近いデンマークの教授たちがすぐにこの決

定に対し、許容しがたく不当であるとして糾弾した。『ネイチャー』誌でさえ、この委員

会が「暴発」し、「自らを弱い立場に追い込んでしまった」とエディトリアルで述べてい

る。この委員会の決定は、優先順位づけについての不可欠な議論を押さえ込もうとする試

みがまた一つ加わっただけとも見ることができるだろうけれど、言うまでもなくこのお話

はまだ終わったわけではない。

本書には二つの重要な論点があると思う。まず、希少な公共の資源の優先順位づけにつ

いて考えることは大事だし、これが環境論争ではあまりに長いこと無視されてきたという

点。第二に、そうした優先順位づけは、最高のデータを手に入れて、自分たちの理解を思

いこみではなく事実に基づいたものにしなければ不可能だ、という点。これには、手持ち

の情報や入手するデータすべてについて、眉につばをつけるべきだということになる。本

書では、なるべく多くの証拠を示そうとしている。でも、そういう疑いの目は本書にも適
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用される――あなたも、本書を眉にツバをつけながら読んでほしい（このぼく自身だっ

て、一九九七年にこの道に乗り出した時点でこんな本を手にしていたら、大いに眉ツバだ

と思ったことだろう！）。文中には公式データへの参照もたくさんあるし、そこでぼくの

議論をチェックして、信用できる情報源と比べてみて欲しい。ウェブサイトには主要な批

判とそれへの反論の多くが載っているし、インターネット上では他にも本書について無数

のコメントが手に入る。

どっちの議論が納得のいくものかについて、最終的に判断するのはあなた自身となる。

でもいずれにしても、そのプロセス自体があなたの知識を高めて、世界を未来の世代のた

めによりよい場所にするような、よい選択を可能にしてくれることを願ってやまない。

ビョルン・ロンボルグ

コペンハーゲン、2003年 5月 12日
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この本は Bjørn Lomborg The Skeptical Environmentalist: Measuring the True State

of the World (2001, Cambridge University Press) の本文及び注の全訳だ。また、800

点以上に及ぶ参考文献については、本には含めず、邦訳サポート用のウェブサイト

（http://www.bunshun.co.jp/se/ および http://cruel.org/kankyou/) にアップ

ロードしてある。これは本書のページ数を減らすという後ろ向きの理由とともに、各種イ

ンターネットのリンクをたどるのにそのほうが便利だという理由もある。

著者のビヨルン・ロンボルグは、本書を刊行するまでは、デンマークのアーハウス大学

で統計学の準教授を勤めているという以上の肩書きはなかった。実質的に無名といってい

い。それが本書で、一躍時の人となってしまった。

1. 本書の概要

本書のテーマは、もちろん環境問題だ。が、従来の環境本の多くとは一線を画する。多

くの環境本は、何か緊急に主張したいことがあって書かれている。資源枯渇で明日にも文

明が崩壊する、とか。いますぐ地球温暖化問題に取り組まないと日本沈没だ！　とか。環

境ホルモンや農薬まみれの食べ物のせいで、人間のからだはボロボロだ！　とか。書店の

「環境問題」の棚にいけば、その手の本がいくらでも見つかる。多少の誇張には目をつぶ

るにしても、あまりひどいものが結構あるし、また明らかに自分で何も調べていない、「地

球白書」の劣化コピーとしか思えない本も多い。そしてあげくの果てに、いまの文明その

ものがまちがっている、昔の人は自然と調和した健康な暮らしをしていたんだから、我々

も自然に帰れ、もっと不便な暮らしをしろ、農薬も肥料も使うな、肉を喰うな、さもない

と人類は滅びる！　なんていう極端な恫喝をかける。

これに対して本書は、そうやって後先考えずに煽ってはいけないよ、と述べる。まずき

ちんとデータを見てごらんよ。確かに、問題はあるだろう。もっと力を入れるべき問題も

たくさんある（屋内大気汚染とか）。また、局所的な問題があるのも事実（サブサハラアフ

リカなど）。だけれど全体として見れば、環境はいろんな面でよくなっている。人はどん

どん健康に長生きできるようになっているし、生活水準だって上がっているじゃないか。

http://www.bunshun.co.jp/se/
http://cruel.org/kankyou/
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自然と調和していたという昔の人は、寿命も短くて病気ばかりで、飯も不足がちで、実は

いいことなしだったんだよ。農薬や肥料を使わなかったら、食べ物が不足してみんな死ぬ

よ。環境ホルモンだって空騒ぎだったし、資源だって枯渇していないし、酸性雨だってそ

んなに大きな話じゃなかった。今すぐ何かしないとどうかなるという状態にはほど遠い。

だから、みんな落ち着こうよ、と本書は述べる。どうでもいい問題に慌ててバカ高いコ

ストをつっこんだりして、リソースを無駄にするような真似はよそう。だって、やるべき

ことはほかにもたくさんあるんだから。環境以外にも、学校だって高齢者福祉だってお金

がいるんだもの。お金は有効に使おう。データを見て、問題が本当にあるところに、本当

に有効な解決策を向けるようにしようよ。そして何より、人類がこれまで多くの問題を解

決し、すばらしい進歩をとげてきたことを理解して、自信を持とう。そして未来に希望を

抱こうよ。

この本の主張はそういうことだ。

さらに、環境についてのきちんとしたデータが得られ、希望がわいてくるという効用以

外にも、この本には大事な効用がいくつかある。

1.　データの正しい見方を教えてくれること 　多くの本では結論があって、それを裏付

けるかのような資料（グラフか数字）があって、それでおしまいだ。でも本書は、

データを見せるときにその正しい見方を教えてくれる。ガンが増えている、という

データを見せられたとき、ぼくたちはそれをどう判断すべきか？　絶対数だけ見て

もだめで、人口比や年齢補正がいるんだという話を、本書はていねいに説明して

くれる。本書の結論についてどう思おうと、これをきちんと理解できる効用は大

きい。

2.　多くの環境保護団体のウソを教えてくれること 多くの環境団体が危機を煽るとき

には、あまり感心できない手口を使う。環境保護団体の中には必ずしも正直でない

ところがあるし、はっきりと知識が不足しているところもある。また目的が手段を

正当化すると思っているようなところも多い。かれらのデータの扱いや議論のまち

がい（あるいは意図的な歪曲）を指摘することで、残念ながら既存環境保護運動の

大きな問題点も明らかとなってきてしまっている。ちなみに批判されている各種団

体で、ロンボルグの批判に対してきちんと釈明したところはほとんどなく、「あの

時はそう思えたんだ」くらいのいいわけをしているにとどまる。

3.　あらゆる問題について網羅的な視野が得られること 環境問題を議論するときにしば

しば直面するのは、問題のすりかえだ。食糧問題をしていたと思った人が、ちょっ

と反論されると話を殺虫剤による健康への害の話にすりかえたり、あるいはダイオ

キシンは死産を招くと言っていた人が、それを否定されるとやっぱり環境ホルモン
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特性が問題だと言い出したり。本書は、あらゆる問題を一通り扱うことで、こうし

た逃げをむずかしくする。同時に、各種の問題の根っこにある共通の傾向――特に

経済との関わり――についてもずっと見通しがよくなる。同時に、各種の環境議論

をする際の共通レファレンスとしても本書は役にたつだろう。重要なほとんどすべ

ての分野について、基本的な参考文献や議論が提示されている。これさえ一通りお

さえておけば、環境議論の基盤としてはほぼ万全だ。

2. 本書に対する批判と留意点

本書の原型がデンマークで刊行された時から、本書に対する批判にはすさまじいものが

あった。まともなものも、まともでないものも。本書が出て、著者のところには結構脅し

やいやがらせもあったらしい。著者にパイをぶつけて悦に入っているバカな環境団体まで

ある。各種批判とそれに対するコメントについては、著者が日本版によせた付記に詳しい

のでそちらを参照してほしい。

各種の批判と反論に目を通したけれど、特にコストと便益に関する議論になると、ぼく

は俄然ロンボルグのほうに分があると思う。代表的な話をちょっと挙げると、地球温暖化

について、二酸化炭素排出の削減を義務づける京都議定書の実現にはものすごいコストが

かかり、一方でほとんど効果がない、という議論がある。百年後への影響を見ると、京都

議定書がきちんと実現しても温度上昇は六年ほど遅れるだけ。一方そのコストはこれから

少なく見ても毎年（毎年、ですぞ）数千億ドル。たった六年の時間稼ぎにそれだけコスト

をかける価値があるの？

この議論に対する定番の反論は、京都だけを見るのはまちがっている、京都議定書は数

多くのステップの第一歩にすぎず、2010年までしか考慮していない、したがって百年先

の京都議定書の効果が小さいと批判するのはピントはずれだ、というわけ。

でもぼくはこれが何の反論になっているのかわからない。百年後をとったのは、そのく

らいにならないとまともな差が出ないからだ。2010年なんかで見たら、まったく何の差

もなくなって、かえって京都議定書のどうでもよさは際だつぞ。さらにその後のステップ

がある？　そのステップって具体的になんだろう。なんだかんだ言って、要するに排出量

を削減するという話で、結局は京都議定書を大なり小なり続けるのと同じだ。具体的な話

は何も決まっていないんだから、京都議定書を長期的なベンチマークとして使うのは十分

理にかなっている。

そして「その後のステップ」はどのくらいコストがかかるんだろうか？　ロンボルグに

反論する人は「京都は最初だからみんなやり方がわからなくてコストが高くつく、でも次

からはコツがのみこめてもっと楽に安く二酸化炭素削減ができる、だから京都議定書のコ
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ストを百年後までのばすのはコストを過大に見ている」と主張する。でもそんなの本当だ

と思う？　会社で経費一律削減を命じられたときのことを考えてみても、最初はタクシー

利用を控えたり、あまり読まない雑誌の購読を中止したりすればすむので楽だけれど、そ

のうち外注も派遣も頼めなくなって、仕事そのものに支障をきたす、という具合に、後に

いけばいくほど苦しくなる。二酸化炭素削減だって同じだ。「コツがのみこめるから楽に

なる」なんてことがあるとは思えない。つまり京都がダメならば、その後のステップは

もっと酷いものになると考えるほうが理にかなっている。収穫逓減の法則、というやつ

だ。京都議定書のコストを百年後までのばすのは、コストを過大に見るどころか、かえっ

て過少に評価している可能性のほうが圧倒的に高い。

そして、多くの人が最も誤解していること。ロンボルグが言っているのは、京都議定書

がコスト効率が低いから何もするなということじゃない。かれの主張は、そのお金をつ

かって、別のことをやろうということだ。同じお金をかけるなら、温暖化の被害を集中的

にうける途上国に対して直接支援をしてあげようということだ。バングラデシュやモルジ

ブみたいな海抜の低い低開発国に、たとえば堤防を作ってあげてもいいし、あるいは教育

や産業に援助をして、経済力を高め、かれらが自分で対策を講じられるようにしてもいい

だろう。どっちが本当にこうした国の人々ためになると思う？　あるいは、そのお金で浄

水施設をもっと作って、直接人命を救おうじゃないか。あるいは、二酸化炭素を出さない

再生可能エネルギーの開発と低コスト化にもっとお金をかけよう、ということだ。そもそ

も二酸化炭素が地球温暖化をもたらすから、とにかく二酸化炭素を出すのを禁止しよう

――そんな短絡的な発想でいいはずがない。そんなのは車が人を殺すから車を廃止しよう

とか、電話が犯罪者に使われるから電話を廃止しようとかいう暴論に等しいのだ。

とはいえ、著者も人の子だ。まちがいではないけれど、よく読まないと誤解を招くな、

と思う部分はある。たとえばゴミの話で、アメリカのゴミは一辺たった 29kmの正方形に

おさまる、とロンボルグは平然と書く。一辺 29km! どこが「たった」だ！　と特に日本

でゴミ処分場探しに奔走している自治体職員のみなさんは憤死するところだろう。でもか

れがここで言いたいのは、人類がゴミに埋もれて死ぬようなことはない、ということだ。

もちろん処分場探しは大変なんだけれど、それは本書の論点とは必ずしも関係はない。こ

れだけを見て「ロンボルグの議論は変だ」と思わないよう注意は必要だ。

あと、日本の公害体験を基準にすると、ところどころ「あれ」と思うところがある。た

とえば公害要因でぜん息は起きない、と書いてあるところ。四日市は？　川崎は？　水

質汚染にしても、日本の悲惨な水俣やイタイイタイ病のような話はまったく出てこない。

これは一方で、日本のああした公害病がいかに異常なことだったかを示すものではある。

が、著者が調べ切れていない可能性だってある。
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また、同じことばを使っていても、指すものがちがう場合があるので、これも要注意

だ。たとえば畠山史郎『酸性雨』（日本評論社）は、雨ではない酸性雨とか、酸性でない

酸性雨とかまで含め、近郊の大気汚染、さらには屋内大気汚染までを「酸性雨」の中に含

めて扱っている。一方本書では、それらは分けて扱っている。両者を比べる時には注意し

よう。

さらに著者が絶対的に正しいわけじゃない。たとえばロンボルグと同じく、100パーセ

ントの安全なんて不可能だから、リスクを考え、コストと便益のバランスを考慮して環

境政策を決めようと常に主張している中西準子は、地球温暖化についてロンボルグとは

ちがった割引率の考え方を（肯定的に）紹介している（中西『環境リスク論』（岩波書店、

1995）p.206)。本書 24章で割引率の議論をするとき、ロンボルグは 5％くらいを使うべ

きだと論じている。一方中西の紹介する説では、それだと将来の価値が低くなりすぎるの

で、0.5％くらいにするべきだとされている。ぼくはロンボルグの議論のほうが正しいと

思う。割引率は人々の実際の行動をもとに決めるべきで、あらかじめ将来の環境の価値を

恣意的に見積もってそれにあわせて割引率を逆算するようなやり方は変だと思うからだ。

でも、そう思わない人もいるだろう。どれを採用するかは最終的にはあなたの判断だけれ

ど、こうした他の考え方の概要くらいは知っておくことが重要となる。

さらにもう一つ、本書の潜在的な問題点として、「何もしなくていいんだ」という主張

だと誤解される、または歪曲して使われるおそれがある、というものがある。この心配に

ついて、著者自身も本書の中で何度となく述べている。環境は改善はしているけれど、ま

だ十分によくはないのだ、と。しなくてはならないこと、できればいいことはまだたくさ

んある。だからきちんと優先順位をつけてそれに注力しよう、と。読者も、この点を忘れ

てはいけないし、またそれを無視して誤用している例を見かけたら、きちんと指摘する必

要があるだろう。一方で「何もしなくていい」と思われるから、といって本書を批判する

のは、自分の目的をとげるためには馬鹿な一般大衆なんかだましていい、と言っているに

等しい悪質なエリート主義でしかない。こういう論調も避けなくてはならない。

3. 翻訳について

翻訳には半年ほどかかった。さすがにこれだけの幅広い領域となると、間口の広さが取

り柄のぼくであってもすべてに自信があるとは言い難い。お気づきの点があれば、是非

メールなどでご一報いただければ幸いである。各種のまちがいなどは本書のサポートペー

ジ (http://www.bunshun.co.jp/se/ および http://cruel.org/kankyou/) で随時

訂正する予定である。また引用文献の中には既訳のあるものもあったが、一部を除いて特

に参照していない。

http://www.bunshun.co.jp/se/
http://cruel.org/kankyou/
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翻訳にあたっては、一部を柏木亮二、守岡桜、岡島真理子の三名に手伝ってもらった。

最終的には全部ぼくの手が入ってはいるけれど、おかげで作業効率が上がりました。あ

りがとう。katokt氏と yomoyomo氏は、訳稿について子細なチェックをかけてくれたの

で、無数のポカが日の目を見ずにすんだ。ありがとう。また著者のビヨルン・ロンボルグ

氏は、質問への回答やファイルの提供などで大いに便宜をはかってくれた。さらに、この

大部の編集を担当された文藝春秋の東山久美氏にも大いに感謝を。

ある人は、本書を読んで世界観が変わったという。世界って、いいところだったんだ、

ということに改めて気がついたという。言われてみれば、未来に対し、冷静に希望を持と

う、と言ってくれる本は（考えてみると恐ろしいことだが）少ない。これは環境分野に限

らない。歴史は終わり、かつての輝く未来は失われ、いまや人々は未来に絶望して永遠の

現在の中をさまよい続けるしかなく、そのために人々は援助交際やらオウムやらヒーリン

グやらに走るのだ、といった論調の本ばかりが目につく。かつてはよかったけど今の連中

はだらしない、明るい未来のために、今はみんな我慢して愛国心と構造改革を、といった

シバキ本もやたらに見かける。たまに希望を描いた本を見つけたら、単に脳天気なだけの

バカな本だった、なんてことも多い。その中で、これまでぼくたちがやってきたことをき

ちんと見直し、それを改めて評価して未来につなげようという本書は、かなり変わってい

るし、それだけに貴重だ。ちゃんとデータで裏付けられた希望――最近ほかにこんな本が

あっただろうか？

もちろん、それを鵜呑みにする必要はない。というより、鵜呑みにしないでほしい。本

書を読んで希望に小躍りするのも、「いや、地球環境がよくなっているなんて信じられな

い」と絶望の中に生きるのも、あなた次第だ。でもどっちを取るにしても、まず自分の

知っている範囲でいいからちょっと裏をとってみてほしい。いつかジュリアン・サイモン

の記事を読んで著者が奮起したように、本書を読んで「そんなバカな！」と自分できちん

とデータを調べ直してくれる人がたくさん出てくればな、と思う。そうなったら環境運動

は本質的に変わるだろう。そしてそのときにこそ、本書の描く未来への希望が真の意味で

実現するはずだ。

それこそ実に美しい世界じゃないか。

二〇〇三年一～五月

リロングウェ/東京/プエルト・プリンセッサにて

山形浩生 (hiyori13@alum.mit.edu)
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94, 95, 133–135, 142–143, 146,
149–150, 153–155, 159, 161, 165, 167,
331, 367, 511, 552–554

GDP (国内総生産), 96–111, 129, 180, 250–253,
533

—とゴミ, 297
—女性の労働, 96–97, 533
—と地下経済, 96–97, 533
—のインフレ補正, 97–98

GM食品, → 遺伝子組み替え食品
GNP (国民総生産), → GDP

HIV/AIDS, → AIDS/HIV

IMF (国際通貨基金), 10, 44, 108, 154, 198
IPCC (気候変動に関する政府間パネル), 106, 375,

380–383, 387, 391–393, 402–414,
422–423, 431–433, 453–454, 457–460,
462, 530, 537, 629, 633, 654

NIMBY (Not in my back yard), 300
“No Regrets” 政策, → 「後悔なし」政策
NOAEL (無毒性量), 327
NOEL (無有害影響量), 327
NOx, → 大気汚染, 屋外—, 窒素酸化物
NPP (純一次生産), 140–141, 430, 546, 654

ODA, 28, 463, 474, 482, 502
OPEC (石油輸出国機構), 172, 175, 559, 560

PCB, 279, 280, 293, 305, 340, 352
—の環境ホルモン特性, 341

PPP (購買力平価), 104–105, 534–536

SO2, → 大気汚染, 屋外—, 二酸化硫黄
SPM(浮遊粒子状物質), → 大気汚染, 屋外—, 微

粒子

THC (熱塩循環), → 熱塩循環
SPM(総浮遊粒子状物質), → 大気汚染, 屋外—, 微

粒子

UNDP (国連開発計画), 44, 104–105, 108, 110,
373

UNEP (国連環境計画), 44, 150, 288, 395, 458
UV-B, 394–397

WAIS (南極西部氷床), 453
WCMC (世界動植物保全監視センター), xxxii, 23,

511
WHO (世界保健機関), 26, 32, 34–36, 44, 234,

249, 261, 262, 264, 265, 290, 310, 313,
319, 331

WTO (世界貿易機構), 465
WWF (世界自然保護基金), 12, 17, 22–24, 44, 54,

157, 160, 163–166, 213, 364, 511, 512,
520, 552

亜鉛, 200, 206–207, 570
—のリサイクル, 210

アジア通貨危機, 108, 538
アシモフ、アイザック, 11, 15–16, 41, 297, 413,

506, 508, 649
アスベスト, → 石綿
アトランティック・エンプレス号, → 石油の流出
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アネックス I諸国, 433–457, → 「京都議定書」も
参照

アフラトキシン, 335, 339, 340
アフリカ

—の飢餓, 56
—の人口, 67
—の森林消失, 23–24
—の土壌流出, 8
—のエネルギー、薪, 161–162
—の期待寿命, 73–75
—の教育, 114
—の経済、GDP, 100
—の食料, 93–94, 154, 532, 827
—の森林, 160, 556
—の乳児死亡率, 77
—の貧困, 109–110

アマゾン雨林, 13, 162–163, 164, 368–369, 477
アメリカ

—のゴミ, 297–301
—の小麦生産, 136–138
—の風力発電補助金, 190, 565

アルコール摂取, 315, 318, 329, 337–338, 471,
480, 605

アルミニウム, 200–201, 569
—のリサイクル, 210

アレルギー, 265–269, 588
アレルギー性豆と遺伝子組み替え食品, 493–494
安全性

—と動物実験, 327, 332–338
—の試験, 327, 332–338, 607, 611

イースター島, 41–42
硫黄, 192
異常気象, → 地球温暖化,—と異常気象
石綿, 263–264, 330
一日許容摂取量, → ADI
遺伝子組み替え食品, 490–499
インジウム, 209
飲酒, → アルコール摂取
インフレ, 97–98, 109, 534
飲料水へのアクセス, 7–8, 28–30, 64, 70, 113,

217–221, 225, 448, 452, 456, 463, 480,
513, 514, 525, 540, 663

雨林, → 森林

エイズ, → AIDS/HIV
エイムズ、ブルース, 334–338, 611
栄養状態, 34–36
エーリック、ポール

—とクリーンなエネルギー, 461
—と持続可能性, 68
—と食料, 85, 502
—と人口, 68–69
—と生物多様性, 359
—とバイオマス生産, 140–141, 430
—のレトリック, 42–43

疫病, 78–79, 516
エクソン・バルディーズ号の石油流出, 275–278,

592
エストラゴール, 338
エストロゲン, → 環境ホルモン
エネルギー, 19, 169–195

核融合, → 核融合
ガソリン価格, 176
原子力, → 原子力
—効率, 180, 561
再生可能—, 26–27, 185–194
のコスト, 26–27, 190, 187–190, 191,

410–413, 565–567, 644–645
—への補助金, 189–190, 565, 566
シェール油, 183–184
水力—, 186–188
石炭, → 石炭
石油, → 石油
タールサンド, 183–184
太陽光—, 190–192, 564–566
地熱—, 187, 188
天然ガス, → 天然ガス
—の消費, 169–171
バイオマス—, 187, 191–192, 564
風力—, 188, 192–193, 564, 565–567

—と鳥の死, 193
エルニーニョ, 57–58, 389, 420–421, 521, 551
沿岸汚染, 278–280
塩素殺菌, 481, 502

オイルショック, → 石油/危機
オオカバマダラチョウと遺伝子組み替えトウモロコ

シ, 494–496
オゾン公害, → 大気汚染, 屋外—, オゾン
オゾン層, 394–397, 506, 635, 636

—と皮膚ガン, 396–397
オゾンホール, 394–397, 477
温室効果, 375–376, → 地球温暖化

カーソン、レイチェル, 309–310, 320, 324, 335,
341, 349, 495, 611

カーネギー、アンドリュー, 202
開発援助, → ODA
海面上昇, → 地球温暖化,—と海面上昇
核融合, 185, 563
火災
森林の—, 22, 165–166
—と焼き畑農業, 166

家事の時間, 118
化石燃料, 169–184, 188–189, 194–195, 240, 376,

386, 387, 505, 563
—と IPCCシナリオ, 381, 408–413

河川, 217, 290–294, 304, 472, 599
ガソリン

—の小売り価格, 175
無鉛化, 242–243, 582

カドミウム
汚染, 192, 279, 280, 293, 294
資源, 208, 209
発ガン性, 339

紙, 164
刈り入れ効果, 238
カリウム, 206
川, → 河川
為替レート, 104–105, 109, 536
ガン, 25–26, 80, 262–264, 309–340, 349–352
小児—, 323–324
前立腺—, 318, 322–323
とアルコール, 318, 329, 338, 613
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—と石綿, 264
—と送電線, 53
—と動物実験, 332–338
乳—, 25–26, 316–318, 320–322
—の原因, 313–319, 328–332
—の爆発的増大説, 309–320
—のリスク, 320–323, 328–332, 340
肺—, 315–316, 319
発ガン性, → 発ガン性と閾値
皮膚—, 324–325, 396–397

灌漑, 90–91, 216, 220, 222–223
環境税
炭素税, 412
二重の儲け, 442–444, 659, 660

環境政策のコスト, 434–437, 439–446, 449–450,
462, 461–462, 465, 485–490

環境と経済発展, → 経済発展,—と環境
環境ホルモン, 25, 341–352

—と精液の質, 343–348, 615, 614–616
—と乳ガン, 349–351
—のカクテル効果, 348–349, 618

環境世論調査, 49–51, 310, 475–477, 668–669
間接喫煙, 263

気温
—と温室効果ガス, 375–376
—と小氷河期, 378
—と中世温暖期, 378–379
—の代替指標, 377
—の歴史的推移, 377–380, 631
—への都市化の影響, 631

期待寿命, 5, 7, 20, 37, 71–75, 117, 125, 238, 313,
471, 475, 525, 526

アフリカの—, 73–75
発展途上国の—, 73–75

喫煙, 9, → 「タバコ」も参照
キャスティーリョ・デ・ベルバー号, → 石油の流出
教育, 114–116, → 非識字率、就学率
京都議定書, 54, 433–437, 444–448, 456–457, →

地球温暖化
—のコスト, 434–437

共有地の悲劇, 152, 222
漁業, → 魚
極氷冠流出, → 地球温暖化,—と極氷冠流出
許容一日摂取量, → ADI
金, 205, 209
銀, 205, 209

空港の騒音, 113
クズネッツ曲線, 103
雲と地球温暖化予測, 391–392, 634
グリーンピース, xxv, 17, 25, 39, 44, 54, 274,

343, 349, 373, 491, 495, 512, 624, 656
グリーンランド氷床, 453
クリントン、ビル, 373, 374
グローバル経済, 39, 103, 144, 145, 464, 465, 825

—縮小のすすめ (IPCC), 459, 462

経済格差, → 貧富の差
経済発展, 99–111

—と環境, 46–47, 249–253, 462–465

下水処理へのアクセス, 7–8, 28–30, 64, 70, 113,
225, 448, 452, 456, 463, 480, 514, 525,
540, 663

原子力, 184–185, 563
高速増殖炉, 185
—の発電コスト, 563
プルトリウムの安全保障リスク, 185

原油, → 石油

ゴア、アル, 15, 297, 298, 359, 420, 470–473,
509, 628

「後悔なし」政策, 449–450
洪水
地球温暖化による—, 374, 416–418, 421,

424–425, 429–431
—を防ぐ森林, 21–22, 160

合成エストロゲン, → 環境ホルモン
購買力平価, → PPP
コーヒー, 335–338, 353, 612
国際通貨基金, → IMF
国際連合, 102–103
国内総生産 (GDP), → GDP
国民総生産 (GNP), → GDP
穀物

—価格, 88, 131–132, 544, 552
—繰越備蓄, 143–145, 154
—収量, 132–140, 545
—生産, 8, 132–143

国連開発計画, → UNDP
国連食糧農業機関, → FAO
コバルト

—のマンガン代替, 210
ゴミ, 297–302, 600, 601
小麦, 88, 90, 91, 131–132, 531
米, 90, 91, 140, 531
コンピュータモデル, → AOGCM
『成長の限界』シミュレーション, 172

災害
—死亡率, 121–122, 543
—の歴史, 121–122

サイクロン, → 暴風雨
再生可能エネルギー, → エネルギー
材木, 161–162
サイモン、ジュリアン, i, xxv, 197, 406, 642
魚, 151–153, 551

—の生産増加, 90
—の養殖, 90, 153

酒, → アルコール摂取
サステイナブルな発展, → 持続可能な発展
殺人, 120–121, 125
殺虫剤, → 農薬
サブサハラアフリカ, → アフリカ
酸性雨, 15–16, 189, 244, 255–259, 289, 504

—と湖沼の酸化, 256–257
—の神話, 5, 19, 52, 240, 303, 473

酸素欠乏, → 富栄養化

自慰の頻度, → 「セックスの頻度」も参照, 617
死因、主要な, 479
ジェヴォンス、スタンリー, 178
シェール油, 183–184
紫外線, → UV-B
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識字率, → 非識字率
事故
原子力の—, 184
航空—, 123, 543
自動車—, 123, 543
職場の—, 123
—石油, 272–278
—の歴史, 122–123
—悪いニュース, 56

自殺, 121, 125, 543
持続可能な発展, 126, 129–130, 228, 460
自動車, 111–112, 123, 180, 209, 241, 300

—の脱物質化, 300
ジニ係数, 104
自発リスク, → リスク、自発リスクと非自発リスク
死亡率, 64–65, 526
砂利, 200, 301
就学率, 114–116, 541
収量, → 穀物の収量
出生率, 64–65, 522, 523
受動喫煙, → 間接喫煙
種の多様性, → 生物多様性
寿命, → 期待寿命
純一次生産, → NPP
生涯リスク, → リスク、生涯
硝酸塩, 289–290, 598, 599
小氷河期, 378
情報技術

—による脱物質化, 210, 300
食料安全保障, 143–145, 154, 548
女性の労働と GDP, 96–97, 533
所有権, 95, 152, 161, 550
飼料穀物バッファ, 144, 154, 548
人口
アフリカの—, 67
—過剰, 68–69, 523
—構成, 67–68
世界—, 4, 64–67, 523
都市の—, 69–70
農村の—, 69–70
—の増大, 19
—密度, 68, 524, 525

身長、平均, 82, 529
「慎重なる回避」原理, 499–502, 677
森林, 4, 17, 140, 157–167, 227, 228, 376, 402,

472
アマゾン雨林, 162–163, 368–369, 477
—消失, 161–163, 167, 511, 555, 556
植林, 164–165, 512, 557
大西洋雨林 (ブラジル), 368, 556
地球温暖化のモデル設定, 406–408
—と紙, 164, 167, 557
—と酸性雨, 255–259
—と酸素, 164, 366, 557
—と生物多様性, 164–165, 364–369
—と「地球の肺」のウソ, 164, 366
—と農業, 159–160, 556
—のエッジ効果, 556
—の火災, 22, 165–166, 557, 558
—の消失, 18, 22–24, 45
—の定義, 157–159, 553–554
—の保水力, 21–22, 424–425
発展途上国の—, 161–162, 166–167

—面積, 157–160, 552–554

水銀, 209
スズ, 209
砂, 200, 301
スラム, 70, 525
スリーマイル島, 184
スリナムの林業取引, 161

精液の質, 343–348, 615, 614–616
—と有機農法, 346–347

精子減少, → 環境ホルモン, —精液の質
『成長の限界』, 42, 86, 172–173, 197
生物種の数, 359–361
生物多様性, 4, 5, 25, 161, 167, 359–372

—生物種の数, 359–361, 623
絶滅, 359–366, 505, 624, 628
—と森林, 164–165, 166, 364–369
—の島モデル, 366–367
—の重要性, 361–363, 624, 625
マイヤーズの絶滅推計, 363–364

世界銀行, 11, 28, 44, 63, 81, 101–103, 109, 135,
137, 147, 148, 155, 198, 218, 222, 223,
228, 234, 249–252, 253, 262, 290–291,
297, 404, 452

世界自然保護基金, → WWF
世界動植物保全監視センター, → WCMC
世界保健機関, → WHO
石炭, 181–183, 562
石油, 19, 169–181, 559

—価格, 175–176
—危機, 172
—の流出, 271–278, 591
—埋蔵量, 176, 560

石油頁岩, → オイルシェル
石油輸出国機構, → OPEC
セックスの頻度増加, 345–346, 617, 618
絶対的な改善 vs相対的な改善, 92
絶滅, → 生物多様性
セメント, 199, 569
ぜん息, 265–269, 482, 588, 589

—と花粉やカビ胞子, 268
—の「衛生仮説」, 268
—の経済コスト, 267, 589
—は大気汚染では起きない, 267–268, 589

先端材料, 207–208

喪失余命, 238
相対的な改善 vs絶対的な改善, 92
送電線とガン, 53, 520
藻類, 248, 281, 366, 463, → 「富栄養化」も参照
ソーラー, → エネルギー, 太陽光—
ソロー、ロバート, 171

タールサンド, 183–184
ダイオキシン, 236, 305, 340, 491
対外債務

—と自然保護の交換, 162
大気汚染, → 「ぜん息」「酸素欠乏」も参照
屋外—, 231–253
一酸化炭素, 249
オゾン, 246–247
自発的リスク, 484
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窒素酸化物, 247–248, → 「酸素欠乏」も参照
—と酸性雨, 244–245, 247–248, 581
—と発展途上国, 249–252
鉛, 242–244, 582
二酸化硫黄, 244–245, 404–405 , →「地球温
暖化」も参照, 581

—の費用と便益, 233–242, 469, 474, 575,
577
微粒子, 236–242, 244, 577–580
ベンゼン, 236
ホルムアルデヒド, 236
リスク規模, 5, 231, 233–236, 329, 480
粒子状物質, → 大気汚染, 屋外—, 微粒子
歴史的な—, 231–233
屋内—, 261–264
アスベスト, → 大気汚染, 屋内—, 石綿
石綿, 264
タバコ, 263
—と屋内植物, 263
ホルムアルデヒド, 263
薪ストーブ, 262
ラドン, 263, 355, 587

大気海洋結合大循環モデル, → AOGCM
大西洋雨林 (ブラジル), 368
台風, → 暴風雨
タイムスビーチ, 310
タイムズビーチ, 602
大躍進政策 (中国), 66, 95
太陽光発電, → エネルギー, 太陽光—
脱硫装置, 182, 240, 244, 509
タバコ, 263

—とガン, 313–316, 319, 323, 328, 604
—の消費, 315–316, 604

タリウム, 209
炭素排出, 27, 376, 401–404

—権の取引, 434–437, 446–448, 656
地球温暖化のモデル設定, 408–409
—の削減コスト, 439–446
—の無コスト (「後悔なし」)削減, 449–450,

661, 662
タンタル, 209

チアノーゼ, 281, 289–290, 598
地域暖房, 112, 241
チェルノブイリ, 184
地下経済と GDP, 96–97, 533
地球温暖化, 5, 26–27, 373–465, 473, 506

—研究の制度化, 53–54
—と異常気象, 420–427, 430–431, 506,

649–652
—とウシのげっぷ, 639
—と宇宙線, 399–401, 638
—と海面上昇, 383, 416–418, 433, 453, 648
—と極氷冠流出, 416, 453
—と社会の選択, 457–462, 666
—と対流圏, 389–391, 634
—と農業生産, 413–415
—とバイオマス増加, 429–430, 653
—と人の健康, 418–420
—と費用便益分析, 431–457, 462–465, 655,

656, 658
—とマラリア, 374, 419–420
—と水, 217

—とメキシコ湾流, 453–455, 664
—とメタン, 639
—と養分になる二酸化炭素, 376, 414
—と悪いニュース, 40–41
—の回避コスト, 434–437
—のコスト, 189, 431–434
—の仕組み, 375–376
—への都市化の影響, 631

「地球の肺」のウソ, 164, 366, 557
『地球白書』, → ワールドウォッチ研究所
窒素, 205, 281–290, 570
窒素酸化物, → 大気汚染, 屋外—, 窒素酸化物
中国, 33

—の食料生産, 88, 91, 95, 133, 145–148, 154,
490, 549

—の森林, 21–22, 160, 166
中世温暖期, 378–379

ディーゼル車, 241
ディカプリオ、レオナルド, 374
ディルドリン, 280, 351
データマッサージ, 52–53, 520
鉄, 201–203, 569

—のリサイクル, 210
伝染病, 78–79
天然ガス, 181, 561
デンマーク
エネルギーと成長の分離, 180
—の風力発電, 192
—の風力発電補助金, 190, 565, 566

銅, 203–204, 301, 569
—のリサイクル, 210

統計的な殺人, 490, 502
動物実験, 327, 332–338
動物の権利, 16–17
トウモロコシ, 90, 91, 139, 140, 531
都市, 69–70, 315
都市人口, 69–70
土壌流出, 8–9, 148–151, 160, 192, 286, 550
鳥と風車, 193

鉛, 210
—のリサイクル, 210
—汚染, 236, 242–244
汚染, 293

南極西部氷床, → WAIS

二酸化硫黄, → 大気汚染, 屋外—, 二酸化硫黄
二重の儲け, 442–444, 659, 660
ニッケル, 192, 207

—のリサイクル, 210
日本

—と「ドコモ」, 677
—の河川汚染, 291
—の期待寿命, 75
—のゴミ, 301
—の米生産, 136–139, 546
—のソーラー温水器, 187
—のソーラー住宅, 192
—の農地転用, 146
—の労働時間, 116

乳ガン, → ガン、乳
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乳児死亡率, 75–77, 513, 525, 527
人間開発指標, 63, 536
人間中心主義, 16–17

熱塩循環, 453–455, 664
熱帯雨林, → 森林

農業
—と灌漑の悪いインセンティブ, 222–223
—と経済改革, 94
—と森林, 159–160, 556
—と大気汚染, 244, 247
—と地球温暖化, 413–415
—と中国, 95, 145–148
—とニワトリ、ブタ、牛乳の生産増, 90
—とバイオマス利用度, 140–141, 546
—と発展途上国の貿易, 474
—と肥料, 281–286, 595
—と水不足, 28, 220–223
焼き畑—, 166

農村人口, 69–70
農薬, 13, 325–357, 473, 481, 483–484, 607, 608
合成—, 334–340
—削減コスト, 354–357, 620–621, 622, 623
天然—, 334–340
—と緑の革命, 91

ハーディン、ギャレット, 151–152, 551
バイオマス, 140–141, 191–192, 429–430, 459

—による汚染, 192, 440
—のエネルギー, 180, 186, 191–192
—の燃焼, 386

肺ガン, → ガン、肺
廃棄物, → ゴミ
排出権取引, → 炭素排出、—権の取引
廃油ボール, 271
パズタイ博士の遺伝子組み替えジャガイモ,

491–493, 673
発ガン性と閾値, 332–338, 611
白血病, 314–315, 604
発展途上国

—と水, 39–40
—の屋内大気汚染, 262, 586
—の飢餓, 86–88, 530, 532, 827
—の期待寿命, 73–75
—の教育, 114–116
—の識字率, 114
—の上下水, 113
—の森林, 161–162, 166–167
—の大気汚染, 249–252
—の乳児死亡率, 76–77
—の肥料, 93–94
—の貧困, 101–111
—への援助, → ODA

バリウム, 209
ハリケーン, → 暴風雨

非識字率, 7, 63, 114, 471, 540
非自発リスク, → リスク、自発リスクと非自発リ

スク
ビスマス, 209
砒素, 209, 332, 335, 339
ビッグマック指数, 105, 536

肥満, 605
—とガン, 318, 329
—とぜん息, 269

ピメンテル、デビッド・C
—と AIDS/HIV, 33
—と栄養状態, 33–36
—と健康, 30–38
—と土壌流出, 148–151
—と農薬, 311, 354

病気, 77–82
微粒子, → 大気汚染, 屋外—, 微粒子
肥料, 14–15, 281–286, 595

—価格, 205–206
—と健康リスク, 288–290
—と富栄養化, 281–288, 303–304, 596, 598
—と緑の革命, 91

微量栄養素, 35, 516
貧困, 101–111, 125, 535, 536

—と環境, 250–252, 585
—の定義, 103, 535, 536

貧富の差, 100–111, 534–537, 538

「ファイル棚」問題, 52–53, 332, 610
風力発電, → エネルギー, 風力—
富栄養化, 281–288, 303–304, 596, 598
ブチルすず, 280
浮遊粒子状物質, → 大気汚染, 屋外—, 微粒子
ブラウン、レスター, 18, 28, 39, 470, 472, 473,

505
—と穀物価格, 10
—と穀物収量, 10–11, 136–142
—と魚, 151–153
—と食料, 153–154
—と森林, 45
—と中国, 145–148, 549
—と土壌流出, 148–151
—と 1人あたり穀物, 132–135
—のレトリック, 39, 547, 551

ブルーベビー症, → チアノーゼ
ブルントラント、グロ・ハーレム, 6, 310
ブルントランド、国連報告, 129
フロンガス, 395–396

—とモントリオール議定書, 395

平均余命, 243, → 「期待寿命」も参照
ペルシャ湾, 274–275

貿易, 10, 42, 103, 144, 154, 474
暴風雨, 122, 422–427, 650–652
ボーローグ、ノーマン, 90, 139, 502
ホルムアルデヒド, 263, 264

マイヤーズ、ノーマン
—の生物絶滅推計, 359, 363–364

マスターベーションの頻度, → 「セックスの頻度」
も参照, 617

マラリア, 33, 506
—と地球温暖化, 41, 374, 416, 419–420, 456

マルサス、トーマス, 85–86, 172
「万が一」の原理, → 「慎重なる回避」原理

水
海水の淡水化, 218–219, 573
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—と戦争, 223–224, 574
—の利用効率, 219–223
—へのアクセス, → 飲料水へのアクセス

緑の革命, 88–92, 95, 132, 134, 282, 304, 502–503

無毒性量, → NOAEL
無有害影響量 (NOEL), → NOEL

メス化, → 環境ホルモン, —精液の質

モントリオール議定書 (フロン), 395, 433
文盲率, → 非識字率

ヤマニ、アハメド (元石油相), 172

有機農法, 346–347, 598, 622
優先順位の設定, xxvii, 8, 13, 16, 21, 43, 46, 48,

140, 223, 287, 371, 474, 477–485,
487–490, 501–502, 825, 828–829

余暇時間, 116–120
予防原則, → 「慎重なる回避」原理
世論調査, → 環境世論調査

ラテンアメリカ, 109
ラドン, 263, 264
ラニーニャ, 420–421
ラブカナル, 310, 602

リサイクル, 13–14, 210, 301–302, 601
リスク, 320–323, 327–340, 477–485

—自発リスクと非自発リスク, 484–485
生涯—, 320–323
—のトレードオフ, 481–482
—分析, 327–340
—を 100万分の 1上げる, 483

リン, 205–206
汚染, 293

労働災害, → 事故、職場の
労働時間, 116–120, 541–542
日本の—, 117

ワールドウォッチ研究所, 3, 10, 14–15, 17–22,
26–28, 30, 38–39, 44, 54, 106–107, 129,
131–140, 143, 147, 157, 164, 213, 227,
341, 371, 373, 374, 423, 425, 426, 505,
508, 510, 513, 519, 544, 546, 651

割引率, 451–453
悪いニュース, 49–51, 57–58, 521
湾岸戦争, 39, 267

—石油流出, 274–275
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